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コンピュータ白書

通信回線の自由化を迎えて1982

財団法人 日本情報処理開発協会編





1

1

序 文

わが国 の コ ン ピュ ー タ事 情 につ い て、最新 動 向 を紹 介 す る 目的 をもっ て、1967年 に初刊 して以 来、 この

コ ンピュー タ 白書 は、16年 目 を迎 え た。低成 長基 調 で推移 す る日本経 済 の なか にあ って、1982年 に お ける

情報 化の動 きと して 、新 たな波 が生 じて いる。

産 業界 に おい て高 い関心 を集 めつ つあ るオ フ ィス ・オー トメ ー シ ョン(OA)の 台 頭 とと もに、本年7月

23日 に国会承 認 と な った通信 回線 利用 の 自由化 は、今後 にお け る多 彩 な情 報 ネ ッ トワー クを形成 促進 す る

条件 が整 った もの と期待 され る。一方 、 コ ン ピュ ー タ技 術 を含 めた先 端技 術 をめ ぐ って、 日米 間 に新 たな

問題 が生 じつつ あ り、 わが 国が コン ピュー タ技 術 開発 に おいて 、政府 が主 導 し官産 学 が協 力 して進 め る方

式 に波紋 を投 じた。 この状況 の なか で、1990年 代 に実用 化 を 目指 す第5世 代 コン ピュー タの研究 開発 が、

㈱ 新世代 コ ン ピュ ー タ技 術開 発機 構 にお いて 、 この6月 よ り開始 され た。本 プ ロジ ェク トで は、研究 計画

の段 階か ら国 際協力 につ い て論議 を行 い 、具 体的 な対応 が と られ よ うと して いる。

『コン ピュー タ白書'82』 は、1982年 の動 き と コンピュ ー タ利用状 況 を中心 に9部 より構成 されて いる。

第1部 は、総論 編 と して 、第2部 以 下 の要約 を行 い、 短 時間 で本書 の概 要 を把握 してい ただ ける よ うに

ま とめた。第2部 は、特 集編 と して 、(1)通信回 線 の 自由化,(2)先 端技 術分 野 の産業 政 策 と日米 貿易,(3)情

報 公開 ・プラ イバ シー問題 をと りあげ最新 の情報 をもって詳細 に報 告す る ことと した。

第3部 は政 策 編 と して、通 商産 業 省、郵 政省 の政 策 お よび行 政 にお ける コ ン ピュ ー タ利用 の現 状 を報告

す るこ とに した。第4部 は、情報 産業 お よび情 報通 信事 業 の現 状 と して、 わが 国の コン ピュ ー タ産業 、情

報 処 理産 業 お よび、 情 報通 信 事 業 を報 告 した。第5部 は コン ピュー タ利 用 の現況 と して、 わ が国 の コン

ピュータ実動 状況 、産業 別 、地域 別汎 用電 子計算 機状 況 お よび諸 外国 の コ ンピュー タ利用状 況 を報告 した。

第6部 は、技術 動 向 と して新 しい素子 および新 しい言語 の動 きを報 告 した。

第7部 は最近 の コン ピュー タを め ぐる動向 と して オ フ ィス ・オ ー トメー シ ョンをめ ぐる動 き、わが 国 に

お ける デー タベー ス ・サー ビスの動 向、 マ イク ロコ ン ピュ ー タの 動 向お よ びソ フ トウェアの 法的 保護 を報

告 した。第8部 は資 料 と して産 業構 造審 議会 情報 産業 部会 答 申の一 部資 料 お よびデ ー タ通信 回線 利用 制度

整 備 省令 の全 文 を載 せ た。第9部 は コン ピュー タ利用状 況 お よびオ ンラ イン化 調査 の集計表 を報告 した。

コ ンピュー タ白書 は1967年 に刊 行 して以 来16年 目 を迎 えた。 この 間、監 修 、専門 委員 の ご支援 を頂 いて

コ ンピュー タ利 用促 進 と情 報産 業 の発展 にマ イルス トー ンの役 を果 た してき たと 自負す る次第 で ある。今

後 と もご指 導 ご鞭撞 を お願 い し、最 後 に本書 が い さ さか な りと も情報処 理 を目指 す読 者諸兄 の手 が か りと

な れば幸 い で ある。 なお本 書 の作成 にあ たって編 集 グル ー プの ご尽 力 な らび に貴 重 な資料 と助 言 を与 えて

い ただい た関係各位 の ご協 力 に深 く感謝 の意 を表 す る次第 で ある。

1982年11月 財 団法人 日本情報処理開発協会
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1わ が 国 に お け る コン ピュ ー タの実 動 状況

Aコ ンピュータの実動状況

わ が 国 の コ ン ピ ュー タ需 要 動 向 に関 す る通 商 産 業 省 「電子 計 算 機 納 入 下取 調 査」 に よ っ て 、1981年

6月 末現 在 の わが 国 の コ ン ピュ ー タの 動 向 を概 観 すれ ば次 の よ う に な るで あ ろ う。

1981年6月 末 現 在 で 実動 して い る汎 用 コ ン ピュ ー タ ・シス テ ム の セ ッ ト数 は 、91,603セ ッ ト(前 年

比15.5%増)、 買 価 換 算 金 額4兆2,585億9,300万 円(同10.5%増)で あ り、年 間15,534セ ッ ト、金 額

5,414億8,300万 円 の純 増 と な り、純 増 分 の 平 均1セ ッ ト当 た りの シ ス テ ム規 模 は3,485万 円 で あ っ た 。

実 動 コ ン ピュ ー タ ・シ ス テ ム を型 別 に 見 る と 、 大 型 機 は3,250セ ッ ト(前 年3,005セ ッ ト)、2兆

4,798億 円(同2兆2,137億 円)で1セ ッ ト当 た り シス テ ム規 模 は7億6,301万 円(同7億4,520万 円)

で5年 来 大 型 化 の 傾 向 を た ど り、 中 型 機 は9,820セ ッ ト(同8,345セ ッ ト)、9,680億2,900万 円(同

8,533億8,800万 円)、 小 型 機 は27,623セ ッ ト(同21,558セ ッ ト)、5,098億1,700万 円(同4,004億3,700

万 円)、 超 小型 機 は50,910セ ッ ト(同44,479セ ッ ト)、3,009億6,000万 円(同2,495億400万 円)で あ る 。

セ ッ ト数 の 伸 び で は小 型 機28.1%、 超 小 型 機20.7%、 中型 機17.6%、 大 型機8.1%、 金 額 の伸 び率

は小 型機27.3%、 超 小 型 機20.0%、 大 型 機12.0%、 中 型機13.4%の 順 で 、 大型 機 の 全汎 用 コ ン ピュ ー

タ に 占 め る セ ッ ト数 の割 合 は わ ず か3.5%で あ る に もか か わ らず 、金 額 比 で は58.2%で あ り、 逆 に超

小 型 の セ ッ トの割 合 は、55.6%、 金 額 比 は7.1%に す ぎず 、分 極化 の傾 向 が さ らに強 ま って い る 。

B産 業別設置金額

産業 別 に設 置 金 額 を見 れ ば 、第1位 の 金融 業 は6,798億 円(前 年6,289億 円)で 全 産 業 の15.9%(同

16.9%)、 第2位 の卸 ・小 売 ・商 事 は6,148億 円(同5,026億 円)で 全 産 業 の14.4%(同13.5%)、 第3

位 の 電 気機 械 は4,473億 円(同3,930億 円)、10.5%(同10.5%)、 第4位 のサ ー ビス業 は3,374億 円(同

2,909億 円)、7.9%(同7.8%)、 第5位 の 政 府 関 係 機 関 は3,320億 円(同3,059億 円)、8.2%(同

7.8%)で あ って 、2,000億 円 以上 の上 位5産 業 だ けで 全 産業 の56.8%(同56.5%)を 占 めて い る。

第6位 以 下10位 ま で は輸 送 機 械 製 造1,734億 円(前 年1,503億 円)、7位 化 学 ・石 油1,566億 円(同

1,337億 円)、8位 政 府1,402億 円(同1,311億 円)、9位 保 険1,375億 円 、10位 大 学1,271億 円 で あ り、

これ ら上 位10業 種 で 、全 産 業 の74%を 占 め て い る。
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C産 業別設置台数

産 業 別 に セ ッ ト数 を 見 れ ば 、 第1位 は 卸 ・小 売 ・商 事 の38,337セ ッ ト(前 年30,267セ ッ ト)で 、 全

産 業 の41.9%(同40.3%)、 第2位 は サ ー ビ ス 業 の7,255セ ッ ト(同6,001セ ッ ト)で7.9%(同8.0%)、

第3位 は 金 融 の6,040セ ッ ト(同5,613セ ッ ト)で6.6%(同7.5%)、 第4位 電 気 機 械4,046セ ッ ト(同

3,378セ ッ ト)の4.4%(同4.5%)、 第5位 法 人 団 体 ・農 協3,773セ ッ ト(同3,398セ ッ ト)で 、4、1%

(同4.5%)の 順 で あ る 。

シ ス テ ム 規 模 に つ い て は 政 府 関 係 機 関 の3億3,610万 円 を最 大 に 、 保 険 業(2億6,460万 円)、 証 券

(2億2,880万 円)、 政 府(2億300万 円)、 電 気 ・ガ ス(1億7,180万 円)、 鉄 鋼(1億3,410万 円)、 大

学(1億2,170万 円)、 輸 送 用 機 械 製 造(1億1,980万 円)、 金 融(1億1,260万 円)、 電 気 機 械(1億

1,060万 円)が 上 位10部 門 で あ っ て 、1980年6月 末 調 査 と 大 き な 変 化 は な い 。

D地 域別実動状況

1981年6月 末 現 在 の 地 域 別 実 動 状 況 に よ れ ば 、 東 京 都 が29,374セ ッ ト、(全 国 比32.0%)、1兆

7,162億 円(全 国 比40.3%)で 第1位 で あ り 、 次 い で 大 阪 府(13,899セ ッ ト、5,428億 円)、 愛 知

(5,759セ ッ ト、2,493億 円)、 神 奈 川(3,541セ ッ ト、3,403億 円)、 福 岡(3,249セ ッ ト、1,065億 円)、

北 海 道(3,247セ ッ ト、978億 円)、 広 島(2,535セ ッ ト、894億 円)、 兵 庫(2,255セ ッ ト、1,132億 円)、

静 岡(1,882セ ッ ト、737億 円)、 埼 玉(1,841セ ッ ト、722億 円)、 京 都(1,841セ ッ ト、668億 円)、 千

葉(1,470セ ッ ト、649億 円)、 宮 城(1,439セ ッ ト、482億 円)、 新 潟(1,244セ ッ ト、346億 円)、 長 野

(1,001セ ッ ト、361億 円)が1,000セ ッ ト以 上 を 設 置 し て い る 都 道 府 県 で あ り 、1シ ス テ ム 規 模 で は

茨 城(1億2,676万 円)、 神 奈 川(9,611万 円)、 東 京(5,842万 円)、 兵 庫(5,022万 円)、 滋 賀(4,676

万 円)、 千 葉(4,421万 円)、 愛 知(4,330万 円)、 栃 木(4,106万 円)、 三 重(4,066万 円)、 埼 玉(3,923

万 円)の 順 で あ っ て 、 東 京 、 大 阪 隣 接 県 の シ ス テ ム 規 模 が 依 然 と し て 高 い 。

2わ が 国 の コ ン ピュー タ政策

情報産業の振興育成の将来における重要性を、きわめて初期から認識 していたわが国政府は、1956

年に始まる 「機械工業振興臨時措置法」(機振法)お よび1957年 に始まる 「電子工業振興臨時措置法」

(電振法)を 施行 し、電子産業政策を打ち出したのである。当時、わが国ではほんのわずかのコン

ピュータが稼動 していたにすぎない。人力以外に資源の乏しいわが国が将来の経済的波及効果の大き

い電子産業の育成に乗 り出したのは当然のことであった。このような政府の努力、および1960年 代の

高度経済成長政策 と相侯って、コンピュータ産業は技術力 ・生産力を高めていった。
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その後、「機械工業振興臨時措置法」および 「電子工業振興臨時措置法」の両法は、1970年 代の資

本自由化その他の内外経済情勢の変化に対応するため、1971年 より統合されて 「特定電子工業および

特定機械工業振興臨時措置法」(機 電法)と なった。この機電法によって振興対象とされた機種は、

電子工業で37種 、機械工業で58種 、合わせて95種 に及んでおり、それぞれの高度化計画が策定された。

しかし、技術先端機器の向上、経営基盤の充実、発展途上国の追い上げに対処する品質 ・性能の向上、

ハー ドウェアおよびソフ トウェアを高度に組み合わせたシステムの開発促進等、機械情報産業は種々

の課題をかかえている。以上のような課題に応えようと1978年 に制定されたのが 「特定機械情報産業

振興臨時措置法」(機 情法)で 、高度化計画の策定、所要資金の確保、税制上の措置、規格の制限な

ど共同行為の指示等、情報産業の振興および高度利用の推進にきめ細かい各種の対策を講ずることに

なった。

1976年 、わが国政府は第4世 代機 を前提に、高密度 ・高速度化された集積回路が、電子計算機にと

どまらず、わが国の産業の発展に大きな影響を与えるという認識のもとに、「次世代電子計算機用大

規模集積回路開発促進費補助金」を創設 し、国産メーカー5社 からなる技術研究組合に対 して、開発

費用の50%の 補助を行い、1976年 度から1979年度までの4カ 年計画に総額290億9,800万 円を補助し、

研究開発の成果をあげた。

さらに第4世 代機のソフトウェアの上で、ネットワーク管理技術、超高級言語処理技術等の基本ソ

フ トウェア技術を早急に開発する必要を認め、日本語による入出力可能の高性能新周辺端末装置技術

の開発ともあわせて、1979年 度か ら1983年度までの5カ 年計画で総額470億 円の研究開発資金を投 じ、

電子計算機基本技術研究組合に対 して50%の 補助を決定 している。1979年 度は17億円、1980年 度は57

億8,500万 円、1981年 度は62億 円、1982年 度は財政再建中の臨時異例措置として45%の 補助とし、56

億1,600万 円である。

また、近年、わが国内外の社会 ・経済情勢の急速な変化に対応 して、わが国の情報化および情報産

業にかかる諸問題を総合的に検討 し、さらに1980年代における将来の展望を得るために、1980年6月

に通商産業大臣は、産業構造審議会 ・情報産業部会に対 し、「80年代の情報化および情報産業の在 り

方ならびにこれらに対する施策の在 り方」について諮問が行われた。この諮問に対 して、産構審 ・情

報産業部会は1980年12月 の中間答申に続き、1981年6月 に答申を行った。1974年 以来6年 ぶりのこと

であった(第8部 資料体系参照)。

ソフ トウェア振興策 として 「情報処理振興事業協会等に関する法律」(情振法)に 基づいて、特定

プログラムの委託開発、ソフ トウェア生産技術開発計画、ソフ トウェア保守技術開発計画、汎用プロ

グラムの登録、複合的情報処理技術の開発業務等が実施されているが、情報処理振興事業協会に対す

る補助金は、1981年 度は26億5,800万 円、1982年 度は26億2,000万 円であった。わが国のコンピュータ

産業の長期発展の基盤を確保するための共同 レンタル会社である日本電子計算機(株)に 対 して、
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1972年 か ら続 い て い る開 発銀 行 の融 資 は、電 子 計 算 機 振 興 の た め の開 発 銀 行 融資 そ の他 に統 合 され 、

1982年 度51億5,000万 円(1981年 度460億 円)の 内数 が計 上 さ れ 、情 報 処理 振 興 金 融措 置 の資 金50億 円

(同50億 円)で あ っ た。

通 商 産 業 省 で は、 技 術 開発 の促 進 、 社会 シス テム の 開 発 、情 報 化 の 基 盤整 備 の ため に研 究 ・開発 を

助 成 して い る が 、技 術 開発 の大 型 プ ロ ジェ ク トと して1979年 度 か ら1986年 度 まで総 額200億 円 を予 定

して い る光 応 用 計 測 制 御 シ ステ ム の 開 発 に 、1982年 度 は32億3,800万 円(同24億1 ,800万 円)の 予 算 を

計 上 した 。

情 報 シス テ ム の開 発 と して は、1978年 度 か ら6カ 年 計 画 で ヘ ル ス ケ ア ・ネ ッ トワー ク ・シス テム の

開 発 が 行 わ れ て お り、1982年 度1億9,600万 円(1981年 度2億2,200万 円)を 計上 し、代 替 エ ネ ル ギ ー

利 用 型 コ ミュニ テ ィ ・エ ネル ギ ー ・シス テ ム 開発 計 画 調 査 に3,500万 円(同4,500万 円)、 そ の他 情 報

処 理 サ ー ビス 業 安 全 対 策 等 情 報 化 の 基 盤 整 備 に8億9,400万 円 を計 上 し、そ の う ち商 工 会 議 所 等 へ の

コ ン ピュ ー タ導 入 の 促進 へ の補 助 が3億6,600万 円(同3億4 ,700万 円)で あ る。

な お 、電 子 計 算 機 基礎 技 術 開 発 に関 す る調 査 研 究(第5世 代 コ ンピ ュー タの研 究 に 関 す る調 査)4

億2,600万 円(同1,500万 円)、 大型 プロ ジェ ク トで は 、科 学 技 術 用 高 速 計 算 シス テ ムの 研 究 開 発 費47

億8,600万 円(同27億1,400万 円)が 計 上 され て い る。

わ が国 の 情 報 産業 政 策 の う ち、税 制 につ いて付 言 す れ ば 、生 産性 の高 い汎 用 ソ フ トウ ェ アの 開 発 を

促 進 す るた め 、1979年 度 の税 制改 制 に おい て 、汎 用 ソ フ トウ ェ ア取 り引 き にか か わ る収 入 金 額 の50%

を限 度 と して 、無 税 に よ る準 備 金 の積 み立 て を認 め(4年 据 え置 き、4年 均等 取 り崩 し)、 さ らに機

情 法 に基づ く特 別 措 置 と して 、工 業 化 促 進機 種 に指 定 され て い る重 要 複 合機 で 、特 に普 及 を促 進 すべ

き もの につ い て 、設 置 者 に初 年 度100分 の13を10%と して特 別 償 却 を認 めて い るが 、1979年 度 の 税 制

改 正 に よ り、高 性 能 電子 情 報 遠 隔 処 理装 置 特 別 償 却制 度 を2年 間延 長 した。

そ の ほ か 、 日本 電 子 計算 機(株)を 通 じて レン タル され た コ ンピ ュー タが レン タル ・バ ック され た

場 合 、 コ ン ピュ ー タ ・メ ー カ ーの 損 失 を補 う ため に電 子 計 算 機 買 戻 損失 準 備 金 制 度 が あ る が 、同 制 度

が延 長 され た。

わ が 国 で デ ー タ通信 が始 ま っ たの は1964年 で あ るが 、 そ の後 回 線利 用制 限の 緩 和 、加 入 電 話 網 や加

入電 信 網 へ の コ ン ピュ ー タの接 続 の 要望 が強 ま り、1971年 に公 衆 電 気通 信 法 が 改 正 され て 、 デー タ通

信 回線 と して 特 定 通信 回線 と公 衆通 信 回線 が 法 定 され た。

デ ー タ通 信 は、 この 公衆 電 気 通信 法 の改 正 を契 機 と して 、 シ ステ ム 数 が急 激 に増加 し、社 会 の 各分

野 に お いて 利 用 され る に至 っ た。

1979年12月 に は、新 しい デ ィ ジ タル交 換網 と して回 線 交 換 サ ー ビス が 、1980年7月 か らはパ ケ ッ ト

交 換 サ ー ビス が 開始 さ れ た。1982年10月23日 郵 政 省 令 の改 正 に よ り、 デ ー タ通 信 は利 用 の 多様 化 と増

加 の一 途 を た ど る こ と は明 らか で あ る。 今後 デ ー タ通 信 は ロー カル ネ ッ トワー ク化 が進 展 し、ハ ー ド



12第1部 総 論

ウ ェ ア、 ソフ トウ ェア 、 デ ー タ等 の 効 率 的利 用 が行 われ て い くと考 え られ て お り、郵 政 省 で は、 デ ー

タ通 信 高 度 化 の ため の 開発 調 査 を進 め て い る 。

1977年 度 か ら1979年 度 にか け て 、標 準 プ ロ トコル(CCNP)の 設 定 を行 っ たが 、1979年 度 か らは

ユ ーザ ーの作 成 した プ ロ グ ラム が 、 この標 準 プ ロ トコル に適 合 してい る か ど うか を検 証 す る シ ス テム

の 開 発 に 着手 し、1982年 度 に は6,883万 円の 予 算(前 年 度9,239万 円)を 計 上 した。

ま た、 複 数 の デ ー タベ ー ス を ネ ッ トワ ー ク に よ り接 続 し、相 互 に利 用可 能 とす る技術 を 開発 す るた

め に 「デ ー タベ ー ス利 用 技 術 の 開発 調 査 」 と して、1982年 度4,865万 円(前 年 度3,800万 円)を 、共 通

的 な ア クセ ス 言語(ア ク セ ス ・コマ ン ド)の 開 発 の た め に 「デ ー タ通 信 向 き言 語 の 開 発調 査 」 と して

1982年 度3,716万 円(前 年 度4,806万 円)を 、 デ ー タ通 信 シ ス テム に お ける デ ー タ保 護 手 法(暗 号 化)

の研 究 開 発 を行 うた め に 「ネ ッ トワー ク化 に伴 う諸 問 題 の 調 査 」 と して1981年 度2,654万 円(前 年 度

2,966万 円)を 予 算 に 計 上 して い る。 さ らに 、 デ ー タ通 信 に お け る総 合 安全 対 策 シス テ ム の開 発 調 査

を行 うた め に、1982年 度 に おい て499万 円 を予 定 して い る。

3わ が国政府関係機 関お よび地方公共 団体 にお ける

コンピュー タ利用状況

1981年6月 末 現在 の わ が 国 にお け る汎 用 コ ンピ ュー タの実 動状 況 に よれ ば 、 わが 国 の 政府 、特 殊 法

人 、 お よび地 方 公 共 団体 の コン ピュ ー タ設 置 総 数 は3,087セ ッ ト(前 年2,697セ ッ ト)で 全 産業 総 セ ッ

ト数9万1,603セ ッ トの わ ず か3.3%(同3.5%)で あ る が 、 金 額 は 大 き く、 政 府 は1,402億 円(同.

1,311億 円)、 特 殊 法 人3,320億 円(同3,059億 円)、 地 方 公共 団体948億 円(同830億 円)、 総 額5,671億

円(同5,200億 円)で 全 実 動 コ ン ピュ ー タの13.3%(同13.9%)に 相 当 す る。

これ ら行政 機 関等 に お け る情 報 処 理 量 、蓄 積 量 お よ び伝達 量 は年 々大 き くな り、 ま た公 共 情 報 シス

テ ムの 必 要性 か ら、 コ ン ピ ュー タの シス テム規 模 は大 型 化 お よ び オ ン ライ ン化 の傾 向 を た ど り、 産業

別 に見 て も1セ ッ ト平 均 シ ス テム規 模 は、 特 殊 法 人 の3億3,610万 円(同3億4,650万 円)が 最 も大 き

く、保 険2億6,460万 円(同3億9,700万 円)、 証 券2億2,880万 円(同2億1,300万 円)と 続 き、 次 い

で政 府2億300万 円(同2億1,500万 円)が 続 いて お り、大 型 シス テ ム を利 用 す る部 門 とい う こ とが で

き る で あ ろ う。

わ が 国 の行 政 機 関 は 、1969年8月30日 「政 府 に お け る電 子 計 算機 利 用 の 今後 の方 策 につ い て」 閣議

決 定後 、 コ ン ピュー タ利 用 に積 極 的 で あ り、政 府 各 省 庁 の行 政 事務 処 理 は も ちろ ん の こ と、 デ ー タ伝

送 網 の 利 用 に よ る適 用 部 門 の全 国的 拡 大 、新 規 業 務 の 開発 、各 省 庁 間 の デ ー タベ ー スの 共 用等 、 コン

ピ ュ ー タ化 を深 め国 民 生 活 に そ の利 便 を ます ます与 え て きて い るが 、 その 反 面 、公 共 情 報 の 公 開 、 プ

ラ イバ シー の保 護 な ど、市 民 生 活 にか か わ っ て解 決 す べ き 問題 が 議論 され る よ うに な っ て きた 。
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A行 政機関

1981年 度 末 現 在 、 わ が 国 の 行 政 機 関 に お い て 利 用 さ れ て い る コ ン ピュ ー タの 総 数 は2
,207セ ッ ト

(前年2,068セ ッ ト)で 、 各 省 庁331セ ッ ト(同309セ ッ ト)、特 殊 法 人742セ ッ ト(同680セ ッ ト)、 地

方 公 共 団 体1,134セ ッ ト(同1,079セ ッ ト)で あ る。1,000万 円 以 下 の超 小 型 機 に つ い て は各 省 庁458

セ ッ ト、特 殊 法 人122セ ッ ト、地 方 公 共 団体423セ ッ ト、 合 計1,003セ ッ トで あ っ て、超 小 型 機 の 利 用

が急 速 に増 加 して い る。

1981年 度 の 各 省 庁 別 コ ン ピュ ー タ利 用 セ ッ ト数 を み る と、 郵 政 省83セ ッ ト(前 年 度72セ ッ ト)、運

輸 省60セ ッ ト(同51セ ッ ト)、 防衛 庁51セ ッ ト(同50セ ッ ト)、 大蔵 省19セ ッ ト(同17セ ッ ト)、建 設

省19セ ッ ト(同18セ ッ ト)の 順 で あ り、機 種 更 新 は36セ ッ ト(同39セ ッ ト)、 新規 増設27セ ッ ト(同

18セ ッ ト)で あ って 、大 型 機 等 へ の 切 り替 え が多 くな って きた 。

政 府 各 省 庁 に お け る1981年 度 末 現 在 、 大 型 機 の セ ッ ト数190セ ッ ト(前 年 度188セ ッ ト)で 総 数 の

57.5%(同60.8%)、 オ ン ラ イ ン処 理 機223セ ッ ト(同205セ ッ ト)で 全 体 の67 .4%(同66.8%)、 オ ン

ラ イ ン端 末機23,983セ ッ トと な り、 ま す ます 高 度 化 ・大型 化 の傾 向 を示 して い る。

1980年7月 現 在 、 各 省 庁 で デ ー タベ ー ス を運 用 して い る もの は39シ ス テ ム(29部 門 ・19.5%)、 開

発 ・計 画 ・検 討 中 の も の は55シ ス テム(49部 門 ・32.9%)に 達 し、 合 わ せ て52.4%が デ ー タベ ー ス に

関 係 して い る。

各 省 庁 の コ ン ピュ ー タ利 用 の高 度 化 に伴 い 、そ の 運 用 経 費 は大 幅 に増 加 し、1,379億 円(対 前 年 比

14.0%増)と な って お り、 この 内 訳 は 、機 器 調 達 費848億 円(全 体 の61 .5%)、 消 耗 品 費 ・備 品 費149

億 円(同10.8%)、 通 信 回 線 使用 料131億 円(同9.5%)、 外 注 費99億 円(同7.2%)と な って い る 。

B特 殊法人(政 府関係機関)

総 数103機 関(前 年 度109機 関)の 特 殊 法 人 に お ける コ ン ピュ ー タ利 用 の 現状 は、1981年 度 末 現 在 の

法 人 数 は61機 関(59.2%)と 前 年 よ り2機 関 増 え、1シ ス テ ム1,000万 円 以上 の汎 用 コ ンピ ュー タの

セ ッ ト数 は742セ ッ ト(対 前 年比9.1%増)、 設 置 金 額2,033億 円(対 前年 比22 .7%増)、 要員 数7,178人

(対前 年 比0.1%増)と 増 加 の傾 向 を示 して い る。

この ほか 、超 小 型 機 のみ を設 置 して い るの は6機 関 、外 部 の コ ン ピュ ー タ を利 用 して い るの は16機

関 、 なん らか の方 法 で コ ン ピュ ー タ を利 用 して い る機 関 は91機 関(全 体 の88.3%)に の ぼる 。

C地 方公共団体

1981年4月 現在 の地 方 公 共 団 体 の コ ン ピ ュー タ利 用 につ い て は、1,000万 円 以 上 の汎 用 コ ン ピュ ー

タの 導入 セ ッ ト数1,134セ ッ ト(前 年1,013セ ッ ト)で 前 年 よ り121セ ッ ト増 加 した 。
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実 動 セ ッ ト数 の 内訳 は、都 道 府 県47団 体 に お い て427セ ッ ト、市 区 町 村707セ ッ トで 、超 小 型 機 は都

道府 県189セ ッ ト、市 区町 村234セ ッ トで 、 超 小型 機 まで 含 め て都 道府 県616セ ッ ト、市 区町 村941セ ッ

トと な り、前 年 に比 べ て前 者 は86セ ッ ト、 後 者 は92セ ッ トの増 加 とな って い る。

コ ン ピュー タの 利 用 団 体 数 につ い て は 、都 道 府 県 は47の 全 団 体 、市 町 村 につ い て は単 独 利 用 が522

団体 、共 同 利 用284団 体 で あ り、委 託 団 体 で市 区町 村 全 団体 の91.5%(3,000団 体)が コ ン ピ ュー タを

利 用 して い る。

都 道 府 県 、 市 区 町村 と も オ ン ラ イ ン処 理 が増 加 して お り、都道 府 県 で は オ ン ラ イ ン利 用 団 体45団 体

(95.7%)、 市 区 町村 で は148団 体(6.1%)と な って い る。都 道 府 県 の オ ンラ イ ン ・シス テ ム と して

は 、 公害 ・税 務 ・財務 ・医 療 ・土 木 行 政等 が主 要 で あ り、市 区 町村 も同様 な傾 向 が み られ る。

4コ ンピュ ー タ利 用状 況 調査

日本 情 報 処理 開発 協 会 は、1982年 度 版 コ ン ピュ ー タ 白書 の た め 、1981年9月 末 現 在 で 、 わ が 国 にお

け る コ ン ピ ュー タ利 用 状 況 調査 お よび オ ンラ イ ン化 調 査 を実施 したが 、主 要 項 目 は次 の とお りで あ る。

Aコ ン ピュータの規模

5年 後 に 自社 の コ ン ピ ュー タ ・シ ス テム を拡 大 す る と予 想 す る企 業 は 、回 答事 業体1,133企 業 の う

ち60.4%(前 年62.6%)で あ り、5年 後 の 規 模拡 大 率1.9倍(前 年1.9倍)を 予 想 し、前 年 と ほ とん ど

変 わ ら ない 。

5年 後 の 平 均予 想拡 大 率 の 高 い業 種 は 、大 学 の2.4倍 、 そ の他 の サ ー ビスが2.2倍 、 さ らに 新聞 ・出

版 業 が2.1倍 、電 気 機 械 器 具 製 造 業 が2.1倍 、輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 が2.1倍 で あ り、予 想 拡 大率 の 低

い業 種 の石 油 製 品 製造 業 で さ え1.6倍 を予 想 して い る 。

BEDPS運 用経費

1981年9月 末 現 在 の月 間EDPS運 用 経 費 は 、全 産 業1事 業 体 当 た り、業 種 別 月商 比 の集 計 対 象 企

業(766事 業 体)の 平 均 で は、3,369万 円(前 回 調査3,274万 円)で あ り、経 費 細 目 に記 入 回答 事 業 体

(1,007事 業 体)の 平 均 で は3,766万 円(同3,664万 円)で あ っ て 、 人 件 費 は こ の全 体 の262%(同

27.5%)、 機 械 設 備 関係 経 費 の う ち機 械 レ ンタ ル料27.6%(同26.6%)、 機 械 償 却 費7.7%(同10.0%)

で、 人 件 費 が1.3%の 減 少 を示 した。 保守 費 ・保 険 費10.0%(同8.1%)、 電 力 費4.1%(同4.3%)、 外

注 費13.9%(同13.3%)、 その 他 連 絡 費1.6%(同0.9%)な どと な っ て い る。

機 械 設 備 費 の う ちCPU11.5%(同11.7%)、 周 辺 装 置5.0%(同5.3%)、 周 辺 記 憶 装 置5.3%(同

4.8%)、 端 末 装 置13.5%(同14.6%)で あ るが 、CPU対 周 辺 端 末 装 置 の 割 合 は32.6:67.4(同32.2
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:67.8)で 過 去6年 連 続 してCPUの 割 合 が減 少 し、 今 回上 回 って い る。 レン タル料 対 償 却 費 の割 合

は77.8:22.2(同72.7:27 .3)で あ って増 加 傾 向 に あ った買 い取 りが 若 干低 下 した。

1社 当 た り月 間経 費 対 月 商 の 全 国平 均 はO .0039(同0.0029)で やや 上昇 し、公 務 を除 く全 産 業 の1

社 当 た り1従 業 員 当 た り月 間 経 費 は17,600円(80年 度15,400円 、79年 度16 ,800円 、78年 度16,800円 、

77年 度15,600円)で 経 費 的 に は微 増 で あ る。

Cコ ンピュータ要員の待遇および問題点

1981年9月 にお ける コ ン ピュ ー タ要員 の平 均 給 与 額 は、 パ ンチ ャ ー11万7,400円(対 前 年 比3,300円

増)、 オペ レー タ ー14万3,200円(同3,900円 増)、 プ ロ グ ラマ ー17万6
,500円(同9,700円 増)、SE22

万1,000円(同1万300円 増)で 、 オ ペ レー ター の 対前 年 比 は2 .6%増 、パ ンチ ャーの 対 前 年比 は2.9%

増 に と ど ま り、 プ ロ グ ラマ ー、SEが そ れ ぞ れ5.8%、4.9%の 増 と な って い る。

賃 金 を産 業 別 ・職 種 別 に見 る と、 パ ンチ ャー は、 石油 製 品 製造 業 の13万1 ,700円 が最 も高 く、 次 い

で生 命保 険 業 の12万9,500円 、 さ らに鉄 鋼 業 が12万3 ,000円 で あ るが 、 そ の他 の業 種 は全 産業 平均11万

7,400円 ±1万 円 に集 中 して い る 。

オ ペ レー ター につ い て は、 広 告 ・調査 ・情 報 提 供 サ ー ビス業20万 円 が最 高 で、 損 害保 険業18万 円、

鉄 鋼 業17万8,400円 の順 で あ り、 プ ロ グ ラマ ー は石 油 製 品 製造 業21万5 ,000円 、 広告 ・調 査 ・情 報 提供

サ ー ビス業20万 円 、 生命 保 険18万1,000円 、SEに つ い て は 、生 命 保 険 業30万4,500円 、 損害 保 険業28

万3,000円 、繊 維 工 業24万4,500円 な どが 高 い 。

社 内要 員 に関 す る 問題 点 は 、第1に 職 種 に かか わ りな く、他 部 門 か らの 配置 転 換 が 困 難 で あ る こと

で あ る。 の べ 回 答 数 の52.2%(1980年 度52 .8%、1979年 度53.3%)、 職 種 別 に は、 プ ロ グ ラマ ー につ

い て58.5%(1980年 度60.2%)、SEに つ い て50 .2%(同74.4%)が 配 置 転 換 の 困 難 で あ る こ と をあ

げ て い る。

第2の 問 題 点 は 、依 然 と して 教 育 に 手 間 が か か る こ と で あ り、 の べ 回 答 数 の46.3%(1980年 度

46.3%)、 職種 別 に は と りわ けSEに つ い て55 .0%(同59.6%)、 プ ロ グ ラ ラマ ー につ いて50 .1%(同

49.9%)が この 問題 を訴 え 、第3の 問題 は スペ シ ャ リス トと して の地 位 が確 立 して いな い こと で あ る
。

この 問題 につ い て は の べ 回 答 数 の34 .2%、 と く にSEに つ い て は48.0%(前 年47 .2%)、 プ ロ グ ラ

マ ー につ いて40.6%(同35.0%)が 確 立 して いな い と 回答 してい る
。

絶 対 数 に つ い て は 、SEの 不 足 を48.3%(同46.1%)、 プ ロ グ ラマ ー の 不 足 を40 .6%(同37.0%)

が訴 え 、残 業 時 間 が長 い と い う設 問 に 対 して は、SEに つ い て20 .1%(同17.2%)、 プ ロ グ ラマ ー に

っ い て22.1%(同22.1%)の 企 業 が残 業 が 長 い と 答 え、 コ ン ピ ュー タ化 の 深 化 は、SE、 プ ロ グ ラ

マー に ます ます 負 担 を 大 き く して い る こ と を うか が わせ
、 パ ンチ ャー は定 着 率 は依 然 と して低 く、

23.3%(同25.1%)が 低 い と答 えて い る。 この よ う な結 果 か らす る と、SEお よび プ ロ グ ラマ ーの 教
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育、要員の確保、地位の確立がなお切実な課題である。

D情 報サービス機関の利用

1980年9月 末 現 在 で 、諸 派 遣 要員 お よび外 注 パ ンチ単 価 に 関 す る調 査 結 果 は、 次の とお りで あ る。

ア ンケ ー ト回 収 事 業体 総 数1,090事 業 体 の う ち416事 業体38.1%(前 年34.9%)が 外 部 か ら派 遣 要 員

を受 け入 れ 、年 々受 け入 れ事 業 数 の割 合 は増 加 して い るが 、全 産 業 平 均1社 当 た りの被 派 遣 要 員 の受

け 入 れ 数 は、 パ ン チ ャ ー4.9人(1980年 度5.0人)、 オ ペ レー タ ー6.4人(同5.9人)、 プ ロ グラ マ ー4.4

人(同3.4人)と な っ て お り、 総 数 と して は19.7人(同18.1人)で 微 増 で あ る。 派遣 元 へ の 支払 い は、

1日 当 た り、パ ン チ ャ ー1万1,300円(同1万1,800円)、 オペ レー タ ー1万6,100円(同1万5,000円)、

プ ロ グ ラ マ ー1万9,000円(同1万8,700円)、SE2万3,700円(同2万4,300円)で あ っ た。 外 注 パ

ンチ1字 当 た り平 均 単 価 は 、全 産 業 で数 字31.3銭(前 年31.0銭)、 英 字41.5銭(同41.0銭)、 カ ナ文 字

54.3銭(同53.9銭)で 大 きな 変化 はな い。

Eコ ン ピュー タ教 育 費用

コ ン ピュ ー タ教 育 に 対 す る企 業 の 費 用 負 担 に つ い て は 、1企 業 当 た り平 均 年 間 教 育 費 は、 コ ン

ピュ ー タ部 門 の要 員 に対 して 、107万6,900円(前 年95万9,700円)、 一 般社 員 に対 して 、185万9,200円

(同148万1,000円)で 年 々 上 昇 して い る が 、 これ を1人 当 た りに 直す と、 コ ン ピュ ー タ部 門要 員 に対

して は3万2,200円(同2万4,900円)、 一 般 社 員 は600円(同600円)に す ぎな い 。

Fシ ステム事故 ・障害、安全対策状況

本白書は今年度新たにシステム事故、障害状況、システム保護対策、システム建屋の不可侵性対策、

コンピュータルームの不可侵性対策、地震対策、火災対策、停電および防水対策の項目のレベル付け

調査を行 った。
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第1章 通 信回線の 自由化

1982年7月9日 、公 衆 電 気 通 信 法 の一 部 改 正 案 を含 む い わ ゆ る行革 一 括 法案 が参 議 院 本 会議 で可 決

成 立 した。

公 衆 電 気 通信 法 の一 部 改正 は 、1982年10月23日 か ら施 行 され た。 こ こに第2次 回 線 自由化 が実 現 す

る こ と と な る。

デ ー タ通 信 の 自由化 をめ ぐ って大 変 め ま ぐ る しい動 きの あ っ た1年 余 で あ っ たが 、以 下 、 この 間 の

動 き を振 り返 って み る こ と と し よ う。

1自 由化 を求 める声

第1次 回 線 自由 化 が 行 わ れ た の は今 か ら11年 前 、1971年 の こ と で あ る。 当 時 、 高 価 な 大 型 コ ン

ピュ ー タを通 信 回 線 に よ り多 企 業 間 で共 同利 用 したい 等 の要 望 が大 変強 く、 こ う した こ と に応 え る た

め 公衆 電 気 通 信 法 の 改正 が行 われ た。

これ に よ りデ ー タ通 信 回線 利 用 制 度 が 創設 され 、 デ ー タ通 信 の た めの共 同 使 用 や他 人 使 用 が、 制 限

つ きな が ら認 め られ る こ と とな っ た。

第1次 の 自由 化 は 、 コ ン ピ ュー タの機 能 を有 効 に利 用 す る とい う観 点 に立 ちつ つ も、事 実 上 電 電 公

社 と類 似 の 業 務 を行 う こと と な らな い よう 、 メ ッセ ー ジ交 換 の 禁止 等 一 定 の制 限 の も とに 行 わ れ た も

の で あ っ た 。 ま た、想 定 され た利 用形 態 も コ ン ピュ ー タと端 末 との 間 に通信 が終 始 す る単 純 な形 態 で

あ っ た 。

こ う した制 度 の もと で 、 デ ー タ通 信 は着 実 な発 展 を示 し、通 信 白書 に よ れ ば、 当 初 の 約300シ ス テ

ム か ら、1980年 度 末 の約6,000シ ス テム へ と20倍 の 増 加 を示 す な ど 、 わが 国経 済 ・社 会 活 動 に密 着 し

た も の と な っ て い る。

しか しな が ら、現 行 制 度 の大 枠 が定 め られ て か ら10年 が経 過 し、 そ の間 、 コ ン ピュ ー タ と電 気通 信

技術 の進 歩 に対 応 して 、 コ ン ピュ ー タ を複 数結 合 したい わ ゆ る分 散 処理 型 の シス テ ム や、 各 企 業等 の

個 別 シ ス テ ム を効 率 的 に結 合 す るた め の ネ ッ トワー ク化 の傾 向 が見 られ る よ う にな る な ど 、技 術 面 、

利 用 面 で の著 しい 発展 が な され た もの の 、制 度 面 で は若 干 の手 直 しに とど ま っ た ため 、 デ ー タ通 信 の

実 態 に即 した制 度 とす るよ う、 利 用制 限 の大 幅 な緩 和 、撤 廃 を求 め る要 望 が各 方 面 か ら出 され る よ う

に な った 。
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要望は、2-1-1表 に示すように、その提言者、内容とも多岐にわたるが、集約すれば次のような

ものである。

(1)企 業グループ等が共同で使用する場合(共同使用)の 制限緩和

現在、共同で使用する企業等相互の関係に一定の制約があるが、これを緩和 してほしい。

(2)計 算会社等が利用する場合(他 人使用)の 制約緩和

現在、計算会社等がその顧客に回線を利用 させる場合に、回線の利用のしかたに一定の制約がある

が、これを緩和 してほしい。

(3)特 定通信回線 と公衆通信回線の接続の自由化

現在、郵政大臣の個別認可が必要であるが、これを自由にしてほしい。

(4)メ ッセージ交換禁止の緩和

現在、メッセージ交換は認められていないが、電信電話とならないようなメッセージ交換は認めて

ほしい。

以下、主な意見について主要部分を示す。

(1)産 業構造審議会情報産業部会答申(1981年6月15日)は 次のように述べている。

① オンライン情報処理は、情報処理と通信の結合した高度なコンピュータ利用の一形態であり、

これに公衆電気通信の秩序の維持の観点から、電信 ・電話と同じような種々の規制を課することに

ついては問題がある。

② したがって、オンライン情報処理に対する通信回線の利用制約は、社会経済の変化、技術の進

展に即応 させるよう見直し、実態にあわなくなった規制は撤廃すべきである。

③ オンライン情報処理用の回線利用料金は、電話料金と切 り離 した別体系の料金とすべきであり、

技術革新の成果を踏まえて、極力遠近格差を縮小 した合理的なものとすべきである。

④ 日本電信電話公社の行うデータ通信設備サービスについては、民間のサービスとの競合などの

問題があるが、その多くは通信回線の利用規制に起因するところが大きい。このため通信回線利用

規制の撤廃が急務であり、これによって民間側が不利とならないような環境条件の整備をはかる必

要がある。

(2)行 政管理庁は7月27日 、「データ通信に関する行政監察結果に基づ く勧告」を行い 「通信回線の

利用の自由化」について4項 目、27の事例 を示 しつつ、次のように郵政省に対 して勧告した。

データ通信という名目の下に不特定多数の者を対象に電信 ・電話的業務 を行い、実質的に公衆電

気通信事業者と差異がないような特定のものについては、何 らかの規制を行う必要があるにしても、

これ以外のものについては基本的に利用者の要望に応えられるようにすべきものと考えられる。

データ通信 は、民間の自由な創意 と工夫により、技術革新の進展 と多様化する需要に対応 して

いっそうの発展が期待 されるものであるので、通信回線の使用上の制約については必要最小限度の
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2-1-1表 回線 自由化 をめ ぐ る勧 告 ・提 言 ・要望 等 一 覧(発 表 日照)

発2乏 日
'8012 '814 .8

'816
.15 '816 .25

'817 '817
.28

'818 .22

政 策 構 想 日 本 情 報 産業構造審議 EDPユ ー ザ 行政 管理 庁 経 済 団 体 情 報 産 業

提 言 者
フ ォ ー ラ ム セ ン ター 協 会 会

情報産業部会

一団体連合会 連 合 会 振興議員連盟

ネガ リス ト方 ネガ リス ト方
枠 づ け 式 式

独 占と競争 の 原則自由 実態に合わな 電 信電2舌的業 原則自由 制限撤廃
混在 、通 信資 くなった規制 務 を除 き現行

源の有効 活用 は撤 廃 規制廃止

指 向

完全 自由 原則 自由 完全 自由 原則自由 MSG交 換 を

含む 自由化

共1司 使 用

完全 自由 デー タ通信の 完全 自由 データ通信 の MSG交 換を

ときMSG交 ときMSG交 含 む 自由化

他 人 使 用 換 自[hに 換 自由に

「情報通信業」

原則 自由 出現 を待望 認める方向で

VAN
検討すべ し

(公 一特 一 公) (公 一特 一公) (公 一特 一 公)

を含む を含め緩和 について も不

接 続 完全 自由 特定多数対象
を除 き 、 自由

化

処理サー ビス
(市 場)

公社 と平 等形
態認容

民間が不 利 と
な らぬよ う環
境条件の整備

独算確保 、収
支区分明確化

公正競争条件

オ ン ラ イ ン は オ ン ライ ン に オ ン ラ イ ンに 遠近格差是正
料 金 電話 と別体系 は別体系料 金 は別体系料金

料金で

民業 を圧 迫す (経営の あ り (引 きつづ き
組 織 論 る部 門は分離 方 を検討の

要)
検討)

情報 ・通信基 公衆法改正 関連法制の改 関連法制の抜 現行法下 で も

本 法の設定 正 本 的見直 し 可能 な ものは

改 革 手 順 公衆 法の全面 速や かに実施

改正 、 デ ー タ

通信法は反対

DBS育 成

新 情 報 社会情報 シス
サ ー ビ ス テムの開発促

進

●考え られ る枠づけの種 類 ① 法令 に よる直 接 規制(ポ ジ リス ト、 ネ ガ リス ト両様 が あ り』う る)

② 規 程 の 認可 権 に よる間 接規 制(ポ ジ リス ト、 ネガ リス ト両様 が あ りっ る)
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MSGメ ッセー ジ

'818 .24
'8110 '8112 '822 '822

.10
'824 '816 .g

電気通信政策 全国電気通信 電 電 公 社 郵 政 省 電 気通信ユー 臨 時 行 政 行政事務簡素 オ ン ラ イ ン推

懇 談 会 労 働 組 合 (新 聞報道等 ('81年12月 ザー協議会 調 査 会 化法案 中の公 進委員会改め
による) 案) 衆法改正関係 汎 ネ ッ トワ ー

(国 会不提出) (第33条) ク推進委貝会

ポジ許認可制 ネガ リス ト方 ポ ジ リス ト方 「接 続 」 に つ

または個別認 式 式 いてのみの ネ
可制前提 ガ リス ト

原則自由 ネ ッ トワー ク 原 則 自由
'① 情報処理

完 全 自由 不特定 多数 を (自 由化へ の 完全 自由
は 一 元 所 有 、 の ための 回 相手に もっぱ 中間措置 的色
運営 線利用は原 ら メ ッセ ー ジ 彩)
回線利用につ 則 自由 スイ ッチ ン グ
いては 、電信

電話的業務等
.
② 通信サー
ビス分野に

を行 うシステ
ムを除 き自由

を除 き自由化 民間VAN

業者参入 を
一定条件の

,下 に 認 め る

MSG交 換規 原則 自由 ポ ジ方式であ 完全 自由 個別認可制度 完全 自由
制残存 るが事 実上完 は廃止

全 自由に近い MSG交 換 は
(但 しMSG通 「緊密関係」

信は 「緊密関 のみ可
係」に限る)

デー タ通信 の 制 限緩和 他人使用回線 完全 自由
ときMSG交 を介す るコン
換 自由に (「情報通信業」 ピュ ー タ/コ

とい うこ とば ン ピュ ー タ接
「情報通信業」 は消えた 続可
に対 する '

「許可制等」
基 幹 的 サ ー ビ' 、

' 「情 報通 信業 」

ス以外は なん

らかの規制の
もとに民間 も/

、'

/綻 付加価値＼
データ伝送業務 ＼

概念に反対

(上 に含 まし
める) ↓

原則自由
公衆付加価値
データ伝送業務

酬

民営企業の参
入が この分野
の発展につな
がる

今回は見送 り 完全 自由

(公 一 特 一 公) 公一特は原則 ネ ガ リス ト制 個別認可の と 公一特 は 自由 ネ ガ リ ス ト制

個別認可 自由 の 原則 自由 きも認可基準 公 一特 一 公 は 前提 の原則 自
公 一 特 一 公 は 公 一特 一 公は を明示 個別認可 由
デー タ通信の 個別認可
とき個別認可

分野調整 、公 公正競争 条件 公正競争市場
正競争条件 の設定

決定手段再検 遠近格差是正
討 水準引 き下げ

事業部制導入 民営化反対 現状案 、民営 (ATT方 式 、

化案 、中間案 民営、分割案)

公'衆法改正 (電気通信審 で きる限 り早 公衆法改正 行政事務簡素 当面 令改正
新法制定 議会の独立) 期 に実現 付加価値デー 化法中 で公'衆 基本:3法 会

タ伝送業務に 法改正 面 見直 し
ついては新法 細 目は郵政 省

令

・積極的に対応
今 後 、研 究 ・

発言の対 象

③個別の事例ご との審査認可(個 別認可)
'④

届出制(条 件付 と無条件の両様があ りうる)
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ものにとどめ、かっ、何が許されない使用形態かをあらかじめ明定 しておくべきものと考えられる。

したがって、郵政省は、電信 ・電話的業務を行うなどの公衆電気通信業務に重大な影響を及ぼす

こととなる特定の場合を除き、通信回線の使用に関する現行の規制を廃止する必要がある。

(3)郵 政大臣の私的懇談会である電気通信政策懇談会から、8月24日 、「80年代の電気通信政策のあ

り方」にっいて意見が出され、この中でデータ通信の問題が 「緊急課題」としてとりあげられた。関

連部分は次のとおり。

……新しい分野において利用者から求められる種々のサービスに対応するためには、新 しい電気通

信サービスの提供において、電電公社 ・国際電電の努力も必要であるが、電電公社 ・国際電電がこ

のすべてを提供することは可能ではなく、民間能力が活用され、民間企業の参入による創意工夫に

よって多様なサービスへの対応が実現されることが必要 となる。このためには、電電公社 ・国際電

電が提供する通信回線の利用制度は、民間企業の創意工夫が十分に生かされるよう、より自由なも

のとなっていなければならない。

共同使用

(1)「 一定の業務上の関係」の範囲を拡大 して、業務上の関係を有する企業間等については、ほと

んどの企業等がデータ通信回線の共同使用が自由にできるようにする。

(2)さ らに、ある特定の業務上の関係を有する企業間等の場合には、そのデータ通信回線の共同使

用に当たり、メッセージ ・スイッチングも行えることとする。

他人使用

(1)情 報処理 と結合 した多彩 な電気通信サービスの提供が可能となるようにするため、メッセー

ジ ・スイッチングを含む使用の態様を次により自由に行えることとする。

① 民間企業の創意工夫が生かされ、顧客の多様なニーズに適合する高度で多彩 なデータ通信

サービスの提供ができるよう回線利用の制度はできるだけ自由であることが必要である。

② 民間の情報通信業としては、加入電信電話等メッセージ ・スイッチングのみを行うような使

用態様および電気通信に関する国家的なインフラス トラクチャーとして位置づけられるようなも

のを除き、電気通信回線の自由な使用態様が認められるものでなければならない。

③ この場合、通信の秘密の確保、最終需要者を含むユーザーの保護、技術的不具合の排除等情

報通信業が有する 「公衆電気通信事業」としての公益的側面から何 らかの措置が必要となる。

④ このため、許可制 を含む何 らかのチェックを行うことは適当と認められる。 しか しなが ら

チェックに当たっては、その基準が限定的かつ明確に定められねばならない。

(2)メ ッセージ ・スイッチングを含まない場合の使用については、届出のみにより自由に行えるこ

ととする。
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相互接続

電子計算機を介して特定通信回線と公衆通信回線を接続することは、原則として自由とする。

ただし、電子計算機を介 しての、公衆通信回線 ・特定通信回線 ・公衆通信回線の接続いわゆる公

一特一公接続については、今後の技術進歩等に伴って種々の使用形態が出現し、いわゆる電信電話

的使用が行われることも予想 される。これをチェックするため、当分の間、個別認可により対処す

ることが適当である。

2郵 政省案 とその論点

(1)郵 政省は、これら各方面からの要望に対応すべく、法的措置について検討を進め、1981年12月 、

「公衆電気通信法の一部を改正する法律案」(以下 「公衆法改正法案」という)と 「付加価値データ

伝送業務に関する法律案」(以 下 「高度通信サービス法案」という)の2つ の法律案要綱(案)を 発

表 した。

報道発表資料によれば、2法 案のうち、公衆法改正案は、情報処理のための回線利用を自由にする

こと、現在の許認可事務を大幅に整理することを主な内容とし、高度通信サービス法案は、民間企業

にVAN、 メールサービス等の高度通信サービスを一定の規律のもとに認めることを内容とするもの

であったが、この新 しい法律案 については次のように述べている。

① 付加価値 データ伝送業務 とは、コンピュータを用いた、コンピュータ通信、メールサービス

(オフィス ・オー トメーションのための文書伝送サービス)等 で、すでにアメリカでは多 くの企業

が提供 しているが、わが国においても今後多様な発展が期待される新 しい通信サービスである。

② 特定の需要者に対 してサービスが提供 されるもの(特 定付加価値データ伝送業務)は 、原則自

由であるが、このサービスが電電公社の基本的サービスと同 じものとならないことをチェックする

ため届出を必要とする。

③ 不特定多数に対して電電公社の基本的サービス以外のサービスが提供されるもの(公 衆付加価

値データ伝送業務)は 、新しい通信サービスであるので、通信の秘密等利用者保護等の観点から郵

政大臣の許可が必要であり、また、外資、外国人の参入を制限する。

④ その他、許可等に当たって、郵政大臣の公正 な判断を確保するため、審議会による第三者

チェックを行い、手続き的な側面からも公正 さを確保することとしている。

(2)郵 政省は、この2法 案で、1981年12月 から政府部内の意見調整を始めたが、高度通信サービス法

案については、規律の必要性や範囲、内容等について調整が難航した。政府部内で対立 した主な論点

は、次のとおりのものであったといわれている。
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① 通信の秘密の確保

郵 政 省:通 信の秘密の確保のためには、民間通信業者の技術力、管理体制、設備の信頼性等、人

的 ・物的体制の整備が必要。通信の秘密の保護規定を整備し、民間サービスにっいても電電公社、

国際電電のサービスと同等の保護を行うことが必要。

対立意見:通 信の秘密を犯 したものは、すでに公衆電気通信法、または有線電気通信法にょり、単

独使用者、他人使用者、公衆網使用者、一般ユーザー等を問わず、罰せられることになっている。

また、「コンピュータ内の蓄積 データ」 「データ保管陣内のデータ」についてはより広いコン

ピュータ利用に係る蓄積データ等の保護問題として論ずべきである。

② 利用者保護

郵 政 省:事 故やサービス中断等の影響が著しく、また代替性に乏 しく、寡占化の傾向を有するこ

とから、業務運営の適正化を図 り、利用者を保護することが必要。野放図な自由競争では劣悪

サービスの出現、閉鎖的ネットワークの乱立等、とり返 しのつかない弊害を招く。

対立意見:自 然独占があるのは、電信電話のみ。万が一独占の弊害があれば、独禁法で規制すべき。

他の産業分野と同様、競争 を通 じる技術革新等により、真の利用者保護が図られる。

③ 公衆電気通信秩序の維持

郵 政 省:電 電公社、国際電電の独占業務との調整は、事前に、かつ国が行うことが必要。民間通

信業者と競合関係に立つ電電公社、国際電電が回線使用契約段階でチェックするのは公正手続き

確保上問題である。

対立意見:公 衆法に基づき、技術的チェックおよび公社の独占すべき分野との調整を行えば、公衆

電気通信秩序の維持は可能である。

④ 通信主権の確保一 外国性の排除

郵 政 省:国 家安全保障の観点等から、外国企業の参入支配を排除 し、通信主権を確保することが

必要。通信主権は国際条約上も明記されている。

対立意見:回 線開放を機に外資からわが国市場を守らなければならないという実態にはなく、新た

な通商摩擦を招く。また、外資の規制については、外為法の体系下で取り扱われる問題であり、

これを理由として個別立法を行う必要はない。

3臨 調の動 き

一方、1981年3月 に発足 した第2次 臨時行政調査会(土 光敏夫会長)で は、許認可等の整理合理化

の1っ として、データ通信の問題についても取 り上げ、第3部 会(亀 井正夫部会長)第1分 科会(川

島廣守主査)の もとで、関係省庁等に対するヒアリングが1981年10月 から行われたが、所管省庁とし
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て郵政省が、また関係省庁として通産省がそれぞれ次のような意見を述べている(臨調第2次 答申付

属説明資料より)

(1)郵 政省

通信の公共性の確保を前提として、現行制度に対する各界の意見 ・要望も十分踏まえ、また、わが

国の情報化の健全な発展に資するよう次によりデータ通信に関する制度の整備を行う。

① 電信、電話など全国的、基本的な公衆電気通信サービスおよび回線設備は、電電公社、国際電電

が一元的に提供する。

② 現在、電電公社、国際電電の独占とされている公衆電気通信の分野に民間能力の活用を図る等の

観点から、通信の秘密の確保、電電公社 ・国際電電業務との調整を前提として、VAN、 メールサー

ビス等、コンピュータ・ネットワークにより他人の通信の媒介を行う新 しい通信サービスを民間に認

める。

この場合、特定の者の需要に応 じて行う場合は原則自由とし、不特定多数の者の需要に応 じて行う

場合は、利用者保護、外国性の制限等、所要の規律を行う。

③ 情報処理のためのデータ通信回線の利用については、原則自由とする。

④ 共同使用については、業務上の関係の範囲を拡大 してほとんどの企業間で自由にする。さらに、

業務上緊密な関係を有する場合には、電信電話的利用も行えることとする。

⑤ 他人使用については、他人の通信の媒介を行わない限り、計算センター等は自由に回線を利用

できるようにする。

◎ 計算センター等が設置する電子計算機とその顧客が設置する電子計算機 とを接続できるものと

する。

④ 特定通信回線と公衆通信回線の接続は原則として自由にする。公衆通信回線一特定通信回線一公

衆通信回線の接続は個別認可とする。

(2)通 産省

技術進歩の著 しいコンピュータ利用分野においては、わが国経済の活力の源泉である規制のない市

場競争原理を導入 し、民間の創意と工夫を生かした多種多様な情報処理サービスを実現 し、豊かな情

報化社会の実現を図るべきとの観点に立って、通信回線利用はネガティブ ・リス ト方式により明確に

された必要最小限の規制(技 術的障害の除去、電信電話業務の排除)を 除き、完全に自由化すべきで

ある。

具体的には、

① 「全国、あまねく、公平に合理的な料金で提供すべき基本的な公衆電気通信サービス」を公社の

独占にかからしめ、それ以外のサービスについては、民間が創意工夫を生かせるよう自由とする。

② その際、公社独 占業務との調整を図る必要がある 「不特定多数を相手に専 らメッセージ ・スイッ
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チングを行うシステム」については、必要最小限のチェックを行う。

③ なお、これらのサービスに関する利用者保護については、独占禁止法の下での競争を基本とする。

また、外国企業にっいては、当然には排除すべき分野ではないことから、外資の規制は外為法の体系

化で取り扱うべきであり、個別立法で規制すれば、非関税障壁(NTB)と して、米国等から非難 を

浴び、新たな通商摩擦を招 くこととなる。

④ 現行法の範囲内でできるものについては、速やかに自由化措置を講ずる。

1981年12月24日 には、同分科会から提出された 「許認可等の整理合理化に関する分科会報告(第1

次)」が発表 されたが、若干の修正の後、1982年2月10日 には、「行政改革に関する第2次 答申一 許

認可等の整理合理化一 」が出された。

この中で、「通信回線の利用については、国の規制を極力排 し、民間の創意工夫が最大限に生かさ

れるようにすべきである」とし、「①不特定多数を相手にもっぱらメッセージ ・スイッチングを行 う

システムを除き自由にする、②必要最小限度の規制範囲を明定するため、ネガティブ ・リス ト方式 を

用いる、③相互接続について、個別認可に係らしめる必要がある場合には、認可基準を明示する」 と

いう提言がなされた。

政府は答申を受け、2月19日 、「臨調答申を最大限尊重 し、速やかに所要の施策を実施に移す」旨

の閣議決定を行った。こうした動きの中で、関係法案の成 り行きが注目されていたが、結局データ通

信回線利用制度の自由化については、新法の制定は見送 り、公衆電気通信法の一部改正で対処するこ

とになり、最終的には 「行政事務の簡素合理化に伴 う関係法律の整理及び適用対象の消滅等による法

律の廃止に関する法律案」(い わゆる行革一括法案)の 中で、処理されることになった。

4裁 定 による決着

こうして臨調答申を受け、高度通信サービス全体の問題が先送り、データ処理の自由化のための公

衆法の改正のみという形で、事態は一段落するかと思われたが、この段階で、「中小企業の健全な情

報化の促進のため、『緊密関係者間を結ぶ他人使用』においても共同使用 と同様、電信電話的利用を

認めるべきである」との意見が出された。これに対 し、郵政省は、中小企業向けということで、無制

約、無限定に小さな電電公社を作るのは、わが国通信政策の根幹にかかわる問題であるという立場か

らの主張を行い、法案提出期限等もあり、この問題に関 して難航が危惧 されたが、3月15日 に自由民

主党田中六助政務調査会長から、3月18日 には同党橋本竜太郎行財政調査会長から、それぞれ次のよ

うな裁定が出され、結局この問題は、暫定的措置として通信秩序に配意しつつ、省令により対処する

ことにより決着をみた。
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(1)田 中政務調査会長裁定(抜 すい)

① 業務上緊密な関係にある中小企業者のために使用 されるものに限り、一定の条件のもとに、他人

の通信の媒介を認めるよう措置すること。

@手 続きを定めるに当たっては、今次行政改革の精神に則ること。

⑤ 通信の範囲については、公社との調整を踏まえて検討すること。

◎ 本措置は、他人使用の回線利用全体の新たなあり方につき結論を得るまでの間の臨時暫定のも

のとする。

② 上記①の措置を具体化するに当たっては、行管 ・郵政 ・通産三者協力してこれに当たることにし

た。

③ 政府は、他人使用の回線利用全体の自由化のあり方につき、早急に結論を得るよう努力されたい。

(2)橋 本行財政調査会長裁定(抜 すい)

① 業務上緊密な関係にある中小企業者のための他人使用について

⑧ 通信の範囲については、公社 との調整を急ぎ早急に結論を得るものとする。

⑤ 他人の通信の媒介を認めるために今次行政改革の精神に則り、通信秩序維持に配慮 しつつ、必

要最小限度の手続きを定めるものとする。

◎ 他人使用の回線利用全体の自由化のあり方について、できる限り早期に結論を得るよう努める

とともに、この結論が得 られた段階で、上述の暫定措置の全面的見直しを行うものとする。

② 今回の公衆電気通信法の改正における共同使用、他人使用の使用態様等について

⑤ 共同使用、他人使用の使用態様、コンピュータ間接続、公一特接続の態様について

中途 コンピュータでのメッセージ交換やデータ処理を伴 う端末間通信等データ処理のためであ

れば自由な回線利用ができるようにする。

⑤ 公一特一公接続について

データ処理のためのものについて個別認可で認めることとし、認められる形態については、で

きるだけ分かりやすい内容、形式で周知に努めるものとする。

5改 正 の概要

こうして、公衆電気通信法の一部改正案は行革一括法案として、第96回 通常国会に提出され、可決、

成立、1982年10月23日 から施行 された改正の内容は、郵政省の公表した 「データ通信回線利用制度整

備の概要」によれば、次のようなものとなっている。

(1)共 同使用

製造業者と販売業者間等8の 関係 に限り認めていた制限列挙方式を廃止 し、業務上必要な者の間で
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あればすべて自由に回線利用ができるように改める。

メッセージ交換が禁止されていたが、中途コンピュータでのメッセージ交換やデータ処理を伴う端

末間通信等データ処理のためであれば、自由な回線利用ができるように改める。さらに、業務上緊密

な関係を有する者の間においては、電信電話的利用をも可能とする。

この結果、個別認可制は不要となるので廃止する。

(2)他 人使用

原則 として 「行って帰って来い」だけしか認められていなかったものを、中途コンピュータでの

メッセージ交換やデータ処理を伴う端末聞通信等データ処理のためであれば、自由な回線利用ができ

るように改める。

さらに業務上緊密な関係を有する中小企業者のために、基本的公衆電気通信以外について、一定の

条件のもとに他人の通信の媒介を行うことを暫定的に認める。

コンピュータとコンピュータとの接続が認められていなかったものを、一定の条件のもとに認め、

コンピュータ相互の結合により多種多様なデータ通信ができるようにする。

(3)相 互接続

個別認可で しか認められていなかったデータ処理のための公一特の接続を自由とする。

公一特一公の接続については、個別認可のもとに可能とする。

(4)回 線契約手続

はん雑な回線契約手続をできる限り簡素化する。

なお、具体的な内容、省令については第8部 「資料」、解説については第3部 第2章1節B「 電気

通信政策の見直しとデータ通信回線利用の自由化」を参照のこと。
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第2章 先端技術分野の産業政策と日米貿易

近 時 、 日米 間 に お いて は、 日米 貿 易 収 支 の 大 幅 な ア ンバ ラ ンス を背 景 と して 、 日本 市 場 の 開 放 要 求

と い うか た ちで の通 商 問 題 が 激 し さを増 して い るが 、特 に 、 コ ン ピュ ー タ、通 信 機 、半 導 体 等 い わ ゆ

るハ イ テ ク ノロ ジー分 野 の 貿 易 に 関 し、 日本 の 産業 政 策 が 、本 来 あ りうべ き貿易 秩 序 を ゆが め、資 源

の ミス アロ ケ ー シ ョ ンを もた ら して い る との 立論 が 、米 国 等 に お い て出 始 め て い る。

こ こで は 、 ま ず この よ うな ハ イ テ ク ノ ロ ジー分 野 の貿 易 お よび産 業 政 策 に 関 す る近 年 の 米 国等 の論

調 を紹 介 し、次 い で これ らの論 調 の 背 景 を検 討 した う え で、 ハ イテ ク ノ ロ ジー 問題 へ の 日本 の取 り組

み 、今 後 の方 向等 につ い て触 れ る こ と とす る 。

1ハ イテクノロジー分野 に関す る近年 の米国の論調

(1)米 国 にお ける コ ンピ ュー タ等ハ イ テ ク ノ ロ ジー分 野 で の 日本 の産 業 政 策 に対 す る批 判 は、1979年

頃 か ら出始 め て お り、 その 初期 の も の と して は、 ジ ョー ンズ ・レポ ー トお よび ベ ンツ ェ ン ・レポ ー ト

を あ げ る こ とが で き る。

① ジ ョー ンズ ・レポ ー ト

1979年1月 、米 下 院歳 入 委員 会貿 易 問 題 小 委員 会 に設 置 され た特 別 調 査 委員 会 が公 表 し た レポ ー ト

が 、通 称 ジ ョー ンズ ・レポ ー トと い われ る もの で あ る が 、 この レポ ー トにお い て は 、

(a)最 近 の 日本 の政 策 目標 が 、米 国 が これ まで 強大 な輸 出力 を誇 っ て き た コ ン ピュ ー タ、 高 度 エ レ

ク トロニ クス等 のハ イ テ ク ノロ ジー分 野 で リー ダー シ ップ を とる こと に絞 られ て きて い る こ と

(b)日 米 間 の 貿 易 摩 擦 が 、 こ う した 目標 を達 成 す る た め の産 業 政 策(例 え ばVLSI計 画 の助 成)

お よ び不 当 な 貿易 政 策 に起 因 して い る こ と

(c)日 本 政 府 の助 成 策 と して、 関税 障壁 以 外 の 、例 え ば政 府 に よる 日本 製 品 の購 入 等 に よ って 、 国

内市 場 で 外 国 との競 争 を回 避 して い る こ と

等 の 記 述 が あ り、政 府 の助 成 策 が 中 心 的 論 点 で は な か っ た もの の 、 米 国 の 対 日貿 易 の 関心 が 、 水 際

(貿 易 政 策)か ら、 国 内政 策 に移 って きつ つ あ る こ と を示 す もの と して 、注 意 す べ き もの とい え る。

② ベ ンツ ェ ン ・レポ ー ト

1979年10月 、米 国 会 計 検 査 院(GAO)は 、米 国上 下 両 院経 済 合 同委 員 会 に お い て 、 日本 市場 へ の

進 出 に 関 す る米 国産 業 の ケ ー ス ・ス タデ ィと 、 日本 と米 国 の貿 易 政 策 の分 析 に関 す る レポ ー トを提 出
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したが、その中で、コンピュータに関し、

「種々の政府援助によって、日本のコンピュータ産業は急速に世界的な競争力を備えつつあり、この

分野における強力な競争者となりつつある。問題 は、米国のラジオやカラーテレビ産業のごとき運命

を避ける一方で、強力な新競争者を認めつつ、いかにして、この産業における相互貿易を発展させる

かである」

と記述されており、ここでも、わが国のコンピュータ産業に対する政府助成に触れている。

(2)こ のような日本の先端技術産業政策に対する米国の関心は、その後、日米貿易アンバランスが拡

大する中で1981年 のブロック証言、ボル ドリッジ証言等において、より明確な形で引き継がれた。

①ブロック証言

1981年7月 、ブロックUSTR代 表 は、上下両院合同経済委員会公聴会における証言 「米国の対日

通商経済政策」の中で、特に高度技術製品の貿易を1つ の政策項目としてあげ、

「高度技術製品は、すでに工業製品の対日輸出の中で最も重要なものである。1980年 において、例え

ば航空機 およびその部品で10億 ドル、情報処理機器で2億3,600万 ドル、コンピュータ本体で1億

3,500万 ドルが対 日輸出されたのである。1980年 代において、高度技術分野は、日米両国経済にとっ

てこのうえなく重要なものとなることが約束 されている。

米国はコンピュータ、半導体、遺伝子工学その他の分野で、自動車、鉄鋼、カラーテレビ等の分野

で経験した貿易上の困難を繰 り返 したくない。こうした問題を避けるための最良の方法は、1つ の産

業あるいは製品(群)の 成長発展の初期の段階で、(1カ 国が育成、振興と保護をとらず)こ れらの

分野の貿易について、両国が完全な市場開放を達成することである。

ただし、高度技術分野では、関税や数量割当制等といった日本がとってきた伝統的な貿易障壁は、

今後の日米貿易関係においてはその大きな困難の源とはならないであろう。むしろ、米国の対日高度

技術品輸出にとっては、「産業政策」と形容される日本の多くの政策が、非常に重要な要因になるで

あろう。

すなわち、日本における"公 共部門官需調達政策""政 府民間産業の共同研究開発政策"お よび

"種々の民間産業への金融援助
、税優遇奨励策"な どといった産業政策が、日本の高度先端技術、資

本財部門の国際競争力強化 ・拡大に大きく寄与 したという事実がある。

自由国際貿易を維持し、発展 させるためには、国際貿易を歪めるおそれのある"産 業政策"に 対処

対抗する方策を米国が生み出すことが必要である」

との証言を行い、ハイテクノロジー産業に対する産業政策への強い懸念を表すとともに、同分野の

日本市場を初期段階から完全に開放することを求めた。

② ボル ドリッジ証言

ボル ドリッジ商務省長官 も、1981年6月 、同じく上下両院合同経済委員会公聴会において、次のよ
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うな対 日警戒論を展開 した。

日本は1980年代を通 じ、高度技術の国際市場の先頭に立たんとし、研究開発補助を含む広範な政府

による奨励 ・優遇等により、高度先端技術産業を支援 ・振興 しようとしている。

このような高度技術分野における日本の挑戦に対 し、米国は早急に対抗策をとる必要があり、この

ためには、日本の市場開放と米国製品の競争力強化に焦点を絞るべきであり、次の5つ の政策を推進

すべきである。

(a)日 本市場の開放拡大と、特に高度技術分野における日本に対する米企業の資本投資の自由化を

求める

(b)先 端分野における日本の動向を掌握し、監視を強める

(c)先 端分野における生産性向上のための米国内の研究開発投資の強化および開発努力の増強を図

る

(d)日 本等先進諸国が、先端技術の開発促進のための措置一 政府補助、ダンピング、政府調達等

が米国内法や国際協定に違反 していないかの監視により、米国企業の保護を配慮する

(e)残 存する日本側の貿易障壁、その他の輸入制限慣行の除去実現のために、対日協議を緊密にす

る

(3)さ らに、日米経済関係グループの第2次 報告書(1981年10月)に おいては、

「研究開発を含む国内産業振興政策のうえで、対外国系企業の差別的待遇は不当であり、日米両国に

おける外国資本企業は、国内企業と同等の待遇を受けるべきである」

と提唱 しているが、これは日本の産業政策における内国民待遇が米国資本系企業に与えられていな

いとする、米国の不満を反映 したものといわれている。

〈参考>OECDに おける有望産業助成論

① 先端技術産業政策については、1978年 頃か ら、OECDに おいて、PAP(積 極的産業調整政策)

の一環として議論が行われており、通商問題の多発を前に、市場メカニズムに可能な限り依存 しつつ、

産業調整を促進 しようと考えたPAPの 当初の思想とは異なり、最近では、米国、西独等を筆頭とし

て、有望産業に対する政府介入は、市場に重大な歪みをもたらす危険があり、これをさしひかえるべ

きだとの論調が強 くなっており、暗に日本の産業政策を批難する動きが生 じつつある。

② すなわち、政府による有望産業援助政策について、

◎ 援助の必要のない活動の援助

⑤ 成功の見込みのない活動への援助維持

◎ 援助政策の結果、国家間に摩擦発生

という3つ の落とし穴があり、とくに◎については、摩擦を生む行動として、

④ 政府が外国のハイテク産品を国内市場から排除 し、国内の製品開発を補助
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@国 内企業が外国へ高度な技術のライセンスを供与することを拒否

◎ 革新的国内企業の外国企業による合併を政府が妨害

◎ 援助を受けていない外国企業の子会社に対抗するために、競争 している国内企業に対 し差別的

援助

があげられる。有望産業への政府介入の領域において、公正な競争とは何かという問題に関する各

国間の合意がないことが、上述の施策を各国が講ずることによる国際摩擦の発生をいっそう容易にす

る。そうなれば、政府の援助は、全体としてみれば、技術開発を促進するよりかえってこれを阻害す

ることになるというものである。

2背 旦
呆

(1)こ の よ うな 、近 時 の米 国 に お け る 日本 の 先 端技 術 産 業 政策 に対 す る攻 撃 の背 景 と して は、 従来 、

米 国産 業 が絶 対 的 な競 争 力 を有 して い た コ ン ピュー タ、半 導 体等 の ハ イテ ク分 野 に おい て 日米 両 国 の

産 業 の競 争 力格 差 が急 速 に縮 小 し、 日本 の この よ うな追 い上 げに対 し米 国 内 に強 い危 機 感 が あ る こと、

しか も 、 この よ うな 日本 の ハ イ テ ク産 業 の競 争 力 強化 の主 た る要 因の1つ が産 業 振 興 政 策(技 術 開発 、

国 内市 場 確 保 政策)に あ る との 認識 が あ る こ とが あ げ られ てい る。

(2)そ こ で、 まず ハ イテ ク分 野 にお ける 日米 競 争 力 の 現状 につ い て み てみ ると 、以 下 の よ う な状況 で

あ る 。

① 生 産 規 模

2-2-1表 に よれ ば、1980年 現 在 で米 国 のハ イ テ ク産業(一 応 同義 中 の4業 種 とす る)全 体 の生

産 額 は 、 日本 の約7倍 の規 模 に達 して い る ことが わか る。

また 、4つ の産 業 の どれ につ い て も、 米 国 の規 模 が 大 きい こ と、 さ らに1975年 か ら1980年 まで の 成

長 率 をみ て も、 日本 の2.03倍 に対 し、2.28倍 と米 国の 方 が 高 い成 長 を示 して い る こ とが あ げ られ る。

ハ イ テ ク産 業 が 巨 額 の 研 究 開発 投 資 お よ び設 備 投 資 を継 続 的 に 必 要 とす る こ と、 した が って ス ケー

ル ・メ リ ッ トの は た らく分 野 で あ る こ と等 か ら考 え る と、 この よ うな 日米 の 産 業規 模 の格 差 は、 日米

競 争 力格 差 をベ ー シ ックな 形 で表 して い る と いえ る。

② 対 米 輸 出入

2-2-2表 に 見 る とお り、 コ ン ピュ ー タで は依 然 対米 貿易 収 支 は大 幅 な入 超 、ICに つ い て もほ

ぼ バ ラ ンス の とれ た形 に な っ て い る 。 ま た 、 コ ン ピュ ー タにつ い て は 、対 米 輸 出 の 相 当 部 分 が 日本

IBM等 米 国系 外 資 系 企 業 に よ っ て 占 め られ て お り、 国産 メ ー カー はOEM輸 出 が 多 い こと に留 意

す べ きで あ る 。

通 信 機 に つ い て は 、 日本 の 大 幅 な 出超 とな って い る が、 わ が国 市 場 が米 市 場 に比 べ圧 倒 的 に小 さい
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2-2-1表

生 産 規模 の 日米比 較
1975 1980 1975/1980 備 考

日 テ レ コ ミ 6,041 9,296 1.59 一

コ ン ピ ュ ー タ 5,412 12,956 2.39 生動

本
IC 1,176 5,702 4.85 一

(

億 航空宇宙 2,984 3,475 1.16 ・・業 界 資料

円
)

合 計 15,613 31,759 2.03

米
テ レ コ ミ 7,984 18,664 2.34 DOL統 計

国
コ ン ピ ュ ー タ 5,856 19,868 3.39 EIA統 計

(

100 IC 1,458 6,357 4.36 SIA統 計

万
ド 航空宇宙 23,581 43,911 1.86
ノレ
) 合 計 38,879 88,780 2.28

2-2-2表

対 米 輸 出入

(単 位:億 円 、通 関 統計)

1979 1980 1981

コ ン ピ ュ ー タ
輸 出

輸 入

569

L108

601

1,529

1,122

1,570

IC
輸 出

輸 入

418

741

724

696

712

705

テ レ コ ミ
輸 出

輸 入

724

92

1,039

120

1,851

242

こ と、 ま た 内需 の 過 半 を占 め る電 電 公社 調 達 が1981年 か ら内 外無 差 別 に開 放 され た ばか りで あ る こ と

か ら、必 ず しも、 日米 通 信 機 の 競 争 力 を示 す もの で は ない とい え よ う。

③ コ ン ピュ ー タ分 野 に お い て は 、IBMが 世 界 市 場 の約6割 を 占 め て い る こ と(米 国 系 企 業 で は約

80%、 わ が 国 メ ー カ ー は約7%)、 ま た資 金 力 、販 売 力 にお い て圧 倒 的 な 日米 格 差 が あ る こと 、通 信

機 分 野 にお いて も、WE等 の 巨 大 企 業 がATT需 要 の 大半 を占 め て い る こと 、 さ らにIC分 野 に お い

て も、TI等 の 専 業 メー カー の ほ か に内 製 、 自己 消 費 を行 って い るIBM、WEが 半 導体 産 業 に お いて

重要 な役 割 を担 って い る こ と等 か らみ て 、 こ こで も全 体 と して は米 国 の優 位 が裏 付 け られ よ う。

④ 技術 比 較

技 術面 に お いて も、量 産 技 術 、品 質管 理 技 術 で は 日本 が相 当高 い水 準 に達 して い るが 、基 礎 的 研 究

開 発 、新 製 品 開 発 、技 術 分 野 の 開 拓 に つ い て は 、依 然 米 国 が 日本 を上 回 っ て い る と いわ れ て お り、業

種 別 に み て も 、 コ ン ピュ ー タ特 に ソ フ トウェ ア分 野 、 航 空 宇 宙等 の分 野 に お い て は、米 国 の技 術 力 に

は他 の追 随 を許 さぬ ものが あ る。

以 上 か ら、ハ イ テ ク分 野 に お いて は 、個 別 産 業 に よ って 多 少状 況 は異 な る も のの 、総 じて い え ば米

国産 業 の 競 争 力 が依 然 上 回 って いる もの と考 え る こ とが で きよ う。
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⑤ 相互補完(依 存)関 係の進展

また、ハイテク分野では、従来から半導体、コンピュータ等の投資、技術の交流が活発に行われて

きている。

例えば、半導体分野では、日米企業間で特許のクロス ・ライセンス契約が締結され、また、わが国

メーカーの多 くが米国における現地生産化を進めてきている。また最近では、64KDRAMあ るいは

それに相当する高度のIC技 術がわが国企業から米国企業に供与されており、また、米国のすぐれた

技術の日本への移転も行われている。

コンピュータ分野でも日米間で多くのクロス ・ライセンス契約が結ばれており、米国企業もすでに

日本に進出して、国産メーカーと対等の条件で生産、販売、輸出を行っている。

さらに、通信機の分野でも技術提携、第三国市場協力が行われている。

このように、ハ イテク分野では、日米間で産業協力が相当進展 しており、技術的および経済的な相

互補完(依 存)関 係を強めており、一方の国の産業が他方の国の産業に寄与するという、きわめて緊

密な関係が形成 されてきている(日 本のICが 米国のコンピュータ等IC利 用産業の競争力に寄与)。

(3)以 上見たように、ハイテク分野において米国の優位が確保されており、また、資本の相互乗 り入

れ、技術提携等産業協力の進展により相互補充関係が深化 しているにもかかわらず、なぜ米国は日本

の動向を懸念 し対 日批判を続けるのであろうか。それには次のような理由を推測することができる。

① 第1は 、過去の日米経済関係についての反省である。すなわち、繊維にはじまり自動車に至るま

で、これまでの日米経済関係は、自由競争のもとに日本の産業によって米国産業が次々ととって代わ

られてきた歴史であるとの認識のもとに、米国が現在強い競争力を有 しているコンピュータ等ハイテ

ク分野については、過去の轍を踏まず将来にわたって自己の優位を保ち、輸出市場の確保を図るとの

観点から、日本のハイテク産業の成長に対する対応策を模索 しているとの見方ができよう。

この場合、かつてのように、資本、貿易上の制約がほとんどないことから、批判の対象 を先端技術

産業政策に絞 り、その貿易阻害効果に重点をおいたものとなっている。

② 第2に 、ハイテク産業の特殊性、戦略性に対する配慮がある。すなわち、まずハイテク産業は経

済 ・社会の情報化の進展等を背景として、それ自体がきわめて成長力を内在している産業であるのみ

ならず、きわめて大きな技術的 ・経済的波及効果をもたらすものである。例えば、IC、LSIは 、単

にコンピュータ等の情報 ・電子機器のみならず、工作機械、ロボット等の産業機械、自動車、時計、

カメラ、家電製品等あらゆるdownstream製 品に利用されていることから、一国の産業全体の競争

力に影響を及 ぼすものであり、またICを 組み込むことによってその製品の機能のレベルアップある

いは多機能化が実現 し、新規需要を生み出すのである。

すなわち、ハイテク産業は、経済のサプライ ・サイ ドを強化すると同時に、経済全体のパイを拡大

する効果をもたらすという、きわめて重要な経済的意義 を有 している。
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同 時 に 、ハ イテ ク産 業 は、 国 家安 全 保 障 、国 防 上 の観 点 か らも きわ め て重 要 な産 業 で あ る との 認 識

が 米 国 内 に 強 い こ と も指 摘 され よ う。 最 近 の 富 士 通－ATT、 ポ ス トンー ニ ュー ヨー ク光 通 信 シス テ

ム 入 札 問 題 、64KDRAM問 題 等 を見 て も 、 この よ う な観 点 か らの米 国 の ハ イテ クへ の 取 り組 み 方 は

い っ そ う強 化 され る こ とが 予 想 され る 。

した が っ て、 この よ う な戦 略性 の高 いハ イ テ ク分野 に お い て 、米 国 が技 術 的 に優 位 に立 つ こ とが 、

同 時 に米 国 の世 界 に お け る政 治 的 ・経 済 的 リー ダー シ ップ の確 保 に結 び つ い て くる もの で あ り、 この

分 野 の維 持 ・強 化 が 米 国 に と って重 要 な課 題 とな っ て くる の で ある 。

③ 第3に 、 これ もハ イ テ ク産業 の特 殊 性 の1つ の現 れ で あ るが 、 き わ め て イ ノベ ー シ ョ ンが 早 い こ

と か ら、最 先端 分 野 で い った ん遅 れ を と る と、 そ れ を リカバ ーす る こと が困 難 な 分野 で あ る こ とが あ

げ られ る。 したが っ て産 業 は技 術 革 新 の 進展 の た め に 、絶 え ず莫 大 なR&D,設 備 投 資 を行 う こと を

余 儀 な く され 、 ま た 、 たえ ず 走 りつ づ け な けれ ば な らな い た め、一 国 の経 済 的 資 源 の効 率 的 運 用 の観

点 か ら見 て 、必 ず成 功 しな けれ ば な らな い。 失敗 す れ ば 、一 国 の経 済 に と って 大 きな損 失 であ ると い

う問 題 もあ る の で は ない だ ろ うか。

④ 第4に 、米 国 が 伝統 的 に と っ て き てい る き わ め て徹 底 した 自由経 済 主 義 レー ガ ノ ミ ックス に お け

る政 府 の役 割 、weightの 低 減 志 向 と が あ い ま っ て、 市 場 メ カ ニ ズ ム を重 視 す る考 え方 が強 ま り、 そ

の反 動 と して 、 日本 の 産業 政 策 に対 す る不信 感 が醸 成 され て い るζ い う こ と も考 え られ よ う。特 に そ

れ は 、補助 金 政 策 、 政府 調達 市 場 の開 放 問題 に お い て 、現 れ て きて い る。 近 時 の米 国 通 信 法 改正 問題

に お け る相 互 主 義 の 考 え方 、NTTの 海 外 調 達 実 績 が伸 び な い こと への 不 満 等 に おい て 、 この よ う な

傾 向 をみ る ことが で きる の で は なか ろ うか 。

ま た、対 日市 場 開 放要 求 の背 景 に は、 この よ う な 日本 市 場 の 閉鎖 性 へ の不 信 感 に加 え、 世 界経 済 が

全 般 的 に停 滞 して い るな か で 、 日本 が 今 後 と も比 較 的 良 好 なパ フォ ーマ ンス をつ づ けて い くと す れ ば 、

日本 市 場 が米 国 産 業 にと って魅 力 的 な もの と して見 え てい る ことの 裏 返 しとい う こと もで きよ う。

3日 本のハ イテ ク分野への取 り組 み方

この よう な、 日本 の産 業 政 策 に対 す る米 国 の 批 判 に 対 し、 そ の背景 等 を ふ ま え て、 わ が 国 はハ イ テ

ク分 野 に どの よ うに取 り組 ん で い るか 、 ま た、 今後 ど う対 処 す べ きか 。

わ が 国の ハ イテ ク産 業 に対 す る認 識 お よ び これ に対 す る政 府 の取 り組 み方 は、 基 本 的 に次 の よ う に

要 約 され る。

(1)ハ イテ ク産 業 の 位 置 づ け

テ レ コ ミュニ ケ ー シ ョ ン、 コ ン ピュ ー タ、 半 導 体等 のハ イ テ ク産業 につ い て は、 あ らゆ る産 業 にそ

の波 及 効 果 が及 び 、特 に近 年 著 しい成 長 を遂 げて い る分 野 で あ る。
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ハ イ テ ク産 業 の 成 長 率 の 対GNP弾 性 値 につ い て 見 ると 、 す べ て1を 超 えて い る。 この こ とか らわ

か る と お り、 ハ イ テ ク産 業 は、 今後 も高 い成 長 が期 待 で き、 経 済 の活 性 化 に大 きな貢献 をな し得 る分

野 で あ る と考 え られ る。

さ らに 、ハ イテ ク分 野 を定 義 づ け る要 素 と して 、 イ ノベ ー シ ョンの活 発 さが あ げ られ る。 この よ う

な イ ノベ ー シ ョ ンの結 果 と して 多 くの新 しい 製 品 が創 り出 され 、新 た なニ ー ズ を産 み 出 して い る。

例 え ば、 テ レコ ミュ ニ ケ ー シ ョン分 野 が、 通信 衛 星 の 開 発 に よっ て 、従 来 の有 線 通信 で は コス ト的

に不 可 能 で あ っ た地 域 間 の 情 報 伝達 が可 能 に な り、 ま た情 報 伝送 量 も飛 躍 的 に増 大 した 。 この 結 果 、

国 際 間 の 通信 は 、1つ の産 業 と して 、 この規 模 を著 しく広 げ、 ま た多 くの 人 々 が この成 果 を享 受 で き

る よ う にな った。 こ う した通信 衛 星 の開 発 に よっ て引 き起 こ され た電 子 工 業 、 サ ー ビス業 等 に対 す る

新 たな需 要 は非 常 に大 きい もの が あ っ た と推 定 され る。

ま た、 マ イ クロ エ レク トロニ クス の進 歩 に よっ て産 み出 され た い くつ か の製 品(マ イ コ ン、電卓 、

電 子 時 計 等)は 、従 来 の 製 品 と代替 関係 に あ った の は も ち ろん で あ る が、 そ れ以 上 に新 規 の 需 要 を拡

大 し、飛 躍 的 に その 市 場 を拡大 して き た とい え よ う。

この よ うに ハ イ テ ク産 業 にお い て は 、 イ ノベ ー シ ョ ンが きわ め て活 発 で あ り、 ま たそ の結 果 、 新 た

な需 要 が 産 み 出 さ れ る大 き な可 能性 が秘 め られ て い るの で あ り、 こ う した経 済 フ ロ ンテ ィア拡 大効 果

を通 じて 、 日米 を含 め た世 界経 済 の再 活 性 化 に大 き く貢 献 す る ことが 期待 され る こ とか ら、 この ハ イ

テ ク産 業 の振 興 と 自由 貿 易 の維 持拡 大 を図 って い くこ とが きわ め て重 要 で あ る。

(2)技 術 開発

ハ イ テ ク分 野 に お い て は、R&Dの 促 進 が そ の 発 展 に と って 大 き な意 味 を もつ 。 特 に 開発 の リー

ド ・タ イ ムが 長 い 、 リス クが 大 きい 、公 共 的 ニ ー ズが 大 きい 等 の分 野 につ い て は、 国 の果 たす べ き役

割 が 大 きい と考 え られ る。

わ が 国 に お い て は、 この よ う な観 点 か ら、GovernmentSupportedR&Dprogramを 推 進 して い る

も の で あ り、 同様 の 観 点 か らNASAのR&Dprogram等 が 経 済 社 会 の 発 展 に 与 え た 波 及 効 果 を 高 く

評 価 す る こ とが で き よ う。

さ らにハ イテ ク分 野 に お い て は 、R&Dの 成 果 を享 受 し う る範 囲 が き わ めて 広 く、 国 際協 力 に よ っ

てR&Dを 推 進 す る こ と に よ り、世 界 経 済 に大 きな貢 献 が な し得 る と考 えて い る。 この よ うな観 点 か

ら、 わ が国 に お いて も、 今 後R&Dプ ロ グ ラ ムの 国際 的展 開 を図 る ことが 考 え られ よ う。 そ の際 安 倍

通 産 大 臣 が 、 先 の 四極 会 合 等 に お い て 、ハ イ テ クR&Dに つ い て 示 され た次 の考 え方 が基 本 に な る も

の と考 え られ る。

① 国際 協 力 にふ さわ しい プ ロ ジ ェ ク トにつ いて は、外 国 政 府 、 企業 と相 互 に貢 献 し合 う形 で、 適 切

な協 力 を行 う。

②GovernmentSupportedR&Dprogramに 対 す る十 分 な 実 態 的 能 力 を有 す る外 資 系 日本 企 業 の ア
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2-2-3表

ハ イテ ク産 品 の 日米

相 互 の市 場 シ ェア

1981年

日本 にお け る 米 国製 品 の シ ェア 米国におけ る日本製品のシェア

IC

通 信 機

11.7%

3.2%

5.1%

2.5%

クセ ス を な ん ら差 別 しな い 。

③GovernmentSupportedR&Dprogramに 基 づ く国 の 保 有 す る成 果 へ の ア ク セ ス に関 し内外 無 差

別 の 原 則 を堅 持 す る。

(3)市 場 開放

ハ イテ ク分 野 の振 興 、 自由貿 易 の拡 大 を図 っ て い くた め に、 わ が 国 は 、 これ ま で 多 くの 努 力 を行 っ

て きて お り、現 在 で は、世 界 で最 も開 か れ た市 場 と な っ てい ると い え よ う。

① 関 税 引 き下 げ一 半 導体 に つ い て は、 本 年4月 よ りMTN最 終 譲 許税 率(4.2%)ま で の前 倒 し

引 き下 げ を行 い 、米 国(4.24%)と 並 ん で世 界 で最 も開 か れ た市 場 と な って い る(ECは17%)。

ま た、 コ ン ピュ ー タ 、通 信 機 につ い て は5月 の市 場 開 放 措 置 に よ り、来 年4月 か ら、 半 導 体 同 様

MTN最 終 譲 許 税 率 まで の引 き下 げ を実 施 す る こ と と な って い る 。

② 政 府 調 達 一 わが 国 は 、GATT政 府 調 達 コ ー ドに調 印 して お り、官 公 庁 マ ー ケ ッ トに お い て 、

国 産 機 優 先購 入 策 等 はい っ さい と って いな い 。 ま た 、電 電 公 社 の調 達 につ い て は 、1980年12月 の 日米

合 意 に よ り、 上 記GATTコ ー ドを さ ら に一 歩 踏 み 出 し、 公衆 電 気 通 信 設備 の調 達 お よび技 術 開発 分

野 ま で 内外 無 差 別 の 原則 を1981年1月 よ り適 用 して お り、 調達 実 績 は着 実 に伸 び て き てい る。

2-2-3表 の よ うに 、米 国 の ハ イテ ク産 品 は 日本 市場 に対 し、 日本製 品 が米 国市 場 に入 っ て い る

よ り も参 入 して お り、両 国の 市 場 開放 は貿 易 収 支 の み な らず 、両 国 の市 場 規 模 を も合 わ せ て み る必 要

が あ る 。

4今 後の方 向

現在、先端技術分野において日米が占める位置はきわめて大きく、この両国がハイテク産業の現状

および同分野における技術開発政策、通商政策についての相互理解を深めるとともに、両国が互いに

貢献 し合う形で政策展開を図っていくことは、世界経済の活力を増進するうえでもきわめて大きな意

義を持つ。,

このような観点から、現在、日米ハイテクノロジーリーグ ・グループが定期的に開催され、ハイテ

ク分野における今後の日米関係のあり方について検討が行われており、このような場を通 じて、ハイ

テク分野の日米関係が円満に進展 し、同分野の振興、自由貿易の拡大が促進 されることが期待 される。
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プ 情報公開・ブラー 一問題

1情 報の公 開につ いて

A情 報公開問題の側面と動向

近年、国や地方公共団体が保有している各種の情報を国民に公開すべきであるとする、いわゆる情

報公開法の制定を求める動きが高まっている。

ここで求められている情報公開法あるいは情報公開制度とは、国民に行政機関等に対する情報の開

示請求権を認め、行政機関等に対しては開示の義務づけを行うとともに国民の権利保護の手続きを定

める一連の制度を指 している。

(1)情 報公開問題の側面

情報公開問題には、次のような側面がある。

第1に 政治的側面からみると、例えば、1976年 にロッキー ド・グラマンなどの航空機疑惑事件がア

メリカで発覚 したが、この事件では、重要な情報はほとんどアメリカ側から提供 され、この際、アメ

リカの情報自由法に基づく情報入手の例が報 じられた。

これに反 し、国内では、政府情報が公務員の守秘義務等の壁にはばまれて、入手がきわめて困難で

あり、政治責任の追求に十分な成果をあげ得なかったことなどから、国会等において政府情報の公開

あるいは政治家の資産公開を求める論議が展開されている。

第2に 市民運動の側面では、主として薬害などの公害問題に対する消費者保護運動や環境保護運動

などを中心に展開されている。

第3に 学術文化の側面からの運動も強 くなっている。政府など行政機関の持つ行政資料は歴史的

データであり、学術研究の対象資料であるとの見方から、資料の公開が要求されている。

第4に 経済社会上の側面がある。国や地方公共団体において、コンピュータに蓄積されたデータに

は経済的な価値がある。たとえば、国勢調査か らは集計方法によって価値のある各種の情報が得 られ

るが、このような情報の積極的な提供あるいは公開を求める動きが出ている。

(2)各 界の動向

① 国政 レベル
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前述のような経緯を踏まえ、1976年 末の総選挙の際、各野党はいっせいに情報公開法の制定を公約

として掲げるところとなり、この問題は政党 レベルでの問題に発展 してきた。

なお、各野党はその後、次のような法案を取 りまとめ、国会に提出している。

●民社党 「公文書公開法案」(1980年5月 提出、その後廃棄)

●日本共産党 「行政機関の公文書の公開に関する法律案」(1981年4月 提出)

●日本社会党 「情報公開法案」(1981年5月 提出)

●公明 ・民社 ・新自ク ・社民連共同 「公文書公開法案」(1981年5月 提出)

② 民間団体

民間団体においても、それぞれの立場から政府情報の公開を要求する運動を展開してきている。そ

の状況は次のとおりである。

⑧ 日本消費者連盟

民間団体の中では、最 も早 くから情報公開問題に取り組んでおり、1976年12月 、総選挙の際、各

政党に対 し公開質問を行ったほか、翌年7月 にも各政党にアンケー ト調査を実施 し回答を得ている。

また、1978年3月 、各政党に対 し 「官公庁、公団等特殊法人の持っている情報の公開を義務づけ

る法律の新設について」を提出している。

⑤ 社団法人自由人権協会

1976年11月 、情報公開研究小委員会を設置 して研究を開始し、1979年9月 に 「情報公開法要綱」

を発表、同年11月 には各種の市民団体、学者、ジャーナリス ト等に呼びかけて「情報公開制度を考え

る集会」を開催している。

また、1981年6月 には 「情報公開モデル条例案」を発表している。

◎ 情報公開を求める市民運動

「情報公開制度 を考える集会」に参加 した団体を中心に1980年3月 「情報公開を求める市民運

動」が結成された。同市民運動は、1981年1月 、「情報公開権利宣言」および 「情報公開8原 則」

を発表している。

③ 地方公共団体

この1,2年 の間に都道府県を中心として情報公開制度の導入を図ろうとする動きが活発化 してい

る(2-3-1表)。

都道府県 レベルでは、47都道府県のうちすでに37都道府県が、特別のプロジェク ト・チームを編成

して研究、検討を進めており、残りの10団体においても資料の収集を行うなど、検討が進められてい

る。このうち情報公開を条例によって制度化することを予定しているかまたは望ましいとしていると

ころが8団 体(秋 田、栃木、埼玉、東京、神奈川、長野、滋賀、大阪)と なっている。特に、埼玉、

神奈川の両県は、1983年 度条例施行を目途に、また、長野県は、1983年 度の条例化を目標に準備を進
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,(幕
情報公開制度検討

団体数の推移

年 月 日

種 別

1980年4月1日 現 在 1981年4月23日 現 在 1982年4月7日 現在

都 道 府 県 8(3) 36 47(8)

指 定 都 市 2 5 10(1)

特 別 区 2 6

}輌
市 町 村 3 5

〈注>1.()内 は 、条 例制 定 を 目標 と して い る団体 数 で内数 で あ る。

2.*・ 一 ・90団体 は特 別 区 お よ び市 の合 計数 で あ り、町 村 は 含 まれ てい な い。

め て い る。

ま た 、市 レベ ル で は、 政令 指定 都 市(10)の すべ て、 そ の他 の 市(特 別 区 を含 む)90団 体(16%)

が す で に検 討 を行 って い る。 この ほ か 、近 々検 討 を予 定 して いる もの が122団 体 にの ぼ って い る。

な お、 山形 県 金 山 町 は 、1982年3月 、全 国で 最 初 の 「公文 書 公 開条 例 」 を制定 、 同4月1日 か ら施

行 され て い る。

B政 府の対応状況

(1)情 報の開示に関する従来の対応状況

政府では、従来から個別の法令等に基づく公示、公表、閲覧等の制度や白書類の刊行などを通 じて、

公開可能な行政情報の提供を行ってきている。

また、公文書の集中保存、公開を行うための施設 として国立公文書館(総 理府の付属機関)が 設け

られているほか、外務省の外交資料館においては一定の外交文書の公開が行われている。

(2)情 報提供に関する閣議了解

① 情報公開問題に対する論議の高まりに応 じ、政府は、1979年12月 、各省庁の文書主管課長で構成

する 「情報公開問題に関する連絡会議」 を設置 し(庶 務は内閣官房内閣審議室)、 取り組み体制の整

備を図るとともに、情報の円滑な提供等を図るため改善策等について検討を開始 している。

②1980年5月27日 には 「情報提供に関する改善措置等について」の閣議了解が行われた。これは情

報公開問題についての政府としての基本方針を示すもので、これに基づき、各省庁が改善措置に取り

組んできている。

閣議了解事項は、大別すると2つ に区分される。その第1は 、現行制度のなかで、各省庁における

情報の提供をできるだけ円滑に行うための仕組みをつくること、第2は 、当面の具体的な改善措置と

並行 して、今後、情報管理の見直し、共通的公開基準の策定、法制化の問題などこれからの情報公開

のあり方にっいての検討を行っていくことである。

/
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閣議了解事項の主な内容を示すと次のとおりである。

④ 情報公開のための手続 き ・窓口の整備

公文書等の開示についての事務処理上の手続規定を整備するとともに、閲覧の申し出に応ずるた

め、各省庁に統一的に窓口を設置する。

⑤ 情報提供の充実

情報提供のいっそうの充実に努めるとともに、一般の閲覧利用の便に供するための目録を作成整

備し、前記の窓口に備えつける。その他、公文書等の国立公文書館における公開措置を促進する。

◎ 情報提供に関する国民への周知

情報の提供に関 し国民の周知を図る。

④ 今後の検討事項

情報の管理、提供の改善を図るため、情報の体系的分類、保管、保存方式等についての全般的見

直しを行うとともに、各省庁に共通する公開基準の策定について検討する。

また、わが国の実情に合った情報公開に関する法制化の諸問題について幅広く検討を進める。
くめ

な お 、前 述 した「情 報 公 開 問 題 に 関 す る連 絡 会議 」の 運 営 お よび閣 議 了 解事 項 の 実 施 につ い て は、

行 政管 理 庁 が 各 省庁 と連 携 しつ つ 推 進 す る こ と と な って い る。

2-3-2各 省庁 におけ る文書閲覧窓 口の設置 ・利用の概況ノ
⑰閲覧窓口設置状況

躍 年10月31日)

設 置 数 窓 口開設年 月 備 考

本 省 庁 25 1980年10月

地方支分部局
327

(58)
1981年10月

う ちブ ロ ッ ク機 関 は

234

付 属 機 関
75

(3)
1981年10月

計 427 一

〈注 〉()は 設 置 予定 数 であ り内数 で あ る。

②閲覧窓 口における

目録の整備状況

(羅 年3月末)

③閲覧窓 口の利用状

況(本 省庁分)

(竃瓢
〈単位:件 〉

目 録 の 設 置 目録の登載件数

本 省 庁(25) すべ て設置済み 39,421件

閲 覧 そ の 他

受付件数 承諾件数 貸 出 謄 写 資料の配布

本 省 庁(25)計 4,457 4,414 469 57 7,310

1省 庁 当たり件数 178 176 19 2 292

(行政管理庁の調査結果 より)
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(注)閣 議了解事項のうち、「今後の検討事項」の中の 「情報公開に関する法制化の諸問題の検

討」については、臨時行政調査会においても検討が進められており、1983年3月 に答申が出され

ることが予定 されている。

③ この閣議了解に基づいて、各省庁(本 省庁)で は、閲覧手続規定や目録を整備 したうえ、1980年

10月から文書閲覧窓口を設置 し、国民の利用の便に供する等、情報提供に関する具体的な措置を講 じ

ている(2-3-2表)。

さらに、各省庁の地方支分部局においても、おおむね1981年10月 か らブロック機関を中心として本

省庁に準 じて必要な措置を講 じている。

C諸 外国の法制化の現状

諸 外 国 で は 、す で に 欧 米 を中心 と して法 律 制 定 が相 次 い で い る。 歴史 的 に み る と、 ス ウェ ー デ ンに

おい て1766年 に制 定 され た 「出版 の 自 由 に関 す る法 律 」 の 中 に公 文 書 公 開制 が定 め られ て お り、 これ

が 情 報 公 開 に 関 す る最 も早 い 法律 で あ る と い われ て い る。 次 い で フ ィ ン ラ ン ドで は 、1951年 以 来 、 ス

ウ ェ ーデ ンの法 制 度 よ りや や 制 限 され た もの で はあ る が、情 報 公 開 に関 す る制 定 法 が 機 能 して い た。

フ ィ ン ラ ン ドの 法 制 か ら15年 後 の1966年 、 ア メ リ カ に お い て 「情 報 の 自 由 に 関 す る 法 律 」

(FreedomofInformationAct.以 下 「FOIA」 とい う)が 制 定 され て い る。 情 報 公 開 の 先 進 国 と し

て最 もよ く知 られ て い るの は この ア メ リカ で あ る。

FOIAが ア メ リカ で採 択 され て以 後 、 各 国 で制 度 化 が進 み 、現在8カ 国(ス ウ ェー デ ン、 フ ィ ン ラ

ン ド、 ア メ リ カ、 デ ンマ ー ク、 ノル ウ ェ ー、 フ ラ ンス、 オ ラ ンダ、 オ ー ス トラ リア)が 法 制 化 して い

2-3-3表

各 国における情報公

開に関す る法律の制

定状況

国 名 法 律 名 制 定 年

ス ウ ェ ー デ ン
出版の自由に関する法律

現行法一 出版の 自由に関する法律

1766

1974

フ ィ ン ラ ン ド 公文書の公開制に関する法律 1951

ア メ リ カ

行政手続法

情報の自由に関す る法律

情報の自由に関す る法律(改 正法)

サ ンシャイン法

1946

1966

1974

1976

デ ン マ ー ク 行政公開法 1970

ノ ル ウ ェ ー
公行政の文書への公衆のアクセスに関す

る法律
1970

フ ラ ン ス
行政 と公衆 の関係改善のための諸措置 と

行政的 ・社会的 ・財政的諸規定 を含む法律
1978

オ ラ ン ダ 公的情報へのア クセスに関する法律 1978

オー ス トラ リア 情報の 自由に関す る法律 1982



第3章 情報公開 ・プ ライバ シー問題43

る(2-3-3表)。 な お、 オ ー ス トラ リア は1982年2月 に制 定 され た もの であ る。

この ほか 、 カナ ダ に おい て法 案 が 国会 で 審 議 中 で あ る と いわ れ て お り、 ま た、 イ ギ リス 、 ニ ュ ー

ジー ラ ン ドで も情 報 公 開 の政 策 が 模 索 され て い る。

ま た 、州 レベ ル に つ い て み る と、 ア メ リカ で は 、49州 が な ん らか の 意 味 で 、情 報 公 開 法 と関連 す る

州 法 を制定 して い る と い われ て い る。

これ ら各 国 の情 報 公 開 に関 す る法律 は 、 そ れ ぞれ の 国情 や考 え方 を反 映 して多 少 内 容 が異 な っ て い

る もの の 、次 の よ う な共 通 的 な 特徴 が み られ る。

(1)国 や 地 方公 共 団体 等 が保 有 す る情報(公 文 書 類)は 公 開 を原 則 と して い る こ と。 た だ し、一 定 の

適 用 除 外事 項 を設 け 、国 防 、 外 交 、犯 罪 捜 査 や プ ライバ シ ー に関 す る情 報 等 は非 公 開 と して い る こ と。

(2)国 民 に情 報 の閲 覧 や コ ピ ー を請 求 す る権 利 を認 め て い る こ と。

(3)非 公 開処 分 に対 して は、 司 法機 関等 に よ る救 済 の道 が 開 か れ て い る こ と。

D今 後の検討課題

政府が保有する情報については、幅広 く国民の利用に供することが必要であるが、反面、政府情報

の中には、国防、外交上の秘密や個人のプライバシーにかかるものなども少なくなく、この種の情報

は例外的に秘匿 して保護することが考慮されるべきであろう。

情報公開法を制定 しているスカンジナビア諸国やアメリカ合衆国では、このような秘匿すべき情報

を保護するためのプライバシー保護法や機密保護法を併せ持っていることも事実である。

情報公開に関する制度の具体化に際しては、どのような情報を例外として規定するか、また、具体

的にはどの範囲までを保護すべきか等、いわゆる非公開基準づくりについての慎重かつ十分な検討が

望まれる。また、情報公開とは裏腹の関係にあるプライバシー保護等の問題については、その立法化

等 も併せて検討する必要があろう。

さらに、行政機関等が保有する情報は膨大な量にのぼり、今後も増大の一途をたどるものと考えら

れるが、これらの情報を円滑かつ確実に公開 し、または提供するためには、現行の情報管理、処理シ

ステムの全般的見直しが必要であり、今後、コンピュータ ・システムの活用等を含め、効果的な情報

管理、検索システムの整備 ・確立について、積極的な検討が望まれる。

2プ ライバ シー保護対策 の現状

情 報化 社 会 の 進展 して きて い る現 代 にお い て 、一 方 で情 報 の公 開 へ の 要 求 が強 くな って きて い る の

に対 し、他 方 で は、 デ ー タ ・プ ラ イバ シー保 護 を求 め る国民 の声 が 高 ま って き て い る。

この こと は、 欧米 等 先進 諸 国 で は ほ ぼ共 通 の現 象 で あ り、 わ が国 に お いて も、近 年 、 これ らの諸 国
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におけると同様に、情報公開の要求とプライバシー保護対策強化の要請に関する論議が交錯 しながら

活発化 してきている。

そこで、ここでは、プライバシー保護問題に関する諸外国における法制の概要等と、わが国におけ

るその経緯および、行政機関等におけるプライバシー保護対策の現状についての概略を述べることに

する。

なお、多くの国では、プライバシー保護法よりも情報公開法のほうが時期的には早く制定されてい

る国が多いが、わが国では、プライバシー保護に関する論議が先行してきたといえよう。

Aプ ライバシー保護問題の経緯

(1)プ ラ イバ シーの 権 利

わ が国 で プ ラ イバ シー と い う言葉 が マ ス コ ミな どで と りあ げ られ 、国 民 の 間 に一 般 に認 識 され る よ

うに な っ たの は、1961年 の 「宴 の あ と」 事件 をき っか けと して で あっ た。 この 事件 は、三 島 由紀夫 の

小 説 「宴 の あ と」 の モ デ ル と され た元 外 相 有 田八 郎 が 、私 生 活 に 関 す るの ぞ き見 的 描写 は プ ラ イバ

シー を侵 害 して い る と して 、東 京 地 裁 に提起 した民 事 訴 訟 で あ り、 同地 裁 で1964年9月28日 に 「個 人

は私 生活 を み だ りに公 開 され な い プ ラ イバ シー の権 利 を有 す る」 とす る判 決 を行 っ た。

この判 決 に よ り、 プ ラ イバ シー権 は国 民 の 権利 と して法 的 に も確 立 され る き っか け にな った と いえ

よ う。 この判 決 で み られ る権利 の本 質 は 、個 人 の私 事 を他 人 に知 られ な い権 利 と い うい わ ば 消極 的 な

権 利 で あ る。 プ ライバ シ ーの 権 利 は世 界 的 に見 る と、 コモ ン ・ロ ーの 諸 国 、特 に ア メ リカに お い て認

識 され 、発 展 して き た も の で あ り、 や は り初 期 に おい て は 「ひ と りに して おい て も らう権 利 」 と して

消極 的 に定 義 づ け られ て い た よ うで あ る。

しか し、1960年 代後 半 か らの コ ン ピ ュ ー タの性 能 お よび利 用 技 術 の急 速 な進 歩 、 利用 分 野 の拡 大等

が プ ラ イバ シー を取 り巻 く環境 を一 変 させ た。 この よ うな情 勢 の 変 化 を背 景 と して 、 欧米 諸 国で は、

1970年 代 に な る と、 プ ラ イバ シー権 の概 念 を従来 の知 られ な い権 利 にと ど ま らず、 政府 機 関 な どが収

集 した個 人 に関 す る デ ー タの 内 容 を 当事 者 が 知 る権 利 、 あ るい は 自己 に つ い て の情 報 の 流 れ を コ ン ト

ロ ール す る権 利 と して積 極 的 に位置 づ け る見 解 が 有力 と な って き た。

(2)統 一個 人 コ ー ド

わ が国 で 、 コ ン ピュ ー タ に よ る個 人 デー タの処 理 に 関 して プ ライバ シ ーが 侵 害 され るの で はな い か

とい う論 議 が起 こ って き た の は 、1970年 に政 府 が 「行 政事 務 処 理用 統 一 個 入 コー ド」 設 定 に関 して調

査 研究 を開 始 したの が き っ か け と な っ た とい え る で あ ろ う。

情 報化 社 会 に お け る プ ラ イバ シー保 護 問 題 に つ いて は、 すで に、1969年5月 の 産 業構 造 審 議 会 答 申

「情 報 処理 及 び情 報 産 業 の 発 展 の た め の施 策 に関 す る答 申」 あ る い は、1970年3月 の 衆 ・参 議 院 商 工

委 員 会 の 「情 報 処 理 振 興 事 業 協会 等 に 関 す る法 律」 審 議 の 際 の付 帯 決 議 と して触 れ られ て い る が 、 こ
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の段 階 で は、 ま だ具 体 的 な問 題 の イメ ー ジが 必 ず し も明確 で なか った と考 え られ る。

しか し、 この 統一 個 人 コ ー ドの 設定 に 関 す る調 査 研 究 につ い て は、1971年 か ら、 いわ ゆ る 「国民 総

背 番 号 制」 と い う名 称 の も と に国 会 で も しば し ば論 議 さ れ る と こ ろ とな り、 ま た、1972年11月 に は

「国民 総 背 番 号 に反 対 し、 プ ラ イバ シー を守 る 中央 会 議 」 が 発足 す る な ど、市 民 団体 に よ る反 対運 動

も強 ま り、 マ ス コ ミも さか ん に こ の問 題 を取 り上 げ る こ と と なっ た 。 そ こで は 、 プ ラ イバ シ ーの侵 害

の 危 険 を強 調 す る もの や管理 社 会 強 化 の お そ れ を説 くも の な どが み られ た。

その 後 、本 調 査 研 究 は、 コー ド統 一 に よ る費 用 とそ の効 果 あ る いは運 用 技 術 の 面等 か らみ て 、統 一

化 に よ る メ リ ッ トが必 ず しも明 らか で な い こ と等 が 判 明 し、 ま も な く中止 され 、 国会 に お い て も1973

年4月 、参 議 院 予 算委 員 会 に お いて 、行 政 管 理 庁 長 官 が 「統 一 個 入 コー ドにつ いて は、世 界 の大 勢 、

国民 の コ ンセ ンサ ス の 流 れ をみ た うえ で結 論 を得 べ き もの で あ る」 旨答弁 し、政 府 と して は個 人 コ ー

ドの統 一 は見 合 わ せ る こと を明 らか に した 。

Bプ ライバシー保護対策の推進

(1)行 政監理委員会の中間報告

統一個人コー ドの調査研究にからむプライバシー保護論議の高まりをきっかけとして、行政管理庁

では、1974年6月 、行政監理委員会に対 して 「行政機関等における電子計算機利用に伴 うプライバ

シー保護に関する制度のあり方」について諮問し、翌1975年4月 、答申にかえて中間報告を得ている。

中間報告は、「この問題は、その関連領域が多岐にわたり、また、個人の権利利益と社会公共の各

種利益との調整に関する世論の動向につき考慮を要する問題でもあることから、直ちに結論を得るこ

とが困難であり、ひとまず答申にかえ、検討されるべき対策の方向とその問題点等を整理して、中間

報告を行うこととした」とし、今後の進め方として、次の7つ の具体的方策とその問題点をあげてい

る。

① 個人情報システムの設置および個人情報の入力に関する規制

② 個人情報システムの公示に関する規制

③ 個人情報の他への提供に関する規制

④ 維持管理等運用に関する規制

⑤ 個人情報システムに入力される個人情報に関する閲覧請求、訂正削除請求および不服申立てに関

する規制

⑥ 個人情報システムの規制に関する特別の機関の設置

⑦ 受託業者に対する規制

そして、中間報告は 「……世界の動向、各界の意見等を十分勘酌 しつつ、できるだけ速やかにプラ

イバシー保護対策の具体化を図ることが望まれる」と結んでいる。



46第2部 特 集

(2)電 子計算機処理データ保護管理準則

行政管理庁は、上記の行政管理委員会 「中間報告」 を受け、具体的な対策を講ずるため関係省庁と

の協議を進め、1976年1月29日 、事務次官等会議申し合わせとして 「電子計算機処理データ保護管理

準則」を定めた。同準則は、電子計算機処理に係るデータの滅失、き損、漏洩等を防止するために最

小限講ずべき事項を定めたものであり、各省庁において、少なくともこの準則に定める程度の管理規

程等を整備 し、管理の的確を期することとした。

準則では、以下の事項を定めている。

① データ保護管理のための組織の整備

② データの管理

③ ドキュメントの管理

④ オペレーションの管理

⑤ 電子計算機室および磁気ファイル等の保管施設の管理および保安

⑥ 委託およびデータの提供

関係省庁では、この規則に基づきそれぞれデータ保護管理に関する内部規程の制定を進めている。

一方、地方公共団体では、1975年3月 、国立市が全国に先がけてプライバシー保護に関する条例を

制定 して以来、東京都特別区を中心に条例化が行われ、1981年4月 現在、89団体1組 織が条例を制定

している。

C諸 外国の法制化の現状

国 際 的 に み て 、情 報 シス テ ム と の関 連 で プ ラ イバ シー 保 護 問 題 に関 す る検 討 が本 格 化 し たの は、

1960年 代 後 半 か らとみ られ 、1970年 に西 ドイ ツのヘ ッセ ン州 で世 界 で 最初 の プ ラ イバ シ ー保 護 立 法 が

な され 、1973年 に は国 レベ ル で最 初 の 立 法 と して 、ス ウェ ー デ ンで 「デ ー タ法」 が制 定 され た。

そ の後1974年 に ア メ リ カが これ に続 き、現 在 ま でに10数 力国 にお い て法 律 が 制定 され て い る。

これ ら各 国 の 法 律 は、 そ の適 用 範 囲 や規 制 内容 とそ の方 法 な ど にお い て 、そ れ ぞ れの 国 内 事情 を反

映 して種 々の 差 異 が み られ る ものの 、 い ず れ も個 人 に 関 す る情 報 の処 理 利 用 、特 に電 子 計算 機 に よる

処 理 が個 人 の プ ラ イバ シー に影 響 を与 え る もの と認 め 、 そ の弊 害 を予 防 す る こ とを 目的 と して い る 。

な お ・各 国 法 律 の 主要 事 項 につ いて の概 要 を示 す と2-3-4表 の と お りであ る。

DOECDの 動 き

OECDで は 、1978年2月 以 降 、 各 国 の プ ラ イバ シー保 護 法 の 国 際 的調 和 を はか る と と も に 、 デ ー

タの 自 由な 流 通 を確保 す る こ と を 目的 と した ガ イ ドラ イ ンの 作成 に着 手 七 、1980年9月 、加 盟 各 国 に

対 し、 「プ ライバ シー保 護 と個 人 デ ー タの 国 際 流通 につ いて の ガ イ ドライ ンに関 す るOECD理 事 会 勧
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2-3-4表 各国法律の主要事項の概要

規 制 等 事 項 内 容
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|

デ

ン
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メ

リ

カ

三
|

ジ

|

ラ

ン

ド

西
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ツ
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ナ

ダ

フ
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ン

ス

デ

ン

マ

|

ク

ノ

ル

ウ

ェ

|

オ

1

ス

ト

リ

ア

ル

ク

セ

ン

プ

ル

グ

規

制

対

象

領

域

デ ー タ 管 理 者

① 公 私 両分 野

a.同 一 法
○ ○ ○ ○ ○ ○

b.公 私個 別 法 ○ ○

② 公的分野のみ ○ ○

デ ー タ 処 理 形 態

① 事理 齢 よる自蜘 理 ○ ○ ○ ○ ○

② 露;な らず手作業データ ○ ○ ○ ○ ○

人 格
① 自然人に限る ○ ○ ○ ○ ○ ○

② 法人も含める ○ ○ ○ ○

シ ス テ ム 設 置

① 許可制 ○ ○ ○ ○ ○

② 届出制 ○ ○ ○

③ ① 、②併用 ○

④ 規制 な し ○

デ ー タ の 収 集 ・入 力 の 制 限

①3舗 舗 特定の瀕 に ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

本人の同意がある場合 、権

②馨纏溺 酷 雛
設定

○ ○ ○ ○ ○

③ 収集方法の制限 ○

④ 貯蔵期間の制限 ○ ○ ○

デ ー タ提 供 に 関 す る 規 制

① 原則本人の同意 ○ ○ ○

② 原則目的外使用禁止 ○ ○ ○ ○

③ 個別許可制 ○ ○ ○ ○

④ 行政機関の判 断に委ねる ○ ○ ○

データの維持管理 に関する規制

① 安全保護措置の設定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

② ㌫ の正顧 全景雛 ○ ○ ○ ○ ○ ○

シ ス テ ム公 示 に 関 す る規 制
① 完全、公開制 ○

② 原則、公開制 ○ ○ ○ ○ ○ ○

個 人 の 権 利 に 関 す る 規 定

① 閲覧請求権 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

② 訂正削除請求権 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

③ 不服申立の権利 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

〈注 〉 上 記 国の 他 に 、ア イ ス ラ ン ド、イ ス ラエ ル お よびハ ン ガ リー にお い て プ ラ イバ シー 保護 法が 制 定 され て い るが

詳 細 は不 明 で あ る。
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告」 を行 っ た。

この よ う なOECDの 動 きの 背 景 は、 近 年 の デ ー タ通 信 の 発 達 に よ り、一 国 の 領 域 を越 え た 国 際

ネ ッ トワー ク が順 次 形 成 され 、越 境 デ ー タ流 通 と いわ れ る情 報 の 国際 化 が 急速 に進 行 きて お り、 これ

に伴 い 、個 人 デ ー タの 越 境 流通 が 問題 化 して きた こと にあ る。特 に ヨー ロ ッパ諸 国 にお い て は、 自国

民 に 係 る プ ライバ シ ー等 を含 む デ ー タが他 国 に流 出 、蓄積 され る こ と につ い て 、 自国 の 主権 が有 効 に

及 ぶ こ とが 困 難 と な る お それ が 出 て きた ため 、 自国民 に係 るデ ー タの 無 制 限 な 国外 流 出 を、 プ ラ イバ

シー 保 護 法 に よっ て制 限 しよ う とす る動 きが 表 面化 したの に対 し、一 方 で 、 この よ うな デー タの 国 外

流 出 規 制 は 、 デ ー タの 自由 な国 際流 通 を阻 害 す る と い うア メ リ カの主 張 も あ り、 この 間 の調 整 を行 う

必 要 が 生 じて 、 これがOECDに お い て取 り上 げ られ る こと と な っ た もの で あ る。

な お、 ガ イ ドラ イ ンは5章 か ら成 り、第1章 は定 義 お よ び適用 範 囲 の説 明 に関 す る もの 、第2章 は

国 内 適 用 に関 す る基本 原 則 を定 め た もの で あ り、 そ の 内容 はほ ほ最 近 の各 国 にお け る立 法 例 を集 約 し

た よ う な内 容 とな って い る 。 ま た、 第3章 で は国 際的 適 用 に関 す る基 本 原 則 を定 め 、 プ ラ イバ シ ー保

護 が行 われ てい な い 国 に対 して は、 デー タの流 出 制 限 を行 う こ とが で き る とす る事 項 が盛 り込 まれ て

い る。

E今 後の課題

行政機関等における個人データの取り扱いについては、国家(地 方)公 務員法、統計法、所得税法

等、すでに数多くの法令において、職務上知 り得た秘密の漏洩禁止あるいはデータの目的使用外の禁

止という形で、個人の秘密を保護する規定がなされている。

しか しながら、既述 したとおり、最近のプライバシー権の概念からすると、情報化社会における個

人のプライバシーの保護は、従来のように単に私事を他人に知 られない権利を保護するだけの対策で

は、カバーしきれない問題として展開されてきている。

このような状況を背景に行政管理庁で、1981年1月 、学識経験者からなる 「プライバシー保護研究

会」(座 長:加 藤一郎東京大学教授)が 開催され、1982年7月 、その検討結果として 「個人データの

処理に伴うプライバシー保護対策」が公表 されている。

この報告書では、現在の 「情報処理および通信技術の発展の状況から見て、とりわけ個人データ処

理に伴うプライバ シー保護対策が求められており、OECD理 事会勧告に対処するためにも、個人

データ ・システムの規律を目的とする。次に掲げるプライバシー保護の基本原則に立脚 した新たな法

律を制定する必要がある」としていることが注目される。

〈基本原則〉

① 収集制限の原則

個人データの収集に際 しては、収集目的を明確にするとともに、収集するデータの内容も、収集



第3章 情報公開・プライバシー問題49

目的の達成に必要な範囲内に限定すべきである。また、データの収集は適法かつ公正な手段によら

なければならない。

② 利用制限の原則

個人データの利用は、原則として、収集目的の範囲内に限定すべきである。

③ 個人参加の原則

個人が自己に関するデータの存在および内容を知ることができ、かつ、必要な場合 には、その

データを訂正させることができるなどの手段を、保障すべきである。

④ 適正管理の原則

収集 ・蓄積 したデータは、正確かつ最新のものとして管理するとともに、その紛失、破壊、改ざん、

不当な流通等の危険に対 して、合理的な安全手段 を講 じるべきである。

⑤ 責任明確化の原則

プライバシー保護に関して、データ管理者等が負わなければならない責任の内容を明確にする必

要がある。
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第1章 わが国のコンピュータ産業政策

および情報処理産 業政策

一
わが国における情報産業の振興 を図る法制は、3-1-1図 のような変遷 を経ている。

(1)特 定機械情報産業振興臨時措置法(機 情法)

1956年 に制定 された 「機械工業振興臨時措置法」(機振法)お よび1957年 に制定された 「電子工業

振興臨時措置法」は、1950年 半ばからのわが国電子機械工業の発展の大きな支柱であったということ

ができる。この両法は、1970年 代の資本自由化その他の内外経済情勢の変化に対応するため、1971年

より一本化されて 「特定電子工業および特定機械工業振興臨時措置法」(機 電法)と なった。機電法

によって振興対象とされた機種は、電子工業で37種 、機械工業で58種 、合計95種 におよんでおり、そ

3-1-1図 情報産業振興法の系譜

機械工業振興臨時措置法

(機 根 法)
特定電子工業お よび

特定機械工業

振興臨時措置法

(機電法)

特定機械情報

産業振興臨時

措置法

(機構法)

[==二=][=====]

(一 次)

(二 次) 〔特定機械工業振興 〕

〔特定電子工業振興 〕

〔特定機械工業振興〕

〔特定電子工業振興〕

〔ソフ トウェア業振興〕

電子工業振興臨時措置法

(電 振 法)

情報処理振興事業協会等に関する法律一
〔ソフ トウェア開発促進〕

〔情報処理サー ビス業等育成〕

'55 '60 '65 '70 '75 '80 '85
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れそれの高度化計画が策定 され、高度化資金の確保等により、その目標を達成するよう努力が払われ

てきた。これらの努力もあって、機械情報産業全体としての技術 レベルは向上し、多くの分野で電子

技術の機械への応用(機 電一体化)な ど高度化が図 られた。

しかし、

① 技術先端機器分野における技術水準はなお十分ではなく、また総 じて経営力も脆弱な状況にあり、

これらの克服が肝要となっていること

② 一部の電子部品等の分野では近隣発展途上国の追い上 げを受けつつあり、これに対応 して、品質、

性能の向上等の合理化努力をいっそう図らなければならなくなっていること

③ わが国機械情報産業においては、ソフ トウェア面での技術の遅れが特に大きく、今後、広範な分

野で複合化 ・システム化された機器の供給が求められていくことを考慮すると、ソフ ト機能の中核的

担い手である産業の育成が急務となっていること

等、機械情報産業は依然として種々の課題をかかえている。

1978年 に、機電法の期限切れを受けて制定された 「特定機械情報産業振興臨時措置法」(機情法)

は、以上のような課題に応えようとするものである。

機構法は生産技術の向上、生産の合理化などを促進するため、基本的には機電法の体系 ・措置を引

き継いでおり、特定の業種について、

① 高度化計画を策定し

② その目標実現のために所要資金の確保、税制上の措置を講ずる ほか

③ 規格の制限など共同行為の指示をし

④ 大規模な事業の開始などに対する勧告を行う

としている。

一方、機電法とは次のような相違点がある。

① 振興の対象としてソフ トウェア業を加えるとともに、電子工業、機械工業、ソフ トウェア業相互

の依存関係を強調 したこと

② 機械にかかわる指定要件を一部変更 したこと

③ 合併促進税制に代えて、新たに複合機械器具に関する普及促進のための税制措置を講ずるよう努

める旨の規定を定めたこと

なお、特定機械産業ごとに定める高度化計画は、1978年12月 に89業種について、ソフ トウェア業を

含む62本が定められ、告示された。

(2)情 報処理振興事業協会等に関する法律(情 張法)

コンピュータのハー ドウェアと並んで、わが国の情報化の進展を進めていく上でソフ トウェア面で

の振興を図ることが急務であることが認識され、ソフ トウェアの開発、流通の促進および情報処理
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サービス業等の育成のため、特に資金面での特別措置が要求されたことを受けて、1970年 に 「情報処

理振興事業協会等に関する法律」(情 張法)が 制定 されている。

同法においては、汎用プログラムの委託開発、買い取りおよび貸し付け、情報処理サービス業(情

報提供サービス業等を含む)の 業務の高度化に必要な資金等にかかる債務保証等を業務とする 「情報

処理振興事業協会」 を設立するとともに、コンピュータの利用促進および汎用プログラムの開発促進

に関する 「電子計算機利用高度化計画」の策定、「プログラム調査簿」の作成、「情報処理技術者試

験」の実施等につき規定 している。

なお、第3次 の電子計算機利用高度化計画は、1981年7月 、1985年 度末を目標に情報処理振興審議

会の了承を得て告示されている。

2審 議 会 に お け る方 向づ け(ビ ジ ョン)

わが国の情報化促進および情報産業の振興を図るため、政府のとるべき施策の方向については、電

子工業審議会、産業構造審議会情報産業部会によって、次のような諸答申が行われている(3-1-

1表 参照)。

これらの答申の中で基本的なものは、電子計算機産業につき根幹的な路線を引いた1966年答申、情

3-1-1表

春霞 会 に おけ る方 向

づ け

○電子工業審議会

1966年3月 「電子計算機工業の国際競争力強化のための施策に関す る諮問に対す

る答申」

O産 業構造審議会情報産業部会

1968年9月 「情報処理および情報処理産業の発展のための施策 に関する中間答申」
一 コンピュータ リゼーシ ョンを中核 として情報化の推進

1969年5月 「情報処理お よび情報処理産業の発展の ための施策に関する答 申」
一 情報化社会の扉 を叩 こう

1971年5月 「産業の情報化に関す る中間答申」

一 企業行動における情報処理の高度化を通 じて知識集約化の推進 を

「情報産業部会 中間答申」

一 産業分野の情報化によ り社会 ・生活分野の情報化へ

「昭和60年 度におけ るわが国の情報化 及び情報産業の計量予測」

-1974年9月 中間答申を うけた情報化及び情報産業の定量的把握

「情報産業部会 中間答申」

-80年 代の情報化 及び情報産業の在 り方並 びにこれ らに対する施策

の在 り方

「情報産業部会 答申」

-80年 代の情報化及び情報産 業の在 り方並びにこれ らに対する施策

の在 り方
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報処理振興事業協会の設立をターゲッ トとし、情報処理および情報処理産業の強化をうたった1969年

答申、自由化後の新たな情報化 ・情報産業の展望を示した1974年 答申、そして1980年 代の新たな情報

化 ・情報産業の展望を示した1981年答申である(8部 資料参照)。

3技 術開発の促進

(1)次 世 代 電 子 計 算機 用 基 本 技 術 開 発促 進

世 界 の コ ン ピュ ー タ市 場 の約56%の シェ ア を持 つIBMは 、1980年11月 に3081D、1981年12月 に

3081K、1982年4月 に3083J、B、E、1982年9月 に3084、3081Gを 発表 した。 この308Xシ リー ズ

は 、従 来 の 機 種 に比 して コ ス ト ・パ フ ォー マ ンス が格 段 に向上 した新 機 種 で あ り、 これ を契 機 に 、電

子 計 算 機 は い よい よ新 しい世 代(第4世 代)に 突 入 した。

この よ うな情 勢 に あっ て 、 わが 国 にお い て も、第4世 代 電 子 計算 機 シ ステ ム の 開発 の 緊 急性 が一 段

と高 ま っ て い る。

第4世 代 機 の ハ ー ドウ ェ ア面 で の 技 術 的 中核 と な るの は 、現 在 のLSI(大 規 模 集 積 回 路)を さ ら

に 高 密 度 ・高 速 度 化 した超LSIで あ るが 、 これ は ソ フ トウ ェ ア技 術 よ りも先 行 して 開 発 す る必 要 が

あ る ため 、 す で に1976年 度 よ り4カ 年 計 画 で 開 発 を行 っ た。 なお 、研 究 開 発 は順 調 に進 み 、1979年 度

を も って 当初 予 定 どお り終 了 した。

しか し、第4世 代機 で はハ ー ドウ ェア面 の み な らず 、 ソフ トウ ェ ア面 で も従 来 にな い きわ め て画 期

的 な新 機 能 が 要 求 され る もの とみ られ る が 、従 来 か らわ が 国 の ソ フ トウ ェア技 術 はハ ー ドウェ ア以 上

に外 国 との 格 差 が 大 き い と いわ れ て お り、 ネ ッ トワ ー ク管 理技 術 、 超 高級 言 語 処 理 技術 等 の基 本 ソ フ

トウ ェ ア(オ ペ レー テ ィン グ ・シス テ ム:OS)技 術 を緊急 に開 発 す る必 要 が あ る。

さ らに 、 次世 代 にお い て は マ ン ・マ シ ン ・イ ン タフ ェ ース が 改善 され た、使 い や す い コ ン ピュ ー タ

・シス テ ム が必 要 と され る が
、 この ため に は 日本 語 に よ る入 出 力等 を可 能 と す る高 性 能 新 周辺 端 末 装

置 技 術 も併 せ て開 発 す る こと が必 要 で ある 。

こ の た め 、1979年 度 か ら1983年 度 ま で の5カ 年 計 画 で総 額470億 円 の 研究 開発 資金 を投 じ、一 本 化

3-1-2表 (単位:百 万円)

年 度

項 目
1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982

電子計算機開発促進費補助金

①次世代電子計算機用大規模集積
回路開発促進費補助金

②次世代電子計算機用基本技術
の開発促進

{
基 本 ソフ トウェア(OS)

新 周 辺端 末 装 置

3,500

3,500

一

8,640

8,640

一

10,052

10,052

一

8,606

6,906

1,700

(1,450)

(250>

5,785

-

5,785

(4,910)

(875)

6,200

-

6,200

(5,15b)

(1,050)

5,616

-

5,616

(4,986)

(630)
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した研 究 組 合 体 制(電 子 計 算機 基 本 技 術 研 究 組 合)の 下 で 、基 本 ソ フ トウェ ア(OS)技 術 お よび 新

周 辺 端 末 装置 技術 を開発 す る こ と と し、 こ れ に対 し補助 を行 う こ とと して お り、 計画4年 目 に当 た る

1982年 度 は、 引 き続 き開 発 をい っそ う強 力 に推 進 す る(3-1-2表 参 照)。

(2)電 子 計 算 機 基礎 技 術 開発

情 報 関連 技 術 は多 くの 産業 を支 え る基盤 的技 術 で あ り、 わ が 国経 済 社 会 を支 え る最 重 要 技 術 で あ る。

技 術 立 国 を 目指 す わ が 国 が創 造 的 な 自主技 術 を確 立 しつ つ情 報 関 連 技 術 開発 を推 進 して い くた め に は,

先 導 的 革 新 的 技 術 開 発 と して 、新 しい理 論 、 技術 に基 づ く1990年 代 の コ ン ピュ ー タ(第5世 代 コ ン

ピュ ー タ)の 研 究 開 発 を 、積 極 的 に推進 して いか な けれ ば な らな い。

コ ン ピュ ー タ は、 それ に使 わ れ る素 子 に よっ て 、第1世 代(真 空 管)、 第2世 代(ト ラ ン ジス タ)、

第3世 代(IC:集 積 回 路)、 第3.5世 代(LSI:大 規 模 集 積 回 路)と 区 分 され 、 現在 は超LSIを 使 用

す る第4世 代 の コ ン ピュ ー タが 出現 しつ つ あ る。

こ れ らの コ ン ピ ュ ー タ は、 い ず れ も ノ イマ ン型 コ ン ピ ュー タと呼 ばれ 、 デ ー タ処理 の手 続 き(プ ロ

グ ラム)を 内 蔵 の 記憶 装 置 に蓄 え て、 制御 装 置 か らの 指 示 に よ りデ ー タ を逐 次処 理 す る方 式 を特 徴 と

して い るが 、複 雑 な 処理 に対 して ソ フ トウェ ア が複 雑 か つ 大規 模 に な るな ど の問 題 点 が指 摘 され て い

る 。 そ して 、 こ れ ま で の 技 術 変 遷 周 期(ラ イ フ ・サ イ ク ル)か ら、1990年 代 初 頭 に は 、従 来 の コ ン

ピュ ー タ の 持 つ 種 々の 問題 点 を解 決 し、 しか も人 間 に とっ て使 い や す い 知 識 情 報 処 理 指 向型 の コ ン

ピュ ー タ 、 す な わ ち第5世 代 コ ン ピュ ー タが 出現 す る とい わ れ て い る。 す で に諸 外 国 で は 、大 学 や研

究 所 レベ ル で 、 これ ら新 しい方 式 の コ ン ピュ ー タ に関 す る研究 につ いて種 々 の試 み が な されつ つ あ り、

日本 と して も早 急 に開 発 に着 手 す る必 要 が あ る。

革新 的 な技 術 ・理 論 に基 づ く コ ン ピュー タの研 究 開 発 に は約10年 の期 間 を要 す る こ とか ら、1982・-

1984年 度 の3年 間 で 、第5世 代 コ ン ピュー タに関 す る基 本 技術 開発 を行 う こ とと して い る 。

1981年 度 は 、 国の プ ロ ジ ェ ク トと して研 究 開発 を行 う場 合 の技 術 開発 課題 、 ス ケ ジ ュー ル 、体 制 等

に関 す る調 査 を 、一 般 会 計約1,500万 円 に よ り行 った 。

1982年 度 は 、 第5世 代 コ ンピ ュー タの 基 本技 術 開 発 と して 、一 般会 計約4億2,600万 円 に よ り、推

論 サ ブ シス テ ム 、・知 識 ベ ー ス ・サ ブ シス テ ム、基 礎 ソ フ トウ ェア ・シ ス テム 、 ソ フ トウ ェア 開発 用 パ

イ ロ ッ ト ・モ デ ル に関 す る概 念設 計 、機 能設 計 等 を行 う。

1983年 度 は 、基 本 技 術 開 発2年 目と して 位 置 づ け られ 、1982年 度 に行 っ た概 念 設 計 、機 能設 計 を も

とに 詳細 設 計 、試 作 等 を行 う予定 で あ る。

(3)科 学技 術 用 高 速 計 算 シ ステ ム の開 発(大 型 プ ロ ジ ェ ク ト)

科 学 技術 の面 で は 、人 工 衛 星 か ら送 られ る画像 の高 速 処 理 、 核融 合 炉 の プ ラズ マ ・シ ミュ レー シ ョ

ン、 気 象 解析 、 航空 機 の空 気 力 学 計算 等 広 範 な 分野 に お い て 、大規 模 な計 算 が必 要 と され て い る。 こ

の た め、 現 在 の 汎 用 電 子 計 算機 に比 べ1,000倍 以 上 高 速 の 、100億FLOPS(FloatingOperationPer
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3-1-3表 (単位:百 万円)

年度

項 目
1979 1980 1981 1982

科 学 技術 用高速 計算 シス テム

開 発 研 究 費
一 一 30 813

光 応 用 計 測 制 御 シ ス テ ム
開 発 研 究 費

51 927 2,418 3,237

Second)以 上の性能を持つ計算機が必要である。

この目標を達成するため、

① シリコン素子に代わる新 しい高速論理素子および高速記憶素子 として、ジョセブソン接合素子

(JJ素 子)、高電子移動度 トランジスタ素子(HEMT素 子)、 ガリウム砒素電界効果 トランジスタ素

子(GaAs素 子)

② 現在の多 くの電子計算機では、1台 のプロセッサー(演 算装置)に より入力されたデータをすべ

て処理 しているが、多数(100～1,000台)の 基本プロセッサーを同時に動作させて大規模な演算を高

速に行う並列処理方式

③ 新 しい高速素子および並列処理方式を用いて構成される高速演算用並列処理装置、大容量高速記

憶装置および分散処理用並列処理装置の性能を最大限に発揮 させるため、フロン ト・エン ド・プロ

セッサー、高速磁気ディスク装置等の周辺装置を設置 した総合システム

の研究開発を実施 し、科学技術用高速計算システムの研究開発を行う(1981--1989年 、約230億 円)。

(4)光 応用計測制御システムの開発(大 型プロジェク ト)

科学、鉄鋼等の大規模産業プラント分野、工業団地、大規模 ビル等の事業分野、交通情報、地域情

報システム等の社会システム分野において発生する画像情報を含む大量情報を、電磁誘導、可燃性ガ

スの存在その他悪環境下でも安全かつ安定に計測、伝送し、制御することを可能とするシステムの実

用化 に必要な技術の開発をするものである。このため、計測システムの機能を、高速画像情報サブシ

ステム、高品質画像情報サブシステム、高速プロセス情報サブシステム、複合 プロセス情報サブシス

テム、情報管理サブシステムの5つ のサブシステム技術に分けて開発する。特に本研究開発において

は、各種半導体 レーザーによる発光素子、温度や圧力を検知する光センサー等、種々の新 しい光素子

の開発が行われるが、なかでも、重点技術である光電子集積回路素子(OEIC)の 実現が期待されて

いる(1979～1986年 、約180億 円)。

(5)新 機能素子の研究開発(次 世代産業基盤技術開発制度)

半導体技術は、1947年 に トランジスタが発明されて以来、1960年 のIC技 術をはじめとして急激な

技術開発が行われてきたが、従来の技術だけでは、1980年 代半ばに技術的限界につきあたることにな

るといわれている。
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3-1-4表

(単位:百 万円)

年 度

項 目
1981 1982

新 機 能 素 子 の 開 発 費 673 1,127

新機能素子の技術開発は、技術的限界 を打開する革新的基盤技術を開発 し、1990年 代への新しい技

術先端産業基盤を確立するため、現在、超格子素子、三次元回路素子、耐環境強化素子にっいて研究

開発を行っている(1981～1989年 、約250億 円)。

(6)増 加試験研究費の特別税額控除の延長

情報産業は、技術先端産業として今後とも、わが国産業構造の知識集約化にとって、その中核とな

るべき産業である。特にこの分野は技術革新が激 しく、それに係る費用も増加 しつつある。 したがっ

て試験研究費の増加が著 しい場合に、その一定割合(20%)を 税額から控除することとされている現

行制度を延長する。

4社 会 システムの開発

(1)ヘ ル ス ケ ア ・ネ ッ トワー ク ・シ ステ ム の 開発

わ が 国 の 医療 分 野 で は、 診療 体 制 の不 備 、 医 療 の地 域 格 差 、救 急 医 療体 制 の 不 備 、総 医療 費 の増 大

等 、 多 くの 問題 が生 じてい る。 これ らの 問 題 を解決 す る ため には 、 コ ン ピュ ー タと新 しい 医療 機 器 か

ら な る医療 情 報 シス テ ム を開発 し、導 入 す る こと が不 可 欠 で あ る。

こ の た め 、1978年 度 か ら6カ 年 計 画 で、 病 院 、診 療 所 、 健 診 ・検 査 セ ン ター 等 の 医 療 機 関 を コ ン

ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワー クで 結 び 、医 療 情 報 の伝 送 、 各種 医 療 用情 報 処 理 を実 現 す る た め の シス テ ム と

して 、ヘ ル ス ケ ア ・ネ ッ トワー ク ・シス テ ム を開 発 して い る。 これ は 、将 来 、高 度 医療 情 報(医 薬 品

情 報 、医 学 文 献 情 報等)の 共 同 利 用 、健 康 管 理 デ ー タ(病 歴 、検 査 デ ー タ、健 診 デ ー タ等)の 一 元 的

管 理 、高 度 医 療 資 源(コ ン ピュー タのハ ー ドウ ェ ア、 ソフ トウ ェア等)の 共 同利 用 を図 る うえ で有 効

で あ る。

現 在 開 発 中 の シス テ ム は 、医 療情 報 の 伝 送 を行 う基 本 ネ ッ トワー クと、 これ を利 用 して 医療 用 の情

報処 理 を行 う ア プ リケ ー シ ョン と して 、放 射 線 線 量 計 算 シス テ ム、 臨床 検 査 シス テ ム、 臨 床 医薬 品情

報 シス テ ムか ら成 って お り、1982年 度 は 、基 本 ネ ッ トワー クと臨 床 医薬 品 情報 シス テム の 開 発 を、 前

年度 に引 き続 き行 う。

3-1-5表 (単位:百 万円)

年度

項 目
1978 1979 1980 1981 1982

ヘ ル ス ケ ア ・ネ ッ トワー ク ・

シ ス テ ム の 開 発 費
192 191 222 222 196
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3-1-6表

(単位:百 万円)

年 度

項 目
1978 1979 1980 1981 1982

省エ ネルギー都市機械 システム
開 発 調 査 費

9 9 一 『 一

代 替 エ ネ ル ギ ー 利 用 型
コ ミュ ニ テ ィ ・エ ネ ル ギー ・

シ ス テ ム 開 発 計 画 調 査 委 託 費

一 一 42 45 35

(2)代 替 エ ネ ル ギ ー利 用 型 コ ミ ュニ テ ィ ・エ ネル ギ ー ・シス テ ムの 調 査研 究

現 下の エ ネ ル ギ ー需 給 動 向 にか ん が み 、都 市 にお い て も省 エ ネル ギ ー を推 進 しな けれ ば な らな い が、

その た め には 、エ ネ ル ギ ーの 生 産 か ら消 費 に至 る まで を、一 貫 した シ ス テム と して と らえ 、 トー タ ル

と して省 エ ネ ル ギ ー化 を図 る必 要 が あ る 。

こ う した観 点 か ら、 本事 業 は 、1978年 、79年 度 にお い て 、 「地 域 エ ネ ル ギ ー セ ンタ ー(CEC)」 「都

市 シス テ ム集 積 回路(IUC)」 「家 庭 端 末」 の3つ の 主 な サ ブ シス テム か ら構 成 され る 「省 エ ネ ル ギ ー

都市 機 械 シス テム」 につ い て、 その 基 礎 的調 査 研 究 を行 った 。1980、81年 度 に お いて は、上 記 の成 果

を踏 まえ て 、 さ ら に代 替 エ ネ ル ギ ー 移 行 の 観 点 か ら、石 炭 を一 次 エ ネ ル ギ ー源 と す る 「代 替 エ ネ ル

ギー利 用 型 コ ミュ ニ テ ィ ・エ ネル ギ ー ・シス テ ム」 に関 す る調 査 研究 と して 、 ロ ケー シ ョン調 査 に よ

り、環 境 条件 、 エ ネ ル ギ ー負 荷 等 の 各 種 デ ー タを収 集 し、本 シス テム の最 適 化 設 計 、 モ デ ル開 発 計 画

の立 案 、 主要 技 術 開 発 課 題 等 に 関 す る調 査 研 究 を行 った 。

1982年 度 は 農業 利 用 、工 業 利 用 と異 な っ た ニ ー ズ を合 わ せ持 つ コ ミュニ テ ィに対 し、 本 シス テ ムの

適用 の可 能性 につ い て その 概 念 設 計 を行 い 、評 価 、検 討 等 を行 う こと と して い る。

鵬 雀十 般会計 「省エネルギー者β市撒 ・ステムのための酬 究」

羅{一 一 ー ー 一
(3)業 種別システム化調査

コンピュータリゼーションの進行に伴い、産業のシステム化が浸透 しつつあるが、このような情報

化における総合的かつ的確な行政施策等を見出すため、「産業活動のシステム化」の実態とその動向

を調査する。

(4)情 報処理システム化促進のための開銀融資

今後とも、いっそう充実が望まれるオンライン利用 システムおよび医療、交通、防災、生活、労働、

環境等の諸問題の解決に資する、社会性の高いシステムの導入等に必要な設備資金につき、開銀融資
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を行 う。

5情 報化および情報産業の基盤整備

A情 報化の基盤整備

(1)高 度情報化の進展 と通信回線自由化

公衆電気通信法の一部を改正する法律案は、7月9日 に国会を通過 し、同月23日 に公布、10月23日

に関係省令 とともに施行された。

公衆電気通信法の一部改正に伴う関係省令の制定に至るまでの経緯を簡単に述べた後、省令に基づ

く自由化措置の具体的内容、問題点、今後の対応を述べることとする。

① 情報化の進展と通信回線の自由化

(D第2次 情報化革命とオンライン情報処理

近年、情報化を取 り巻く環境は大きく変わりつつある。

第1は 、技術面つまり情報化のシーズである。なかでも半導体技術は驚異的な進歩を遂げており、

コンピュータの小型化、高性能化、低価格化が可能 とな り、オフィス ・コンピュータ、パーソナ

ル ・コンピュータが登場し、従来の普及領域を越えた広がりをみせている。

第2は 、需要面つまり情報化のニーズである。エネルギー情勢をはじめとする内外環境の変化の

中で、今後わが国は、資源エネルギー制約の克服、低生産性部門の生産性向上、医療、交通などの

混雑現象の解消、高齢化対策など複雑かつ多面化する問題 を解決 し、人間の活動領域を押 し広げ、

いきいきとした経済社会、ゆとりある生活を実現 していかなければならない。

このためには、従来のような製造部門などの特定分野における個々のプロセスの合理化を目的と

する情報化だけでは十分ではない。経済 ・社会 ・生活の全般にわたっての情報化が必要であり、し

かも全体をシステムとして最適に運営する手法が望まれている。

このような環境変化を起点としてわが国の情報化は、産業分野中心の拠点的展開から、社会、家

庭へと面的広が りをもった展開へと著 しい進展をみせている。これを第二次情報革命 といっても過

言ではない。

こうした情報化の進展は、人間の活動分野に新 しいフロンティアを開いていくが、これを推進す

る上で最も重要な役割を果たすのがオンライン情報処理(デ ータ通信)で ある。

オンライン情報処理のもたらす効用は大きい。たとえば企業においては、地理的に分散 して行わ

れるさまざまな事業活動のプロセスを中央の1台 のコンピュータにより、距離を超越 して、リアル
つ

タ イム で一 貫 した管 理 が 可 能 と な る 。 ま た、複 数台 の コ ン ピュ ー タ を接続 して分 散処 理 を行 い、 コ
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ンピュータ・パ ワーを最大限に利用することも可能である。さらに、中小企業あるいは一般家庭に

おいても、自前のコンピュータを持たずとも、端末機器の導入で情報化社会の便益を享受すること

が可能となる。

このように通信回線 を利用 したオンライン情報処理の普及が情報化の促進にもたらす影響は図り

知れないものがある。

(の公衆法改正に至るまでの制度と経緯

現行制度(公 衆電気通信法)改 正に至るまでの制度は、1971年 当時の技術を前提として、きわめ

て限定的に情報処理のための回線利用を認めており、近年のコンピュータ利用技術の進歩(リ モー

ト処理、ネットワーク化等)が 現行制度では生かされていない状況となっていた。

技術進歩の著 しいコンピュータ利用の分野では、事業規制を排除 し、わが国経済の活力の源泉で

ある市場競争原理を導入 し、民間の創意と活力を生かし、新しい産業の発展を図ることにより、豊

かな情報化社会の実現を図るべきである。

各界から、本問題につき技術革新と多様化するニーズに即応できない規制体系の撤廃が強 く要望

され、かかる動きを踏まえ、本年2月10日 臨調第2次 答申において 「通信回線の利用については、

国の規制を極力排 し、民間の創意工夫が最大限に生かされるようにすべき」であるとされ、利用方

法につき具体的提言がなされた。

臨調答申を受け、公衆電気通信法の一部改正について郵政、通産、行管の関係省庁間で協議が行

われた。3省 庁間の調整の後、最終的に田中政調会長裁定、橋本行財調会長裁定が出され、本年3

月国会提出に至った。本改正法は、7月9El成 立 したが、具体的自由化措置は、郵政省令に委ねら

れる部分が多く、省令制定にあたっては省庁で相談調整の上定めることとなった。

② 通信回線利用の具体的自由化措置

以下に法律、省令に基づ く具体的自由化措置の内容を述べる。

今回の自由化措置は、「公衆電気通信法施行規則の一部を改正する省令」 と 「公衆電気通信法第55

条の13第2項 の場合等を定める臨時暫定措置に関する省令」という2本 の省令により定められている。

この二本の省令の主要な点について説明すると、次のようになる。

(イ)「 公衆電気通信法施行規則の一部を改正する省令」・.情 報処理のためであれば自由な回線利用

が可能

(i)共 同使用一 企業グループ等が共同で回線を借りる使用方法

従来の卸売業者と小売業者等8つ の関係に限定 していた共同使用契約の範囲に係る規制を排 し、

⑥データ処理のためであること、⑤他人の通信の媒体を行わないこと、という2つ の基準に該当す

れば自由な回線利用ができることとなった。

これに加えて、従来情報処理サービス業者が関与するシステムについては、すべて情報処理サー
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ビ ス業 者 の 他 人使 用 契 約 と して 申 請 す る以 外 にな か っ たが 、情 報 処 理 サ ー ビス業 者 は 、相 互 に共 同

して業 務 を行 う場 合 に は、共 同使 用 契 約 と して認 め られ る こと と な った 。

ま た、 中 途 コ ン ピュー タ(複 数 の コ ン ピュ ー タか らな る シス テ ム にお い て 、他 の コ ンピ ュー タ で

処 理 され る情 報 を中 継 す る よ うな コ ン ピュ ー タ)で の メ ッセ ー ジ交 換 や デ ー タ処 理 の ため の端 末 間

通 信 が認 め られ る こ と と な っ た 。後 者 は 、具 体 的 に は、 「電 子 計 算 機 の 本 体 の 使 用 に付 随 して メ ッ

セ ー ジ交 換 を行 うこ とが やむ を得 な い場 合 」 で あ っ て 、開始 電 文 、終 了電 文 等 シス テ ムの維 持 管 理

に必 要 な メ ッセ ー ジ お よ び処 理結 果 の修 正 、確認 の電 文 の送 受 信 シ ス テム運 用 に密 接 な関 連 を有 す

る メ ッセー ジと解 す る こ とが で き よ う。

これ に よ り、 もっ ぱ ら他 人 の通 信 の媒 介 を 目的 と す るの で な けれ ば、 シス テ ム運 用 に密 接 な関 連

を有 す る メ ッセ ー ジ を媒 介 、伝 送 す る こ と も可能 と な った 。

さ らに、 業務 上 緊密 な関 係 を有 す る者 の間 にお い て は、 使用 態 様 に制 限 を受 け な い(電 信 電 話 的

利 用 も可 能)。

この 結 果 、 コ ン ピュ ー タ を保有 す る企 業 間 で あ れ ば 、 コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワー ク ・シス テ ムの

構 築 が 相 当 程度 自由 に行 え る よ うに な る。

(li)他 人 使 用 情 報 処 理 サ ー ビス業 者 が 回 線 を借 りて製造 業 者 等 に在庫 管 理 サ ー ビス を提供 す る

よ う な回 線 の使 用方 法 。

従 来 は 、共 同 使用 と は違 っ た制 約 を受 け て い たが 、本 省 令 の改 正 に よ り、共 同 使 用 と ま った く同

等 に 自 由 な回 線 利 用 が可 能 と な っ た。 た だ し、唯一 異 な る点 は 、共 同 使 用 に お け る業 務 上 緊 密 な関

係 を有 す る者 相 互 間 の ケ ー ス に該 当 す る態 様 が 認 め られず 、後 述 す る臨 時暫 定 省 令 に よ り一定 の 規

制 の下 に認 め られ る こ と と な っ た こと で あ る。

(川 相 互 接 続一 公 衆 通 信 回 線 と特定 回線 等 の 接続

従 来 、個 別 認 可 で しか 認 め られ なか った公 一 特 接続 につ いて は 、① デー タ処 理 の た めの もの で あ

る こ と 、② 公 一 特一 公 と な らな い こ と、③ 他 人 の 通 信 の媒 介 を行 わ な い こ と、 の3つ の基 準 に該 当

す れ ば 自由 な接 続 が認 め られ る こ と とな っ た。

ま た 、従 来 一 切認 め られ て い なか った公 一 特 一 公 接続 につ い て は 、個 別認 可 に よ り接 続 が 認 め ら

れ る こと と な っ た。① 公 一 特 一 公 接続 で な け れ ば適切 な シス テム が組 め ない もの で あ る こ と、② 情

報 処 理 の た めの もの で あ る こ と、 ③ 著 しい料 金 免 脱 を目指 した もの で ない こと 、 で あ れ ば認 め られ

よう 。

(iv)そ の 他

以 上 の ほか 、従 来 認 め られ て い な か っ た構 内 交換 電 話(PBX)お よ び集 団 電 話 に電 子 計算 機 の

本 体 の接 続 が 可 能 とな っ た。

最 後 に 、 「デー タ処 理 の ため で あれ ば 自由」 と い う場 合 の 「デ ー タ処理 」 の範 囲 で あ るが 、 演算 、



第1章 わが国の コ ンピュータ産業政策 および情報処理産業政策63

検索に加え、分類を含め広 く考えることができよう。

(ロ)「公衆電気通信法第55条 の13第2項 の場合等を定める臨時暫定措置に関する省令」一 中小企業の

ために特に他人使用の電信電話的利用が可能

本自由化措置は、共同使用において緊密共同の場合認められている電信電話的利用が、他人使用

において認められていないことから、自社コンピュータ、自社ネットワークを持ち得ず情報処理

サービス業者に依存せ ざるを得ない中小企業が、かかる便益を享受 し得ないのはあまりに均衡を失

するため、設けられたものである。

裁定では、業務上緊密な関係を有する中小企業のためとされていたが、今回の措置では、実際の

ニーズに適合するようできるだけ広い範囲、たとえば主として中小企業のためのものであって、

メーカーと販売店、卸売業者と小売業者の間のように特定者にまで拡大することが可能となった。

手続きについては、①公衆電気通信業務への支障、②通信の秘密の確保、の2点 につき 「指示」

が可能な届出制をしくことになった。

これは、民間事業者に対 し新たな負担を強いるものであり、臨調答申をはじめとする今次行革の

精神に照らしても過剰な行政介入を行 うものである。将来の技術革新、民間ニーズの動向を踏まえ、

早急に、より自由化された制度の実現に努力していかなければならないであろう。

③ 今回の自由化措置の評価と今後の対応

以上述べたことが、今回の自由化措置のポイントである。

今回の自由化措置により、相当程度自由化されたことは、今後のオンライン情報処理の高度化、広

汎な普及をもたらし、情報化の促進に大きく寄与するものと評価できよう。

しかしながら、今回の自由化措置については、たとえば 「他人使用における主として中小企業者の

ための電信電話的利用」の具体的な範囲および手続きのように、実際の運用に委ねざるを得ない面も

大きい。 したがって、今後、運用が技術やニーズの実態を踏まえて弾力的に、また国民に負担のかか

ることのないよう行われるよう見守 っていかなければならないと考える。

情報化先進国ともいうべき米国においては、1980年 の連邦通信委員会のコンピュータ調査により、

基本通信サービス(電 信電話、回線交換、単純なパケット交換)以 外は一切規制が撤廃 され、民間活

力を最大限活用できることとなっている。

わが国においても、本分野はきわめて技術進歩が著 しい分野であり、かつ情報化促進に重大な影響

を与えるインフラス トラクチュアであることを考えれば、今後ともさらに自由化を検討 していくこと

が必要であろう。

通信回線は、社会の神経組織にもたとえられるように情報化推進の重要な社会基盤である。

通信回線に係る制度の整備は、将来において産業、社会、国民生活の全般にわたって直接、間接に
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大 き な利益 を もた らす もの で あ る 。

わが 国 に お い て も技 術 開 発 の 進展 を積 極 的 に享 受 し得 る よ う、今 後 と も民 間 ニ ー ズの 動 向 を踏 ま え、

よ り自由化 され た回 線 利 用 制 度 の実 現 と実 りあ る情報 化 社 会構 築 の ため 努 力 して い か な な けれ ば な ら

な い。

(2)高 度 情 報 化 関連 産 業 動 向 調 査

社 会 の情 報 化 の 進 展 に伴 い 、 コ ン ピュ ー タ と通 信 の 結 合 、す な わ ち コ ン ピュ ー タの ネ ッ トワー ク化

が 急 激 に進 展 しつ つ あ る。 コ ン ピュ ー タの 設 置 お よ び適 用業 務 の拡 大 、通 信 分 野 での デ ィ ジタ ル技術

の 拡 大 、 ニ ュ ー メ デ ィア の 出現 に よ り、 コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク は今 後 もい っ そ う増加 して い き、

地 域 的 な広 が りを も って 、社 会 の情 報 化 を促 進 して い く と考 え られ る。

従 来 、 コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワー クは 、構 内 ネ ッ トワ ー クを除 き、 電電 公 社 の提 供 す る通 信 回線 に

よ っ て結 ばれ て い る 。 しか し、通 信 回線 につ い ては 、利 用 方法 が限 定 的 で あ る こと と 、遠 距 離料 金 が

高 い こ とが 、 ネ ッ トワー クの 普 及 を妨 げる と して問題 に な って い る。 一 方 、 衛星 通 信 の 技 術 は近 年 急

激 に 向上 し、 コス トが低 下 して き た。

こ う した なか で 、 コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワー ク に衛 星 を利 用 しよ う とす る傾 向 が 、世 界 的 に 出 て き

て い る 。 これ は、 エ ン ド ・ユ ーザ ーの ビル の屋 上 に小 型 の ア ンテ ナ を設 置 し、 デ ィ ジ タル 信 号 を電 波

に の せ 、通 信 衛 星 を介 して コ ン ピュ ー タ を接 続 す る シス テ ムで あ る 。

この よ うな 、衛 星 を介 した情 報 処 理 シ ス テム は 、地 上 回線 を利用 した シス テ ム に比 べ 、 コ ス トに遠

近 格 差 が な く、高 速 デー タ通 信 が可 能 な う え に、 ネ ッ トワー ク化 が 容 易 で 、地 上 災 害 や離 島 、へ き地

等 の 地 理 的条 件 に影 響 を受 けず 、新 規 参 入 が 容 易 で あ る こと等 の 特 徴 を有 して い る。 また 、衛 星 の 大

型 化 、 通信 技 術 の 向 上 に よる コス ト低 下 も著 しく、実 現 可 能性 は高 い と考 え られ る。

欧 米 に お い て は 、 ア メ リカ が オ ー プ ン ・ス カ イ政 策 の も と で、1981年 か ら、SBS社 が 高 速 デー タ

通 信 、電 子 社 内郵 便 、 テ レコ ン フ ァ レンス 、音 声通 信 のサ ー ビス を商 業 化 して お り、 フ ラ ンス で は 、

1979年 にTELECOM-1計 画 が 発 表 され て い る ほか 、各 国で検 討 が進 んで い る 。

この よ うな 状 況 を踏 ま え 、衛 星 を介 した情 報 処 理 シス テ ムが 、将 来 大 きな市 場 を有 す る ばか りで な

く、 コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワー ク の進 展 、 社会 の情 報化 を促 進 させ る こと にか ん が み 、国 と して も、

そ の 検討 を急 ぐ必 要 が あ る 。 こ の た め1982年 度 に 、通 産 省 に おい て 、衛 星 を介 した情 報 処 理 シス テ ム

につ いて 、産 業 へ の 影 響 、市 場 、経 済 的 技 術 的 可能 性 、 海外 動 向 を調 査 し、問 題 点 を摘 出 し、政策 上

の課 題 を総 合 的 に検 討 す る こと に して い る。

〈高 度情 報 化 関 連産 業 動 向調 査 〉

衛 星 を用 い た情 報 処 理 シス テ ム に つ い て、 以 下 の点 につ い て調 査 を行 い 、問 題 点 を摘 出 し、政 策 上

の課 題 を総 合 的 に検 討 す る。

① 本 シス テ ムの 産 業 へ の 影 響
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② コンピュータ ・ユーザーの遠隔地との情報伝送ニーズ

③ 本システムの経済的技術的可能性

④ 衛星利用についての海外動向調査

予算 約700万 円

(3)電 子計算機システム安全対策の推進

電子計算機による情報処理がますます増大 し、企業活動、社会活動等の高度化に寄与 しているが、

一方では、データ漏洩 ・火災 ・地震等によるデータの破損等による経済 ・社会活動の停滞、プライバ

シーの侵害等、社会に悪影響を及ぼす危険性も増大する傾向にある。

このため、1974年9月 の産業構造審議会情報産業部会中間答申において、情報化に伴 う副次的マイ

ナス効果の除去という観点から、マニュアルの作成等の安全対策面での施策の充実の必要性が指摘さ

れた。

また、1976年2月 には、自治省から地方公共団体に対 し、地方公共団体がデータ処理を外部に委託

する場合には、機密保護の対策を行わせること等を指示内容とする通達が出されるなど、わが国にお

いても、情報処理における安全対策の充実を求める気運が高まってきた。

そこで通商産業省としても、今後の情報処理の健全な発展を図るために、以下のような施策を講 じ

ている。

① 安全対策基準の策定

前述の産業構造審議会情報産業部会中間答申の指摘を受けて、省内にコンピュータ ・システム安全

対策委員会を設置 し、1975年 度および1976年 度の2年 度にわたって電子計算機利用に係る安全問題に

ついて総合的に検討を進めてきたが、その検討を踏まえ、1977年4月 に 「電子計算機システム安全対

策基準」 を策定 し公表 した。

本基準は、電子計算機利用者に対するわが国初の安全対策に関する指針であり、電子計算機利用者

が安全対策を講ずるに当たってのチェック基準となるものである。

② 情報処理サービス業電子計算機システム安全対策実施事業所認定制度

情報処理サービス企業は、他人のデータを預かり、電子計算機処理するという機能を持っているた

め、電子計算機が事故で停止 したり、機密データが漏洩 したりすると、他人の財産の喪失や他人の経

済活動の停滞をもたらすとともに、電子計算機利用への信頼 を損う結果になる。

このため、情報処理サービス企業の安全対策の実施の促進を図り、わが国情報化および情報処理

サービス業の健全な発展を図ることを目的として、電子計算機システムに関 して一定の安全対策を実

施 している事業所 を通商産業大臣が認定する 「情報処理サービス業電子計算機システム安全対策実施

事業所認定制度」を1981年7月20日 に創設 した。

本制度は、情報処理サービス事業者が、まず、安全対策実施事業所の認定を受けようとする事業所
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3-1-7表 電子計算機 システム安全対策等予算 (単位:百 万円)

年 度

」頁 目
1979 1980 1981 1982

情報 処理 サー ビス業安 全対 策 0 2 2 4

情 報 処 理 実 態 調 査 16 16 14 14

電子計算機 納入下 取調査 5 5 5 5

情 報 化 月 間 の 実 施 0.4 0.4 0.4 0.4

ソ フ ト ウ ェ ア の 法 的 保 護 6 6 5 5

プ ロ グ ラ ム 調 査 簿 の 作 成 2 2 2 2

商工 会議 所等 への電 子計 算機

導 入 へ の 補 助
127 190 347 366

について指定検査機関(㈱ 機械電子検査検定協会)に よる設備に関連する検査を受け、その検査結果

に基づき交付される検査書を添付 して、通商産業局に申請する。通商産業局は、運用に関する事項に

ついて書面審査ならびに必要に応 じて実地調査を行う。

通商産業大臣は、この申請に基づき通商産業省に設けられる情報処理サービス業電子計算機 システ

ム安全対策認定委員会の意見を聞いて認定を行い、認定証を交付するとともに公表する。

認定の有効期間は3年 間としているが、その間、毎年6月 末までに通商産業大臣に安全対策に関す

る報告書を提出することになっている。

(4)電 子計算機納入下取調査

わが国電算機産業の振興を図るため、個別システムごとに機種 ・金額等を調査 し、わが国における

電算機市場の動向およびその市場構造の変化等を把握する。

(5)情 報処理実態調査

わが国の情報処理の実態を継続的かつ体系的に把握 し、情報処理振興対策の前提となる基礎資料の

整備を行うため本調査 を実施する。

(6)情 報化月間の実施

情報化に関する国民の理解と認識を深めるため、1972年 から毎年10月 の第1週 を情報化週間として

定め、一般市民等を対象とした情報化に関する各種啓蒙行事 を実施した。

さらに、1982年 からは、情報化が第2次 情報革命ともいうべき新たな発展段階を迎えていることに

伴い、「週間」を 「月間」と改め、内容の質的充実を図り、10月1日 から1カ 月間にわたり、全国的

に多彩な行事 を行っている。



第1章 わが国の コンピュー タ産業政策 および情報処 理産業政策67

(7)ソ フ トウ ェアの 法 的 保 護

ソ フ トウ ェア の流 通 対 策 と して 、 ソフ トウ ェ アの法 的保 護 の 方 法 につ き調 査 研 究 を行 うと と もに、

シス テム の信 頼 性 、安 全 性 、 効率 性 を合 理 的 にチ ェ ッ ク し健 全 な情 報化 社 会 を実 現 す る た め の シ ス テ

ム監査 に関 し調 査 研 究 を行 う。

(8)プ ロ グ ラ ム調 査 簿 の作 成

プ ロ グ ラ ム に対 す る重 複 投 資 を で きる だ け避 け、 プ ロ グ ラム の 円 滑 な 流 通 を促 進 す る た め 、 コ ン

ピュ ー タ ・ユ ー ザ ー等 が保 有 して い る プ ロ グ ラム の う ち特 に円滑 な流 通 を図 る必 要 が あ る と認 め られ

る もの を収 録 した プ ログ ラム調 査 簿 を作 成 し、 これ を一般 の 閲覧 に供 す る。

(9)デ ー タベ ー ス台 帳

デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス に 利 用 で き る デ ー タベ ー ス を対 象 に して 、1982年 度 か ら デ ー タ の概 要 、

サ ー ビ スの 内 容 、検 索方 法 等 につ いて調 査 し、台 帳 を作成 の う え、 各 通商 産 業 用 等 に設 置 して一 般 の

閲覧 に供 して い る 。

㈹ プ ログ ラ ム信 用 保 険 制 度

プ ロ グ ラム の取 り引 き につ い て は 、今 後 、 割賦 販 売 、 リース 等 の信 用 取 引 が 増加 す る もの と見込 ま

れ てい るが 、 中小 企 業 に は、 い ま だ信 用 基盤 が確 立 して い ない もの が多 く、割 賦 販 売 業 者 や リー ス業

者 も、 中小 企 業 に対 して長 期 間 にわ た って信 用 を供 与 す る こと を蹟 躇 す る例 が数 多 くみ られ る 。

この た め 、 プ ロ グ ラム の割 賦 販 売 、 リー ス等 に よ る取 り引 き に伴 う リス クを保 険 す る ため 、1982年

4月 、機 械 類 信 用 保 険 法 を 改正 し、 プ ログ ラ ムが 対 象 とな る よ う措 置 した
。 こ の制 度 の創 設 に よ り、

ユ ーザ ーが 割 賦 、 リー ス等 の取 り引 きに よ りプ ロ グ ラム を入 手 しや す くな る と と もに
、 ソフ トウ ェ ア

業 の 販 路 拡大 お よ び開 発 費 の早 期 回収 が 期 待 され る 。

(1↑)商工 会 議 所 等 へ の 電 子 計算 機 導 入 の 補 助

中 小企 業 の記 帳 機 械 化 を促進 す る ため 、 都道 府 県 商 工 会 連 合会 お よ び商工 会 議 所 に対 して 、 電算 機

レン タル料 の 一 部 を補 助 す る。

(吻 高 性 能 電 子 情 報遠 隔処 理 装 置 特 別償 却 制 度

特 定 機 械 情 報 産 業振 興 臨 時措 置 法(機 情 法)に 基 づ く税 制 面 での特 別 措 置 と して 、 工業 化 促 進 機 種

に指 定 され て い る 重 要 複 合 機械 で 、 特 に 普 及 を促 進 す べ き もの につ い て、 そ の設 置 者 に初 年 度100分

の13の 特 別償 却 を認 め る こ と と して い るが 、1979年 度 税 制 改 正 に よ り高 度 な性 能 、機 能 を有 したオ ン

ライ ン電算 機 シス テ ムが その 対象 に加 え られ て い る 。

なお 、1982年 度 税 制 改 正 にお い て 、特 別 償 却率 を100分 の10に 変 更 した 。

3-1-8表

1982年 度情 報 産 業 振

興 税 制 改正 一 覧

項 目 改 正 の 内 容

特
高性能電子情報遠隔処理装置

別 償 却 制 度
・2年 延 長 ・特別償却率(13%→ 10%)
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Bコ ンピュータ産業の基盤整備

(1)日 本電子計算機㈱に対する開銀融資

IBMの308Xシ リーズ発表を契機に、電子計算機はいよいよ新 しい世代(第4世 代)に 突入 した。

第4世 代においては、ハー ドウェア価格の大幅ダウンが予想されるため、従来にも増 して厳 しい販売

競争が展開されることは不可避である。さらに今次市場開放第2弾 において電算機関税率のMTN

最終譲許税率までの引き下げが決定されていること、また、IBMが308Xシ リーズの発表に伴い、従

来の機種の大幅値下げを行うなど積極的な攻勢をかけてきていること等、販売体質の脆弱な国産メー

カーにとっていっそう厳 しい市場環境になっている。

このような状況のもとで、わが国電子計算機産業の長期的発展基盤を確保するため、共同 レンタル

会社である日本電子計算機㈱(JECC)に 対 して最優遇金利による開銀融資を継続する。

(2)電 算機産業構造改善のための開銀融資

国産電算機 メーカーの設備投資に対 し安定 した資金を供給することにより、設備の増強、近代化等

を進め生産能力を高めるとともに、その体制整備を促進するため開銀融資を行う。

(3)電 子機械工業高度化開銀融資および中小公庫融資

電子機械工業の高度化を促進するため、特定電子機械工業に対し融資を行う。

(4)電 子計算機買戻損失準備金制度

日本電子計算機㈱等を通 じて レンタルされたコンピュータがレンタル ・バックされた場合、電算機

メーカーに多額の買戻損失が生 じることになるが、この損失に備え企業経理の適正化を図るため、

1968年 に当該売上高の一定害1」合を準備金として積み立てることとする本制度が創設 された。本準備金

が実質的には負債性の引当金的性格を有することから、1978年以降は過去の実績 を勘案 した額での積

み立てが認められている。本制度は1981年税制改正において2年 間延長された。

C情 報処理産業の基盤整備

(1)情 報処理技術者試験

わが国における情報処理技術者の技術水準の向上、技術者の確保および社会的地位の確立を目的と

し、1969年 より実施されている。試験 は第1種(上 級プログラマー向け)、第2種(一 般 プログラ

マー向け)お よび特種(シ ステム ・エンジニア向け)か ら成っており、1981年末における合格者は、

延べ5万6,400人 に達 している。

(2)情 報処理技術者問題調査

情報処理技術者の需給ギャップの拡大化傾向、技術 レベルの進歩に応 じた教育体制の確保等、情報

処理技術者をめぐる諸問題について、総合的な調査を実施 し、検討を行っている。
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3-1-9表 情報処理技術者試験応募者等一覧

別種

年度

特 種 一 種 二 種 合 計

応 募者 合 格者 応 募者 合 格者 応募 者 合 格者 応 募 者 合格 者

1969 12,924 811 29098, 1,832 42,022 2,643

1970 10,279 977 24,200 1,649 34,479 2,626

1971 3,086 244 7,740 568 18,499 1,279 29,325 2,091

1972 2,497 236 6,643 406 13,821 2,280 22,961 2,922

1973 2,460 257 7,914 631 15,518 2,304 25,892 3,192

1974 2,409 215 8,489 544 16,230 2,024 27,128 2,783

1975 2,595 189 9,239 495 17,438 2,636 29,272 3,320

1976 2,912 244 10,956 866 21,193 3,085 35,061 4,195

1977 3,561 229 11,767 881 24,371 3,417 39,699 4,527

1978 4,866 295 13,713 973 29,247 4,138 47,826 5,406

1979 5,866 442 16,777 1327, 35,427 5,089 58,070 6,858

1980 7,123 490 19,596 1,430 42,058 5,507 68,777 7,427

1981 8,283 547 23,161 2,054 53,864 5,845 85,308 8,446

累 計 45,658 3,388 159,198 11,963 340,964 41,085 545,820 56,436

(3)情 報 処 理 サ ー ビス企 業 等 台 帳 制 度

情 報 処理 サ ー ビス業(情 報 提 供 サ ー ビ ス等 を含 む)お よ び ソフ トウ ェ ア業 の健 全 な発 展 を図 り、 あ

わせ て ユ ーザ ー の利 便 に資 す る た め 、1972年 度 か ら 「情 報 処 理 サ ー ビス企 業等 台帳 制 度 」 を設 け、情

報 処 理 サ ー ビス企 業 等 の概 要 、安 全 対 策 、機 密保 持 に関 す る実態 等 を調 査 し、 台帳 を作 成 の うえ 、一

般 の 閲 覧 に供 して いる 。

(4)ソ フ トウ ェ アの 安全 対 策

ソ フ トウ ェ ア や コ ン ピュ ー タ ・シ ス テ ムの 安全 対 策 の充 実 に資 す る ため 、 コ ン ピュ ー タ ・ユ ー ザ ー
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3-1-10表 情報処理技術者試験 等予算 (単位:百 万円)

年 度

項 目
1979 1980 1981 1982

情 報 処 理 技 術 者 試 験 62 68 84 102

情報処理サー ビス企業等 台帳 1 1 1 1

ソ フ トウ ェ ア の 安 全対 策 0.7 0.7 0.7 0.7

3-1-11表 情報処理高度化開銀等融資
(単 位:億 円)

年 度

項 目
1978 1979 1980 1981 1982

電
子
計
算
機
振
興

開
銀
融

資

日本電子計算機㈱ の レンタル資金
確保のための開銀融資

560 500 480 460

515

電子計算機産業の構造改善のため
の開銀融資

情報処理 高度化のための開銀融資 (1981年 度 までは ソフ トウ ェア 開 発設 備等 融 資)

情報処理 システム化促進等のため
の開銀融資

電子計算機 システム安全対策促進
の ための貸付制度

25 30 30 / /
情 報 処 理 振 興 金 融 措 置 80

1

70 50 50 50

の安全対策の実施状況を調査するとともに、1977年 度 に公表 した 「電子計算機 システム安全対策基

準」の見直し等の検討を行う。

(5)情 報処理高度化開銀融資

わが国の情報化促進の担い手である情報処理産業に対し、ソフ トウェア開発に資する設備、ならび

に業務の高度化を図るための自動化 ・省力化、共同化および教育 ・研修に必要な設備等に対する融資

を行う。

(6)情 報処理振興金融措置

情報処理振興金融措置は、資金運用部の金融債引き受けを見返りとして、長期信用銀行3行 が通産

省の推薦に基づき、プログラムの開発に必要な資金および情報処理サービス業等の高度化に必要な資

金の融資を行うものである。

(7)プ ログラム準備金制度

① 汎用プログラム開発準備金制度

第4世 代システムにおける特徴は、ハー ドウェア技術の大幅革新に伴うハー ドウェア ・コス トの大

幅ダウンと、ソフ トウェアのウエイ ト急増である。

優秀なソフ トウェア技術を有 し、市場において優位性を持つ企業は、ソフ トウェアの商品化によっ
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て来 たる べ き第4世 代 の 時代 に対 応 す る こ とが で き る もの の 、 わ が 国 コ ン ピ ュー タ ・メー カー 、情 報

処 理 企 業 は 、技 術 的 遅 れ と"ソ フ トウェ ア は お ま け"と い う販 売方 針 に よ り、 ソフ トウ ェ アの市 場 商

品 化(有 償 化)を 円 滑 に進 ませ 得 な い状況 に あ る。

この よ う な状 況 を打 開 し、 ソ フ トウ ェ アの 市 場 商 品 化 慣 行 の確 立 を図 る に は、 よ り良 質 の ソ フ ト

ウ ェ アの 開 発 、 特 に生 産 性 の 高 い汎 用 ソ フ トウェ ア の 開 発 を促 進 す る こ とが 必 要 で あ る。 こ の た め

1979年 度税 制 改 正 にお い て 、汎 用 ソ フ トウ ェア取 り引 き にか か わ る収 入 金 額 の40%を 限 度 と して無 税

に よ る準 備 金 の 積 み 立 て を認 め る こ と と した(4年 据 え 置 き、4年 均 等 取 り崩 い 。

な お 、1981年 度税 制 改正 に お い て、 本制 度 は積 み 立 て 率 を40%に 変 更 して2年 間 延 長 され た 。

② プロ グ ラ ム保 証 準備 金 制 度 の 充 実

本 制 度 は 、 ソ フ トウ ェア企 業 の 経 理 の健 全 化 を通 して 経 営 の安 定 化 を図 る もの で、 プ ロ グ ラム補 修

費用 の事 前 積 み立 て を認 め る もの で あ る。1980年 度 以 降 は補 修 費 の0.25%を 積 み 立 て 限度 と し、4年

据 え置 き、4年 均 等 取 り崩 しと して い る。

6行 政情報処理の推進

(1)通 商産業省内情報処理の推進

省内の電子計算機による各種業務の情報処理の推進および政策情報システムの開発等を行う。

(2)政 府共通の電子計算機利用技術の開発

リソース ・シェアリング ・システム、日本語情報処理 システム等各省庁に共通する電子計算機利用

技術の調査研究およびシステム開発を推進する。

(3)特 許情報の機械検索システムの開発

⑱ 日本特許情報センターは、内外の特許情報をあらかじめ電算機にインプットしておき、要求に応

じて迅速かつ的確に特許情報を検索し、提供することを主たる業務とするものである。

(4)特 許業務の機械システム化促進

出願事務処理、審査事務処理、公報発行事務処理等の特許業務を円滑に進めるため、総合的な電算

機システムの構築 を目指 し、特許業務のシステム化を促進する。

3-1-12表 省 内 情報 処 理 等 予算 (単 位:百 万 円)

年 度

項 目
1979 1980 1981 1982

省内情報処理 の推進 4,139 4,278 4,417 4,354

政府共通の電子計算機利用技術
の開発

64 62 65 60
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7ソ フ トウ ェア振興 施策 に基づ くソフ トウェ ア開発 と流通促 進

Aわ が国のソフ トウェア振興

わが国におけるソフ トウェア振興のための施策は、1970年 に制定 された 「情報処理振興事業協会等

に関する法律」によってスター トしたといえる。この法律は 「電子計算機の利用およびプログラムの

開発を促進 し、プログラムの流通を円滑にし、ならびに情報処理サービス業等の育成のための措置を

講ずることによって、情報化社会の要請に応え、もって国民生活の向上および国民経済の健全な発展

に寄与することを目的とする」という趣旨のとおり、プログラムの開発、利用の促進等、情報処理振

興のための施策を体系的に講ずるために制定されたものである。

この法律に基づいて、1970年10月1日 に設立された情報処理振興事業協会は、特定プログラムの委

託開発、特別開発委託、情報処理関係企業等に対する債務保証、汎用プログラムの登録業務 を実施す

るとともに、1981年度からは先進的情報処理技術の開発を実施 している。

(1)特 定プログラムの委託開発

わが国の情報化はコンピュータ ・テクノロジーの活用により急速に進展 しつつあるが、ハー ドウェ

ア面での著 しい技術革新に比 し、ソフ トウェアの面では、情報処理の適用分野の拡大とそれに伴 う需

要の急増にかかわらず、いまだ欧米諸国に大きく立ち遅れているのが現状である。すなわち企業内の

事後処理的単純業務のソフ トウェアが中心であり、計画 ・予測等高度な情報処理への展開が望まれて

いる。今後、高度福祉社会実現のため、社会や生活面に情報処理システムを積極的に組み込んでいく

ことが必要であるが、これらの分野のソフ トウェアは経済的 ・技術的リスクが大きいため、民間企業

が独自に開発することの困難なものが多い。

このようなソフ トウェアの開発を促進 し、わが国のプログラム開発の技術水準を向上させることを

目的として、情報処理振興事業協会では、

① 開発を特に促進する必要がある(先 進的)

② 開発の成果が事業活動に広 く用いられると認められる(汎 用的)

③ 企業等が自ら開発することが困難である(非 採算的)

の3要 件を満たすプログラムであって、高度化計画に即した開発対象テーマに属するプログラムを広

く一般から公募 し、民間企業等に委託 して開発を行っている。この特定プログラムの開発は、1981年

度末までに128本 に達 し、各年度の開発本数および累積本数は3-1-2図 のとおりである。また、

特定プログラムとして開発されたもののうち普及件数の多いプログラム(販 売件数10件 以上)は3-

1-13表 のとおりである。
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3-1-2図

特定 プログラムの完

成状況
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(2)特 別 開発 委 託

① ソ フ トウ ェア生 産 技 術 開 発計 画

種 々 の技 術革 新 に よ って年 々低 下 す るハ ー ドウ ェア ・コス トに対 す る ソフ トウ ェア ・コス トの相 対

的 上昇 は、 今 や単 な る情 報 シス テ ム の 開発 の問 題 で はな く、社 会 的 問題 に な りつ つ あ る 。

ま た 、 ます ま す大 規 模 、複 雑 化 を要 請 さ れ る信 頼性 の 問題 も 同様 で あ る 。

この よ う な ソ フ トウェ アの 生 産性 ・信 頼 性 の問 題 の 抜 本 的解 決 を図 る ため 、情 報 処 理振 興 事 業 協 会

は、1976年 度 か ら6年 の期 間 を費 して ソフ トウ ェ ア生 産 技術 開発 計 画 を進 め て き た。 そ して この開 発

計 画 は1981年 度 を も って すべ て 完 了 した 。

本 計 画 で 開発 され た シス テ ム は、 ソ フ トウェ アの 設 計 お よび作 成 を よ り正 確 かつ 効 果 的 に行 え る よ

う支 援 す る 「CPL-A言 語 系 」、 プ ロ グ ラ ム ・モ ジ ュー ル を管 理 す る 「プ ロ グ ラ ム ・モ ジュ ー ル ・

デ ー タベ ー ス系 」、異 機 種 間 の移 殖 性 を配 慮 した 「CPL-B言 語 系」 な らび に 「周 辺 関 連 ツー ル」 の

4つ の柱 か ら構 成 され て お り、 その 全体 体 系 は 、3-1-3図 の と お りで あ る 。

本 計 画 の成 果 物 の 普及 活 動 は 、一 部 の サ ブ シス テ ム につ い て は す で に開 始 され て お り、1982年 度 か

らは、 全 サ ブ シ ス テ ムが普 及 活 動 に入 る予 定 で あ る。
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3-1-13表 普 及 状 況表(販 売件 数10件 以上) (1982年3月31日 現 在)

川頁 位 特定プ ログラム名 概 要 完 成
年 度

販 売
件 数

FORTRAN-H JIS水 準5,000に 準拠 した 言語 仕 様 を もった小 型 機用 の
1

(ノ」・型 機 用FORTRAN) FORTRANコ ンパ イ ラ ー
49 77

2

AUTOREPAIR

(中 小 サ ー ビ ス業 向け

フ ロ ン ト ・シ ス テム)

中小サー ビス業におけ るサー ビスの質的向上及び作業の

迅速化 を目標にサービス履歴 の管理 、日報 、月報の作成、

売掛金管理等のフロン ト業務の合理化、省力化 を図 るプ

ログラム

54 34

FEMOS
グラ フ ィ ック ・デ ィ スプ レイ を用 い て 、有 限要 素 法 プ ロ

3 (会話型有限要素 法

ポス トプロセ ッサ ー)

グラムの解析結果 を整理、抽 出、図化、作表 し、安定評

価 を迅速、的確に行 えるよ うに したオンライン会話型シ
54 34

ス テム

FEMIS
構造解析 プログラム用の入力デー タを 自動作成 し、特 に

4 (会話型有限要素法

データ生成 システム)

研究 ・設計業務 の中で構造解析作業の効率化を図 るグラ

フィック、ディスプレイを使用す るオンライン会話型シス
ー

ア ム

53 31

COBOL

5 FLOWCHARTER

(COBOLフ ローチャーター)

COBOL言 語 で書 か れ た ソー ス プ ロ グ ラ ム か ら標 準 的 な

フ ロー チ ャー トを作 成 す るプ ロ グラ ム
47 25

STAR
複数の半導体試験器 を集 中管理 し、新半導体の開発、試

6 (半導体試験管理 シス

テム)

験 コス トの 軽減 、品 質 の向 上 を図 る こ と を目的 と して 、

試 験 プ ロ グ ラムの 管理 、 入出 力 周辺 機 器 の制 御 、デー タ

の 解析 処 理 を行 うプ ログ ラム

54 20

WINGS 卸商業 団地の組合員企業 と事務局の営業、管理事務及び

7 (卸商業団地総合情報 財務管理事務 の処理に必要なプログラム をパ ラメーター 50 15

シ ス テム) 方 式に よ リジ ェネ レー トす る プ ロ グラ ム

COBOL言 語 で書か れ た ソー ス プ ロ グ ラムか らデバ ッ グ、

HIDOC 保守及びプログラム構造の分析評価等に有用な10種 類の

8 (ハ イア ラ キ ドキュ ドキュ メ ン トや チ ャー トを提供 し、 さ らに 、不 統一 な書 53 13

メ ン トライ タ ー) 式 で記 述 され たCOBOLソ ー ス プ ロ グ ラム をユ ーザ ー の

標準的な書式に変換す るプ ログラム

TEMSIS 自家発電の効率的運用 、プロセス蒸気の節減、排熱回路

9 (ト ー タル エ ネル ギー 再利用等用役エネルギーの発生 、供給の合理化を図るコ 53 12

管理 システム) ン ピュー タに よ る運 転 管理 シ ス テム

MASAP 工 作機械の設計図面か ら、静剛性、動剛性、熱剛性等の

9 (工作機械構造解析 特性 を、有限要素 法を用いて高精度かつ効率 的に解析計 50 12

プ ロ グラ ム) 算 を行 うプログラム

FORTRAN

9
,r

FLOWCHARTER

(FORTRANフ ローチャーター)

FORTRAN言 語 で書 かれ た ソー ス プ ロ グラム か ら標 準 的

な フ ロー チ ャー トを作 成 す る プ ロ グラ ム
49 12

COBOLの 持 つ ドキ ュ メン トと しての 有 用 性 を生 か しつ

SHORTHANDCOBOL
つ 、 コー デ ィ ン グや パ ンチ等 の 作 業 の 省力 化 を 目指 す も

9
(ショートハ ンドCOBOL)

の で 、略 記法 や 省略 法 に よ り短 縮 化 して記 述 され た ソー

ス プ ロ グ ラム を入 力 と して 、通 常 のCOBOLソ ー スプ ロ

51 12

グラム を生 成す るCOBOLプ リプ ロセ ッサ ー
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3-1-3図 全 体 体 系 図
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⑱

ソフ トウェアの適用分野 と開発サイクルか ら整理 した全体体系

② ソフ トウ ェア保 守 技 術 開 発 の推 進

(イ)開 発 の 必要 性

ソフ トウ ェ アは 、ハ ー ドウ ェア やOS等 の処 理 環 境 の 変化 や多 様 な ユ ーザ ー ・ニ ーズ に対 応 した機

能追 加 等 の 保 守作 業 を本 質 的 に 必 要 と して い るが 、 保 守作 業 は頻 繁 に行 わ れ る こ とが 多 く、ユ ーザ ー

の保 守 ニ ーズ が 多岐 に わ た る等 の 理 由 か ら、 ソ フ トウ ェア の開 発 段 階 以上 に手 作 業 で 行 わ れ て い る た

め 、生 産 性 ・信 頼 性 が 上 が らず 、作 業 量 は膨 大 な もの と な っ てい る。

この た め、 情報 処 理 コス ト全体 の うち 、保 守 コス トは7割 程 度 を占 め 、 ソ フ トウ ェア ・コ ス ト上 昇

の主 要 因 とな って お り、わ が 国 の情 報 化 の進 展 の 大 きな ネ ック とな って い る(3-1-4図)。

この よ うな 状況 を克 服 す るた め 、 ソフ トウ ェ アの 保守 作 業 の 信 頼性 お よ び効 率 化 を大 幅 に改 善 す る

技 術 の確 立 を 目指 して 、1981年 度 か ら5カ 年 計 画 で ソ フ トウ ェ ア保守 技 術 開 発 計 画 の 委託 開発 を実 施

して い る。
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3-1-4図

ハ ー ドウ ェア ・ソ フ トウ ェ

アの 開 発 ・保 守 の 費 用 比率
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ソ フ トウ ェア 開 発

ソ フ トウ ェ ア保 守

1985

この開発は、協同システム開発㈱を中核として、情報処理業界の中心的企業の全面的な協力のもと

に行われている。

(ロ)開 発構想

(i)保 守の生産性向上、作業能率の改善を目指 して、その作業面、管理面を総合的に支援するため

の自動化ツールを統合化 した 「ソフ トウェア保守支援環境」を具体化 していく。保守支援環境はさ

まざまのソフ トウェア要素の組み合わせで実現されるが本計画で重点項目とするのは3-1-5図

3-1-5図

保守 支援環境を構築 す

るソフ トウェア要素

保守支援 ツール群の

サポー ト領域

・分 析 支 援

●変 更 支 援

●テス ト支援

●変 換 支 援

●文書化支援

●管 理 支 援
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3-1-6図 保 守 ワ ー クス テ ー シ ョ ンの 概 念 図

[コ

保守
WS

保守
DB

保守
WS

保守
WS

保 守 ターゲ ット

(ホスト)コンピュータ

共用
保守DB

保 守WS:保 守 ワークステーション

のとおりである。

(iD今 後のミニ/マ イクロ ・コンピュータの発展を踏まえた専用保守支援環境すなわち、保守 ワー

ク ・ステーションによる効果的な保守支援環境の構築を目指す(3-1-6図)。

(3)債 務保証業務

コンピュータの普及とその利用分野の拡大に伴い、情報処理専業者はもちろんのこと、一般企業に

おいてもあらゆる分野のソフ トウェアが開発され、また、情報処理業務の高度化のためのプロジェク

トが企画、実施されている。このため運転資金の需要はますます増加 しつつあるが、これらの専業者

は一般に担保力に乏しいため、この資金を通常の市中金融によって十分に調達することは、容易でな

いのが実情である。

このような現状に対処するため通産省は、1970年 度以降 「情報処理振興金融措置」により、長期信

用銀行3行 を窓口とした、長期かつ安定した金融のための措置を講 じている。この制度はソフ トウェ

ア業、情報処理サービス業等専業者の業務高度化資金および一般企業のプログラム開発資金の円滑な

供給を行うことによって、情報処理専業者の発展とプログラム開発の促進を図ることを目的とするも

のである。

情報処理振興事業協会は、この制度に基づいて通産省の推薦したプロジェク ト資金を企業が借り入

れるに当たり、その債務保証を行 っている(3-1-7図)。

債務保証の対象となる借 り入れば、次のとおりである。

① ソフ トウェア業者または情報処理サービス業者については電子計算機の導入、プログラムの開発

または購入、その他業務では技術の改善および向上のために必要な資金

② 一般企業については事業活動の効率化に寄与するプログラムの開発のために必要な資金

これまでの債務保証実行実績は、1981年 度末現在で1,080件 、482億 円にのぼる(3-1-14表)。
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3-1-7図 信 用 保 証の し くみ

/ / / /

長 期 信 用 銀 行

(3行)

司

情報処理 サー ビス業

ソ フ ト ウ ェ ア 業

一 般 企 業

1③ 融資の申し込み

1⑥ 借 り入れの乎続 き

⑦借り入れ ■)

メ ⑧返 済
/

人

▲

縮
笹
ぺ
申摯

e
紅
宝

▲

ぐ

▲ /@醐 呆証・委・モ縮 緬 ソ

＼ ④債務保証の申し込み / ⑤保証の承諾(銀行経由)

■

▼ ▼

'

←
＼ご ⑤保証の承諾

,∩
⑧保証料の支払・(蛎 紬 レ

＼

/、

協 会

＼ ノ

、

/

磁.斎
/、

通 産 省

機械情 報産業 局

(情報処理振興課)＼
ノ

②推せんの通知 ン
②融資の推せん

ノ

司]① 情報処理振興金融措{置によるノ

●債務保証の条件

保証期間 原則 として3年 以内

保証料率 保証額残高に対 し年0.7%

保 証 額 融資額の95%

融資限度 所要資金の80%

金 利 年7.8%

1982年3月31日 現 在

●推せ ん 申請 受 付期 間 毎 年 度4月 、7月 、ユ0月、1月 の4回

(4)汎 用プログラムの登録

汎用プログラムの開発および流通の促進を図る観点から、汎用プログラムの開発にかかる準備金制

度(租 税特別措置法第20条 の2お よび第56条 の9)が1979年 度の税制改正において創設された。本制

度は、汎用プログラムとして情報処理振興事業協会に登録 されたプログラムにかかる取引収入金額の

最高40%ま でを、プログラム準備金として積み立てることを認めるものである。

準備金積み立ての対象となる収入金額は、

① 情報処理振興事業協会に登録されたプログラムの譲渡または提供にかかる当該事業年度の収入金

額

② 当該プログラムの譲渡または提供に付帯して行う情報処理に関する専門的な知識および技能を必

要とする役務の提供にかかる当該事業年度の収入金額

である。



3-1-14表 債 務 保 証状 況 推 移 表 ユ982年3月31日 現 在(単 位:百 万 円)

申請時期

(年度)

申 請 状 況

推 せ ん 状 況 実 行 状 況

債務保証残高
情報処理サービ
ス 業 者 等

そ の 他 計 情報処理サー ビ
ス 業 者 等

そ の 他 計

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 社 数 金 額

1970 107 5,642 53 2,129 10 234 63 2,363 36 1,282 15 910 51 2,192 45 2,083

1971 103 6,969 78 3,914 9 524 87 4,438 83 2,486 21 1β83 110 3,869 76 4,839

1972 91 3,140 77 2,255 3 237 80 2,492 78 2,169 6 808 84 2,977 98 5β09

1973 130 6,627 94 4,305 11 538 105 4,843 93 3,735 6 461 99 4,196 116 6,099

1974 151 8,311 116 4,345 17 1,993 133 6,338 118 4,229 18 1',974 136 6,203 129 8,409

1975 168 8,903 129 5,192 23 3,090 152 8,282 ユ30 4,890 22 3,012 ユ52 7,902 149 11,500

1976 148 8,157
●

113 5,084 12 2,061 125 7,145 122 5,125 11 1,942 133 7,067 155 12,093

1977 78 3,993 58 2,895 2 150 60 3,045 63 3,042 6 269 69 3.'311 131 8,266

1978 82 2,974 68 2,466 1 23 69 2,489 64 2,528 3 83 67 2,611 101 5,369

1979 81 3,527 67 2,949 2 77 69 3,026 66 2,821 2 77 68 2,898 84 4,639

1980 66 3,089 47 2,339 『 一 47 2,339 56 2,474 一 一 56 2,474 72 4,251

1981 69 2,873 52 2,504 一 一 52 2,504 55 2,549 一 一 55 2,549 73 4,010

合計 1,274 64,205 952 40,377 90 8,927 1,042 49,304 970 37,330 110 10,919 1,080 48,249

注1.

注2.

注3.

注4.

本 表記 載 の 金額(債 務 保証 残 高 を除 く)は い ず れ も融 資 ベ ー スの 金 額 で あ り、 この95%相 当 額 を保 証 して い る。
「情 報 処 理 サ ー ビ ス業 者等

」とは 、情 報 処 理 サ ー ビ ス業 また は ソ フ トウ ェ ア業 を営 む会 社 また は個 人 をい う(法 第28条 第1項 第4号) 。「
そ の他 」とは 、情 報 処理 サ ー ビス業 者 等 以 外 の者 をい う(法 弟28条 第1項 第5号)。

「件 数 」は 、 「申請 状 況 」お よび 「推 せ ん状 況」につ い て は申請 数 、「実 行状 況 」に つ い て は債務 保 証 書 発 行数 で あ る。

　

榔
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当該準備金はその積み立てをした事業年度終了の日の翌日から4年 間を限度として積み立てること

ができ、また積み立てをした事業年度終了の日の翌日から4年 を経過 した準備金は、その後4年 間を

限度として均等に取 り崩すことができる。

プログラムを登録できる者はソフ トウェア業を営む個人または法人であって、

① 登録 しようとするプログラムを、自らの負担において開発(共 同開発を含む)し 、かつ当該プロ

グラムを保有している者

または、

② 登録 しようとするプログラムを、情報処理振興事業協会の委託を受けて開発し、かつ普及の義務

を負っている者

である。

また、登録できるプログラムの内容は、

① 「情報処理振興事業協会等に関する法律」第3条 第1項 の規定に基づいて定められたプログラム

の開発にかかる電子計算機利用高度化計画に列記 された種類のものであって、高度なものであること

② 基本的改変を行わずに、複数の顧客に譲渡または提供できるほか、広く利用される可能性がある

ものであること

3-1-8図 社 会 開 発用 プ ロ グラ ム

登 録 プ ログ ラム分 野 別 一 覧29

特 殊 情報 処 理 ・検 索 用 プ ロ グラム(1.3%)

89

(4.1%)

生産 用

プ ロ グラム

32

(1.5%)

(1982年3月31日 現 在)

科 学 技 術計 算

用 プ ログ ラム

226

(10.3%)

ン ヨ ン

プ ロ グ ラ

761

(34.8%)

制 御 プ ロ グラム

305

(13.9%)

総 数

2,187

シ ス テム プ ロ グラ ム

1,426

(65.2%)

通 信 制 御

プ ロ グラ ム

220

(10.1%)

〈注〉 プログラムの分類は、電子計算機利用高度化計画に基づ くプ ログラム分類表に よる
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③ わが 国 の 国 内 で 開発 され た もの で あ る こと

の3要 件 を満 た して い る こ とで あ る。

1981年 度 末 に お い て は 、累 計2,187本 の プ ロ グ ラ ムが 登 録 さ れ て お り、 そ の分 野 別 一 覧 表 は3-1

-8図 の とお りで あ る 。

(5)先 進 的 情 報処 理 技 術 開 発

① 開発 の必 要 性

情 報化 の一 定 の進 展 を背 景 に して 、研 究 機 関等 に お い て は基 礎 的 先 進 的情 報処 理 技 術 の 研 究 が進 展

しつ つ あ る が 、1980年 代 に お け る わが 国 情 報 化 の い っ そ うの 推進 の た め に は、 この よ う な研 究 成 果 を

技 術 シー ズ と して 、 これ を経 済 社 会 の さ ま ざ まな具 体 的 分 野 に応 用 して い く こ とが必 要 不 可 欠 で あ る。

しか しな が ら、 研 究 機 関等 に お け る基 礎 的 ・先進 的 情 報 処 理技 術 の研 究 の 高 度 な進 展 と具 体 的応 用

分 野 での アプ リケ ー シ ョン技 術 の 高度 化 に よ り、既 存 の 開発 主体 で は この よ うな 開発 を行 う こ とが 困

難 な状 況 とな っ て い る。

そ こで 、1981年 度 よ り情 報 処 理 の振 興 に 関す る唯一 の公 的 機 関 で あ る情 報 処 理 振興 事 業 協 会 に開 発

の た め の場 「技術 セ ン ター」 を設 け、 情報 処 理 産 業 、 コ ン ピュ ー タ ・メー カ ー 、研 究 機 関 、ユ ーザ ー

等 の技 術 者 か らな る ア ドホ ック な プ ロジ ェ ク ト ・チ ー ム を結 成 し、 先進 的 情 報 処 理 技 術 の 開発 を促 進

して い る(3-1-9図)。

② 具 体 的 内 容

技 術 セ ンタ ーで行 うテ ーマ は、 開 発 テ ー マ と調 査 テー マ に大 別 され る。

(i)開 発 テ ーマ

● コ ン ピュ ー タに よ る設 計 支 援 技 術

● コ ン ピュ ー タ に よ る教 育 支 援 技 術

3-1-9図

先進的情報処理技術

プ ロ ジ ェ ク ト別 ア ドホ ソク

研 究 集 団
プ ロ ジェ ク ト

(髪綱 「一ザー,技 燃 ズ、

ひ鑓@

ノ
.議 。よる ノウハ ・の引き出し(
・研究 者 間 の役 割 補 完

・各 技術 の イ ン タフ ェー ス結 合

公的機関による

場の提供 とプロ
ジェ クト管理

巴 願
処理産業

(騒 騒 エア)
協 会 プ ロ ジ ェ ク ト ・マ ネ ジ ャ ー

@ (プ ロ ジ ェ ク ト管 理 調 整)

ヲこ》二一タ ロ 遍 〃◎ ・ンピ。一・

蒜 まわりの)唖 資料
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● ソ フ トウェ ア ・エ ン ジ ニ ア リン グ

(ij)調 査 テ ー マ

●新 しい プ ロ グ ラ ミン グ言 語 の実 現 方 法 に関 す る調 査

●分 散 デ ー タベ ー ス技 術 に関 す る調 査

● コ ン ピュ ー タ利 用 にお け る運 用 技 術 に関 す る調 査

● 日本 語 処 理 技 術 の 調査

● ソフ トウ ェ ア ・プ ロ ダ ク ツの評 価 技 法 に 関 す る調 査

技 術 セ ン タ ー に よ り実施 され る各 種 の 業務 、 プ ロ ジ ェ ク トの調 査 ・研究 ・開発 は、 そ の成 果 が 公 開

され 、広 く一 般 に利用 され るの は も ち ろん で あ るが 、 同 時 に 人材 の 育 成 、産 業 間 ・企 業 間の 技 術 交 流 、

ソ フ トウ ェ ア環 境 の整 備 等 が期 待 され る。

B情 報処理振興事業協会運営費補助

情報処理振興事業協会(以 下IPAと いう)は 、電子計算機利用の高度化など情報処理の振興を図

るため、プログラムの開発および利用の促進、情報処理サービス企業等の助成を行う機関として、

「情報処理振興事業協会等に関する法律」に基づき1970年10月1日 に設立された、情報処理の振興と

いう分野における唯一の国家的機関である。

IPAの 事業運営の基盤は、「政府 および民間の出資金、民間の出えん金、政府補助金および自己

収入から構成 されており(3-1-10図 参照)、主な事業内容は以下のとおりである。

(1)プ ログラムの開発事業

わが国の情報化は、近年急速に発展 しつつあるが、ハー ドウェア面での著しい技術革新に比 し、ソ

フ トウェアの面では、いまだに欧米諸国に大きく立ち遅れているのが現状である。

そこでIPAは 、このような情勢に対処 し、わが国の健全な情報化を図るため、

① 開発を特に促進する必要があり(先 進的)

② 開発の成果が事業活動に広 く用いられると認められ(汎 用的)

③ 企業等が自ら開発することが困難である(非 採算的)

ようなプログラムを公募 し、民間企業等に開発委託 している。

この事業は、わが国のプログラム開発の技術水準を向上させるとともに、開発されたこれらのプロ

グラムを普及 させることにより、電子計算機の利用水準の向上およびソフ トウェアの高度化と流通市

場の形成を図るという重要な役割をもつもので、1981年 度未までに128テ ーマのプログラムを完成 し

ている。

(2)特 別開発事業

近年、情報処理コス トに占めるソフ トウェア関連費用の割合が著 しく上昇 してきており、期待され
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3-1-10図

情報処理振興事業協会

の事業運営の しくみ

(1982年度)

口
出資金 及び

出 え ん 金
10.3億 円

国

出 資 金
10.5億 円

補 助 金

26.2億 円

資金運用部

(金融債引受)

(50億円)

情報処理振興事業協会

信用保証事業

信用基金
20.8億 円

特定プログ
ラムの開発

委託事業
21.9億 円

先進的情報
処理技術の

開発促進事
業7.1億 円

債務保証枠
208億円

(残高ベース)

長期信用銀行3行

プログラム開発資金等

融 資
50億 円

■

プ ロ グラム の (実 行 ペ ー

開発委託
13.5億 円

プログラム保守

技術の開発委託
8.4億 円

!■ 1'
情報処理 サー ビス業 ソフ トウェア業 一般企業

る電子 計 算 機 利 用 に よ る情 報 処 理 の高 度化 、 多様 化 を進 め る うえ で大 きな制 約 条 件 とな って い る。 ま

た、 ソフ トウ ェア の信 頼 性 を 向上 させ る こと が その 生 産 の効 率 化 に も関 連 して き わめ て重 要 な ポ イ ン

トと され てい る。

IPAは 、 この よ う な事 態 に対 処 す る た め1976年 度 か ら6カ 年 計 画 で ソ フ トウ ェア の生 産 方 法 を近

代 化 、合 理 化 し、 国 産 ソフ トウ ェ アの 生産 性 と信 頼 性 を飛躍 的 に 向上 させ る こ と をね らい とす る 「プ

ロ グ ラム生 産 技 術 開 発 計画 」 に基 づ き、電 子 計 算 機 に よ る ソフ トウ ェ アの 自動 的 な編 集 、作 成 シス テ

ムの 委託 開 発 を進 め 、1981年 度 に完 成 した が 、新 た に1981年 度 か ら5カ 年計 画 で 「ソ フ トウェ ア保 守

技術 開発 計 画 」 の委 託 開発 を進 め てい る。

この事 業 は 、 ソ フ トウェ ア の修 正 、 改 良 、拡 張 等 の 保 守作 業 等 と費 用 が増 大 して い る現状 か ら、 ソ

フ トウェ アの 保 守作 業 等 の合 理 化 、 自動化 を推 進 す る こ とに よ りその 生 産性 向上 の 技 術 の確 立 を図 る

ため の もの で あ る。

(3)プ ロ グ ラム の 普 及事 業

IPAが 委 託 開 発 した プ ロ グ ラム 、買 い上 げ た プ ロ グ ラム の権 利 は 、原 則 と してIPAに 帰 属 す るが 、

この 事 業 の 目的 は 、IPAが 保 有 す る これ らの プ ロ グ ラ ム を積 極 的 に有 料 で 貸 し付 け、 ま た は販 売 す

る こと に よ って プ ロ グ ラム の利 用 を促 進 させ る こ と に あ る。

従来 、 わが 国 で は、 ソフ トウ ェ ア は機械 に付 属 して メー カ ーが 無 償 サ ー ビスす べ き もの で あ る と い
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うユーザーの感覚や、コンサルティングのような無形の技術提供には金を出し惜 しむ傾向があり、こ

れらは徐々に変わってきてはいるが、いまだソフ トウェアに正当な評価がなされていないきらいが

あった。しかし、ソフ トウェアは、発明に比べて、マンアワーの積み上げによってできる要素が強く、

相当の対価が得られなければソフ トウェアの開発は進展 しないものといえる。そこで、この事業でプ

ログラムの流通を促進することにより、対価支払いの慣習をつくりプログラムに対する正当な評価が

行われる体制を確立するとともに、流通市場の形成に寄与 したいとの考えである。

(4)信 用保証事業

コンピュータの普及とその利用分野の拡大に伴い、情報処理専門企業はもちろん一般企業において

も、各種のソフ トウェアが開発され、また、情報処理業務の高度化のための多くのプロジェクトが企

画され、実施されてきてわり、それらの開発資金等、運転資金の需要が増加している。

一方、これらの資金の調達については、当該企業が一般に担保力に乏 しいため、通常の市中金融を

通 じての調達が必ずしも十分に行われているといえないのが実情である。

このため、通商産業省において、1970年 度から 「情報処理振興金融措置」により、長期信用銀行3

行を窓口金融機関として、長期、低利の金融のための措置が講 じられているが、IPAは 、この制度

に基づき通商産業省が推せんをしたプロジェク ト資金の借 り入れについて、その企業に対する信用保

証を行っている。

IPAの 行 う債務保証の対象 となる借 り入れば、おおむね次のとおりである。

① 情報処理サービス業者またはソフ トウェア業者が電子計算機の導入、プログラムの開発、その他

業務または技術の改善および向上のために行 う金融機関からの資金借 り入れ

② 一般ユーザー等が事業活動の効率化に寄与するプログラムの開発のために行う金融機関からの資

金借 り入れ

(5)調 査事業

国内関係と海外関係の調査をそれぞれ行っている。

国内動向調査としては、特定プログラムの開発および普及の推進に資するためのプログラムの需要

動向、ソフトウェア開発、通流等に関する調査分析を行う需要動向調査、電子計算機の運用技術の向

上を図るための電子計算機利用技術の高度化調査、さらに情報処理産業における資金需要、経営実態

を把握するための調査分析 を実施している。

海外動向調査 としては、海外におけるプログラムの需要動向、開発の方向および体制、プログラム

流通の実態と方向等を中心とする調査を実施 している。

(6)汎 用プログラムの登録事業

汎用プログラムの開発と流通を促進するための一環として、1979年 度から租税特別措置法の改正に

より新たにプログラム開発準備金制度が創設 されたことに伴い、汎用プログラムの登録業務を開始し
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た。

プ ロ グ ラ ム開 発 準 備金 制 度 と は、 汎 用 プ ロ グ ラ ムの 譲 渡 ま た は提 供 な らび に これ に付帯 して行 う役

務 の提 供 に係 る収 入 金額 の40%に 相 当 す る金 額 まで を汎用 プ ロ グ ラム 開 発 の た め の準備 金 と して4年

間 を 限度 と して積 み 立 て る こ とが 認 め られ る制 度 で あ る。 こ の制 度 の 適 用 を受 け るた め に は、 汎 用 プ

ログ ラ ム と してIPAの 汎 用 プ ロ グ ラム登 録 簿 に登 録 し、登 録 証 明 の交 付 を受 け る必 要 が あ る。

1981年 度 の 登 録事 業 に お い て は、4月 、7月 、10月 お よ び1月 の4回 申請 受 け付 けを行 い、 そ の結

果 合 計699本 の プ ロ グ ラム お よ び135本 のサ ブ プ ロ グ ラム を登 録 した 。

この 結 果 、1981年 度 末 にお い て は 、累 計1,942本 の プ ロ グ ラム お よ び355本 の サ ブプ ロ グ ラム が登 録

され た。

なお 、登 録 さ れ た プ ロ グ ラム は 、汎 用 プ ログ ラム登 録 簿 に よ り広 く閲 覧 に供 して い る。

ま た、登 録 申請 の 手 続 き等 につ い て は、別 にパ ン フ レ ッ トが用 意 され てい る。

(7)先 進 的 情 報 処 理 技 術 の 開発 促 進 事 業

躍進 を続 け るハ ー ド技 術 と比 し、著 しく立 ち遅 れ が 認 め られ る わ が国 の ソ フ トウ ェ ア技 術 を振 興 す

るた め に は 、何 よ りもま ず 、研 究 機 関 等 に お け る研 究 成 果 を経 済 社 会 の さま ざま な具体 的分 野 に応 用

させ る複 合 的 情 報 処 理技 術 の開 発 を促 進 して いか ね ばな らな い 。

この事 業 を推 進 す る ため に 、1981年10月 に 「技 術 セ ン ター」 を発 足 させ 、研 究 開 発 に必 要 な複 合 組

,織 の電 子 計 算 機 群 を導入 し、情 報 処 理産 業 、研 究 機 関 、 ユ ーザ ー等 の 技術 者 か らな る プロ ジ ェ ク ト ・

チ ー ム に よ り、 共 同研 究 業 務 を進 め て い る。

1981年 度 の 事 業 内 容 と して は、 開発 テ ーマ と して ソ フ トウ ェ ア ・エ ン ジニ ア リン グ、 コ ンピ ュー タ

に よ る設 計 支 援技 術 お よ び コ ン ピ ュー タに よ る教 育 支 援技 術 の3テ ーマ 、調 査 テ ーマ と して、 新 しい

プ ロ グ ラ ミン グ言語 の実 現 方 法 に 関 す る調 査 、分 散 デ ー タ ベ ー ス技術 に 関す る調 査 お よ び コ ン ピュ ー

タ利 用 にお ける運 用 技 術 に関 す る調 査 の3テ ー マ の業 務 を それ ぞれ 開始 した。

1982年 度 は前 年 度 に引 き続 き各 テ ー マの 業 務 を継 続 す る ほか 、 新規 の調 査 テー マ2テ ーマ の実 施 を

予 定 して い る。
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唾 蓼 わが国の情縫 信政策

1わ が国の電気通信 政策

A電 気通信法制の概要とデータ通信

わが国の電気通信法制 は、3-2-1図 に示すように、電気通信の基本 を定める有線電気通信法

(1953年7月)、 電波法(1950年5月)、 公衆電気通信サービスの利用条件等を規定する公衆電気通信

法(1953年7月)、 公衆電気通信サービスの提供主体に関する規定を行っている組織関係法 としての

日本電信電話公社法(1952年7月)、 国際電信電話株式会社法(1952年8月)を 中核に、電気通信に

関する規律関係法である有線放送電話に関する法律(1957年6月)、 有線 ラジオ放送業務の運用の規

正に関する法律(1951年4月)、 有線テレビジョン放送法(1972年7月)、NHKの 組織等を定める放送

法(1950年5月)か ら成り立っている。

このように、わが国の電気通信法制の仕組みの骨格は、戦後すぐに形づ くられたものであるといえ

る。

電信電話等のサービスについては、有線電気通信法により、電気通信設備の設置はだれでもが自由

に行い、利用することができるが、これを用いて業として他人の通信を媒介 し、その他、他人の通信

の用に供すること(公 衆電気通信業務)は 、電電公社および国際電電の独占とされている。

従来、この公衆電気通信は、電信電話サービスが中心であったが、現在、電電公社と国際電電が提

供する公衆電気通信サービスは、「第4部 第3章 わが国の情報通信事業」の中で触れられているよ

うに、単なる電信電話サービス以外に、データ通信回線サービス、ディジタル ・データ交換網サービ

ス、データ通信設備サービス等が登場するなど、その内容は著 しく多様化 してきている。

特に、1971年 公衆電気通信法の改正によりデータ通信が法定化され、データ通信回線サービスが創

設された結果、一定の制約の下ではあるが、民間においてもデータ通信回線を用いて公衆電気通信業

務を提供する情報通信業を行 うことが可能となり、すでに多くの民間企業が参入している。また、今

回の公衆電気通信法の改正に伴い、データ処理のための利用が自由となった結果、民間情報通信業を

行うことのできる業務範囲は、より広範なものとなる。
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3-2-1図

わが国の電気通信法制

規律関係法

電 波法

(日石25.5)

有線電気通信法

(日召28.7)

有線放送電話の業務に関する法律

(昭38.6)

有線 ラジオ放送業務 の運用の規正に関す る法律

(日召26.4)

有線テレビジ ョン放送法

(日召47.7)

利用関係法{ 公衆電気通信法

(日召28.7)

組織関係法

日本電信電話公社法

(日召27.7)

国際電信電話株式会社法

(日召27.8)

B電 気通信政策の見直しとデータ通信回線利用の自由化

1980年10月 、郵政大臣の私的懇談会として、電気通信政策懇談会が設けられ、1980年 代の課題と展

望を明らかにするということで検討が進められてきたが、1981年8月24日 電気通信政策懇談会提言と

して 「80年代の電気通信政策のあり方」が郵政大臣に提出された。

エ レク トロニクス技術、電気通信およびその関連技術の著 しい発展は、データ通信、画像通信、

CATV等 多様なメディアの出現をもたらした。また、これ らのメディアは、互いに技術的に融合化

してきている。すなわち、電気通信と情報処理の融合化、CATVと データ通信の結合、衛星通信 ・

光通信の導入により、電話 ・画像通信 ・データ通信等の総合的サービスの実現の可能性が増 した。そ
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の結果、放送と電気通信、郵便と電気通信等の境界の入 り込み現象、無線通信と有線通信の統一的規

律の必要性、公衆電気通信の概念および公衆電気通信業務の範囲の再検討、電電公社 ・国際電電が提

供すべき分野とその他の分野の調整の必要性等、多くの問題が生じている。

このような状況に対 し、電気通信に対する現在の行政の基本的枠組み(法 制)は 、歴史的経緯もあ

り、いわゆる有線 ・無線という伝送手段の差異に着目し、それぞれ別個に切り離されて存在している。

さらに仔細にみると、固定通信、移動通信、放送、公衆通信、自営通信等、形態別 ・方式別 ・用途別

によっても、多かれ少なかれ別個の行政が行われており、総合性 ・統一性に欠けるところが見られる

と指摘 されており、電気通信における新秩序の確立についての提言が行われている。

具体的には、①総合的電気通信政策の推進、②データ通信分野における積極的な競争原理の導入、

③市場原理の導入が不適当な分野一 電信 ・電話のような国の基本的電気通信サービスとして位置づ

けられる必要のある分野一 における料金 ・利用制度等の改善、③当面の緊急課題としてデータ通信

回線利用の自由化、が掲げられている。

このように、わが国の電気通信の基本的枠組み(法 制)の 見直しが求められる状況となってきてお

り、わが国の電気通信政策は、1980年 代という大きな転換期にさしかかっており、今後の政策展開が

注目されるところである。

データ通信回線利用の自由化は、この大きな流れの先がけとして位置づけられるものであり、特に

「緊急課題」として取 り上げられ、「データ通信を中心とする新 しい電気通信分野は、電電公社 ・国

際電電のもつ高い技術力に支えられた電話網等の基幹的ネットワークを利用する形態において著 しい

発展を遂げてきた。……しか しながら新 しい分野において利用者から求められる種々のサービスに対

応するためには、電電公社 ・国際電電の努力も必要であるが、電電公社 ・国際電電がこのすべてを提

供することは可能ではなく、民間能力が活用 され、民間企業の参入による創意工夫によって多様なサ

ービスへの対応が実現されることが必要となる。このためには、電電公社 ・国際電電の提供するデー

タ通信回線の利用制度は、民間企業の創意工夫が十分に生かされるよう、より自由なものとなってい

なければならない」という基本的立場に立ちつつ、共同使用、他人使用、相互接続について具体的な

内容を提言 している。

この提言で特筆すべきことは、特 に他人使用において、米国に見 られるようなVAN(Value

AddedNetwork)サ ービス等の高度通信サービスについて、民間企業の参入を認めるべきであると

している点である。

郵政省は、各界の要望やこの提言の趣旨に沿って、①公衆電気通信法の改正によるデータ処理の

ための回線利用の原則自由化、②新法の制定による高度通信サービスを民間企業が行えるようにする

ための制度の創設一 という2本 立ての法律要綱案をとりまとめ、政府部内の調整に入った。

結局、データ処理の部分だけの自由化が行われることとなり、高度通信サービスについては政府内
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の調整がととのわず先送 りとされ、継続検討ということになった。ただし、一部暫定的に業務上緊密

な関係にある中小企業のために、高度通信サービスが認められることになっている。

データ処理のための通信回線利用が自由化 されることにより、これまでに比べ大幅な回線利用が進

むものと予想されるが、本格的な高度通信サービスのための法制度の整備についての今後の検討が待

望されるところである。

Cデ ータ通信回線利用の自由化のための新郵政省令の概要

新郵政省令は、①データ処理のための回線利用のほぼ完全な自由化(公 衆電気通信法施行規則の一

部 を改正する省令)、②中小企業のための民間業者による通信サービスを可能とするための制度創設

(公衆電気通信法第55条 の13第2項 の場合等を定める臨時暫定措置に関する省令(以 下 「臨時暫定省

令」 という))の2点 をその主要な内容としている。

〈注〉データ処理と通信サービス

・データ処理とは、企業が自らの事務の処理をコンピュータで行うことであり、例えば、給与計算、

販売在庫管理、科学技術計算などを行 うことがその代表的なものである。一般的にはそのニーズは

個別的なものであり、いわば 「閉 じたもの」ということができる。

・通信サービスとは、電話や電報のように、相手に自分の意思や用件を伝えるものであり、通信相

手のない通信サービスはありえない。したがって、通信サービスは通信相手、言い換えればその通

信ネットワークへの加入者の増大と効用が比例するものであり、いわば 「開かれたもの」というこ

とができる。

省令の概要は次のとおりであるが、その主要な点は、従来コンピュータを単体ごとにとらえていた

データ通信をシステム全体としてとらえ、データ処理 をまったく行わないもの、他人の通信を媒介す

るもの、いわゆる公一特一公となるものという3つ のケースを除き、完全に自由とするものである。

さらに、中小企業のための民間通信サービスも一定の範囲で可能とするものである。

これらの省令が施行 されることによって、産業界、経済界等が求めていたデータ通信回線利用の自

由化がほぼ完全に実現され、データ通信 を導入することにより、例えば製造業、流通業等の全体とし

ての合理化、効率化あるいはシステム化が可能となるなど、わが国の情報通信化が大きく進展するも

のと考えられる。

また、臨時暫定省令によって、サービスの内容、対象等において限定的ではあるが、電電公社、国

際電電以外の民間の通信サービス提供が出現することとなり、今後の情報化の中核を担う通信サービ

スについて、多様多彩なサービスの出現が期待される。

(1)公 衆電気通信法施行規則の改正の概要(デ ータ処理のための回線利用の自由化)

① 共同利用
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・⑤データ処理のためであること、⑤他人の通信の媒介を行わないこと、という2つ の基準に該当す

れば自由な回線利用が行えるようにする。

・業務上緊密な関係を有する者の間においては、使用態様に制限を設けない(電 信電話利用も可能と

なる)。

② 他人使用

・共同使用と同様、④データ処理のためであること、⑤他人の通信の媒介を行わないこと、という2

3-2-1表 新データ通信 回線利用制度の概要

卿1

区分
規 制 項 目 現 行 制 度 と 改 正 内 容 対 処 方 法

範 囲 製造業者 と販売業者間等8つ の関係に限 り認めてい 省令第4条 の13改 正
た制限列挙方式 を廃止 し、業務上必要な者の間であ

ればすべて 自由に回線利用ができるように改める。

使 用 態 様 メ ッセー ジ交 換 が 禁 止 され て い たが 、 中途 コ ン ピュ 同 上
一 タでの メ ッセ ー ジ交 換 や デ ー タ処 理 を伴 う端 末間

通信等デー タ処理のため であれば 自由な回線利用が

共 同 使 用
で きるように改め る。 さらに業務上緊密 な関係を有

す る者の間においては、電信電話的利用をも可能 と

す る。

個 別 認 可 制 上記の結果、個別認可制は不要 となるので廃止す る。法 弟55条 の11改 正

公衆通信回線使用 制限を廃止する。これに伴い、公衆通信回線使用契 法 第55条 の18改 正

契約に係る共同使 約に準用 される通話等の停止等に関する規定 を改正 省令 第4条 改正

用 す る 。 省令 第4条 の18削 除

使 用 態 様 原 則 として 「行 って 帰 って 来 い」 だ け しか 認 め られ 他 人使用基準の改正

て い なか っ た もの を、 中途 コン ピ ュー タでの メ ッセ
一 ジ交換や デー タ処理 を伴 う端末間通信等デー タ処

理のためであれば 自由な回線利用がで きるように改

め る 。

他 人 使 用
主 として、中小企業者のために、基本的公衆電気通

信以外について一定の条件の もとに他人の通信の媒

臨時暫定 省令

介を行 うことを暫定的に認め る。

コン ピュ ー タ間 接 コ ンピ ュー タ とコ ンピ ュー タ との 接 続 が認 め られ て 法 弟55条 の13の2新 設

続 い なか った もの を、一 定 の 条 件 の もとに認 め 、 コン

ピュータ相互の結合によ り多種多様なデー タ通信が

で きる よ うにす る。

個 人 認 可 制 個別認可で しか認められていなか ったデー タ処理の 法 第55条 の15、16改 正

ため の公 一 特 の接 続 を 自由 とす る。 省令第4条 の16改 正

公一特一公の接続 従来認め られていなかったものを個別認可の もとに 同 上

相 互 接 続 可 能 とす る。

私設線の接続、異 従来認め られていなかったものを可能 とす る。 同 上

名義の回線の接続

機内交換設備(PB 省令 第18条の2政 正

そ の 他 X)等 とコン ビュー 同上

タとの接続

回線契約手続
はん雑な回線契約手続 をできる限 り簡素 化す る。 電電公社、国際電電 を

指導
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つの基準に該当すれば自由な回線利用が行えるようにする(制 度上、郵政大臣が認可する基準、いわ

ゆる他人使用基準により定められる)。

③ 相互接続

・公衆通信回線 と特定通信回線の相互接続については、①公衆通信回線一特定通信回線一公衆通信回

線(い わゆる公一特一公)の 接続とならないこと、②データ処理のためであること、③他人の通信の

媒介を行わないことの3っ の基準に該当すれば、自由な接続を認める。

・公一特一公の接続となる場合にも、個別認可により接続が可能となる。

・その他特定通信回線と私設通信回線との接続が可能となるように措置するほか、特定通信回線と回

線交換 ・パケッ ト交換サービス(DDX)と の相互接続についても公衆通信回線と特定通信回線の接

続に準 じて取り扱うこととする。

④ その他

・構内交換電話(PBX)お よび集団電話に電子計算機の本体の接続 を可能とする。

・国際電話型公衆通信回線サービスならびに海事衛星通信サービスおよび国際デーテル ・サービスに

おいて電子計算機を接続 して行うデータ伝送を、1982年11月 を目途に実施可能とする(制 度上、国際

電電のサービスの提供条件を郵政大臣が認可することにより認あられることとなる)。

〈注〉共同使用、他人使用、相互接続

・共同使用とは、同一のデータ通信回線を共同して利用することである。

・他人使用とは、計算センター等が顧客のために回線を利用する場合をいう。

・相互接続とは、特定通信回線(専 用線)と 公衆通信回線(加 入電話の電話回線あるいは加入電信

の電信回線)と の接続、あるいは特定通信回線と私設回線との接続等異種の回線の接続等をいう。

② 臨時暫定省令の概要(中 小企業のための通信サービスを可能とするための制度の創設)

① 臨時暫定措置

郵政省としては、民間企業が広 く通信サービスを提供できるようにするための仕組み、枠組みを早

急に実現するよう検討を進めているところであるが、中小企業のための通信サービスを臨時暫定の措

置として認めるべきであるとする裁定の趣旨を踏まえ、措置を講ずることとする。

② 通信サービスの対象

裁定では、業務上緊密な関係を有する中小企業のためとされているが、実際の通信需要に適合する

よう、できるだけ広い範囲、例えば主として中小企業のためのものであって、メーカーと販売店、卸

売業者と小売業者の間のように、特定のグループ内の通信であれば可能とする。

③ 通信サービスの範囲

あまねく公平な提供が必要な電信電話等の基本的公衆通信サービス以外のものであれば、例えば伝

票の様式や通信方式の違う企業間でもお互いに通信ができるような通信サービス等、多種多様な通信
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サービスができるようにする。

④ 通信秩序維持のための必要最小限度の手続き

次の2つ の場合には、少なくとも事後的には改善措置が講 じられるように必要最小限の手続 きを定

める。そのために、通信サービスの提供に当たって必要な事項を郵政大臣に届け出ることとする。

⑥ 電信電話等の基本的公衆通信サービスと実質的に同じものとなり、公衆電気通信に支障を及ぼ

す場合

⑤ 通信の秘密が確保されない等のため、利用者の利益を著しく阻害する場合

2デ ー タ通信高度化の課題 と施策

Aデ ータ通信高度化の意義

データ通信は、①社会 ・経済活動の効率化、国民生活の利便の向上および科学 ・文化の向上に大き

く貢献すること、②社会 ・経済活動における省力化、省エネルギー化を促進できること、③通信関連

産業、コンピュータ産業、ソフ トウェア業等の広範な関連分野を持ち、またそれ自体付加価値の高い

知識集約産業として大きな期待がかけられていること、④社会 ・経済活動の基礎をなす情報を扱うた

め、国益上 も重視されていること等、わが国にとってきわめて重要な役割を果たすものであるため、

データ通信の普及 ・高度化を推進 していくことは、重要な政策課題である。

かりにデータ通信を関連分野も含めて1つ の産業関連構造(す なわちデータ通信の供給構造)と 見

なせば、3-2-2図 のようになる。データ通信の発展 を図る場合には、これらの各方面にわたる総

合的かつ偏 りのない配慮が必要である。

Bデ ータ通信高度化の課題 と施策

デ ー タ通 信 の 高 度 化 を図 る た めの課 題 と施 策 を総 合 的 に 図示 す ると 、3-2-3図 の よ うに な る 。

(1)デ ー タ通 信 高 度化 プ ロ ジ ェ ク ト

郵 政 省 に お いて は、 デ ー タ通 信 の高 度 化 を推 進 す るた め の プ ロ ジェ ク トと して 、3-2-2表 に示

す 内容 の プ ロ ジ ェ ク トを実 行 してい る 。

① 標 準 プロ トコル の開 発 等

近 年 の 電 気 通 信技 術 、電 子 計 算機 技 術 、 ソ フ トウ ェ ア技 術 等 の急 速 な発達 に伴 い、 コ ン ピュ ー タ ・

ネ ッ トワー クは 、従 来 の ホ ス ト集 中型 か ら分散 型 ネ ッ トワー クへ と発 展 しつ つ あ る。 この よ う な分 散

型 ネ ッ トワー クを構 築 す る場 合 に は、必 然 的 に異 機 種 マ シ ン を通 信 回線 に よ り結 合 す る必 要 に迫 られ、

異 機 種 マ シ ン間 の通 信 を容 易 にす る た め、 通信 規 約(プ ロ トコル)の 標準 化 が強 く要 請 さ れ る。
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3-2-2図 デ ー タ通 信 の供 給構 造

公衆電 気通信業者

(電電 公社 ・国際電電)

備
サ

ビ
ス
の
提
供

民間情報通信業者

デー タ通信利用者

設備納入

デー タ通信 システム

設置者

(企業、官公庁等)

メー カー

通 信機 器 、 コン ピ ュー タ、

端 末 等製 造 業者

」

設備納 入

ソ 開

1フ 発ト分

ウ 担

1ア

ソ フ トウ ェア 業者

3-」.一
ソ フ トウ ェア 開 発

ぐ==デ ータ通信サー ビスの供給

一 一 ーハ ー ドウ ェアの供 給

司 一 ー ソフ トウ ェアの 供 給

3-2-2表 デ ー タ通 信 高度 化 プ ロジ ェク ト予算 (単 位:千 円)

年 度

項 目
1977 1978 1979 1980 1981 1982

① 標準プロ トコルの開 発等 5,934 11,661 149,149 98,064 92,398
、

68β33

② デー タベー ス利用技術の開発調査 (0) 20,040 49,316 38,009 48,656

③ デー タ通信向 き言語の開発調査 (0) 6,105 30,797 48,064 37,163

④ ネッ トワー ク化に伴 う諸問題の調査
(デー タ保護手法の研究開発)

(0) 21,891 29,661 26,547 (0)

⑤ デー タ通信 における総合安 全対策 シス
テムの開 発調査

(0) 4,992
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この た め、1977年 度 か ら標 準 プ ロ トコ ル(CCNP:コ ン ピュ ー タ ・コ ミュ ニ ケー シ ョン ・ネ ッ ト

ワー ク ・プロ トコ ル)の 開 発 、総 合評 価 等 を行 い 、 その 下位 プ ロ トコル につ い て は、1980年11月 、 郵

政 省 に よ り推 奨 通 信 方式 と して告 示 され て い る。

さ らに 、1979年 度 か ら は、標 準 プロ トコル の 普及 を図 るた め 、ユ ーザ ーの 作 成 した プロ グ ラ ムが標

準 プ ロ トコル に適 合 して い る か を検 証 す る シス テム(プ ロ トコ ル検 証 シス テ ム)の 開 発 を行 って お り、

β一2-3図 データ通信の高度化 を図るための課題 と施策

郵政省の施策

① データ通信高度化プロ

ジェク トの推進

② データ保護対策の策定

③ 情報通信業の育成

④電電公社 ・国際電電の

指導監督

⑤データ通信制度の検討

⑥電気通信の長期展望の

策定

関係分野の協力

① 公衆電気通信業者

② 民間情報通信業者

③ 通信機器/コ ンピュー

タ ・メー カー

④ 学識経験者

⑤ デー タ通信 利用者

⑥ 関係省庁

⑦ その他

高度化 を推進するための課題

① ネ ッ トワー ク形成のための各種'

技術 開発

② 標準の確立

③ データ通信回線利用制 度の整備

④情報通信業の育成

高度化に伴 う問題点に関す る課題

①国際データ流通問題

②プ ライバ シー/デ ー タ保護対策

③総合安全対策
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1982年 度 は 、 プ ロ グ ラム の 開発 を完 了 し、 シス テ ム の総 合 評価 を行 い 、本 シス テ ム の開 発 を一応 終 了

す る こ とと な っ てい る 。 プ ロ トコル検 証 シス テ ム がユ ーザ ーに提 供 され れ ば 、標 準 プ ロ トコル に適 合

した デー タ通 信 シス テ ムの 開発 や ネ ッ トワー クの構 築 が容 易 に な り、標 準 プ ロ トコル の普 及 が 図 られ

る もの で あ る 。

② デ ー タベ ー ス利用 技 術 の開 発 調 査

デ ー タベ ー スの 構築 が各 方 面 で重 要 な課 題 と な って い るが 、 デ ー タベ ー ス は 、 デ ー タ通信 シス テ ム

に よ りオ ン ラ イ ン化 ・ネ ッ トワ ー ク化 さ れ る こ と に よ って 、 そ の利 用 価値 が飛 躍 的 に高 め られ る もの

で あ る。

わ が国 の 現 状 は、 デ ー タベ ー ス構 築 の 緒 につ い たば か りで あ り、 そ の利 用 形 態 も個 別 の シ ス テ ムに

閉 じた閉 鎖 的 な もの に と ど ま って い る。 しか し、今 後 多 くの 分 野 で デ ー タベ ー ス の構 築 お よ び利 用 が

効 率 的 ・経 済 的 に行 わ れ て い くた め に は、 デ ー タベ ー ス の ネ ッ トワー ク化 が 不 可欠 で あ る こ とか ら、

複 数 の デ ー タベ ー ス をネ ッ トワー ク に よ り接続 し、相 互 に利 用可 能 と す る技術 の 開発 を進 め て い る 。

本 プ ロ ジ ェク トは、1979年 度 か ら実 施 され て い る が 、1982年 度 は 、 これ まで に 開発 され た分散 型 デ ー

タベ ース の接 続 利 用技 術 の確 認 の ため 、 デ ー タ ベ ー ス接 続実 験 を実 施 し、接 続 利 用 技 術 の確 立 お よ び

最終 評価 を行 い、 プロ ジ ェ ク トを終 了 す る こ と とな って い る 。

③ デ ー タ通 信 向 き言 語 の 開 発 調査

現 在 わ が 国 の デ ー タ通 信 で利 用 され て い る ア クセ ス 言 語(ア ク セ ス ・コマ ン ド)は 、 同一 の方 式

(た と え ば 、TSS:タ イ ム ・シェ ア リ ン グ ・シ ス テ ム)で あ っ て も、 そ の組 み 立 て 方 や入 力 手 順 が

異 な って いる状 況 に あ る。 今 後 シス テ ム相 互 の結 合 に よ っ て ネ ッ トワー ク化 を促 進 し、 デ ー タ通信 の

発 展 を図 るた め に は、 ア クセ ス言 語 の 共 通 化 を進 め 、各 シス テム に容 易 に適 用可 能 と して い く こと が

必 要 で あ る。

この よ うな観 点 か ら、1979年 以 降郵 政 省 に お いて 、 共 通 ア ク セ ス言 語(デ ー タ通信 向 き言 語)の 開

発 が行 われ て お り、1982年 度 は、運 用 実 験 に よ りこれ ま で に開 発 した ア ク セ ス言 語 に つ い て必 要 な 見

直 し を行 い、 ア クセ ス言 語 仕 様 を確定 して 、 この 最終 成 果 を技 術 上 、運 用 上 の 諸 点 か ら評 価 し、本 プ

ロ ジ ェ ク トを終 了 す る こ と と な って い る。

④ ネ ッ トワー ク化 に伴 う諸 問題 の調 査(デ ー タ保 護 手 法 の 研 究 開 発)

デ ー タ通 信 の ネ ッ トワー ク化 の進 展 は、 わが 国経 済 ・社 会 の 効 率 化 、 国民 生 活 の利 便 の 向 上 に大 き

く寄 与 す る反 面 、 ひ と た び障 害 や犯 罪 、エ ラ ー等 が発 生 した場 合 には 、 その 影 響 はき わ め て重 大 な も

の とな る お そ れが ある 。 この よ う な状 況 か ら、 デ ー タ通 信 ネ ッ トワー クに お け る デ ー タの 漏 洩 、改 ざ

ん 、 き損 等 の 防 止 に有 効 な デ ー タ保護 手 法 につ い て 、早 急 な検 討 が必 要 とな っ て い る。

そ こで 郵 政 省 で は 、1979年 か ら3カ 年 計 画 で 、 ネ ッ トワー ク上 の デ ー タ保 護 に最 も有 効 な手 法 と し

て暗 号 化 手 法 を取 り上 げ、 そ の標 準 的 利 用 手 法 の研 究 開発 を実 施 した 。 その 成 果 と して 、伝統 的 な 暗
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号方式である慣用暗号系(DES方 式)と 新 しい概念の暗号方式である公開鍵暗号系(RSA方 式)、 両

者の特長を併有 した暗号方式(MIX方 式)を 開発 し、それを適用した銀行 ・商社間の電子資金搬送

システム(EFTS)を 実験的に構築 ・運転 し、技術確認 を行った。今後は、暗号化手法の標準化なら

びに普及を図っていくこととなっている。

⑤ データ通信における総合安全対策システムの開発調査

データ通信 は、経済活動、国民生活等社会の広い局面で、重要な役割を担っている。換言すれば、

データ通信は、社会に深く浸透 し、今や社会の生命線となってきている。このような状況下において、

データ通信システムにいったん障害が発生すると、それが社会の中に深く組み込まれているだけに、

深刻な影響を、広範囲に及ぼす可能性が生 じている。また、1つ のシステム内の設備や装置の障害等

が、そのシステムの機能停止をもたらすばか りでなく、それにつながる他のシステムにも影響を与え、

ネットワーク全体の障害 ・機能停止にも及ぶという危険性 も増大 している。

そこで、郵政省においては、データ通信において必要とされる基本的 ・標準的な総合安全対策を明

確にするとともに、その内容に則った、共通的 ・汎用的な総合安全対策システムの構築技術を開発す

ることとしている。

1982年 度は、基本的調査研究として、現状調査、事例研究、システムの構想検討等を行う予定であ

る。

(2)デ ータ保護対策

データ通信の利用分野が、社会経済、国民生活のすみずみまで行きわたるに伴い、広範かつ重要な

情報がデータ通信により提供され、あるいは蓄積される結果、事故や犯罪による情報の漏えい等は、

個人のプライバ シー、企業機密に重大な影響 を与えるほか、外国企業等による国家的に重要な情報の

管理は、国家主権にも深くかかわる問題になっている。

郵政省においては、技術面における対応として前項で触れた施策 を実施しているところであり、制

度面においては、プライバシー保護に関するOECD勧 告等世界の動向に留意 しつつも、通信の保護

等伝統的政策課題を踏まえた、現実的なデータ保護のあり方について、検討を進めているところであ

る。

3そ の他の情報通信関連施策

前節で解説したデータ通信高度化施策のほか、郵政省では、次のような情報通信政策関連施策が実

施されている(主 要なもののみ示す)。
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Aキ ャプテ ン ・システム

キ ャプ テ ン ・シ ス テ ム(CharacterAndPatternTelephoneAccesslnformationNetworkSystem)

は、 テ レ ビ受 像機 と電 話 網 を使 って 、利 用 者 の リ クエ ス トに応 じ多様 な情 報 を文 字 と図形 で テ レビ に

映 し出 す もの で、郵 政 省 と電 電 公 社 が協 力 して 、1979年12月 か ら第1期 実 験 を行 っ た。1981年8月 か

らは 、東 京23区 約2,000(第1期 実 験 は1,000)の モ ニ ター を対 象 に、 第1期 実 験 の成 果 を踏 ま えて 第

ll期 実験 を実 施 して い る。 この 実験 で は、情 報 量 を倍 増(20万 画面)、 情報 検 索 サ ー ビ ス を充 実 させ

る ほか 、 利 用 者 端 末 か ら商 品 の注 文 ・予 約 等 を可 能 と す る注 文 ・応 募 サ ー ビス(オ ー ダー ・エ ン ト

リー ・サ ー ビス)お よ び特 定 の 端 末 グ ル ー プ だ けに 特 定 の 情 報 の提 供 を可 能 とす る会 員 制 サ ー ビス

(ク ロ ー ズ ド ・ユ ーザ ー ・グル ー プ ・サ ー ビ ス)な どの新 しいサ ー ビス を盛 り込 み 、 よ り実 用 化 に近

づ け た形 で実施 して い る。

3-2-4図 キャプテン第II期 実験システムの構成図
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3-2-5図 高度総合情報通信 システム第1期 概念図
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第ll期実験 システムの構成 は、3-2-4図 に示すとおりである。

B高 度総 合情 報通信 システム

新 しい情報通信政策の確立に資することを目的として、筑波研究学園都市に高度総合情報システム

を構築することとし、1981年 度から5カ 年計画で開発調査が開始された。

この高度総合情報通信システム開発調査とは、郵政省が筑波研究学園都市内において、多摩CCIS

実験の成果を生かすとともに、最新の電気通信技術を駆使 して、CATV施 設の高度利用と公衆電気

通信施設の活用を図 り、有線ネットワークとコンピュータ ・テレビ等を結合 した高度な情報通信シス

テムを構築 し、テレビ再送信、生活情報、研究情報、教育情報など研究学園都市 としての都市機能発

揮のための多様なサービスを提供 しようとするものである。

なお、このシステムは、1985年 に開催が予定 されている国際科学技術博覧会においても活用される

ことになっている。

システムの概要は3-2-5図 に示すとおりである。

C総 合テ レメータ ー ・システムの 実用化 の ための開発調 査

(1)総 合テレメーター ・システムの開発調査

現在、電気、ガス、水道等の公益事業の検針員が各戸訪問して行っているメーターの検針作業を、

電気通信手段に切り替え、検針センターから直接電話回線を通 じ、いつでも、どのメーターでも瞬間

的に検針できるシステムの標準方式を確立 しようとするものである。

この開発調査 は、1978年 から4年 間実施されてきたが、その結果、システムの基本構成、網および

端末の基本機能、通信形態とインタフェース条件、施工方法等を内容とするシステムの標準方式の全

体像がほぼ明らかになった。

システムの標準構成と基本機能は3-2-6図 に示すとおりである。

(2)今 後の検討課題

① 実地の運用実験によるシステムの標準方式の確立

② 公益事業者に対するシステム導入計画の検討資料の提供

③ 公益事業者の要請を反映したテレメーター ・サービスの制度化

4デ ィジタル通信の動 向

A電 電公社のサービスの概要

電 電 公 社 の 新 デ ー タ網 サ ー ビス(通 称DDX:DigitalDataExchange)は 、最 新 の デ ィ ジ タ ル交
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3-2-6図 総 合 テ レメ ー ター ・シス テ ムの標 準 構 成 と基 本機 能 図
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換 ・伝 送 技 術 等 を用 い て 、高 速 ・高 品 質 の従 量 制料 金 に よ る交 換網 サ ー ビ スで 「回線 交換 サ ー ビス」

と 「パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス」 の2種 類 が あ る。 回線 交換 サ ー ビス は、1979年12月 か ら、パ ケ ッ ト交換

サ ー ビス は、1980年7月 か らサ ー ビス を開始 した。

新 デー タ網 サ ー ビ ス で は、 端 末 の 伝 送 速 度 に応 じて、3-2-3表 の と お り、200ビ ッ ト/秒

(bps)程 度 の 低 速 か ら、48Kビ ッ ト/秒 の 高 速 まで7種 類 の サ ー ビス品 目が あ り、 伝 送 品 質 にっ い

て は 、 ビ ッ ト誤 り率 で現 在 の 特 定 通信 回線 と同 等以 上 の 品 質 が確 保 され 、ま た 、接続 時間 につ い て も 、
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3-2-3表

新 デ ー タ網 サ ー ビス

の サ ー ビス品 目

サ ー ビ ス

品 目
内 容

回線交換

サー ビス

パ ケット交換 サ ービス

一般端末 パケ ット

形態端末

200bps 200bps(以 下)の 符号 伝 送 が可 能 な もの ○ ○ 一

300bps 300bps(以 下)の 符号 伝 送 が可 能 な もの ○ ○

1200bps 1200bps(以 下)の 符 号 伝 送 が可 能 な もの ○ ○

2400bps 2400bpsの 符 号 伝 送が 可 能 な もの ○ ○ ○

4800bps 4800bpsの 符 号伝 送 が 可 能 な もの ○ ○ ○

9600bps 9600bpsの 符 号伝 送 が 可 能 な もの ○ ○ ○

48Kbps 48Kbpsの 符号伝送が可能な もの ○ 一 ○

()内 の以下は回線交換サー ビスの場合である。

公 衆 通 信 回線 が数 秒 か ら10数 秒 かか るの に比 べ 、平 均1秒 程 度 に短 縮 され る。

新 デ ー タ網 サ ー ビス も ス ター トして、 はや3「年 を迎 え て い るが 、 この間 、1982年6月 に は、 回線 交

換 サ ー ビ ス にお け る 「グル ー プ形 閉 域 接 続機 能」 ま た 、パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス に お け る 「着 信課 金機

能 」 「伝 送 制 御 手 順 の 拡 大」 さ らに は、 「網 制 御 装 置(NCU)の 料金 値 下 げ」 「サ ー ビス提 供地 域 の拡

大」 な ど 、サ ー ビス 内容 の充 実 、 改善 が逐 次図 られ て い る。

1回 線 交換 サ ー ビス

回 線交 換 サ ー ビ ス は、 デ ー タ通 信 、 デー タ伝 送 、 フ ァク シ ミリ伝 送 等 の用 に供 す る ため 、時 分 割 交

換 技 術 と デ ィジ タル 伝送 技 術 を用 いて 、高 速 、高 品 質 の 符号 伝 送 を行 うサ ー ビス で あ り、本 サ ー ビス

に加 入 した任 意 の加 入 者 相 互 間 で 従量 制 料 金 に よ る通信 が で き る公 衆 ネ ッ トワ ー ク ・サ ー ビス で あ る。

本 サ ー ビスの 特徴 は、通 信 の つ ど回線 が設 定 され 、 通信 中 の伝 送 制御 手 順 につ いて な ん ら規 定 され な

い トラ ンスペ ア レ ン ト伝 送 方 式 で あ る こと か ら、伝 送 す る電 文 の 形式 や符 号 に制 約 が な い の で 、比 較

的 多量 の情 報 を短 時 間 で送 る デー タ通 信 や フ ァク シ ミリ通 信 に適 して い る。

回線 交 換 サ ー ビス の主 要 な料金 等 は 、3-2-4表 の と お りで あ る 。

(2)パ ケ ッ ト交換 サ ー ビ ス

パ ケ ッ ト交換 サ ー ビス は、 主 と して デ ー タ通信 の た め の公 衆 ネ ッ トワー ク ・サ ー ビス で あ り、 これ

に加 入 す ると任 意 の相 手 加入 者 と の間 で、 高 速 ・高 品質 の符 号 伝送 を行 う こ とが で き る。

本 サ ー ビス は 、発 信 側 か ら送 られ た デ ー タ をい っ た ん交 換 機 に蓄 積 し、パ ケ ッ トと呼 ばれ る一定 の

長 さ の電 文 に分 割 して伝 送 す る蓄 積 交 換 方 式 を用 い て お り、 伝 送路 の使 用 効 率 が高 ま り、 通信 の 品質

が向 上 す る。

本 サ ー ビス の特 徴 は、 異速 度 端 末 間 で も通信 が で き 、 ま た、1本 の加 入 回線 で複 数 の 通 信相 手 と 、
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3-2-4表 回線交換サー ビスの主要料金等 (1回 線 ごとの料金等)

区

サ
ー

㌦ 分
品
目

新 設 時 毎 月

加

入

料

設

備

料

債

券

基

本

料

通 信 料

単
位
料金

課 金 秒 数

同 －

MA内

隣接MA

～30km
～60km ～120km ～240km ～420km ～750km

750kmを
こ え る

もの

200bps

円

300

千円

140

千円

650

千円

18

10円

秒

120

⇔

90

砂

65

⇔

40

抄

25

⇔

17

⇔

13

抄

11

300bps 300 140 650 18 100 80 55 35 22 14 11 9

1200bps 300 140 650 20 60 45 30 18 11 7.5 6 5

55 40 27 17 10 7 5.5 4.5
2400bps 300 140 650 22

4800bps 300 140 750 24 50 35 25 15 9 6.5 5 4

9600bps 300 140 900 26 45 30 20 14 8 6 4.5 3.5

48Kbps 300 140 2,200 30 20円 12 8 5.5 4.5 3.5 2.5 1.5 1

3-2-5表 パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビスの主 要 料金 等 (1回 線ご との料金等)

区
サ
ー 分

ビ
ス

品目

新 設 時 毎 月

加 入 料 設 備 料 債 券 基 本 料

通信料(128オ クテ ッ トご とに)

～100km ～500km1 500kmを

こ え る もの

200bps 300円 110千 円 900千 円 16千 円

0.4円 0.5円 0.6円

300bps 300 110 900 16

1200bps 300 140 1,000 22

2400bps 300 140 1,100 26

4800bps 300 140 1,100 28

9600bps 300 140 1,100 30

48Kbps 300 140 2,200 75

同時 に通 信 が で きる 。 さ らに、 通信 料 につ いて は 、情 報 量 に応 じた料 金 とな っ て いる ことか ら、 一 度

に送 る情 報 量 が比 較 的少 な く散 発 的 な デ ー タ通 信 に適 して い る。

パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス の主 要 な料 金 等 は 、3-2-5表 の とお りで あ る。

(3)付 加 サ ー ビス

新 デ ー タ網 サ ー ビス は、 デ ー タ伝 送 とい う基 本 的 な機 能 の ほか 、 サ ー ビス の効 用 を高 め るた め 「閉

域 接続 機 能 」 な ど 、8つ の付 加 サ ー ビ ス を提供 して い る 。

付 加 サ ー ビス の概 要 、料 金 等 は 、3-2-6表 の とお りで あ る。
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3-2-6表 付加 サ ー ビスの 概 要 ・料 金 等 (単位 円)

区 分 回線交換サ ー ビス パ ケッ ト交換サー ビス

サ ー ビ ス の 概 要 新 設 時 毎 月 新 設 時 毎 月

サー ビス名
取付料 債 券

付 加
使用料

取付料 債 券
付 加
使用料

ぺ 交換機 が、あ らか じめ登録 して ある端末間 の通

信のみ に制 限 して接続 し、悪意呼や誤 ダイヤ ル

ア 等 による筋書を防 ぐためのサー ビスで次の2種 500 20,000 550 500 20,000 550

類が ある。

形 ア 、ペ ア形閉域機 能

希望す る相 手端 末 と1対1で のみ通信 を行
閉域 接続 機能

い、その他 の端 末か らの着信について は網

グ で接続 を拒 否する とい う機能
ル

イ、グルー プ形閉域 機能
1 特定 の端末群 が1つ の グループ を組み 、同

500 15,000 550 500 20,000 550

プ 一 グループ内の端 末相互間に限 り接続 を行

形 う機能

通信相手が1つ に固定 されてい る場合、その相

ダイレクト・コール 機 能 手番号 を1度 交換 機に登録 しておけば、あ とは 500
一 一

500
一 一

ダイヤ ル操 作な しで発信で きる機能

通信開始 に先立 ち、この機能 を利用す る加入 回

相 手 通 知 機 能 線に 、局交換 設備 か ら通信相手の加入回線番号 500 一 一 500 一 一

を通知する機能

通信相手の番号を2桁 の番号に短縮して登録し

短縮 ダイヤル機能 ておけば 、あ とはこの短縮番号 を使 って通信 で 500 15,000 450 500 15,000 450

きる機能

あ る特定 の端末(た とえば本店に置かれたオ ン

通信料一括課金機能
ライン ・システムのセンター等)に 着信す るす

べての呼の料金が 、その端 末側の支払い とな る
500

一 一
500

一 一

機能

発信側から着信課金による通信の要求があ り着

着 信 課 金 機 能 信側が応 諾した場合 、その通信にかか る通信料 1,000 一 一

※ が着信側に課金される機能

端末機器 が電子計算機 な どの場合 、1の 加入 回

パケ ッ ト多重化機能 線 で複数 の相手 と同時に通信す るために、複数 500 10,000 300

※ の論理 チャネルを設定 する機能

常に通信相手が特定の1の 加入回線または論理

相手固定接続機能 チ ャネルに固定 され、発呼、切 断の操作 なしで 500 一 一

※ 接続できる機能

※パ ケ ッ ト交 換 サー ビス に 限 り提供 す る。

(4)サ ー ビス提 供 地 域

サ ー ビ ス 開 始 時 に は 、 回線 交 換 サ ー ビス は 、東 京 、 横 浜 、 名 古 屋 、 大 阪 の4都 市 、パ ケ ッ ト交 換

サ ー ビス は、 前 述 の4都 市 に福 岡 、仙 台 、札 幌 を加 え7都 市 でス ター トしたが 、1982年3月 末 にrs .け
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3-2-7表

新 デ ー タ網 サ ー ビス

の サ ー ビス 提供 地 域

(1982年3月 末 現 在)

回 線 交 換 サ ー ビ ス パ ケ ッ ト 交 換 サ ー ビ ス

東 京 、横 浜 、名 古 屋 、大 阪 東 京 、横 浜 、名 古屋 、大 阪

千 葉 、新 潟 、浜 松 、静 岡 福 岡 、仙 台 、札 幌 、千 葉

金 沢 、京 都 、神 戸 、広 島 川 崎、筑波研究学園都市、 宇都宮

岡 山 、福 岡 、北 九州 、 熊 本 新 潟 、長 野 、浜 松 、静 岡

鹿 児島 、仙 台 、札 幌 金 沢 、京 都 、神 戸 、広 島

岡 山、姫 路 、福 山 、松 山

高 松 、北 九州 、熊 本 、鹿 児 島

長 崎 、青 森 、旭 川

(19都 市) (30都 市)

る サ ー ビス 提供 地域 は 、3-2-7表 の と お り。 回線 交 換 サ ー ビス は19都 市 、パ ケ ッ ト交換 サ ー ビス

は30都 市 に、 そ れ ぞ れ拡 大 が 図 られ て い る。

B国 際 電 電 の サ ー ビ ス の 概 要

(1)国 際公 衆 デ ー タ伝 送 サ ー ビス(略 称VENUS-P)

1982年4月1日 か らサ ー ビス を 開始 した 、CCITT標 準 の パ ケ ッ ト伝 送 ・交 換 サ ー ビス で あ り、 コ

3-2-8表VENUS・P料 金.(1982年7月1日 現在)

加入時 に支払 う料金

(1回 限りの料金)
料 金 種 別 単 位 料 金 額

契 約 料 1の 契 約 ご とに 300円

設 備 料 加 入者線1回 線 ごとに
〈注>110

,000円

取 付 料 (DCE設 置料 ・付加機能設定料) 実 費

〈注 〉公社 の 「専用 設 備 利用 規 程J(197i年10月1日 公社 公 示 第86号)付 属 料 金表 第1表 第1類

第1の1の(1)設 備 料 の う ち4線 式 の 場合 と同 額 で あ る。

サー ビスを利用 して

いるときの料金

(毎月支払 う料金)

料 金 種 別 単 位 料 金 額

基 本 料 加入者線1回 線ごとに 月額

2400bps 48,000円

4800bps 75,000円

9600bps 114,000円

通 信 料 有料時分1分 までごとに 45円

1有 料 パ ケ ッ トにつ き1セ グ メン ト(64オ クテ

ッ トまで)ご とに 3円
・

付加機 能使用 料 月額

パケ ット多重化機能 加入者線1回 線につ き、1の 論理チャネルを除

く他の論理チ ャネル1チ ャネル ごとに
90円

短縮 ダ イヤ ル 機 能 加入者線1回 線ご とに 1,080円

ダイレクト・コール 機 能 加入者線1回 線ごとに 620円
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ン ピュ ー タ間 通信 、端 末 間 通 信 等広 範 囲 の デ ィジ タル ・デ ー タ伝 送 を可 能 と す るサ ー ビス で あ る 。

本 サ ー ビス の概 要 は次 の と お りで あ る。

① 端 末 機 器 は利 用者 が 自営 す る。 網 に接続 で き る端 末 はCCITT勧 告X.25に よ るパ ケ ッ ト形 態 端 末

な らび に 、同 期 式 ハ イ レベ ル 制 御 手 順(HDLC)ま た は 、 同期 式 基 本 形 デー タ伝 送 制 御 手 順(BSC)

に よる一 般 端 末 で あ る 。

② サ ー ビ ス対 地 は、1982年7月1日 現 在 で ア メ リカ、 イギ リス 、 フ ラ ンス 、西 ドイ ツお よび ス ペ イ

ンの5地 域 で あ り、 引 き続 き カ ナ ダ、 ス イス 、東 南 ア ジア 、太 洋 州 な らび に上 記 以 外 の ヨー ロ ッパ 諸

国 等 につ いて 拡張 をは か る。

③ 加入 者 間 の伝 送 速 度 は2.4Kbps、4.8Kbps、9.6Kbpsで あ る。

④ 加入 区域 は当 面 、東 京 、大 阪 で ある が 、 その 他 の地 域 につ いて も需 要 動 向 に よ り拡 張 を予 定 す る。

⑤ 料金 は情 報料 に応 じた均 一 従 量 料金 で あ り、 その 詳細 は3-2-8表 に示 す。

⑥ 異種 端 末 間 通 信 に つ い て は 、3-2-9表 の とお りで あ る。

3-2-9表

VENUS-Pの 異種端

末間通信

(1982年7月1日 現在)

外国側

日本側
X.25 HDLC BSC X.28

X.25 ○ ○ △<注1> ○ 〈注3>

HDLC ○ ○ △〈注2> △〈注4>

BSC ざ 注1> △<注2> ○ ×

○ 印 は相 互 通 信 が 可能 。

△ 印 は接 続 の 規 制 は ない が制 約 条 件 が 多 くな る。

×印 は 通信 不 可 。

〈注1>X.25端 末 にBSC-PAD機 能 を内 蔵 す れば 通 信可 能 。

〈注2>HDLC端 末 側 にBSC-PAD機 能 を内蔵 す れ ば通 信 可 能。

〈注3>X.25端 末側 にX.29機 能 を内蔵 す れ ば通 信 可能 。

〈注4>HDLC端 末 にX.29機 能 を内蔵 す れ ば通 信 可能 。

な お 、外 国 側 で提 供 され てい る伝 送 制 御 手順 は 次 の とお り。

対 地 提 供 さ れ て い る 伝 送 制 御 手 順

ア メ リ カ 合 衆 国
X.25,X.28,BSC*(コ ン テ ン シ ョ ン)

将 来BSC榊(ポ ー リ ン グ)も 提 供 予 定

イ ギ リ ス X.25X.28

フ ラ ン ス X.25,X.28

西 ド イ ツ X.25,X.26,将 来BSC(ポ ー リン グ)を 提 供 予 定

ス ペ イ ン X.25,X.28

・ITTお よ びTelenetが 準 備 済 ・・Telenetお よ びTymnetが 準 備 中
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3-2-10表ICASの 料 金 (1982年7月1日 現 在)

料 金 種 別 単 位
加 入 契 約

利 用 契 約
300bps 1200bps

契

約

時

料

金

契 約 料 1契 約 300円 300円 300円

設 備 料 加 入者 線1回 線 80,000 110,000 一

変復調装置取付料 直営 モデム1装 置 実 費 実 費 一

回線保護装置取付料 加 入者 線1回 線 6,000 6,000 一

線 路 設 置 費
加 入区域 外線 路
100mま で ご と

9,000 18,000 一

使

用

料

基 本 料 1加 入 契 約/月 19,200 24,500 一

通 信 料
1分

1000字

45

120

45

120

45

120

変復調装置使用料 1装{置/月 5,700 6,000 一

⑦ 電電 公 社 のパ ケ ッ ト交換 サ ー ビス利 用 者 か らの 国 際通 信 につ い て は 、パ ケ ッ ト形 態 端 末 を対象 と

して 近 くサ ー ビス が 開 始 され る予 定 で あ る。

(2)国 際 コン ピュ ー タ ・ア クセ ス ・サ ー ビ ス(ICAS)

ICASサ ー ビス は 、 日本 国 内の 端 末(電 話 機 に音 響 結 合 した端 末 を含 む)と 外 国の コ ン ピュ ー タ と

の 間 で 、パ ケ ッ ト交換 方 式 に よ り符 号 の伝 送 を行 うサ ー ビスで あ り、情 報検 索 、情 報 処 理 、 そ の他 の

コ ン ピュ ー タ ・サ ー ビス の遠 隔利 用 が 可 能 で あ る。取 り扱 い対地 は1982年7月1日 現 在 、 ア メ リカ 、

イギ リス 、 フ ラ ンス 、 カナ ダ 、 ス イ ス、 ス ペ イ ンで あ り、他 の対 地 へ の拡 張 を順 次 は か る こ とと して

いる 。

利 用形 態 は 、 直接 加 入 者線 に よる加 入 契 約 と、加 入 電話 を利 用 す る利 用 契 約 の2種 類 が あ り、 い ず

れ も通信 の使 用 料 は、 時分 斜 な らび に送 受 信 され た文 字数 で計 算 され る 。

ICASサ ー ビス の料 金 は 、3-2-10表 の と お りで あ る

C欧 米諸国におけるデ ィジタル ・データ網の動向

欧 米 諸 国 に お い て は 、国 際電 信 電 話 諮 問委 員会(CCITT)の 勧 告 を受 け て 、 デ ィジ タル ・デ ー タ

網 の 開発 の動 き は さ ら に活 発 化 して い る。

主 要 国 に お け る導 入 状 況 等 は 、3-2-11表 の と お りで あ る。
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3-2-11表 主 要 国 に おけ るデ ィジ タル ・デ ー タ網 導 入の 動 向

国名 サー ビス名 会 社 名 等 交 換
方 式

サー ビス

開始時期
備 考

.

ア

メ

リ

カ

TELENET GTEテ レネ ッ ト社 P 1975年 1979年GTEと 合 併

1980年 テ レ メ イル

TYMNET タイムネ ッ ト社 P 1977年 1980年 オ ン タイ ムII、 タ イム グ ラ ム

Graphnet グラフネッ ト社 P 1975年 1975年 フ ァ ク シ ミリ ・サ ー ビス

1976年 デ ー タ伝 送 サ ー ビ ス

1977年 国 際 デ ー タ ・サ ー ビス

COM-PAK

(FAX-PAK)
ITT・DTS社 P 1979年 1979年 フ ァ クシ ミ リ ・サ ー ビス

1981年 交 換 局 縮 小

UNINET ユニ ネッ ト社 P 1981年 1981年 公衆サ ービス として開始

計

画

中

ACS ATT分 離子会社 P 1982年6月 1978年7月 認可申請

1978年11月 建 設認可 申請

1979年2月 タ リフ提 出延 期通告
1979年10月 建 設認可 申請の撤 回

1980年3月FCC申 請却 下

1981年11月 分離子会社 設立投資計 画 をFCCに 提 出。

この中で、1982年6月 目途 にACSサ ー ビ

ス開始 を明らかに した。

X.25に 準 拠 し

た サ ー ビ ス

ATT P 1982年 末 1981年9月X.25に 準拠 した基本サー ビス としてのパ

ケ ッ ト交換 ネ ットワー ク ・サー ビス計画

を発表

DSDS ATT C 未 定 1976年3月 認可申請

1977年6月 条件付認可

会計システム上の問題か らFCCと 論議 中

カ

ナ
ダ

Datapac TCTS P 1977年 交 換局7、 サー ビス提供地域61

Infosw比ch CNCP P/C 1978年 インフォ グラム(P)交 換局4

インフォエ クスチェンジ(C)提 供都市56
インフォコール(P)

イ

ギ
リ

ス

PSS BT P 1980年 交換局9、48Kbpミ で相互接続
1981年8月 商 用サー ビス開始

IPSS BT P 1978年 英米両国間 のデータベ ース ・ア クセスが可能

カナ ダへ拡大(1980年)

フ ン
ラ ス

Transpac トランスパ ック社 P 1978年 交 換 局19、'72Kbpsで 相 互 接 続

西

ド

イ
ツ

DATEX-L DBP C 1975年 EDS15都 市設置、1981年末までに19都 市に25台 の

EDS設 置予定

DATEX-P DBP P 1980年 1980年8月 開 始

1981年8月 商 用 サ ー .ビス開 始

スイ
ペ ン

RETD CTNE P 1971年 交換局7、 コンセ ン トレー ター41

国際標準に準拠 した新デー タ網 を構築 中

オ ン

ラダ

計画

中
Datanet1 PTT P 1982年3月 交換局3、64Kbpsで 相互接 続

北4

か

欧国

NPDN 北欧4か 国PTT C 1981年 交 換局4、64Kbpsで 相互接 続

パ ケ ッ ト交 換 サ ・一

ビス 北欧4か 国PTT P 1980年 交 換局2、マルチプ レクサー2デ ー タベース検索用

E

C

Euronet EC委 員会

各 国PTT

P 1979年 1979年11月 試験的にス ター ト

1980年2月 公式ス ター ト
36の ホス トか ら291の デー タベ ースが提供 され る予定

〈注>P:パ ケ ッ ト交 換 C:回 線交換 資料:電 気通信総合研究所「欧米諸国におけるデー タ通信の動向」より
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第3章シ 行政 におけるコンピュータ利用 と政 策

1行 政 に お ける コ ン ピュ ー タ利 用 の現 状

わ が 国 の行 政 機 関 にお ける コ ン ピュ ー タの利 用 台 数 は、1981年 度 末現 在 、 合 計2,207セ ッ トで あ る。

そ の 内訳 は 、各 省 庁331セ ッ ト、特 殊 法 人742セ ッ ト、 地方 公 共 団体1,134セ ッ トで あ る。

ま た 、最 近 、 ミニ コ ン ピュ ー タ、 オ フ ィス ・コン ピュ ー タ等 の超 小型 機 の 利 用 が急 速 に進 ん でお り、

各 省庁458セ ッ ト、特 殊 法 人122セ ッ ト、地 方 公 共 団 体423セ ッ ト、計1,003セ ッ トに達 して お り、 これ

3-3-1表

1981年 度=】ン ピュー

タ導入状況

区 分 1980年 度 1981年 度導入 台数
そ 1981年 度 1981年 度

省庁名 設{匠台数 新規増設
切替に伴

う 増 減
利用廃止

の

他 設置台数

におけ る

切 替台数

総 理 府 水 府 2 2

警 察 庁 6 △2 4 1

行 政 管 理 庁 1 1

北海 道開 発庁 2 1 3 1

防 衛 庁 50 1 1 △1 51 13

経 済 企 画 庁 1 1 1

科 学 技 術 庁 11 11 2

環 境 庁 1 1

沖 縄 開 発 庁 1 1 2

国 土 庁 1 1

法 務 省 7 7

外 務 省 6 6

大 蔵 省 17 1 1 19 4

文 部9省 9 △1 8 2

厚 生 省 12 1 13

農 林 水 産 省 16 16

通'商 産 業 省 18 △1 △1 16 1

運 輸 省 51 10 1 △2 60 3

郵 政 省 72 11 83 2

労 働 省 7 1 △2 6 1

建 設 省 18 1 19 5

自 治 省 1 1

計 309 27 △1 △2 △2 331 36

〈注>1.「 切 替に伴 う増減」 は、例 えば2台 を1台 に変更す る場合 またはその逆 をい う。

2.「その他」は、1981年 度以 前に導 入済の もので、従 来の調査 で調 査対象外等 として報告がな

かった ものが 、今回新 たに報告の あったものなどである。

資料:行 政管理庁 ∫電子計算機利用基 本調査報告書」
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を加 え る と、総 計2,137セ ッ トの コ ン ピュ ー タが導 入 され て い る 。

A各 省庁 におけ るコ ンピュー タ利 用の現 状

各省庁のコンピュータ利用台数は、前年度に比べ

3-3-1図 コンピュータ利用の推移

22セ ッ ト増 で331セ ッ トとな っ て い る。 これ を

一 一
一

セ ッ ト(台)

一

運用経費(億 円)
2,247億 円

要員数(人)

設置金額(億 円) ●

2,200一

一7
,000

2.000一

1,899億 円

●

11800一
一6

,000

1,651億 円
■

5,485人

1,600一 5,109人

1,511億 円 ∠3脇
一

●

一5 ,000

1.400-

1,200一

●

/4,285人
●

3,853人

4'98摯/● ＼

ツ/⊆ 武 篇
●

/1・242億 円■

/L141{鯛
●

4,916人

1_/
●

/

1,379億 円

●

一4 ,000

1,000一 1設置金客●
./・ ・165人.

/1・ ・53億 円

■

/㎜q
●

一3
,000

800一

/2・808人
●

837億 円 84g億 円

2.493人

600-

400一

●608億 円

極圏/㌦ 億円
・・3鯛/4911鯛

藩 轟 ぎ 　

一2 ,000

-1
,000

200一

73億 円 意

セ ッ ト数
1|IIl|1'72

1968'69'70'71'73.74
|ll'75'76'77

II|
'78'79'80 '91

要員数
運用経費 年

設置金額 年

度

度

〈注>1,運 用経 費は 、 レ ンタル 費 、通 信 回 線費 、消耗 品費 、 外 注 費等 の 経 費で あ り、 人件費 、設 備 費等 は含 ま

な い。

2.1976年 度 の要 員 数 の減 少 は 、郵 政 省(地 方 貯 金局)の 電 算処 理 方 式の 変 更(カ ー ドパ ンチ 方 式か らO

CR方 式 へ の 変更)に 伴 うもの で あ る。

3.設 置 金 額 は 、 コ ン ピュー ター 買取 金 額(レ ン タル ・リー ス契約 に よ る もの は 、 買取換 算 額)で あ る。

資 料:行 政 管理 庁 「電子 計 算 機 利用 基 本調 査 報告 書 」
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省 庁 別 に み る と、3-3-1表 の とお り、郵 政 省83セ ッ ト、運 輸 省60セ ッ ト、 防衛 庁51セ ッ トとな っ

て い る。 また 、 新規 ・増 設 よ り も切 替 台数 の方 が 多 い の が最 近 の特 色 で あ る。

各 省 庁 の コ ン ピ ュー タ利 用 の推 移 をみ る と3-3-1図 の と お りで あ る。

最 近 に お け る コ ン ピ ュー タ利 用 の 傾 向 を み る と、 次 の よう な特 色 が あ げ られ る。

3-3-2表

データベース開発計 .

画

区

分
対象
業務

新規 改造

業務対象 処 理 方 式

備 考
内部 外部

オ ン ライ ン

デ ー タ
ベ ー ス

オ フ ラ イン

デ ー タ

ベ ー ス

共 通 管 理 8 4 12 4
人事情報データベ
ース

統 計 5 4 9 6 統 計デ ー タベー ス

固 有 業 務

55

30 15 4
業務の統合デー タ
ベース化

25 10 税 ・保険等

32

18 9 1 補給 ・在庫管理

14 5 1 保 険 ・貯 金

試 験 研 究 17 17 3 4 研究情報 システム

共通処理 技術

方 式 の 開 発
13 4 17 4 1

漢 字 、 図形 、画 像

シ ステ ム

そ の 他 3 2 了 1 1

計 101 46 108 39 57 12

資料:行 政管理庁調べ

3-3-2図

1977年 度

1台数の推移
大 型 中 型 小型/

165セ ッ ト(57.5%) 101セ ッ ト(35.2%) イ
"

21セ ッ ト

(7.3%)

287セ ッ ト

'

'

1978年 度 171(57.2) 101(338)
27

(90)
'

299セ ッ ト

1979年 度

'

'

〆
"

167(54.4) 107(34.9)
33

(10.7)
、 、

＼
、

、

、

307セ ッ ト

1980年 度 188(608) 97(314)
24

(78)
309セ ッ ト

ノ
'

'

1981年 度 190(575) 118(356)
23

(69)
331セ ッ ト

〈注〉 各年度 とも年度末現在の設置台数である。 資料:行 政管理庁 「電子計算機利用基本調査報告書」
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(1)デ ー タベ ース の 開発 と運 用

1981年7月 現在 、各 省 庁 で デー タベ ー ス を運 用 して い る もの は、39シ ス テ ム(29部 門)、 開 発 ・計 画

中等 の もの は、55シ ス テ ム(49部 門)に 達 し、 調 査 対 象 部 門 の52.3%が デ ー タベ ース に 関係 して い る。

ま た 、1985年 度 まで の情 報 シス テ ム の 開発 計 画 の う ち、 デ ー タベ ー スの 開発 計 画 が あ る もの の状 況

3-3-3図 オンライン処理機設置台数の推移
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事項

年度

全 設 置
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㈲ に占める
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18セ ット

(セ ット数)

23'9831

223セ ット

104セット

96セット
オ ン ラ イ ン 機 オンライン

端 末 装 置

1968

122

14.8

'69

148

17.6

'70

171

19.3

'71

182

22.5

'72

205

24.4

'73

222

28.8

'74

230

41.7

'75

246

42.3

'76

263

47,5

4,603

100

'77

280

54.3

5,651

123

'78

291

54.6

6,424

140

'79

305

61.3

9,858

214

'80

307

66.8

16,178

351

'81

331

67.4

23,983
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24,000

20.OOO

16,000

12、OOO
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資料:行 政管理庁 「電子計算機利用基本調査報告書」
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をみ る と、3-3-2表 の とお り、147シ ス テ ムの 開 発 の うち 、68の デ ー タベ ー ス 開発(全 体 の46%)

が 計 画 され て い る 。

これ を対 象業 務 別 に み る と、 各 省庁 の 本 来 の 行政 事 務 を デ ー タベ ー ス化 す る もの が 多 く、45シ ス テ

ム(66%)を 占 め て い る。

これ は、業 務 に 関連 す る ア プ リケ ー シ ョン を統 合 化 す る な ど業務 処 理 の 円 滑化 を図 る もの で 、今 後

デ ー タベ ー ス化 の傾 向 の あ らわ れ で あ る。

ま た、 圧 倒 的 に オ ン ライ ンの デー タベ ー スが 多 く、84%を 占め て い る。

デ ー タ ベ ー ス開 発 の 方 向 で 、特 に注 目 され る こ と と して 、 その 開発 目的 が 何 で あ る か を み る と、 目

的 デ ー タベ ー ス(政 策 支援 等 の多 目的 デ ー タベ ー ス)と 業務 デ ー タベ ー ス(業 務 処 理 の効 率 化 等 を図

るデ ー タベ ー ス)と が ほぼ 同数 で あ るが 、 最近 、 目的 デ ー タベ ー ス化 が進 みつ つ あ り、 そ の代 表 的 な

もの が 、統 計 デ ー タベ ース 、税 ・保 険 等 の デ ー タベ ー ス、研 究 情 報 の デ ー タベ ー ス で あ る。

これ らの デ ー タベ ー ス は、 今後 蓄 積 され るデ ー タ量 の 増 大 、 デ ー タの有 効 利 用 とい っ た点 で ます ま

す 増 加 す る もの と考 え られ る。

(2)利 用 規模 、範 囲 、処 理 方 式 の 拡 大

各 省庁 の コ ン ピュ ー タ利 用 は 、年 々高 度 化 の傾 向 に あ り、大 型 化(大 型 機190セ ッ ト、57.5%)、 オ

ン ラ イ ン化(オ ン ラ イ ン処 理 の もの223セ ッ ト、67.4%、 オ ン ライ ン端 末機2万3,983台 、 対 前 年48%

増)、 漢 字 処理 化(15省 庁32部 門)が み られ る(3-3-2図 、3-3-3図 、3-3-3表 参 照)。

特 に 、 大型 機 の比 率 は、 特殊 法 人 、 都 道府 県 、市 区 町 村 、全 産 業 と比 較 して も、著 し く高 くな って

い る(3-3-4図 参 照)。

3-3-4図 規模別設置台数の比較
大 型
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'

'
'
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ノ
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ノ
ノ

ノ

全産業 24.7(9,129) 66.9(24,713)
36,952セ ッ ト

(1980年12月 末現 在)

8.4(3,110)
資料:行 政管理庁 「電子計算機利用基本調査報告書」
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3-3-3表 漢字処理の主要業務

省 庁 名 設 置 部 門 名 漢字情報処理主要適用業務

総 理 府 統計局製表部電子計算課 国 勢 調 査

警 察 庁 長官官房情報管理課 運 転 者 管 理

行 政 管 理 庁 行政管理局情報システム管理宮室 法令検索、国会会議録検索

北海道開発庁 北海道開発局長官房電子計算室 人事 ・給与計算業務 、土木工事積算業務

防 衛 庁 (陸自)中 央資料隊 資 料 検 索

(海自)需 給統制隊 人 事 統 計

木更津航空補給所 給与計算、補給業務

(空自)補 給 本 部 人 事 業 務

防衛大学校 図 書 館 業 務

防衛医科大学校 保険請求 、医事統計

技術研究本部 統 計 ・ 製 表

経 済 企 画 庁 長官官房企画課情報管理室 経 済 統 計

法 務 省 大臣官房秘書課電子計算機室 集 計 ・ 製 表

東京入国管理局成 田支局 入 国 審 査

外 務 省 大臣官房文書課CPセ ンター 文 書 写 植

大臣官房電子計算機室 人事情報検索、国会会議録検索、経理

大臣官房電信課 電 信 メ ッセー ジ交換

大 蔵 省 主計局総務課予算会計事務管理室 計数管理業務 、計数支援業務 、国会会議録検索

理財局資金管理課 金融統計、地方資金管理

文 部 省 大臣官房情報処理課 人事 ・給与計算業務 、物品管理、国立学校予算

配当、施設関係事務 、在外教育施設派遣教員関

係事務 、国費留学生関係事務 、図書館 目録

国立特殊教育総合研究所 図 書 目録 検 索

(文 化 庁) 国立国語研究所 中学校 、高等学校教科書の用字用語調査

厚 生 省 年金保険部計画課オンライン業務室 社会保険、年金

(社 会 保 険 庁)

農 林 水 産 省 統計情報部管理課電子計算室 給与計算、統計業務、種苗検索、登録事務

通 商 産 業 省 大臣官房情報処理課 法 令 検 索

(工 業 技 術 院) 総務部計画課(筑 波管理事務所) 研究論文作成管理 、研究活動の情報検索

(特 許 庁) 審査 第一部出願第二課 特許出願登録事務

労 働 省 産業医学総合研究所 職業関連疾病監視記録

建 設 省 大臣官房会計課電気通信室 台 帳 管 理

国土地理院企画部 地図の生産管理、測量成果 、地名標準化業務

四国地方建設局四国技術事務所 土木工事積算業務

四国地方建設局古野川ダム統合管理事務所 水門データ管理、図表作成

資料:行 政管理庁 「電子計算機利用基本調査報告 書」
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(3)運 用 経 費 の増 大 、 ソ フ トウ ェア委 託 の 急 増

コ ン ピュ ー タ利用 の高 度 化 に伴 い、 そ の運 用 経 費 は大 幅 に増加 し、1,379億 円(対 前年 比14.1%増)

と な っ て お り、 この 内訳 を み る と、 機 器調 達 費(レ ンタ ル料 、 買取 費 、 デ ー タ通 信 設 備 サ ー ビス使 用

料)848億 円(61.5%)、 庁 費 等149億 円(10.8%)、 通 信 回 線 使 用 料131億 円(9.5%)、 外 注 費99億 円

(7.2%)と な って い る。

こ の う ち 、オ ン ラ イ ン化 の 進 展 に伴 い 、通 信 回 線 の使 用 料 が前 年 に比 し38%増 を示 し、運 用経 費 の

中 で も約10%を 占 め る に至 っ てい る。

ま た 、外 注 費 は前 年 に比 し、伸 び率 は 少 な く(7.6%増)な って い るが 、 そ の 内 訳 をみ ると 、パ ン

チ委 託43億 円(43.5%)、 ソ フ トウェ ア委 託 料28億 円(28.6%)、 外 部 要 員 人 件 費14億 円(14.5%)等

と な っ て お り、 ソフ トウ ェ ア委 託 が前 年 度 に比 較 して2倍 の伸 び を示 してい る。

ソ フ トウ ェ アの 開 発 に関 して は 、SE・ プ ロ グ ラマ ーが1,712人 と前 年 に比 し10.8%増 とな り、 シス

テ ム 開 発 経 費 が36億 円(前 年 度32億 円 、9.3%増)と 、 と も に 増 加 の傾 向 に あ り(こ の う ち委 託 料

77.8%)、 今後 と も 自主 開 発 と委 託 開発 の 経 費 が 、増 加 して い く こ とが予 想 さ れ る。

B特 殊法人におけるコンピュータ利用の現状

特 殊 法 人 に お け る コ ン ピ ュー タの 利 用 状 況 をみ ると 、3-3-5図 の と お り、1981年 度 末 現 在 、61法

人 が 導 入 し て お り、 セ ッ ト数 で は742セ ッ ト(対 前 年 比9.1%増)、 設 置 金 額2,033億 円(対 前 年 比

22.7%増)、 要員 数7,178人(対 前 年 比0.1%増)と 、今年 度 は経 費 以 外 は伸 び が鈍 化 して い る。

この ほか 、103法 人 の う ち 、① 超 小 型 機 の み を設 置 して い る もの6法 人 、② 端 末 機 の み を設 置 して

コ ン ピュ ー タを利 用 して いる もの1法 人 、③ 外 部 委 託 に よ りコ ン ピ ュー タを利 用 して い る もの16法 人 、

④ 端 末機 を設 置 す る と と もに外 部 委 託 に よ って コ ンピ ュー タを利 用 して い る もの7法 人 が あ り、 これ

らを合 わ せ る と 、全 法 人 の88,3%(91法 人)が なん らか の形 で コ ン ピュ ー タ を利 用 して い る。

特 殊 法 人 に お け る コ ン ピ ュー タ利 用 の傾 向 をみ る と、 次 の よ うな 特 色 が あ げ られ る。

(1)デ ー タベrス の 開 発 と運 用

1981年7月 現 在 、 特 殊 法 人 で デ ー タベ ース を運 用 して い る もの は25シ ス テ ム(14部 門)、 開 発 ・計

画 中 等 の もの は24シ ス テ ム(18部 門)で 、 調査 対 象 部 門 の54.6%が デー タベ ー ス に関係 して い る。

(2)少 数 法 人 へ の集 中傾 向

日本 中 央 競 馬 会159セ ッ ト、 日本 国有 鉄 道133セ ッ ト、国 際電 信 電 話 株 式会 社97セ ッ ト、 日本 電 信電

話公 社93セ ッ ト、 日本放 送 協 会51セ ッ トと 、 この5法 人 で全体 の71.8%を 占め 、運 用 経 費 、要 員 数 と

もそ れ ぞ れ54.4%、69.2%を 占め て い るが 、1982年 度 は、 そ の構 成 比 が 少 しずつ 低 くな っ て き てい る 。

(3)そ の 他 の 特 色

① 中 ・小 型 機 が 多 い(中 型 機295セ ッ ト39.8%、 小 型 機256セ ッ ト34.5%)、 ② 買 い 取 り機 が 多 い
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3-3-5図 特殊 法 人 にお け る コ ン ピュー タ利用 状 況の 推 移

設置金額設置台数
運用経費

(台)

設置法人数 要員数

『
603台

1,474億 円

1,000

724億 円

一

_ノ 亟]

'75

〈注>L1976年 度」977年度の設置金額、要員数および1975年度、1976年度の運用経費については、調査を行っていないため不明である。
2.運 用経費は、決算額である。

資 料:行 政 管理 庁 「特殊 法 人に お け る電 子 計 算機 利用 基 本調 査 報告 」

(543セ ッ ト73.2%)、 ③ オ ン ラ イ ン の 比 率 が 高 い(508セ ッ ト68.5%)、 ④ 漢 字 処 理 が 進 展 し て い る

(20法 人 、 前 年 度9法 人)、 ⑤ 運 用 経 費 が 伸 び て い る(1980年 度689億 円 、 対 前 年 比4.9%増)、 ⑥ 外 注

費 が 増 加 し て い る(1980年 度173億 円 、 対 前 年 比6.1%増)、 ⑦ 要 員 数 は 、 ま っ た く横 バ イ で あ る

(7,178人 、 対 前 年 比0.1%増)。

C地 方公共団体におけるコンピュータ利用の現状

1981年4月 現在 、地 方 公 共 団体 の コ ン ピュ ー タ導 入 セ ッ ト数 は、都 道 府 県427セ ッ ト、 市 区 町村707

セ ッ ト、 計1,134セ ッ トで あ る。 ま た超 小型 機 は、 都 道 府 県189セ ッ ト、市 区 町村234セ ッ ト、計423

セ ッ トが導 入 され て お り、 これ を加 え る と都 道 府 県616セ ッ ト、市 区 町 村941セ ッ トで 計1,557セ ッ ト

とな り、前 年度 に比 べ178セ ッ トの増 とな って い る 。

自治 省 で は、 超 小型 機(機 器購 入 費1,000万 円 未 満 、年 間 レン タル料270万 円未 満)を 含 め 、統 計 資

料 を作 成 してい るの で 、以 下 これ に よる。

利 用 団体 数 を み ると 、3-3-4表 の とお り、 都 道府 県 で はす で に全 団体 が導 入 団体 と な っ て お り、

市 区 町 村 で は全 団 体 の91.5%(3,000団 体)が 利 用 団体 で 、26.9%(806団 体)が 単独 ま た は共 同 導 入
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3-3-4表

地 方 公共 団 体 にお け

る コ ン ピュ ー タ利用

年 月日

利用形態

団体 区分

1981年4月1日 現 在 対 前 年 比(%)

導入団体 委託団体 計 導入団体 委託団体 計

都 道 府 県 47 一 47 100 一 100

市

区

町

村

特 別 区 19 4 23 100 100 100

市 区 町 村 503 2,041 2,544 106.6 100.8 101.9

共 同 利 用 284 149 433 97.9 113.7 102.9

小 計 806 2,194 3,000 103.2 101.6 102.0

合 計 853 2,194 3,047 103.0 101.6 102.0

資 料:自 治 省 「地 方 自治 コ ン ピュー タ総 覧 」

団体 で あ る。

地 方 公 共 団体 に お け る コ ン ピュ ー タ処 理 業務 をみ る と、都 道 府 県 で は給 与 、 自動車 税 、指 定統 計 、

自治 省 統 計 業 務 が 全 団 体 で処 理 さ れ て お り、 起 債 管 理(97.9%)、 森 林 計 画(97.9%)、 各 種 統 計

(93.6%)、 人事 管 理(91.5%)、 各 種福 祉 資 金 事 務(91.5%)等 が 多 くの団 体 で 処理 され て い る 。

市 区 町 村 で は 、住 民 税(94.7%)、 固 定 資 産 税(90.7%)、 国 民 健 康 保 険 税(83.4%)、 軽 自動 車 税

(68.2%)、 給 与(61.0%)等 が 広 く処 理 され て い る。

最 近 、 地 方 公 共 団 体 に お い て も デ ー タ ベ ー ス の 開 発 が 進 め ら れ て お り、 都 道 府 県 で は14団 体

(29.8%)が 、① 総 合 統 計 、② 税 務 関 係 、③ 病 院、④ 福祉 等 の デ ー タベ ー ス を運 用 して い る。

ま た、 市 区 町 村 で は 、114団 体(3.8%)が 、① 住 民 情 報 、② 税 務 、③ 医 療 、④ 上 下 水道 等 の デ ー タ

ベ ー ス を 運 用 して お り、特 に住 民 情 報 シス テ ム に関 して は、81団 体(実 施 団体 の71.1%)が デ ー タ

ベ ー ス化 を行 って い る 。

地 方 公 共 団 体 に お け る コ ン ピュ ー タ利用 の特 色 の主 要 な もの をみ ると 、次 の とお りで あ る。

(1)こ の5年 間 で 都 道 府 県 で は、 コ ン ピ ュー タの セ ッ ト数 は、344セ ッ トか ら616セ ッ トへ1.8倍 、運

用経 費 は279億 円 か ら440億 円 へ1.6倍 、要 員 数 は2,421人 か ら2,853人 へ1.2倍 の伸 びを示 し、市 区 町村

で は、 セ ッ ト数 は552セ ッ トか ら941セ ッ トへ1.7倍 、運 用 経 費 は526億 円 か ら938億 円へ1.8倍 、 要員 数

は4,700人 か ら5,439人 へ1.2倍 と伸 び て き て い る。 こ れ を各 省 庁 、特 殊 法 人 の伸 び と比 較 す る と、 各

省 庁 で は それ ぞ れ1.2倍 、2.3倍 、1.1倍 、特 殊 法 人 で は 、 セ ッ ト数1.4倍 、 要員 数1.2倍 とな って お り、

地 方 公 共 団体 で は コ ン ピュ ー タの セ ッ ト数 は大 幅 に伸 びて い るが 、運 用 経 費 は 、各 省 庁 に比 較 し低 く

な って い る。

(2)都 道 府 県 、市 区 町村 と もオ ンラ イ ン処 理 が 増加 して お り、 都 道府 県 で は、 オ ンラ イ ンの利 用 団体

は45団 体(95.7%)、 市 区 町村 で は184団 体(6.1%)と な っ て い る。
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都 道 府 県 の オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム と して は 、大 気 汚 染 の監 視 シス テム 、税 務 関 係 、財 務 関係 、 医 療

関係 、土 木 関 係 、救 急 医療 関 係 が 主 要 な も の で あ り、 市 区 町村 で も同様 に 、公 害 、税 務 、病 院 ・医療 、

財 務 会 計 関係 の ほ か に住 民 記 録 、水 道 、年 金 ・福 祉 関係 の オ ンラ イ ン ・シス テム が み られ る。

(3)漢 字 情 報 処 理 が 進 展 して お り、 都 道 府 県 で は27団 体(57.4%)、 市 区 町 村 で は 、1,127団 体

(37.6%)が 利 用 して い る。

対 象 業 務 は、都 道 府 県 で は人 事 管 理 、土 木 ・建 築 、病 院 、給 与 、公 害 、税務 等 の事 務 が中 心 で あ り、

市 区町 村 で は住 民 記 録 が 最 も多 く、次 い で税 務 、上 下 水 道 関 係 の事 務 と な って い る 。

(4)都 道 府 県 で は大 型 機 の比 率 が高 くな りつ つ あ り(64セ ッ ト、13%)、 ま た各 省 庁 に比 べ 、外 国機

の比 率 が 高 い(都 道 府 県81セ ッ ト13.1%、 市 区町 村81セ ッ ト8.6%)。

(5)買 い取 り機 が 多 く、都 道 府 県 で は413セ ッ ト(67、0%)、 市 区 町村411セ ッ ト(43.7%)と な っ て

い る。

D情 報処理関係予算の概況

1982年 度 の 国 の 情 報 処 理 関 係 予 算 の 概 要 は,3-3-5表 の と お り、 総額2,139億614万 円 で 、前 年 度

に比 べ4.8%と 伸 び が鈍 化 して き て い る(1981年 度 は対 前 年 比11.7%の 伸 び率)。

1982年 度 の予 算 の 特 色 と して は、 次 の点 が あ げ られ る。

(1)ゼ ロ ・シー リ ン グの方 針 もあ り、前 年 に比 べ 、伸 び が4.8%と 著 し く低 くな っ て い る。 特 に特 別

会 計 で の伸 びが低 い 。

・一般 会 計106 .6(前 年104.6)

・特 別 会 計103 .7(前 年116.3)

(2)経 費 区 分 で み ると 、 コ ン ピ ュー タ運 用 等 経 費 の伸 び が最 も高 くな っ て い る。

1982年 度 にお い て 、 コ ン ピュ ー タの 新 規 導 入 が予 算 化 さ れ た もの は、 次 の と お りで あ る。

3-3-5表1982年 度 情 報処 理 関 係 予算 (単 位:千 円)

会計区分

経費区分

一般会計 特別会計 計
対前年度当初予算比(%)

一般会計 特別会計 計

コ ン ピ ュー タ運 用 等経 費 44,824,450 110,062,451 154,886,901 109.7 103.6 105.3

情 報 シス テム開 発経 費 2,840,084 2,578,047 5,418,131 94.6 92.3 93.5

情報処理振興等経費 33,607,646 19,993,462 53,601,108 103.8 105.7 104.5

計 81,272,180
132,633,960

(8,193,650)

213,906,140

(8,193,650)
106.6 103.7 104.8

〈注〉()内 は国庫債務負担行為額で外数である。 資料:行 政管理庁調べ
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警察庁情報管理課ACOS-550

環境庁(国 立水俣病研究センター)FACOMM-130F

国税庁官房企画課FACOMM-380ACOS-1000

厚生省(腎 移植センター)ACOS-250

気象庁TOSBAC7170(4台)

郵政省(貯 金局事務センター)TOSBAC7170(5台)

(3)情 報 システム開発の経費は、一般会計、特別会計とも減少しており、緊縮予算の影響を最も強 く

受けている。

1982年度において、新規 システム開発経費として予算化されたものは、次のとおりである。

統合気象通信用電算機のプログラム開発(防 衛庁)

不動産登記関係制度の運用(法 務省)

データベース開発(外 務省)

農業協同組合検査情報システム(農 林水産省)

郵送調査自動化システム(農 林水産省)

卸売市場高度情報処理システム(農 林水産省)

法令シソーラス検索システム(通 商産業省)

海洋情報システム(海 上保安庁)

都市計画データバンク(建 設省)

画像等情報システム(建 設省)

(4)情 報処理振興等経費は、前年度に比べて、次の経費が増加 している。

科学技術庁(日 本科学技術情報センター出資および助成、動力炉 ・核燃料開発事業団出資および助

成、日本原子力船研究開発事業団出資および助成)

厚生省(救 急医療情報センター運営)

文部省(大 学関係電子計算機関係設備経費)

通商産業省(第5世 代コンピュータの研究開発、科学技術用高速計算システム研究開発、光応用計

測制御システムの開発)

E行 政情報処理の推進方策

現在、政府は最重要課題として行政改革の推進に取 り組んでおり、行政情報システムが行政の簡素

化、合理化、さらには行政水準の向上に寄与すべき役割も、ますます重要となってきている。

特に行政情報システムは、その進展に伴って国民の社会経済活動とのかかわりを拡大 してきており、

こうした意味で、行政情報の総合的活用、プライバシー保護等について積極的な対応を迫 られている。
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そこで、行政管理庁では、上述の観点から1982年度の行政情報処理の施策を、次の事項を重点とし

て実施することとしている。

(1)行 政情報 システムの高度利用の推進

行政情報 システムの高度利用に関しては、1980年 度から名省庁の参加 ・協力を得て、各省庁情報処

理担当課長会議のもとに、①総合部会、②効率化部会、③データベース部会、④要員部会を開催し、

基本方策の検討を行い、1982年 度当初に、これら部会の検討結果をとりまとめた。

その概要は、次のとおりである。

〈総合部会〉

① 行政機関における情報システムの開発計画については、視点と基本目標を明らかにするとともに、

情報システム開発計画の作成 と調整、開発体制の整備、技術の普及を図る。

② コンピュータ利用およびシステム開発に関する企画 ・調整機構については、機能の充実、高度技

術要員の確保および企画 ・調整担当課長会議の開催を行う。

③ ハー ドウェアおよびソフトウェアの調達については、選定 ・評価の方法、体制等に関し、標準手

続きの確立、評価技法の研究開発、体制の整備と要員の育成、指導 ・助言機能の確立、技術の普及を

図る。

〈効率化部会〉

① コンピュータの運用管理については、システムの稼動分析 ・予測評価の体制の整備 ・確立、要員

の育成、稼動状況測定 ・分析内容の充実、運用管理 ・改善計画の作成、関連技術の開発、サポー ト体

制の確立、共同利用の推進を図る。

② ソフ トウェアの利用 ・管理については、開発 ・保守の効率化の観点から、開発技法の積極的利活

用、ソフ トウェア開発 ・プロジェク ト管理の高度化を図るとともに、ソフ トウェアの有効利用のため、

所在案内システムの整備、基盤整備を図る。また、 ドキュメン ト管理の徹底、プログラム ・ライブラ

リーの体系的整備を推進する。

③ データの保護については、データ保護管理規程の整備、要保護データの指定の推進、監査制度の

確立、専門要員の育成 ・確保を図る。

〈データベース部会〉

① 行政データベース化については、データベース形成に関する トータル計画の策定、体制 ・機能の

整備、省庁間のデータベース開発に係る協議 ・調整体制の確立、技術の蓄積強化を図る。

② 行政データの省庁間相互利用については、データの提供方法の簡素化、提供範囲の拡大を図ると

ともに、クリアリング機能の整備、各種標準化を推進する。

③ 行政データの社会的活用については、省庁間利用と同様に体制整備、流通手段の確立、クリアリ

ング機能の整備、標準化の推進、側面的課題の検討を行う。
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〈要員部会〉

① 行政情報 システム要員の業務内容、必要な知識 ・技術、資質、適性等を分析する。

② 要員の育成経路の指針となるジョブ ・ローテーション、キャリア ・パスのモデルを作成する。

③ 研修体系の策定と省庁間等における人事交流を促進するための基盤 を整備する。

④ 業務委託、外部要員の利用に関する手続き ・評価等の基準を作成し、外部 リソースを有効的に活

用するための基盤を整備する。

1982年 度は、これらの成果を踏まえ、政府全体の見地から基本方針を策定するとともに、次の施策

を具体的に検討 ・推進する。

① 各省庁におけるデータベースの計画的整備、行政情報の相互利用 ・流通拡大についての基本方策

の確立および行政情報の所在案内機能の整備のための、関連データの整備 ・システム開発の着手を行

う。このため、各省庁参加による行政データの総合利用研究会を開催 し、方策の検討を行うこととし

ている。

また、コンピュータ利用の効率化の推進のための、調査研究と指針の作成を行 う。

これまで指針として、費用対効果分析方法、稼動分析方法、ソフ トウェアの開発 ・保守のための標

準 ドキュメント、システムの選定方法、ソフトウェアの開発技法の適用方策、データベースの管理方

法、システム ・コントロールの実施方法をとりきめてきたが、1982年 度はソフ トウェア開発のプロ

ジェク ト管理、コンピュータ・システムのパフォーマンス評価システム、ソフ トウェアの評価方法等

の調査研究を行う。

② 行政電話網の長野、金沢、熊本、那覇への拡大、通話地域の拡張 ・機能の充実を図るとともに、

行政機関相互のデータ伝送網の実用化のための調査検討を行う。

③ 電子計算機共同利用施設における共通利用システム(法 令検索、国会会議録検索)の 諸機能の拡

充、各省庁との間におけるオンライン化の推進および個別事務処理に係る支援措置の強化、ならびに

行政情報の効果的な提供に関する新 システム(行 政施策情報システム)の 開発を行う。

④ 行政情報システムの高度利用のための要員の養成 ・確保に関する問題点の把握、および要員計画

のあり方とその推進方策の検討、ならびに各省庁合同研修としての行政管理セミナーの研修内容の充

実を図る。

⑤ 電子計算機等情報機器の総合的 ・計画的利用の促進に関 しては、1981年2月28日 に閣議了解を

行ったが、推進体制の整備、推進方策の作成等、具体的な措置を検討する。

このため、情報機器総合利用方法研究会を開催 し、実態調査、技術動向の把握、行政事務の特性分

析、総合利用体系の検討を行 う。

(2)プ ライバシー保護対策の推進

プライバシー保護対策については、行政情報システムの進展に即応し、国際的な動向をも踏まえて、



第3章 行政 におけるコンピュータ利用 と政策121

プ ラ イバ シー保 護 研 究 会 の検 討 結 果 に基 づ く具体 的措 置 の 推 進 を図 ると と も に、 関係 行 政 機 関 等 との

協 議 ・連携 を強 化 す る。

(3)行 政情 報 システ ム に関 す る 国際 協 力 等 の 推進

近 年 の行 政情 報 シス テ ム に関 す る 国際 交 流 、 国 際 的相 互 調 査 等 を必要 とす る分 野 の拡 大 等 の 状 況 に

対 処 す る ため 、行 政 情 報 シス テム に関 す る国 際 協 力 、 国 際機 関 等 との情 報 交 換 、 関係 省 庁 間 の 調 整 等

を推 進 す る。

と くにESCAP(EconomicandSocialCommissionforAsiaandthePacific)へ の 指 導 者 の 派 遣

と総 会 へ の積 極 的 参 加 、OECD会 議 、ICA(lnternationalCouncilforADP)会 議 へ の 参 加 を予 定
ノ

している。

(4)調 査研究等

行政情報システムに関する調査研究については、引き続 き行政の合理化に資する具体的かつ波及効

果の高いものに重点を置いて推進する。

また、行政情報システムに関する研究会議等 を開催 し、調査研究の成果の普及、地方公共団体との

連携強化を図る。

1982年 度において、行政情報処理調査研究費により調査研究を実施するテーマは、次のとおりであ

る。

① 標本調査設計 システムに関する調査研究(行 政管理庁)

② システム開発のプロジェクト管理に関する調査研究(行 政管理庁)

③ 情報機器の総合利用方法に関する調査研究(行 政管理庁)

④ 行政機関における文書処理伝送 システムに関する調査研究(行 政管理庁、郵政省)

⑤ 地域保健情報データベースの開発に関する調査研究(厚 生省)

⑥ 保管ファイル管理システムとリンクした応答式プロセッサーの調査研究(農 林水産省)

⑦ 指定地域情報の電算管理システムに関する調査研究 健 設省)
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⑭ わが国のコンピー タ麟

1情 報産業の構成

通商産業大臣の諮問機関である産業構造審議会の情報産業部会は、1981年6月15日 に答申を発表 し

たが、その中で、「情報化」を次のように定義 している。

「情報化 とは、情報を物質、エネルギーに次ぐ第3の 要素として認識 し、その生成、加工、伝達、

蓄積、利用を意識的に行おうとする活動の総体である」

情報産業 とは、情報化を供給面から支える産業の総称であり、広義には、放送、出版、新聞、教育、

4-1-1図

情 報 産 業 の生 産 高

出所:

通産省
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「生産動態統計」

000億 円 一

、 欄 処醜 業
25,356

[]・ ンピュータ麟

[コ 鰍 回路 へ
6.6981

000億 円 一

21,040

一
16,518

5,966

11∨へ
13,404

4,602

14,781

11,23./へ 修髪 12,956

,000億 円 一 9,598

2,453懸、,339/

〉/

修
3,070

修/

4,126

∴ 11,245

＼ 9,102
.

・ ,.

・

7,193 ■ ●'

.…

・

.

● ●

5,890 5,412

6,189 /
■ ●.

■.・

● ・.

● ● ◆

●..

:二二二

/
.・ ・

■ ●.

■.・

◆ ・ ・

5,702 曾
888

/
■ ・.

● ■..

・.・

・ ・. ● ・A

● ● ・ ●

～ ● ● ・ ●.. ・.・
右 ・.

/ 卜 ・.
・

.⑳.・

2,814 3,829
■..

舎 ・.

■ ■ ・

・

⑳ ● ・

1,255
■.会

1,176
1,971
■ ■.

2,085
.

・ ・.・ ・q

● ・.

.●.冑

● ・.

...

.■.

右..

右 ・.

.■ ・

■ ● ・ :

年 度19741975197619771978197919801981



第1章 わが国の コンピュータ産業125

調査 研 究 な どの産 業 を含 むが 、 そ の 中核 は、 コ ン ピュ ー タ機 器 ・シ ス テム を提 供 す る コ ン ピュ ー タ産

業 と 、 コ ン ピ ュー タを活 用 して 各種 サ ー ビス を提 供 す る情 報処 理 産 業 の2つ で あ り、 この2つ だ け を

指 して情 報 産 業 と称 す る こと も多 い 。以 下 に お いて は、 情 報産 業 を コ ン ピュ ー タ産 業 と情 報 処 理 産 業

に絞 っ て論 議 を進 め て ゆ く。

一∵ll難迦 ∵
_

わ が 国の 情 報 産業 の生 産 高 は、4-1-1図 に示 す とお りで 、ハ ー ドウェ アの 生 産 高 が大 半 を 占め

て い る 。

・‡ 翌
.。設置状況の推ダ 韓 〒90

80

出所:通 商産業省 「納入下取調査」
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2コ ン ピュ ー タ産 業 の現状

(1)コ ン ピ ュ ー タ実 動状 況 ・納 入 状 況

わ が国 に お け る コ ン ピュ ー タの 導 入 は着 実 に進 ん で き て い る。設 置金 額 ベ ース(ス トック)で 見 る

と、1960年 代 半 ば は年 率30～40%、1970年 代 前 半 に お い て も年 率20%内 外 の 高 い伸 び率 を記録 した。

1970年 以 降 も、 そ の速 度 は若 干 鈍 化 した もの の 、 な お年 率10%以 上 の伸 び を示 して い る(4-1-2

図 参 照)。

こ れ を 受 け て、 わ が 国 の コ ン ピュ ー タ納 入 台数(フ ロ ー)も 着 実 に伸 び て い る(4-1-3図 参

照)。 ま た最 近 、納 入 金 額 に比 べ 、 納入 台数 の伸 び が 著 しい こ とか ら、小 型 ・超 小型 機 種 の納 入 台 数

が著 しく伸 びて い る こ と が わか り、 そ の原 因 と して 、 オ フ ィス ・コ ン ピュー タの急 速 な普 及 が 考 え ら

れ る。

納 入 台数
4-1-3図(千 台)18

コン ピ ュー タ 納 入状 況 の 推 移

出所1通 商産業省 「納 入下取調査」
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4-1-1表 竃子計算機 システム生産実績年別推移 (単位:百 万円)

デ ィ ジ タ ル 型 電 子 計 算 機 関 連 装 置 総 計
アナ ロ グ

暦 年
計 算 機 本 体 付 属 装 置 電 子

型 電 子
(イ)+(ロ)

伸び率

一般用
制御用 計(イ)

伸び率
外部記憶
装 置

デ ー タ

装 置

入 出 力

端末装置
計 回

計

(イ)+(ロ)

伸び率
計 算 機
応用装置

ψ寸

補助装置

(→
計 算 機

㈱

+を 寸+

←)+(ホ)

1965 16,595 944 17,539 20.4 6,240 6,991 766 13,997 31,536 116.5 1,425 3β96 1,142 37,499 47.4

1966 26,880 1,105 27,985 59.5 9,725 10,189 724 20,638 48,623 54.2 1,743 14,566 1,014 65,946 75.9

1967 43,437 1,453 44,890 60.4 16,068 24β06 1,539 4L913 86,803 78.5 2,883 15,619 1,049 106,354 61.3

1968 62,426 4,387 66,813 48.8 36,396 33,590 4,564 74,550 141β63 62.9 4,486 16,791 1,147 163,787 54.0

1969 76,242 6,109 82,351 23.3 46,373 38,093 3,798 88,264 170,615 20.7 5,953 17,842 1,534 195,944 19.6

1970 115,932 9,511 125,443 52.3 78,276 48,143 17,913 144,332 269,775 58.1 13,532 25,309 1,847 310,463 58.4

1971 141,860 8,410 150,270 19.8 86,450 51,427 23,077 160,954 311,224 15.4 10,217 22,815 2,093 346,349 11.6

1972 184,004 7,818 191,822 27.7 81,771 82,499 26,106 190,376 382,198 22.8 12,644 23,941 1,905 420,688 21.5

1973 203,062 11,888 214,950 12.1 99,440 78,226 35,433 213,099 428,049 12.0 18,181 25,609 557 472,396 12.3

1974 283,164 11,349 299,513 39.3 123,378 57,939 55,579 236,896 536,409 25.3 23,145 28,459 1,021 589,034 24.7

1975 246,303 12,817 259,120 △13.5 106,772 56,648 74,855 238,255 497,375 △7.3 19,679 23,521 671 541,246 △8.1

1976 229,669 10,936 240,605 △7.1 147,659 60,233 126,332 334,224 574,829 15.6 2L123 22,512 433 618,897 14.3

1977 278,664 15,912 294,516 22.4 139,919 70,756 153,396 364,071 658,587 14.6 35,250 25,012 435 719,284 16.2

1978 366,684 13,170 379,854 29.0 174,621 88,152 177,069 439,842 819,696 24.5 52,504 38,048 *一 910,248 26.5

1979 447,033 11,447 458,480 20.7 195,800 100,763 235,338 531,901 990,381 20.8 73,702 45,236 一 1,109,319 21.9
,

1980 461,548 27,536 489,084 6.7 230,881 120,121 279,209 630,211 1,119,295 13.0 114,799 40,357 一 1,274,451 14.9

1981 538,527 28,145 566,672 15.9 270,310 116,654 36,426 一

*1978年 のアナログ型電子計算機の実績は 、計算機本体のL般 用」 に含めてある。 資料:通 産省調査統計部調べ
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4-1-4図 コンピュータ輸出入動向

① 対世界全体
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(2)生 産 状 況

外 資 系 を含 む コ ンピ ュー タ ・メー カ ー に よ る コ ン ピュ ー タ ・シ ス テム の 国内 生 産状 況 は 、4-1-

1表 の と お りで あ る。 生 産 高 は 、1980年 で1兆2,745億 円 と な っ て お り、規 模 か らす れ ば 、 さ ほ ど大

き な産 業 とは い え な いが 、年 率15～25%程 度 の 高 い成 長 を示 して お り、 メ ー カ ーの投 資 意 欲 も高 く、

き わ めて 成長 性 の 高 い産 業 で あ る 。

(3)輸 出 入状 況

1981年 の コ ンピ ュ ー タ ・シス テ ム の輸 出 は、 前年 比15.8%の 大 幅 な伸 び率 を示 した(4-1-4図

① 参 照)が 、輸 入 の 伸 び も大 き く、対 米 で は依 然 と して大 幅 な 輸入 超 過 と な って い る(4-1-4図

② 参 照)。 な お 、輸 入 額 の 中 で は 、 日本IBMが ウェ イ トを占 め て い る。 こ れ らは 、 コ ン ピュ ー タ産

業 が 、 拡 大 す る世 界 市 場 の 中 で激 しい競 争 を して い る こ との 現 れ で あ り、 アメ リカ系 メー カー の 日本

への 投 資 意欲 や 日本 メ ー カー の 海外 進 出意 欲 を も考 え合 わせ る と、今 後 も、 この業 界 で は、 世 界 的規

4-1-5図JECCコ ン ビ;一 夕購 入 規模
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模 で ダイ ナ ミッ クな活 動 が続 くもの と思 わ れ る。

(4)日 本 電 子 計 算機 株 式 会 社(JECC)の 活 動状 況

コ ン ピュ ー タ販 売 の主 流 で あ る レン タル制 度 に伴 う販 売 資 金 の 負担 を緩 和 し、国産 メ ー カー の販 売

体 質 を強 化 す る た め に 、 日本 電 子 計 算 機 株式 会 社(JECC)が 、1961年8月 に国産 メー カー7社 の 共

同 出 資 に よ り設 立 され 、株 主 で あ る国 産 メー カ ー に代 わ っ て レン タル資 金 の 調 達 を行 う こ と とな っ た。

以後 、JECCの コ ン ピュ ー タ購 入 お よ び稼動 資 産 残 高 の推 移 は4-1-5図 の と お りで あ る。

3コ ン ピュ ー タ産 業 の課題

1975年12月 、 コ ン ピュ ー タ につ い て の資 本 ・輸入 の完 全 自由化 が 完 了 し、1976年4月 に は情 報 処理

産 業 につ いて の 資本 の100%自 由化 も完 了 した 。

こ の よ うな 自由化 措 置 に もか か わ らず 、 わが 国 の コ ンピ ュー タ産 業 は、 新機 種 の 開発 の成 功 等 に よ

り、前 節 に おい て概 観 した よ う に、 よ うや く産 業 と して 自立 しつつ あ る。 現在 で は わが 国 は 、 ア メ リ

カ に 次 ぐコ ン ピ ュー タ保 有 国 と な って お り、か つ アメ リカ を除 き 、 その 過 半 数 が 国産 機 で 占 め られ て

い る 唯一 の 国 で ある と い われ て い る。

しか しなが ら、 コ ン ピュ ー タ産 業 に は依 然 次 の よ うな問 題 が あ る。 す なわ ち、 この産 業 は技 術 集約

度 が高 く、巨 大 な資 本 調 達 力 を要 す る た め 、市 場 へ の参 入 障壁 は き わ めて 高 い 。 この ため 、世 界 市場

の約56%をIBMI社 が 占 め 、 か つ ア メ リカ系 メ ー カ ー で約80%の シ ェ ア を有 す る典 型 的 な 寡 占体 制

が成 立 して お り、 こ の 中 で 国産 メ ー カ ー は世 界 市 場 の7.2%を 占 め て い る にす ぎな い(4-1-6図

参 照)。

コ ン ピュ ー タ産 業 はス ケ ー ル ・メ リ ッ トが き わ めて 大 き く作 用 す ると い う特 徴 を有 して い るた め 、

わ が 国 企業 と外 国企 業 との 間 に は 、依 然 と して技 術 開 発 力 、資 金 調 達 力 、市 場 開 拓 力等 の点 で大 き な

格 差 が存 在 す る。

こ う し た 中 で 、IBMは わ が 国 に お い て1980年11月 に 、第4世 代 コ ン ピュ ー タ の は し り で あ る

3081Dを 発 表 し、 ま た1981年12月 に3081K,1982年4月 に3083J.B.E,1982年9月 に3084,3081G

を発表 した 。 この308Xシ リー ズ は 従来 の機 種 に比 べ て、 コス ト ・パ フ ォー マ ンス が格 段 に向上 した

新機 種 で あ り、 これ を契 機 に 、 コ ン ピ ュー タは い よい よ第4世 代 へ突 入 す る こ とに な っ た。

ま た、 コ ン ピュ ー タ関税 は 、1979年7月27日 東 京 ラ ウ ン ド関 税 交渉 に よ り前 倒 しに税 率 を引 き下 げ、

1987年 には 、本 体4.9%、 周 辺 端 末6.0%と す る こと と な った が、 これ に加 え て1982年 の市 場 開放 策 第

二 弾 と して 、 関税 率 引 き下 げ時期 を繰 り上 げて 、1983年4月 か ら本体4.9%、 周 辺 端 末6.0%と す る こ

とが 予 定 され て い る。

この よ うに 、 内外 の 環 境 に は厳 しい もの が あ る が 、 わが 国の コ ン ピュ ー タ産 業 は、今 後 、次 の よ う
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4-1-6図

世界 の メ ー カー別 コ ン ピュ ー タ 設 置状 況(金 額 ベ ー ス)

米
国
外
設
置
額

そ の他 他 の 米 系

(8.1%)メ ー カー

(12.6%)

も

IBMシ ェア

(25、5%+3・.・%-55.5%)オ

や'

米
国

兇
謹
額

(42.6%)

(設 置 金 額136,680百 万 ドル 、1980年12月 末 現在)

IDC調 査 等 に 基づ き試算

〈注〉 その 他 は 、ソ連 ・東 欧 お よび オー ス トラ リア に 設置 され て い る コン ピ ュー タ であ るが 、

その メー カ ー 別 シェ アは 不 明 で あ る。

な課 題 を克服 して いか ね ばな らな い 。

第1に 、第5世 代 コ ン ピ ュー タの よ う な独 創 的 、先 進 的技 術 の研 究 開発 に積 極 的 に取 り組 まね ば な

らな い こ とで あ る 。今 まで 、 わ が 国 は 、欧 米 先 進 国 で開 発 され た技 術 の導 入 に頼 っ て き たが 、 開発 の

手 本 がな くな りつ つ あ る現 在 、未 踏 分 野 の 技 術 開発 に着 手 す る こ とが 要 請 され る。

第2に 、情 報 化 に伴 う コ ン ピュ ー タ ・ニ ーズ に対 応 して い く こと で あ る。 単 に汎 用 機 の み な らず 、

科 学 技 術 計算 用 の ス ーパ ー ・コ ン ピュ ー タか ら、家 庭 や個 人 で使 わ れ るパ ー ソナ ル ・コ ン ピ ュー タに

至 る まで の用 途 ・機 能 にあ わ せ た専 用 機 を多 く供給 して いか ね ば な らな い。

第3に 、 円滑 な国 際 的展 開 を はか る こ とで あ る。 現 在 、 わ が国 の コ ン ピュ ー タ産 業 は世 界 か ら注 目

され てお り、半 導 体 や パ ー ソ ナル ・コ ン ピュ ー タで は貿 易 摩擦 を生 じつ つ あ る。 この な か で 、 国際 的

ニ ー ズの的 確 な把 握 、技 術 開 発 の 強 化 をは か る と と も に、相 手 国 の 国情 を踏 ま え、 現地 生 産 や技 術 協

力 も含 め 、多 面 的 な 国 際的 展 開 が 必要 で あ る。
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第2章 わが国の情報処理産業

1情 報処理産業の意義と役割

コンピュータとこれに伴う情報処理は、いわば経済社会の神経系として拡大を続け、複雑化を増そ

うとするわが国経済社会の効率 を高め、その機能を円滑にし、調和ある発展を助けるものである。

しかしながら、このような情報化の進展は、だれもがコンピュータを利用 しその恩典に浴 しうるよ

うな情報処理が、安価なコス トでかつ安定的に行われることが前提となる。

情報処理に対するニーズは、1980年 代における情報化の新 しい展開に伴い、飛躍的に増大するもの

と考えられる。

情報処理産業は、このような情報処理ニーズに応え、情報処理技術の提供によって産業全体および

社会全体の情報化を促進 し、効率の高い活動を保証 しようとするものであり、この産業に対する期待

は、ますます大きなものとなっている。

このように、1980年 代におけるわが国情報化社会の実現のために、大きな意義をもつ情報処理産業

には、

① 経済活動の広範かつ高度に専門化された分野に情報処理技術 をサービスするスペシャリス トとし

ての役割

② すぐれた技術と生産性向上の努力によってユーザーの情報処理コス トの低減を図る役割

③ 情報処理技術をてこに、異企業間、異業種間の情報処理システムのコーディネーターとして、わ

が国経済社会のシステム化を促進 していく役割

等が強く望まれている。

わが国の情報処理産業は、4-2-1図 のように、

① コンピュータ・プログラムの作成を行うソフトウェア業

② コンピュータを利用 して種々の計算を行う情報処理サービス業(計 算センター等)

③ コンピュータを利用 して情報を検索、提供する情報提供サービス業(デ ータベース ・サービス

等)

とに大別され、技術開発の推進、通信回線の開放等を契機として、今後飛躍的な発展が期待 されてい

る。
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4-2-1図

情報処理産業の位置

づ け
(業 務 内 容)

一… コ ン ピュ ー タ ・半導 体 ・集積 回 路の 製 造 ・販 売

一ーーーソ フ ト ウ ェ ア ・ハ ウ ス

… 一計算 セ ン ター等

等… デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビ ス 等

2情 報処理産業の現状

1980年 に お け るわ が 国情 報 処 理 産業 全 体 の売 上 高 は6,698億 円 、事 業 所 総 数 は1,731事 業 所 、 企 業 数

は1,343社 を数 え 、 こ こ5年 間 、年 率 平 均20%程 度 の高 成 長 を遂 げ て い る。

しか し,1970年 以 降 に設 立 され た企 業 が 半 数 以上 を占 め る な ど、 産業 と しての 歴史 が新 しい こ とや 、

通信 回線 の 利 用 制度 、 ソフ トウ ェア の法 的 位 置 づ け、 ソ フ トウ ェ ア流通 の遅 れ 、 そ の他 も ろ も ろの 本

産 業 を取 り巻 く環 境 条 件 の 不備 の た め に 、売 上 高 上 位 企 業 で も い ま だ に年 間 売 上 高100億 円程 度 、約

半 数 の事 業 所 が年 間 売 上 高1億 円以 下 と、 まだ ま だ未 成 熟 な 発 展段 階 に あ る。

さ らに細 か くみ る と 、一 概 に情 報 処 理 産 業 とい っ て も 、 ソ フ トウェ ア の開 発 お よび販 売 、計 算 そ の

他 の情 報 処 理 サ ー ビス 、 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス(情 報 提 供 サ ー ビス)な ど多 岐 に わ た って お り、 こ

の う ち で最 も大 き い の は 、情 報 処 理 サ ー ビス の う ちの 計 算 業 務 で あ り(約32%) 、最 近 で は 、 ソ フ ト

ウ ェ ア開 発 、 プ ロ グ ラ ム作 成 の ウエ イ トが か な り高 ま りつ つ あ る(約28%)。 ま た、 デ ー タベ ー ス ・

サ ー ビス の 割 合 は、 わ が 国 で はか な り低 く(約8%)、 先 進 諸 外 国 に比 べ 著 しく遅 れ て い る分 野 と い

え よ う。

ソ フ トウェ ア の開 発 お よび販 売 を主 とす る ソ フ トウ ェ ア業 に お い て は、市 場 で販 売 され る既 製 品 の

ソ フ トウ ェ ア で あ る ソ フ トウェ ア ・プ ロ ダ ク トの割 合 が極 端 に 少 な く、 ほと ん どが個 別 の注 文 に よ る

委 託生 産 で あ り、 ソ フ トウェ ア ・プ ロ ダク トの 割 合 が 全 ソフ トウ ェ アの半 額 を超 えた とい われ る米 国

とは好 対 照 を な して い る 。

計算 その 他 の 情報 処 理 サ ー ビス を中心 と す る情 報処 理 サ ー ビス業 にお い て は、 オ ン ライ ン情 報 処 理

の 割合 は、 わが 国独 特 の通 信 回線 の厳 しい利 用 制 約 の 影響 に よ り、 諸外 国 に比 べ 著 し く小 さ く、 ほ と
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ん どの企 業 がバ ッチ処 理 を主 力 と して い る。

デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス業 は 、一 部 の株 価情 報 な ど を提 供 して い る先 発企 業 を除 く と、 よう や く こ

れ か らサ ー ビス を 開始 し、拡 大 して い こ う とす る企 業 が 多 い。 米 国 な どの デ ー タベ ー ス を ユ ーザ ー が

利 用 す る よ う取 り次 ぎ型 の サ ー ビス を行 って い る企 業 も多 く、未 発 達 の度 合 が 強 い 。

ま た最 近 で は、 マ イ ク ロ コ ン ピュ ー タ、 ミニ コ ンピ ュー タな どハ ー ドウェ アの 低 廉 化 と小型 化 を反

映 して、 ハ ー ドウェ ア と ソ フ トウェ ア を組 み 合 わ せ 、 コ ン ピュ ー タ応 用 の制 御 シス テム を作 っ た り、

機 能 を特 定 した シス テ ム機 器 を製作 し、販 売 した りす る、 シス テ ムハ ウス の成 長 も 目 ざま しい もの が

あ る 。

(1)売 上 高 の 推移

情 報処 理 産 業 の1980年 度 の売 上 高 は 、特 定 サ ー ビス業 実 態 調 査(通 産 省)に よ れ ば6,698億 円で あ

り、 そ の最 近5カ 年 間 の売 上 高 成長 状況 は4-2-1表 の と お りで あ り、年 平 均 の成 長 率 は20%で あ

る 。

従 業員 規 模 別 売 上 高 を見 る と 、4-2-2表 の とお り、従 業員50人 以 上 の事 業 所 の売 上 高 が全 体 の

77%を 占 め て い る。

(2)企 業 数

特 定 サ ー ビス業 実 態 調 査 に よ れ ば 、情 報処 理 企 業 数 は1,343社 、事 業 所 数 は1,731と な っ て いる 。

4-2-1表

最近5ヵ 年の売上高

成長状況

項 目 売 上 高
、

対前年度伸び 1企 業 当た り 1企 業 当た り

企 業 数 率 の年 間売上高 対前年度伸び

年度 (億円) (%) (百万円) 率(%)

1976 1,010 3,070 3.3 304 3.8

1977 1,309 4,126 34.4 315 3.6

1978 1β36 4,602 11.6 344 9.2

1979 1,390 5,966 29.6 429 28.4

1980 1,343 6,698 123 499 16.3

資料:特 定サー ビス業実態調査報告書

4-2-2表

従業員規模別売上高

(単 位:百 万 円 ・%)

項 目

従業員規模(人)

年 間 売 上 高 1事 業所 当た りの売上高

1975鞭1繊 比 1980年 度 構 成 比 ・ 1975年 度 1980年 度

1～4

5～9

10～29

30～49

50以 上

2,121

7,015

33,803

29,975

202,176

0.8

2.5

12.3

10.9

73.5

4,541

12,527

61,953

77,288

513,535

0.7

1.9

9.2

11.5

76.7

14

33

84

153

656

28

51

124

264

969

計 275,090 100% 669,844 100% 216 387

資料:特 定サー ビス業実態調査報告書
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(3)企 業 規模

資 本 金 規 模 別 で み る と 、1980年 度 で1,731事 業 所 の う ち資 本 金1,000万 円未 満 が692事 業 所 あ り、全

体 の39.9%を 占 め て い る。1,000万 円以 上1億 円未 満 の 事 業 所 が42.4%、1億 円以 上 の 事 業 所 は わず

か13.4%で あ る(4-2-3表 参 照)。

さ らに1980年 度 にお け る状 況 を1975年 度 と比 較 す る と 、資 本 金500万 円未 満 が17事 業 所 減 、 資 本 金

500万 円以 上1,000万 円 未満 が89事 業 所 増 、 資本 金1,000万 円以 上1億 円 未 満 が281事 業 所 増 、 資 本 金1

億 円 以上10億 円未 満 が71事 業 所 増 、 資 本金10億 円以 上 が5事 業所 増 と な って い る。

従 業員 規 模 別 従 業員 数 を1975年 度 お よび1980年 度 で比 較 す る と、50人 未 満 の事 業 所 に従 事 す る従 業

員 数 は、1980年 度 にあ っ て は全 体 の24.0%の22,383人 、1975年 度 に あ って は全 体 の28.8%の16 ,446人

で あ り、従 業 員数 で5,937人 の増 加 と な って い る(4-2-4表 参照)。

4-2-3表

資本金規模別事業所

数

項 目

資本金
1975年 度 1980年 度

1980年 度

構 成 比

6年 間伸 び率

C80/'75)

500万 円 未 満 426 409 23.6 △4.0

500万 円 ～1000万 円未 満 194 283 16.3 45.9

1000万 円 ～1億 円未 満 451 732 42.4 62.3

1億 円 ～10億 円未 満 132 203 11.7 53.8

10億円以上 25 30 1.7 20.0

資本金な し 48 74 4.3 54.2

計 1,276 1,731 100% 35.7%

資料:特 定サー ビス業実態調査報告書

4-2-4表

従 業員規模別従業者

数

(単 位:人 ・%)

項 目

従業員
規模(人)

従 業 者 数
6年 間

伸 び 率

('80/'75)

%

1事 業所当た りの

従 業 員 数

1975年 度 構成比 1980年 度 構成比 1975年 度 1980年 度

1～4 474 0.8 467 0.5 △1.5 3 3

5～9 L455 2.6 1,673 1.8 15.0 7 7

10～29 7,017 12.3 8,930 9.6 27.3 17 18

30～49 7,500 13.1 11,313 12.1 50.8 38 39

50以 上 40,718 71.2 70,888 76.0 74.1 132 134

計 57,164 100% 93,271 100% 63.2% 45 54

資料:特 定サービス業実態調査報告書

4--2-5表

情報処理産業の売上

高規模(単位:百 万 円)

宍 事業所数 売 上 高 1事 業所 当たり売上高 1人 当た りの売上高

1980 1,731 669β44 387 7.2

資料:特 定サービス業実態調査報告書
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ま た、1980年 度 に お け る1事 業 所 当 た りの 売 上 高 は3億8,700万 円、1人 当 た りの売 上 高 は720万 円

と な って い る(4-2-5表 参 照)。

(4)収 益 状 況

比 較 的 業 界 の上 位 企 業 を対 象 と して行 っ て い る、情 報 処 理 振 興事 業 協 会 の 「情 報 処 理 産業 経 営 実 態

調 査 報 告 書 」 に よ ると 、1980年 度 に お い て ソ フ トウェ ア業 で は、 全体 の売 上 高 は189社 全 体 で1,935億

円(1社 当 た りの 売上 高10億2,369万 円)に 対 し、経 常 利 益94億3,400万 円(1社 当 た り4,992万 円)、

経 常 利 益 率 に して4.9%と な っ て お り、 対 前 年 度 の 伸 び率 で は 、 売 上 高20.1%の 伸 び、 経 常 利 益

33.8%の 伸 び とな って い る。

情 報 処 理 サ ー ビス業 で は 、全 体 の 売 上高 は182社 で2,117億 円(1社 当 た り11億6,343万 円)に 対 し、

経 常 利 益91億9,100万 円(1社 当 た り5,050万 円)、 経 常 利 益 率 に して4.3%で あ り、対 前 年度 の伸 び率

で は 、売 上 高 で は15.1%の 伸 び、 経 常 利益13.5%の 伸 び で あ っ た(4-2-6表 参 照)。

(5)地 域 分 布

都 道 府 県 別 事 業 所 数 をみ ると 、圧 倒 的 に京浜 ・阪 神 地 区 が 多 く、東 京 、大 阪 、 神奈 川 、 愛知 、福 岡 、

広 島 の 順 で あ り、特 に東 京 都 へ の 集 中 が 著 し く、東 京 都 だ け で全 事 業 所 数 の43.1%、 全 売 上 高 の

57.9%を 占 め て い る(4-2-7表 参 照)。

⑥ 技 術 者 の 状 況

情 報 サ ー ビス業 の従 業 者 数 は 、1980年 度 で93,271人 で あ り、 そ の職 種別 構 成 比 を み る と、 キ ー パ ン

チ ャー23.9%、 プ ロ グ ラマ ー21.4%、 シ ステ ム ・エ ン ジニ ア14.7%、 管理 部 門12.8%で あ る。 職種 別

構 成 比 の 推 移 をみ る と、 シ ス テ ム ・エ ン ジニ ア が 急 増 して お り、 ま た オ ペ レー タ ーの 減 少 が 目立 つ

(4-2-2図 、4-2-8表 参 照)。

4-2-6表 損 益 状 況 (単 位:百 万 円 ・%)

業 種 項 目 1979年 度 対売上高比 1980年 度 対売上高比 対前年度比

売 上 高 315,134 100.00 405,222 100.00 17.41

情報処理産業 営 業 費 用 327,249 94.82 383,547 94.65 1720

(371社) 営 業 利 益
'17

,885 5.18 2L675 5.35 21.19

経 常 利 益 15,152 4.39 18,625 4.60 22.92

売 上 高 161,090 100.00 193,478 100.00 20.11
う ち

営 業 費 用 152,690 94.79 182,441 94.30 19.48
ソ フ トウ ェア 業

(189社)
営 業 利 益 8,400 5.21 11,037 5.70 31.39

経 常 利 益 7,051 4.38 9,434 4.88 33.80

うち
売 上 高 184,044 100.00 211,744 100.00 15.05

営 業 費 用 174,559 94.85 201,106 94.98 15.21
情報処理サー ビス業

営 業 利 益 9,485 5.15 10,638 5.02 12.16

(182社)
経 常 利 益 8,101 4.40 9,191 4.34 13.46

資料:情 報処理振興事業協会 「情報処理産業経営実 態調査」
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4-2-7表 1979年 度 における都道府県別 事業所数、従業者数、年間売上高、

上高、従業者1人 当た り年間売上高

1事 業所当た り従業者数 ・年 間売

1事 業 所 当 た り 従業者1人 当

都道府県別 事業所数 従業者数
(人)

年間売上高
(百万円)

従業者数
(人)

年間売上高
(万円)

た り年間売上

高(万 円)

計 1,731 93,271 669,844 54 38,697 718

北 海 道 52 1,425 9,815 27 18,875 689

青 森 .4 153 818 38 20,457 535

岩 手 6 322 1,639 54 27β10 509

宮 城 23 961 7,342 42 31,923 764

秋 田 7 215 1,515 31 21,637 704

山 形 7 233 L273 33 18,193 547

福 島 15 445 2β02 30 15,350 517

茨 城 15 1,016 4,907 68 32,710 483

栃 木 10 362 2,263 36 22,629 625

群 馬 12 821 4,178 68 34β19 509

埼 玉 31 999 4,001 32 12,908 401

千 葉 30 938 5,121 31 17,069 546

東 京 746 48,214 387,886 65 51,995 805

神 奈 川 86 6,975 57,768 81 67,172 828

新 潟 29 896 5,606 31 19,330 626

富 山 12 554 2,959 46 24,658 534

石 川 16 559 2,694 35 16,840 482

福 井 9 375 2,270 42 25,226 605

山 梨 8 263 1,038 33 12,972 395

長 野 22 1,000 5,203 45 23,648 520

岐 阜 14 285 1,538 20 10,985 540

静 岡 22 840 3,493 38 15,878 416

愛 知 95 3,923 26,566 41 27,964 677

三 重 4 197 1,187 49 29,684 603

'⊥Lカ ロ

滋 貝 11 404 1,579 37 14,357 391

京 都 18 942 4,842 52 26,899 514

大 阪 210 11β72 73,709 54 35,099 648

兵 庫 22 1,315 7,169 60 32,585 545

奈 良 1 x 克 π 工 工

和 歌 山 2 x x π π κ

鳥 取 6 194 796 32 13,265 410

島 根 8 101 691 13 8,632 684

岡 山 14 858 4,594 61 32,812 535

広 島 42 1,719 8,069 41 19,211 469

山 口 13 340 1,712 26 13,169 504

徳 島 4 87 819 22 20,478 942

香 川 8 300 L722 38 21,528 574

愛 媛 9 308 1,560 34 17,335 507

高 知 9 235 1,065 26 11,838 453

福 岡 42 1,719 10,136 41 24,133 590

佐 賀 4 144 475 36 11,879 330

長 崎 5 199 808 40 16,163 406

熊 本 12 327 1,792 27 14,935 548

大 分 5 188 LO85 38 21,703 577

宮 崎 5 255 1,661 51 33,214 651

鹿 児 島 3 140 888 47 29,614 635

沖 縄 3 122 1,054 41 35,130 864

資料:特 定サー ビス業実態調査報告書
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4-2-2図
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資料:特 定サービス業実態調査 報告書

4-2-8表 情報サービス業務の職種別,男 女別従業者数お よび構成比(年 次別)

区
実 数(人) 構 成 比(%)

分
1979年 1980年 1976年 1977年 1978年 1979年 1980年

情 ス 計 90,732 93,271 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

報 業
サ 務
|部

個 人事 業主 家族 従業 者

ま た は 有 給 役 員
4,715 4,539 4.8 5.6 6.1 5.2 4.9

ピ 門 常 時 雇 用 従 業 者 86,017 88,732 95.2 94.4 93.9 94.8 95.1

計 90,732 93,271 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

職
管 理 部 門 11,678 11,955 12.7 13.2 12.6 12.9 12.8

研 究 員 2,558 2,632 3.2 2.8 2.8 2.8 2.8

種
シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア 12,451 13,673 11.9 13.1 13.4 13.7 14.7

プ ロ グ ラ マ ー 18,389 19,968 19.5 19.4 19.5 20.3 21.4

別
オ ペ レ ー タ ー 10,862 11,298 13.3 13.0 12.7 12.0 12.1

キ ー パ ン チ ャ ー 21,587 22,300 27.6 26.0 26.4 23.7 23.9

そ の 他 13,207 11,445 1L8 12.5 12.6 14.6 12.3

男
計 90,732 93,271 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

女 男 58,264 59,546 60.9 62.1 61.5 64.2 63.8

別 女 32,468 33,725 39.1 37.9 38.5 35.8 36.2

資料:特 定サー ビス業実態調査報告 書
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(7)業 務 内容

業 務 内 容 は、事 務 計 算 が27.1%、 ソフ トウ ェ ア開 発 ・プ ロ グラ ム作 成 が23.0%、 カー ド ・パ ン チが

11.1%を 占め て い る。業 務 全 体 に占 め る構 成 比 の 年 次 別 推移 を み る と、事 務 計 算 、 カー ドパ ンチ 、マ

シ ンタ イ ム販 売 の 占 め る比 率 が 減 少 して お り、 ソ フ トウェ ア 開発 ・プ ロ グ ラム作 成 の 占 め る比 率 が上

昇 して い る(4-2-9表 参 照)。

4-2-9表 情報サー ビス業務の種類別年間売上高 および構成比(年 次別)

その他の ソフ トウェ ア カー ド マ シンタ 情報提供
年 次 事務所数 計 事務計算 開 発 ・プ ロ 要員派遣 各種調査 その他

計 算 グ ラム 作 成 パ ンチ イム販売 サー ビス

年 1976 1,276 306,969 105,704 12,678 46,990 42,589 16,317 32,469 12,057 25,123 13,042
(

間 百 1977 1,640 412,581 123,927 14,650 77,307 55,410 17,348 52,564 23,811 31,148 16,415

売 万 1978 1,672 460,242 135,311 19,330 88,826 61,212 11,966 66,735 27,154 31,296 18,410

上 円 1979 1,761 596,613 168,676 22,172 128,945 69,986 14,911 90,616 31,604 39,319 30,384
)

古
同 1980 1,731 669,844 181,634 22,709 153,985 74,205 15,345 104,103 44,059 38,676 35,128

構 1976 一 100.0 34.5 4.1 15.3 13.9 5.3 10.6 3.9 8.2 4.2

成 1977
一

100.0 30.0 3.6 18.7 13.4 4.2 12.7 5.8 7.6 4.0

比 1978 一 100.0 29.4 4.2 19.3
/13

.3 2.6 14.5 5.9 6.8 4.0

( 1979 一 100.0 28.3 3.7 21.6 11.7 2.5 15.2 5.3 6.6 5.1

%
) 1980

一
100.0 27.1 3.4 23.0 11.1 2.3 15.5 6.6 5.8 5.2
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第3章 わが国の情報通信事業

1概 説

電子計算機等を電気通信回線に接続 して、データの伝送と処理とを一体的に行 うデータ通信 は、昨

今の厳 しい経済情勢にもかかわらず、ここ数年来順調な発展を遂げてきている。

他人の需要に応 じて、データ通信により情報処理、情報提供を行う情報通信事業も、総体としては

順調に発展 しており、その売上高は、1980年 末現在で約2,000億 円(推 定)に 達 し、アメリカに次 ぐ

市場規模を持つに至っている。

しか しながら、その市場構造、事業基盤等に立ち入ってみると、多くの問題をかかえており、アメ

リカに比 し、未成熟な段階にある。

すなわち、

①事業規模が小さく、経営基盤も脆弱であり、新規サービスの開発費等の負担が困難であること、

②一般企業には自社でシステムを構築する傾向があり、また、全般的にサービス ・レベルが低いこと

から、潜在市場の開拓も不十分なこと、

③ アメリカ系企業は、ネットワークを全世界的規模に拡大 し、高度なソフ トウェア、豊富なデータ

ベースを有 し、終日サービス体制を作っているが、わが国の情報通信事業者は、資金面、技術面で立

ち遅れているのみならず、技術の進歩等に即応 した諸制度の整備が十分でないため、事業活動が萎縮

するおそれがあること

等が、主な問題点として指摘できる。

しかし、最近、一般企業が情報処理コス トの増加や保守 ・要員管理の困難さに対する認識から情報

通信事業者のシステムを利用する意向を示しつつあること、また、事業者自身もソフトウェアの充実

などサービス拡充に努めていること等から、将来、アメリカのNIS業 と同 じく、ネットワーク機能

を活用したユーティリティの提供へ向かうものと期待されている。

情報通信事業は、単独には電子計算機を持つことの困難な企業や個人に、データ通信サービスを提

供することにより、情報の格差を解消し、データ通信の大衆化を促進するものであるとともに、情報

通信事業それ自体が知識集約的な戦略産業として、その発展が期待されているものであり、上に述べ

たような問題点、発展動向を踏まえ、中 ・長期的視野に立った施策を講 じていく必要がある。
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2情 報通信事業 のサービス概況

A電 電公社

(1)は じめ に

電 電 公 社 が1968年 に最 初 の デ ー タ通 信 サ ー ビス を開始 して お よそ15年 に な ろ う と して い る。 この 間

に お いて 、市 場 の シス テ ム化 ニ ー ズ の高 ま り とエ レ ク トロ ニ ク ス技術 の急 速 な 進歩 を背 景 に 、社 会 の

あ らゆ る分野 にサ ー ビ スの 浸 透 が進 ん で きて お り、 デ ー タ通 信 サ ー ビス は今 後 ます ま す重 要 性 が 増 し

て くる もの と考 え られ る。

電 電 公 社 の デ ー タ通 信 サ ー ビ スに は、公 衆 電 気通 信 法上 「デ ー タ通 信 回 線 サ ー ビス」 と 「デー タ通

信 設 備 サ ー ビス」 が あ り、 電 信 、電 話 のサ ー ビス と 同様 に、 公 衆 電気 通 信 業 務 の一 環 と して行 わ れ て

い る。

こ の う ち、 情報 通 信 事 業 に該 当 す るも の は 「デ ー タ通 信 設 備 サ ー ビス」 で あ り、 これ は 、電 電 公 社

が通 信 回 線 、 セ ンタ ー設 備 、端 末 機 お よ び ソ フ トウェ ア な ど を一体 と して 提供 して い るサ ー ビス で あ

る。 こ の デ ー タ通 信 設 備 サ ー ビス は、 シス テ ム の性 格 、利 用 態様 な どか ら 「公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビ

ス」 と 「各種 デ ー タ通 信 サ ー ビス」 に分 類 され る 。1982年3月 末 現在 で前 者 は16シ ス テ ム、 後 者 は60

シス テ ムが稼 動 す る に至 って い る(4-3-2表 参 照)。

電 電 公 社 は、 こ の デ ー タ通 信 設備 サ ー ビス につ い て 、社 会 福 祉 、社 会 開 発 型 の公 共 的 シ ス テム 、 全

国的 な ネ ッ トワー ク ・シ ス テム 、先 導 的 技 術 開 発 に 資 す る シ ス テム につ い て積極 的 に 、需 要 の 開 拓 、

喚起 に努 め る と してい る。

(2)公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビス

公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビス は、全 国 ネ ッ トワー クを 介 して電 電 公 社 の セ ン タ ーに あ る大 型 コ ン ピ ュー

タを共 同 利 用 す る こ と に よ り、 高度 な情 報 処 理 を手 軽 に経 済 的 に利 用 で き る レデ ィメ ー ド型 の オ ン ラ

イ ン ・サ ー ビス で あ る。

このサ ー ビ ス に は、 「科 学 技 術 計 算 サ ー ビス」 と 「販 売 在 庫 管 理 サ ー ビ ス」 の2種 類 が 用 意 され て

い る。

① 科 学 技 術 計 算 サ ー ビ ス(DEMOS-E:迦ndenkosha巫ultiaccess旦n-Line動stem-

Extended)

科 学 技 術 計算 サ ー ビ ス は、 高 度 な技 術 計 算 、 経営 科 学 計 算 が で きる わが 国 初 の本 格 的 タ イ ム ・シェ

ア リン グ ・シス テ ム(TSS)と して 、1971年3月 東 京 で サ ー ビス を開 始 して い る。 そ の後 サ ー ビ

ス ・エ リア は逐 次 拡 大 して お り、1982年3月 末 現 在 、 全 国65の 主 要都 市 に セ ンタ ー ま た は サ ブ セ ン
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4-3-1表

セ ン タ ー、,サプセ ン

タ ー設 置 状況

罐 年3月末)

通信局

科学技術計算システム 販売在庫管理 システム

センター 名 サ プ セ ン ター 名 セ ンター名 サ プセ ン ター 名

東 京

東 京 第III

東 京 第IV

国分 寺 、三 鷹 、相 模 原 、

立 川 東 京 第II

東 京 第III

東京第V

関 東
横浜 、川崎 、千葉 、前橋 、

浦和 、宇 都 宮 、 水戸
横 浜 水 戸 、前 橋 、宇 都 宮 、千葉

甲府 、浦 和

信 越 新 潟 、長 野 、長 岡 、松 本 新 潟 、長 野 、長 岡 、松 本

東 海 名古 屋 、静 岡 、岐 阜 、 浜

松 、四 日市 、沼津

名 古屋 第II

名 古屋 第III

岐阜 、一 宮 、静 岡 、浜 松 、

豊橋 、沼 津 、 四 日市

北 陸 金沢 、福 井 、富 山 金 沢 、福井 、富 山

近 畿 大阪第II

大 阪第m

京都 、神 戸 、八 尾 、西宮 、

姫路 、和 歌 山 、堺 、寝 屋 川
大 阪 第m

京都 、神 戸 、姫 路 、 八尾 、

和歌 山

中 国
広 島 、岡 山 、倉 敷 、福 山、

下 関 、松 江 、徳 山
広 島

岡 山 、下 関 、倉 敷 、福 山 、

松 江 、鳥取 、徳 山

四 国 高 松 、松 山 、高知 、徳 島 松 山 、高松 、高知 、徳 島

九 州 福 岡
北 九州 、熊 本 、大分 、鹿 児

島 、長 崎 、佐 賀 、宮崎
福 岡 第II

北九 州 、熊本 、長崎 、大分

鹿 児島 、佐 賀 、宮崎 、佐世

保 、久 留 米

東 北 仙台 、福 島 、盛 岡 、山 形、

青 森 、秋 田
仙 台

盛 岡 、福 島 、 山形 、秋 田 、

青 森 、郡 山 、八 戸

北海道 札幌 、旭 川 、釧路 、函館 、

帯 広 、室 蘭
札 幌 旭 川 、函 館 、釧 路 、帯 広

計 6 62 10 56

タ ー を設 置 し、全 国的 にサ ー ビス の提 供 を行 って い る(4-3-1表 参 照)。

ま た 、サ ー ビス 内容 と して 、 ラ イブ ラ リー ・プロ グラ ム や使 用 言 語 の 拡 充 、OS(オ ペ レー テ ィ ン

グ ・シス テ ム)の レベ ル ア ップ を積 極 的 に推 進 して お り、 ラ イブ ラ リー ・プ ロ グラ ム と して は、建 築

構 造 設 計 、 電 気 回路 解析 な どの 各 種 技 術 計 算 やLP(線 形 計画 法)、 シ ミュ レー シ ョン な どの 経 営 科

学 計算 あ るい は財務 会 計 な どの 事 務 計 算 か らデ ー タベ ー ス用 の 情 報検 索 プ ロ グ ラム ま で約800本 が用

意 され て い る。

DEMOS-Eサ ー ビス は、1982年3月 末現 在 、 中小 企 業 か ら大 企 業 に至 る まで広 範 な業 種 にわ た っ

て 、約2,200ユ ーザ ーの 利 便 に供 され て い る。

② 販 売 在 庫 管 理 サ ー ビス(DRESS:旦endenkoshaRealtime旦ales-management動stem)

販 売 在庫 管 理 サ ー ビス は、販 売在 庫 管 理 、 生産 管 理 等 をオ ンラ イ ン ・リア ル タ イ ムで 行 うサ ー ビス

で あ り、1970年9月 、東 京 に おい て サ ー ビス を開 始 して い る。 その 後 、逐 次全 国の 主 要 都市 にサ ー ビ

ス ・エ リア を拡 大 し、1982年3月 末 現在 、64都 市 にセ ンタ ーま た はサ ブセ ン ター を設 置 し、全 国的 に
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サ ー ビス を提 供 す る に至 っ て い る(4-3-1表 参 照)。

また 、サ ー ビス 内容 と して は、 最 近 の分 散 処 理 の 進展 に対 処 す る た め 自営 シ ス テ ム との接 続 を実 施

し、 さ らに簡 易 な デ ー タ入 出 力 装置 で あ る デ ー タ ・テ レホ ンの 利 用 も可 能 と な って い る 。

DRESSサ ー ビ ス は 、1982年3月 末 現在 、卸 売 業 、製 造 業 、不 動産 業 な ど中 小 企 業 か ら大 企 業 に至

るま で約1,400ユ ー ザ ー に利 用 さ れて い る。

(3)各 種 デ ー タ通 信 サ ー ビス

各 種 デー タ通 信 サ ー ビス は 、電 電 公 社 が 企業 や 団体 な ど特 定 の利 用 者 の注 文 に応 じて 、 そ の対 象 業

務 に適 した シ ス テム を設計 しサ ー ビ ス を提供 す る 、い わ ば オ ー ダ ー メー ド型 の デ ー タ通信 サ ー ビスで

あ る。

電 電 公社 は社会 福 祉 、社 会 開 発 型 の公 共 的 シス テム 、全 国 的 な ネ ッ トワー ク ・シス テ ム 、先 導 的 技

術 開 発 に資 す る シス テ ム を中 心 に積 極 的 な取 り組 み を行 っ て きて お り、1982年3月 末 現 在 で 、60シ ス

テム のサ ー ビス提 供 を行 って い る(4-3-2表 参 照)。

この う ち、1981年 度 にサ ー ビス を 開始 した シス テ ム は、 公 共福 祉 プ ロ ジ ェ ク トで あ る救 急 医 療情 報

シス テ ム(高 知 ・京 都 ・岩 手 ・佐 賀 ・和 歌 山 の5府 県)、 個 別 型 公 共 ・行 政 シス テ ム で あ る労 働 省 シ

ス テ ム、 お よ び共 同利 用型 産 業 ・経 済 シ ステ ム で あ る音 声 照会 通 知 シ ステ ム な ど で あ る。

4-3-2表

サ ー ビス中 の各 種 デ

ー タ通 信 シ ステ ム

ぽ 年3月末)

区 分 シ ス テ ム 名 シ ステ ム数

農林水産省生鮮 食料品流通情報 システム

航 空貨物通関情報処理 システム

公共 ・行政

共同利用型
救 急医療 システム(19)

[欝㍑欝欝馴1麟]
21

シ ス テ ム
運輸省 自動車登録検査 システム
地域気象観測 システム

個 別 型
環境情報 システム

官庁会計 システム
6

社会保険システム
労働省システム

共同利用型病院情報 システム

全国銀行 システム
全国信用金庫 システム

相銀九州 システム
共同利用型 全国信用組合 システム 20

信用金庫協会システム(7)

産 業 ・経 済

ン ス テ ム

農業協同組合システム(2)

現金 自動支払システム(5)

音声照会通知 システム

東亜国内航 空システム

広島信用金庫 システム
個 別 型 日本信販 システム 13

地方銀行 システム(6)
相互銀行 システム(4)
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(4)今 後の課題

情報化社会の中心となるデータ通信に対するニーズは多様化 ・高度化 しており、データ通信は、社

会 ・経済活動はもとより、個人の日常生活の分野においても重要な役割を果たすようになってきてい

る。このような状況下における電電公社データ通信サービス充実のため課題にっいて触れてみる。

① 公衆データ通信サービスの充実

公衆データ通信サービスは、販売在庫管理や科学技術計算という固定的なサービス ・イメージから、

個人を含む多様な社会階層を対象とした、一般に対 して開かれたシステムへと発展させていく必要が

ある。

このため電電公社としては、DRESSとDEMOSの 結合による機能向上および、リアルタイムと

TSS機 能の多目的利用の提供、 リモー ト・プロセッサーによるネッ トワーク機能の向上、自営シス

テムとの接続、自営端末の接続、ソフ トウェアおよびデータ流通の促進等の施策を、引き続き推進し

ていくことが必要であろう。

② 各種データ通信システムの充実

国および地方行政機関においては、たとえば、法令、経済統計、国土情報等のデータベース ・シス

テムや各機関を連結する広域ネッ トワーク ・システム、また住民記録、公害監視、防災等を中心とし

た地域行政システムなどの分野に顕著な進展がみられ、また、産業、経済分野では、製造、卸、小売

り、運輸業等のいわゆる流通関連業界で、物流等に着目した企業間ネッ トワーク・システムの構築が

進展するとみられる。

電電公社は、このような行政、福祉、経済、社会等の分野に対して通信処理、データベース、テレ

メータリング等のシステム化技術をもとに、複雑かつ高度なシステムに積極的に取 り組み、公共的役

割を果たしていくことが期待される。

③ 高度情報通信システム(INS)の 推進

今後の電気通信事業は、高度化した電気通信と情報処理の機能の融合した高度情報通信システムを

指向しており、音声に限らずデータ通信やファクシミリ、映像等のメディアに至るまで、総合的な

サービスを提供することとしており、データ通信サービスで蓄積 したノウハウをもとに、高度情報化

社会の実現に向けて、電電公社に期待される役割は大きい。

(5)お わりに

以上、電電公社のデータ通信サービスの現状と課題について述べてきた。今後も、従来から培って

きた電気通信技術ならびに保有するネットワークを活用し、民間との協調のもとに経済、社会の効率

化、情報格差の解消、情報の大衆化に寄与するサービスを提供することが、電電公社データ通信事業

の基本的役割であろう。
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B国 際電電

国 際電 電 は、1973年3月 よ り、 国 際 電電 が あ らか じめ 用意 した シス テム をユ ーザ ーが 共 同利 用 す る

「国 際 オ ー トメ ッ クス ・サ ー ビ ス」 を提供 して い る。 この サ ー ビス は、 同 ユ ーザ ー内 の メ ッセ ー ジ交

換 を行 う サ ー ビス で あ って 、 サ ー ビ ス内 容 と して は 、 メ ッセ ー ジ の中 継 、再 送 、速 度 変 換 、 多宛 先 伝

'4 -3-1図
250

国際 オ ー トメ ックス・

サ ー ビス の推 移
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150
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A
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資 料:通 信 白書
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送 、 優 先通 信 、通 信 統 計 の 作 成等 を提 供 してい る。

端 末 はポ ー リ ン グ、 フ リー ラ ンニ ン グ等 の使 用 が可 能 で あ る。

サ ー ビス の推 移 を4-3-1図 に示 す 。

ま た1976年9月 か ら、 ユ ー ザ ー の求 め に応 じて シ ス テム を設 計 し提供 す る 、 いわ ば オ ー ダ ー メ ー ド

型 の 「個 別 シ ス テ ム ・サ ー ビス」 を提 供 して い る。

この シス テ ム は、 国 内 本 支店 と海 外 支店 間 の メ ッセー ジ通信 と、 国 内取 引先 へ の メ ッセ ー ジ配 信 等

に利 用 され て い る。1981年 度 末 現 状 の シス テ ム数 は4で あ る 。

この ほ か 、 国際 間 で特 定 の アプ リケ ー シ ョン分 野 にお い て共 同 で網 を使用 す る、 い わ ば業 界 共 同 網

型 の サ ー ビス が あ り、国 際 電 電 で は 、現 在 国 際航 空 デー タ通信 シ ス テ ム、 な らび に国際 金 融 情報 伝 送

サ ー ビス を提 供 して い る。

国 際航 空 デ ー タ 通 信 シス テ ム は 、国 際航 空 会 社 が共 同 で 設 立 した 国 際 航 空 通 信 共 同 体(SITA)

4-3-2図

情報通信事業者の推

移

200

150

100

50

198

〆

216

ノ

51
-_5:3:、t'一

システム数

971隅/
'

8/

122メ

132

197319741975197619771978197919801981

資料:情 報 通 信 業 実 態 調 査
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が 構 築 した国 際 民 間航 空 通 信 網 に組 み 込 ま れ る も の で 、座 席 予 約 、旅 客 情 報 、積 荷 情 報 等 の メ ッセ_

ジ通信 を行 って い る 。

1979年9月 に運 用 を開 始 後 、 トラ ピ ック は伸 びつ づ け て お り、1982年7月 現 在 の 国 内 回線 数 は約250

回線 で あ る。

国 際 金 融 情 報 伝 送 サ ー ビ ス(IFITS)は 、1981年3月 か ら開 始 さ れ た サ ー ビ ス で 、Societyfor

WorldwideInterbankFinancialTelecommunicationS ,Cに 加 盟 す る銀 行 間 の 為 替 情 報 等 を伝 送 す

る た めの もの で あ る。

メ ッセ ー ジの安 全対 策 に厳 重 な考 慮 が払 わ れ た シ ス テ ムで あ り
、1982年7月 現 在 の わ が 国 の利 用 銀

行 数 は67件 で あ り、月 間1億 文字 程 度 が送 受 され て い る 。

C民 間情報通信事業者

電 電 公 社 、国 際 電 電 の提 供 す る デ ー タ通信 回線 に電 子 計 算機 等 を接続 して 、 デ ー タ通信 サ ー ビス を

提 供 す る民 間 情 報 通 信事 業 者 は 、郵 政 省 が毎 年 実 施 して い る 「情 報 通 信 業実 態 調 査 」 に よれ ば
、1981

年 末 現在 、同 調査 に 回答 を寄 せ た企業132社 、216シ ス テ ム に達 して い る 。

業 者 数 、 シス テ ム数 の 推移 は4-3-2図 の とお りで あ る。

1981年 末 現在 、情 報 通 信事 業 者 の シス テ ムの適 用 業 務 別 分 類 は、4-3-3表 の と お りで あ る が 、

この うち複 数 の ユ ーザ ー を対 象 と してサ ー ビ ス提 供 を行 っ て い る シス テ ム は126シ ス テ ム で あ り
、 残

り90シ ス テ ム は特 定 の1ユ ーザ ーの み に対 して サ ー ビス 提 供 を行 う専用 シス テ ム で あ る。

ま た、 サ ー ビス提 供 地 域 に つ い て は 、東 京 地 区 、大 阪地 区 、名 古 屋 地 区 等 の 地 域 的 な もの が322シ

ス テ ム(1社 で 複数 地 域 に提 供 して い る も のが あ る)で あ り、全 国 的規 模 の もの は40シ ス テム とな っ

て い る 。

3デ ー タ通信回線利用 の現状

データ通信回線には 「特定通信回線」と 「公衆通信回線」の2種 類があり、公衆電気通信法の改正

に伴い、1971年9月 に特定通信回線、1972年11月 に公衆通信回線が、それぞれサービスを開始 した。

1981年3月 末現在、特定通信回線は約10万 回線、公衆通信回線は約3万4,000回 線、合計約13万4,000

回線が利用されている。

なお、公衆通信網をデータ通信に利用する方法としては、公衆通信回線を利用するほかにも、加入

電話網利用の場合は、加入電話に、転換機によりデータ通信端末装置を接続 して利用する方法、プッ

シュホンそのものをデータ通信端末装置 として利用する方法と、加入電話等の送受話器に音響カプ

ラーによりデータ通信端末装置を結合 して利用する方法がある。また、加入電信網利用の場合は、加
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4-3-3表

適用業務別分類 適 用 業 務

システ ム数

(N・216)

業 務 数

1 販 売 管 理 101

2 在 庫 管 理 94

3 生 産 管 理 68

4 運 送 管 理 39

5 人 事 情 報 管 理 8

6 経 営(行 政)情 報 管 理
22

7 経 理 財 務 管 理 36

8 銀 行 業 務 34

9 株 式 取 引 業 務 24

10 保 険 業 務 32

11 科 学 技 術 計 算 22

12 給 与 計 算 13

13 統 計 計 算 23

14 原 価 計 算 28

15 資 料 検 索 32

16 座 席 予 約 4

17 そ の 他 34

18 不 明 3

計 617

資料:情 報通信業実態調査

入電信に接続装置によりデータ通信端末装置を接続 して利用する方法と、加入電信機そのものをデー

タ通信端末装置として使用する方法がある。

Aデ ー タ通信 回線 サ ー ビスの概 要

(1)特 定通信回線サービス

特定通信回線サービスは、民間企業等が設置する電子計算機と遠隔地の入出力装置を直結する専用
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線 タイ プの電 気 通 信 回線 を電 電 公社 が提 供 す るサ ー ビス で あ る。 した が っ て、電 子 計 算 機 と入 出 力装

置 と の間 にお い て は、常 に回 線 設 定 が な され て い る 。 この た め特 定通 信 回線 は、入 出 力装 置 を常 時電

子 計 算機 に接 続 して使 用 す る場 合 に適 した 回線 で あ り、 各 銀 行 の預 金 オ ン ライ ン ・シ ス テ ム、製 造 業

者 、 販 売 業 者 相 互 間 の 販 売 在庫 管 理 シス テ ム 、情 報 処 理 業 者 のTSSシ ス テ ム等 にお い て 数 多 く使 用

され て い る。

特 定 通信 回線 の種 類 は、4-3-4表 の とお りで あ り、 近 時 に お け る電 子 計算 機 の利 用 技術 の高 度

化 、 デー タ通 信 の普 及 発 展 等 を展 望 して、1978年4月1日 よ り、 デ ー タ伝 送 の み に利 用 す る電 気 通 信

回線 につ いて は、割 安 で利 用 で きる こと と し、 従来 の周 波 数 帯 域 に よ り分 類 した 品 目(帯 域 品 目)の

ほか に 、符 号伝 送 速 度 に よ り分 類 す る 品 目(符 号 品 目)を 設 け た。 さ らに 、高速 の デ ー タ伝 送 に利 用

で き る電 気 通 信 回 線 と して 、D-IS(帯 域 品 目)、D-13(帯 域 品 目)、9,600bps(符 号 品 目)が そ れ

ぞ れ新 た に提 供 され る こと と な っ た。帯 域 品 目の 回線 は 、周 波 数 の分 割 使 用 が で き、J-1(240キ ロ

ヘ ル ツ帯)は5つ の1-1(48キ ロヘ ル ツ帯 域)回 線 に 、1-1は12のD-1(3.4キ ロヘ ル ツ帯 域)

回線 に分 割 す る こ とが で き る。 また 、1つ のD-1は 通 常24の50bps回 線 、12の100bps回 線 、 ま た

は6つ の200bps回 線 な どに分 割 す る こ とが で き る。

な お 、1980年1月18日 よ り符 号 品 目に300bpsが 新 た に提 供 され る こと と な った 。

(2)公 衆 通信 回線 サ ー ビス

公 衆 通 信 回線 サ ー ビス は 、民 間企 業 等 が 設 置 す る電 子 計 算 機 と遠 隔地 の入 出 力装 置 を 、加 入 電話 ま

た は加 入 電 信 の 回線 お よ び交 換 設備 を介 して 結 ぶ 、交 換 回線 タ イ プの電 気 通信 回線 を電 電 公 社 が提 供

す る サ ー ビ スで あ る。 した が っ て、電 子 計 算 機 と入 出 力装 置 との 間 に お い て は、常 に 回線 設 定 が な さ

れ て い る わ けで は な く、通 常 の 加 入 電話 ま た は加 入電 信 利 用 の場 合 と同様 、必 要 の つ ど 、 ダ イア ル に

よっ て 回線 設 定 を行 う形 態 と な る。

公 衆通 信 回 線 の 利 用 は 、特 定 通 信 回線 の よ うに 常 時 回線 設 定 をす るま で もな い比較 的 デ ー タ量 の 少

な い 区 間 に適 して い る。 ま た 、既 成 の全 国的 交 換網 を利 用 す る こ とが で きるの で、広 範 囲 に わ た って

デー タ通 信 を経 済 的 に行 う こと が で き る利 点 が あ るが 、反面 、通 信 速 度 、信 頼 性 、 接続 時 間 な どの 面

で 、特 定 通 信 回 線 に比 べ て種 々 の技 術 的制 約 が見 られ る。

公 衆通 信 回線 サ ー ビス に は、加 入 電話 網 を利 用 す る電 話型 公衆 通 信 回線 と加 入 電 信網 を利 用 す る電

信 型 公 衆通 信 回線 の2つ の 品 目 が設 け られ て い る。

電 話 型 公 衆通 信 回線 は 、交 流 符 号 伝 送 用 で お お む ね1200bps程 度 の デ ー タ伝 送 が可 能 で あ る。 な お

規 定 周 波 数帯 域 は 、0.3キ ロヘ ル ツか ら3.4キ ロヘ ル ツ とな って い る。 電 信 型公 衆 通 信 回 線 は 、 直流 符

号 伝 送 用 で50bps以 下 の デ ー タ伝 送 が 可 能 で あ る 。加 入 電 信 サ ー ビ ス にお い て は 、使 用 コ ー ドはJIS

6単 位 に限定 さ れ て い るが 、 電信 型 公 衆 通信 回線 サ ー ビス にお い て は 、使 用 コー ドは利 用者 が 自 由 に

選 定 で き、6単 位 以 外 の符 号伝 送 も可 能 で あ る。
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4-3-4表 特 定通 信 回線 サ ー ビスの 品 目

区

分

品 名

内 容

規 格 種 別

帯

域

品

目

D規 格

(3.4キ ロヘ ルツ)

D-1

(帯 域 使用)

通常0.3キ ロヘ ル ツか ら3,4キ ロヘ ル ツ まで の周 波数 帯 域 を伝

送す る こ とが 可 能 な もの

D-1S

(帯 域 使用 ・特)

・

通常0.3キ ロヘ ル ツか ら3.4キ ロヘ ル ツ まで の周 波数 帯 域 を伝

送す る こ とが 可 能 な もの で あ って 、伝 送 特性 に関 す る補正 を

した もの

D-5

(1200bps符 号 伝 送)
1200bps以 下 の デ ー タ伝 送が 可 能 な もの

D-7

(2400bps符 号伝 送)
2400bpsの デ ー タ伝 送 が 可能 な もの

D-9

(4800bps符 号伝 送)
4800bpsの デー タ伝 送 が 可能 な もの

D-13

(9600bps符 号 伝送)
9600bpsの デ ー タ伝 送 が 可能 な もの

1規 格

(48キ ロヘ ル ツ)

1-1

(帯 域 使 用)

通 常60キ ロヘ ル ツか ら108キ ロヘ ル ツ ま での 周 波数帯 域 を伝

送 す る こ とが可 能 な もの

1-3

(48Kbps符 号 伝 送)
48Kbpsの デー タ伝 送 が 可能 な もの

J規 格

(240キ ロヘ ル ツ)

J-1

(帯 域 使 用)

通 常312キ ロヘ ル ツか ら552キ ロヘ ル ツ ま での 周 波数 帯域 を伝

送 す る こ とが可 能 な もの

符

号

品

目

50bps 50bps以 下 の伝 送 が可 能 な もの

100bps 100bps以 下 の デー タ伝 送 が可 能 な もの

200bps 200bps以 下 の デー タ伝 送 が 可能 な もの

300bps 300bps以 下 の デー タ伝 送 が 可能 な もの

1200bps 1200bps以 下 の デー タ伝 送 が 可能 な もの

2400bps 2400bpsの デ ー タ伝 送が 可 能 な もの

4800bps 4800bpsの デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

9600bps 9600bpsの デー タ伝 送 が可 能 な もの

48Kbps 48Kbpsの デー タ伝 送 が 可能 な もの

〈注>1D-lS規 格 は 、直 営 の変 復 調装 置 と同 等 の変 復 調装 置 を用 いた場 合 、お お むね9600bps以 下 の 符 号 伝 送

が可 能 な もの であ る。

2符 号 品 目は 、専 ら符号 伝 送 に使 用 す る場 合 に 限 り提 供 され 、 した が っ て混 合 使用 は 認め られ な い。
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Bデ ータ通信回線の利用状況

(1)特 定 通信 回線

年 間30%前 後 の増 加 率 で 成長 を続 け る 自営 シス テム の伸 び と あい まっ て 、特 定通 信 回線 の 利 用 も過

去3年 間 を通 じ20%前 後 の順 調 な伸 び を示 して い る 。

利 用 状 況 の 全 般 的 な傾 向 と して は 、50bps、D-1お よび 高速 回線 の伸 びが 高 い こ とが あ げ られ る 。

特 に、 自営 モ デ ム を接 続 して利 用 で き るD-1の 増 加 が 目立 って い る(4-3-5表 参 照)。

規 格 別 に見 る と、低 速 回 線 の う ち50bpsの 全 回線 に 占 め る比 率 は年 々増 加 傾 向 に あ る も のの 、100

bps、200bpsの 比 率 は年 々 減 少 して い る。1200bps以 上 の 中 高 速 回 線 の 全 回 線 に 占 め る 比 率 は 、

年 々 ほ ぼ一定 で あ る 。 こ う した なか で、D-1の 伸 び に は め ざ ま しい もの が あ り、1981年3月 末 の全

4-3-5表 データ通信回線の利用状況

年 度 別 1977 1978 ]979 1980

区 別 回 線 数 対前年度比 回 線 数 対前年度比 回 線 数 対前年度比 回 線 数 対前年度比

D-1(帯 域使用) 25,658 125.1% 31β92 122.3% 39,236 125.0% 48,930 124.7%

D-1S(帯 域使用 ・特) 　 一 2 一
49 2450.0 169 344.9

■

特 帯
D-5(1200bps) 10,027 9L6 294 一 1]4 38.8 71 62.3

域
D-7(2400bps> 4,607 174.6 95 一 99 104.2 ll5 ll6.2

D-9(4800bps) 439 156.2 25 一
27 108.0 26 96.3

定
品

目
D-13(9600bps) 一 一

0
一 一 一 3 一

1-1(帯 域使用) 64 278.3 95 148.4 140 147.4 165 ll7.9

通
1-3(48Kbps> 82 143.9 ] } 一 一

1 一

J-1(帯 域使用) 4 一
4

一
7 175.0 10 142.9

50bps '111
,653 105.0 12,055 103.4 17,873 148.3 22,768 127.4

信 100bps
.2482

87.6 423 87.8 413 97.6 373 90.3

符 200bps
.35

,961 91.4 5,963 100.0 6,124 102.7 6,540 106.8

回 号 1200bps 一 一
101584 一 11β53 107.3 11,803 104.0

品 2400bps 一 一 5,788 一 7,039 121.6 7,890 ll2.1

目 4800bps 一 　 592 一
888 150.0 1,206 135.8

線 9600bps 一 一
17 一 49 288.2 98 200.0

48Kbps 一 一 92 一 104 113.0 101 97.1

計 58,977 112.1 57,422 ll4.3 83,515 123.9 100,269 120.1

公信 電話型(お おむね1200bps) 8,306 152.4 12,606 151.8 19,738 156.6 30,671 155.4

衆回 電信型(50bps) 3,811 122.3 3,611 94.8 3,833 106.1 3,763 98.2

通線 計 ]2」17 14L5 16,2]7 133.8 23,571 145.3 34,434 146.1

回 線 数 71,094 116.2 83,639 ll7.6 107,086 128.0 134,703 125.8
合計

伝 送 可 能bps 73,ll2,400 128.0 91,235,800 124.8 ll6,445,000 127.6 146,683,850 126.0

惨 考)専 用回線数 279,876 103.8 289,204 103.3 297,824 103.0 30],86] 101.4

'1=旧A-]規 格*2=旧B-1規 格*3=旧C-2規 格

〈注 〉 特 定 通信 回 線 の帯 域 品 目お よび 公衆 通 信 回 線の 伝 送 可能bpsの 算 出 に 際 して は 、次 の とお り推 計 した。

D-1お よ びD-1S=1200bps、1-1=14400bps、J-1=72000bps、 その他=区 別欄O内 資料:通 信 白書



152第4部 情報産業および情報通信事業の現状動向

回線に占める比率は48.8%に 達 している。

特定通信回線の利用状況を適用業務によって見ると、ここ数年来、製造業者、販売業者による生産

販売在庫管理システムによる利用が優位を占めている。また、1シ ステム当たりの回線数は、公衆通

信回線 を含めて、1981年3月 末で23.2回 線となっているが、年々減少の傾向にある。これは、小規模

システムの増加が要因と考えられる。

(2)公 衆通信回線

公衆通信回線の利用は、広域時分制への移行が完了して、全国的に利用が可能になるとともに、以

後、その数の増加は著 しいものがあり、需要の旺盛さがうかがわれる。

利用状況の全般的な傾向としては、電信型公衆通信回線の利用において、公衆網の開放(1972年11

月)以 前にオフラインの形で加入電信 を利用 していた大手企業のシステムのほとんどが、オンライン

化を終えたこともあり、1973年 度末時点(電 話型255回線、電信型547回 線)で は電信型公衆通信回線

の利用が多くなっていた。しかし、1974年 度末時点(電 話型1,319回 線、電信型1,307回 線)で は、逆

転 して電話型公衆通信回線の利用が多くなっており、その後、電話型公衆通信回線は著 しい伸びを示

している。

(3)デ ータ通信回線の共同使用、他人使用、相互接続

1971年 の公衆電気通信法の改正により、データ通信回線の利用上、電気通信回線を2人 以上の利用

者が共同で契約 して使用する 「共同使用」と、自己の契約 した電気通信回線を他人に使用させる 「他

人使用」が一定の条件のもとに苛能になった。

特定通信回線の共同使用は、製造業と卸売業等による販売在庫管理システム、銀行等の各種金融機

関の業務提携によるバ ンキング ・システム、運輸業と旅行業の業務提携による座席予約システム等に

おいて数多く実現しており、年々増加の傾向を見せている。関連企業における電子計算機の共同使用

を可能とする特定通信回線の共同使用は、その利便性、有用性から、今後ますます、多方面に増加し

ていくものと推測される。

また、特定通信回線の他人使用は、民間計算センター等が、顧客に計算サービスや情報検索サービ

スをオンラインで提供することを可能にしたものであり、科学技術計算、情報検索、事務計算等、幅

広く利用 されている。

さらに特定通信回線システムに公衆通信回線を接続 して、各種の業務をオンライン化するケースが

数多く実現しており、その利便性か ら今後増加 していくものと推測される。

なお、最近におけるデータ通信の高度化、特に分散処理に伴うコンピュータ ・ネットワーク化の進

展に伴い、利用者、各界からデータ通信回線利用制度の改善の要望が出されており、10月23日 郵政省

よりこれを実現するための公衆電気通信法の改正について省令が施行された。
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第1章 わが国のコン ピュータ実動 状況

通商産業省調査 よ り

1は じめ に

通商産業省では1973年 度から電子計算機納入下取調査を実施している。これは電子計算機の納入お

よび下取りの実態 を調査 し、市場動向、市場構造の変化等を把握 し、電子計算機産業の振興および健

全な情報化を図るための基礎統計とすることを目的として、電子計算機の製造業者、輸入業者等を対

象として行っているものである。

A本 調査の概要

(1)調 査の範囲

この調査では電子計算機とは次の基準に該当する汎用電子計算機をいう。ただし、展示用のもの、

製造計画のためのサンプル、プロ トタイプのもの、およびプロセス制御用等の専用機として設計され

たものは対象 としない。

①ディジタル型であること

②プログラムの蓄積方式で重要な命令を内部記憶装置に記憶 しているか、または相当性能を有するこ

と

③ 内部記憶容量が2,000ビ ット以上であること。ただし、サイン、パ リティ ・チェックのために有

するビットは含まない。

④ 電子論理演算により行われる演算機構を有すること

(2)電 子計算機型別分類基準

電子計算機(本 体+周 辺装置)設 置規模の分類は、金額(レ ンタルのものは売価に換算)に より次

のように行った。なお、本統計の金額はすべて売価換算金額である。

大型A5億 円以上

大型B2億5,000万 円以上5億 円未満

中型A1億 円以上2億5,000万 円未満

中型B4,000万 円以上1億 円未満

小 型1,000万 円以上4,000万 円未満
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超 小 型1,000万 円未 満

現 在 の 電子 計 算 機 は、 シス テ ム規 模 の 上 限 と下 限 の 間が か な り広 い た め、 同 一 モ デ ル で もユ ー ザ ー

の使 用 態様 次第 で シス テム規 模 が異 な る。 したが って 同一 モ デ ル で分 類 す る と、 あ る シ ス テム は 大型

に属 し、 あ る シス テ ム は中 型 に属 す る と い う こと に な る。 また 、 こ こで い う型 別 と は、 物 理 的 な大 き

さ と い う よ りも、 む しろ ユ ーザ ーの 投 資(レ ン タル料 支 出 ま た は買 い取 り)と ニ ー ズの 水準 を表 して

い る。電 子 計 算 機 の シス テ ム規 模 は、 お の ず とユ ーザ ーの ニ ー ズ と投 資 力 に よ って 決 ま るか らで あ る。

(3)シ ス テ ム増 設 に よ る型 別 移 動 の 考慮

ユ ー ザ ー にお ける現 実 の電 子 計 算 機 の使 用 形 態 をみ ると 、 ア プ リケ ー シ ョ ンの 適 用段 階 に合 わせ て 、

適 当 な シス テム規 模 を選 択 し、後 日、経 験 を積 む に従 って メモ リー増 設 や周 辺 機 器 の増 設 を す る こ と

が 多 い 。 その 場合 は 、以 前 に は小型 も し くは 中型 で あ った もの が 、増 設 の結 果 中型 も し くは大 型 に昇

格 して い るわ けで あ る。 本 統 計 中 、実 動 状 況 に関 す る もの は、 この型 別 移 動 を考慮 に入 れ て集 計 して

あ る。

(4)調 査 の 時点

ハ ー ドウェ ア をユ ー ザ ー へ納 入 した時 点 で 集計 して あ る。

5-1-1表

1981年6月 末 現 在汎

用電 子 計 算機 実動 状

況 お よび198|年 度 第

1・四半 期納 入状 況

[上列:セ ッ ト裁下列:金 額 ・百万 円]

1981年6月 末実 動 状 況 1981年 度 第1・ 四半 期 納 入状 況

実動 台数および金額 型 別 シェ ア 納 入台数お よび金額 1醐1レ.ア

大 型A
1,784

1,935,377

1.9

45.4

52

56,816

1.3

27.4

大 型B
1,466

544,410

1.6

12.8

40

13,216

1.0

6.4

大型(計)
3,250

2,479,787

3.5

58.2

92

70,032

2.4

33.8

中 型A
3,397

555,362

3.7

13.0

140

22,433

3.6

10.8

中 型B
6,423

412,667

7.0

9.7

362

22,094

9.3

10.7

中型(計)
9,820

968,029

10.7

22.7

502

44,527

12.9

21.5

小 型
27,623

509,817

30.2

12.0

1,427

26,686

36.5

12.9

超 小 型
50,910

300,960

55.6

7.1

1,884

11,595

48.2

5.6

増 設

一

一

一

一

一

54,599

一

26.3

合 計
91,603

4,258,593

100.0

100.0

3,905

207,439

100.0

100.0
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B1981年6月 末現在 にお ける汎用電子計算機 実動状況および1981年 度第1四 半期

(1981年4月 ～6月)に おける納入状況

5-1-1表 は、 「1981年6月 末 現 在 汎 用 電 子計 算 機 実 動 状況 お よ び1981年 度 第1四 半 期 納 入 状 況 」

を示 した もの で あ る。

5-1-1表 に よれ ば、1981年6月 末 現在 、 わが 国 に お い て実 動 して い る汎 用電 子 計 算 機 は、総 数

が91,603セ ッ ト、金 額 で は4兆2,586億 円 と な って い る。1981年3月 末 に対 す る実 動 状 況 をみ る と、

総 実 動 金 額 で2.3%、 総 セ ッ ト数 で3.8%増 加 して い る。 ま た、 実 動 状 況 の 型 別 シ ェ ア をみ る と金 額

ベ ー ス で は、大 型 機 が58.2%、 中型 機 が22.7%、 小 型機 が12.0%、 超 小型 機 が7.1%と な って い る が 、

台 数 ベ ー ス で は超 小 型 機 が55.6%と 最 大 の シェ ア を有 して い る。

さ らに 、1981年 度 第1四 半 期 の 納 入 状 況 をみ る と、 総 数 で3,905セ ッ ト、金 額 に して2,074億 円 と

な って お り、型 別 シェ ア をみ る と、金 額 ベ ース で は大 型 機 が33.8%と 最 も大 き く、 台 数 ベ ー ス で は超

小 型 機 が48.2%と 最 も大 き な シ ェア を占 め てい る。

2産 業別汎用電子計算機実動状況

5-1-2表 は 、1981年6月 末 現在 に お け る 「産 業 別 汎 用 電子 計 算 機 実動 状 況 」 を示 した もの で あ

る。

(1)設 置 台数 での 上 位 業 種

1業 種 で1,000セ ッ ト以 上 の設 置 規 模 を持 つ業 種 は次 の16業 種 で あ る。

卸 ・小売 ・商事

サービス業

(一般サービス)

(情報サービス)

金 融

電気機械

法人団体農協

その他製造

化学 ・石油

食 品

運輸 ・通信 ・報道

繊 維

38,337セ ッ ト

7,255セ ッ ト

3,963セ ッ ト

3,292セ ッ ト

6,040セ ッ ト

4,046セ ッ ト

3,773セ ッ ト

3,186セ ッ ト

3,183セ ッ ト

3,110セ ッ ト

2,852セ ッ ト

1,900セ ッ ト

(41.8%)

(7.9%)

(4.3%)

(3.5%)

(6.5%)

(4.4%)

(4.1%)

(3.4%)

(3.4%)

(3.3%)

(3.1%)

(2.0%)
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建設業

機械

5-1-2表

産業別汎用電子計算

機実動状況

(1981年6月 末現在)

(単位:金 額 百万円)

1,844セ ッ ト(2.0%)

1,781セ ッ ト(1.9%)

コー ド番 号 産 業 別 台 数 金 額 1セ ッ ト平均

01 農 業 75 1,559 20.8

02 材 ・ 狩 猟 業 31 335 10.8

03 漁 ・水 産 ・養 殖 165 3,387 20.5

04 鉱 業 138 4,576 33.2

05 建 設 業 1,844 47,893 26.0

06 食 品 3,110 73,471 23.6

07 繊 維 1,900 40,872 21.5

08 紙 ・ パ ル プ 730 15,282 20.9

09 出 版 ・ 印 刷 811 35,551 43.8

10 化 学 ・ 石 油 3,183 156,614 49.2

12 ガ ラス ・セ メ ン ト 745 25,704 34.5

13 鉄 鋼 914 122,601 134.1

15 金 属 製 品 製 造 1,525 49,421 32.4

16 機 械 1,781 75,525 42.4

17 電 気 機 械 4,046 447,319 110.6

18 輸 送 用機 械 製造 1,448 173,473 119.8

20 精 密 機 械 769 42,062 54.7

21 そ の 他 製 造 3,186 67,743 21.3

22 卸 ・小 売 ・商 事 38,337 614,837 16.0

24 金 融 6,040 679,877 112.6

25 証 券 277 63,377 228.8

26 保 険 520 137,598 264.6

27 不 動 産 230 4,293 18.7

28 運 輸 ・通 信 ・報 道 2,852
◇112

,947 39.6

30 電 気 ・ ガ ス 375 64,411 171.8

一 サ ー ビ ス 業 7,255 337,464 46.5

32 (一 般 サ ー ビ ス) (3,963) (94,779) (23.9)

33 (情 報 サ ー ビ ス) (3,292) (242,685) (73.7)

34 病 院 575 19,924 34.7

35 大 学 1,045 127,162 121.7

36 高 校 443 9,205 20.8

37 そ の 他 学 校 249 8,333 33.5

38 地 方 公 共 体 1,408 94,886 67.4

39 政 府 691 140,279 203.0

40 政 府 関係 機 関 988 332,032 336.1

41 法 人 団 体 農 協 3,773 120,047 31.8

42 宗 教 法 人 33 1,066 32.3

43 分 類 不 能 111 7,470 673

合 計 91,603 4,258,593 46.5
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(2)

①

金 属製 品 製 造1,525セ ッ ト

輸送 用 機 械 製 造1,448セ ッ ト

地方 公共 体1,408セ ッ ト

大学1,045セ ッ ト

設 置金 額 での 上 位 業種

(1.6%)

(1.5%)

(1.5%)

(ユ.1%)

1業 種 で1,000億 円以 上 の 設 置規 模 を もつ 業 種 は 次 の13業 種 で あ る。

金 融

卸 ・小売 ・商事

電気機械

サービス業

(一般サービス)

(情報サービス)

政府関係機関

輸送用機械製造

化学 ・石油

政 府

保 険

大 学

鉄 鋼

法人団体農協

運輸 ・通信 ・報道

6,798億 円

6,148億 円

4,473億 円

3,374億 円

947億 円

2,426億 円

3,320億 円

1,734億 円

1,566億 円

1,402億 円

1,375億 円

1,271億 円

1,226億 円

1,200億 円

1,129億 円

(15.9%)

(14.4%)

(10.5%)

(7.9%)

(2.2%)

(5.6%)

(7.7%)

(4.0%)

(3.6%)

(3.2%)

(3.2%)

(2.9%)

(2.8%)

(2.8%)

(2.6%)

②1業 種で1セ ッ ト平均1億 円以上の設置規模をもつ業種は次の10業種である。

政府関係機関

保 険

証 券

政 府

輸送用機械製造

電気 ・ガス

鉄 鋼

大 学

金 融

電気機械

3億3,610万 円

2億6,460万 円

2億2,880万 円

2億300万 円

1億1,980万 円

1億7,180万 円

1億3,410万 円

1億2,170万 円

1億1,260万 円

1億1,060万 円
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3地 域別実動状況

5-1-3表 は、1981年6月 末 現 在 に お け る 「地 域 別(都 道 府 県 別)汎 用電 子 計 算 機 実 動状 況」 を

示 した もの で あ る 。

(1)設 置 台数 での 上 位 地 域

1地 域 で1,000セ ッ ト以 上 の設 置 規模 を もつ と ころ は,次 の15地 域 で あ る。

東 京29,374セ ッ ト

大 阪13,899セ ッ ト

愛 知5,759セ ッ ト

神 奈 川3,541セ ッ ト

福 岡3,249セ ッ ト

北 海 道3,247セ ッ ト

広 島2,535セ ッ ト

兵 庫2,255セ ッ ト

静 岡1,882セ ッ ト

埼 玉1,841セ ッ ト

京 都1,84ユ セ ッ ト

千 葉1,470セ ッ ト

宮 城1,439セ ッ ト

新 潟1,244セ ッ ト

長 野1,001セ ッ ト

(32.0%)

(15.1%)

(6.2%)

(3.8%)

(3.5%)

(3.5%)

(2.7%)

(2.4%)

(2.0%)

(2.0%)

(2.0%)

(1.6%)

(1.5%)

(1.3%)

(1.0%)

(2)設 置 金額 での 上 位 地 域

①1地 域 で1,000億 円以 上 の 設 置規 模 を もつ と こ ろ は、次 の7地 域 で あ る。

東 京1兆7,162億 円(40.3%)

大 阪5,428億 円(12.7%)

神 奈 川3,403億 円(7.9%)

愛 知2,493億 円(5.8%)

兵 庫1,132億 円(2 .6%)

福 岡1,065億 円(2 .5%)

茨 城1,011億 円(2.3%)
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5-1-3衷

地域別汎用電子計算

機実動状況

(198t年6月 末現在)

(単位:金 額 百万円)

コー ド番 号
項 目

地域別
セ ッ ト 数 金 額

01 北 海 道 3,247 97,868

02 青 森 568 13,175

03 岩 手 465 13,917

04 宮 城 1,439 48,244

05 秋 田 409 12,923

06 山 形 464 11,243

07 福 島 547 17,306

08 茨 城 798 101,161

09 栃 木 751 30,842

10 群 馬 781 25,703

11 埼 玉 1,841 72,231

12 千 葉 1,470 64,990

13 東 京 29,374 1,716,221

14 神 奈 川 3,541 ,340,347

15 新 潟 1,244 34,631

16 富 山 653 25,272

17 石 川 672 19,611

18 福 井 395 8,982

19 山 梨 306 8,512

20 長 野 1,001 36,182

21 岐 阜 928 28,940

22 静 岡 1,882 73,772

23 愛 知 5,759 249,389

24 三 重 560 22,775

25 滋 賀 520 24,318

26 京 都 1,841 66,810

27 大 阪 13,899 542,897

28 兵 庫 2,255 113,265

29 奈 良 297 5,725

30 和 歌 山 430 14,358

31 鳥 取 195 4,664

32 島 根 219 8,189

33 岡 山 877 31,745

34 広 島 2,535 89,432

35 山 ロ 628 22,271

36 徳 島 263 7,638

37 香 川 845 20,855

38 愛 媛 661 19,395

39 高 知 254 8,066

40 福 岡 3,249 106,536

41 佐 賀 302 8,492

42 長 崎 548 13,430

43 熊 本 523 19,600

44 大 分 559 15,242

45 宮 崎 312 7,597

46 鹿 児 島 569 15,699

47 沖 縄 436 9,103

48 不 明 291 9,026

合 計 91,603 4,258,593
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第2章 コンピュータ利 用 状 況調 査

第9部 集計表参照

今 回 の調 査 に おい て は、第16回 目の"コ ン ピュ ー タ利 用 状況 調 査"と して従 来 か らの 基本 的調 査 項

目 を踏 襲 し本 章 に掲 げ る とと もに 、通 信 回線 開放 の実 現 に対処 して、1973年 版 よ り継続 して"オ ンラ

イ ン化 調 査"を 実 施 し、 その 第10回 の調 査 結 果 を、 次 の第3章 に掲 げる 。

〔調査 項 目〕

調査 項 目 は次 の と お りで あ る。

① ハ ー ドウェ ア 関係

5年 後 の 予 想規 模 、 グ レー ド ・ア ッ プの予 定 、 保 有 セ ッ ト数 、使用 時 間 、入 力 シス テ ム 、周 辺 記憶

装 置 台 数

② コ ン ピュ ー タ部 門 の 月 間運 用経 費

③ コ ン ピュ ー タ要 員 お よび教 育 問題

勤 務 制度 、要 員 数 、 平 均残 業 時間 、 平 均年 齢 、平 均 給 与 、職 務 手 当 額 、要 員 教 育 上 の 問題 点

④ 被 派遣 要 員 数 ・費 用 、外 注 パ ンチ単 価

⑤ 業務 部 門別 コ ン ピ ュー タ化 状 況 お よ び予 定

⑥ 平均 ジ ョブ数

⑦ 使 用 言 語

⑧ シス テ ム事 故 ・障 害対 策 、安 全性 対 策 、信 頼 性 対 策 、合 目的 性 レベ ル

〔調査 時 点 、対 象〕

本調 査 は、1981年9月30日 現 在 を調査 時 点 と し、 調 査票 を同 年12月2日 発 送 、1982年2月12日 に回

収 を締 め切 った 。

発 送 数 回収 数 回収 率
コ ン ピュ ー タ利 用 状 況 調 査

4,2581,13326.6%

な お、 発送 対 象 は 、1981年 版 「ユ ーザ ー調 査 年 報 」(情 報 処 理 学 会編)に よ っ た。

〔回答 事 業体 の規 模 〕

資 本金 平 均78億2,130万 円 年 商 平 均1,056億6,040万 円 従 業 員 数 平均2,334.6人

〔集 計 表〕

巻 末(9-1-1～9-1-24表)に 掲 げ る。
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A自 社コンピュータ ・システムの5年 後の予想規模分布(巻 末9-1-1表)

5年 後に自社のコンピュータ ・システムは規模を拡大すると予想する企業の比率は漸落 してきたが、

1977年度以降60%前 後で保合気味となっている。

拡大を予想する事業体

1981年 度 調 査

1980年 度 調 査

1979年 度調 査

1978年 度 調査

1977年 度 調 査

60.4%

62.6%

59.5%

60.6%

59.6%

拡 大 を予 想 す る各 社 の 拡 大率 につ い て、 「わか らな い」 とい う回答 を除 き、 「減 少」 を 「マ イナ ス1

倍」、 「5倍 以 上」 を 「6倍 」 と して平 均 を と る と 、全 産 業 平 均 で5年 後 に 、現 シス テ ム規 模 の1.9倍

にな る と予 想 され る。

5年 でL9倍 と は、平 均 年 率12.5%増 の割 合 で ある 。

5年 後 の規 模

1981年 度 調査

1980年 度 調査

1979年 度 調 査

1978年 度 調 査

1977年 度 調 査

1.9倍

1.9倍

1.8倍

1.9倍

1.9倍

また、予想拡大率を業種別に見ると、業種によって大きな差がある。

拡大率の高い業種

大 学

その他のサービス業

5年 後の予想規模

5年 後 の 平均 予 想 拡大 率

2.4倍

2.2倍

(%)

5年 後 回 減 変 2 3 4 5 5 わ

規模

調査

答
A口

わ

ら

な

倍

以

々'
ら

な

年度 計 少 い 倍 倍 倍 倍 上 い

1981 1,130(100.0%) 1.2 25.3 49.5 8.2 1.2 0.5 1.1 13.1

1980 1,258(100.0%) 0.7 22.6 50.7 9.1 1.4 0.5 0.9 14.1

1979 1,258(100.0%) 1.0 26.8 49.0 8.7 0.2 0.5 1.0 12.7

1978 1β44(100.0%) 0.4 24.0 48.0 9.6 0.9 0.9 1.1 15.0

1977 L368(100.0%) 1.1 24.2 47.7 8.6 1.1 1.0 12 15.1
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新聞 ・出版業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

拡大率の低い業種

高 校

石油製品製造業

2.1倍

2.1倍

2.1倍

1.0倍

1.6倍

Bコ ン ピュー タ ・セ ッ ト保 有状 況(巻 末9-1-2～9-1-4表)

1社 当 た りの保 有 セ ッ ト数 は 、全 産 業 平 均4.9セ ッ ト(ミ ニ コ ン、 オ フ ィス ・コ ンピ ュー タ等 を含

む)で 、 ミニ コ ン ピ ュー タ お よ び オ フ ィス ・コ ン ピュ ー タ等 を 除 い た 汎用 機 の 保 有 セ ッ ト数 平 均 は

3.6セ ッ トとな って い る 。保 有 セ ッ ト数 は調 査 年 に よ るサ ン プル構 成 に よ り必 ず しも連続 した 傾 向 を

示 さ な い点 に 注意 され たい 。

調査年度 回 答 数 平均保有セ ット数

1981 1,129 3.6

1980 1,266 3.0

1979 1,258 2.8

1978 1,344 3.2

1977 L370 2.0

C入 力システムの現状 と将来(巻 末9-1-5～9-1-6表)

インプット方式について現状と将来計画を比較すると、明らかにパンチ方式が減 り、キーイン方式

とOCR方 式が増える傾向がうかがえる。

入力システムの現状 と5年 後の予想 多重回答

回答実数 パ ンチ方式 キーイン方式 OCR方 式 OMR方 式 MICR方 式 そ の 他

1981年 度

現 在

社数

%

1,121

100.0

820

73.1

801

71.5

250

22.3

228

20.3

44

3.9

48

4.3

5年 後
社数

%

1,091

100.0

509

46.7

971

89.0

494

45.3

185

17.0

70

6.4

99

9.1
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Dコ ンピュータ使用時間(巻 末9-1-7表)

調査年度別のラン時間を下表に掲げる。

調 査 年 度 回 答 社 数 総 平 均 時 間

1981 1,067 206.8

1980 L206 202.3

1979 1,271 196.4

1978 1,350 203.2

1977 1,336 198.6

Eコ ンピュータ部門の運用経費(巻 末9-1-8～9-1-9表)

(1)業 種 別 集 計

周 辺 記 憶 装 置 あ る い は端 末 機 器 の 増 加傾 向 に対 し、 そ の実 態 を把 握 す る た め、1973年 度 調 査 か ら機

械 設 備 関 係 費 を レ ン タル 使 用 、 買 い 取 り使 用 の各 々 に つ き 、CPU費 、 周 辺 装 置 費(記 憶 装 置 を 除

く)、 周辺 記憶 装 置 費 、端 末 装 置 費 の4項 目 に細 分 して調 査 して い る。

運 用経 費 中 、機 械 設 備 費 合計 は全 経 費 に対 し全 産 業 平 均45.5%(1980年 度調 査 で は44.7%)で 、 こ

れ に 人件 費26.2%(1979年 度調 査 で は27.5%)を 加 え る と71.7%に 達 し、全 経 費 の大 半 を 占 め る。

機 械 設 備 を100と す る と き、CPU費 は全 産 業 平 均 で25.1%で あ り、周 辺 装 置 、周 辺 記 憶 装 置 、 オ

ン ラ イ ン端末 装 置 は各 々11.0%、1L8%、29.7%を 占 め る。

月 間経 費 対 月 商 比 率 は全 産 業 平 均1,000分 の3.93(1980年 度 調査 で1,000分 の2.99)で 、サ ンプ ル構

成 に や や問 題 の あ る1980年 度 を除 け ばお お よ そ増 勢 に 従 っ て い る。

従 業 員1人 当 た りの 月 間 コ ン ピュ ー タ経 費 は、 公 務 を除 く全 産 業 平 均20,aoO円 で1980年 度 調 査 よ り

20%強 増 加 した。

(2)調 査年別集計

各年の金額値そのものは、サンプルの構成差のため、単純に比較することはできない点に注意され

たい。
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コンピュータ部門運用経費の月額平均年次別集計 (月額 千円)

調 査 年 度 回 答 数 人 件 費 機械設備費 消 耗 品 費 外 注 費 そ の 他 総 計

1981 1,007
9,877.9

(26.2%)

17,151.5

(45.5%)

3,29L1

(8.7%)

5,240.0

(13.9%)

2,108.0

(5.6%)

37,668.6

(100%)

1980 1,135
10,093.8

(27.5%)

16,375.1

(44.7%)

3,430.9

(9.4%)

4,882.7

(13.3%)

1,860.2

(5.1%)

36,642.6

(100%)

1979 1,150
9,631.5

(25.7%)

17,899.7

(47.7%)

2,884.1

(7.7%)

4,790.2

(12.8%)

2,295.0

(6.1%)

37,800.5

(100%)

1978 1,240
9,592.8

(27.5%)

17,036.7

(48.8%)

2,580.4

(7.4%)

3,805.5

(10.9%)

1,866.4

(5.4%)

34,881.8

(100%)

1977 L252
9,104.8

(27.1%)

16,429.4

(48.9%)

2,734.8

(8.1%)

3,796.9

(11.3%)

1,515.6

(4.5%)

33,581.5

(100%)

Fコ ンピュータ運用経費指標の企業規模別水準

(1)月 間 経 費 対 月商 の比(A指 数 とい う こと に す る)が 、企 業 の 年 商規 模 の 大 小 に よ りど の よ う に変

化 して い るか を示 した の がA指 数 表 で あ る。 年 商50億 円未 満 の例 は 、情 報 処 理 サ ー ビス 業 、 ソ フ ト

ウ ェ ア業 が多 く、 一 般企 業 の経 費 水 準 の参 考 と は な らな い。A指 数 は、年 商 規 模 が 大 きい企 業 ほ ど低

くな って い る。

(2)次 に 、従 業 員1人 当 た り月 間 コ ン ピ ュー タ経 費(B指 数 とい うこ と にす る)が 、 企業 の従 業 員 数

規 模 の大 小 に よ りどの よう に変 化 して い るか を示 したの がB指 数 表 で あ る。

従 業員 数300人 未満 の例 は、 情報 処 理 サ ー ビス業 が 多 く、一 般 企業 の経 費 水 準 の参 考 と は な ら ない 。

こ こで も規 模 の利 益 はほ ぼ 明 らか で 、B指 数 は、従 業 員 数規 模 が大 きい 企業 ほ ど低 く な る傾 向 が見

られ る。

(3)バ ッチ ・シス テム ・ユ ーザ ー とオ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム ・ユ ーザ ー と を比 較 す る と、従 業員1人 当

た りの経 費 は両 シス テ ム で大 差 が あ り、 オ ン ライ ン ・シ ステ ム の ほ うが 単位 経 費 は高 い(全 産 業 総 平

均 で バ ッチ ・ユ ー ザ ー8,600円/人 、 オ ン ライ ン ・ユ ーザ ー19,800円/人)が 、 月 間 経 費 対 月 商 比 で は

バ ッチ ・ユ ーザ ー よ り もオ ンラ イ ン ・ユ ー ザ ー の芳 が若 干 高 い値 を'示した が 、 明確 な差 は認 め られ な

い(バ ッチ ・ユ ー ザ ー3.93/1,000、 オ ン ラ イ ン ・ユ ーザ ー3.96/1,000)。
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A指 数表 年商規模別 ・コンピュータ経 費

年商規模

(億円)
10億 円 10

～

30

～

50

～

100

～

300

～

500

～

1,000

～

3,000

～

5,000

億 円 総平均
未満 30 50 100 300 500 1,000 3,000 5,000 以上

〔月間経費対 月商費〕

パ ッチ ・ 社 数 28 28 26 72 110 21 22 9 0 1 317

ユ ーザ ー
平均比 1/1000 539.78 39.81 27.49 5.01 3.68 1.83 1.71 1.93 一 1.86 3.93

オ ン ラ イ ン ・
社 数 24 18 12 27 104 55 53 66 14 35 408

ユ ーザ ー 平均比 1/1000 731.44 488.24 149.04 45.75 6.41 4.17 4.02 3.54 2.53 3.24 3.96

* 社 数 54 46 39 107 227 83 81 79 14 36 766
全 ユ ーザ ー

平均比 1/1000 652.12 213.39 64.25 16.37 5.02 3.48 3.26 3.26 2.53 3.21 3.93

*全 ユー ザ ー に は 、バ ッチ ・ユ ー ザー 、オ ン ラ イン ・ユ ーザ ー の 他 に オ フ ライ ン ・ユ ーザ ー を含 む(オ フ ラ イ ン ・

ユ ーザ ー の み の集 計 は 繁 を さけ る ため 表示 して い な い)

B指 数表 従業員数規模別 ・コンピュータ経費

従業員数規模

(人)
100人 100

～

300

1

500

1

1,000

～

3,000

～

5,000

～

10,000

総平均
未満 300 500 1,000 3,000 5,000 10,000 人以上

〔従業員1人 当月間経費〕

バ ッ チ ・ 社 数 70 95 73 95 55 12 11 4 415

ユ ー ザ ー 平 均 千 円 151.9 38.0 9.6 8.4 7.0 5.2 3.1 3.3 8.6

オ ン ラ イ ン ・ 社 数 33 67 58 114 148 43 42 37 542

ユ ー ザ ー 平 均 千 円 1,277.5 144.5 67.7 28.3 29.0 19.2 14.0 13.4 19.8

*

全 ユ ーザ ー
社 数 105 170 137 226 211 58 54 41 1,002

平 均 千 円 480.8 80.4 34.9 18.6 22.8 15.5 1L5 12.8 17.6

*全 ユー ザ ー に は 、バ ッチ ・ユ ー ザー 、オ ン ライ ン ・ユ ーザ ー の 他 に オ フ ライ ン ・ユー ザ ー を含 む(オ フ ライ ン ・

ユ ーザ ー の み集 計 は 繁 をさけ るため 表 示 してい な い)

Gコ ン ピ ュ ー タ 運 用 経 費 指 標 の 年 次 変 化(巻 末9-1-10～9-1-11表)

参 考 の た め 、全 ユ ーザ ー につ い て の経 費指 標 が最 近9年 間 で 、 どの よ うに推 移 して い るか を示 した

の が 下表 で あ る。

従 業員1人 当 た りの経 費 は1974--1975年 、1976～1977年 で 急上 昇 して い る 。
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コンピュータ部門運用経 費月額の月商 に対 する比率

調 査 年 度 回 答 社 数
1社 当た り平均

月間経費(千円)

1社 当た り平均

月商(百 万 円)
月 経 費/月 商

(⊥1000)

1981 766 33,692 8,566 3.93

1980 895 32,742 10,946 2.99

1979 892 3L382 8,565 3.66

1978 994 29,676 9,884 3.00

1977 988 26,535 8,895 2.98

1976 878 26,208 10,057 2.60

1975 951 22,677 6,549 3.46

1974 825 17,355 5,516 3.14

1973 806 17,526 8,386 2.08

(注)コ ン ピュー タ経 費合 計 と月 商 の双 方 と も記 入 の あ っ た 回答 に っ い ての 集 計 で あ る。

従業員1人 当た りコンピュータ部門運用経費月額(公 務 を除 く全産業平 均)

調 査 年 度 回 答 社 数
1社 当た り平均

月間経費(千 円)

1社 当た り平均

従 業 員 数(人)
月間 経 費/1人(千 円)

1981 1,002 37,816 2,151 17.6

1980 1,133 36,692 2,378 15.4

1979 1,073 38,499 2,286 16.8

1978 1,171 36,027 2,145 16.8

1977 1,178 34,654 2,215 15.6

1976 LO36 31,272 2,694 11.6

1975 1,165 26,421 2,477 10.6

1974 1,029 20,899 2,679 7.7

1973 974 20,164 2,596 7.7

(注)コ ン ピュー タ経 費合 計 と従業 員の 双方 とも記 入 の あ っ た 回答 に つ い て の集 計 で あ る。

Hコ ン ピ ュ ー タ 要 員 と 待 遇(巻 末9-1-12～9-1-15表)

要 員 数 は1事 業 体 当 た り総 平 均34.8人 で 、 管 理 職1人 当 た りの 人 員 構 成 は、庶 務 そ の他1.3人 、パ

ンチ ャー1.2人 、 オペ レー タ ー1.2人 、 プ ロ グ ラマ ー3.3人 、SE1.8人 とな って い る。
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鯛査年度別1社 当た りコンピュータ社 内要員数

調査年度 庶務その他 パ ンチ ャー オペ レーター プ ログラマ ー SE 管 理 職 合計人数 回答社数

1981
4.7

(1.3)

4.1

(1.2)

4.3

(1.2)

11.8

(3.3)

6.3

(1.8)

3.5 34.8 1,088

1980
4.6

(1.3)

4.8

(1.4)

4.5

(13)

10.6

(3.0)

6.5

(1.9)

3.5 34.6 1,223

1979
5.0

(L4)

5.9

(1.6)

4.2

(1.2)

11.4

(3.1)

6.9

(1.9)

3.6 37.1 1,221

1978
5.0

(1.5)

5.7

(1.6)

4.5

(1,3)

13.1

(3.8)

5.3

(1.5)

3.4 37.1 1,319

1977
5.2

(1.5)

6.3

(L8)

5.0

(1.4)

10.6

(3.0)

6.8

(1.9)

3.5 37.5 1β30

下段()内 は管理職1人 に対す る他職種 人数割合 の平均値 を示す。

全産 業平均の給与の年度別推移 (単 位:千 円)

パ ンチ ャー オペ レー ター プ ロ グラマ ー SE

調査年度
給 与 対前年比 給 与 対前年比 給 与 対前年比 給 与 対前年比

117.4 十3.3 143.2 十3.9 176.5 十9.7 221.1 十10.3
1981

(+2.9%) (+2.8%) (+5.8%) (+4.9%)

114.1 十7,0 139.3 十4.9 166.8 十8.2 210.8 十10.4
1980

(+6.5%) (+3.6%) (+5.2%) (+5.2%)

107.1 十5.8 134.4 十9.0 158.6 十8.7 200.4 十10.9
1979

(+5.7%) (+7.2%) (+5.8%) (+5.8%)

101.3 十3.8 125.4 十7.8 149.9 十10.9 189.5 十12.9
1978

(+3.9%) (+6.6%) (+7.8%) (+7.3%)

97.5 十3.0 117.6 一1 .0 139.0 十9.7 176.6 十6.1
1977

(+3.2%) (-0.8%) (+7.5%) (+3.6%)

職務手当の平均 (千円)

調査年度 回答社数 職務手当記入数 パ ンチ ャー オペ レー ター プ ロ グラマ ー SE

1981 1,133 200(17.6%) 4.4 12.2 9.3 15.1

1980 1,276 255(20.0%) 4.6 11.5 9.1 12.4

1979 1,271 260(20.5%) 3.8 12.9 7.7 15.2

1978 1,350 304(22.5%) 4.4 11.4 9.1 16.2

1977 1,375 315(22.9%) 4.2 10.0 9.3 15.8
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月残業時間の平均 (時間)

調査年度
庶務 その他 パ ンチ ャー オペ レー ター プ ロ グラマ ー SE 管 理 職

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

1981

1980

1979

1978

1977

15.6

14.4

13.9

14.5

12.7

6.9

6.4

6.0

5.9

6.1

13.4

14.6

22.3

16.7

15.8

6.9

6.8

6.6

6.3

6.8

19.4

18.8

18.5

19.4

183

7.6

8.0

8」

8.4

8.1

22ユ

21.5

20.8

21.2

19.4

10.4

10.0

8.1

9.1

8.8

22.9

23.0

22.8

22.1

19.8

12.9

17.3

12.0

10.3

11.8

21.5

20.9

21.3

21.8

20.4

14.5

8.9

22.1

17.4

9.3

1被 派遣要員 と費用、外注パンチ単価(巻 末9-1-16～9-1-19表)

(1)ア ン ケ ー ト回 収社 総 数1,090社 中416社 が 、外 部 か らの派 遣 要 員 を受 け入 れ て い る。 全産 業 平 均 で

被 派 遣 要 員 の1社 当 た り平 均 人 数 は パ ン ヂ ャー4.9人 、 オ ペ レー タ ー6.4人 、 プ ロ グ ラマ ー4.4人 で

あ って1社 当 た りの被 派 遣 要員 総 人 数 は19.7人 とな る 。

派 遣 元 へ の 支 払 い は1日 当 た り、 パ ンチ ャー1万1,300円 、 オ ペ レー ター1万6,100円 、 プ ロ グ ラ

マー1万9,000円 、SE2万3,700円 と な って い る 。

(2)外 注 パ ンチ の1字 当 た り単 価 平 均 は、 全 産 業 平 均 で数 字 が31.3銭(1980年31 .0銭)、 英 字 が41.5

銭(同41.0銭)、 カ ナ が54.3銭(同53.9銭)と な って い る。

業務別外注パ ンチ単価平均(銭)

調査年度 数 字(A) 英 字(B) カ ナ(C) 鮪 平均[A+i+c]
平均単価で

外注の とき

1981 31.3 4L5 54.3 42.4 34.4

1980 31.0 4LO 53.9 42.0 34.8

1979 30.8 40.6 52.9 41.4 36.0

1978 30.0 40.1 52.7 40.9 33.9

1977 30.1 39.7 53.1 41.0 33.0

1976 28.4 37.7 5LO 34.7 33.4

Jコ ン ピュー タ教 育費用(巻 末9-1-20表)

コ ン ピ ュー タ要 員 の教 育 費 用 は、全 産 業 平 均 で 年 間107万6,900円(1980年95万9 ,700円)、 要 員1人

当 た り に引 き直 す と3万2,300円(同2万4,900円)と な る。

一 般 社 員 の コ ン ピュ ー タ教 育 費 用 は 、全 産 業 平 均 で年 間185万9,200円(1980年148万1,100円)、 従

業 員1人 当 た りに引 き 直す と600円 程 度 と な っ て い る。
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コンピュータ関連教育費用

調査年度

コ ン ピュー タ部 門要 員 一 般 社 員

要員教育

費記入数

1社 当た

り平均額

(千円)

教育費、

要 員数双
記入数

1人 当た

り平均額

(千円)

社員教育

費記入数

1社 当た

り平均額

(千円)

教育 費、
従業員数

双記入

1人 当た

り教育 費

(千円)

1981 518 1,076.9 514 32.3 275 1,859.2 273 0.6

1980 564 959.7 561 24.9 275 1,481.1 275 0.6

1979 543 1,078.6 537 24.9 258 1,249.1 257 0.3

1978 570 922.0 569 20.1 266 1,175.2 266 0.3

1977 585 928.6 581 18.1 299 1,056.1 297 0.3

K適 用業務(巻 末9-1-21表)

適 用 業 務 の 各 分 野 につ い て、1980年 まで に そ れ らの業 務 を コ ン ピュ ー タ化 した企業 の 総 数 を100%

とす る と き、 計 算 ・集 計 業 務 を コ ン ピュ ー タ化 した社 数 は78.4%で 、解 析 ・予 測 ・計 画 業 務 を コ ン

ビ4一 タ化 した社 数 は21.6%と な っ てい る。

これ に対 し、今 後3年 間 に計 画 中 の 業 務 に つ い て は 、計算 ・集 計 業 務 を コ ン ピ ュー タ化 し よう とす

る回 答 は全 計 画 回答 社 の29.3%、 解 析 ・予 測 ・計 画 業 務 の コ ン ピュ ー タ化 計 画 社 数 は70.7%で 、適 用

業 務 の 高度 化 を示 唆 して い る 。

適用業務項 目の傾 向

調査年度
現 在 までに コ ンピ ュー タ化 した 業務 項 目 今後3年 間に計画 中の業務項 目

計算 ・集計 解析 ・予測 ・計画 合 計 計算 ・集計 解析 ・予測 ・計画 合 計

1981 78.4 21.6 100% 29.3 70.7 100%

1980 79.1 20.9 100% 30.7 69.3 100%

1979 78.5 21.5 100% 42.9 57.1 100%

1978 79.1 20.9 100% 46.4 53.6 100%

1977 78.7 2L3 100% 54.4 45.6 100%

Lス ル ープ ッ ト・タ イム と平 均 ジ ョブ数(巻 末9-1-22表)

全 産 業平 均 で は、1社1日 の平 均 ジ ョブ数 は155.2(1980年 度調 査 で149.8)で 、 ス ル ー プ ッ ト ・タ

イ ム は1分 以 内 、3分 以 内 、5分 以 内 、10分 以 内 、30分 以 内の5段 階 に ほ ぼ集 中 して い る。

1日 平 均 ジ ョブ数 の多 い業 種 と して は 、生 命 保 険業(991.0)、 電 力 ・ガ ス事 業(550.0)、 損 害 保 険

業(519.5)、 鉄 鋼 業(241.8)な どを あ げ る こ とが で き る。
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スル ー プ ッ ト ・タイ ム別 、1日1社 当 た りジ ョブ数 平 均

調査年度 1分 以内 3分 以内 5分 以内 10分以 内 30分 以内 塒 間以内 3時間以内 5時間以内 5時間以上 合 計

1981

%

42.8

(27.6)

31.6

(20.3)
22.5

(14.5)

24.8

(16.0)

23.3

(15.0)

5.8

(3.8)

2.6

(1.7)

0.9

(0.6)

1.0

(0.6)

155.2

(100.0)

1980

%

44.4

(29.6)

30.7

(20.5)

22.2

(14.8)

22.4

(15.0)

20.4

(13.6)

5.6

(3の

2.4

(1.6)`

0.6

(0.4)

1.0

(0.6)

149.8

(100.0)

1979

%

36.7

(29.3)

24.0

(19.2)

18.4

(14.7)

19.5

(15.5)

17.8

(14.2)

5.5

(4.4)

2.4

(1.9)

0.5

(0.4)

0.5

(0.4)

125.3

(100.0)

1978

%

30.5

(26.6)

23.1

(20.2)

18.4

(16.0)

17.6

(15.3)

16.7

(14.6)

4.6

(4、1)

2.2

(2.0)

0.7

(0.6)

0.7

(0.6)

114.5

(100.0)

1977

%

28.4

(26.8)

20.9

(19.8)

16.1

(15.2)

16.2

(15.3)

15.7

(14.8)

4.9

(4.6)

2.3

(2.2)

0.8

(0.5)

0.7

(0.7)

105.8

(100.0)

M使 用言語

アセンブリー言語使用比率が漸減し、COBOL、 機械語および特殊言語の使用割合が漸増 している。

使用言語比率平均

使用言語

調査年度

シ ン ボ リッ ク言 語

(%)
コ ン パ イ ラ ー 言 語(%) 機

械

語
お

よ

び

特
殊
言(
皇%
口口)

回

答

客
社一

〇
〇

数輩

ア

㌻
プ

リ

|

言

語

ジ

ご
不

レ

|

タ

1

A

L

G

O

L

F

O

R

T

R

A

N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

1981 10.7 1.3 0.1 6.9 63.4 4.0 10.3 3.3 1,105

1980 12.7 1.9 0.3 7.3 61.9 4.0 8.7 3.2 L229

1979 15.6 2.1 1.1 7.2 59.9 4.3 8.1 2.7 1,222

1978 16.6 2.2 0.1 7.4 59.4 3.4 8.2 2.7 1β06

1977 19.6 2.3 0.3 7.3 55.3 3.1 9.3 2.9 1,338

オ ンラ イ ン ・ユ ーザ ー とバ ッチ ・ユ ーザ ー を比 較 す る と次 の とお りで 、 ア セ ンブ リー 言語 とPL/

1の 使 い方 に大 差 が あ る。



172第5部 コ ン ピュ ー タ利用 の現 況

オ ン ライ ン ・ユ ー ザ ー/パ ッチ ・ユ ーザ ー別 使 用 言 語比 率平 均

使用言語
シ ンボ リッ ク言 語

(%)
コ ン パ イ ラ ー 言 語(%) 機

械
語

お

よ

び

特

殊
雪(

暴%
ロロ)

ア

セ

ン

ブ

リ

1

言

語

ジ

エ

ネ

レ

|

タ

1

A

L

G

O

L

F

O

R

T

R

A

N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ ー 13.7 1.0 0.1 6.3 60.9 6.1 9.1 2.8

パ ッ チ ・ ユ ー ザ ー 6.6 1.9 0.1 8.0 66.2 1.4 12.1 3.8

Nシ ステ ム事故 ・障害 、安 全性 対 策状 況(新 設調 査)(巻 末9-1-23表)

(1)シ ステム事故 ・障害状況

システムの全部または、一部のダウン(運 営中断 ・停止)を きたした程度の事故 ・障害経験は、

今年度からの新調査で予想以上に多いことがわかる。

現在 までの総経験 過去1年 の経験
.

回答社数 967(100.0) 908(100.0)

ハ ー ドウエ ア障 害 887(91.7) 780(85.9)

ソフ トウェ ア障 害 672(69.5) 518(57.0)

空調故障 420(43.4) 233(25.7)

電源故障 299(30.9) 162(17.8)

回線故障 399(41.3) 318(35.0)

配線破損 64(6,6) 18(2.0)

漏水による事故 ・障害 82(8.5) 26(2.9)

自然水害による事故 ・障害 22(2.3) 9(1.0)

火災による事故 ・障害 10(1.0) 5(0.6)

煙害による事故 ・障害 2(0.2) 3(0.3)

地震による事故 ・障害 21(2.2) 8(0.9)

人の過失に よる事故 ・障害 339(35.1) 218(24.0)

人の悪意に よる事故 ・障害 1(0,1) 1(0.1)

その他 23(2.4) 13(0.4)
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(2)シ ス テ ム保 護 対 策

シス テ ム保 護 対 策 につ い て 、対 策 の レベ ル に従 い 、下 記 の よ うに重 みづ け配 点 を行 う時 、 全産 業

平 均 の対 策 レベ ル は下 右 の よう な もの で あ る 。

全産業平均 レベル

セ ンター側 端 末 側

1.451.55

シ ス テ ム 保 護 対 策 レベ ル

特に対策な し 1

パ ス ワー ド制 、権 限規 定 明 確 ・徹 底 化(ま たは 同等 対 策) 2

パ ス ワー ド制 、権 限規 定 明 確 ・徹 底 化 、(ま たは 同等 対 策)

コ ピー 分散
3

重層 パ スワー ド制 、権 限 規 定 明確 ・徹底 化 、(ま
た は 同等 対 策)

コ ピー 分散 4

重層 パ ス ワー ド制 、権 限 規 定 明確 ・徹 底 化 、(ま た は 同等 対 策)

コピー 分散 、暗 号制
5

※権 限の上下 に伴い、複数のパスワー ドが重なるとき初めてシステムが動 く場合。

要 す るに 、保 護 対 策 レベ ル は い ま だ低 い とい う こと が で き る。 た だ し、業 種 に よっ て さ ま ざま で 、

この事 情 は以 下 の す べ て に通 じて 同様 で ある 。

(3)シ ステム建屋の不可侵性対策

本項目の対策 レベルに従い、下記のように重みづけ配点を行う時、全産業平均の対策 レベルは、

下 右 の よ うな も の で あ る。

入 館 監 視 対 策 レベ ル

特に対策な し 1

受付者 、来訪者名簿(ま たは同等対策) 2

受付者 、来訪者名簿、バ ッジ(ま たは同等対策) 3

受 付者 、来訪 者 名 簿 、 バ ッジand/orIDカ ー ド(ま た は同 等 対策) 4

鮒 者 ・来講 舗 ・ バ ッジand/・ ・IDカ ー ド・(また は同 等 糠)

監 視装 置
5

全産 業 平均 レベ ル

1.64

(4)コ ン ピュ ー タ ー ・ル ーム の不 可 侵 性 対 策

本 項 目の対 策 レベ ル に従 い 、下 記 の よ う に重 み づ け配 点 を行 う と き、全 産 業 平均 の対 策 レベ ル は 、

下 右 の よ うな も の で あ る。
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入 室 監 視 対 策 レベ ル

特に対策な し 1

受付者、来訪者名簿(ま たは同等対策) 2

受付者、来訪者名簿 、バ ッジ(ま たは同等対策) 3

受 付 者 、来 訪 者 名簿 、バ ッジand/orIDカ ー ド(ま たは 同等 対策) 4

受 付 者 、来 訪 者 名簿 、バ ッジand/orIDカ ー ド、(または 同等 対策)

監 視装 置
5

全産業平均レベル

1.82

(5)地 震対策

本項目の対策 レベルに従い、下記のように重みづけ配点を行うとき、全産業平均 レベルは、下右

の よ うな も の で あ る。

地 震 対 策 レベ ル

特 になし 1

転倒防止装 置(ま たは同等対策) 2

転倒防止装 置、すべ り止め(ま たは同等対策) 3

転 倒 防 止装 置 、す べ り止 め 、(ま た は同 等対 策)

フ リー ア クセ ス ・フ ロア
4

転倒 防 止装 置 、す べ り止 め 、フ リー ア クセ ス ・フ ロ ア

予 報 機 関 との連 絡 ネ ッ トワー ク(ま た は同 等対 策)
5

全産業平均 レベル

(6)火 災対策

本項目の対策 レベルに従い、下記のように重みづけ配点を行うとき、全産業平均 レベルは、下右

のようなものである。

(7)停 電対策

本項目の対策 レベルに従い、下記のように重みづけ配点を行 うとき、全産業平均 レベルは、下右

のようなものである。
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(6)

火 災 対 策 レベ ル

特に なし 1

消 火器具(ま たは同等対策) 2

消火器具 、消火装置(ま たは同等対策) 3

普
消火器具 、消火装置 、避難システム(ま たは同等対策) 4

消火器具 、消火装置 、避 難システム*(ま たは同等対策)

外部防災機関 との連絡ネ ッ トワー ク
5

全産業平均レベル

セ ンター 側

2,71

端 末 側

2.19

*誘 導 灯 、 防煙 具 、持 出対 策 、 そ の他 を含 む 。

(7)

停 電 対 策 レベ ル

特にな し 1

バ ッテ リー 用 意(ま た は 同等 対 策) 2

バ ッテ リー 用 意 、 自家 発電 装 置(ま た は 同等 対 策) 3

バ ッテ リー 用意 、 自家 発電 装 置 、定 周 波装 置(ま た は同 等 対 策) 4

バ ッテ リー用意 、自家発電装置、定周波装置 ・(または同等対策)

業者供給電源の2系 統化
5

全産業平均 レベ ル

セ ン ター側

1.53

端 末 側

1.19

(8)防 水対策

本項目の対策 レベルに従い、下記のように重みづけ配点を行うとき、全産業 レベルは、下右のよ

うな もの で あ る。

防 水 対 策 レベ ル

特にな し 1

防水カバー(ま たは同等対策) 2

防 水 カバ ー 、 マ シ ン上 ダ ク ト(ま た は 同等 対策) 3

防 水 カバ ー 、 マ シ ン上 ダ ク ト、感知 装 置(ま た は同 等 対策) 4

防 水 カバ ー 、 マ シ ン上 ダ ク ト、感知 装 置 、(ま た は同 等 対策)

室 の防 水 装 置
5

全産業平均レベル

セ ン ター側

1.37

端 末 側

1.11
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Oシ ス テ ム 信 頼 性 対 策(巻 末9-1-24表)

本 項 目 にっ き、 下記 の対 策 の どれ か1対 策 を もつ と き レベ ル1、2対 策 を もつ と き レベ ル2、 以

下5対 策 を もつ と き レベ ル5と い う よ うに重 みづ け配 点 を行 うと き、全 産 業 平 均 レベ ル は下 右 の よ う

な もの で あ る。

全産業平均 レベル

2.01

信 頼 性 対 策

自己診断システム保有

定期診断システム制

バ ッ クア ップ体 制

回線の二重化

CPUデ ュア ル ・シス テム 等

Pシ ステム合 目的性 レベル

(1)社 の基本ニーズへの対応

本項目の対応度に関し、下記のように重みづけ配点を行うとき、全産業平均 レベルは下右のよう

なものである。

全産業平均レベル

2.30

社 の基本ニー ズに対応 しているか レベ ル

必ず しも十分 でない 1

おおむね対 応している 2

現状に対 しては十分に対応 してい る 3

将 来 も含め、十分に対応 している 4

完全な将来計画 を常に もち、十二分に対応 している 5

(2)個 別部門ニーズへの対応

本項目の対応度に関し

なものである。

個別部門のニー ズに対応 しているか レベ ル

必ず しも十分でない 1

おおむね対応している 2

現状 に対 しては十分に対応 している 3

将来 も含め、十分に対応 している 4

完全な将来計画を常に もち、十二分に対応 している 5

下 記 の よ うに重 みづ け配 点 を行 う と き、全 産 業 平均 レベ ル は下右 の よ う

全産業平均 レベル

2.14
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(3)新 規ニーズへの対応

本項目の対応度に関し、下記のように重みづけ配点を行うとき、全産業平均 レベルは下右のよう

なものである。

新 規 ニ ー ズに 対 応 してい るか1・ べ ・レ

必ず しも十分 でない 1

おおむね対応 している 2

現状に対 しては十分に対応 している 3

将 来 も含 め 、 十分 に 対応 してい る 4

完全な将来計画を常に もち、十二分 に対応 してい る 5

(4)シ ステム更新への対応

本項目の対応度に関し、下記のように重みづけ配点を行うとき、全産業平均 レベルは下右のよう

なものである。

システムの更新は合理的に行われているか レベ ル

必ず しも十分 でない 1

おおむね対応 してい る 2

現状に対 しては十分に対応 している 3

将 来 も含 め 、 十分 に 対応 してい る 4

完全な将来計画を常に もち、十二分に対応 してい る 5

全産業平均 レベル

2.14
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第3章 オンライン化調査

第9部 集計表参照

1973年版より新設 したオンライン化調査においては、

① センターCPUが 自社内に所在するのか、あるいは他の事業体に所在するCPUに 自己の端末

機を接続するのか、CPUと 端末機の所在、接続関係 を調査 して興味ある結果を得た。

② 諸種の端末機使用の現況と将来の使用予定を調査 して、端末機の利用傾向を明 らかにした。

③ 各種通信回線使用の現況と将来の使用予定を調査 して、オンライン化動向の基礎資料を得た。

④ データ伝送方式、回線制御方式等を調査 して、オンライン化の技術的側面を観察 した。

また1980年 度調査 より、

⑤ オンライン ・システムの形態、ネットワークのあり方の現況 と将来

⑥ データーベース.サ ービスの利用状況、参入動向の現況と将来

を調査 し、新しい情報ネットワーク化の大i勢を知る手がかりとした。

〔調査項目〕

オンライン化調査における調査項目は次のとおりである。

① オンライン ・システムの形態の現況と予定

② コンピュータ/コ ンピュータ ・ネットワークの現況と予定

③ 使用通信回線数の現況と予定

④ 特定通信回線利用の態様

⑤ 各種端末機利用の現況と予定

⑥ 速度別音響カプラー使用現況と予定

⑦ オンライン方式－CPU構 成、ファイル構成、データ方式、通信制御方式

⑧ トランザクション量の現状 と将来の増加予想

⑨ 記録通信設備利用の現況と予定

⑩ データーベース ・サービス利用の現状と予定

⑪ データーベース提供可能性の現状と予定

〔調査対象〕

当協会調査による、1981年9月 現在で外部通信回線(日 本電信電話公社の回線または私設回線をい

う。構内回線を除く)を 利用 し、かつ自己のコンピュータを保有してオンライン ・システムを実施 し
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て い る事 業体 の み を調 査 対 象 とす る。

発 送 数2,349社 、 回 収 数623社 、 回収 率26.5%で あ った 。

〔調 査 時 点〕

本 調 査 は 、1981年 の9月30日 を調 査 時 点 と し、 調 査 票 を 同年11月20日 発送 、1982年1月20日 に 回収 を

締 め切 っ た。

〔回 答 事 業体 の規 模 〕

資 本 金 平 均119億1,640万 円 年商 平 均1,751億6,260万 円 従業 員 数 平 均3,513.9人

〔集 計 表〕

巻 末(9-2-1～9-2-41表)に 掲 げ る。

Aオ ン ラ イ ン ・ シ ス テ ム 形 態 の 現 況 と 予 定(巻 末9-2-1～9-2-2表)

ど の よ うな形 態 の オ ンラ イ ン ・シス テ ムが 採 用 され て い る かの 問 に対 す る答 の 総 括 が下 表 で あ る。

形 態 の 分類 は、 通 常 行 わ れ て い る分 類 に従 って い て厳 密 に論 理 的 な もの で はな い 。

全産業 ・オンライン ・システム形態の現況と5年 後の予定(多 重回答)

システム形態

現 在 5年 後

杜 数 % 社 数 %

実 回 答 社 数 614 100.0 562 100.0

デ ー タ 収 集 シ ス テ ム 411 66.9 355 63.2

メ ッ セ ー ジ 交 換 シ ス テ ム 192 31.3 284 50.5

照 合 応 答 シ ス テ ム

(フ ァ イ ル 更 新 な し)
414 67.4 394 70.1

取 引 処 理 シ ス テ ム

(フ ァ イ ル 更 新 あ り)
411 66.9 428 76.2

リモ ー ト ・ジ ョ ブ ・エ ン ト リー

(リ モ ー ト ・バ ッ チ ・シ ス テ ム)

239 38.9 361 64.2

タイ ム ・シ ェ ア リン グ ・シス テ ム 215 35.0 324 57.7

そ の 他 9 L5 11 2.0

延 べ 回 答 社 数 1,891 308.0 2,157 383.8
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特 徴 と して は、 メ ッ セー ジ 交 換 シ ス テム 、 取 引 処 理 シ ス テ ム 、 リモ ー ト ・バ ッチ ・シ ス テ ム、

TSSシ ス テム が将 来 増 え るで あ ろ う と予 定 され て い る 。

Bコ ン ピ ュ ー タ/コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ ト ワ ー ク の 現 況 と将 来(巻 末9-2-3表)

現在 、他 社 を も含 む コ ン ピュ ー タ/コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワ ー クは制 度 的 に諸 種 の 制 限 を伴 う。

自社 内 コ ン ピュ ー タ/コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワー クの み な らず 、他 社 の コ ン ピュ ー タ も含 む コ ン

ピュ ー タ/コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク を持 と う とす る予 定 は相 当高 くな っ てい る。

コンピュータ/コ ンピュー タ・ネッ トワークの現況と5年 後の予定

C/Cネ ッ ト

ワー クの

有無

現 在 5年 後

もっ て

いる

もっ て

い な い
計 もつ予定 もた な い 未 定 計

自社 の みの

コ ン ピュー タ ・

ネ ッ トワー ク を

社 数 183 369 552 210 71 180 461

% 33.2 66.8 100.0 45.6 15.4 39.0 100.0

社 数 120 332 452 184 61 205 450他 社 も含 む

コ ン ピュー タ ・

ネ ッ トワー ク を % 26.5 73.5 100.0 40.9 13.6 45.6 100.0

計

社 数 303 701 1,004 394 132 385 911

% 30.2 69.8 100.0 43.2 14.5 42.3 100.0

実社数 261 443 295 103 266

C保 有 回線 の現況 と5年 後の 予定(巻 末9-2-4～9-2-14表)

DDXの 出現によって、回線調査を全面改訂 し、すべてのサービス ・メニューについての細表を掲

げるとともに、冒頭に、全総括表、公衆回線 ・私設回線総合表,特 定回線総合表、DDX総 合表を掲

げ、いずれも現状(1981年9月)と5年 後計画を対比して、わが国回線利用動向を大観するための便

を図った。

現状と5年 後の全回線数でみるとき、特定回線帯域品目は全体として保合か微減、符号品目はやや

減、公衆回線電話型はまだ相当伸びてゆき、DDXは 全回線数の少なくとも10%以 上を占めると思わ

れる
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全産業 ・全回線の使用現況 と5年 後予定全総括表

回線種別 実

回

答

社

数

特定回線 公衆回線 DDX 合

計

私

設

回

線

総

計

帯

域

品

目

符

号

品1

目

電

話

型

電

信

型

回

線

交

換

ノぐ

㌻
ト
交
換

現

在

各 回 答 実 数 622 457 227 278 43 16 6 103

合 計 回 線 数 11,388 17,153 8,845 923 93 68 38,470 4,102 42,572

同 上 百 分 比 29.6 44.6 23.0 2.4 0.2 0.2 100.0 100.0

1社 当回線数平均 24.9 75.6 31.8 21.5 5.8 11.3 61.8 39.8 68.4

5
年
後

各 回 答 実 数 455 326 135 209 25 54 63 75

合 計 回 線 数 11,028 5,438 8,995 266 678 887 27,292 1,756 29,048

同 上 百 分 比 40.4 19.9 33.0 1.0 2.5 3.3 100.0 100.0

1社 当回線数平均 33.8 40.3 43.0 10.6 12.6 14.1 60.0 23.4 63.8

全産業 ・特定通信回線帯域品 目の使用現況 と5年 後 予定

回線種別 特 定 通 信 回 線

特 同定答

通社
信教
回
線
の

実

帯 域 品 目

帯 同
域 答
品社
日数
の

実

D

1

D

l

S

D

5

D
7

D

9

D

13

1

1

1

3

J

1

計

現

在

各 記 入 社 数 542 457 360 17 39 64 49 11 26 5 1

合 計 回 線 数 9,005 76 661 1,254 282 26 55 28 1 11β88

1社 当回線数平均 25.0 4.5 16.9 19.6 5.8 2.4 2.1 5.6 LO 24.9

5

年
後

各 記 入 社 数 393 326 253 16 14 41 34 16 27 3 3

合 計 回 線 数 8,815 120 369 969 529 114 98 9 5 11,028

1社 当回線数平均 34.8 7.5 26.4 23.6 15.6 7.1 3.6 3.0 1.7 33.8
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全産業 ・特定通信 回線符号品 目の使用現況 と5年 後予定

回線種別 特 定 通 信 回 線

符 号 品 目 箕

符回 五 一 二 三 一 二 四 九 四 憲
号答 ○ ○ ○ ○

、 、 、 、

八 信

品社
日数

○ ○ ○ 二

〇
四
〇

八

〇

六

〇

K
計

回
線

の ○ ○ ○ ○ 合
実 bps bps bps bps bps bps bps bps bps 言十

各記入社数 227 9 5 52 2 108 116 76 37 7 542

現
合計回線数 68 126 1,099 8 3,031 12,094 635 78 14 17,153 28,541

在

1社 当
7.6 25.2 21.1 4.0 28.1 104.3 8.4 2.1 2.0 75.6 52.7

回線数平均

各記入社数 135 2 1 8 3 39 69 57 39 6 393

5

年 合計回線数 11 5 121 31 1,373 1,908 1,545 425 19 5,438 16,466

後

1社 当
5.5 5.0 15.1 10.3 35.2 27.7 27.1 10.9 3.2 40.3 41.9

回線数平均

全産業 ・公衆通信回線

および私設回線使用現

況 と5年 後予定

回線種別 公 衆 通 信 回 線 私

設

回

線

公 回

護 答
信 実

羅 社
の 数

電

話

型

電

信

型

計

現 在

記 入 社 数 299 278 43 103

合 計 回 線 数 8,845 923 9,768 4,102

1社 当回線数平均 31.8 21.5 32.7 39.8

5年 後

記 入 社 数 221 209 25 75

合 計 回 線 数 8,995 266 9,261 1,756

1社 当回線数平均 43.0 10.6 41.9 23.4
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D国 際通信サービスの利用状況 と将来(巻 末9-2-15～9-2-16表)

今 年 版 も、国 際 通 信利 用 動 向 につ いて 、 大 ま か な調 査 を継 続 して行 う こ と と した 。下 表 の 総 括 表 に

見 る よ うに、ICAS・VENUSへ の大 き な期 待 が うか が わ れ る。

全産業 ・国際回線使用現況 と5年 後の予定

サ ー ビス種 別 回

答

実

社

数

特定通信回線 公衆通信 回線 デ

|

テ

ル

オ

1

ト

づ
ク
ス

I

C

A

S

V

E

N

u

S

延
べ

回

答

社

数

音

声

級

電

信

級

電

話

電

信

社 数 70 8 29 22 30 5 7 2 103

現 在

% 100.0 1L4 41.4 31.4 42.9 7.1 10.0 2.9 147.1

社 数 70 12 21 25 31 5 7 12 16 129

5年 後

% 100.0 17.1 30.0 35.7 44.3 7.1 10.0 17.1 22.9 184.3

Eセ ン ターCPUと 端末機 の設 置 ・接 続関 係(巻 末9-2-17～9-2-18表)

わが 国 の オ ン ライ ン化 方 式 を、機 器 の設 置 ・接続 関係 に よ って分 類 す れ ば、 次 の3方 式 に分 か れ る 。

(1)自 社 設 置 のCPUと 自社 設 置 の 端 末 機 を 回線 で接 続 して オ ンラ イ ン処 理 を行 う場 合

(2)他 社(親 会 社 、子 会 社 、共 同 セ ン タ ー、 民 間 計算 セ ンタ ー を含 む)設 置 のCPUと 自社 設 置 の 端

末 機 を回 線 で接 続 して オ ン ラ イ ン処 理 を行 う場 合

(3)電電 公 社設 置 のCPUと 自社 設 置 の 端 末機 を回線 で接続 して オ ンラ イ ン処理 を行 う場 合

(注:設 置 に は 、買 い取 り、 レ ンタ ル ま た は リー ス使 用 を含 む)

な お(1)、(2)、(3)の各 ケ ース はあ る1事 業 体 で重 複 して採 用 され る こと が あ るか ら、 オ ン ライ ン化 方

式 の可 能 な組 み合 わせ ば7種 類 とな る 。

基 本 的 な3方 式(他 の 方 式 の 重複 使 用 の有 無 を問 わ な い と き)の 採用 状 態 をみ る と、全 産 業 平 均 で

上 記(1)方 式 が98.2%(1980年97.1%)、(2)方 式 が10.8%(同10.4%)、(3)方 式 が5.0%(同6.5%)と

な っ て い る。

こ れ に対 し、(1)方 式 の み を採 用 す る割 合 は 同 じ く全 産 業 平 均 で86.2%(1980年84.3%)、(2)方 式 の

み の採 用 は1.0%(同1,6%)、(3)方 式 の み の採 用 は0.5%(同1.3%)で あ って 、 ま だ単 独 方 式 が 圧倒

的 に多 い。
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セ ン ターCPUの 所在

(現 在)

(%)

調 回 オ ン ラ イ ン 化 社

査 答 端Cる
末Pシ

端Cる
末Pシ

端 社 続
末 の す

延

機uス 機Uス 機Cる ぺ

年 実 が に テ

自 接 ム

が に テ

他 接 ム
がPシ
電Uス 合

社続 社続 電 に テ
度 数 の す の す 公 接 ム 計

1981 595(100.0%) 98.2 10.8 5.0 113.9

1980 617(100.0%) 97.1 10.4 6.5 113.9

1979 541(100.0%) 97.2 10.7 3.9 111.8

1978 434(100.0%) 95.2 10.4 8.1 113.6

1977 429(100.0%) 94.9 10.3 5.4 110.5

接 続 す る他 の セ ン ター(自 社 、公 社 以 外)の 種 別

全 産 業 平 均 で 自社 の 端 末 を接 続 す るセ ン ター種 別 は、 現 在 で は子 会 社(33.0%)、 独 立 営 業 セ ン

ター(18.3%)、 親 会 社(14.3%)、 同 業 共 同 セ ン タ ー(13.8%)の 順 で あ るが 、5年 後 に は子 会 社

(42.2%)、 独 立 営 業 セ ンタ ー(17.5%)、 系 列 共 同 セ ン ター(16.7%)同 業 共 同 セ ンタ ー(16.3%)

に な る と予 想 され て い る 。

本 調 査 は コ ン ピ ュ ー タ保 有事 業 体 を対 象 と す る もの で あ るか ら、 独 立営 業 セ ン ター に関 して は この

項 目の調 査 結 果 はそ の 一 般 的 な位置 づ け を示 す も の で はな い が 、独 立 営業 セ ンター が こ の調 査 で3位

以 内 に進 出 して きた の は1978年 度 調 査 よ り現 わ れ て い る。

接続する他のセンター(自 社、公社以外)の 細分類 (多重 回答)

調査年度

親

会

社

子

会

社

系
列
共
同

㌻
タ

|

同
業
共
同

㌻
タ

1

独
立
営
業

㌻
タ

|

そ

の

他

延

べ

合

計

回

答

実

数

1981
現 在%

5年 後%

14.3

17.1

33.0

42.2

8.5

16.7

13.8

16.3

18.3

17.5

28.1

25.5

116.1

135.5

224(100.0%)

251(100.0%)

1980
現 在%

5年 後%

15.7

12.4

30.4

40.1

10.3

14.0

14.7

19.0

16.2

14.9

27.9

22.3

115.2

122.7

204(100.0%)

242(100.0%)

1979
現 在%

5年 後%

13.9

13.3

33.7

44.9

8.0

13.3

15.0

21.4

15.5

11.2

32.1

29.6

118.2

133.7

187(100.0%)

196(100.0%)

1978
現 在%

5年 後%

11.7

11.4

32.7

40.5

6.2

10.8

16.7

19.0

20.4

17ユ

25.9

24.7

113.6

123.4

162(100.0%)

158(100.0%)

1977
現 在%

5年 後%

17.4

15.9

29.0

36.6

10.0

8.3

13.5

17.2

16.8

15.9

21.3

22.8

108.4

116.6

155(100.0%)

145(100.0%)
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F端 末機 の利 用現 況 と5年 後 の利用 予定(巻 末9-2-19～9-2-24表)

各種の端末機を、自社のCPUに 接続するもの、他社のCPUに 接続するもの、電電公社のCPU

に接続するもの、その合計(全CPU)と に分類 し、現在の利用台数と5年 後の利用予定台数を調査

した。なおインテリジェン ト端末とノン ・インテリジェント端末に分けて調査 している。

全 産 業 の全CPUに 対 す る全 端 末 機 利 用 状 況 の現 在 と5年 後 の利 用 予定 を比 較 す る と、総 台 数 に お

い て1社 あ た り170.7台 か ら253.9台 月 と増 加 す る。 そ れ に加 え て その 質 が 向上 す る こ と もい う ま で も

な い。

端 末 合 計 台 数 で み て 、 ノ ン ・イ ンテ リジ ェ ン ト端 末 と イ ンテ リジ ェ ン ト端 末 の比 は、現 在 約60:40

で あ るが 、5年 後 に この比 は44:56と イ ンテ リジェ ン ト端 末 の割 合 が 多 くな り逆 転 す る こと が予 想 さ

れ て い る。

端末機のイ ンテ リジェン ト化 (平均 台数は個別平均、分母は各機種 ごとの記入数)

機 種 実 Kン Cデ 金 紙 キ ス
'出 イ

P 予 漢 F 複 そ 合 構

Bタ テ 1ク カ ン A

回

答

社

Pl
(/

キ タ

1イ

ボ ブ

1ラ

ドィ

テ タ

リ↓

Rイ

T
ス

そ

プの

他 レ

融

機

関

用

端

1

7.

リ

「

ダ

1

タ
ン

1毫
一

ア ツ

1ト

プ も

/含

デ む

専 プ

用 リ
プ ン

リ タ
ン|

タ も

1含

_む

O

S

端

約

用

特

殊

端

字

端

A

X

端

口

端

末

制

御

装

の

成

比

数 の イ 末 チ イ) ラ) 末 末 末 末 置 他 計 %

ノンイン 記 入 社 数 469 191 361 63 61 32 244 11 5 30 4 47 75

テリジェ 業 種 毎 合 計 台数 5,ll4 19,618 17,707 604 203 8,651 L891 1,245 199 92 811 4β07 60,442 59.5

ン ト 機種毎1社 当平均台数 26.8 54.3 281.1 9.9 6.3 35.5 171.9 249.0 6.6 23.0 17.3 57.4 128.9

現
記 入 社 数 350 91 163 65 14 31 53 10 1 19 3 78 32

インテ リ
業 種 毎 合 計 台 数 4,124 4,224 23β19 325 、11505 980 287 6 140 4 2,633 3,550 4LO97 40.5

ジ ェ ン ト
機種毎1社 当平均台数 45.3 25.9 358.8 23.2 48.5 18.5 28.7 6.0 7.4 1.3 33.8 llO.9 117.4

在
記 入 社 数 595 257 458 llO 73 59 285 19 6 47 7 ll4 102

計 業 種 毎 合 計 台 数 9,238 23β42 411026 929 1,708 9,631 2,178 1,251 339 96 3,444 7,857 101,539 100.0

機種毎1社 当平均台数 35.9 52.1 373.0 12.7 28.9 33.8 114.6 208.5 7.2 13.7 30.2 77.0 170.7

ノンイン 記 入 社 数 321 94 247 35 20 23 175 7 5 53 12 27 38

テ リジェ 業 種 毎 合 計 台 数 4,660 2】,980 6,899 259 207 9,634 1,492 2,096 1β47 255 547 L689 51,065 44.3

ント 機種毎1社 当平均台数 49.6 89.0 197.1 13.0 9.0 55.1 213.1 419.2 25.4 21.3 20.3 44.4 159.1

5

記 入 社 数 332 67 185 61 5 22 56 19 2 67 11 82 23

年
インテリ

業 種 毎 合 計 台 数 2,725 】5,526 21,983
『

14 1,574 4,429 2,244 2,081 5,676 629 31898 3,432 64,211 55.7

ジェン ト
機種毎1社 当平均台数 40.7 83.9 360.4 2.8 71.5 79.1 118.1 llO40.5 84.7 572 47.5 149.2 193.4

後
記 入 社 数 454 145 353 86 24 42 221 25 7 113 23 102 60

計 業 種 毎 合 計 台 数 7β85 37,506 28,882 273 1,781 14,063 31736 4,177 7,023 884 4,445 5,121 ll5,276 100.0

機種毎1社 当平均台数 50.9 106.2 335.8 1L4 42.4 63.6 149.4 596.7 62.2 38.4 43.6 85.4 253.9
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G音 響カプラーの使用現況 と将来(巻 末9-2-25～9-2-28表)

わ が 国 に お け る音響 カ プ ラ ーの使 用 現 況 につ いて は、他 に資 料 が な いの で 、今 回の 本 調 査 が たぶ ん

唯 一 の 調 査 で あ ろ うと思 われ る。

623社 の オ ン ラ イ ン回 答 社 中 、現 在 で は120社 が カ プ ラー を使 用 中 で あ り、8割 弱(75.5%)の 社 は

10台 未 満 を使用 す るに す ぎな い 。5年 後 に は 回 答 社 が165社 と増 し(将 来 に 関 す る予 想 を 尋 ね るア ン

ケ ー ト回答 数 の 方 が 現状 回答 数 よ り も多 い の は珍 しい 例 で 、 カ プ ラー に対 す る回 答 者 の 真 剣 な 注 目度

が うか がわ れ る)、10台 未満 の社 数 は半 数 にま で減 り、多 台 数使 用 へ と シフ トして い る。

ま た 、現 状 回 答120社 の保 有 カ プ ラー は合 計2,950台 で300bps以 下 が 多 い が 、5年 後 に は165回 答

社 、 合 計6,625台 と増 し、 しか も1200bps超 へ と高 速 度 機 の 方 へ と シ フ トして い る。

全産業 ・速度別 ・音響カプラー使用現況 と5年 後の予定

使用台数
範囲

伝送速度別

10台 未 満 10～30台 30～50台 50～100台 100台 以上 計

使

用

現

況

300bps以 下
社 数 59 11 2 4 3 79

% 74.7 13.9 2.5 5.1 3.8 100.0

1

300～1,200bps

社 数 27 5 2 1 3 38

% 71.1 13.2 5.3 2.6 7.9 100.0

1,200bps超

社 数 25 1 3 0 1 30

% 83.3 3.3 10.0 0.0 3.3 100.0

計

社 数 111 17 7 5 7 147

% 75.5 11.6 4.8 3.4 4.8 100.0

実社数 86 16 6 5 7 120

5

年

後

予

定

300bps以 下

社 数 38 14 6 1 7 66

% 57.6 21.2 9.1 1.5 10.6 100.0

300～1,200bps

社 数 35 23 13 4 4 79

% 44.3 29.1 16.5 5.1 5.1 100.0

1,200bps超

社 数 30 17 3 5 6 61

% 49.2 27.9 4.9 8.2 9.8 100.0

計

社 数 103 54 22 10 17 206

% 50.0 262 '10 .7 4.9 8.3 100.0

実 社数' 79 45 17 9 15 165
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全産業 ・速度別 ・音響カプラー現有台数および5年 後保有台数各推定

速 度 別

300bps以 下

300～

L200bps

1,200bps超 合 計 実社数

1社 当

平均 台数

現 有 台 数 推 定

台 数 1,495 990 465 2,950 120 24.6

% 50.7 33.6 ユ5.8 100.0

5年 後保有台数 推定
台 数 2,185 2,255 2,185 6,625 ]65 40.2

% 33.0 34.0 33.0 100.0

HCPUと フ ァ イ ル の 構 成 方 式 、 伝 送 方 式

CPU構 成 は73%がSimplex方 式 で あ り、 マ ス ター ・フ ァ イル の ア クセ ス 方 式 と して はRandom

方 式 が 、68%で 最 も多 い(多 重 回答)。

ま た 、伝 送 方式 と して は半 二 重式 が69.9%と 多 く、通 信 制 御 方 式 は78.7%が ポー リ ング方 式 で ある 。

1ト ラ ン ザ ク シ ョ ン 量(巻 末9-2-29～9-2-33表)

(1)全 産業 平 均 で トラ ンザ ク シ ョンの 平 均 字 数 は339.7字 で あ り、 平 均1日 の トラ ンザ ク シ ョン数 は

4万1,000、 ピー ク時 の1日 トラ ンザ ク シ ョン数 は7万7,000で あ る。

5年 後 の平 均 トラ ンザ ク シ ョンの増 大 予想 に つ い て は 、不 明 回答 を除 き 「5倍 以 上」 を6倍 と して

平 均 を とる と 、全 産 業 平 均 で は2.68倍 にな る と予 想 さ れ て いる 。

(2)1976年 度 調 査 か ら、字 長 、 トラ ンザ ク シ ョン数 、両 者 の積 の トラ ンザ ク シ ョン量 に関 し、 各 々分

布 状 態 も算 出 した 。

トラ ンザ ク シ ョン平均 学 長 、平 均 およ び最 繁忙 時 の1日 トラ ンザ ク シ ョン量

調査年度
平 均 字 数 平 均1日 トランザクション ピーク時1日 トランザ クション

記入数 記 入数 記 入'数

1981 508 339.7 519 41,253.4 516 77,174.7

1980 514 358.1 537 44,246.5 533 80,064.6

1979 451 330.6 472 40,844.3 468 67,405.3

1978 371 327.7 384 65,593.8 376 79,928.8

1977 371 287.1 381 53,267.7 374 90,489.2
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字 長 で は 、64字 未 満12.4%、64--128字24.2%、128～256字29.3%と な っ て い て 、 比 較 的 短 い 字 長

の こ の3種 だ け で 合 計65.9%と な る 。

1日 の ト ラ ンザ ク シ ョ ン数 で は 、1日3,000ト ラ ンザ ク シ ョ ン 未 満 が34.3%を 占 め る 。

1日 の トラ ンザ ク シ ョ ン量 で は 、1日50万 字 未 満 が35.7%を 占 め る 。

Jフ ァク シ ミ リ(巻 末9-2-34表)

フ ァ ク シ ミリは、 現 在 最 も高 い増 加 率 を示 す コ ミュ ニ ケ ー シ ョン手 段 で あ る。 国 内用 で は 、全 産 業

平 均 で 現在 、1社 平 均 公 衆 回線 利 用12.3台 、専 用 線 利 用19.1台 を使 用 して い るが 、5年 後 に は 、全 産

業 平 均 で1社 平 均 公 衆 回線 利 用16.9台 、専 用 線 利 用31.4台 の使 用 の ほか 、 デ ィ ジ タル網 に よ る使 用 が

14.7台 と予 想 され て い る。

国 際 間 フ ァ ク シ ミ リにつ い て は 、5年 後 に公 衆 回線 利 用1社 平 均5.4台 、専 用 線 利 用16.0台 の ほか

デ ィ ジ タル 回線 利 用 で12.7台 が 予想 され て い る。

K電 信設備(巻 末9-2-35表)

コ ン ピ ュー タ ・ユ ーザ ーに お い て も電 信 設 備 の使 用 率 は高 い
。国 内用 で は 、全 産 業平 均 で現 在 、1

社 平 均 加 入 網 利 用9.0台 、専 用 線 利 用24.8台 を使 用 して い る が 、5年 後 に は 、全 産 業 平 均 で1社 平 均

加 入網 利 用11.7台 、 専用 線 利 用28.8台 の使 用 の ほか 、 デ ィ ジタル網 利 用 で9 .3台 が 予 想 され て い る。

ま た 、 国 際電 信 設 備 に つ い て は 、全 産 業 平 均 で現 在 、1社 平 均 加 入 網 利 用2 .8台 、専 用線 利 用10.1

台 を使 用 して い るが 、5年 後 に は 、全 産 業 平 均 で1社 平 均加 入 網 利 用3 、4台、 専 用 線利 用29.4台 の ほ

か 、 デ ィジ タル網 利 用 で7.7台 の 使 用 が予 想 され て い る。

L外 部 デー タベ ース ・サ ー ビスの利 用現状 と将 来(巻 末9-2-36～9-2-37表)

今 回 答1,133社 の う ち現 在181社 がバ ッチ 方式 ま た は オ ン ラ イ ン方 式 で 、 な ん らか の外 部 デ ー タベ ー

ス ・サ ー ビス を利 用 して い る。科 学 技 術 分 野 、特 許 分 野 での文 献 情 報 と、産 業 ・経 済 ・社 会 その 他 の

分 野 で の 数値 情 報 の 利 用 率 が高 い。

ま た、 この調 査 の回 答 社 グル ー プ で は、 す でに オ ンラ イ ンで の デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス利 用 の多 い

こ とが 注 目 され る 。

5年 後 の 見込 み で は 、 いず れ の分 野 に お い て も利 用 予 定 数 、割 合 が 増 え て い る。 音 響 カ プ ラー にお

け る 回答 と同 じく、現 状 に対 す る 回答 社 数 よ りも、5年 後 予定 に対 す る回答 社 数 の 方 が 多 い と い うの
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全産業 ・データベース利用の現状 と5年 後の利用予定

利用情報

利
用
方
式

＼

実

回

答

社

数

文 献 情 報 数値 情報 画

像

情

報

映

像

情

報

音

声

情

報

延

べ

回

答

社

数

科
学
◆

技

術
分

野

特

許

分

野

藁そ
.の

諸他

在分
会野

科
学

・

技

術

分

野

産 そ
業
.の

翻
'分

社

会 野

現

在

の

利

用

状

況

バ ッチ

社 数 90 25 22 21 12 42 6 1 0 129

% 100.0 27.8 24.4 23.3 13.3 46.7 6.7 1.1 0.0 143.3

オ ン

ラ イ ン

社 数 123 63 47 21 18 45 13 0 0 207

% ]00.0 51.2 38.2 17.1 14.6 36.6 10.6 0.0 0.0 168.3

実 計

社 数 181 81 65 39 29 76 19 1 0 310

% 100.0 44.8 35.9 21.5 16.0 42.0 10.5 0.6 0.0 171.3

5

年

後

の

利

用

予

定

バ ッチ

社 数 93 26 30 32 26 59 13 2 5 193

% 100.0 28.0 32.3 34.4 28.0 63.4 14.0 22 5.4 207.5

オ ン

ライ ン

社 数 170 83 66 76 51 96 43 20 28 463

% 100.0 48.8 38.8 44.7 30.0 56.5 25.3 11.8 16.5 272.4

実 計

社 数 223 101 87 98 69 137 55 21 32 600

% 100.0 45.3 39.0 43.9 30.9 61.4 24.7 9.4 14.3 269.1

Aバ ッチ方式の行で どれか ひとつでも回答のあった社の計

Bオ ンライン方式の行につ き同上

Cバ ッチ方式でもオンライン方式でもどちらかひ とつで も回答のあった社の計、単純にA+Bで はない。

は珍 しい現 象 で 、 カプ ラー や デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス が い か に注 目 され 、 関心 を持 たれ てい る か が わ

か る。

M自 社 デー タに よ る外 部 への デ ータベ ー ス提供 の可 能性(巻 末9-2-38～9-2

-39表)

数こそ少ないが、自社蓄積データを、外部にデーターベースとして提供する可能性を積極的に回答

された社が、これまた次表に見るように現状より5年 後予定について回答社が増えている。
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全産業 ・データベース提供可能性の現状 と5年 後見込

提供情報

提
供
方
式

実

回

答

社

数

文 献 情 報 数値 情報 画

像

情

報

映

像

情

'報

音

声

情

報

延

べ

回

答

社

数

科
学

・

技

術

分

野

特

許

分

野

産 そ

芋の

割
'分

社
会 野

科
学

.

技

術

分

野

産 そ

芋の

篇他
'分

社

会 野

現

在

で

の

提

供

可

能

性

バ ッチ

社 数 24 1 1 6 3 13 1 0 0 .25

% 100.0 4.2 4.2 25.0 12.5 54.2 4.2 0.0 0.0 104.2

オ ン

ラ イ ン

社 数 13 5 2 3 2 7 0 0 0 19

% 100.0 38.5 15.4 23.1 15.4 53.8 0.0 0.0 0.0 146.2

英 詩
社 数 32 6 3 9 5 17 1 0 0 41

% 100.0 18.8 9.4 28.1 15.6 53.1 3.1 0.0 0.0 128.1

5

年

後

の

提

供

可

能

性

見

込

バ ッチ

社 数 27 2 1 10 2 20 4 2 0 41

% 100.0 7.4 3.7 37.0 7.4 74.1 14.8 7.4 0.0 151.9

オ ン

ラ イ ン

社 数 47 14 6 20 14 26 14 7 9 110

% 100.0 29.8 12.8 42.6 29.8 55.3 29.8 14.9 19ユ 234.0

実 計

社 数 63 16 7 27 15 37 16 8 9 135

% 100.0 25.4 11.1 42.9 23.8 58.7 25.4 12.7 14.3 214.3

Aバ ッチ方式の行でどれかひ とつ でも回答のあった社の計

Bオ ンライン方式の行につ き同上

Cバ ッチ方式でもオンライン方式 でもどちらかひ とつで も回答のあった社 の計 、単純にA+Bで はない。

自社 デ ー タの デー タベ ー ス化 提 供 で あ るか ら、 数値 情 報 に重 点 が あ る こ とが 明 瞭 に読 み取 れ 、論 理

的 に も、実 態 か ら して も首 肯 で き る と こ ろで あ ろ う。

Nシ ステム事故 ・障害 状 況(新 設 調査)(巻 末9-2-40～9-2-41表)

(1)シ ステム事故 ・障害状況

システムの全部または一部のダウン(運 営中断 ・停止)を きたした程度の事故 ・障害経験は1今

年度からの新調査で予想以上に多いことがわかる。
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現在までの総経験 過去1年 の経験

回答社数(%) 576(100.0) 564(100.0)

ハ ー ドウ エア障 害 535(92.9) 496(87.9)

ソフ トウ ェア障 害 467(81.1) 375(66.5)

空調故障 260(45,1) 139(24.6)

電源故障 199(34.5) 101(17.9)

回線故障 363(63.0) 293(52.0)

配線破損 49(8.5) 15(2.7)

漏水に よる事故 ・障害 62(10.8) 19(3.4)

自然水害による事故 ・障害 20(3.5) 8(1.4)

火災に よる事故 ・障害 7(1.2) 3(0,5)

煙害に よる事故 ・障害 1(0,2) 1(0,2)

地震に よる事故 ・障害 14(2.4) 5(0.9)

人の過朱による事故 ・障害 241(41.8) 159(28.2)

人の悪意による事故 ・障害 1(0.2) 1(0.2)

そ の 他 12(2.1) 5(0.9)

(2)シ ステム安全対策

システム保護対策について、対策のレベルに従い下記のように重みづけ配点を行 う時、全産業平

均の対策 レベルは下右のようなものである。

シ ス テ ム 保 護 対 策 レ.ベ ル

特 に対策な し 1

パスワー ド制 、権限規定 明確 ・徹底化(ま たは同等対策) 2

パ ス ワー ド制 、権 限 規定 明確 ・徹 底 化 、

(ま たは 同等 対 策)
コ ピー 分散

3

※重 層 パ ス ワ ー ド制 、権 限規 定 明確 ・徹底 化 、(
ま たは 同等 対 策)

コ ピー 分散
4

重 層 パ ス ワー ド制 、権 限規 定 明確 ・徹 底 化 、(ま た は同 等対 策)

コ ピー 分 散 、 暗号 制

5

全産業平均 レベ ル

セ ン ター側

1.60

端 末 側

1.59

※権限の上下に伴い、複数のパ スワー ドが重なるとき初めて システムが動 く

場合

要 す るに 、安 全 対 策 レベ ル はい ま だ低 い とい うこ と がで き る。 た だ し、業 種 に よっ て さ ま さ まで 、

この事 情 は以 下 のす べ て に通 じて 同様 で あ る 。
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(3)シ ス テ ム建 屋 の 不 可侵 性 対 策

本 項 目の 対策 レベ ル に従 い 、 下記 の よ う に重 み づ け配 点 を行 う時 、 全産 業 平 均 の 対策 レベ ル は、

下 右 の よ うな もの で あ る。

全産業平均 レベル

1.91

入 館 監 視 対 策 レベ ル

特に対策 なし 1

受付者、来訪者名簿(ま たは同等対策) 2

受付者、来訪者名簿 、バ ッジ(ま たは同等対策) 3

受 付 者 、 来訪 者 名簿 、バ ッジand/orIDカ ー ド(ま たは 同 等対 策) 4

受 付 者 、来訪 者 名簿 、バ ッジand/orIDカ ー ド、(ま た は同 等対 策)

監視 装 置
5

(4)コ ン ピ ュ ー タ ・ル ー ムの 不 可優 性 対 策

本項 目の 対 策 レベ ル に従 い 、下 記 の よう に重 み づ け配 点 を行 うと き、全 産 業 平 均 の 対 策 レベ ル は、

下右 の よ う な もの で あ る。

入 室 監 視 対 策 レベ ル

特に対策な し 1

受付者、来訪者名簿(ま たは同等対策) 2

受 付 者 、 来訪 者 名簿 、バ ッジ(ま たは 同等 対 策) 3

受 付 者 ・ 来訪 者 名簿 ・バ ッジand/・ ・mカ ー ド(ま たは 同新 策! 4

受 付 者 、 来訪 者 名簿 、バ ッジand/orIDカ ー ド、(
また は同 等対 策)監 視 装 置 5

全産業平均 レベル

2,17

(5)地 震対策

本項目の対策 レベルに従い、下記のように重みづけ配点を行うとき、全産業平均 レベルは、下右

のようなものである。
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地 震 対 策 レベ ル

特になし 1

転倒防止装 置(ま たは同等対策) 2

転倒防止装 置、すべ り止め(ま たは同等対策) 3

転倒 防 止装 置 、すべ り止 め 、(
また は 同等 対策)フ リー ア クセ ス ・フ ロア

4

転倒 防 止装 置 、す べ り止 め 、 フ リー ア クセ ス ・(ま た は 同等 対策)

フ ロア 、予 報 機 関 との 連 絡 ネ ッ トワ ー ク
5

全産 業平均 レベル

セ ン ター側

2.29

端 末 側

126

(6)火 災対策

本項目の対策 レベルに従い、下記のように重みづけ配点を行 うとき、全産業平均 レベルは、下右

の よ うな も の で あ る。

火 災 対 策 レベ ル

特になし 1

消火器具(ま たは同等対策) 2

消火器具 、消火装 置(ま たは同等対策) 3

消 火器具 、消 火装 置 、避 難 シ ステ ム*(ま たは 同 等対 策) 4

消 火器具 、消火装置、避 難システム.(
または同等対策)外部防災機関 との連絡ネ

ットワー ク
5

全産業平均 レベ ル

セ ン ター 側

3.00

端 末 側

2.23

*誘 導灯、防煙具、避難具、持 出対策 、その他 を含む。

(7)停 電対 策

本 項 目の対 策 レベ ル に従 い 、下 記 の よ う に重 み づ け配 点 を行 うと き 、全 産 業 平均 レベ ル は、 下 右

の よ うな もの で あ る。

(8)防 水対策

本項目の対策レベルに従い、下記のように重みづけ配点を行うとき、全産業平均 レベルは下右の

ようなものである。
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(7)

コン ピュータ利用の現況

停 電 対 策 レベ ル

特にな し 1

バ ッテ リー 用意(ま たは 同等 対策)
$

2

バ ッテ リー用意 、自家発電装置(ま たは同等対策) 3

.

バ ッテ リー用意 、自家発電装置、(ま
たは同等対策)定

周波装置
4

バ ッテ リー用意 、自家発電装置、定周波装置 、(ま たは同等対策)

業者供給電源の2系 統化
5

(8)

防 水 対 策 レベ ル

特にな し 1

防水カバー(ま たは同等対策) 2

防 水 カバー 、マ シン上 ダ ク ト(ま たは 同等 対策) 3

防水 カバー 、マ シン上 ダ ク ト、感 知装 置(ま たは 同等 対 策) 4

防 水 カバ ー 、マ シン上 ダ ク ト、感 知装 置 、(ま たは 同等 対 策)

室 の 防 水装 置

5

全産業平均 レベル

セ ンター 側

1.55

端 末 側

1.12

0信 頼 性 対 策(新 設 調 査)

本 項 目 につ き、 下記 の対 策 の どれ か1対 策 を もつ と き レベ ル1、2対 策 を もつ と き レベ ル2、 以 下

5対 策 を もつ と き レベ ル5と い う よ う に重 みづ け配 点 を行 う と き、全 産 業 平 均 レベ ル は下 右 の よ う な

もの で あ る。

全産業平均 レベル

2,25

信 頼 性 対 策

自己診断システム保有

定期 診断 システム制

バ ッ クア ップ体 制

回線の二重化

CPUデ ュ アル ・シ ス テム 等
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P合 目的性 レベル(新 設調査)

(1)社 の基本ニーズへの対応

本項目の対応度に関し、下記のように重みづけ配点を行うとき、全産業平均 レベルは下右のよう

なものである。

社 の 基本 ニ ー ズに 対 応 して い るか レベ ル

必ずしも十分でない 1

おおむね対応 してい る 2

現状に対 しては十分に対応 している 3

将来 も含め、十分に対応 している 4

完全な将来計画 を常に もち、十二分に対応 している 5

全産業平均レベル

2.44

(2)個 別部門ニーズへの対応

本項目の対応度に関し、下記のように重みづけ配点を行うとき、全産業平均 レベルは下右のよう

なものである。

個別 部 門の ニー ズに対 応 して い るか レ ベ ノレ

必ず しも十分 でない 1

おおむね対応 している 2

現状に対 しては十分 に対応 している 3

将 来 も含め 、十 分 に対 応 して い る 4

完全な将来計画を常に もち、十二分 に対応 している 5

全産業平均 レベル

2.22

(3)新 規ニーズへの対応

本項目の対応度に関し、下記のように重みづけ配点を行うとき、全産業平均レベルは下右のよう

なものである。

新 規 ニ ー ズに対 応 してい るか 1 レベ ル

必ず しも十分でない 1

おおむね対応している 2

現状に対 しては十分に対応 している 3

将 来 も含め 、十 分 に対 応 して い る 4

完全な将来計画を常に もち、十二分 に対応 している 5

全産業平均 レベ ル

2.03
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(4)シ ス テ ム更 新 へ の 対 応

本 項 目の対 応 度 に関 し、 下記 の よ う に重 み づ け配 点 を行 う と き、全 産 業 平 均 レベ ル は下 右 の よ う

な もの で あ る。

全産業平均 レベ ル

2.22

システムの更新は合理 的に行われているか レベ ノレ

必ずしも十分でない 1

おおむね対応 している 2

現状に対 しては十分に対応 している 3

将来 も含め 、十分に対応 してい る 4

完全 な将来計画を常に もち、十二分に対応 している 5
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第4章 諸 外 国の コンピュータ設 置 状 況

メー カー別 に み た世 界 の汎 用 コ ン ピュー タ設 置状 況

、

〈1>

ア メ リカ

、

〈台数比 〉

その他
4,121

HIS
4,187
(7.4%

IBM
35,563

(62.9%)

設置台数56,515台

NAS/璽 顕

職
(3.0%)

Burroughs
3,649

(6.3%)

Univac
3,910

(6.7%)

HIS
3,979

(6.8%)

〈金額比〉

その他
1,394

(2.5%)

IBM
40,894

(70:2%)

設置 金 額581億6,500万 ドル

〈2>

西 ドイツ
その他 ヨー ロッパ 系

389メ ー カー

〈台数比〉

ICL480
(4.6%)
Univac
530
(5.1%)

Siemens

1,365
(13.1%)

HIS
1,366

(13.2%)

330(3.2%)

IBM
5,635
(54.3%)

CDC
199
(2.0%)

〈金額比〉

Univac

537
(5.4%)

HIS
649

(6.5%)

Siemens

1,736
(17.4%)

IBM

6,391

(63.9%)

その他

490

(4.8%)

設置 台数10,385台 設置金額:100億200万 ドル
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〈3>

フ フ ン ス

〈4>

イギ リス

<5>

ア イ ル ラ ン ド

コ ン ピ ュー タ利 用 の 現 況

く台数比〉

その他U
nivac561

?,9・?;0・%,t4・4%'

(2.4%}

Btirroughs

532

(4.2%)

CII

772

(6」%)HIS

ICL5,243

787(41.7%)

(6.2%)

IBM

4,132

(32.7%)

設 置 台 数:12,626台

〈台 数 比 〉

雷 罵,そ の㌫
(3.8%)

その他ヨーロッパ
系メーカー
328(4。2%)

㌫rr卯ghs鵠o
(6.1%)(37・5%)

HIS
900
(ll.5%)

IBM
2,363
(30.0%)

設置台数7,852台

NCR
15

(4.6%)

HIS
62

(19.2%)

〈台数比>

DEC
lO

(3.1%)

ICL
86

(26.6%)

IBM
112
(34.7%)

設置台数323台

〈金額比〉

㌫ 竃)習ξ㌫)

㌶
(3.4%)

Bvrroughs
340
(4.2%)

CII
599
(7.2%)

HIS
1,484
(17.8%)

その 他

220

(2、6%)

IBM
4,735

(56.9%)

設置金額83億1,700万 ドル

〈金 額 比 〉

その 他
Burroughs481

295(6.9%)

(4,3%)

Univac

344

(5.0%)

HIS

520

(7,5%)

ICL

2,214

(32,0%)

IBM
3,061
(44.3%)

設置金額69億1,500万 ドル

Burrough⑨

5(3,0%}

〈金額比>

NCR3(1.8%)

IBM
Sl

(49.2%)

設置金額1億6,500万 ドル
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ノ ル ウ ェ ー

〈7>

ス ウ ェ ー デ ン

〈8>

ブ イ ン ラ ン ド
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DEC

l2

(2.3%)
Burroughs

17

(3.3%)
ICL

24

(4、6%その 他

ヨーロッパ系

メー カー

34

(6.6%)

Unlvac

48

(9.2%)

〈台 数 比>

NCR

llそ の他

(2.1%)25(
4.9%)

HIS
95
(18.3%)

IBM
253
(48.7%)

設置台数:519台

〈台数比〉

;㌘ 巖 ㌶,
その他
ヨーロッパ系

メーカー

68

(竜.0%

Univac
lO6

(9.4%)

HIS

127

(11.3%)ICL

158

(14.1%}

ICL
14
(3.0%)

BurrOtighs
28

(5.9%

lBM
536

(47.7%)

設置台数:1.124台

く台数比〉

Univac
49
(10.4%)

その 他

43

(9.2%)

HIS
123
(26.1%)

IBM

214

(45。4%)

設置台数471台

〈金 額 比 〉

その他

CDC40

16(7.4%)

(2.9%)

NAS/Amdahl

22

(4.0%)

HIS
56

(10.3%}

Univac
70
(12.9%)

IBM
340

(62,5%)

設置金額5億4,400万 ドル

Siemen5

　

B。,r。、gh,(2・0%}

26

(2.1%)

ICL

71

5.8%}

HIS

76

(6.2%)

Univac
176

(14,3%)

〈金額比〉

その他
94
(7.6%)

IBM
761
(62.0%)

設 置 金額:12億2,800万 ドル

〈金 額 比 〉

その他

Burroughs17

15(4.1%)

(3.6%)

Univac
51
(12.3%}

HIS
92

(22,2%)

[BM
240
(57.8%)

設置金額14億1.500万 ドル

199



200第5部

〈9>

デ ン マ ー ク

<10>

オ ラ ン ダ

〈11>

ベ ル ギ ー

コ ン ピ ュ ー タ 利 用 の 現 況

く台数比》

〔JnivacCDC

㌶ ・係・一鐸 ・・i;・%・竃,

籠;
灘

IBM
Burroughs392

67(44.7%)

(7.6%)

ICL

108

(12.3%)HIS

ll7

(13,3%)

設 置 台 数:878台

〈台 数 比>

NCR

鞭 雷13ξ・%・竃,
(3.5%)(2.8%)

Univac

134

(6.5%

Burreughs

1711BM

(8.4%)948

(46,4%)

ICL

l90

(9,3%)HIS

367

(17.9%)

設 置 台 数:2,047省

く台 数 比 〉

そ の他

Xei・・!i.・%・
(5!%)

Bufroughs

76

(6.4%)

1CL

7S

(6.6%)
IBM

Siemens599

107(50 .5%)

(9.0%)

AIS

197

(16.6%)

設 置 台数1,187台

〈金 額 比 〉

その 他

NASンAmdahtヨ ーロッパ系 メーカー

2319そ の他

(2、6%)(2 .1%)12
NCR(1.4%)

Siemens31

34(3.5%)

(3.8%)

CDC

39

(4.4%)

Burroughs

40

(4.5%)

Univac

401BM

(4.5%)559

1CL(62.4%)

43

(4.8%)

HIS

54

(6.0%)

設 置 金額:8億9,400万 ドル

<金 額 比>

Philips

ICL42そ の他51

言;-en・ 、、.92。.(2'5%)(2'9%)

(4.9%)

CDC

85

(5.0%)

Burroughs

l12

(6.5%) ロ　　

麗 》1;1.9%)

㍑,%,

設 置金 額:17ua1,000万 ドル

〈金 額 比>

NAS/Amd息hlCDC

2123

(2。1%}そ の 他41(2
.3%)(4 .1%)B

urroughs

41

C4.1%)U
nivac

46

(4.6%)

Siemens

77

(7.8%)

HIS

941BM

(9.5%)650
(65,5%)

設 置 金額:9億9,300万 ドル



〈12>

ル ク セ ン ブ ル グ

、

〈13>

ス イ ス

〈14>

オ ー ス ト リア

〈台 数 比>

HISSiernens

32(3.8%)

(5.8%)

ICL

5(9.6%)

IBM

NCR20(38.5%)

6(1】.5%)

Burroughs

l6(30.8%〉

設 置 台数:52台

〈台 数 比 〉

篇一≠ §iご 竃,
(5.0%)

ICL

117

(7.1%)

Univac 　　　
　お

(…%)・lll
.,%)

膓R
(13,7%)HIS

241

(14.5%)

設 置 台数:1,659台

〈台 数 比 〉

その他ICL
38

21(5%)

(2.8%)

Siemens
74

(10.O%)

Univac

83

(11.2%)

HIS

137

(18,4%)

設 置 台 数

1BM

388
(52.6%)

741台
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〈金額.比〉

その他
2

(3.8%)

Siemens
6(11.1%)

BurroughsICL
9(16.7%)19(35.2%)

IBM
18(33.2%)

設置金額:5,400万 ドル

〈金額比〉

　ニ　 ロロ　

吉 ・r・・g・・{;・・%・ 罐1・
(3.4%)

CDC
69

(4,6%)

NCR

86

(5.8%)

HIS

1011BM

(6.8%)907

(6e.S%)Uni
vac

177

(11.9%)

設 置 金額:14億9,000万 ドル

〈金 額 比>

CDC

18そ の他

HIS(2.8%)19

22(3.1%)

(3.5%)

Siemens

61

(9.6%)

Univac

69

(10.8%)
IBM

447

(70.2%)

設置金額6億3,600万 ドル

201
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〈15>

イ タ リア

〈16>

ギ リ シ ア

〈17>

ス ペ イ ン

コンピュータ利用の現況

Siemens

lll、%)麗'"

(6.4%)

HIS
1,251
(30.3%)

〈台数比 〉

その他198

(4.8%}

IBM
2,282
(55.2%)

設 置 台 数:4.132台

く台 数 比 》

NCR

,_、 、、7(4・3%)CDC4(・.4%}

7(4.3%}

ICL

8(4.9%)

UnivacIBM
13(7.9%)65

(39.6%)

HIS

60(36.6%)

設置台数:164台

く台数比>

ICLそ の他51
42(3 .1%)(2

.6%)

IBM
874
(54.6%)

設置台数1,604台

〈金 額 比>

CDC

NAS/Amdahl77

81(2・0%)そ の他42

(2・1%)(1.1%)

Siemens

121

(3.2%)

Vnivac
302

8。0%)

HIS

5801BM

(15.4%)2 ,571

(68.2%)

設 置 金 額:37億7,400万 ドル

<金 額 比>

NCR

3(3.4%}ICL2(2 .3%)
Burrough5

3(3.4%)

CDC

7(8.0%)

HIS

9(10.2%)IB'M

45(51.1%)

Univac

l9(21.6%)

設 置 金 額:8,800万 ドル

〈金 額 比>

CDCそ の他

2839Si
emens(2 ,2%)(3%)54

(4,2%)

NCR

76

(5.9%)

HIS

92

(Zl%)IBM

803

Univac(61.7%)

206

(15.9%)

設置金額12億9,800万 ドル



〈18>

ポ ル トガ ル

〈19>

そ の 他 面 ヨー ロ ッ

ノく

〈20>

西 ヨー ロ ッパ 全 体

〈台数比〉

その他

㌫%)(…%)羅

、%)

認ξ,%)

NCR

10(6.6%)

IBM

91

Univac(60.4%)

27(17.9%)

設 置 台数:151台

〈台 数 比>

ICL

6.6%
Burroughs

5(8,2%)

IBMNCR

3814(23
.0%)(62

,2%)

設置 台数:61台

〈台 数 比>

NCR

1.482(3.2%)

足の他3
,027
6.7%

2・304(5 .0%)

HIS

lO,492

(22.8%)

設 置 台数:

IBM

l9,687(
42.8%)

45,976台
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〈金額比>

CDC託;,%)・ ・他・〔…%}
3(2.9%

NCR

4(3,8%)

DEC

4(3,8%)

IBM

61

Univac(58.0%)

27(25.7%)

設 置 金 額:1億500万 ドル

〈金 額 比 〉.

B_ghl

1(2.1%)ICLI(2.1%)

NCR

4(8.'3%)

IBM

42

(87.5%)

設 置 金 額14,800万 ドル

〈金 額 比>

CDC

896(2.3%)

Burroughs

I,020(2.6%)そ の他

2,224Si
emens5ゴ%

2,44e(6,3%)

Univac

2.480〈6.4%IBM

lCL22 ,6842
.883(7.5%}(58.7%)

HIS

4,049

(10.5%}

設 置 金 額1386億7,600万 ドル

203
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〈21>《 台数比〉

カナダ 艶治2押 部膓賜
DECそ の他119{3.3%)

124(3.5%)
NCR

t49(4,2%)

Univac

365

(10.2%)

IBM

2,181
HIS(60.6%)

440

(12,3%)

設置 台 数:3,589台

〈22>〈 台数 比>

NCR
日 本

Un、,、c600(2・5%)そ の他534{・.2%)
665(2.7%)

富士 通1BM
6,3164

.183(26 .0%)(17
.2%)

その 他NEC
日本 メー カー3,550

5,263(14.6%)

(21.6%)日 立

3,200

(13.2%)

設 置 台数:24,311台

〈23>〈 台 数 比 〉

東 南 ア ジ ア お よ び その他

オセ アニ ア 罐 。、1;1・%・
Uoivae

140(5.2%)

NCR

170(6.4%)

Burr・ughs

199(7.4%)IB
M

1,516

1CL(56.7%)

404

(15.1%)

『

設胎 教 、2,675台

<金 額 比>

DEC84(2.1%)

Burroughs99(2.5%)そ の他75(1 .9%)

CDC120(3.1%)
NAS/

Amdahl

280(7.1%)

Univac

371(9.5%)

HISIBM

3792 ,510(9
・7%)(64 .1%)

設 置 金 額:39億1,800万 ドル

〈金 額 比 〉

そ の他
634

(4.0%)

u,i,。,の 他

・23(…%)蒜 磁)

野胃、
(28.9%)

NEC

2,033

(13.0%)

富士 通

£若。 認%)
(15.4%)

設置金額1156億3,500万 ドル

〈金額比〉

その他富士通
111(6.4%)

49(2.8%)

C'DC

61(3.5%

NCR

72(4.1%)

Burroughs

127〔7.3%)

Univac

134(7.7%)

1CL

152

(8.7%)

設置 金 額

IBM
1,036

(59.5%)

17億4,200万 ドル



<24>

中東 諸国

〈25>

メ キ シ コ

〈26>

カ リブ海 諸 国

〈台数比>

CDC
l8(2.4%)

跳iξ%)そ の他22(…%)
Burroughs

3e(3.9%)

ICL

34(4.4%)

HIS

44(5.8%)

NCR・IBM

l15(15・・%){;;。%)

設 置 台数1765台

〈台 数 比 〉

その他49(4。2%)

Univac
35(3,0%)

Burrough5

80(6.8%)

IBM
779
(66,3%)

設置台数1,174台

〈台 数 比>

DEC

10(2.3%)

BurroughsUnivac4(0 .9%)11(2
.5%)

HIS

33(7.6%)

IBM
275
(63.1%)

設置台数436台

第4章 諸外国の コンピュータ設置状況

〈金額 比>

ICLそ の 他IS

Burroughs24(3.2%)

27(4.0%)

(4.5%)
Univac

32

(5.4%)

HIS

33

5,5%)

　　　

{1.,%);号 『

NCR(61.2%)
48
(8.1%)

設 置 金 額:5億9,600万 ドル

〈金 額 比>

NCR

Univac20そ の 他19

24(3.8%)3・6%)

(4.6%)

CDC

42

(8.0%)

Burroughs

43

(8.2%)
IBM

HIS330

48(62.7%)

(9.1%)

設置金額5億2,600万 ドル

〈金 額 比>

NCR

7Univac4CII

(3.8%)(2.2%)8(
4,4%)

DEC

8(4.4%)

Burroughs

8(4.4%)-

ICL

9(4.9%)

ロ　　

ilJ・ll8.1%・
(15.S%)

設置金額1億8,300万 ドル

205
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〈27>

ブ ラ ジ ル

コンピュータ利用の現況

〈28>

ラ テ ン ア メ リ カ

〈29>

南 ア フ リカ

〈台 数 比 〉

富士 通

59(2.4%)

Univncそ の他73(2.9%)

70(2.8%)

HIS

17e(6,8%)

Burroughs
412(16.6%)

NCR
102
(7.5%}

∫BM

1,69S

(6S.5%)

設置台数2,482台

〈台 数 比>

HISそ の 他

7345

(5.4%}(3.3%)

Burroughs
216
(15.9%)

1BM

925
(67.9%)

.設置 ≠;数1,361台

〈台 数 比>

Univacそ の 飽

NCR4036

60(3・5%)(3.1%}

t5.3%)

Bvrroughs
148
(13.1%)

ICL
381
(33.7%)

IBM
464
(41.3%}

設置台数1,129台

〈金 額 比>

DEC

38(2.4%)

窟士 通

44(2.8%)そ の他24(1・6%)
Univac

59(3.8%)
HIS

75

(4,8%)

Burroughs
233(14.9%)

IBM
1.096

(69.7%)

設置金額15億6,900万 ドル

HIS

22
(2.7%)

NCR
28

(3,4%}

〈金 額 比>

DEC

20そ の他

(2.4%}13(1
.6%)

IBM
588
(70.8%)

設置金額8億3,000万 ドル

〈金 額 比>

NCRそ の他

2318

(2.6%)(2.O%)

IBM
454
(50.7%)

設置金額:8億9,400万 ドル
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〈30>

アフ リカ

〈台数比〉

HISそ の 他

19(2・8%)(3'0%)

(3.8%}

NCR

(9.1%)

ICL
130

(25.7%)

IBM
281
(55.6%)

CII
I3
(4.7%)

NCR

(4.4%)

〈金額比>

CDCそ の他

(2.5%)(3.4%)

ICL

52

(18.9%)・ IBM

(66.5%)

設置台数:505台 設置金額2億7,500万 ドル

〈31>

オ ー ス トラ リア

<台 数比>

NASIAmdah]

{;.。%)そ の他
富士通Univac

104(3.4%)

(4.4%

NCR

l31

(5.6%

1CL
628

(26.7%)

設置台数2,356台

〈金額比〉

　　　

N
,ASI・・i・・h・?1.1%)謬C

(1.8%)(3
.7%)

CDC

79
(4,4%)

富士 通

88

(4.9%)

HIS

305

↓17.1%)

IBM
711
(39.8%)

設置金額17億8,700万 ドル

〈32>

欧米を除 く自由圏

諸国合計
HIS
l,433
(3,5%)

Univac
1,451
(3.6%)

NCR
1,522
(3.7%)

〈台数比〉

その他
826
(2.1%)

その他

日本 メー カー

,263(12,9%)

13,553
(33.1%)

富士 通
6,549

(16.1%)ICLNEC

l,7053,550

(t忽
。g、、日立(8'7%)

14T%5。)li!lg■.)

設置台数40,783台

Univac
1,660
(5.9%)

〈金額比〉

その絶

戸 カー その他
2,0001・180

(7.2%)(4・1%)

富 士通

3,402

(12.2%)

11,903

(42.6%)

設置金額:279億5,500万 ドル
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〈33>〈 台数比〉

ソ 連 その他275

(1.7%)

ソ連および東 ヨーロッパ系メーカー

16,435(98.3%)

設置台数:16,710台

<34>〈 台数比〉

ユ ー ゴス ラ ビア9㎞ 膓L孟 の他

(2.4%)(2・4%)(4.4%)
Burroughs

44

(3.9%)

HIS

93

(8.2%)lBM

4s4

(42.7%)

ソ遮お よび

東 ヨー ロッパ 系 ノー カー
40S

(36.0%)

設置 台数:1,134台

〈35>Univa,〈 台 数 比>

105

そ の 他 東 ヨ 一 口 ッHIS(2'8%)5fRそ の他
198(2.0%}57

ノ〈(5.2%)・(1・5%)

IC

215

5.7%

IBM

280

(7.4%)

ソ連 およ び

東 ヨー ロ ッパ系 メー カー

2,843

(75.4%)

設 置 台 数:3,772台

〈金額比〉

その他
150
(L6%)

ソ連 お よび東 ヨー ロッパ系 ノー カー

9.039

(98.4%)

設 置 金額:91億8.900万 ドル

〈金 額 比>

Univac
39

(6.4%} その 他

42

(6.8%}

HIS

44

(7.2%)ソ 連 お よび
東ヨーロ・ンパ 系 メー カー

245

(40.3%)

IBM

240

(39.3%)

設 置 金額:6t意1.OOO万 ドル

〈金 額 比>

HISそ の他

8098

(3.8%)(4.6%)
1CL

東 ヨー ロ ・/パ系 メー カー

設 置 金額;20億8,500万 ドル
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〈36> 〈台数比〉 〈金額比〉

東 ヨー ロッパ 全体
IBM
823
(3,8%)

そ の他

1,107

(5.1%)

ソ連お よび 東 ヨー ロッパ系

メー カー

19,686

(91.1%)

IBM
427
(3,6%)

その 他
524

(4.5%)

ソ連 お よび 東 ヨー ロ ッパ 系 メー カー

10,933

(91.9%)

」設置 台数:21,616台 設置金額:118ts8,4eo万 ドル

〈37>

アメリカ以外全体

〈台数比>

NCR

跳)蹴nsそ ・他・本・+
日立

3,206

(3.0%)

Burroughs

3,458

(3.2%)
NEC

3,550

(3.3%

Univac
3,896
(3.6%)

富士通
6,563

(6.1%)

ICL
7,137
(6.5%)

HIS
12,316
(11.4%)

5,263(4.8%)

その他3,872

(3.5%)

IBM
34,063

(31.4%)

ソ連 お よび

束 ヨーロッパ系
メー カー

19,705

(18.2%) HIS
5,185
(6.6%)

〈金額比〉

その他
日本メーカー

そ の他
4,876

(6.1%)

IBM
35,014
(44,6%)

設i置 ≠1数108,375〒 吋 設置金額785億1,500万 ドノレ

〈38> 〈台数比〉 〈金額比〉

全世界

NCR
6,989
(4.2%)

ICL
7,137

Univac
7,517

(4.6%)

Burroughs
8,588

(52%)

NECそ の他

3,55013,449

(2.2%)(8.1%)

HIS
16.503
(10.0%)

設置台数;164,890台

IBM
69.626
(42.2%)

CDC

3,117};仕過

(2.3%)3
,424

(2.5%)

[CL
3.651
(2.7%)

Burroughs
5.899
(4.3%)
Univac
8,131
(5.9%)

ソ連 お よび

東 ヨー ロッパ

系 メー カー
19,705

(12.0%)

HIS
9,164
(6.7%)

ソ連 およ び

東ヨーロッパ

系 メー カー

10,947

(8.1%}

その 他
16.439

(12%)

1BM
75,908
(55.5%)

設{置 金額1,366億8,0007iド ル
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〈注〉

①IBMの 設 置 金 額 ベ ー ス に は、 ブ ラ コンCPUに 接続 され たIBM周 辺 機 器 の分 を含 む。

②HISの 設 置 ベ ー ス に はXeroxを 含 まな い。

③Singerの 設 置 ベ ース の うち 、海 外 分 はICLに 算 入 。

④CIIの 設 置 ベ ー ス は 、CII-HBと な る以 前 に設 置 され た もの 。 したが ってCII-HBと な って カ・ら

の もの は、 旧HoneywellBullの ベ ー ス と合 わ せ、HISと して算 定 。

⑤ そ の他 ヨー ロ ッパ 系 メ ー カ ー と は、ICL,Siemens,CII,Philipsを 除 く西 ヨー ロ ッパ 系 メー カ ー

を い う。

⑥ その 他 日本 メ ー カー と は 、富 士通 、 日立 、 日本 電 気(NEC)を 除 く 日本 メ ー カー を い う。

⑦ その 他 西 ヨー ロ ッパ:ア イ ス ラ ン ド、 リヒ テ ン シュ タイ ン、 マ ル タ、モ ナ コ。

⑧ 東 南 ア ジ ア お よ び オセ ア ニ ア:イ ン ド、 フ ィ リピ ン、香 港 、韓 国 、 台湾 、 シ ンガ ポ ール 、 パ キ ス

タ ン、 タ イ、 マ レー シア 、 イ ン ドネ シ ア、 中 国、 ベ トナ ム 、 ス リラ ンカ 、バ ン グラ デ シ ュ、 ニ ュ ー

ギ ニ ア 、 フ ィー ジ ー、 ニ ュ ー ・カ レ ドニ ア 、 グ ア ム、 リユ ニ オ ン、 マ リテ ィアス 、 ニ ュ ー ジー ラ ン

ド。

⑨ 中東 諸 国:イ ス ラエル 、 イ ラ ン、 トル コ、 エ ジ プ ト、 サ ウ ジ ア ラ ビア 、 レバ ノ ン、 キ プ ロス 、 イ

ラ ク、 ヨル ダ ン、 ク ウェ ー ト、 シ リア 、 ア ラ ブ首 長 国連 邦 、 イエ メ ン、バ ー レー ン、 オ ー マ ン。

⑩ カ リブ海 諸 国:バ ハ マ 、 バ ルバ ドス、 バ ミュ ー ダ、 キ ュ ーバ 、キ ュ ラソ ー島 、 ジ ャマ イ カ、 マ ル

テ ィニ ー ク 島、 プエ ル トリ コ、 トリニ ダー ド トバ ゴ、 バ ー ジ ン諸 島 、 ウ ィン ドワー ド諸 島 、 グア ド

ル ー プ島 。

⑪ ラテ ンア メ リカ:ベ ネズ エ ラ、 ア ルゼ ンチ ン、 コ ロ ン ビア 、 チ リ、 ペ ル ー 、 コス タ リカ、 エ クア

ドル 、 エ ル サ ルバ ドル、 ガテ マ ラ 、 ホ ン ジュ ラス 、ニ カ ラ グア 、パ ナ マ 、パ ラ グ ァ イ 、 ス リナ ム 、

ウル グ ァイ 、ボ リビ ア。

⑫ ア フ リカ:ア ル ジ ェ リア、 ア ンゴ ラ 、ボ ツ ワナ 、 カナ リー諸 島、 エ チ オ ピア、 ガ ボ ン、 ガー ナ 、

象 牙 海 岸 、 ケ ニ ア、 リビ ア、 モ ロ ッ コ、 ナ イ ジェ リア 、 ジ ンバ ブエ ・ロ ー デ シア、 タ ンザ ニ ア、 チ ュ

ニ ジ ア、 ウガ ンダ、 ザ イー ル 、ザ ン ビア 、 マ ダ ガ ス カル 、マ ラ ウ イ、 ス ー ダ ン。

⑬ その 他 東 ヨー ロ ッパ:東 ドイ ツ、 チ ェ コス ロバ キ ア、 ポ ー ラ ン ド、 ハ ンガ リー、 ル ー マニ ア、 ブ

ル ガ リ ア。

⑭ 本 統 計 は 、 ア メ リ カの 調 査 会 社IDC(lnternationalDataCorp.)に よ る もの で あ り、統 計 に含

ま れ て い る コ ン ピ ュー タ は、 同 社 が 汎 用 コ ン ピュ ー タ と称 す る もの で 、SBC(ス モ ー ル ・ビジ ネ

ス ・コ ン ピ ュー タ)は 含 まれ な い 。 した が って 、特 に 日本 の デ ー タ につ い て は 、超 小型 機 を含 む 通

産 省 の 調 査 とは か な り異 な って い る 。 な お、 通産 省 統 計 で は、 メ ー カー 別 の数 値 は明 らか に され て

い な い。
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第1章 新しい素子

1高 集積化技術の影響

微細化技術およびこれを基盤とする高集積化技術の進展は、従来経済的にも信頼度的にも実現不可

能であった各種の信号処理技術を大規模にかつ経済性、高信頼性を伴って大量に提供することを可能

とした。この結果、いわゆる端末機器の処理能力は著しく向上して、コンピュータのシステム化すな

わち機能の分散化とネットワーク化が著しく促進された。コンピュータ機能それ自体についても大量

のハー ドウェアが経済的に活用できることから、多重プロセッサー ・システム等の並列処理、ファー

ムウェア化による多機能化、高速化、さらにはデータフロー方式等の新アーキテクチュアの展開等々

の変革が進みつつある。

さらにハー ドウェアの低価格化はコンピュータの多様化も促進 しつつあり、従来は汎用性の高い大

型計算機のみが商業ベースに乗 るものであったのが、超高速科学演算等の専用計算機への展開や、事

務処理、文書処理等の信号処理、人間機械間対話の高機能化を目的とした図形 ・音声の信号処理等の

不特定多数の人達が容易に扱えるシステムへの展開等多様な進展を見せつつある。

本章では、このような急速な技術的な展開を可能ならしめたLSI化 技術を概括 したのち、素子技

術の動向を述べることとする。

2LSI化 技 術

半導体上にダイオー ド、 トランジスタ等の機能素子や抵抗、容量等の受動素子を形成 し、これらを

相互に結線 して1つ の機能 を持たせる集積回路(IC:IntegratedCircuit)の 概念は、米国のキル

ビー特許に始まるものである。このICは 、半導体中に任意の電気特性を持つ領域を形成するための

不純物拡散技術、電極を形成 したり電気的な分離 を行 うための各種膜形成技術、任意の膜パターン

を形成するための写真蝕刻技術等で形成 されるもので、シリコンを基板とするシリコンLSIで 急成

長をみた。その理由はシリコン自体がきわめて安定な物質で良好な単結晶が得 られること、またシリ

コンがこれも良質安定な酸化膜(絶 縁膜)を 有することにある。

高集積化技術はシリコンのこの特徴 を生かし、MOSメ モリーの大容量化を目的とした微細化技術

1
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をまずその中核 として進展 した。すなわち、電子ビーム露光、X線 露光およびレジス ト材料、 ドラ

イ ・エッチング技術、イオン注入技術、素子分離技術、多層配線技術、膜形成技術等の製造装置、製

造技術が微細化を促進 した。また、これら製造技術の進展とともに材料の高純度化、不純物の極微量

分析等の不純物管理技術、さらにはクリーン・ルームのダス ト管理、温湿度管理、供給する純水や薬

品の品質管理等のLSI製 造環境条件の管理技術の向上 も高集積化を支えたものとして見逃せない。

高集積化技術のもう一端を担 うものは設計技術である。大規模論理の集積化は、論理 ・回路のシ

ミュレーション技術、 レイアウト等に必要な図形処理技術、デバイス特性のシミュレーション技術等

のいわゆる設計自動化技術や論理 ・回路機能の大規模評価 ・試験技術なくしては成立 しない。

すなわち、LSI化 技術は、

① 設計自動化技術(論 理 ・回路設計、パターン設計等)

② 試験技術(大 規模LSIテ スター、非接触テスター)

③ プロセス技術(自 動化、インプロセス ・モニター、無塵化等)

④ 製造装置(電 子 ビーム露光、 ドライ加工、ビーム応用等)

⑤ 素子技術(微 細MOS、 配線、完全分離、セルフ ・アライン等)

⑥ 材料技術(高 感度 レジス ト、結晶、高純度化、分析評価等)

等の諸技術の集大成のうえに成 り立 っているものであり、従来のICの 概念よりはるかに広範で、統

合化された視点よりとらえるべきものである。素子構造設計もプロセス技術との融合性はもちろんで

あるが、自動化設計とのマッチングの良さを考える必要があるし、また設計技術もいかに多様な素子

機能を取 り入れ得るか、またプロセス自動化との関連はどうかを考える必要がある。

3MOSLSIの 動 向

先に述べたごとく、高集積化技術 はシリコンMOSメ モリーの大規模化を端緒に急進展をみた。

MOS素 子は半導体の表面電荷量をそのうえに薄く形成 されたシリコン酸化膜 を介 して設けられた電

極に電圧を印加 して、これを変調してスイッチング動作 を行わせるものである。素子の構造自体、高

集積化に向いたもので、入出力電極および制御電極の平面パターン形状を微細化することで素子特性

を損 うことなく微細化が可能である。

もちろん、微細化に伴っていわゆる短チャネル効果が生 じるが、酸化膜厚さ、電極拡散層厚さを薄

くすること、不純物濃度を高 くすること等によって、この問題を避けることができる。原理的には

ゲー ト電極長が、サブ ミクロンの領域まで動作可能である。

MOSLSIは 、その表面電荷が正孔(ホ ール)で あるpMOSと 電子(エ レク トロン)で ある

nMOSに 分けられる。初期においては、製造技術上、pMOSが 容易であったのでpMOSが 主体で
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あったが、酸化膜形成技術が進歩 しnMOSを 安定に作ることができるようになってか らは、高速性

に勝るnMOSが 主流となるに至った。

nMOSLSI素 子断面構造、集積化の推移、チャネル長と速度等を6-1-1図 に示す。

電極材料として当初はアル ミニウムが用いられていたが、イオン注入技術が進展 し、セルフ ・アラ

インによる高集積化の観点から、多結晶シリコンが電極材料の主流となっている。 さらに微細化を進

める場合、電極配線抵抗による信号遅延が問題となるため、この多結晶とモリブデン等を化合させた

伝導性のよい金属とシリコン化合物が電極材料として取り上げられるに至っている。

大規模集積化を進める場合、個々の素子を電気的に分離する素子分離技術が必要であるが、当初の

拡散技術による分離構造から、シリコンの部分酸化による素子分離構造が分離特性 も良 く集積密度も

上げられることから、現在の主流技術となっている。素子分離技術としてはさらに、シリコンの陽極

化成、シリコン中への酸素のイオン注入等により、シリコン中にシリコン酸化膜層 を形成する完全素

子分離技術が新技術として登場している。この技術は高集積化や高速化のみでなく、高耐圧化やソフ

ト・エラーに強い高耐環境化にも有望と思われる。

MOS技 術の進展は現在64Kビ ッ トnMOSメ モ リーの実用化、256Kビ ットnMOSメ モリーの実

用化を経て、現在1Mビ ットnMOSメ モリーの研究段階へと進んでいる。さらにこれらと並行 して

進められたROMLSIで は、4Mビ ットの漢字ROMが 装置実装 され使用されている。

メモリーの大規模集積化はnMOSRAMを 主体に進展 したが、大規模化が進むにつれて、電力

消費による発熱が問題となり、特に消費電力の少ないC-MOS(ComplementaryMOS)素 子が脚光

をあびるようになった。

C-MOSはnMOSとpMOSを 組み合わせた構造でスイッチ動作等を行わせるもので、状態が反

転する時のみ通途電波が流れるだけであるので、消費電力が著 しく少ない。このため、時計用等低消

費電力を強 く要求される目的に用いられていたが、通信用でその高速性が立証されてから広く用いら

れるようになった。

素子専有面積でやや大きいという問題はあるが、大規模論理回路においては配線面積が素子面積 を

はるかに上回るので、低消費電力の利点がnMOSを はるかに凌駕する。さらに、回路設計上の余裕

度、耐雑音性に優れる等、微細化上有利な点も多い。ただし、ラッチアップによる誤動作が弱点であ

り、素子間分離の設計が重要である。このためC-MOSの いっそうの高集積化は、先に述べた完全

素子分離技術の実用化に期待するところが大きい。

しか しながらC-MOS技 術の応用展開は32ビ ットVLSI論 理、C-MOSマ スター ・スライスを

はじめとする論理LSIの みならず、C-MOSlMビ ット漢字ROM、4Kビ ット高速C-MOSス

タティックRAM等 々と多彩であり、50--100Kゲ ー ト/チップの論理LSIも 設計の段階に入 りつつ

ある。
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4バ イポ ー ラLSIの 動 向

ホ

pn接 合 に よ る注 入 現 象 に基 づ く伝 導 度 変 調 を原 理 と す るバ イ ポ ー ラ素子 は 、 そ の高 速 性 と と も に

電 流駆 動能 力が 大 きい こ とが特 徴 で あ る。 この ため 、 発 熱量 が大 き く冷 却 技 術 の併 用 が 必 要 で あ るが 、

計 算機 の高 速 論 理 や キ ャ ッ シュ ・メモ リー用 と して向 い て い る。

素子 構 造 と して は エ ミッタ ー、 コ レ クタ ー、 ベ ー ス 、寄 生 効 果 防止 用埋 め込 み 拡 散等MOS素 子 と

異 な り、縦 積 み構 造 が特 徴 で あ る。 この た めMOSに 比 べ て基 本 プ ロセ スの 工程 数 が 多 く、 プ ロ セス

精 度 も必 要 で大 規 模 集 積 化 の難 度 は高 い。 設 計 目標 も当初 は1Kビ ッ トRAM程 度 と比 較 的 小 規 模 な

集 積 度 で超 高 速 化 を主 体 に置 か れ て い た よ うに思 わ れ る。 しか しなが ら、誘 電体 分 離 技 術 、 ポ リシ リ

コ ン技 術 等 の個 別 プ ロ セ ス技 術 の進 展 と、 全 般 的 な プ ロ セ ス精 度 の 向 上 を背 景 と して 、 大 規 模LSI

化 の試 み が発 表 され る状 況 と な っ て き た。

素 子 構 造 も 従 来 の プ レー ナ構 造 か ら進 展 し、 シ リ コ ン酸 化 物 に よ る素 子 分 離 、 自己 整 合 技 術 等

MOSLSI技 術 で確 立 した諸 技 術 を取 り入 れ た素子 の 小 型化 、高 集 積 化 が進 展 した。 こ の た め、 高

速 性 も向 上 し、平 均 遅 延 時 間 で200psを 記 録 して い る。 ま た、 高 集 積化 で も5Kゲ ー トの バ イ ポ ー

ラ ・マ ス ター ス ラ イス 、16Kゲ ー トの32ビ ッ ト・バ イポ ー ラVLSIプ ロ セ ッサ ー等 大 き な進 展 が み

られ た。

バ イ ポ ー ラLSIの 高 速 性 、 高 集積 化 の推 移 を6-1-2図 に示 す。

バ イポ ー ラ素 子 の 極 限性 能 予 測 と して は、 サ ブ ミク ロ ン加工 と不 純物 密 度 の 最適 設 計 を行 え ば 、30

--100ps/ゲ ー トの 値 が 示 され て い る
。

6-1-2図
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5シ リコン新素子技術

本 節 で は主 と して シ リコ ンを基 板 と した新 プ ロセ ス 、新 素 子 構 造 につ い て述 べ る。

(1)完 全 素子 分 離 技 術

素 子 の完 全 分 離 技 術 は高 集 積 化 に伴 っ て生 ず る 耐雑 音 特 性 、 素 子 の相 互 干 渉 、放 射 線 に よ る ソ フ

ト ・エ ラ ー等 を避 け る た め に必 須 の 技術 と思 わ れ る。SIMOX(SeparationbyImplantedOxygen)

やFIPOS(FullyIsolationbyPorousSilicon)の プ ロセ ス技 術 は 、 比 較 的 実 用 化 の可 能性 の 高 い

完 全 分 離 技 術 とい え る 。

これ らの 新 素 子 の 断 面 構 造 を6-1-3図 に示 す が 、SIMOXに よ る1Kビ ッ トRAM、FIPOS

に よ る16Kビ ッ トS-RAMは そ の高 速 性 、 集積 密度 の点 で将 来 に期 待 で き る もの で あ る。 ま た 、 こ

のように絶縁された薄い活性領域を任意に形成することが可能になったことは、そこに設けられた

P-N接 合上にゲー ト電極を設けて注入状態に変調をかけ得る3極 管特性の新素子(LUBISTOR)を

可能 と した。

6-1-3図

SLMOX素 子断面 図

多結 晶 シ リコ ン

ゲー ト酸 化膜P ・s・9

囮{
.A1

'x///1//

P+np+

γ(・ う(P)(・ う

ソ/Z〃 〃〃Z/Z//ZZ〃/Z/〃Z〃 〃・ク

/,。 ン素子部 イ。.注 入。よる ・

1… ン酸化層

基板 シ リコン

適 当な温度 条件 で酸素 イオ

ンを電圧 で加速 して シ リコ

ン基 板に 注 入す る と、 シ リ

コン中に酸 化 シ リコ ンの層

を形 成す るこ とが で きる。

これ を分 離 用の絶縁 層 とし

て用 いる こ とが で きる。

FIPOS素 子 断面 図

多結 晶 シ リコ ン

P型 の シ リコンは適切 な 条

件 で 陽極 化 成 によ って酸 化

す るこ とが で きる。 この陽

極化 成 した酸 化層 の絶縁 性

を熱処理 で高 め るこ とに よ

り分 離用 の絶 縁層 として用一 い る こ とが で き る。
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(2)三 次元素子構造

高密度集積化は平面パターンの微細化とそれに伴う諸問題を解決することで進展 してきたが、当然

次には3次 元集積化が望まれる。その第1歩 として絶縁膜上にシリコン単結晶を形成する各種の

SOI(SilicononInsulator)技 術が試みられているが、得 られる結晶としては今一歩の段階にある。

結晶性においては、先に述べたSIMOX技 術と気相成長技術を繰り返 して作る多層構造が最も優れ

ており、3層 まで良好な結晶状態で形成し得たことが報告 されている。しかしながら、本格的な3次

元構造は、層間絶縁膜、電極薄膜の形成技術 とSOI技 術の融合にあると思われるが、その試みの発

表は数少ない。これが実現すれば1Gビ ッ トのROMを1cm3程 度で手に乗せることも可能であろう。

6化 合物半導体技術

シリコンLSI技 術はMOSお よびバイポーラ素子技術を主調として微細化による高集積化が進め

られてきたが、将来技術と目される化合物半導体においては、その高移動度特性に着目した新素子構

造、冷却による高速化などデバイス動作の改善のための試みが多様になされている。もちろんGaAs

大型単結晶育成技術と微細化による1Kビ ット以上のRAMの 試作等地道な展開 も進められている
ウ ゆ

が 、モ レキ ュ ラー ・ビー ム ・エ ピ タキ シー(MBE)技 術 によ る多 層構 成 が シ リコ ン に比 べ て容 易 で

あ る こ とが 、新 素 子 構 造 の 多様 な展 開 を可 能 に して い る もの と思 われ る。

ホホオピ

GaAs単 結 晶 育 成 技 術 はLEC(LiquidEncapsulatedCrystalGrowth)技 術 に よ る蒸 気 圧 制 御 に

よ り大 型 化 が 進 み 、3イ ンチ径 の もの も で き てい る。 ま だ結 晶 内不純 物制 御 に問 題 が 残 り、 ロ ッ トご

と に プ ロセ ス 条件 を適 合 させ な けれ ば な らな いが 、均 質 性 にお い て は著 し く改 善 され た。3イ ン チ結

晶 が十 分 に供 給可 能 と なれ ば、 シ リ コ ン技 術 で使 用 され る露光 装 置 等 の製 造 諸 装 置 の 利 用 が可 能 とな

りLSI化 は急 速 に進 展 す る もの と思 わ れ る。 ただ し、熱 処 理 に よ る表 面 状 態 の 変 化 、 基 板 の変 質 、

イオ ン性 が 高 い こと に よ る溶 媒 に よる エ ッチ ング等 、安 定 な シ リコ ン に比 べ て プ ロ セ スの難 度 は著 し

く高 くな り、 プロ セ スの低 温化 、 ドライ化 等 安 定 な プ ロ セ ス条件 を見 出 す ことが 現 在 の 課題 で あ る。

素 子 特 性 は高 移 動度 で あ る ため 、 シ リ コ ンに比 べ て 高速 で、単 体 素 子 で は16.7ps/ゲ ー トの値 が 得

られ て い る。 自 己整 合技 術 に よ る微 細 化 で 試 作 され た1Kビ ッ トRAMは ア ク セ ス ・タ イ ム約2ns

の まず 良 好 な性 能 をLSIレ ベ ル で 示 した。GaAs素 子 は ま ず、 この レベ ル で の超 高 速 性 を生 か した

デ ィ ジ タル お よ び アナ ロ グLSIと して 適応 領域 が確 立 され る もの と見 られ る。

低 不 純 物 領 域 にキ ャ リア を発 生 させ 、 これ を動 作 担 体 と して 用 い て高 速 特性 を得 る 、静 電 誘導 トラ

ン ジス タ(SIT)の 原 理 に よる素 子 構 造 の試 み が 、将 来 の超 高 速LSIの 実現 を 目標 に行 わ れ て い る。

HEMT(HighElectronMobilityTransistor)や ダ ブル ヘ テ ロ接 合GaAIAsト ラ ン ジ ス タが そ れ で、

いず れ も低 不 純 物 濃 度 領域 に 多数 の キ ャ リア を走 行 させ る構 造 で 、高 移 動 度 を可 能 と して い る。 いず
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れ の素 子 もMBE技 術 に よ っ て製 造 され る もの で あ る。 この構 造 の 素 子 は低 温 に した場 合 に お い て

も キ ャ リア数 の 減 少 は な く、低 温 で 問題 とな る不純 物 散乱 の 効果 が ほ とん どな い た め、低 温 動 作 特 性

にす ぐれ て い る。

MBE技 術 は こ の ほ か にPBT(PermiableBaseTransistor)等 シ リ コ ンで は きわ め て困 難 な新 素 子

構 造 を可 能 と して い る 。

7超 伝導材料技術

極低温領域でジョセブソン効果を利用する超伝導集積回路は、その超高速性で半導体集積回路には

るかに勝るものと期待 される。ただし、冷却機を必須とすることか ら、大型超高速コンピュータへの

適用が目的で総合的な研究が進められている。

プロセス技術としては絶縁基板上に超伝導薄膜、絶縁膜を多層に構成しパターン化するもので、薄

膜混成集積回路の構成技術と基本的には同一であるが、パ ターンの寸法形状、断面積が特性に著 しく

影響するため、プロセス精度ははるかに高いものが要求される。

超伝導LSIの1つ の利点は、電気抵抗が零の相互接続が可能なことで、1/Oま で含めた全 システ

ムが高密度に実装することができれば、システムとしての実装遅延は大幅に減少させることが可能で

ある。素子の超高速性、低消費電力性と相侯って期待 されるところである。

超伝導集積回路の実現には材料の検討を含めた超高精度薄膜形成技術、極低温評価試験技術、耐熱

履歴性、高性能冷却機等検討課題が多いが、将来の超高性能大型計算機の構成技術として最重要な位

置にあると思われる。

ジョセブソン回路規模の年次推移を6-1-4図 に示す。

『
高集積化技術はシリコン素子技術を中核として大規模回路の設計自動化からプロセス技術、装置、

材料、分析、製造環境管理の諸技術の総合化によるシステム化技術として急成長 した。このシリコン

高集積化技術による端末諸機能の向上は今後当分続 くものと考えられ、当面その王座はゆるがないで

あろう。

しかしながら、アナログを含む超高速信号処理を必要とする通信用諸装置や超高速演算装置におい

ては、シリコンには、その性能上不満足な領域も多 く、化合物半導体や超伝導素子による高集積化が

強 く望まれる。シリコン素子の極限性能の追求とともに、これら新技術の高性能化とLSI化 技術も

促進され、激 しい競合状態の中で各々その所を得ていくものと思われる。
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6-1-4図 ジ ゴセ ブ ソン回路 規模 の年次 推移
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〈注〉

*バ イポーラ素子

トランジスタの初めはp-n接 合における少数キャリヤの注入現象を見出したことによって実現 し

たものであるが、この場合電子 と正孔という2つ のキャリヤが関与するため、MOS素 子のようにい

ずれか1つ のキャリヤのみが動作 にかかわる素子に対 して、バイポーラ素子と呼ばれる。その場合

MOSは ユニポーラ素子と呼ばれる。

**モ レキュラー ・ビーム ・エピタキシー

超高精度に制御された真空蒸着技術で、分子層 レベルの膜厚を基板上に形成でき、基板温度条件等

を適当に選べば基板の結晶性と同一の結晶性を持った層を形成 し得るので、その条件の得易い化合物

半導体の多層構造を形成するのに多用される。

***LEC技 術

GaAs単 結晶を成長させる時、ひ素圧力が一定以上ないと正常な結晶ができない。この圧力を保つ

ために高融点の溶液を用いる方法で、従来カプセル内でしか得られなかった方法と比較 して結晶寸法

を大きく選ぶことができる。
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第2章 新しい言語の動き

1言 語の種類 と発展

汎 用性 の高 い計 算 機 言語 を 中心 と して、 こ こ数 年 間 に 目立 って 使 わ れ る よ う にな っ た言 語 や 、 これ

か ら そ う な る可 能 性 が あ る も の を取 り上 げ る こ と に す る 。 ま ず、 それ らの 言 語 の全 体 を概 観 して 、

個 々 の言 語 の位 置 づ け を理 解 す る助 け と しよ う。

1950年 代 の 前 半 に は、 記 号 語(ア セ ン ブ ラー 語)が 生 まれ 、 後 半 に は 高 水 準 言 語 で あ るFOR

TRANが 出 現 した。1960年 に はALGOLやCOBOLの 最 初 の仕 様 書 が作 られ 、 処理 系 の 開発 が 始 め

ら れ た。 こ れ らの 言 語 やJOVIALの 機 能 を統 合 化 してPL/1の 原 案 が1964年 に ま と ま り、 ま た

FORTRANを 簡 略 化 し、 か つ 対話 方式 に入 力 しやす く したBASICが1965年 に開 発 され た 。APLの

最 初 の処 理 系 は1968年 に稼 動 して い る。

ALGOLは プ ロ グ ラ ミン グ言 語 の 理 論 を形 成 す る の に大 き な 貢 献 を し た 。 そ の 後 継 者 と して

ALGOL68やALGOLNが 提 案 され た が 、1971年 に な っ てPascalが 発表 さ れ 、 さ ら にそ の思 想 を引

き継 い だAdaが1971年 に採 択 され て い る 。FORTRANやCOBOLやBASICな ど は 次 第 に 進 化 し

て い るの で、 当初 の もの か らか な り増 大 し、 変 化 しつ つ あ る。 マ イコ ンやパ ソ コン で はBASICが 広

く使 われ て お り、 ま たPascalが 使 え る機 種 も少 な くな い。

シ ス テ ム記 述 用 言 語 と して は 、PL/1の 部 分 集 合 をベ ー ス と す る もの が い くつ か使 わ れ て い るが 、

Pascalを も と に してConcurrentPascal,Modula,Euclid,Mesaな ど が 設 計 さ れ て い る。 な お

ALGOL60を 完 全 に含 むSIMULA67も あ る。 ミニ コ ン以 下 の 機 種 で はUNIX用 に 開 発 され た言 語

Cが 有 名 にな って い る。 ま た 、 マ イ コ ン や ミニ コ ンの分 野 でFORTHを あ げ る人 もあ る 。

リス ト処 理 用 の 言 語LISP(LIStProcessor)で は 、MacCarthyほ か のLISP1.5(1974年)が よ

く知 られ て い るが 、通 産 省 のパ ター ン大 型 プ ロ ジ ェ ク トの一 環 と してLISP1.9が 開 発 され 、電 子 技

術 総 合 研 究所(電 総 研)で はLISP2.0も 動 い て お り、近 年 関 心 が高 ま って い る。 ま た、 ス トリン グ

取 扱 言 語 と してSNOBOL(StriNgOrientedsymBOIicLanguage)が 代 表 的 な もの で 、 そ の最 初 の

処 理 系 は1963年 に開 発 さ れ 、現 在 の と こ ろ最 新 の 版 はSNOBOL4で 、 新機 種 に対 応 した処 理 系 が 作

られ て い る。

述 語 論 理(predicatelogic)を プ ロ グ ラ ミング言 語 と見 なす こ とがKowalski等 に よ って提 案 され 、
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そ の代 表 的 な もの と してProlog(Programlogic)が あ る。 これ は、推 論 機 能 を備 え た計算 機 が主 要

な テ ーマ で あ る第5世 代 コ ン ピュ ー タ開発 計 画 で 取 り上 げ られ、 日電 な ど が その 処 理 系 の 開発 を始 め

て い る。 そ の特 徴 は 、① パ タ ー ン ・マ ッチ ン グ に よる リス ト処 理 、② パ タ ー ン ・マ ッチ ング に よ る手

続 きの 呼 び 出 し、③ 戻 り処 理(backtracking)に よる非 決 定 性 動作 が含 まれ てい る。

以 上 の 言 語 は、 い ず れ も算 法 や 処理 の手 順 を記 述 す る も の で 、手続 き言 語(procedurallanguage)

と呼 ばれ 、逐 次 型(FORTRAN、COBOL、PL/1、Pascal、Adaな ど)、 関数 型(LISP 、C、APL

な ど)、 関係(述 語 論 理)型(Prolog)の3つ に 大別 され る。

こ れ らの 手 続 き言 語 に対 して 、 非手 続 き言 語(non-procedurallanguage)が い くつ か 現 れ て い る 。

こ れ を使 う と、 い か に して デ ー タ を取 り出 す か とか 、加 工 す るか を言 わ ず に、 何 が欲 しい か を指 定 す

れ ば よい 。 そ の 中 に は 照 会 言 語(querylanguage)が あ り、最 近 の もの と して は、 関 係 型 の デ ー タ

ベ ース を ア クセ スす る ΩBEやSΩL系 統 の 言 語 が あ る。 な お、 照 会 言 語 は1960年 代 の終 わ りに 出 て

い るが 、 た と え ばGISな ど の言 語 で は 、 か な り手 続 的 で あ り、主 と して デ ー タ処 理 部 門 の専 門 家 用

で あ っ た。

経 営 事 務 計 算 の分 野 で は 、 印刷 され た記入 用 紙 の所 定欄 に必 要 な事項(デ ー タ名 、 演 算 な ど)を 記

入 す れ ば 、望 み の報 告 書 を出 力 す る プ ロ グ ラム を生 成 す る処 理 系 が あ り、RPGやMARKIVが よ く

知 られ て お り、 ま た 国 産 メ ー カ ー もSTAFF、NHELP、NL/1、ll、PROGRESSな ど と こ れ ら

の対 話式 の もの を提 供 して い る。

デー タベ ー ス管 理 シス テ ム が著 し く普 及 しつ つ あ る が 、 デ ー タ を定 義 す る 言語DDLや 検 索用 言語

と してDMLが あ る 。 階 層 モ デ ル の シ ス テ ム の 例 と してIMS/VSのDBDとPSBお よ び単 純 な

コー ル ・マ ク ロ文(DL/1言 語)が あ り、 ネ ッ トワー ク型 の場 合 の例 と してCOBOLに 加 え られ た

ス キ ー マの 記 述 や デ ー タ ベ ー ス操作 用 の命 令 が あ る。

ジ ョブ と して プ ロ グ ラム を流 す際 に、計 算 機 に プ ロ グ ラム名 、
,入 出 力 フ ァイ ル名 な ど の指 定 、 終 了

時 の処 置 な ど、 い わ ゆ る ジ ョブ制御 の情 報 を伝 え るの に 、1950年 代 は手 操 作 に よ るス イ ッチ やキ ーの

セ ッ トか ら簡 単 な制 御 カ ー ドが 利用 され たが 、1960年 代 に な って 、 オ ペ レー テ ィ ン グ ・シス テム の 出

現 に よ り、 ジ ョブ制 御 言 語 が 作 られ た。
.つ いで1960年 代 の 終 わ りに な っ て対 話 式(時 分 割 式)サ ブ シ

ス テ ムが 実 現 す る と 、指 令 言 語(commandlanguage)を 使 っ て制 御 の情 報 を端 末装 置 か らキ ー イ ンす

る こ と に な っ た 。現 在VM/370のVM/CMSやUNIXのshellの 指 令 は エ ン ド ・ユ ー ザ ー 指 向 で で

きて お り、覚 えや す く、使 い や す い と い う定 評 が あ る。 端末 装 置 に表 示画 面 が登 場 して 、計 算 機 シス

テ ム と の操 作 上 の 指 示 等 の や り取 りは、 メニ ュ ー選 択 ・空 欄 記 入方 式 がIBMのIPFやSPFな どか

ら採 用 され 、 ユ ー ザ ー の入 力か ら必 要 な指 令 を作 り出 す よ うに な って い る。 こ う した画 面 を利 用 した

人 と機 械 との 対話 パ ネ ル(画 面 書式)を い くつ か まと め て 、 同一 形態 の言 語 に よ って 、ユ ーザ ーが い

くつ かの サ ブ シス テ ム や応 用 プ ロ グ ラム を呼 び出 して使 え る よ うな シス テ ムが 提供 され て い る
。 また 、
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そ の 画 面 を 漢 字 化 し た も の も出 て い る 。

仕 様 記 述 言 語 と し てPSL(ProblemStatementLanguage),SDMS(SoftwareDevelopmentand

MaintenanceSystem)のSDL(SystemDesignLanguage),SPECIAL(SPECIficationAssertion

Language)な ど が あ る 。 さ ら に 、 要 求 記 述 言 語 が あ り、 例 え ばRSL(RequirementStatement

Lang。ag,)がSREM(S・ftw・ ・eR・q・i・em・nt・E・ginee・i・gandV・lid・ti・nSy・t・m)で 使 わ れ て

い る 。

2PascalとAda

Pascalは 、1971年 にチ ュー リ ッ ヒの 連邦 工 科 大 学 のN,Wirthに よ って 発 表 され た言 語 で 、 そ の設

計 目標 は、① 言 語 上 に は っ き り現 れ て い る概 念 に基 づ い て 、系統 的 な プ ロ グ ラム の作 り方 を教 え るの

に適 した もの で ある こと 、② 現 在 使 用 可 能 な計 算 機 で 信頼 で き る速 い コ ンパ イ ラー を実 現 す る こ とで

あ っ た。 そ の 後1974年 に発 表 さ れ た言 語 仕 様 が 、 一 般 に 「標 準Pascal」 と 呼 ば れ て い る 。 現 在 、

Pascalは 主 と して 大 学 で 教 育 ・研 究 用 に使 わ れ て お り、 ま たマ イ コ ンで ユ ー ザ ー の 急 速 な増 加 を示

して い る。Pascalは 、ALGOLか ら多 くを 引 き継 い だ 言 語 で 、構 文 は簡 潔 で か つ 厳 密 な 制 御 構 造 が

分 か りや す く、 デ ー タの 型 は 豊 富 で あ る。Pascalの 文 法 はBNFで 記 さ れ 、 ブ ロ ッ ク図(syntax

diagram)で 要 約 され て い るが 、以 下 ご く概 略 を述 べ る こ とに しよ う。

デ ー タの構 成 要 素 の 型 、全 体 の構 成 方 法 、構 成 要 素 の 取 り出 しな どを統 合 した概念 と して 、 デ ー タ

型(datatype)が あ る。 あ ら か じめ 用 意 さ れ た 整 数(integer)、 実 数(real)、 文 字(char)、 論 理

(boolean)の4つ の 型 が あ り、 この 基 本 型 を も と に して 、 プ ロ グ ラマ ー 自身 が 必要 な デ ー タ型 を作

り出 す構 成 手 段 が豊 富 に揃 って い る。

ス カ ラ ー型

部分 範 囲型

配 列 型

レコ ー ド型

集 合 型

フ ァ イル型

ポ イ ン ター型

基 本 的 な文 は代 入 文 で あ り、 そ の 中 で 許 され る演算 は 、算 術 演 算(逆 符 号 と余 りを含 む)、 論 理 演

算 、集 合 演 算 、 関数 演 算 で あ る。

制 御文 は 、if、case、while、repeat、for、gotoと い う6種 で あ る。

手 続 き と関 数 が定 義 で き るが 、後 者 は ス カ ラー の値 と指 針 の値 を求 め る の に だ け使 わ れ る 。関 数 の

識 別子 に 値 を代 入 す る代 入 文 を お く こと に よ り関 数 の 結 果 が 呼 び出 した と こ ろ に戻 さ れ る。 仮 パ ラ
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メ ー ターが 使 われ る と き は、 手 続 き文 や関 数参 照(designator)に 実 パ ラ メー ター を与 え る。 手 続 き

の場 合 のパ ラ メー ター は値 パ ラ メ ー ター 、変 数 パ ラ メー ター 、手 続 きパ ラメ ー タ ー、 お よび 関数 パ ラ

メー ターの いず れ か で あ る 。他 方 、関 数 の場 合 は変 数 、式 、手 続 きか 関 数 が パ ラ メ ー ター とな る。 関

数 の 識 別 子 が その 宣 言 中 に 関 数 参 照 と して 現 れ る と、 関数 を再 帰 的 に 実 行 す る。 入 出 力 は手 続 き に

よ って行 う。

Pascalの 標 準 化 は 、ISOで は 英 国 が 主 導 権 を握 って1978年 か ら作 業 が 行 わ れ て お り、米 国 で は

ANSIとIEEEが 委 員 会 を作 って 検 討 を進 め て い る。ANS規 格 は1982年 に 、ISO規 格 は翌 年 に制 定

され る見通 しで あ る。

Adaは 、組 み込 み型 計 算 機 の た め の 唯 一 の 高 水 準 言 語 を制 定 す る こ と を 目標 に 、1974年 に発 足 し

た共 通 高水 準 言 語 計 画 に よ って生 ま れ た言 語 で あ る 。学 界 、 産 業界 の協 力 を得 て要 求 仕 様 書 が作 られ 、

その1つ に よ る予 備 設 計 が外 部 の4機 関 に委 託 され 、 その 中 か ら選 ば れ た もの に 、 さ らに1カ 年 の作

業 後 の1979年6月 に統 一 言 語 と して採 択 され た。

Adaは 、大 規 模 な プ ロ グ ラ ミ ング と実 時 間処 理 の記 述 を主 た る 目的 と す る言 語 で あ り、Pascalの

よ うな従 来 の言 語 に見 られ る諸 機 能 に加 え て 、数 多 くの新 しい機 能 を導 入 してい るが 、 そ れ に当 た っ

て は 、① 信 頼性 、保 守 性 の向 上 、 ② 人 間 と して の プ ログ ラマ ーへ の 配 慮 、③ 効 率 を犠牲 に しな い、 と

い う3つ の 基本 方 針 が立 て られ た。

全 体 と してPascalに よ く似 て お り、ALGOL風 の静 的 な入 れ子 構 造 を持 ち、文 と式 は 区別 され 、

デー タ型 定 義 機 能 も豊 富 で あ る。

大 型 ソ フ トウ ェア作 成 の た めの 機 能 と して 、次 の よ うな ものが 導 入 され て い る。

① パ ッケ ー ジ に よっ て デ ー タ と それ を扱 う手 続 き や関 数 の初 期 値 設 定 部分 を ひ と ま とめ にす る。 そ

して 、仕 様 部 と本体 部 を分 け て定 義 す る。

モ ジ ュー ル化 を支 え る助 け と して 、型 の 整 合 性 の完 全 な検 査 機 能 を保 っ た ま ま分 割翻 訳(separate

compilation)が で き る。

② 並 行 処理 機 能 が あ り、 複 数 プロ セ ス の同 時 制御 を行 え る。主 プロ グ ラ ム と タス 久 タ ス ク と タス

クの 間の 同期 ・交 信 に 「エ ン トリー呼 び 出 し(entrycall)」 が 使 わ れ る 。

③ 例 外 処理(exceptionhandling)機 能 に よ り例外 的 な処 置 を別個 に記 述 す る。

④ 機 械 に従 属 す る部 分 の 記 述 機 能 が あ る 。

米 国 の 陸軍 ・空 軍 や カー ネ ギ ー メ ロ ン大 学 でAdaの 処理 系 の 開発 が1981年 末 か ら進 め られ て お り、

1983年 に か けて 完 成 し、試 用 経 験 が 出 て くる と見 られ て い る。Adaは1980年 に米 国 国 防総 省 の規 格

と な って い るが 、 その 年 か らANSIで 標 準 化 の 検 討 が され て お り、ISOに は工 業 用 計 算 機 言 語 の 候

補 と して 、米 国 よ り提 案 さ れ て い る。 最 初 の 目標 が 組 み 込 み型 計 算機 用 で あ っ たが 、十分 に汎 用 性 が

あ る と され、1980年 代 に か な りの影 響 を及 ぼ す で あ ろ う と され て い る。
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3生 成系言語の出現

経 営 事務 計算 の分 野 で 、 フ ァイル か らデ ー タ を入 力 して報告 書 を 出力 す る プ ロ グ ラム を作 り出 す た

め の 、RPG(ReportProgramGenerator)の 初 版 は 、1961年 に 発 表 さ れ た。 ま た 、 よ り汎 用 で 、

デ ー タ の選 択 ・分 類 と 出 力 の書 式 化 の機 能 を拡 大 した表 記 入 方 式 の 言 語MARKIV,Vの 前 身 で あ る

GIRLSは1962年 に 開 発 さ れ た 。この よ う な報 告書 作 成 プ ログ ラム の生 成 系 は 、PansophicSystems

Inc.のEasytrieve、 富 士 通 のSTAFF、 日立 のNHELP、 日電 のNL/1、ll、 三 菱 のPROGRESS

な どが あ り、現 在 で は、 これ ら は次 に述 べ る よ うな対 話 式 の表 示 画 面 で 、 ユ ー ザ ー が シ ステ ム と対 話

しな が ら記 入 で き る よ うに な っ て 、 それ ぞれSTAFF/X、NHELP/IF、NL/皿 と呼 ば れ て い る。 な

お、RPGIIはARF(AutoReportFeature)を 含 み、 シ ス テ ム/38用 のRPG皿 は、 メ ッセ ー ジ機 能

や壁 構造 プ ロ グ ラ ミン グの サ ポ ー トな どの 機 能 を含 ん で い る。

画 面表 示 端 末 が 入 出 力 に使 わ れ る よ う にな ると 、そ の画 面 設 計 が か な り大 き な仕 事 とな り、 これ を

容 易 にす る画 面 書 式 化 ル ー チ ンが作 られ 、画 面 を通 じて入 出力 デー タの書 式 の指 定 法 とそ の処 理 の プ

ロ グ ラ ム(screenformatter)が 生 ま れ 、 そ れ で作 られ た プ ロ グ ラム は単 独 も し く は他 の プ ログ ラム

で 呼 び 出 さ れ て使 わ れ る よ うに な っ た。 それ に処 理 の 論理 を入 れ た オ ン ライ ンの プ ロ グ ラム を作 り出

す 、 ア プ リ ケ ー シ ョ ン生 成 系 が生 まれ た。例 と して 、IBMのDMSが あ る。 ま た 、 オ ン ラ イ ンの汎

用 の 応 用 プ ロ グ ラム の 原 型(skeleton)を 作 り、個 々の 業 務 固 有 の 約 束(ル ール)を ユ ー ザ ー が与 え

て 、 機 械 語 の プ ロ グ ラム を生 成 す る よ うな生 成 系 、 た と え ばIBMのADF(ApplicationDevelop-

mentFacility)が 開発 され た。

別 の 方 法 と して、COBOLよ り も高 い水 準 の 言語 を作 り、 それ か らCOBOLの 原 始 プ ロ グ ラ ム を

作 り出 す前 処 理 系 の使 用 が あ る 。 こ の よ うな試 み は過 去 に い くつ か の ユ ーザ ー に よ って試 み られ て い

る が、1980年 に な っ て 国 産 メー カー か ら発 表 さ れ て い る もの と し て、 日立 のCORALや 富 士 通 の

HyperCOBOLが あ り、前 者 で は原 始 プ ロ グ ラム に 決 定 表 を含 ませ て お り、 ま た漢 字 の手 がか り語

を使 うKCORALも あ る。 後 者 に は 、 デ ー タ の流 れ の 図 を作 成 し、 そ の 中 の 箱 の 説 明 を コー デ ィ ン

グ用 紙 に書 き移 す よ うな 形 で処 理 の 要 求 を記 述 す れ ば、COBOLで 書 か れ た標 準 の モ ジュ ール が ラ

イ ブ ラ リー か ら取 り出 され て 、COBOL原 始 プ ロ グ ラム が 生 成 さ れ る 。 この 生 成 系 で は 、EDIT、

MERGEな ど事 務 処 理 プ ロ グ ラ ムで よ く使 う処 理 が十 数種 のユ ニ ッ トに ま とめ られ て い る 。 な お、

オ フ コ ンの 分 野 で はIBMシ ス テ ム/23に 使 わ れ て い るBRADSmは 、BASICの 原 始 プ ロ グ ラ ム を

生 成 す る利 用範 囲 の広 い、 使 いや す い ソフ トウ ェア と して 評価 され て い る。 パ ソ コ ン用 の例 と して は、

松 下 技 研 が 開発 して い るAFL(AFundamentalLanguage)が あ る。

な お、 情 報 処 理 振 興 事 業 協 会 か ら協 同 シス テ ム 開発(株)に 委 託 さ れ た 、 ソ フ トウェ ア生 産 技 術 開
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発 計 画(1976--1981)で は 、CPL-AとCPL-Bな る 言 語 と、 そ れ を入 力 と し てFORTRANか

COBOLかPL/1の プ ロ グ ラ ム を作 り出 す 、生 成 系 ソ フ トウ ェ アが 開発 され た。

4照 会(問 い合 わせ)言 語

デ ー タベ ー ス の検 索 用 の 言語 と して 知 られ て い る もの に、1969年 に 開発 され たGIS(Generalized

InformationSystem)か ら引 き継 が れ たGIS/VSが 、1974年 に発 表 され た。 これ はIMS/VSの デー

タベ ー ス を ア クセ スす る。 これ と 同様 な言 語 で は 日立 のACEが あ り、 この よ うな 指令 型(線 形 型 と

もい う)の 照 会 言 語 は 日電 のINΩ/EQLとEgU、MDΩS、 三 菱 のIDPが あ り、新 しい もの で は ソ

フ トウ ェアAGがADABAS用 のNATURALを 、富 士 通 がQueryを1980年 に発 表 して い る 。 これ

らは いず れ も階層 構 造 や ネ ッ トワー ク構 造 の デ ー タベ ー ス を ア クセ スす る。

こ れ に 対 して 関 係 型 デ ー タベ ー ス を ア クセ ス す るSEQUELやSEΩUELIIが 、 関 係 デ ー タ ベ ー

ス ・シ ス テ ム の実 験 用 で あ る シス テムRの 照 会 言 語 と して開 発 さ れた が 、 こ れ はエ ン ド・ユ ーザ ー

に よ り単 独 に使 え る し、DPの 専 門 家 に よ りPL/1やCOBOLの 原 始 プ ロ グ ラム の 中 に組 み込 め る。

こ れ に 報 告 書 機 能 を 入 れ た もの が 、SgL/DSと して1981年 に 発 表 され た(な お 、 そ れ 以 前 にRTI

がDECVAX-11用 のINGRESを 、RSIがDECVAX-11とPDP-11用 のORACLEを 、NCSSが

370と そ の 互 換 機 用 のNOMAD(英 語 に近 い言 語)を 発 表 して い る)。 富 士 通 も類 似 のAΩLを1982

年 に発表 して いる。SQLの 指令 の中 には 、照会(SELECT);デ ー タの変 更(INSERT、UPDATE、

DELETE);デ ー タの 定 義(表 のCREATE、DROPとALTER;INDEXやSYNONYMのCRE-

ATEとDROP);承 認(GRANT)と 解 除(REVOKE);制 御(ユ ーザ ー/プ ロ グ ラ ム 間 の連 絡;

記憶 空 間 の入 手 、 変更 ・解 放;そ の他);ほ か4種 類 が あ る。

SΩLの 中 心 はデ ー タ の検 索 で ある が 、 そ れ に使 わ れ るSELECT指 令 の 基 本 形 態 は 、

SELECTデ ー タ

FROMフ ァ イル

WHERE条 件

で あ る。

他 方 、表 の ワ ク に 例 を 入 れ る よ う な 形 で欲 しい もの を示 し て、 求 め る情 報 を 出力 させ る表 言 語

(tabularlanguage)が 、 ΩBE(Ωuery-By-Example)と い う名称 で1978年 にIBMで 開 発 され て お

り、 類 似 の言 語DgSやRIΩSやMAPPER1100を そ れ ぞ れ富 士 通 と 日電 とユ ニパ ック が発 表 して

い る し、 日立 も同様 な機 能 をACEIIに 含 め て い る。

〈例>AGEが60以 上 の 社 員 のNAME,EMPNO,SALARYをEMPFよ り取 り出 して 、SALARY

の 高 い ものか ら表示 す る の に は、 つ ぎの よ う に記入 す る。
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EMPF EMPNO NAME SALARY AGE

P,NO-一 P,NM-一 P.DO >59

な お 、 計画 作 成 、 意 思 決 定 支 援 な どの た め のエ ン ド ・ユ ー ザ ー言 語 と してIBMのPLANCODE,

富士 通 のMDSIV,日 電 のMDQS,PMDQ,照 会 ・検 索 や カ ラー 図形 出 力 を含 め た 日立 のEXCEED

な ど が あ る。 ま た、 よ り 汎 用 な 機 能 を 持 っ たAPLと 、 そ れ で 作 ら れ た パ ッ ケ ー ジ やSCCの

SPEAKEASY皿 もエ ン ド ・ユ ー ザ ー に よ り使 わ れ て い る。

5シ ステム記述言語

シ ス テ ム 記 述 言 語 の な か に は 、 機 械 向 き の 言 語 で あ るPL/360、Blissな ど が あ り、 他 方

FORTRAN、ALGOL、PL/1、Pascalな ど をベ ース と して 、 シス テム記 述 用 に作 られ た例 も多 い。

1970年 頃 まで 多 く の計 算 機 メ ー カ ー で使 われ て き た シス テ ム 記 述 言 語 は 、IBMのPLS、Philipsの

SPLや 日立 のPL/IW、 日電 のBPL、 通 研 のSYSLな ど が あ る。 ま たマ イ コ ン用 に はPL/Mや

MPLが 開 発 され た 。

こ こ数 年 注 目 さ れて い るの は、BCPLとPascalの 系統 で あ り、前 者 で は そ れ 自体 お よ び その 派 生

語 で あ るB、C、Ehな ど に、 い くつ か の 処 理 系 が作 られ て い る。後 者 で は それ 自体 の 処 理 系 の 開 発

に使 わ れ て い る し、(Pコ ー ドと呼 ばれ る抽 象 機 械 の命 令 セ ッ トを用 い て築 か れ た)Pascal-Pな ど

の言 語 が ある 。

Cと い う シ ス テ ム記 述 言 語 は 、1969年 に発 表 され たBCPLの 恩 恵 を受 け継 いで お り、1972年 ご ろ

PDP-11用 のOSで あ るUNIXを 記 述 す る 目 的 で 開発 され た。 使 い や す いOSと して のUNIXが 評

判 とな る とと もに 、 こ の言 語 も注 目 され て お り、OSや コ ンパ イ ラー や ソ フ トウェ ア ・ツー ル の作 成

に有 効 で あ る と され て い る 。

CはALGOLやPascalと 似 た思 想 の も と に設 計 され た 、壁 構 造 プロ グラ ミン グ向 きの言 語 で あ り、

複文 、判 定(if)、 グル ー プ(while)、 多方 向 分 岐(switch)を 含 ん でい る 。英 小 文字 をベ ース と し、

記 法 が簡 潔 で 、キ ー イ ンの量 が少 な い。文 字 ス トリ ング と1文 字 の 区別 、文 字 ス トリ ング の終 わ りの

目 じる し、復 帰 改 行 記 号 、 フ ァ イル の終 わ り記 号 、 エ ラー記 号 が ある 。演 算 子 の数 が 多 く、余 り、 増

分 、減 分 、 ビ ッ トご との 演 算 、論 理 演 算 、 シ フ ト、 自己 演算 な どが あ る。 デー タ と して 番地 の 指 針

(addresspointer)が 使 え 、番 地 演 算 に向 いて い る 。式 が値 を持 つ こ とか ら、次 の よう な表 現 が で き

る。

i=j=k=o

while((c=getchar())!=EOF){…}
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2番 目 は、1字 入 力 してcに 代 入 さ れ、 それ が フ ァイ ルの 終 わ りの 目 じる しで な い と きは 、{…}を

実 行 す る。

プ ロ グ ラ ム はLISPの よ う に関 数 の 集 ま り と して 構 成 され る。 入 出 力 機 能 は な く、入 出 力 は す べ

て関 数 プ ログ ラム で行 われ る。 マ ク ロ機 能 が あ り、記 号 名 を文字 ス トリン グで置 き換 え や フ ァ イル の

取 り込 み を前 処 理 系 で 行 う。

〈例〉

#definePI3.14159

#include"フ ァイル 名"

も う1つ 重 要 な シス テ ム記 述 言 語 にSIMULA67が あ る。 これ は ノル ウ ェー計 算 セ ン タ ー に よ り、'

ALGOLの 拡 張 と して1961年 か ら開 発 さ れ たSIMULAIに 、 汎 用 機 能 を 加 え た も の で あ る。 抽 象

デー タ型 を扱 う最 初 の 言 語 で 、Euclid、Mesa、Ada等 に 多 くの影 響 を与 え た 。

少 々 性 質 の 異 な る も の と して1973年 に 発 表 され た簡 易 言 語FORTHが あ る。 これ は天 文 学 者 で

あ っ たC,H.Mooreに よ っ て1969年 に考 案 され 、逆 ポ ー ラ ン ド記 法 で後 入 れ先 出 し(push-down)

論 理 を使 って い る。 当 初 は ミニ コン用 で あ った が 、数 キ ロバ イ トで コ ンパ イラ ー が作 れ る こ とか ら、

マ イ コ ン用 言 語 に な りつ つ あ る。

6ジ ョブ制御言語、指令言語、画面 による対話

紙 テ ー プや カー ドで入 力 したバ ッチ の みの 時 代 よ り、 オ ンラ イ ン化 し、 しか も時分 割 方 式 が 実 現 し、

端末 装 置 も タ イ プ ライ ター方 式 か ら表 示 画 面 が 使 わ れ る と な る と、操 作 上 の 人 間 と シス テ ムの 間 の コ

ミュ ニ ケ ー シ ョンの や り方 は大 き く変 わ っ て き た。

OS/360な ど の 開発 とと もに 、 ジ ョブ制 御 言 語(JCL)が 作 られ た。 これ は"変 数=数 値 ま た は文

字 ス トリ ング"の か た ち で 、1枚 の カ ー ドで1個 か そ れ以 上 の指 示 情報 を伝 え る もの で 、 多 くの 手 が

か り語 を有 す る。1つ の ジ ョブ を流 す の に何 枚 か の カ ー ドを作 成 す る必 要 が あ る。繰 り返 し使 う もの

は登 録 して お く こ とが で き る が、 誤 りな く作 る こ とは容 易 で は な く、 わ ず らわ しい と一 部 の人 に批 判

され て き た。

TSSの 登 場 に よ り、 端 末 か らOSの す べ て の 機 能 が 使 え る よ う に、JCLは 大 規 模 な 指 令 言 語

(commandlanguage)に 変 換 され て い る もの も あ る。 例 と して 、IBMのMVSのTSOや 富 士 通

のOSIV/F4や 日立VOS3のTSSが あ る 。他 方 、VM/370の 下 のVM/CMSは エ ン ド ・ユ ーザ ー

指 向 で設 計 され て お り、使 い やす い もの に な って い る。繰 り返 し使 う一 連 の指 令 は手 続 き と して フ ァ

イル して お き、EXECで 取 り出 して実 行 で き るが 、部 分 的 変 更 もで き る。算 術 演算 や論 理 演 算 、 文

字 ス トリ ン グの 操 作 を行 い 、 その 結 果 に よ っ て ジ ョブ の実 行 の や り方 を変 え るEXEC2と い う言 語
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は便 利 と さ れ て お り、小 型 機 種 の分 野 で はUNIXのshell言 語 の修 正 版 で あ るPWB(Erogrammer's

Workbench)CLが 高 水 準 プ ロ グ ラ ミング言 語 と して有 効 で ある と報 告 され て い る。

端 末 で入 力 す る文 字 ス トリン グの 修 正 に編 集 ル ー チ ン(editor)が 開 発 され 、行 ご と の編 集 ル ー チ

ン(lineeditor)か ら文 脈 編 集 ル ー チ ン(contexteditor)・ が 、 さ ら に 全 画 面 編 集 ル ー チ ン(full

screeneditor)が 開発 され た。

1979年 にIBMに よ り発 表 さ れ た4300シ リー ズ のDOS/VSEのIPF(lnstallationProductivity

Facility)で は 、人 間 と シス テ ム と の操 作 上 の イ ンタ フ ェー ス と して 、 メニ ュ ー選 択 と空 欄 記 入 方 式

が 導 入 さ れ 、TSOやVM/CMSで もISPF(lnteractiveSystemProductivityFacility)が 提 供 さ

れ 、 ユ ー ザ ー は文 法 や単 語 をい ち い ち覚 え な くて も よ く、 シ ス テ ム に促 さ れ る(prompt)ま ま に 、

選 択 ・記 入 す る と、 そ れ か ら シス テ ムが 一 連 の 指 令 を作 り出 す。HELPやEXPLAINも 使 わ れ て い

る。 画 面 を使 い編 集 機 能 も備 え た イ ン タ フ ェー ス は 、富 士 通 で はIPF,PFD,日 立 で はDESP、 日

電 で はSEDITと 呼 ん で い る 。

付記 従来の高水準言語の動向

1960年 代 後 半 ま で に 実 動 化(処 理 系 が 開発)さ れ たFORTRAN,COBOL,PL/1,BASIC ,APL

な ど は、 そ の利 用 が さ らに拡 大 されつ つ あ り、 そ の存 在 は今 後 も重 要 な位 置 を 占め るの で 、 これ らの

現 状 と見 通 しに つ い て ご く簡単 に ま とめ て お く こと に す る。

FORTRANの 最 新 の 規 格 はFORTRAN77で あ り、1977年11月 にANSIか らDP(原 案)と して

ISOに 提 案 され 、 翌 年 承 認 され た も の で 、1982年2月 に改 正JISFORTRAN-1982と な っ た 。 新 た

に加 わ った機 能 は 次の とお りで あ る 。

① 算 術 式 の 中 で型 の混 合 が 許 され る。

② 配 列 の 宣言 に添 字 の 上 限 と下 限が 指 定 で き る。7次 元 まで 許 され る。

③ 処 理 系 が備 え て い る関 数 す べ て を組 み 込 み 関数 と呼 ぶ 。 新 しい関 数 の追 加 と総称 名 の導 入 。

④ 文 字 集 合 に ア ポ ス トロ フ ィと コロ ンの 追加 。

⑤ 注 釈 行 を示 す の に 、第1桁 に*を 書 い て も よい。

⑥ 入 出 力 文 の種 類 の増 加 とい くつ か の機 能 の 付加(出 力 並 びの 中 に定 数 や式 、入 力文 や 出力 文 に書 式

仕 様 と して の 文字 列 、終 了 条件 や誤 り条 件 、 直接 探 査 の追 加 、 内部 フ ァ イル に ス トリ ングの 配 列 を含

む 、並 び に よる入 出力)。

現 行 のJISCOBOLは1980年 に入 って 制 定 され た もの で、 い わ ゆ る第2次 規 格 のCOBOLで あ

り、CODASYLCOBOL1973(ANS1974,ISO1978)を ベ ー ス と して い る。 このCOBOLは 大 規

模 フ ァイル の 大 幅 改訂 を含 み、 そ の仕 様 の記 述 は12個 の機 能 単 位(中 核 、 表操 作 、順 フ ァイ ル、相 対
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フ ァ イル 、 索 引 フ ァイ ル 、整 列併 合 、報 告 書作 成 、 区分 化 、登 録 集 、 デバ ッグ、 プ ログ ラ ム間 連絡 、

通信 、最 初 の3つ は水 準2と1、 報 告書 作 成 は1と 空 、 他 は2、1、 空)に 分 け て い る。

そ の後CODASYLCOBOLに は、1976年 に デ ー タベ ー ス に 関 す る機 能 と ビ ッ ト操 作 を加 え 、1978

年 に壁 構 造 プ ロ グ ラ ミン グの機 能 を入 れ て い る。

デ ー タベ ー ス に 関 す る機 能 に は、 ス キ ー マ(schema)(デ ー タベ ー ス 全体 の論 理 的 な構 造 と内容 の

記 述)、 記 憶 ス キ ー マ(物 理 的 な 編 成 法 や 内部 表 現 の 記 述)、 副 ス キ ーマ(subschema)(個 々の プ ロ

グ ラ ム で 必 要 な デ ー タベ ー ス の 一 部 の 記 述)お よ び 、 デ ー タ ベ ー ス の 操 作 命 令 で あ る準 備 と終 了

(READY,FINISH)、 呼 び 出 し(FIND,GET)、 更 新(STORE,CONNECT ,DISCONNECT,

MODIFY,ERASE,ORDER)、 保 管表(KEEP,FREE)、 障害 回復(COMMIT,ROLLBACK)、

その 他(USE)が ある 。

整 構 造 化 プ ロ グ ラ ミ ング機 能 に は 、次 が 含 ま れ て い る 。

①END-IFな ど条 件 命令 の範 囲 。

②READ命 令 のATEND句 に対応 す るNOTATEND句 の追 加 。

③ 繰 り返 し本 体 の命 令 群 をPERFORM命 令 の 中 に直接 書 け る こ と。

④PERFORM命 令 の 繰 り返 し条 件 の 判定 を繰 り返 し後 で も行 う こと 。

⑤caseに 相 当 す る多 岐分 岐 のEVALUATE(評 価)。

1978年 後 のCODASYLのCOBOLの 主 要 な改 訂 は浮 動 小 数 点 デ ー タ と標 準 関 数(三 角 関 数 な ど)

の追 加 、連 絡 節 の 削 除 な ど が あ り、1981年 発 行 のJOD(JournalofDevelopment)に 含 ま れ て い る。

ANSIで は、 そ のCOBOL規 格 の 改 訂 作 業 を進 め て お り、壁 構 造 プロ グ ラ ミン グ機 能 の 追 加 や プ

ロ グ ラム間 連 絡機 能 の強 化 等 が 入 り、1983年 頃 制 定 の 見込 み で あ る。 上述 の デ ー タベ ー ス機 能 は当 初

これ に入 る予 定 で あ る が 、1985年 以 降改 訂 か ら除 か れ 、 そ の規 格 化 は1985年 以 降 にな る と見 られ る。

PL/1の 標 準 化 は1970年 にIBMが 発表 した 仕 様 書 を ベ ー ス にECMAとANSIを 中心 に1965年 か

ら作 業 が進 め られ 、ANSとECMA規 格 は1976年 に 制 定 さ れ 、1979年 にISO規 格 が 制 定 され た。

1976年 か らANSIに よ り汎 用 サ ブ セ ッ ト(サ ブセ ッ ト/G)と 実 時 間 用拡 張 仕 様(ド キ ュ メ ン ト/T)

が検 討 され て お り、前 者 は1981年7月 にANS規 格 と な り、1983年 にISO規 格 とな る見 込 み で あ る。

後 者 に は、 ジ ョブ 、 タス ク、 共 用 変数 、共用 オ ブ ジェ ク ト、 ロ ック状 態 な どの 概念 や定 義 が 導 入 され

た。

さ ら に、会 話 型 機 能 が1976年 か らECMAに よ り検 討 され て お り、 それ にはINTERACTIVEフ ァ

イル やASK文 が 含 ま れ て い る。 ま た、 表 示 画 面 を持 つ 端 末 制 御 を 目的 と した拡 張 もECMAに よ り

1977年 か ら検 討 され て お り、画 面 の 属性 、ペ ー ジの 概 念 の 拡張 の よ う な機 能 が提 案 され て い る。

BASICに つ い て は 、1977年 か ら1979年 に わ た って 審 議 と投 票 され たISOの 原 案 をベ ース と して 、

基 本BASICのJISは1982年3月 に制 定 され た。ISO規 格 は1983年 に 決 ま る と見 られて い る。 ま た、
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拡 張BASICのANSやISOの 規 格 やJISは 、1985年 以 降 に な る と予 想 され て い る 。

基 本BASICは ダ ー トマ ス 大学 で 開 催 され た当 時 のBASICに 近 い水 準 で あ り、DATA,DEF,

DIM,END,FOR,GOSUB,GOTO,IF,INPUT,LET,NEXT,ON,OPTION,PRINT,

RANDOMIZE,READ,REM,RESTORE,RETURN,STOPの 文 を含 ん で い る。拡 張BASIC

は15種 の機 能 単位(中 核 、配 列 、組 み 込 み 関 数 、型 宣 言 、 フ ァ イル 、文 字 列 、 チ ェ イニ ング 、副 プ ロ

グ ラム 、書 式 制 御 、 グ ラ フ ィ ック 、例 外 処 理 、 デバ ッギ ン グ、 リアル タイ ム、 編集 、 コモ ン)か ら な

り、 そ れ ぞ れ が1-・3の 水 準 に分 け られ て い る。

APLの 標 準化 は 、APL'79会 議 で発 表 され たAPL規 格 案 のベ ース と してANSIとISOに よ り検

討 が進 め られ て お り、ANS規 格 は1983年 中 に 、ISO規 格 は1984年 頃制 定 され る と見 られ て い る。

既 存 のAPL言 語 を標 準 化 す る動 き と並 行 して 、 この 言 語 を拡 張 したAPL2が1982年 秋 に発 表 さ

れ て い る。 新 しい機 能 の 中 に は、 入 れ 子 に な っ た配 列(一 般 化配 列)、 新 しい作 用 子 と関 数 群 、 既 存

の 作 用 子 と関 数 の拡 張 、複 素 数 、例 外 処 理 、 フ ァイ ル ・シス テ ム な どが あ る。 な お 、 これ らの機 能 は

1.P,シ ャ ー プやSTSSのAPLサ ー ビス に も含 まれ て い る との こ とで ある 。
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⇔ オ フィス ・オー トメー シ ョンをめ ぐる動 き

1は じめ に

わ が 国 の産 業 界 は、経 営 の合 理 化 に積 極 的 で あ る。 オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョン(以 下OAと 略)

に対 す る取 り組 み も 、事 務 の 生 産性 向 上 に 目標 が お かれ 、 企 業 のOA機 器 に対 す る関心 が 、OAの 考

え方 や導 入 方 法 の論 議 と と も に、 最 近 と み に高 ま って きて い る。

この よ う な需 要側 の動 向 を反 映 して 、今 年 も各 種 のOA機 器 展示 会 や講 演 会 が 開催 さ れた 。 ど の会

場 も多 くの人 々が 参 加 した。 特 徴 的 な こと は 、経 営 者 ・管 理 者 層 をは じめ 、 専 門担 当者 、一 般事 務 員

ま で と幅 広 い層 か らの参 加 が あ った こと 、 ま たマ ス コ ミの 報 道 もあ って 、 ビ ジネ ス に従 事 す る者 全 体

にOA化 の 時 流 にあ る こ と を認 識 させ る と と も に、 わ が 国 にOAブ ー ムを招 来 した こ とで あ る。

と ころ でOAの 考 え方 に つ い て は 論 議 の過 程 に あ り、 ま だ結 論 を得 る まで に至 っ て い な いの が 実

情 で あ る。 しか し、現 実 的 な ア プ ロー チ と して、 日本 語 ワー ドプロ セ ッサ ー に よ る文 章 作成 の効 率 化 、

フ ァク シ ミ リ通 信 に よ る社 内 文 書伝 達 の迅 速 化 等 、部 分 的 な事 務 処 理 や コ ミュ ニ ケ ー シ ョンへ の導 入

が進 ん で い る。

一 方 労働 省 は 、先 端 技 術 の 労 働市 場 に お け る影 響調 査 の 一環 と してOAを 取 り上 げ、 雇用 の実 態 を

発 表 した。

こ の よ う に、 わが 国 に お け るOAの 動 き は著 しい もの が あ る。OA関 係 機 関 の調 査 や 催 し物 を中心

に 、最 近 の 動 き を概 観 す る。

20A推 進機関の活動

OAに 対 す る 関心 が高 ま る な か で、1981年7月 にユ ーザ ーが 中心 と な って 日本 オ フ ィス オ ー トメー

シ ョン協 会(以 下OA協 会)が 設 立 され た。OA協 会 の 発 足 は 、3年 前 に設 立 され 、 す で にOAに つ

い て の 学 術 研 究 を精 力 的 に 進 め て い る オ フ ィス オ ー トメ ー シ ョン学 会(会 長 谷 村 裕 一 以 下OA

学 会)と と もに 、OA推 進 の専 門団 体 と して 期待 され て い る(7-1-1表)。

新 しい産 業 や各 種 シ ス テ ム を啓 蒙 ・普 及 す る う え で 、団 体機 関 が務 め る推 進 役 の 効 果 は高 い。OA

につ い て は、既 存 の 各 種 団体 が さま ざ まの 角 度 か ら調 査 研 究活 動 を行 っ て い る。
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7-1-1表OA学 会 ・OA協 会 の 事 業

団 体 代表者 目 的 ・ 事 業

オ フ ィス オー トメー シ ョン学 会 会長 オ フ ィ ス ・オー トメー シ ョンに よ る経営 情 報 の 活用 に 関す

(1979年11月 設 立) 谷村 裕 る学術の発達 を図 るとともに会員相互および関連学会,賛

助会員 との連絡,研 修の場 とし,も って学術文化の発展に

寄 与 す るこ と を 目的 とす る。

(1)毎 年 適 当の地 に おい て大 会 を開催 し,オ フ ィ ス ・オー

トメー シ ョンの 問題 に 関す る会 員 の研 究 発 表討 議 を行 う。

(2)適 宜 研 究 会 を開 催 す る。

(3)オ フ ィ ス ・オー トメー シ ョン に関 す る 図書 お よび報告

書 を発行する。

(4)オ フ ィス ・オー トメー シ ョンに 関 す る特 定 の調 査 研究

を行 う。

(5)オ フ ィス ・オ ー トメー シ ョンに 関係 の あ る 内 外の学 会,

その他の団体 と連絡す る。

(6)前 各項の他,本 学会の 目的達成のために必要 な活動 を

行 う。

社団法 人 会長 1.オ フ ィ ス ・オー トメー シ ョ ンに関 す る研 究 お よび調査

日本 オ フ ィス オー トメー シ ョン協 会 山下 勇 (1)オ フ ィス ・オー トメー シ ョン推 進 上 の方 法 研 究 ② オ

(1981年7月 設立) フ ィス業務の効率化課題調査(3)オ フ ィス業務 の効率化

手法調査(4精 報機器の適用条件調査(5)モ デル ・シス

テムの研究開発 ⑥ インパ ク ト測定手法の研究

2.オ フ ィス ・オー トメー シ ョンに 関 す る普 及 と指 導

(1)適用 手 法の 普 及(2)導 入手 順 な どの普 及(3)コ ンサ ル
一

ア ー シ ョ ン

3.オ フ ィス ・オ ー トメー シ ョンに 関す る内 外の 情 報,資

料の調査 と提供

(1)資料の整備 と蓄積 ② 出版物な どによる情報提供

4.オ フ ィス ・オー トメー シ ョンに関 す る内 外諸 機 関 との

交流

(1)情報 お よび 人的 交 流(2)海 外 派遣

経 営 管 理 や事務 の効 率 化 ・能 率 化 の側 面 か らの ア プ ロー チ と して 日本能 率 協 会 、 日本 経 営 協 会 が 、

コ ン ピュ ー タ利 用 の 側 面 か らの ア プロ ー チ をEDPユ ーザ ー連 合 会 、 日本 情 報 処理 開発 協 会 が行 って

い る。 さ ら に、OA機 器 や コ ン ピュ ー タの 製 造 側 か ら は、 日本 事 務 機 械 工 業 会 、 日本 電 子 工 業 振 興協

会 が産 業 ビ ジ ョ ンや技 術 動 向 の 観点 に立 って ア プ ロー チ してい る。

一 方
、 学術 的研 究 は 、OA学 会 の ほか 情 報 処 理学 会 、電 気 通 信 学 会 、組 織 学 会 、経 営 学 会 な どが 、

大 学 ・研 究機 関、 産 業 界 の学 者 、研 究 者 、技 術 者 の研 究 成 果 を討 論 会 や会 誌 に よ り公 表 して い る 。

各 団体 に お け るOA関 係 の主 要 な調 査 研 究 は、7-1-2表 に示 す と お りで ある 。 ま た、7-1-

3表 にOAの 理 論 面 の 研 究課 題 と して、OA学 会 の全 国 大 会 テ ー マ を示 した 。

OAに つ い て の 展 示 会 が盛 ん に 開催 され た の も1982年 の成 果 で あ る(7-1-4表)。 一 方 に お い

て 、OAブ ー ムの 先 導 役 と して の 批 判 が あ る もの の 、各 会 場 へ の 参 加 者 も増 加 して お り、 ユ ーザ ー側

の 関心 の高 さ を感 じ取 る ことが で き る。
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7-1-2表 各 界の オ フィス ・オ ー トメーシ ョン関連 業務

団 体 名 会 長 名 関 連 業 務

(社)日 本経営協会 会長 永 田 敬 生

1.OA関 連事 業 の 総合 的 な推進

2,管 理 ・監 督者 を中心 と した経 営 教 育 の強 化充 実

3.OAシ ョウ,ビ ジネ ス シ ョウの 開 催(東 京,札 幌)

4,0A訪 米視 察 団

5.主 要 調 査報 告 書

(1)OAに 関す る意識 調 査(回 答者400)

(2)日本 語 ワー ドプ ロセ ッサ 利用 調 査(回 答 者310)

(社)行政情報 システム研究所 会長 山 ロ ー 夫

1.行政管理および行政の システム開発に関す る調査研究

2.主要調査報告書

(1府 政におけ る窓口事務のOAに 関する調査報告書

(2)OAの 米国調査報告

(財)日 本情報処理開発協会 会長 島 田 喜 仁

1.OAの 進展に伴 う社会的影響調査

2.情 報機器の総合利用方法に関す る調査研究

3.主 要調査報告書

(1)アメ リカにおけるOA－ その現状 と将来

②OA実 現への道

(3)OAの 進展 と回線開放

(4旧 本語 ワー ドプロセ ッサーに関す る調査報告書

(社)日 本電子工業振興協会 会長 片山仁 八郎

L電 子計 算 機 お よ び関 連機 器 の調 査 研 究

2.フ ユー チ ャオフ ィス シ ステム に 関 す る調 査研 究

3.エ レ ク トロニ ッ クホ ー ム ワー ク シス テム の可 能性 等 調 査

4.デ ー タシ ョウ,マ イ コ ンシ ョウの開 催(東 京,大 阪)

5.主 要 な調 査 報告 書

(1)フ ユーチ ャオ フ ィ ス システ ム(FOS)に 関 す る調 査 報告書

(社)日 本事務機械工業会 会長 佐 々 木 正

LOA等 技術革新への積極的対応

2.事 務機械の ビジョン作成

3.日 本語ワー ドプ ロセ ッサー普 及のための技術開発等に関す

る調査研究

4.事 務機械関係の標準化

5.主 要調査報告書

(1)事務機械の ビジョン

②事務機械の需要予測

(3)日本語ワー ドプロセ ッサーの標準化に関す る調査報告書

30A機 器 の市場規模

わ が 国 に お け るOA機 器 の 市 場 規 模 は、1981年 ベ ー ス で 、1兆6,316億 円 に達 して い る 。7-1-5

表 に示 した とお り、 こ の内 訳 は、事 務 機 械 が2,136億 円 、 コン ピュ ー タが1兆4,180億 円 とな っ て いて 、

コ ンピ ュー タが87%を 占 め る。

ま た 、最 近5カ 年 間 の ス トック を見 る と、事 務 機械 が1兆635億 円 、 コ ン ピュ ー タが5兆6,945億 円
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7-1-3表OA学 会 大 会 テ ーマ

開 催 時 期 統 一 テ ー マ 主 な セ ッシ ョンテ ーマ

第1回

1980年5月
現代社会 とOA

・OAに 関 す る基 本 的考 察

・OAと 経 営 機 械 化

・OAの 理 論 へ の 期 待

・OAの 構 図,資 源制 限 とOA

・現 代 社 会 とOA

第2回

1980年11月
OAの 本質 と実践

・OAの 本 質

・オフ ィス ・シ ステム の 機能 と課題

・オ ン ライ ン とOA

第3回

1981年5月
日本のOA

・'80年 代 の経 営

・OAへ の シ ステ ム ズ ・ア プ ロー チ

・わが 国 のOA発 展段1;皆

・わ が 国 のOA実 態論

・日本語WPの 利 用形 態

臨 時

1981年10月

OA像 を描 く

一その実践理論を求めて一

・OAの 国際 動 向

・OAと マ ネ ジ メ ン ト

・OAの 評 価 と課 題

・OAの シ ー ズ

・OAの ユ ーザ ー ・ニー ズ

3学 会合同

1982年7月
技術革新時への組織 と対 応

・OA下 の 人と技術の問題 をめ ぐって

・技術革新(特 にOA)下 の組織 と労務

の問題をめ ぐって

7-1-4表1982年 に おけ る主 要 なOA展 示 会

名 称 開催地 期 間 主 催 者

デ ー タ/テ レ コ ミュ ニ ケー シ ョン展 東 京 1月20日 一23日

'82オ フ ィ ス ・オ ー ト メー シ ョ ン シ ョ ー 大 阪 2月24日 一26日 日本経営協会

第2回 オフ ィス ・オ ー トメー シ ョンUSA展 東 京 3月15日 一19日 U.S.ト レ ー ドセ ン タ ー

同 上 大 阪 3月24日 一25日 同 」二

第57回 ビ ジネ スシ ョー 東 京 5月12日 一15日 日本経営協会

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ シ ョ ウ'82 東 京 5月26日 一29日 日本電子工業振興協会

同上 大 阪 6月30日 一7月3日 同 上

テ レ コ ミュニ ケ ー シ ョン機 器 展 東 京 7月5日 一9日 U.S.ト レー ドセ ン ター

同上 大 阪 7月14日 一15日 同 上
'82オ フ ィ ヌ

、・オ ー トメ ー シ ョ ン シ ョー 東 京 7月14日 一17日 日本経済新聞

コン ピ ュー タ機 器 展 東 京 9月6日 一10日 U.S,ト レ ー ドセ ン タ ー

同上 大 阪 9月16日 一17日 同 上

デ ー タ シ ョ ウ'82 東 京 10月19日 一22日 日本電子工業振興協会

で合 計6兆7,580億 円 の 巨 額 に な る。OA機 器 に コ ン ピュ ー タ を含 め る こと に は 異 論 が あ るか も知 れ

な い が、OAを 情 報 シス テ ムの 内 と して 考 え るか 外 と して考 え るか な ど、論 議 段 階 で も あ るの で 、一

応 含 め る こと と した。
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7-1-5表OA機 器 の 生 産,輸 出入,国 内 市場 規 模 (単位:億 円)

年 1977 1978 1979 1980 1981 計

生 産 額

(a)

事務機械 5,134 5,679 5,923 7,261 7,744 31,741

コンピュータ

1

7,913 9,103 11,245 12,926 14,781 55,968

輸 出 額

(b)

事務機械 3,320
1

3,528 4,037 5,246 5,747 21,878

コンピュータ 666
1

LO47 1,291 1,680 2,655 7,339

輸 入 額

(c)

事務機械 141 135 172 185 139 772

コンピュータ 1,465 1,110 1,543 2,144 2,054 8,316

国 内市 場

規 模

(a-b+c)

事務機械 L955 2,286 2,058 2,200 2,136 10,635

コンピュータ

1

8,712 9,166 11,497 13,390 14,180 56,945

40A機 器 の生産 現 状 と ビジ ョン

OA機 器 市 場 の 急 速 な需 要 の伸 び に合 わ せ て 、 わ が 国 に お け る メ ー カ ー のOA機 器 の生 産 状 況 は

年 々拡 大 す る方 向 に あ る。

1981年 に お け るOA機 器 の 生 産 高 は 、 コ ン ピュ ー タが1兆4,781億 円,事 務 機械 が7,744億 円 で 、 合

計2兆2,525億 円 で あ る。 これ は 、前年 に対 比 して コ ン ピュ ー タが14.3%増 、事 務 機 械 が6.7%増 で あ

る。伸 び率 か ら見 る限 り1980年 の対 前 年 比 各 々14.9%,22.6%に 比 べ て 鈍化 した もの の 、依 然 と して

高 率 の基 調 で推 移 して い る(7-1-5表)。

わ が国 のOAは 、事 務 の合 理 化 運 動 と して と らえ た場 合 、30年 近 い歴 史 を持 つ が 、最近 に見 られ る

動 き か ら、 高 機 能 を有 す る 各 種 のOA機 器 の登 場 に よ り、新 た なOA化 の 方 向 に向 か って ス ター ト

した 。OA機 器 の 需 要 につ い て は 、今 後 ユ ーザ ー に お け るOA化 の 進 展 に伴 っ て増 大 す る もの と考 え

られ て い る。

事 務 機 械 工 業会 が発 表 した 「事 務機 械 の ビ ジ ョン」 に おい て 、1985年 お よび1990年 の生 産 規 模 と し

て 、7-1-6表 に示 す と お り、事 務 機 械 お よび そ の他OA関 連 機 器 の 予 測 を行 っ て い る。OA機 器

全 体 で は 、1981年 の実 績2兆1,966億 円 に対 し、1985年 は4兆1,385億 円,1990年 に は7兆1,521億 円

の生 産 規 模 に な る もの と見 込 まれ て い る。

以 下 、 主要 なOA機 器 につ いて 、現 状 と今 後 の発 展 動 向 を概 観 す る。

(1)オ フ ィス ・コ ン ピュ ー タ

オ フ コ ン は急 激 な 需 要 を示 して い る機 器 の1つ で あ る。1981年 の 生 産 規 模 は 、50,073台 で 、金 額

ベ ー ス3,100億 円 で あ る。1979年 実 績 が 台 数 ベ ー ス20 ,800台 、金 額 ベ ー ス1,463億 円 、1980年 実 績 は

32,800台,2,296億 円 と な っ てい るの で 、 対 前 年 比 で は 、台 数 ベ ー スが57.7%増 、52.7%増 、 ま た金
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7-1-6表 事務機械 およびその他のOA関 連機器の生産規模
(単位 億円,%)

1980年 1981年
1981年

前年比伸び率
1985年 81～85年

年平均伸び率
1990年

85～90年

年平均伸び率

(事務機械)
*1 *1

複 写 機 3β67 4,206 24.9 5,823 8.5 8,438 7.7

*1 *1

電 卓 2,023 1,476 △27.0 2,556 14.7 3β54 5.6

*1 *1

金 銭 登 録 機 869 801 △7.8 1,120 8.7 1,691 8.6

*1 *1 *2 *2
タ イ プ ラ イ タ ー 518 678 30.9 845 5.7 994 3.3

ワ ー ド プ ロ セ ッ サ ー 64 193 201.6 1,090 54.2 2,600 19.0

マ イ ク ロ 写 真 機 械

(マ イ ク ロ グラフ ィ ックス)
130 140 7.7 290 20.0 600 15.7

1,054

*5

そ の 他 の 事 務 機 械 441 554 25.6 753 8.0 1,054 7.O

小 計 7,412 8,048 9.0 12,477 11.6 18,731 8.5

(6鵬 機器)
*3 *3 *3 *3

オ フ ィ ス ・ コ ン ピ ュ ー タ 2,296 3,100 35.0 7,500 24.7 16,600 17.2

*3 *3
パ ー ソ ナ ル ・コ ン ピ ュ ー タ 337 1,000 196.7 4,000 41.4 8,000 14.9

*4 *4 *4
フ ァ ク シ ミ リ 847 1,078 27.2 2,579 24.4 6,000 18.4

オ フ ィ ス ・ サ プ ラ イ 8,312 8,740 5.1 14,829 14.1 22,190 8.4

小 計 11,792 13,918 18.0 28,908 20.0 52,790 12.8

合 計 19,204 21,966 14.4 41,385 17.2 71,521 11.6

〈注〉① 事務機械 の金額は暦年(1月 一一12月)ベ ー ス,そ の他 は4月 ～3月 ベー スであ る。

②*1は 通産 省機械 統計に よる。 一

③ タイプライターのユ985年,1990年 の金額(*2)に は欧文 ポータブル電子 タイプ ライター を含むが,欧 文 オフ ィス用電

子 タイプライター を含まず,後 者はワー ドプ ロセ ッサ ーに含めてい るので,こ れ らの年次におけ るタイプライ ターの伸

びは見かけ上低 くなっている。

④*3は 日本電子工業 振興 協会の発表数字 であ る。

⑤*4は 通信機械工業会 の発表数字 である。

⑥*5そ の他の事務機械 は,記 載の事務 機械の うち,軽 印刷 機 タイム レコーダーお よびその他の事務機 械の合計額 で

ある。

⑦ 無印は 当工業会 ビジ ョン委員会(ワ ー ドプロセ ッサーはワー ドプ ロセ ッサー部会)の 推定に よる。

出典:事 務機械 の ビジョン(1981年 報告書)社 団法 人 日本事務機械工 業会
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額 ベ ー ス は56.9%増 、35.0%増 と大 幅 な伸 び率 を示 したの で あ る。

この 要 因 に は、従 来 汎 用 の 大 ・中型 コン ピ ュー タで な けれ ば不可 能 で あ った 日本 語(漢 字)処 理 が 、

低 価 格 の オ フ コ ンに よ っ て実 施 で きる よう に な った こと が あ げ られ 、 こ れに よ り中小 企業 の事 務 処 理

用 と して 、ま た大企 業 の支 店 や営 業所 等 の 出先 機 関 の ワー ク ス テー シ ョン用 な ど の需 要 増 大 とな っ た

もの で あ る。

日本 電 子 工 業振 興 協 会 が 行 っ た予 測 調 査 に よれ ば、1985年 に お け る オ フ コ ンの生 産 規 模 は7,500億

円 に 達 す る も の と試 算 され て お り、 これ は現在 の2.4倍 規 模 に な る。 同様 、1990年 で は1兆6,600億 円

と、 現在 の全 コン ピュ ー タ生 産額 を上 回 る規 模 ま で に進 展 す る こ とが 見込 ま れて い る 。

(2)パ ー ソ ナ ル ・コ ン ピ ュ ー タ

パ ー ソナ ル ・コ ン ピュ ー タは 、1981年 で1,000億 円の 生 産規 模 で あ る。前 年 度 は 、337億 円 の生 産 高

で あ っ たの で 、2.97倍 と大 幅 な伸 び を示 した。 これ は10数 万 円か らと低 価 格 の パ ソ コ ンが 登 場 した こ

とに よ り、 ま さ に個 人 単位 で コ ンピ ュー タが利 用 で き る こと に な った ことが 、需 要 の急 増 と な って現

れ た もの で あ る。 パ ソ コ ンに つ い て は、 今後16ビ ッ ト機 お よ び32ビ ッ ト機 の 高性 能 な機 能 を装 備 した

製 品 の登 場 と とも に 、 ビ ジ ネス や学 術 研 究 な ど の分 野 にお ける広 範 囲 な業 務 へ の 適用 の拡 大 、 あ るい

は イ ン テ リ ジ ェ ン ト機 能 を持 つ ワー クス テー シ ョンと して課 、室 等 の 単位 組 識 へ の 導 入 な ど か ら、 需

要 が増 大 す る もの と予 想 さ れ る。

前 掲 の予 測 で は、1985年 に は 、4,000億 円 の規 模 に達 す る もの と推 定 し、 この 間 の年 平 均伸 び率 で

は41.4%と う な ぎ昇 りで 急成 長 す る もの と見 込 ん でい る。 さ らに1985年 か ら1990年 の5カ 年 につ い て

は、 年平 均14.9%の 伸 び率 で推 移 し、1990年 に は8,000億 円の 生産 規 模 にな る もの と試 算 した。

(3)日 本 語 ワー ドプ ロ セ ッサ ー

OA化 に お い て主 要 な位 置 を 占め つ つ あ る 日本 語 ワ ー ドプ ロセ ッサ ー は、 オ フ ィス にお ける文 書 作

成 に効 果 が 認 め られ ると と もに 、本 格 的 な普 及 期 を迎 え よ う と して い る。

ワー ドプ ロ セ ッサ ー は、文 章 の入 力 、 記憶 、編 集 お よび 印刷 の 基 本機 能 を有 し、文 書 作 成 の効 率 化

を主 目的 と す る装 置(汎 用電 子 計 算 機 と接続 して使 用 す る もの は除 く)と 定 義 づ け られ て い る(事 務

機 械 工業 会)。

定 型 文書 作 成 や清 書 な ど比 較 的単 純 な事 務 作業 の合 理 化 を求 め る需 要 ニ ー ズ に応 じ、 こ れ まで 欧文

作 成 の分 野 に限 られ て い た(欧 米 で の高 い評 価)ワ ー ドプ ロセ ッサ ーが 、 日本 語 文 書作 成 技 術 を可 能

と す る ソ フ トウ ェ ア技 術 と低 価格 製 品 の 開発 に よ り、OA担 当 者 の 関 心 を集 め 、導 入 が進 め られ て い

る の で あ る。 さ ら に、 日本語 ワー ドプ ロ セ ッサ ー は 、OA化 の 主体 的 な機 器 と して 考 え られ 、 ま た、

目 に見 え る形 で 文書 作 成 効 果 が 評 価 され る こ と もあ って、 社 内部 門 への 普及 と い った 観 点 か らも 、同

機 の利 用 に対 す る意 欲 が高 ま って い る 。

この よ うに 、現 時 点 で は、 本格 的 な需 要 を前 に ス ター ト台 に立 って い る状 態 で あ る と い われ るが 、
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1981年 に お け る生 産規 模 は約9,000台 、193億 円 と推 定 され 、他 のOA機 器 に比 べ て 、 まだ 小規 模 の段

階 に と ど ま って い る 。

今 後 の方 向 につ い て 、先 進 ユ ー ザ ー の試 行 的 段 階 を脱 し、全 社 的 レベ ル で の利 用 普 及 に入 る と と も

に 、 メ ー カー 側 の 対応 もデ ィス プ レ イ、記 憶 容 量 、 ソ フ トウェ ア 、通信 機 能 な どの 付 加 や 文字 認 識 、

音 声 認 識 に よ る入 力方 式 の 採 用 に よ り機 能 向上 を図 る一 方 、使 いや す さと低 価 格 化 につ い て も市 場 確

保 政 策 が と られ つ つ あ る。 さ らに5年 後 、10年 後 の ビ ジ ョンに つ い て の推 測 に よれ ば、OAワ ー ク ス

テ ー シ ョン、電 算 写 植 機 な ど製版 印刷 機 、 マ イ ク ロ フ ィル ム ・シス テ ム、 光 デ ィス クな ど電 子 フ ァ イ

ル等 と の組 み合 わ せ な ど が新 た な ニ ー ズ と して生 じて こ よ う。 そ して、1985年 に は90,000台 、1,090

億 円 、1990年 に は350,000台 、2,600億 円 の 生産 規 模 に達 す る と予 測 され る。

〔備 考〕

な お、 ワー ドプ ロセ ッサ ー の生 産 動 態統 計 は1982年 よ り対 象 とな っ た。 参 考 まで に 、同 年1月 か ら

6月 まで の6カ 月 間 の生 産 は 、13,750台 、165億5,000万 円 とな っ て い る。

(4)フ ァク シ ミ リ

OA化 に お い て コ ミュニ ケ ー シ ョンは 、 オ フ ィス業 務 の 重 要 な 機 能 で あ る が 、 フ ァク シ ミリ は、文

書伝 達 の た めのOA機 器 と して約20万 台 が利 用 され 、需 要 が 急成 長 して い る。

1981年 度 に お け る事 務 用 フ ァ ク シ ミリの生 産 実 績 は14万 台 で1,078億 円 と な って お り、金 額 ベ ー ス

で の 対前 年 比 に よれ ば 、27.2%増 と著 しい 。

フ ァク シ ミ リの需 要 は 、1973年 に電 電 公 社 が 全 国 ダ イヤ ル即 時 通 話 を完 成 した こ と と、公 衆 回線 へ

の接 続 の 自由 化 な ど制 度 面 の 改 正 を契 機 と して 、 メ ー カー側 に お け る普及 機 の開 発 ・販売 政 策 と も相

まっ て 、一 般 企 業 へ の導 入 が 進 ん だ。 そ の後 、1975年 の不 況 で停 滞 期 もあ っ たが 、総 じて年 率30%以

上 の成 長 を示 して お り、1972年 当 時1,700台 に す ぎ なか っ た稼 動 台数 も20万 台 を超 す ま で に至 っ た 。

最 近 の フ ァク シ ミリは 、高 速 化 、 多機 能 化(蓄 積 ・同報 ・不 在 受 信 ・秘 密 通 信 、 発信 元 記 録 、画 像

編 集 、 デ ー タ処 理 等)、 複 合 化(蓄 積 交 換 、 デ ー タ通 信 、元 原 稿 作 成 、 事 務 機 能 等)の 技 術 開 発 が 行

わ れ る と と もに 、製 品 化 は、 高性 能 ・多 機 能機 の方 向 と低 価 格 な 普及 機 と に2極 化 して い くもの と予

想 さ れ る。

通 信 機 械 工業 会 の予 測 に よれ ば 、1985年 度 に は2,579億 円 、1990年 度 に は6,000億 円 の生 産 規 模 に達

す る もの と推定 さ れ て い る。

50Aに 対 す るユ ー ザ ー の意識

わ が 国 に お け るOAに つ い て、OA機 器 の 市 場 お よ び供 給 側 か らの 現 状 を と ら え た 。 次 に、OA

ユ ー ザ ー側 の意 識 につ い て は 、OA協 会 等 関 係 団 体 に おい て 各 種調 査 が行 わ れて い るの で 、 こ れ らを
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引用しながら概要を紹介する。

(1)OAは 事務の生産性を指向する

OAを どのように考えるかについては、現在のところ論議の段階にあるが、OAを 導入する目的に

っいて、「オフィス業務の生産性を向上するため」と考えているものが調査対象の4割 に達している。

そ して背景にっいて、競争力の強化のため今まで以上に事務の生産性を図らなければならなくなって

きたことが、あげられている。

事務の生産性 を向上する考え方について、OA協 会山下会長が設立あいさつのなかで、今後さらに

日本の産業の国際競争力を維持 し確固たるものとするためには、生産部門のみでなくオフィス部門を

含めた総合的生産性向上を図るべきであり、オフィス部門の生産性向上を図るには、事務処理、経営

情報の整備 ・処理 ・検索等を合理化するための、OAの 促進が不可欠である、と述べている。

わが国の企業が、戦後の復興、再度の石油値上げ等の経済環境の危機に、技術革新とともに、生産

性向上により体力を強化 してきた。とくに生産部門における新鋭設備の導入と合理化、IEグ ループ

等の生産性向上運動などの効果が大きく、生産コス ト低下につながった。このような生産部門の合理

化に比べ、企業の発展期に増大 した営業、企画、総務等の事務部門要員は、経済の低成長期において

は企業肥大の要因として考えられ、減量体制化の第1目 標 にあげられるようになったのである。
ぺ　

経 済 企 画 庁 の 調 べ に よ れ ば 、直接 部 門 での 生産 性 向 上 は ほぼ 限界 に達 し、 今後 は間接 部 門 を中 心 と

す る と考 え て い る企 業 が4.1%、 間 接 部 門 と直 接部 門 の 両方 と も同程 度 実 施 す ると 回答 して い る もの

が32.7%で 、両 回 答 を合 わせ る と、 約40%が 間 接部 門 の合 理 化 に関心 を持 って い る 。 さ らに 、 直接 部

門 中心 と な るが 、 従来 に比 べ 間 接 部 門 の比 重 が 高 ま る と考 えて い る企 業 が43.7%で 、 これ を加 え る と

80%を 超 え る企 業 が 間接 部 門 の合 理 化 が必 要 と考 え て い る こ と にな る。 と くに 、非 製 造 業 に比 べ て製

造 業 が積 極 的 な 間 接 部 門 の生 産 性 向 上 に対 しての意 識 が高 いが 、総 体 的 に は同様 な傾 向 で あ る(7-

1-1図 参 照)。

こ の よ う な間 接 部 門合 理 化 の 具 体 的 な方 策 につ い て は,7-1-2図 に示 す よ うにOAを 含 め た

情 報 処理 の機 械 化 に よ る省 力化 を第1に あ げ て お り、 約70%が 回 答 して い る。 また 、仕 事 自体 の 見 直

しや シス テ ム化 の推 進 を図 る とい うの が55%で あ る。 そ して 、 これ ら具 体 的 な効 果 につ いて 評価 を し

て お り、OAな ど の情 報 処 理 の 機 械 化 に よ る省 力化 につ いて は、予 想 以 上 の効 果 が あ っ た とす る もの

4.9%、 予 想 した ほ どで な い が 効 果 あ り と答 え て い る もの が36.7%、 この 両 者 の計42%が 効 果 あ りと

認 め て い る。 ま た 、残 りの回 答 者 の うち約 半 数 の48.5%は 、 今後 に効 果 が現 れ る だ ろ うと して期 待 を

持 っ て お り、全 体 と して は、9割 が機 械 化 に高 い評 価 を行 って い る の で ある(7-1-3図)。

OAの 目標 と して事 務 の生 産 性 向上 以 外 に あ げ られ た 内容 は 、 オ フ ィス業 務 の う ち単 純 で繰 り返 し

的 な作 業 をOA機 器 に置 き換 え 、事 務 作 業 の 迅 速 性 と信 頼 性 ・精 度 を確 保 す る ため の 組 織 的 な オ

フ ィス 業務 の情 報 処 理 能 力 の 向上 で あ る。
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7-1-3図 間接部門の生産性向上の成果
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〔2洛具体 策について回答 した企業における成果の評価

〔備考)回 答紀入社数の構成比。

わ が国 の 企業 に お け る オ フ ィス業 務 は 、一 般 事務 員 の場 合 、計 算 や 文書 処 理 の 作 業 が 約50%を 占め

て お り、 これ らの業 務 の う ち大半 が 、 オ フ ィス ・コ ンピ ュ ー タや ワー ドプロ セ ッサ ーな ど のOA機 器

に代 替 で き 、 その 省 力効 果 が大 き い 。OAの 目標 設定 に お い て 、事 務 の機 械 化 を第1に 考 え る の は、

実 効 の あ が る事 項 を提 示 し、 効果 の積 み重 ねの 結 果 と して 、生 産性 向上 を図 る もの と見 る こ とが で き

る。

(2)OA化 の認 識 は 、事 務 の 合理 化 、 コ ン ピュ ー タ利 用 な ど従 来 路 線 の延 長 線 上 に あ る

最 近 のOA機 器 は、 日本 語 処 理 な ど イ ンテ リジ ェ ン ト性 を有 し、低 価 格 の もの が供 給 され る よ う に

な っ た が 、今 後 のOAが 従 前 よ り推進 して き た事務 合 理 化 の 目標 や 内容 ある い は実 施 方 法 に 、新 たな

考 え方 が必 要 にな る か否 か が 今後 の課 題 で あ る。

　

調 査 対 象 と な った企 業 の 多 く は、従 来 か ら進 めて い る合 理化 方策 や シス テ ム化 の路 線 の うえ で考 え

ると い う方 針 であ る。 この 場 合 、 オ フ ィス業 務 の 合理 化 ・効 率 化 の延 長 線上 に お くもの が29%、 コ ン

ピュ ー タ利 用 の シ ス テム 化 の 延長 線 上 で考 え る もの が60%と 、OA化 の 方針 に相 違 が あ る。 これ に対

し、OA化 は事 務 の効 率 化 を進 め る新 しい方 法 と見 て い る もの が あ る。

な お 、 コン ピュ ー タ利 用 の 延長 線 上 で進 め る と考 え て い る もの につ いて 、 そ の 内容 は、 既定 路 線 を

そ の ま ま適 用 範 囲 を拡 大 す る もの と、 す で に シス テム化 され た個 々 のサ ブ シス テ ム を ネ ッ トワー ク に
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よ り統 合 化 して発 展 させ る考 え と が あ る。 この よ う な 、 コ ン ピュ ー タ を 中心 に お く考 え方 に対 し、

OA機 器 と コ ン ピュ ー タの 持 つ 機 能 を結 合 し、統 合 化 を行 い総 合 的 な 効 率 を発 揮 す る シス テ ム を形 成

す る考 え を持 って い る ものが あ る。

(3)OA化 を推 進 す る組織 につ い て は、総 務 部 門 、 事 務 管 理 部 門 、 シス テ ム部 門 の ほか 全社 的 な委 員

会 、 プロ ジ ェ ク ト ・チ ー ム等 さ ま ざま な方 法 が と られ て い る。

OA化 を進 め る部 門 や担 当 に つ い て 、現 状 の と こ ろ 、既 存 の 組織 を活 用 す る方 法 を採 用 して い るの

が ほ とん ど で あ る。 これ は、 前 項 の 、 す で に実 施 して い る事 務 合 理 化 や コ ン ピュ ー タ利 用 の延 長 線 上

で 進 め られ て い る こ と と も関 連 して お り、OAの た め に新 たな 部 門 を置 くの で はな く、 す で に専 担 部

門 を有 して い て 、 そ の中 で 実施 して い くとい う もの で あ る。

(4)OA機 器 の う ち、 す で に導 入 した もの で は、 複写 機 、 フ ァク シ ミ リ、 テ レッ クス等 の通 信 設 備 が

多 く、次 いで 日本 語 ワー ドプ ロセ ッサ ー 、パ ー ソナ ル ・コ ン ピュー タ、 オ ンラ イ ン ・ター ミナ ル と続

く。 ま た、 近 い将 来 の 導 入 計画 に お い て も同様 な傾 向 で あ る。

OA機 器 と して は 、 日本 語 ワ ー ドプ ロセ ッサ ー 、 オ フ コ ン、 パ ソ コ ンが 三種 の神 器 と言 わ れ て い る

が 、 その ほ か 、 オ ン ラ イ ンで コ ン ピュ ー タ を使 用 す る ため に ター ミナ ル や イ ンテ リジ ェ ン ト機 能 を持

つ ワー クス テ ー シ ョ ンの 導 入 に 対 す る関 心 が 高 い 。 ま た、 電子 フ ァイ ル や手書 入 力 、音 声入 力 な ど や

電 子 郵 便 、電 子 会 議 シス テ ム に つ い て も、 今後 の技 術 開 発 や商 品化 に よ り利 用 を図 る と い う期 待 を有

す る もの が見 られ た。

60Aと 雇用 問題 ○
マ イ クロ エ レ ク トロニ クス や ロ ボ ッ トな ど先 端 技 術 が 及 ぼ す社 会 的 影 響 につ い て 、OECDを は じ

め と して さま ざま な論 議 を呼 ん で い る。 特 に雇 用 に与 え る影 響 は、 多 くの失 業 を生 み出 す 社 会不 安 を

招 来 しか ね な い と い っ た危 機感 を持 って、 そ の対 策 が 検 討 され て い る 。

OAに つ い て も、今 後 の普 及 と と も に雇 用 に大 きな 問題 を 及 ぼ す も の と考 え られ 、 この ほ ど、労 働

　

省 が大 企 業 本社 を対 象 と した調 査 を行 い発表 した(調 査 時 点1981年9月 現在)。

(1)OA機 器 の導 入 で は 、汎 用 コ ン ピュー タ、 オ ンラ イ ン端 末 、 フ ァ ク シ ミ リにつ いて はか な りの企

業 で 導 入 さ れ て い る。最 近 注 目 さ れ て い る オ フ コ ン、 パ ソ コ ン、 ワ ー ドプ ロ セ ッサ ー は、1978年 ～

1979年 にか けて 急速 に導 入 が 進 み 、 そ れ ぞれ36.1%、30、8%、29.0%の 企 業 で導 入 され てい る。 そ し

て1986年 まで に オ フ コ ン47.2%、 ワー ドプ ロセ ッサ ー42.1%、 マ イ ク ロ フ ィル ム ・シス テム39.4%、

パ ソコ ン等37.9%の 普 及 が予 想 され て い る(7-1-4図 参 照)。

(2)主 要 な定 型 的 業 務 に汎 用 コ ン ピュ ー タ、 オ ン ライ ン端 末 装置 が 、非 定 型業 務 に は オ フ コ ン、パ ソ

コ ン、 ワー ドプ ロ セ ッサ ー が利 用 され て お り、事 務 作 業 の 内 容 が変 化 す る傾 向 に あ る。 具体 的 に は 、
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7-1-4図OA機 器別導入割合の推移

/ ∠… ← 一 ワー ドプ ロセ ッサ ー

∠
睾2葦 葺2葦 葺 撃 輻2翠 撃 聖

(注)調 査対 象企業 を100と して各年に おいて当該事務処理機器 を導 入 している企業 の割合であ る。

馨

判 断業 務 と帳 票 作 成 等 の定 型 業 務 との 分 離 が進 んで お り、経 営 に 必要 な判 断 業務 の ウ ェー トが高 く な

る と と もに 、事 務 作 業 が類 型 化 され事 務処 理 上 の経 験 が あ ま り必 要 で な くな って きた 。 そ して 、新 た

に事 務 処 理 機 器 の 活 用 の た め の知 識 や技術 が必 要 にな っ たの で あ る(7-1-7表 参 照)。

(3)OA機 器 の導 入 目的 で は 、事 務 の 合理 化 ・効 率 化 が 第1で 、 そ の達 成 割 合 が 高 い 。 ま た、事 務 管

理 部 門 の 人員 抑 制 や 削 減 は そ れ ぞ れ81.9%、66.7%の 達 成 割 合 で ある(7-1-8表 参 照)。

(4)事 務 管理 部 門 の要 員 に つ い て 、増 加 、 減 少 と答 えた 企業 の割 合 が相 半 ば してい るが 、従 業員 全 体

で は増 加 して い る。 しか し、女 子 は減 少 して い る。 ま た職 種 別 で は 、管 理 職(19.2%)、 研 究 ・技 術

職(8.4%)、 シス テ ム ・エ ン ジニ ア(12.9%)は い ずれ も増 加 して い るが 、 これ に対 し、減 少 して い

る もの は キ ー パ ンチ ャー(42.1%)、 オペ レー ター(11.2%)、 一 般 事 務 員(2.6%)で あ る。 キ ーパ

ンチ ャー 、オ ペ レー タ ーの 減 少 は、入 力方 法 お よび利 用 方法 の簡 素 化 と外部 委託 に よ ると ころが大 き

い(7-1-9表 、7-1-10表 、7-1-11表 参 照)。

(5)今 後5年 間 の従 業 員 に つ い て、 事 務 管 理 部 門 の 要 員 数 が 減 少 す る も の46.7%、 増 加 す る も の

44.0%で 、減 少 す る と い う 企業 の割 合 が や や 高 い(7-1-12表 参 照)。 減 少 を見 通 して い る企業 の

対処 方法 で は 、採 用 を手 控 る、 欠 員 を補充 しな い、 さ らには配 置 転 換 を あ げて い る。

(6)OA機 器 の導 入 ・拡 充 に当 た り、雇 用 管 理 面 で最 も重 視 す る事 項 と して は、 労働 意 欲 の維 持 、 職
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業 訓 練 ・研修 の充 実 が あ げ られ て お り、次 いで 、 専 門職 制 度 の 導 入 ・拡 充 に よ る昇進 ル ー トの 確 立 、

職 場 環 境 の 充実 、高 齢者 の職 場 の 確 保 な ど に、 関心 が お か れ て い る(7-1-13表 参 照)。

7-1-7表 事務作業の変化の有無 (%)

判断業務 と定型業 経営に必要な判断 定型業務(帳 票作 業務作業が類型化 事務処理機器の活

区 分
務(帳 票作成等)の

分離が より進んだ

業務 のウエー トが

大 き くなった

成等)が 細分化,

固定化 され柔軟性

され,事 務 処理 上
の経験 があ まり必

用のため,一 定の

知識,技 術が必要

が な くなった 要 でな くなった となって きた

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

は い 66.9 38.6 17.4 48.1 69.4

い い え 3.0 5.6 29.0 12.7 8.1

どち らともいえない 30.1 55.8 53.5 39.3 22.5

7-1-8表

OA機 器の導入目的

およびその達成の有

無

M.A.(%)

合 計

区 分

計 達 成 し た
達 成 し て
い な い

どち らと も

い え な い

計 100.0 一 一 一

事 務 の 合 理 化 ・効 率 化 95ユ(100.0) 82.8 3.7 13.5

事 務 管 理 部 門 の 人 員 削 減 60.6(100.0) 66.7 8.4 25.0

事 務 管 理 部 門 の 人 員 抑 制 69.0(100.0) 81.9 2.0 16.1

事 務 処 理 経 費 の 節 約 662(100.0) 62.8 5.6 31.6

顧 客 へ の サ ー ビ ス 向 上 59.7(100.0) 76.1 4.1 19.8

計画 ・企画 ・予測業務の強化 61.3(100.0) 49.4 20.4 30.2

労 働 条 件 の 向 上 39.1(100.0) 64.4 5.0 30.6

7-1-9表 事務管理部門要員の増減 (%)

運 輸 ・通 信

区 分 計 建 設 業 製 造 業 卸売,小 売業
金融 ・保険

不 動 産 業

電 気 ・ガ ス
・水道 ・熱 そ の 他

供給業

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

増 加 し た 41.5 54.3 39.2 38.8 50.0 39.6 23.1

減 少 し た 42.3 23.9 42.6 55.1 37.2 49.1 53.8

変 わ ら な い 16.2 21.7 18.2 6.1 12.8 1L3 23.1
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7-1-10表 従 業 員 の性 別 増 減率

(%)

区 分 計 建 設 業 製 造 業 卸売,小 売業
金融 ・保険,

不 動 産 業

運輸 ・通信,電

気 ・ガス・水道
・熱 供 給 業

そ の 他

計

男

女

3.1

6.1

△4.3

7.2

7.4

6.6

3.6

6.4

△4.8

△4.9

△2.7

△8.8

8.8

15.4

△0.9

3.2

4.7

△4.6

△2.6

0.1

△10.7

〈注〉△印は減少

7-H懐 職種別増減率

区 分 合 計

一 般 事 務 関 係 情 報 処 理 関 係

計 管 理 職
研 究 ・

技 術 職

一 般

事 務 職
計

シ ステ ム ・エ

ン ジ ニ ア
プログラマー オペ レーター キーパンチャー

増減率

寄与率

%

3」

%

100.0

3.9

117.3

19.2

136.5

8.4

31.1

△2.6

△50.3

△8.2

△17.3

12.9

6.8

△1.5

△1.1

△11.2

△4.9

△42.1

△18.1

〈注〉情報処理 関係部署に配 置されている管理職,一 般事務職 は一般事務関係に含め て計上 されている。

7-1-12衰 事務管理部門要員の雇用増減見通 し
(%)

運輸 ・通 信,

区 分 計 建 設 業 製 造 業 卸売,小 売業
金融 ・保険

不 動 産 業

電 気 ・ガ ス
・水道 ・熱供 そ の 他

給業

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 ※

増加ないし現状維持 44.0 66.6 41.7 50.0 35.9 47.8 ※

減 少 す る 46.7 25.0 50.3 46.2 46.2 43.5 ※

不 明 9.3 8.3 8.0 3.8 17.9 8.7 ※

〈注〉※印欄は企業数が少ないため数値 を計上 しない

7-H3表 雇用管理面での対処
(%)

区 分 計
高齢者の職場

の確保

専 門職制度 の

導入 ・拡充 に

よる昇進 ルー

トの確立

職業訓練,研

修 の充実
労働意欲の維持

健康管理,職

場環境 の充実
不 明

計(2項 目選択) 100.0 2L9 26.8 53.3 54.0 23.8 20.5

最 も 重 視 100.0 10.3 14.9 29.5 29.5 5.3 10.6

次 に 重 視 100.0 1ユ.6 11.9 23.5 24.5 18.5 9.9
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7ま とめ 今後の課題

わ が 国 のユ ーザ ー が 指 向 す る と こ ろのOAは 、 オ フ ィス 業務 の生 産 性 向 上 を 目標 に して 、 オ フ コ ン

を は じめパ ソ コ ン、 フ ァ ック ス 、・日本 語 ワー ドプ ロセ ッサ ー等 の各 種OA機 器 の利 用 が進 んで い る。

と くに 、 日本 語 処 理 が 可 能 に な っ た こ と によ り、事 務 デー タ処 理 や 日本 語 文書 作 成 の効 率 化 ・省 力化

を支援 す る機 械 化 が 、 中小 企 業 や大 企 業 の事 務 部 門 に著 しい勢 いで 進 ん で い る 。

一 方
、 わ が 国 のOA産 業 は 、高 度 な エ レク トロニ ク ス技 術 と 情 報 処 理 技 術 を持 っ て 、ユ ーザ ー の

OAニ ー ズ に応 じ新 製 品 の 開 発 に挑 ん で い る 。世 界 的 な低 成 長 経 済 の も とで 、 わ が国 のOA市 場 は 、

当 面 急成 長 が期 待 され る市 場 と して 、新規 参 入 も多 く、 メー カ ー や販 売 会 社 間 に お い て 、激 しい販 売

競 争 が起 こ って きて い る 。ユ ーザ ーが希 望 す る さ ま ざ まなOAレ ベ ル に対 処 して 、各 種 の性 能 を有 す

るOA機 器 を発 表 す る と と も に 、OAシ ョー ル ー ムや 展 示 会 の 開 催 、 マ ス コ ミへ の広 告 等 の手 段 を通

じて 多彩 な宣 伝 活 動 を行 い 、市 場 占有 に懸 命 で あ る。

OAを め ぐ る動 きが 活 発 化 しつ つ あ るな か で 、 わが 国 のOAは 、 各 界 の 調査 に お いて 指摘 され る よ

うに 多 くの 問 題 をか か え て い る。

第1は 事 務 の 生 産 性 向 上 を図 る と す るOA化 の 目標 を達 成 す る方 法論 が確 立 され て い な い こ と で

あ る 。

OA学 会 の 論 議 に よ れ ば 、OAの 本 質 は効 率 の良 い組 織 環 境 を作 り上 げ、組 織 行 動 の 成 果 を量 的 ・

質 的 に高 め る こと に あ り、 この 本 質 へ の接 近 方 法 は、組 織 全 体 が 対 社 会 的 な環 境 の 中 で い か に行 動 展

開 す るか とい う組 織 環 境 論 的 側 面 と、生 産 工 程 で の オ ー トメ ー シ ョンの よう に導 入 し、 そ の進 歩 性 を

高 め る と い う装 置 的 な側 面 の2つ が あ る。OAの 本 質 は オ フ ィス ・シス テ ム と オー トメ ー シ ョン ・シ

ス テ ムの 結 合 で環 境 適 応 的 オ フ ィス ・シス テ ムの 実現 に あ る 、 と ま とめ られ て い る。 ま た 、 明確 な 目

標 の も とで の 小集 団活 動 が きわ め て 日本 的 で 、成 果 が期 待 で き る とい う見 方 も あ る。

第2は 、OAに よ る生 産 性 の 測 定 方 法 を確 立 す る こと で あ る。

OA協 会 の 指 摘 に よれ ば、 オ フ ィス の分 析 ・評 価 技 術 が 確 立 され れ ば 、単 に シ ス テム の導 入 や改 善

の み に利 用 す るの で は な く、 この 結 果 を活 用 して 常 時 客観 的 に状 況 を把握 し、推 移 を観 察 し管 理 して

い くこ とが 可 能 と な る 、 と述 べ てい る。

第3に は、OA機 器 の シ ス テ ム化 、統 合 化 の 問題 で あ る。

OAが 、 単 にOA機 器 の 利用 に と ど ま るの で は な く、 事 務 の 合 理化 あ る い は情 報 シス テ ム の延 長 線

と考 え る 、 と い うユ ーザ ー の 認 識 で あ る が 、 その ため に は、OA機 器 の単 体 利 用 は も ちろ ん の こ と な

が ら、 コ ン ピュ ー タ、 日本 語 ワ ー ドプロ セ ッサ ー 、複 写 機 、 フ ァッ クス等 の各 種OA機 器 を有 機 的 に

統 合 利 用 す る シス テ ム の形 成 が 重 要 で あ る。
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現 状 のOA化 は、 メ ー カ ー主 導 型 の 感 が あ る こ と を認 め ざる を 得 な いが 、 ユ ー ザ ー に お けるOA

の シス テ ム化 に応 え て 、 メ ー カ ー は、 最 先 端技 術 に よ る シー ズ を提 供 す る努 力 が 望 まれ よ う。

第4は 、OAが もた らす社 会 的 影 響 に対 処 す る こ とで あ る。

OAに っ い て は、現 在 の と ころ 、 ス ター ト台 に立 っ た と こ ろ で あ って 、OAが 社 会 的 に どの よ うな

影 響 を及 ぼ す か につ い て は 明 らか で は な い。 しか し、労 働省 調 査 の な か で も指 摘 され て い る が、 す で

に 、職 種 の変 更 や事 務 要 員 削 減 な ど雇 用 問題 に 少 な か らず の 影響 が生 じてい る。OAの 導 入 に よっ て

起 こ る さ ま ざ まの社 会 的 なマ イナ ス効 果 に つ い て、 間断 の ない 対処 が行 われ る必 要 が あ ろ う。

そ の ほ か、OA専 門 家 の養 成 、OAの 訓 練 カ リキ ュ ラ ム作 成 、OAと 情 報 シス テ ム との 融 合 な ど の

重 要 な課 題 が あ げ られ る。

以 上 、 指摘 され た課題 は 、 い ず れ も1企 業 が 解決 で き ない もの が多 い 。広 く各 界 の 、 と くに諸 団体

の 公 的 な立 場 か らの 研究 活動 に期 待 す る こ とに な ろ う。
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第2章 わが 国におけ るデータベース・サー ビスの動 向

亘
デー タベ ー ス ・サ ー ビス の 産 業論 と しての 問題 意 識 は 、1979年 に 出 され た機 械 振 興協 会 経 済 研 究所

の 「機 械 産 業 の 施策 に 関 す る調 査 研 究」 第5分 冊 「デ ー タベ ー ス」 の 序 文 が ほぼ 明 らか に して い る。

『わ が 国 の 産業 な り技 術 な りの 水 準 を国 際 的 に比 較 した場 合 、1960年 代 ま で は種 目 に よ り高低 が は

な は だ しい 。1970年 代 に至 り、 世 界 の最 高 水 準 を行 く産 業 、技 術 が 現 れ る と と も に、著 し く低 水 準 の

部 門 は おお む ね 目 につ か な く な っ た。 と ころが 、 系統 的 に資 料 ・デー タを収 集 し、整 理 し、蓄 積 し、

社 会 の 共有 財 と して これ をサ ー ビスす る デ ー タベ ー ス事 業 は、 一部 の公 共 機 関 を除 き民 間 で は産 業 と

して未 発達 で 、米 国 との格 差 は約10年 、 欧 州 と の格 差 も約5年 と算 定 され る。(中 略)

制 約 され た経 済 条 件 を担 うわ が 国 に お いて 、有 形 で あれ 無形 で あ れ社 会 的 資産 の浪 費 は許 され ず 、

自 由経 済 の原 理 に 触 れ な い 限 り無 意 味 な二 重 投 資 は避 け るの が 妥 当 で あ ろ う。 い わ ゆ る知 的 リ ソー

ス ・シ ェア リ ングの 重 要性 は 誰 もが認 め る と ころ で あ り、 そ の 中核 は デ ー タベ ー ス の構 築 と集積 され

た知 的財 の共 同 利 用 に代 表 され る 。

社会 的 リソ ー ス と して の デ ー タベ ー スな い しそ の共 同利 用活 動 と しての デー タベ ー ス ・サ ー ビス は 、

次 の よ うな意 義 を持 つ 。

第1。 デ ー タベ ー ス は、知 的資 産 を整 理 し体 系 づ け る技 術 や 、検 索 技 術 、 知 的財 を収 め る フ ァイ ル

運 用 の ソフ トウ ェ ア、 あ る い は メ モ リー技術 な ど の最 も先 端 を採 っ て構 築 され 開花 す る。 した が っ て

デ ー タベ ー スの 発展 は上 の よ うな関 連 技 術 の 高度 化 を強 く誘 う力 を持 っ てい る。

第2。 デ ー タベ ー ス構 築 は前 述 の よ う に最 新 コ ンピ ュー タ技 術 を必 要 とす ると 同時 に、 きわ め て労

働 集約 的 な事 業 で あ ると い う側 面 を持 って い る。 この ため デ ー タベ ー ス産 業 の展 開 は 、高等 教育 を受

け た人材 や あ る分野 で豊 か な経 験 を積 ん だ 人材 な ど に多 くの雇 用 機 会 を提 供 す る 。

第3。 デ ー タベ ー ス産 業 の 日米10年 の 格差 の も と に、米 国 デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビスが 大挙 上 陸 しよ

う と して い る。 そ の進 出 自体 を阻 止 す る理 由 は な い。 しか し、知 的 財 は反 射 的 に対 応 す る知 的財 の提

供 を求 め る意 味 合 い を持 ち、提 供 を受 け る一 方 の立 場 が続 けば 、 わ が国 の 知 的資 産 に関 す る自立 性 、

対 等性 、相 互 主 義 を維 持 す る こと は困 難 とな ろ う。 み ず か らの手 に よ る独 自の デ ー タベ ー ス建 設 が急

が れ る 。
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第4。 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス は漸 次 オ ンラ イ ン ・シス テ ム に よる もの が 主流 と な っ て きて い る。

デ ー タベ ー スの発 展 は高 度 広 汎 な情報 ネ ッ トワ ー クの 進展 を招 来 す る。

第5。 新 しい動 きで あ るPRESTEL(英)、TELETEXT(英)、CAPTAINS(日)な どの 家 庭

(ま た は企 業)情 報 サ ー ビス試 行 な い し実 験 は、 一種 の デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス で あ る。 情 報提 供 体

制 の産 業 と して の位 置 づ け を迫 られ る情 勢 が 近 づ い て い る。

上 述 の よ うな意 義 の認 め られ るデ ー タベ ー ス は、 そ の組 成 に 巨額 の投 資 と長 い経 験 の 集積 を求 め ら

れ 、投 下 資 本 の 回収 も長 年 月 を要 す る 。 したが って 、 デ ー タベ ー ス産業 自立 の先 例 で あ る米 国 を みて

も 、1960年 代 か ら1970年 代 初 め に か け 、最 初 は公 的投 資 、政 策 支 援 が す べ て の デ ー タベ ー ス展 開 の 出

発 点 とな って い る。 ま た欧州 で は米 国 デ ー タベ ー ス ・サー ビス の進 出 に 対抗 し、政 府 間 連合 ベ ー スの

デ ー タベ ー ス ・ネ ッ トワー ク、ユ ー ロ ネ ッ トを建 設 した こと は すで に よ く知 られ て い る。

われ わ れ も、 これ 以上 遅 れ る こと は で きな い の で は なか ろ う か。』

2デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス と は何 か

デー タベ ー スの 定 義 に は い ろ い ろ あ るが 、 ま ず 、 デ ー タベ ー ス をと りあ え ず分類 して みれ ば、7-

2-1図 の よ う にな る。

次 に 、 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビスの 流 通機 構 を図 示 す れ ば 、7-2-2図 の よ うな もの で あ る。

これ らに 図示 され るデ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス の おの おの の概 念 を定義 す れ ば、7-2-1表 の よう

にな る 。

7-2-1図 デ ー タベ ー スの 分 類

文献 ・記事情報

映 像 情 報

(動画情報)

音声 情報

統 計デ ー タ(経 済 ・社会 …)

特殊 デ ー タ(観 測 ・実験 …)、 …

心 電 図 、X線 写 真 、RS写 真 、 設計 図 、不 動産

図画 、 …

(自 然 観察)(実 験 観察)(趣 味)(ス ポー ツ)

(教 育)…

(自 然 音 声)(人 声)(機 械 音)(風 物 音)

(音 楽)…

〈注>EUSIDICで は ドキ ュ メ ン ト ・フ ァイ ル を ビブ リオ グラ フ ィッ ク ・フ ァ イル 、 フ ァ ク ト ・バ ン クをデー タバ ン

ク と称 して い る。 また 、LINKな どは前 者 をレ ッファ ラ ンスDB、 後者 を ソー スDBと 分 類 して い る。
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7-!-2-2図

デ ー タベ ー スの 流通

機 構

情報源 デニ タベー ス構築 流 通

ソ

|
ス

デ
|

タ

デ ィス ト リビュ一 夕ー

検 索 ・解 析 利用

プ ロデ ュー サ ー

プ ロデ ュー サ ー兼 デ ィス トリビュ ー ター

プ ロ テ ユ ー サ ー テ ィ ス ト リ ヒ ュ ー タ ー コ ンサ ル タ ン ト(代 行)

プ ロデ ュー サ ー兼 デ ィス トリビュー ター コ ンサ ル タ ン ト(代 行)

プ ロ デ ュー サー デ ィス トリ ビュー ター兼 コ ンサ ル タ ン ト(代 行)

プ ロ デ ュー サー 兼 デ ィス ト リビュー ター兼 コ ンサ ル タ ン ト(代 行)

ユ

1

ザ

1

7-2-1表 デ ー タベ ー ス 関連 用 語 の 定 義 (デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス 業 連 絡 懇談 会 に よ る)

● デ ー タベ ー ス:デ ー タ を整 理 、統 合 し、 コ ン ピ ュー タ処 理 が可 能 な形 態 で ひ とつ の 集 合 体 に した情 報

フ ァイ ル。

● デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス:エ ン ド ・ユ ーザ ー の 利 用 に 供 す る こ と を 目的 と した デー タベ ー ス の作 成 、

提 供 な どに か か わ る活 動 。

● デ ー タベ ース ・サ ー ビ ス業 者:他 人 の用 に供 す る ため 、 デ ー タ ベ ー スの構 築 、流 通 、検 索 ・解析 等 の

情報 サ ー ビス 業 務 を行 う者 。 これ ら を専 門領 域 ご とに細 分 化 す る と以 下 の3種 が あ る。

○デ ー タベ ー ス ・プ ロ デ ュ ー サ ー:デ ー タベ ー ス を構 築 す る者

○ デ ー タ ベ ー ス ・デ ィス トリビ ュ ー ター:デ ー タベ ー ス を提 供 す る者

○ 検索 代 行 業:エ ン ド ・ユ ーザ ーの ニ ー ズ に 合 う よ う デ ー タベ ー ス の検 索 、 コ ンサ ル テ ィン グな ど を行

う者 。

● デ ー タバ ン ク:通 常 は 、 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス を行 う組織 、機 関 、部 局 とい っ た意 味 〔注 、 デ ー タ

ベ ー ス の う ち フ ァク ト ・デ ー タベ ー ス(数 値 な ど)を 意 味 す る場 合 も あ る〕

● オ ン ラ イン ・デ ー タベ ー ス:デ ー タベ ー ス が貯 蔵 され て い る コ ンピ ュー タと ユ ーザ ー側 の端 末 が通 信

回 線 で 結 ば れ 、 オ ン ラ イ'ンで ア ク セ ス 、 入 手 が 可 能 な デ ー タベ ー ス 。 これ 以 外(た と え ば郵 便 等)は

バ ッチ と称 す る 。

● ク リア リン グ機 能:デ ー タベ ー ス の利 用 に際 し、 希望 す る デ ー タベ ー ス の所 在 、内 容 、料 金 、使 用 条

件 な どの 案 内情 報 を提 供 す る機 能 の こ と。 さ らに 、 高度 な機 能 レベ ル と して は、 デー タベ ー スの 内 容 の

評 価 、 ア クセ ス方 法 、 あ る い は複 数 デ ー タベ ース の統 合 使 用 の 可 否 な ど も含 まれ て くる 。

● ク リア リン グ ・セ ン ター:ク リア リン グ機 能 を集 中管 理 して 専 門 に行 う セ ン ター 。 ク リア リン グ機 関

あ るい はDD/D(DataDictionaryDirectory)セ ンタ ー と も称 され る。
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3海 外 に お け るデ ー タベ ー ス ・サ ー ビスの動 向

序 説 に お い て述 べ た よ うに 、 デー タベ ー ス ・サ ー ビス は 、 ほ とん ど ア メ リ カに お いて 、 そ れ に次 い

で ヨー ロ ッパ にお い て発 達 してい るが 、他 の 地 域 で は ほ と ん ど見 る べ き状 態 に至 っ てい な い 。

1978年 現 在 の ア メ リカお よ び ヨ ー ロ ッパ に お け るデ ー タベ ー スの 数 を挙 げれ ば 、7-2-2表 の よ

うな もの で あ る。

これ ら の よ うな 文 献 デ ー タベ ー ス の 数 と フ ァク ト ・デ ー タベ ー ス の数 は、1980年 に 至 る と、 文 献

デ ー タベ ー ス が ヨー ロ ッパ 、 ア メ リ カを合 わ せ て654件 、 フ ァ ク ト ・デ ー タベ ース が 同 じ く ヨー ロ ッ

パ 、 ア メ リカ を合 わせ て755件 、 合計1,409件 に達 して いる 。

な お、注 目す べ き点 は、 ア メ リカ に おい て は デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス は広 くオ ンラ イ ン方 式 に よっ

て利 用 され 、 そ の た め に はい わ ゆ る付 加 価 値 通 信 サ ー ビス業 、通 称VANと いわ れ る通 信 業 者 の手 を

7-2-2表

分 野 別 の デ ー タベ ー

ス数(1978年)

分 野 文 献 デー タベ ー ス数 フ ァ ク ト ・デー タベ ー ス数

一 般 64 14

理
数 学

物 理 学

5

13

1

2

学
化 学

天 体 ・地 球 化 学

40

12

54

20

機 械 22 7

土 木 16 4

電 気 18 ユ2

工 通 信 7 6

金属 ・ガ ラ ス ・窯 業 14 9

紙 ・ 印 刷 6 0

木 材 ・ 繊 維 5 2

運 輸 11 9

航 空 宇 宙 ・軍 事 5 1

学 石 油 ・エ ネ ル ギ ー 13 22

原 子 力 10 12

海 洋 5 8

特 許 ・ 商 標 17 4

ラサ 生 物 学 11 5

イ 医 学 31 47

イエ
ン 農 学 55 30

フ ス 環 境 27 21

人 文 ・ 社 会 科 学 126 278

計 533 568
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経 て 利 用 され るの が通 例 と な っ て い る。 そ の通 信 業 者 と して は、TELENET、TYMNETが 著 名 で

あ る。

ヨー ロ ッパ にお い て は 、1970年 代 か ら発 達 した アメ リカ のVAN業 者 の 影 響 を受 けて 、 ヨ ー ロ ッパ

全体 と して これ に対 し統 一 的 な キ ャ リア・ デ ー タベ ー スの 搬送 ネ ッ トワ ー ク を作 ろ う と い う動 きが

あ り、1978年 か らEURONETと い う全 欧 州 を縦 断 す る デー タベ ー ス ・サ ー ビス の た め のパ ケ ッ ト

交 換 網 が稼 動 して い る。 このEURONETに は、1980年 現 在 で291の デ ー タ ベ ー ス が連 結 し、契 約 し

て い るユ ーザ ーの 数 は2,000機 関 に及 ん でい る。

な お 、 ア メ リ カの 場 合 に は、 これ らの デ ー タベ ー ス を使 う検 索体 系 と してSDC社 のORBITシ ス

テム お よ び ロ ッキ ー ド社 のDIALOGUEシ ス テ ムの2大 シ ス テ ム が有 名 で あ る が 、 ヨー ロ ッパ に お

いて は、 そ の よ うな 巨大 な検 索 シス テム は存 在 せ ず 、 このEURONETに お い て も使 用 され る検 索 用

の コマ ン ド言 語 は13種 類 あ って 、共 通 の コマ ン ドCCLの 使 用 が 進 め られ て い るが 、必 ず し もその 目

標 は達 成 され て い ない 。

4 本 に お け る デー タベ ー ス ・サ ー ビス業 の動 向
＼

(1)懇 談 会 の 成 立 まで

わ が 国 に お い て は、民 間 の手 に よ るデ ー タベ ー ス ・サ ー ビス は長 い模 索 時 代 を経 過 した 。

政 府 機 関 も し く は特 殊 法 人 に よる デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス と して は 、 日本 科 学 技 術 情 報 セ ンタ ー

(JICST)と か 発 明 協 会 あ る い は 日本 特 許 情 報 セ ン ター(JAPATIC)な ど の ほ か 、約20機 関 に及 ぶ

公 の もの が 存 在 して き たが 、JICSTお よびJAPATICを 除 い て は 、 その 活 動 は必 ず し も活 発 と は い

えな い 。

これ に対 し、前 述 の よ うに 、1978年 の機 械 振 興 協 会 の 「機 械 産 業 の 施 策 に 関 す る調 査 研究 」 第5分

冊 「デ ー タベ ー ス」 に お い て 、 その調 査 を担 当 した デー タベ ー ス ・サ ー ビス産 業 研 究 会 が 、 次 の よ う

な提 言 を1979年3月 に行 っ た。

① デ ー タベ ース作 成 に対 す る助 成措 置 の確 立

② 各 種 の情 報 拠 点 の育 成

③ 関連 技 術 開 発 の 強化

④ オ ンラ イ ン流通 面 の施 策 の展 開

⑤ 回線 利 用 制 限 の緩 和 お よ び回線 利 用 料 金 の 低 廉 化

⑥ 各 種 制 度 ・法制 等 の整 備(官 公庁 デ ー タ ・オー プ ン化 の前 進)

⑦ デ ー タベ ー ス ・オ ブ ・デ ー タベ ー スの 形 成

⑧ デ ー タベ ー ス振 興 の た めの 団体 の設 立
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こ の提 言 を 受 け た形 で、 特 別 法 に よ る 法 人 で あ る情 報 処 理 振 興 事 業 協 会(IPA)に お い て デ ー タ

ベ ー ス にか か わ る ソ フ トウ ェ ア につ い て の振 興 施 策 が1980年 度 か ら講 ぜ られ る よ うに な っ た。

ま た 、 そ れ ま で統 一 的 な連 絡 機 関 を持 た な か っ た民 間 の デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス 業 者 が集 ま って

1979年12月 に デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス業 連 絡 懇 談 会 が発 足 し、1980年2月 に正式 な第1回 の総 会 が 持

た れ た 。以 後 、民 間 の デー タベ ー ス ・サ ー ビス は こ の懇 談会 を中心 と して活 発 な 活動 を続 け 、1982年

10月 現在 に お い て は、 次 の よ うな有 力 加盟 企 業 を網 羅 す るに 至 って い る。 た だ し、 そ の加 盟 企 業 か ら

見 られ る よ うに 、 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス専 業 者 と い え る もの は数 社 にす ぎ ず、一 般 に は一 流 企 業 の

あ る部 局 と して 、 デー タベ ー ス ・サ ー ビス を行 って い る とい うのが 現状 で あ る。

デー タベ ー ス ・サ ー ビス業 連 絡 懇 談 会 メ ンバ ー

朝 日 新 聞 社

旭 リ サ ー チ セ ン ター

イ

癌

化

共

紀

ン テ

洋 環 境

学 情 報

同 通

伊 國

市 況 情 報 セ

社 会 調 査 研

時 事 通

ツ ク

調 査

協 会

信 社

屋 書 店

ン ター

究 所

信 社

住 化 技 術 情 報 セ ン タ ー

セ ンチ ュ リ リサ ー チ セ ンタ

ダ イ ヤ リ サ ー チ

帝 国 デ ー タ バ ン ク

電 通 国 際 情 報 サ ー ビ ス

東 京 商 工 リ サ ー チ

東 洋 情 報 シ ス テ ム

日 本 エ ス ・デ ィー ・ シ ー

日 本 経 済 新 聞 社

日 本 興 業 銀 行

(50音順)

日 本 出 版 販 売

日 本 電 子 計 算

野村コンピュータシステム

野 村 総 合 研 究 所

富士 通エ フ ・アイ ・ピー

丸 善

三 菱 化 成 工 業

三 菱 総 合 研 究 所

リ コ ー

(昭和57年10月 現在:29社)

② 政 府 機 関 以 外 の公 共 団 体 にお け る デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス形 成 の動 向

社 団 ま た は財 団 法 人 を主 とす る民 間 の公 共 機 関 にお い て 、 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス に対 しど の よ う

な展 望 が あ るで あ ろ うか と い う こ とが 、1980年 度 に(財)日 本 情 報 処 理 開 発協 会(JIPDEC)に よっ

て調 査 さ れ た。

そ の調 査 の結 果 に よれ ば 、調 査 に対 して 回答 の あ っ た232団 体 の う ち 「今 後文 字 文 献 をデ ー タベ ー

ス と して サ ー ビ ス提 供 の 可 能 性 が あ る」 と答 え て い るの が38.8%に 達 して い る。 ま た 、 「継続 した統

計 調 査 等 を将 来 デ ー タベ ー ス と して提 供 す る可 能 性 あ り」 と回 答 して い るの が 、 同 じ く234団 体 の う

ち35.8%に 達 して い る。

① 公 共 団体 に お い て文 字 文 献 をデ ー タベ ー ス と して提 供 す る可 能 性

今 後5～10年 後 に 、各 種 の 文 字文 献 を デ ー タベ ー ス と して 、外 部 に提 供 す る可 能性 を 問 う た もの だ
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が 、回 答 した232機 関 中38.8%が 可 能 性 あ り と して い る。 可 能性 な し は16 .8%、 や は り不 明 と い うの

が44.4%と 多 か った 。

分 野 別 で 可 能 性 あ りと 回答 した と ころ が多 いの は、学 術 ・研 究(100%)、 紙 ・印 刷(100%)、 国 際

の 政 治 ・経 済(83.3%)お よ び文 化 ・教 育(75%) 、食 料 品(66.7%)、 貿 易(63.2%)、 政 治 ・行 政

(62.5%)な ど(7-2-3表)。

これ らの分 野 は いず れ も、 自主 あ るい は委 託 報 告 書 の 作 成 数 お よ び その 公 開 、市 販 書 籍数 な ど の各

活 動 で 、何 らか の形 で 積極 的 活動 を示 して い る と ころ で も ある 。例 え ば、 学術 ・研 究 分 野 は 、市 販 書

籍 あ りと す る機 関 が 多 い と ころ だ し、紙 ・繊 維 は 自主 作 成報 告 書 の公 開比 率 が き わ めて 高 い分 野 で あ

る。 国 際 の政 治 ・経 済 、文 化 ・教 育 とな る と 、 自主 作成 報告 書 お よ び市販 書 籍 の 種 類 数 が と もに多 い

と ころ で あ る。

な お 、 「執筆 者 抄 録 の 可 能 性 大 」 と回 答 した 分 野 と 「文 献 をデ ー タベ ー ス と して の外 部 に提 供 す る

可能 性 大 」 と回 答 した と ころ は ほぼ一 致 して い る。 た だ し、法 務 分野 だ け は例 外 で 、執 筆 者 抄 録 は可

能性 あ りで 、 デ ー タベ ー ス と して の提 供 はな しと な っ て い る。

② 公 共 団体 に お い て継 続 統 計 調査 の有 無 お よび そ の デ ー タベ ー ス源 と しての 提供 可 能 性

諸 統 計 デー タを 、5--10年 後 の将 来 、 デー タベ ー ス源 と して外 部 に提 供 す る可能 性 につ い て は 、半

数 近 くの46.2%が 不 明 と して い る。 提 供 可 能性 あ りは35.8%、 な しが17.9%と な っ て い る。

分 野 別 で提 供 可 能 性 あ りの 最 も高 い 比 率 を示 した の は 、 国 際 関 係 の 政 治 ・経 済(80%)お よ び文

化 ・教 育(100%)分 野 。 この2分 野 は、継 続 統 計調 査 の あ り、 な しで は 、各 々50%が あ り と して お

り、統 計 デ ー タの 把握 お よび そ の デ ー タベ ー ス源 と して の外 部 提 供 に積極 的分 野 と いえ る(7--2-

4表)。

逆 に、統 計 調査 あ りの比 率 が 高 か った商 工 業 部 門 は、外 部 提 供 可 能性 あ りの 比 率 は小 さ くな って い

る。 これ は現 段 階 で は 、不 明 と して い る と こ ろが 多 か っ た こと に も よ ると思 われ るが 、例 え ば器 具 ・

雑 貨 分 野(統 計調 査 あ り80%)は 、外 部 提 供 と な る と 、可 能性 あ り20%、 可能 性 な し40%、 不 明40%

と な る。 商工 業 の 中で 、 例 外 的 に外 部 提 供 可能 性 あ りの 比 率 が高 い の は食 料 品分 野 で75%。 ま た 、 国

際関 係 の外 で継 続 統 計 調査 お よび外 部 提供 可能 性 の と も に高 い分 野 は 、財務 ・金 融(調 査 あ り100%、

提 供 可 能性 あ り66.7%)、 貿 易(73.7%、52.9%)、 商業 全 般(83.3%、60.0%)な ど。

文 字 文 献 を デ ー タベ ース と して将 来 外 部 に提 供 す る可 能 性 との 関連 につ いて み る と 、全 体 の比 率 は

ほ と ん ど一 致 して い る。

す なわ ち、文 献 の場 合 は、 可能 性 あ り38.8%、 同 な し16.8%、 不 明44.4%だ っ たが 、統 計 の場 合 に

も、 各 々35.8%、17.9%、46.2%と な って い る。 分 野 別 で 、文 献 お よ び統計 の提 供 可 能性 が と も に大

きい と ころ は 、国 際 の 政 治 ・経 済(文 献83.3%、 統 計80 .0%)、 国 際 の文 化 ・教育(同75%、100%)、

食 料 品(同66.7%、75%)の3分 野 。
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7-2-3表 文 字 文 献 をデ ー タベ ー ス と して提 供 す る可能 性(5～10年 後) ()は%

分野

あ る と思 う な い 不 明 計

国

際

政 治 経 済 5(83.3) 0(0.0) 1(16.7) 6(100.0)

文 化 ・教 育 3(75.0) 1(25.0) 0(0.0) 4(100,0)

(小 計) 8(80.0) 1(10.0) 1(10.0) 10(100.0)

行
政

・

司
法

政 治 ・ 行 政 5(62.5) 0(0.0) 3(37.5) 8(100.0)

法 務 0(0.0) 2(100.0) 0(0.0) 2(100.0)

(小 計) 5(50.0) 2(20.0) 3(30.0) 10(100.0)

産

業

・

経

済

経 済 団 体 2(20.0) 2(20.0) 6(60.0) 10(100.0)

産 業 経 済 全 般 8(44.4) 3(16。7) 7(38.9) 18(100.0)

経 営 ・ 労 務 2(33.3) 1(16.7) 3(50.0) 6(100.0)

財 務 ・ 金 融 1(33.3) 1(33.3) 1(33.3) 3(100.0)

貿 易 12(63.2) 3(15.8) 4(21.1) 19(100.0)

商 業 全 般 2(33.3) 1(16.7) 3(50.0) 6(100.0)

商

工

業

鉱 業 ・ 資 源 1(14.3) 2(28.6) 4(57.1) 7(100.0)

鉄 鋼 ・ 金 属 4(44.4) 1(11.1) 4(44.4) 9(100.0)

機 械 5(18.5) 6(22.2) 26(59.3) 27(100,0)

器 具 ・ 雑 貨 1(25.0) 1(25.0) 2(50.0) 4(100.0)

化 学 4(50.0) 1(12.5) 3(37.5) 8(100.0)

窯 業 0(0.0) 1(33.3) 2(66.7) 3(100.0)

繊 維 0(0.0) 1(14.3) 6(85.7) 7(100.0)

紙 ・ 印 刷 3(100.0) 0(0.0) 0(0.0) 3(100.0)

食 料 品 2(66.7) 1(33.3) 0(0.0) 3(100.0)

農 林 漁 業 0(0.0) 0(0.0) 4(100.0) 4(100.0)

建 設 3(20.0) 2(13.3) 10(66.7) 15(100.0)

運 輸 5(23.8) 4(19.0) 12(57.1) 21(100.0)

通 信 2(40.0) 1(20.0) 2(40.0) 5(100.0)

観 光 2(50.0) 0(0.0) 2(50.0) 4(100.0)

(小 計) 59(32.4) 32(17.6) 91(50.0) 182(100.0)

社 会 厚 生 9(52.9) 2(11.8) 6(35.3) 17(100.0)

教 育 ・ 文 化 5(55.6) 2(22.2) 2(22.2) 9(100.0)

学 術 ・ 研 究 4(100.0) 0(0.0) 0(0.0) 4(100.0)

合 計 90(38.8) 39(16.8) 103(44.4) 232(100.0)
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7-2-4表 継続統計調査をデータベース源と して提供 する可能性(5～10年 後)()は%

統計提供

分野

あ り な し 不 明

1

計

国

際

政 治 経 済 4(80.0) 1(20.0) 0(0.0) 5(100.0)

文 化 ・ 教 育 2(100.0) 0(0.0) 0(0.0) 2(100.0)

(小 計) 6(85.7) 1(14.3) 0(0.0) 7(100.0)

行
政

・

司
法

政 治 ・ 行 政 3(42.9) 1(14.3) 3(42.9) 7(100.0)

法 務 0(0.0) 1(100.0) 0(0.0) 1(100.0)

(小 計) 3(37.5) 2(25.0) 3(37.5) 8(100.0)

産

業

・

経

済

経 済 団 体 2(22.2) 1(11.1) 6(66.7) 9(100.0)

産 業 経 済 全 般 5(31.3) 5(31.3) 6(37.5) 16(100.0)

経 営 ・ 労 務 2(33.3) 0(0.0) 4(66.7) 6(100.0>

財 務 ・ 金 融 2(66.7) 0(0.0) 1(33.3) 3(100.0)

貿 易 9(52.9) 4(・23.5) 4(23.5) 17(100.0)

商 業 全 般 3(60.0) 1(20.0) 1(20.0) 5(100.0)

商

工

業

鉱 業 ・ 資 源 3(50.0) 1(16.7) 2(33.3) 6(100.0)

鉄 鋼 ・ 金 属 , 4(50.0) 1(12.5) 3(37.5) 8(100.0)

機 械 6(24.0) 6(24.0) 13(52.0) 25(100.0>

器 具 ・ 雑 貨 1(20.0) 2(40.0) 2(40.0) 5(100.0)

化 学 1(20.0) 1(20.0) 3(60.0) 5(100.0)

窯 業 1(333) 1(33.3) 1(33.3) .3(100.0)

繊 維 1(14.3) 1(14.3) 5(71.4) 7(100.0)

紙 ・ 印 刷 2(50.0) 0(0.0) 2(50.0) 4(100.0)

食 料 品 3(75.0) 1(25.0) 0(0.0) 4(100.0)

農 林 漁 業 0(0.0) 0(0.0) 4(100.0) 4(100.0)

建 設 3(23.1) 1(7.7) 9(69.2) 13(100.0)

運 輸 4(20.0) 2(10.0) 14(70.0) 20(100.0)

通 信 1(25.0) 2(50.0) 1(25.0) 4(100.0)

観 光 2(50.0) 0(0.0) 2(50.0) 4(100.0)

(小 計) 55(32の 30(17.9) 83(49.4) 168(100.0)

社 会 厚 生 5(33.3) 4(26.7) 6(40.0) 15(100.0)

教 育 ・ 文 化 5(55.6) 0(0.0) 4(44.4) 9(100.0)

学 術 ・ 研 究 2(40.0) 1(20.0) 2(40.0) 5(100.0)

合 計 76(35.8) 38(17.9) 98(46.2) 212(100.0)
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(3)一 般 企 業 に お け るデ ー タベ ー スの 利 用状 況

これ につ い て は本 書 の 第5部 第3章 「オ ンラ イ ン化 調査 」 に詳 しい が 、一 部 を再 掲 す れ ば7-2-

5表 の よ うな も ので あ る。

(4)一 般企 業 に お け る 自己 デ ー タ を将 来 デ ータベ ー ス ・サ ー ビ ス と して提 供 す る可 能性

この 問題 につ い て も、 本 白書 第5部 第3章 「オ ン ラ イ ン化 調 査」 の当 該 欄 に詳 しい が 、 その一 部 を

要 約 して次 に掲 げ る。

〔自社 デ ー タに よ る 、外 部 へ の デ ー タ ベ ー ス提 供 の 可 能性 〕

数 こ そ少 な い が 、 自社 蓄 積 デー タを 、外 部 デ ー タ ベ ー スと して提 供 す る可 能 性 を積 極 的 に回 答 され

た社 が、 これ ま た現 状 よ り5年 後予 定 につ いて 回答 者 が 増 え て い る(7-2-6表)。

自社 デ ー タの デ ー タベ ー ス化 提 供 で あ る か ら、数 値 情 報 に重 点 が あ る こと が 明瞭 に読 み 取 れ 、論理

一一

6砂 産業・デー・べ一棚 の現状・・年後の・・用予定

利用情報

利
用
方
式

実

回

答

社

数

文 献 情 報 数値 情報 画

像

情

報

映

像

情

報

音

声

情

報

延

べ

回

答

社

数

科
学

技
術

分

野

特

許

分

野

産 そ
業
.の

経 他
済
'分

社
会 野

科

竺
技

術

分

野

産 そ

業
.の

鰍
'分

社

会 野

現

在

の

利

用

状

況

パ ッチ

社 数 90 25 22 21 12 42 6 1 0 129

% 100.0 27.8 24.4 23.3 13.3 46.7 6.7 1.1 0.0 143.3

オ ン

ライ ン

社 数 123 63 47 21 18 45 13 0 0 207

% 100.0 51.2 38.2 17.1 14.6 36.6 10.6 0.0 0.0 168.3

実 計

社 数 181 81 65 39 29 76 19 1 0 310

% 100.0 44.8 35.9 2L5 16.0 42.0 10.5 0.6 0.0 171.3

5

年

後

の

利

用

予

定

バ ッチ

社 数 93 26 30 32 26 59 13 2 5 193

% 100.0 28.0 32.3 34.4 28.0 63.4 14.0 2.2 5.4 207.5

オ ン

ラ イン

社 数 170 83 66 76 51 96 43 20 28 463

% 100.0 48.8 38.8 44.7 30.0 56.5 25.3 11.8 16.5 272.4

実 計

社 数 223 101 87 98 69 137 55 21 32 600

% 100.0 45.3 39.0 43.9 30.9 61.4 24.7 9.4 14.3 269」
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曾 吟 産業・デー・ベース提供可能性の現状・・年後見込

'

提供情報

提
供
方
式

実

回

答

社

数

文 献 情 報 数値 情報 画

像

情

報

映

像

情

報

音

声

情

報

延

べ

回

答

社

数

科
学

・

技

術

分

野

特

許

分

野

産 そ

業
.の

諸他
'分

社

会 野

科

学
・

技

術
分

野

産 そ

業
.の

鋤
'分

社

会 野

現

在

で

の

提

供

可

能

性

バ ッチ

社 数 24 1 1 6 3 13 1 0 0 25

% 100.0 4.2 4.2 25.0 12.5 54.2 4.2 0.0 0.0 104.2

オ ン

ライ ン

社 数 13 5 2 3 2 7 0 0 0 19

% 100.0 38.5 15.4 23.1 15.4 53.8 0.0 0.0 0.0 146.2

実 計

社 数 32 6 3 9 5 17 1 0 0 41

% 100.0 18.8 9.4 28.1 15.6 53.1 3.1 0.0 0.0 128.1

5

年

後

の

提

供

可

能

性

見

込

バ ッチ

社 数 27 2 1 10 2 20 4 2 0 41

% 100.0 7.4 3.7 37.0 7.4 74.1 14.8 7.4 0.0 151.9

オ ン

ライ ン

社 数 47 14 6 20 14 26 14 7 9 1]0

% 100.0 29.8 12.8 42.6 29.8 55.3 29.8 14.9 19.1 234.0

実 計

社 数 63 16 7 27 ]5 37 16 8 9 135

% 100.0 25.4 11.1 42.9 23.8 58.7 25.4 12.7 14.3 214.3

的 に も、実 態 か ら して も首 肯 で きる とい う こ とで あ ろ う。

[三 三 ータベース ・サービスの市獺 模

これ は ア メ リカ や ヨー ロ ッパ と比 較 して み れ ば非 常 に わ か りやす い の で 、1980年 度 に お け る 日本 、

アメ リカ、 ヨー ロ ッパ3圏 の情 報 提 供 サ ー ビス を含 む情 報 サ ー ビス の売 り上 げ を次 の7-2-7表 に

示 す 。

ま た 、7-2-7表 の よ うな絶 対 金額 で は それ ぞれ 人 口 の違 う3圏 の比 較 と して は必 ず し も妥 当 で

はな い の で、 同義 の値 を 国民1人 当 た りの値 に引 き直 した の が 、7-2-3図 で あ る。

ま た 、同表 の絶 対 金 額 を 図 に 直 したの が7-2-4図 で あ る。
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・ER・$・7・ 一 一 ・極一 一 数推定

日本(1980年)

ソフ ト

ウ ェア

サービス

情報処理サービス 情報提供サー ビス 合 計

パ ッチ オ ン

ラ イ ン 計 パ ッチ
オ ン

ラ イン
計 パ ッチ オ ン

ライ ン
計

民 間(億 円) 1,540 4,420 300 4,720 290 150 440 6,250 450 6,700

NTT(億 円) 950 950 950 950

(億円) 1,540 4,420 1,250 5,670 290 150 440 6,250 1,400 7,650

計

(%) 20.1 57.8 16.3 74.1 3.8 2.0 5.8 81.7 18.3 100.0

民 間'通 産特定サー ビス統計、IPA情 報処理産業経営実態JIPDEC調 査 より加工作成

NTT公 表 資料、新 聞報道 より加工作成

ア メ リカ(1980年)

ソフ ト

ウ ェア

サービス

情報処理サー ビス 情報提供サービス 合 計

パ ッチ オ ン

ライ ン
計 バ ッチ オ ン

ラ イ ン
計 パ ッチ オ ン

ラ イ ン
計

$M 2,726 3,091 3,311 6,402 283 815 1,098 6,100 4,126 10,226

億 円(¥230/$) 6,260 7,100 7,610 14,710 650 1,870 2,520 14,010 9,480 23,490

% 26.6 30.2 32.4 62.6 2.8 8.0 10.8 59.6 40.4 100.0

LINK.INPUT.QUANTUMの 平 均

ヨー ロ ッパ(1980年)

ソフ ト

ウェ ア

サービス

情報処理サー ビス 情報提供サー ビス 合 計

バ ッチ オ ン

ラ イ ン
計 バ ッチ オ ン

ライ ン
計 バ ッチ オ ン

ラ イ ン
計

$M 1,188 2,454 1,378 3,832 571 87 658 4,213 1,465 5,678

億 円(¥230/$) 2,730 5,640 3,160 8,800 1,310 200 1,510 9,680 3,360 13,040

% 20.9 43.3 24.2 67.5 10.0 1.6 11.6 74.2 25.8 100.0

ソフ トウ ェア/情 報 処理:INPUT調 査 、ECSA調 査 よ り加 工 作 成

情 報提 供:FROST&SULIVAN調 査 よ り加 工 作 成
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一 民1人 当たりの情報サ
rビ ス7-2-3図

・本「民:㌶

τ;[

EC[

オンライン

全

オンライン

全

10002000300040005000600070008000900010000円

7-2-4図 日本 、 ア メ リカ、 ヨー ロ ッパ3極

情 報 サ ー ビス 売上 推 定

〈日

いず れ も1980年 推 定 分 、 日本 円 換算(230円/$)

オンラ イン

150億 円(2.oo/o)

情報提 供サ ー ビス

(440億 円 、5.8%)

民間 オン ライ ン
300億 円(3.9%)

オンライン

1,250億 円

(16.3%)

'偏

ソoつ

へ∧
ベハ

1,540億 円

(20.1%)

計

7,650億 円

(100%)

バ ッチ

4,420億 円(57.8%)

バ ッチ

290億 円(3.8%)

＼
▽

(2,520億 円 、10.8%)

オンライン

1,870億 円

(8.0%)

竃

〈ア メ リカ 〉

壁整

オ ンライ ン

7,610億 円

(324%)

計

2兆

3,4go億 円

(100%)

バ ッチ(650億 円 、2.8%)

へく

6,260億 円

(26.6%)

バ ッチ

7,100億 円

(302%)

(1兆4,710億 円 、62.6%)

オンライン

200億 円

(1.6%)

〈ヨー ロ ッパ(EEC)〉

510憶円

鱗iiぞ%/

オン ライン

3,160億 円

(24.2%)

x-A

1,310億 円

(10.0%)2,730億 円

(20.9%)

計

1兆

3,040億 円

(100%)

パ ッチ

5,640億 円

(43.3%)
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7-2-5図 情報提供サー ビス業の売上規模

年

塑王

綴

100

千 億 円

10

百億 円

7

1億 円
1975777980818385878990年

な お 、 日本 に お け るデ ー タベ ー ス ・サ ー ビス市 場 の 将来 予 測 は説 明条 件 が乏 しく、 デ ー タ も統 一 さ

れ た もの が な く非 常 に困 難 で あ るが 、7-2-5図 の よ うに単 純 な外 挿 に よれ ば、1985年 に至 っ て は

十 分1,000億 円 を超 す市 場 規 模 に な る もの と推 定 され る。

米国DBサ ービス売上 (ADLに よる。300円/$) 480.

1
330 人 口比修正

格 差
5～7年?

曹司
.

220 *
,■

''

格 差 '

'

'

! (272.6)
人口比修正 9～11年?

'

!

'

頃 　 '

(泉1嬬 酬
×

'

(108.8),/
'

〆
'

'
'

'
!

'
'

''

!

'

'

''

'

'

'
'

'

'

31.6

27.1 44.2

23.8,'
'

〆

!
'

!
'

1413
.0

4,〆
〆 、

'

'

'

'

' 12.1 ,

情報提供サー ビス業売上実績

/
'

6

(?)

当業界売上に関 しデー タ量、説明条件が乏 しく、将来を予測す る適切 なモデルを

導 くこ とは困 難 。 よ って

① 対数型の最小 自乗法で単純 に外挿

lltllIlIll

6デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス発 達 へ の必 要 な条 件
一 データベース ・サービス業連絡懇談会の提言

さき に述 べ た 、 わ が 国 に お け る民 間 の デ ー タベ ース ・サ ー ビス業 者 の 集 ま りで あ る デ ー タベ ー ス ・
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サ ー ビス業 連絡 懇 談 会 は、1980年 度 と1981年 度 の2回 に わ た り、 次 の よう な提 言 を行 って い る。

(1)1980年 度 提 言

提 言

1.デ ー タベ ース産業の確立 と発展 のため、次の点を中心 に、広範な基盤整備が はか られる ことが

必要です。

① データベ ース ・サー ビスにかかわる諸権 利の明確化 とその保護

デー タベース ・サー ビス という新 しい無体財産 サー ビスにつ いては、その根幹 とな る著作権 、使

用権、販売権 、複製権などの権利 につ いて、現行制度 では明確で ない部分 もあ り、またこれ ら諸権

利 をめ ぐる関連商慣習 も十分成熟 していない状態です。

また、データベースサー ビスが現 に国際的 に広 が り、入 り組んできている現実のなかで、わが国

のデー タベースをめ ぐる諸権利 や法制 に対す る国と しての明確 な方針が不透明 なまま、国際的な契

約が進 め られ ているのが実情 です。

デー タベース著作権 をは じめとする諸権利や条件 が、国際的 な法制や慣 習とも整合性 を持 った形

で明確 にならないと、デー タベース ・サー ビス産業 の経済的基礎 はいつ までも不安定なままに放置

される ことにな ります。また国際的 な紛争 を引き起 こす危険性 を内包 していることは、国と しても

困難な問題 をかかえ込 む危険にさ らされてい るわけでその萌芽 は現にないわけで はあ りません。

デー タベース ・サー ビスにかかわる著作権や周辺 の権利 ならびに権利 関係 を明確に し、必要 な保

護基準 を確立す ることが望まれます。

② 各種 の標準化の促 進

さま ざまな分野で さま ざまな型態 で形成 されるデータベース は、それぞれ違 ったコンピュータ ・

システムを媒 体 とし、デ ータ構成 、フ ァイル仕様 も違 う形 で構築 されています。あ るコン ピュー

タ ・システムで磁気テー プに収録 されたデー タが別 のコ ンピュー タでは読 めないこともあ ります。

ある端末機か ら違 った二つのデータベ ース を利用 する場合、そのデータベース ・システムの間 で通

信制御手順 や言語、検 索方式 に共通 したところがないと、アクセスは不可能か、少な くとも非効率

になります。

コンピュータによるシステム化 が進 む過程では、標準化 はたえず要請 される問題ですが、データ

ベ ースの共同利用に際 しては、よ り細部 にわ たった標準化が必要にな ります。現実 はその逆 に、さ

まざまなデー タベー スが 開発 、利 用 され るに伴 い各種 の コー ド、デー タや ファイルの構造、 キー

ワー ドの記述 、検索は多様化 し、標準化 より混乱 が先行 してい ます。

多数の コンピュー タ、端末機器 メーカーが技術 開発 を競 い、 ソフ トウェア開発 にも個性 が発揮 さ

れ ているなか で、創意工夫や技術革新 を阻害せずに標準化 をはか ることは困難 な側面 もあ りますが、

どんなデータベ ース も広 く容易 に利用 され るため、最近開発のめ ざま しい漢字端末な ど関連ハ ー ド

ウェアの標準化 や検索言語、検 索方式 などについての適切 な基準確立 の姿勢が必要です。

当面、ひとつ の方法 として政府各省庁で作成 されているデー タベースについて標準化 をはか り、

これ を民 間に対 する基準 として示 すことにより、標準化促進の一歩を進 めることが望 まれます。
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③ 通信 回線利用制度の改善

わが国の通信 回線利用制度には、共 同使用制限、他人使用制限、相互接続制限などの一定の制約

が あって、オ ンライン ・シス テムの発展 を妨 げています。 デー タベース ・サービスも、これ をオン

ラインで行 うときこの制約 は大きな障害 となるおそれが あります。

たとえば、データベ ース利用が高度化 し、複数のデータベース間で回線 を共同で使 い、各データ

ベ ースが相互補完す るコンピュー タ ・ネ ッ トワー クは、原則 としてできないのが実情 です。

データベースのオンライン化は、 これまでのオ ンライ ン ・シス テムの回線利用とは違 った利用態

様 が出て くるはずです し、また、 自由な創意工夫があってこそ、利用者 の多様な要望 に応え られる

ものです。オ ンライン化の方向が大勢であるデー タベース ・サー ビス発展 のため、回線使用制限の

制度の根本的な見直 しが望 まれ ます。

2.デ ータベー スの構築 ・維持 について、次の点 をヰ心 に強力 な助成がはか られ ることが必要です。

① データベー スの構築 ・維持への直接の助成

デー タベース を構築 するとい うことは、(i源 資料 を収集 し、(ii)文献情報で は抄録の作成、キー

ワー ドの抽出、付与、数値情報 では各種の分類 や各 デー タ間の整合性、時系列整備などの加工 を施

し、(ill)コンピュータに インプ ッ トすると同時に、(lv)デー タの入力 、ファイルへの展開、検索等の広

範囲なフ'ログラムを作成 し、(V)さらにデー タの利用 を有効 にするため、キー ワー ドの同意語 、上位

語、下位語等 を体系化 した シソーラスの作成(文 献情報)デ ー タ解析、 シ ミュ レーシ ョン ・プログ

ラムの作成(数 値情報)を 行 う などの一連の作業 を行 うことです。

この作業 には莫大 な人手、つま りコス トがかか ります。 しか もデータベースには、少量のデータ

を集 めたので はほとんど価値 がな く、数年 ・数十年 にわ た り、かつ 、広範 に収集 されたデータで

あってはじめてデータベ ースとして利用価値があるという特性があ ります。 さまざまな分野で各 々

巨大 な費用を一 度に投入 してデー タベースを構築するか、相当額の費用 を数年がか りで投入 して利

用可能 なデー タベースに育 て上 げねばな りません。

データベースはまた、一度構築すればそれでいいというもので はあ りません。年々発生す る新 し

いデータを適時、適切 に追加 し、 シソー ラスやキー ワー ド体系 を整備 し直 し、新 しいデータに応 じ

て過去 に蓄積 したデータの見 直 しや修正 を しなければ、そのデータベースの価値はたちまちゼ ロに

な ります。 このデー タベースの維持 ・更新の費用 は、構築 の費用 に匹敵する莫大な ものです。

網羅性 、継続性が要請 され、集積 しては じめて価値が出 るデー タベ ースは、離陸す るまでの相当

の期間は、利用者が支払 う収入では コス トがまかなえない宿命を持 っています。巨大な費用 を投 じ

てデー タベースが構築 され たところか ら、 その利用 が始 まるわけですが、当初は利用方法 も不案内

で、 ある程度 の利用技術 も要求 されるの で、利用者層 も狭 く利用頻度 も低 くな らざるをえないから

です。社会全般 がデータベー スの利用 に習熟 し、利用者層 も広が り効用 に対する評価 も高まって、

デー タベースの使用価値 とその構築 ・維持の コス トが見合 うようになるまで、初期投資 されたデー

タベ ース構築 費用 は回収で きず、維 持の費用 さえ十分 回収 できないという期間が続か ざるをえない

のです。

この ため、米 国の例 をみても、ケ ミカル ・アブス トラク ト(化 学文献情報 デー タベ ース)や メ ド
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ラース(医 学文献情報 データベ ース)な ど主要 なデータベ ースは、国家資金に よる大 きな情報 プロ

ジェク トを建設 の出発点 と してきま した。 ロッキー ド社の ダイアログ、SDC社 の オーーービッ トなど

の壮大 なデー タベース ・システムは、米 国政府1こよ り防衛 や宇宙開発の ため国家 資金 で作 られた

データベース利 用 ソフ トウェアや データベースが、離陸の過程 を終 えて民 間で利用 されるよ うに

なったものです。

最近で は、西 ドイツや フランス政府 が大規模 なデータベース助成施策 をたて、たとえばフランス

では、政府が必要 と認め たデー タベースには、その構築費用の半分 を国家負担 すると伝 えられ ます。

わが国においても、 データベース構築 ・維持の コス ト的な特性 やそれにそってと られてい る欧米

での施策 を参照 しつつ、強力な助成策 を実現 することが望 まれます。

② デー タベース関連技術開発 の促進

デー タベースの構築、 デー タベース ・ネ ッ トワー クの建設 、検索 、解析 サー ビスの実施に当たっ

ては、ハー ドウェア、 ソフ トウェアの各分野 において高度な技術 を必要 とします。当面開発が急が

れるハー ドウェアには、

○漢字 かなま じり文人力 システム

○音声入 力 システム

○画像 、映像蓄積媒体

OFAXシ ステムとコンピュー タ ・システムの結合

○漢字端末

○大容量 フ ァイル

などがあ り、またソフ トウェアと しては、

○デー タベース管理 システム(DBMS)

○ネ ッ トワーク ・アーキテ クチュア

○ シソーラスの編成

○検索アルゴ リズム

などがあ ります。 これ らはデー タベースを離れて も開発、高度化、低価格化が要請 されているもの

ですが、データベ ースの構築 ・利用 を促進す るための関連技術開発 として、各方面の努力と協 力が

期待 されるところです。

③ インフォメーション ・スペ シャ リス トの育成

関連技術 の開発 とと もに技術者 の育成 も重要な課題 ですが、特 に文献や記事検索の ための文章情

報 デー タベースの領域で はキー ワー ド(索 引語)の 抽出や付与、 シソー ラスの編成や維持 、イ ンデ

キシングや抄録、検索アルゴ リズムの創造や運営な ど、ひとつの独立 した技術分野 と考え られます。

最近では、この ための独立 した大学 や学部が設 けられ、理解 と関心は深ま りつつ ありますが、言

語や文献 の処理検索技 術 をもったいわゆるインフォメー ション ・スペ シャリス ト資格認定方式 を研

究、実現 し、その育成 に努める ことが望 まれ ます。

3.デ ー タベースの流通=利 用促進 のため、次の点 を中心 に強力 な振興策 がはか られ ることが必要

です。
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① 政 府保有 データの適切 ・早急な公開

わが国の統計制度 は世界 でも最 も整備 されたもの で、113種 の指定統 計をは じめ各種の統計 デー

タが政府 省庁 に集積 されてい ます。文章 による各種 の審議、調査記録、研究開発報告香の集積 も莫

大な ものです。 しか し、統計類は印刷、公表 されているものの コンピュータ化 されたいわゆ るマシ

ン ・リーダブルな形 としては、その ほとん どが未公開 です し、調 査'・研究文書 もおおむね非公開で

す。

これ らのデータ、資料類が適切 に公開 され、民間 で加工 ・処理 されてデータベース化 されれば、

国民 や企業、研究者に とって大 きな便益 をもた らします。

しか も、 データベ ースの構 築に巨額の費用 がかか るためその開発 が遅 々と して進 まず、データ

ベース利用 に社会がな じみ、習熟す る時期が欧米 に比べ先へ持ち越 され ているわが国の現状 では、

政府省庁保有 データで コンピュータ化 されているもの、政府業務 のなかで コンピュータ化の容易 な

もの をまずデータベース化 し、その流通利用 をはかる ことが、最 も安 いコス トでデータベース ・

サービス産業の離陸をはかる道 と考え られます。

プライバ シーや国家の機密 にかかわ る場 合を除いて、政府保有 のデータ、資料 をマ シン ・リーダ

ブルな形 にして一定の簡素 な手続 きで公開 し、民間での活用 をはかることに、勇気 をもって早急 に

踏 み切 る必要があ ります。

② 公機関のデータベース利用機運の醸成

データベース産業発展 のためには、あたかも国民経 済で民 間投資 と公共投資 が相補い、乗数効果

をもって経済の成長 、生活水準の向上 を もた らすの と同様 に、民間 にお けるデータベースの利用増

加 と並んで、公的機 関におけるデー タベース ・サー ビスの積極利用 がな ければな りません。データ

ベース ・サー ビスが産業 と して離陸する前夜 では、む しろ公的機関 が民間に先導 して、データベ ー

スを利用 し、習熟 し、データベースの効用 を広 く知 らせる必要の あることは、欧米諸国にみるとお

りです。

政府省庁や関係機 関、地方公共団体 などが年 々行 う調査 、研究 、開発事業は莫大な量 ですが、 そ

の調査事業の実施や発注 に当 たってはデータベースの構築 という問題意識 をもつ こと、調査費用の

一定割合 をデー タベースの利用 にあてる慣行 を広め ることなどが望 まれ ます
。

莫大な量の調査のなかには、類似の調査 もあり、観点は違 っても過去に行った調査と同 じ領域で

の調査 も少な くないはずです。 データベースを構築 しつつ調査 を進 め、次の調査 でその維持 をはか

り、広 く既存の デー タベース を活用す ることは、 データベ ース産業 発展 を先導 し、社 会のデー タ

ベ ース利用習熟 度を高 めると同時 に、公機関 の調査事 業を効率化す る道で もあ ります。そう した機

運の醸成が強 く望まれます。

③ ネッ トワークの構築 と有効利用

データベース を構築 する立場 からすると、単一の巨大なデータベ ースを作 り、広範なデータを画

一的 な手法で検 索、解析 する手段 を提供するには困難な問題 も多 く、む しろ適当 な専門に分かれ た

データベースを構築 し、その データ特性 に合 った検 索、解析手段 を用意 し、それらのデータベ ース

間 の協力 ・補完 の関係 を作 り上 げて広範囲の利用者の便をはかることが、多 くの場合、現実的 と考

え られています。
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一方、 データベースの流通サ ービス を行う立場か らす ると、ある利用 目的のために、複数のデー

タベースを、 その特長 に応 じて、いかに経済的 、効率的 に組み合わせて、利用者のニーズに応え る

かというところに重要な事業機会が あると思 われます。

こう した双方の立場か らみて、近 い将来たとえば専 門分野でデー タベ ース ・サー ビス業者 を軸 に

協力、補完関係 にあるデータベースを結ぶサブ ・ネ ッ トワーク、汎用 データベースについて、同 じ

くサー ビス業者 を軸 に多彩 なデータベ ース を結 ぶサブ ・ネ ッ トワー ク、さ らにそれぞれ軸 となった

デー タベース ・サービス業者 を結 ぶネ ッ トワーク といった形で、データベ ース ・ネ ッ トワーク

が構築 されてい くことが展望 されます。

デー タベース ・ネ ッ トワー クの構築 には技術面の開発のほか通信回線利用形態 など多 くの問題が

ありますが、各方面の研究 と協力によって、 デー タベースのより有効な利用 がはか られることが望

まれます。

④ 公共 ・民間サービスの適切 な分担 、協力関係の樹 立

データベース開発 と利用が、わが国社会 に本当の意味で定着す るためには、データベースの構築

につ いて も、その流通=利 用 についても、民間の事業機会 の自由な進展 を確保 し、民間の自由な創

意工夫が発揮 され、利用者 はキメ細 かいサ ービスを受 け、 自由経済の競争原理 が十分機能するなか

で、データベース ・サービス産業が育ってい くことが絶対 に必要 です。

その反面、 デー タベース構築 に莫大な費用 がかか り、利用の拡大 ・定着 に時間がかか るところか

ら、ある種の データベース構築 を国家資金 で行 うとか、国家の助成 が加わ ることになると、特 別な

データベ ースの構築か ら流通 までを公的機 関が行 い、そのサー ビス網 にその他のデータベース を乗

せるということが考え られます し、そ うい う動 きは部分的 に実現 しています。

公的機関 によるデー タベース ・サ ービスと民間 データベ ース ・サー ビスの競合 と、そこか ら起き

る不協和音 はすでに顕在化 しつつあ ります。国家資金 によ り、つま り広 く国民の税金 でコス トの大

部分をまかない、その結果安 い利用料 で提供 されるサー ビスと、高い金利負担で構築 される民間の

サー ビスとが、同 じ土俵で競争するの では、民間のデータベース ・サー ビス産業が育 つはずが あり

ません。

デー タベース ・サ ービス は、それが産業 として離 陸 したのちには、原則 と してすべて利用者の負

担 により、民 間ベースで運営 されるべきだとい う考 え方 を確立 し、国家による助成 は、産業 が離陸

するまでの経過 的措置 であること、一部例外的に公的機 関で行 うデー タベースの構築 ・サー ビスは、

民 間ベ ースで はとても運営 できない領域 に限 られ ることの認識 が必要です。

民間でやれ ることは公的機関ではや らないし、先導的ない し経過的 に公的機 関で行 っている事業

も、民間 でそれ をや りうる条件や態勢ができれば、 それに ゆだねるということが必要です。データ

ベースの構築 という面では公的機関の役割 はなお長期間 にわたって残 ると思われますが、その流通

の側面 につ いては民間にゆだね、デー タベース ・サ ービス産業の1日 も早い離陸をはか るとい う方

向で、公共 ・民間サー ビスの適切 な分担、協 力関係 が樹立 され ることが望 まれます。

⑤ データベ ースの クリア リング機関の実現

デー タベースに関す るいろいろな案内 を行 う機能 をク リアリングと呼び、その機能 を備 えた機構

をクリア リング機構 といいます。
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クリア リング機能には、望む デー タがど こにあるか を教 える所在案内、デー タの蓄積範囲や更新

サ イクルなどを教える内容案内、使用料金 ・条件 などを教 える利用案内、検索 コマ ン ドや加工機能

などを教 えるア クセス案 内などがあ ります。いずれ も利用者 がデー タベースを活用す る上 で必須の

機 能で、クリア リング機関が発達す ることは、データベースの利用が高 ま り、 デー タベース ・サ ー

ビス産業が発達するために基本的に重 要な条件 です。

政府統計 デー タの分野 、産業経済デー タの分野、科学技術文献の分野 など、 さまざまなク リアリ

ング機関が関係者の協 力によって成長 し、それらが統合 されてい く過程 で企業内な どに埋もれ てい

るデータベースが利用 の端緒 を得てい くことが望 まれます。

(2)1981年 度 提 言

第 二 次 提 言

1.各 種デー タベースの早急 な構築

現今の国際的情報流通事情の変化をふまえ、官公民それぞれの場で、必要ある ときは協力 して、

わが国独 自のデータベ ースを各種の分 野で急速 に構築することを提言いた します。

2.政 府保有データ公開の促進

この課題については,基 本的 には各界,各 関係方面のコ ンセンサスはす でに成立 していると見 ら

れます。 しか し、プライバ シー問題 との関連 や具体的な公開方式について、対応 が遅 いのではない

かと危惧いた します。早急 に方針を具 体化 することを提言 いたします。

3.公 機関取扱情報の流通体制の整備

現公機関においては,デ ー タベース構築 のみに従い流通 は一切民 間に委ねる機 関と、流通機能 も

独 占的 に併せ持 つ機関の2種 があ ります。

広 くデータベースに対す るニーズの拡大 を計 るためには、後者のようなデー タベース構築 ・流通

機能併有機関につ いて

(イ)情 報の流通 に関 し、民間データベース ・サー ビス業者の創意 と工夫 を活用 する道 を検討す る

こと

(ロ)公 機関と外 国政府 または公機関 データベースとの間のいわゆる排他的情報流通契約 を避 け、

上記(イ)の道 を必ず開 くこと

以上2点 を提言 た します。

4.公 共団体等 について も、前項 と同様の流通体制の整備の実現

公共団体と くに官公庁の直接 関連 団体の扱 う母官公庁の デー タベース情報につ いても、第3項 と

同様の検討が実現 され ることを提言 いた します。

5.通 信回線利用制限の完全撤廃

国際的 にオ ンライン ・デー タベース ・サ ービスが活発 になってきた事態 に対 し、対外的 な遅 れを

これ以上広げないため、国内のオ ンライン情報提供 の障害 となっている、 メッセージ交換や相互接

続等の回線利用制限 を、一刻 も早 く完全撤廃す ることを提言いた します。

これ らの提 言 は、 漸 次 関係 官 庁 その他 に理 解 され 、 浸透 しよ う と して い る。
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7デ ー タベ ー ス台 帳

通 商産 業 省 はか ね て よ りデ ー タベ ース ・サ ー ビス利 用 の拡 大 と デ ー タベ ース ・サ ー ビ ス業 の振 興 に

も配 慮 して き た が、1982年 度 よ り、 「デ ー タベ ー ス台 帳 」 制 度 を設 け る こ と と した(1982年9月18日

通 商 産業 省告 示 第365号)。 」

この 台 帳制 度 は 、わ が 国 で利 用 で き る内外 の デ ー タベ ース の 内容 、利 用 方 法 等 を総 集 し、 普及 す る

こ と に よ り、 ユ ーザ ーの利 便 を 図 る と と もに 、 デ ー タベ ース ・サ ー ビ スの 振興 に資 す る こ と を目 的 と

して い る。

ま た、 台帳 作 成 の ため の調 査 対 象 者 と して は、業 と して デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス を行 って い る デ ー

タベ ー ス ・プロ デ ュ ーサ ー、 デ ー タベ ー ス ・デ ィス トリビ ュー ター 、代 行 検 索 業者 を含 んで い る が 、

代 行 検 索 業者 を公 に認 め て い る点 が 注 目 され よう 。

調 査対 象 デ ー タベ ー ス と して は、 次 の(1)、(2)の事 項 を満 足 す る デー タベ ー ス が対 象 と され てい る。

(1)原 則 と して不 特定 多数 を対 象 と して販 売 して い るか 、 ま た は販 売 す る具 体 的 な予定 の あ る デ ー タ

ベ ース(例 え ば特 定 グル ー プ内 用 デ ー タベ ー スで 外 部 に販売 され ない もの は除 くが 、要 望 が あれ ば商

用 と して外 部 に販 売 され る もの は含 む)

② 国 内 で 作 成 され た デ ー タベ ー ス ま た は海 外 で作 成 され た もの で、 国 内 で サ ー ビス が 受 け られ る

デ ー タベ ー ス

(3)な お デ ー タベ ース は、 デ ー タ を整 理 ・統 合 し、電 子 計算 機 に よ る検 索 を行 い う る形 態 に した集 合

体 を い う(プ ロ グ ラム をデ ー タ と して 取 り扱 っ て い る もの等 は含 む)

具 体 的 な主 な調 査 項 目 と して は 、

① デ ー タベ ー ス 名

② デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス業者 名

③ デ ー タベ ー ス の概 要

④ デ ー タベ ー ス の利 用 方 法

⑤ サ ー ビス 上 の特 徴 、特 色

⑥ 検 索 、 ア ウ トプ ッ ト等 の例 示

⑦ 問 い合 わ せ 先

な どが あ り、 ま た 、 デ ー タ の分 野 、 デ ー タの 種類 につ い て も記 入 で き る よ う に な って い る。

この台 帳 は、年1回 更 新 され 、各 地 の通 商 産 業局 や商 工 会 議 所 な ど で 閲覧 で き る よう に な って い る 。 一

ユ ーザ ー に と って も業 者 に と って も、 デ ー タベ ー ス の利 用 と販 売 に 関 し、大 きな 寄与 をす る もの と

思 わ れ る。



272第7部 コ ン ピュ ー タ を め ぐ る動 向

8デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス をめ ぐる今後 の課 題

(1)制 度 的 な問 題

① 公 の デ ー タの 公 開 問題

わ が 国 に お け る デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス に 関 し、情 報 をど の よ う に収 集 し、提 供 す るか とい う こと

につ い て必 ず しも統 一 して い な い。

ま ず、 科 学 技 術 文 献 あ る い は物 性 デ ー タ につ い て は 、 科 学 技 術 庁 あ る い はJICSTを 中 心 と した

NIST構 想 と い う も の が昔 か ら唱 え られ て い る が 、 その 実現 は遅 々 と して い る。 大学 関係 の 図書 館 あ

る い はデ ー タベ ー ス につ い て は 、 よ う や く国公 立 、私 立 大学 を網 羅 す る学 術 情 報 セ ン ターが建 設 され

よ う と して お り、 ま た 、従 来 大学 に お け る情報 の外 部 か らの利 用 は原 則 と して不 可能 で あ った が 、 そ

の よ うな 大学 で生 成 さ れ、 構 築 され た デ ー タベ ー ス に対 す る民 間 の利 用 に つ いて も、一 定 の条 件 の も

と に道 が 開 か れ よ うと して い る。

文 献 情 報 以 外 の マ ク ロ も しく はセ ミマ ク ロ、 あ る い は ミク ロの経 済 統 計 を 中心 とす る統 計 につ い て

は 、 わが 国 にお い て は何 と い って も中央 省 庁 にお け る デ ー タベ ー ス が 、そ の価 値 、比 重 が いず れ も高

い。

しか し、 これ ら はす べ て お おむ ね 印刷 物 と して は公 開 され て い るが 、マ シ ン ・リー ダブ ル な、 た と

え ばMTと い う形 で 公 開 さ れ て い る も の は 、大 蔵 省 の 貿 易 情 報 と通 商 産 業 省 の 工 業統 計 、 そ れ に 総

理府 の人 口統 計 の3種 類 に す ぎ ない 。 省庁 の統 計 に つ い て は、民 間 か らもマ シ ン ・リー ダ ブル な形 に

お い て提 供 して も らい た い と い う要 望 と 、 それ か らす で に一 定 の フ ォーマ ッ トで編 集 .され た も の だ け

で な く、場 合 に よ り民 間 の希 望 す る出 力 の形 に再編 成 して、MTの 形 で提 供 され た い とい うよ う な要

望 が あ る が 、 これ らは す べ て今 後 の 問題 で あ ろ う。

② 通信 回線 問 題

前 に述 べ た よ う に 、 ア メ リ カ に お い て デ ー タベ ー ス が発 達 し たの に は、TELENET、TYMNET

と い うVANを 通 じての オ ン ライ ンの 利 用 が果 た した役割 が大 き い。

わ が 国 にお い て は 、従 来 、 回線 利 用 につ い て諸 種 の 制 限 が あ っ た ため 、 オ ン ライ ン利 用 につ い て は

ポ イ ン ト ・ツー ・ポ イ ン ト、 つ ま りあ る1端 末 か らた とえ ば あ る1デ ー タベ ース ・コン ピ ュー タを 呼

び出 して 使 う とい っ た単 純 な形 の利 用 しか 認 め られ なか った 。 しか し、1982年 度 に お け る第2次 回線

開放 を契 機 と して 、 わ が国 にお い て もデ ー タベ ー ス ・サ ー ビス の オ ン ラ イ ン利 用 が進 む こ とが 期待 さ

れ て い る。

な お 、1981年 度 か らICAS、 す な わ ち国 際電 信 電 話 株 式会 社 に よ る デー タベ ース ・サ ー ビス の た め

の特 別 な 国際 回線 に よ って 、 ア メ リ カの デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス が利 用 で きる よ うに な っ た。 この た
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め 、 ロ ッキ ー ドあ る い はSDCと い った 代 表 的 な デ ー タベ ー ス あ る い は その 他 の デ ー タベ ー ス が、 わ

が 国 に お いて も比 較 的低 廉 な料 金 で利 用 で き る よ うに な っ て い る。 それ につ け て も、 わ が 国 に お け る

オ ンラ イ ン利 用 が 、 回線 利 用 制 限 に わず らわ され る こと な く発 達 す る こ とが望 ま しい 。

③ 検 索 代行 業

ア メ リカ にお い て は、 情 報 検 索 の た め の 検 索 代 行 業 が 発 達 して い る と い わ れ る 。 つ ま り、 デ ー タ

ベ ー スの 検 索 は必 ず しも、 だれ もが容 易 にで き る とい うわ けで もな く、 あ る程 度 高 度 な利 用 を考 え よ

う とす れ ば、 や は り情 報 検 索 に関 す る専 門 家 の手 をわ ず らわせ る必 要 が あ る。 大 企業 な らば と もか く、

必 ず しもす べ て の 企業 が、 その よ うな情 報 検 索 の 専 門 家 を社 内 に持 って い る と い うわ け で は な い。 し

た が っ て、 検 索代 行 に 関 しコ ンサ ル テ ィ ング を行 い 、複 数 の デ ー タベ ー ス につ いて の利 用 価 値 の 比較

を行 い 、利 用 コス トの比 較 を行 い、検 索 式 をつ く り、結 果 をユ ーザ ー に提 供 す る と い った検 索 代 行 業

は十 分 存 在 価 値 が あ る と思 われ る。 た だ し、 わが 国 に お い て は 、代 表 的 な政 府 機 関 の デ ー タ ベ ー ス ・

サ ー ビス に おい て は今 後 の問 題 とな る 。 しか し、 民 間 の デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス に おい て は検 索 代 行

業 が現 実 に現 れ て い る の で 、 わが 国 に お い て も この 問 題 が な るべ く早 期 に解 決 され る こ とが望 ま しい。

④ デ ー タベ ー ス と著 作 権

デ ー タベ ー ス と著作 権 の 関係 は非 常 に複 雑 、難 解 で あ るが 、 その デー タベ ー スの い ろい ろ の形 態 に

つ い て著 作 権 が あ るか な い か と い う こと を簡 単 に一 覧 す れ ば7-2-8表 の よう に な る。

(2)デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス を め ぐ る技 術 上 の諸 問 題

①DBMS/OSに つ い て

ア メ リカ の ロ ッキ ー ドと かSDCの よ うな 、前 者 に お い て は158を 超 え、 後 者 に お いて は76を 超 え

る デー タベ ー ス を統 一 的 に管 理 す る デ ー タベ ース ・マ ネ ジメ ン ト ・シス テ ム を支 え るOSは 巨大 な も

の で あ り、 これ は かつ て、 ア メ リカ の軍 あ る い はNASAの 必 要 上 か ら構 築 され た歴 史 を持 っ てい る。

その よ う な巨 大 なDBMSを 支 えるOSが わ が 国 にお い て も今後 必 要 で あ るか ど うか は疑 問 で あ る が 、

か りに その よ う な複 合 したDBMSで な くて も、 一 般 の デ ー タベ ー ス を管 理 す る シ ステ ム に つ い て は 、

わ が国 にお い て ま だ ま だ経 験 、発 達 の 度 合 は少 な い と い え るの で は な い か と思 わ れ る。 したが って 、

デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス 発 達 の た め に、 この 面 か ら も技 術 的 な進 歩 が望 まれ る。

② 抄 録 お よび イ ンデキ シ ン グの問 題

デ ー タベ ー ス に お い て は、 キ ー ワー ドあ る い はキ ー ワー ドに よ る情 報 の イ ンデ キ シ ング と 、文 献情

報 に お い て は、 そ の抄 録 が 一 般 的 に必 要 で あ るが 、 この 点 、特 に漢字 か な ま じり文 と特 有 な文 章構 成

を持 つ 日本 文 にお い て 、抄 録 につ い て も イ ン デキ シ ン グに つ い て も、 ま ず当 分 の と ころ は人 手 に よ ら

な けれ ば な らな い 。

抄 録 につ いて は、著 者 抄 録 とい うこ と が科 学 技 術 文 献 に お い て は欧米 に お いて 一 般化 し、 ま たわ が

国 にお い て も一 部 で行 わ れ て い るが 、一 般 的 に は これ に対 す る反 対 も多 く、 日本 文 にお い て は 自動 抄
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7-2-8表 データベース情報の形能 と一般的な著作物性の有無

要 素 情 報 の

著 作 物 性

情報集合 とし

ての著作物性
注

1)文 献情報

イ 書誌事項 な し あ り得 る (c£電話帳判例)

ロ 抄 録 あ り あ り

ハ 索 引

ディスクリプター索引

KWIC索 弓1

?

?

あ り得 る

(あ り得 るか)

三 原報(原典) あ り あ り

2)数 値情報 ●応用 リストの権利については別問題

イ 数 値 な し あ り得る
●原情 報 に変 形 ・加 工 ・変換 等 を

施 した もの の 新 著作 物 性 は ケー

スパ イ ・ケー スか

ロ 数 表 あ り得る あ り得 る ●同」二

3)画 像情報 あ る もの あ り(イ ラ ス ト) あ り
●化学的 ・工学的画像 は工業所有

権法上の保護 もあ1)得 る

●イラス トは意匠法上 の保護 もあ

り得 る

●著作物性疑問の場合 も隣接権 に

よる保護可能

な い もの あ り(心 電 図) あ り得る

4)映 像情報 あ り あ り

5)音 声融

イ 音 楽 あ り あ り

●隣接権による保護

●直接著作権作物性に疑問あると

きも隣接権に よる保護可能

ロ 歌 唱 な し な し

パ ー般音声 な し あ り得 る

付加 コメン ト

◇MTと は文書図画で はないか ら、出版権設定 の対象 とはな らない。

◇ 文字 や数表の ソフ ト・コピー(ハ ー ド・コ ピーを伴わないデ ィスプ レイ表示)は 複製 ではないが、映画の表

示 は 「上映権」 にふれ る。

◇ 情報 のパ ンチカー ド変換 は複製 にあたる。

◇ 情報 の瞬 間的 メイン ・メモ リー入力 は、複製 にあたらないというのが多数説 だが、複製 にあたるとす る少数

説 もある。(注 外部 メモ リーへの継続固定は複製)

◇ 作成手続 きの適法性 は、著作物性の要件ではない(た だ し、不適法著作物の社会的正当性 をう らづ けるもの

ではない)。
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録 が 困難 で あ る以上 、著 者 抄 録 問題 をど の よ う に推 し進 め る か が当 面 の課 題 で あ ろ う。

ま た 、 イ ン デキ シ ン グ も、 自動 イ ンデ キ シ ン グ とい う こと は 日本 文 にお い て は当 面考 え られ ず、 こ

れ につ い て も どの よ うな方 向 にお い て合 理 化 す るか が 問題 で あ ろ う。

③ 自動 翻 訳 問題

こ の点 につ いて は 、 当然 いわ ゆ る第5世 代 機 問題 の一 部 と して 、文 献 の表 題 な リデ ー タ の表 題 な り

抄 録 程 度 の もの は近 い将 来 に 自動 翻訳 が可 能 にな る もの と予 想 され る。 しか し、 文献 全 文 の翻 訳 そ の

他 につ い て は、21世 紀 の問 題 で あ ろ う 。

④ デ ー タの 蓄積 問題

デ ー タの蓄 積 につ い て、 数 値 デ ー タ につ い て は す で に問 題 はな い 。

文 献 情 報 に つ い て は 、従 来 は マ イ ク ロ フ ィル ム が そ の主 た る手 段 で あ った が 、 これ に つ い て も光

デ ィス クの発 達 が 目 ざ ま しく、 お そ らくそ う遠 くな い将 来 に おい て文 献 情 報 、文 字 情 報 にお い て も光

デ ィス クが蓄 積 の主 体 とな るの で は な いか と思 わ れ る。 光 デ ィス クに おい て は ラ ンダ ム検 索 が可 能 と

な る ため 、検 索 能 力 か らい っ て も お そ ら く光 デ ィス クが 大 勢 を占 め るの で は な い か と思 わ れ る 。

(3)ニ ュー メデ ィ ア とデ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス との 関 連

① ニ ュ ー メ デ ィアの 諸 形態

ニ ュー メ デ ィア とい わ れ る も の に は、7-2-6図 に示 す よ うな種 類 の もの が あ る。

②VIDEOTEXと デ ー タベ ース ・サ ー ビス

この う ち、VIDEOTEX(日 本 に お いて はキ ャ プ テ ン)は 、最 初 、家 庭 に 対 す る一 種 の デ ー タベ ー

ス ・サ ー ビス を構 想 したが 、現 実 に は家庭 に対 す るそ の よ うなサ ー ビス が有 料 で成立 す る こと は困 難

で あ り、漸 次 企 業 向 け の広 く浅 い デー タベ ー ス ・サ ー ビス に取 りか か ろ う と して きて い る 。

しか し、 そ の発 祥 の地 で あ る イギ リス に お い て も、PRESTELの 将 来 につ い て疑 問 視 され る面 も

多 く、 ま た わが 国 にお い て も 、キ ャ プテ ンが1983年 度 か ら商 用 化 され ると され て いる が 、果 た して ど

こま で有 料 サ ー ビス と して成 り立 つ か は ま だ ま だ問題 が 多 い。

③TELETEXTと デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス

こ れ に 対 して、TELETEXTは 単 方 向 の デ ー タ ・ベ ー ス サ ー ビス で あ る けれ ど も、場 合 に よっ て

はわ が国 に お ける民 間放 送 局 の 局 数 が倍 増 す る面 もあ る よう な意 味 合 い も あ って 、 ス ポ ンサ ーの 面 さ

え見 通 しが つ けば 、TELETXTに よ る デー タベ ー ス ・サ ー ビス は 、 あ る い は わが 国 にお い て も可 能

とな るか も しれ な い 。

④CATVと デ ー タベ ース ・サ ー ビス

次 に 、CATVは 本 来 地 域 内 あ る い は地 域 外 放 送 の 難 視 聴 対 策 と して そ の再 放 送 を使 命 と して き た

が 、1981年 末 現 在 で も、 す で に 約100弱 のCATVに お い て 自主 放 送 が な され て い る。 も ちろ ん 、 そ

の よ う な 自主 放 送 はデ ー タベ ー ス ・サ ー ビス と は関 係 が な い。 しか し、CATVの 再 放 送 、 自主 放 送
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7-2-6図 ニ ュ ーメ デ ィア の賭 形 態
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(文字多重TV型)

ヅ
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に次 ぐ第3の サ ー ビス と して、VIDEOTEX的 な双 方 向 シス テム(VIDEOTEXは 公 衆 網 を利 用 し、

CATVは 同 軸 ま た は光 ケ ー ブル)に よ る デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス を構 想 す る傾 向 が 、 ア メ リカ に お

いて も 日本 に お いて も一 部 現 れ て きて い る。 そ れ らが どの よ うな発 展 をす るか あ る い は しない か は 、

今後 の 問題 で あ ろ う。

⑤PVS(プ ラ イベ ー ト ・ビデオ テ ック ス ・シス テム)の 接 続 結 合

な お、 ア メ リカ に お い て も ヨー ロ ッパ にお い て も、 私 企 業 内 に お け る一 種 のVIDEOTEX的 な シ

ス テ ム、 企 業 内 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス が連 合 した プ ラ イベ ー ト ・コー ポ レー シ ョン ・デー タベ ー

ス ・サ ー ビスの 連結 サ ー ビスが 一 部成 立 しつ つ あ る とい わ れ る。 この よ うな企 業 内の デー タベ ー ス ・

サ ー ビス ・シ ステ ム は わ が国 にお い て も一 部 の 有 力 企業 に お いて 漸 次形 成 されつ つ あ るの で 、 これ ら

が ど の よ うな 動 向 を た ど るか は、興 味 の あ る問題 で あ る 。
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～

第3章 マイクロコンピュータの 技術 と利用動 向

1マ イ コ ンの意 義

マ イ ク ロ コ ン ピュ ー タ(略 してマ イ コ ン)は 単 な るLSIで もな けれ ば ま た 、単 な る コ ンピ ュ ー タ

で もな い 。両 者 と は次 元 の ちが う新 しい創 造 物 なの で あ る。 この こと が認 識 され だ したの は決 して古

い こ とで は な い。

マ イ コ ンの初 期 の もの を見 る と 、素 子屋 さ んが あ ま り コ ン ピュ ー タ を知 らず に作 りあ げ た よ うな も

の で 、 コ ン ピュ ー タの 最低 の機 能 を満 たすLSIチ ッ プが で きた 、 とい う代 物 で あ っ た。

しか しそ の 時期 はす ぐ終 わ り、次 は ミニ コ ン ピュ ー タの モ ノマ ネ時 代 に入 る。 ア ー キ テ クチ ュ ア を

見 て も、 また 、 ベ ンチ ャー ・ビ ジネ スが 作 った ソ フ トをみ て も、 しか りで あ る。 マ イ コ ンが偉 大 な ソ

フ トウ ェ ア学 者 ダ イク ス トラ を失 望 させ たの もこの 時 期 で あ る。つ ま り昔 の プ ロ グ ラマ ーが や って い

たバ カ な こ と を、再 び マ イ コ ン ・プ ロ グ ラマ ー が や って い る とい うの で あ る。

と こ ろ が最 近 は事 情 が変 わ りつ つ あ る。 マ イ コ ンが一 挙 に、 コ ン ピュー タ技 術 の最 先 端 に躍 り出 よ

う と して い るの で あ る 。 メ イ ン フ レー ム で は取 り入 れ られ た こ との な い よ うな 新 しい ア イデ ア が 、

ア ー キ テ ク チ ュ ア に取 り入 れ られ る し、 ま た、 人 間 に と っ て最 も使 い やす い ソ フ トウェ ア が 、マ イ コ

ン をベ ー ス に したパ ー ソナ ル ・コ ン ピュ ー タ で作 られ つつ あ る。 そ れ ばか りで は ない 。 マ イ コ ン を多

数組 み合 わ せ た ま った く斬 新 な情 報 処理 機 械 が作 られ よう と して い る 。

以 下 で は 、 この よ うな観 点か らマ イ コ ンの 技 術 と利用 の最 近 の 動 きをみ て い くこ とに しよ う。

2ハ ー ドウェ アの動 向

す で に多 く語 りつ さ れ た よ うに 、半 導 体技 術 の近 年 の 進歩 は きわ めて偉 大 で あ る。マ イ コ ンは と り

も な お さず 、 この技 術 に よ って進 歩 し、逆 に マ イ コ ンが 半導 体 技 術 の 牽 引車 に な って き た。

特 に進 歩 の 激 しい の は 、 チ ップの 集積 度 で あ る。 こ こ10年 の 傾 向 を み る と,だ い た い2年 で2倍 に

な って い る(7-3-1図)。 これ は実 に 恐 るべ き 速 さで あ り、奇 跡 的 と言 って も よい。 この ま まの

速 度 が続 くな らば,1980年 代 後 半 で は1チ ップ に数百 万 素 子 を持 つ ものが 現 れ よ う。現 在 の大 型 コ ン

ピ ュー タで さえCPUで は 数十 万 素 子 で あ るか ら、少 な くと も機 能 的 に はマ イ コ ンは驚 くべ き能 力 を
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持 ちつ つ ある 。

ま た、 消 費 電 力 や信 頼 性 な ど に対 す る要 求 も、 マ イ コ ンに対 して は 担 当厳 しいが 、 そ れ に十 分 応 え

て き た し、 今後 もよ り厳 しい規 準 を越 え よ う と して い る 。動 作 速 度 に つ い て も しか りで あ る。 ク ロ ッ

ク周 波 数 で み るな ら ば、 過 去10年 間 で10倍 速 くな っ て い る(7-3-2図)。RAMの ア クセ ス 速 度

も速 くな って い る か ら,シ ス テム と して組 ん だ時 の演 算 速 度 の 向 上 も目 ざ ま しい。

以 上 述 べ た こと は 、 す で に た びた び指 摘 され て きた こと で 、今 さ ら詳 述 す る まで もな い 。 それ で は

こ う した 背 景 の も と で 、 マ イ コ ン は機 能 的 に ど の よ うな 変 貌 を と げつ つ あ る だろ うか 。 まず ハ ー ド

ウ ェ アの 面 か らみ て い くこ と に しよ う。

Aマ イ コンの スペ ク トル

LSI技 術 の 発 展 は マ イ コ ン ・チ ップ設 計 の 自 由度 を増 す こ と を意 味 す る 。設 計者 は 要 求 に 従 っ て

さ ま ざ まの規 模 の チ ップ を設 計 で き る。 需 要 の側 か らみ れ ば何 も高機 能 な もの だ け が欲 しい わ け で は

な い。 機 能 は単 純 で も安 く て故 障 の な い も の も欲 しい。 ち ょう ど コ ン ピュ ー タ全体 が マ イコ ン、 ミニ

コ ン、 ミデ ィ コ ン、 メ イ ン フ レー ム 、 ス ーパ ー コ ンと い っ た幅 の広 い スペ ク トル を持 っ て各 種 の需 要

に応 えて い る よう に、 マ イ コ ンの 中 に限 って もス ペ ク トルが で きつつ あ る。 そ れ を端 的 に示 す の が 演

算 レジス ター の大 き さ で あ る。 す な わ ち、 主 と して機 器 の 中 に埋 め込 ん で制 御 な ど に利 用 す る4ビ ッ

トな い し8ビ ッ ト ・マ イ コ ン、高 機 能 性 と 大 きな ソ フ トウ ェ ア駆 動 を 目 的 とす る16ビ ッ トな い し32

ビ ッ ト ・マ イ コ ンと い っ た 、ス ペ ク トル が で きあ が っ て い る。 さ らに言 え ば、 複数 の プ ロセ ッサ ー を

チ ップ内 に持 つ もの さ え現 れ よ うと して いる 。

B4ビ ッ ト ・マ イ コ ン

最 初 の マ イ コ ン は4ビ ッ ト ・マ イ コ ン で あ っ た(イ ン テル4004)。 その 後 次 々 と、 よ り大 き な演 算

レジ ス ター や 内部 バ ス を持 つ もの が 出現 したが 、今 な お4ビ ッ ト・マ イ コ ンの需 要 は高 い。

マ イ コ ンの大 き な応 用 分 野 と して 、機 器 へ の埋 め込 み が あ る。 た と え ば機 器 の 制御 装 置 と して 用 い

る。 この 場合 、 プ ロ グ ラ ム 自体 はそ れ ほ ど大 き くな くて よ い。 そ う した時 、簡 略 な もの で十 分 役 立 ち、

コス トそ の他 の面 で有 利 と な る。

4ビ ッ ト ・マ イ コ ンで はCPUが シ ンプ ル に な るか ら、 メモ リー や入 出 力 制 御 部 な ど他 の周 辺 回 路

を 同一 チ ップ上 に作 りあ げ る こ とが で き る。 これ を シ ン グル チ ップ ・マ イコ ンと呼 ぶ 。CPUチ ッ プ

以 外 に メモ リー や入 出 力 な どの チ ップ を組 み 合 わ せ て シス テ ム とす る もの は、 マ ル チ チ ップ ・マ イ コ

ンと呼 ん で い る 。4ビ ッ ト ・マ イ コ ンで はか な り早 い時 期 か ら、 シ ン グル チ ップの もの が 出 て いて 、

現 在 で は大部 分 が そ う な っ てい る。

チ ップ上 の メ モ リー の容 量 や 、 周辺 機 能 が種 々取 り合 わせ られ て 、 ひ とつ の 系 列 を各社 と も に作 っ
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て い る。 ユ ーザ ー は 同一 ア ーキ テ クチ ュ アの(つ ま り同一 命令 群 を持 つ)4ビ ッ ト ・マ イ コ ンの なか

か ら、必 要 な能 力 を持 つ もの を選 択 で き る わ けで あ る。

4ビ ッ ト ・マ イ コ ンは プ ロ グ ラム が作 りに くい な ど の欠 点 が あ り、 しか も集 積 化 技 術 の 向上 に伴 い 、

.次 第 に低 価格 の メ リ ッ トが 出 しに く くな っ て きて い る 。そ の た め シ ェ アは減 りっ っ あ る。

C8ビ ッ ト ・マ イ コ ン

8ビ ッ ト ・マ イ コ ンが 現 れ る よ うに な っ てマ イ コ ンは一 挙 に普 及 しだ し、応 用 分 野 も拡 大 した。 単

に電 卓 や お も ち ゃだ け で な く、 れ っ き と した コ ン ピュ ー タ(パ ー ソナ ル ・コ ン ピュ ー タ)も 組 め る よ

うに な っ た し、 ま た、機 器 埋 め込 み と して の 利 用 で も、 か な り複雑 な プ ロ グ ラム ま で組 め る よ う に

な っ た。 マ イ コ ンの イ メ ー ジ は こ こで ほ ぼ定 着 しか か っ た く らいで あ る。

8ビ ッ ト ・マ イ コ ンで はマ ル チ チ ッ プ ・シス テム と して使 わ れ る こ とが 多 か っ たが 、 集積 技 術 の向

上 と と も に多 機 能 の シ ングル チ ップ も出現 し、次 第 に4ビ ッ ト・マ イ コ ンと 同様 の系 列 が そ ろ いつ つ

あ る 。 シ ン グル チ ップ で は シ ス テム構 成 が 限定 され る と い う使 い に くさの面 もあ るが 、 系 列 内 の種 類

が 豊 富 に な れ ば選択 の幅 も広 が る。 ユ ーザ ー と して も シ ングル チ ップの 方 が は る か に手 間 が は ぶ け、

小 型化 で き る ため 、今 後 は、8ビ ッ トで も4ビ ッ トな み の シ ン グル チ ップ化 が進 む で あろ う。

8ビ ッ ト・マ イ コ ンの 限界 は 、 なん とい って も番 地 空 間 の狭 さで あ る。 近年 、 メ モ リー は急激 に安

くな って い るか ら、 そ の意 味 で は大 き な プ ログ ラ ムや デ ー タ を載 せ やす くな って い る に もか かわ らず 、

番 地 空 間 が狭 くて は、 せ っ か くの メモ リー へ の ア クセ ス が や っか い で あ る。 大 きな メ モ リー を使 お う

とす ると 、8ビ ッ ト ・マ イ コ ンで はハ ー ドや ソフ トの 製作 者 に よけ い な負 担 が か か る 。 ま た高精 度 の

計 算 を し に く くす るの は言 うま で も な い。 こ う して 、 さ らに上 位 の機 種 が望 まれ る。 しか し今 の と こ

ろマ イ コ ンの ほ と ん どは この8ビ ッ ト ・マ イ コ ンで あ る。

D16ビ ッ ト ・マ イ コ ン

1978年 に イ ンテ ル8086が 発 表 さ れ 、 そ の後 モ トロ ー ラ社 の68000お よ び これ らの セ カ ン ドソー ス機

を含 め て 、各 社 か ら16ビ ッ ト ・マ イ コ ンが発 表 され る よ う にな っ た(7-3-1図 、7-3-2図)。

これ らを使 用 した高 機 能 の パ ー ソナ ル ・コ ンピ ュー タも次 々 と発 表 され て い る。

8ビ ッ ト ・マ イ コ ンと比 べ て どん な利 点 が あ るの か 、疑 問 の 向 き も あ る。 た と え ば、 演算 速 度 は必

ず し も目 ざ ま しく速 くな るわ けで はな い 。 しか し、 パ ー ソナ ル ・コ ン ピ ュー タと して 使 う場 合 、番地

空 間 が大 き く とれ る ことか ら、 高位 言 語 に よ って 、 プロ グ ラム を割 合 気 楽 に書 くこ とが で きる。 高位

言 語 を使 っ て も、 メ モ リー容 量 をあ ま り気 に しな い で プ ロ グ ラ ミン グが で き るの で あ る。

い わ ゆ る ミニ コ ン ピュ ー タ は、 ご く最 近 ま で ほ とん どが12ビ ッ トか ら16ビ ッ トで あ った か ら、主 メ

モ リー や2次 メモ リー の物 理 的 容量 さえ許 され るな らば 、16ビ ッ ト ・マ イ コ ンに よ るパ ー ソナ ル ・コ
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7-3-1図
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7-3-2図

マ イ ク ロ プ ロセ ッサ

ー の速 度 の 変化

(MHz)

10

8

6

量 ・

ミ
ロ
"2

1

'70 ,72 ,74 '76 '78 '80 '82

(年)



282第7部 コ ンピ ュ ー タ をめ ぐる動 向

ン ピュ 一 夕 に よ って ミニ コ ン ピュ ー タ な み の プ ロ グ ラ ミ ン グが可 能 に な っ た。 しか も 現 在 の 多 くの

パ ー ソナ ル ・コ ン ピュ ー タ は、CRTデ ィス プ レイ を高 度 利 用 した シ ス テ ムに な って い るか ら、従 前

の ミニ コ ン ピュ ー タよ り ヒュ ーマ ン ・イ ンタ フ ェ ース が良 くで きて い て使 い や す い。 この へ ん は ハ ー

ドウ ェ アの 豊 富 な機 能 と そ れ を使 い こな す想 像 力 あふ れ た ソ フ トウ ェ ア との結 合 に よ る成 果 であ る。

ま た使 いや す さ を心 が け な い と、低 価 格 化 に見 合 うだ けの市 場 拡 大 が で きな い 。 こ う して16ビ ッ ト ・

マ イ コ ン は、 現 時点 に お け る コ ン ピュ ー タ大 衆 化 の先 兵 の 役 割 を果 た して い る 。

E32ビ ッ ト ・マ イ コ ン

4、8、16ビ ッ トと くれ ば 、次 は32ビ ッ トだ と い うの は素 朴 な発想 で あ る。素 朴 な だ け に技 術 側 の

進 歩 と して は必 然 性 が あ る 。 しか し32ビ ッ ト ・マ イ コ ンは 、単 なる延 長 線 上以 上 の意 義 を持 って い る 。

こ こに来 て初 め て マ イ コ ンが コ ン ビ ュー タ工 学 全 般 に と って も 、最 新鋭 の 技術 を導 入 、発 展 させ る よ

うに な っ て き たの で あ る 。

確 か に小 さ くて 安 い と い う量 的 な面 で はマ イ コ ンは優 れ て い たが 、 しか し質 的 な技 術 、 た とえ ば プ

ロ セ ッサ ーの 基 本 構造 や ソ フ トウ ェ アな どは 、マ イ コ ンだ か らと い って特 に新 しい こと は な く、 む し

ろ伝 統 的 な コ ン ピュー タ技 術 か らみれ ば、 マ イコ ンに使 わ れ て い る技術 上 の 概 念 は幼 稚 で さ え あ っ た。

何十 年 も前 の大 型 機 や 現在 普及 して い る ミニ コ ンのマ ネ ゴ トが 多 か っ たの で あ る。

と こ ろが 集積 度 が進 む につ れ 、 ま たCAD技 術 が発 達 す る につ れ 、 マ イ コ ン こそ 新 しい概 念 を使 っ

た 技術 上 の 冒険 が で き る場 に な っ て き たの で あ る 。 そ の ひ とつ の象 徴 が32ビ ッ ト ・マ イ コ ンで あ る。

た と え ば 、昨 年 発 表 され た イ ン テル のiAPX432(7-3-1図 、7-3=2図 参 照)が あ る。 こ

の 設 計 の基 本 は 、 と もか く高 集積 度 を利 用 して これ ま で に ない お も しろい も の を作 って み よ う、 と い

う と こ ろ に あ った 。種 々検 討 した結 果 、今 後 の マ イ コ ン ・シ ス テム はマ ル チ プ ロ セ ッサ ー を使 っ た並

列 分 散 処 理 が 主 流 に な る と い う予想 の もと に 、マ イ ク ロプ ロ セ ッサ ーの 基 本構 造 の 中 心 概 念 と して 、

オ ブ ジ ェ ク ト指 向 を据 え た。 オ ブ ジェ ク ト指 向概 念 は、1970年 代 に お け る前衛 的 な プ ロ グ ラ ム言語 の

中心 概 念 で あ っ た。 こう す る こ と に よ って相 当高 度 な 機能 を持 つ 、基 本 構 造 の設 計 の見 通 しが よ くな

り、 ま た プ ロ グ ラ ミング も しやす い もの に な っ た。 機 械命 令 の レベ ル は高 くな り、 それ らの 命 令 の解

釈 は フ ァー ム ウ ェ ア上 の マ イ ク ロ プロ グ ラ ムで 行 う。 ま たOSの 一 部 も チ ッ プ上 のROMに 作 って し

ま う。 こう して チ ップ上 に 占 め るROMの 面 積 が大 き くな る。

命 令 の レベ ル が 高 ま るか ら高 位 言 語 に 近 づ き、iAPX432は 結 果 的 にAdaマ シ ンに な っ た 。Ada

はや は りオ ブ ジ ェ ク ト指 向 タ イ プ の言 語 で あ る か ら、相 性 は よい わ け で あ る。 この よ う に432は 高 位

言 語 指 向 の マ イ コ ンの一 典 型 例 と な っ て い る。 同様 にベ ル研 究 所 が や は り昨年 発 表 したMAC32は プ

ロ グ ラ ミン グ言 語Cの マ シ ン とな って い る。

この よ うな機 械 命 令 の 高 位 化 に対 す る批 判 も あ る。 あ ま りに命令 を高 位化 す る と、 回 路 や マ イク ロ
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プロ グラ ミン グ にお い て誤 り(虫)が 生 じやす い し、 そ の場 合 の 修正 は き わ め て困 難 に な る。 それ に、

高 位 化 に よ って 果 た して効 率(速 度)が 良 くな るの か ど うか も不 明 で あ る 。 それ よ りは 、 で き るだ け

基 本 的 で か つ 単 純 な命 令 を持 つ よ う に して、 そ れ らの 命 令 を高 速 に実 行 す る よ うに 、豊 富 な ハ ー ド

ウェ ア資 源 を使 う こ と を工 夫 す べ き で あ る と い う意 見 が あ る。 高位 言 語 に対 処 す る に は 、 コ ンパ イ

ラー な どの ソ フ トウ ェ ア を良 くす べ きだ とい うの で あ る。 この 考 え方 の 代 表 例 と して 、 カ リフ ォル ニ

ア大 学 バ ー ク レイ校 が開 発 したRISCが あ る。 命 令 が単 純 で しか も種 類 が 少 な い か ら設 計 が容 易 で、

実 際RISC第1版 は1年 足 らず で設 計 ・試 作 を終 え て い る。 しか も、 大 量 の レジ ス タ ー群 を設 け る

な どの 工 夫 に よ りベ ンチ マ ー ク ・テ ス トで は好 成 績 を示 して い る。RISCはiAPX432と あ らゆ る面

で対 照 的 で あ り、両 者 は と も ど も今 後 のVLSIマ イ コ ンの あ るべ き方 向 を示 唆 して い る。 両 者 が か

く も違 った方 向 を持 っ て い る と い う こ と は、VLSIマ イ コ ンの設 計 に は大 きな 自 由度 が あ る こと を示

して い る こ と に ほか な らな い。 今 後 、 もっ と別 な発想 の ものが 出 る こと さえ あ り得 る。

た だ 、両 者 に共 通 す る もの もあ る。VLSI時 代 に入 って 、1チ ップに何 十 万 素 子 を戴 せ られ るか ら

とい っ て 、 それ らが ラ ンダ ム ・ロ ジ ッ クで組 まれ る よ うな こと はな い 。設 計 が困 難 だ か らで あ る。 そ

こで 、 この よ うな豊 富 な 素子 を規 則 的 に用 い る方策 が 必 ず 必 要 と な る。iApx432で は そ れ が主 と し

てROMの 形 で使 わ れ 、RISCの 場 合 に は レジス ター群 やパ イ プ ラ イ ン構 造 な どの規 則 的 な配 列 に使

わ れ て い る。素 子 数 が豊 富 に な りす ぎて 、 も はや 人 間 の設 計 能 力 を超 え よ う と して い る の で あ る。 こ

うい っ た規 則性 の観 点 か ら、 従 来 の コ ンピ ュー タに は み られ な い 、新 奇 な アー キ テ ク チ ュ アが 考案 さ

れつ つ ある 。 そ れ を次 に述 べ よ う。

FVLSI向 き新 ア ーキテ クチ ュア

"ア ー キ テ クチ ュ ア"と い う語 は
、狭 い意 味 に はハ ー ドウェ ア の ソ フ トウ ェア に対 す る接 面 、つ ま

り機械 命 令 群 を指 す が 、 こ こで はハ ー ドウェ アの 基 本 構造 とい うほ どの 意 味 に用 い る こ とに す る。

繰 り返 し構 造 を持 つ もの の提 案 はい くつか あ るが 、 そ の典 型 例 は カー ネ ギ ー メ ロ ン大 学 のKungら

に よ る シス トリ ック ・ア レイ(Systohcarrays)で あ ろ う。 シス トリ ック と は心 臓 の鼓 動 で 、波 が伝

わ る よ うに計 算 す る こ と を想 定 す る。 た とえ ば プ ロセ ッサ ー を蜂 の 巣 状 に並 べ 、各 プ ロセ ッサ ー は隣

接 した プロ セ ッサ ーか ら送 られ た デ ー タ を入 力 に して 、 あ る処 理(計 算)を ほ ど こ し、 出 力 を別 の 隣

接 プロ セ ッサ ー に送 る。 こう して刻 々 と計算 をす す め る。 ア レイの 形 状 に は こ の ほか さま ざまの もの

が考 え られ 、 目的 とす る計 算 に合 わ せ た もの が 工 夫 され る 。

Kungら は シス トリ ック ・ア レイ に必要 な 同期 の問 題 を解 決 す る ため 、最 近 で は波 面 ア レイ方 式 を

提 案 してい る。 これ は プ ロ セ ッサ ー ・ア レイの 上 を波 が伝 わ るの と同 じ原 理 で計 算 を進 行 させ よ う と

い う もの で あ る。

MITのDennisら に よ る デー タ ・フロ ー計 算 機 は、 並 列 処 理 を最大 限発 揮 す る 目的 で提 案 され たが 、
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繰 り返 し構 造 を持 たせ る ア ーキ クチ ュ ア と して、VLSI時 代 に注 目す ぺ き もの で あ ろ う。

この ほか 、 カ リ フ ォル ニ ア大 学 バ ー ク レ イ校 のX-tree構 造 や カ ル テ ックの ツ リー ・マ シ ンな ど、

本 構 造 の マ ル チ プ ロ セ ッサ ー ・シス テ ム の 提 案 も あ る。 これ ら も チ ッ プ上 にで き る だ け 多 くの プ ロ

セ ッサ ー を繰 り返 し形 状 で配 置 し、豊 富 な素 子 を有効 利 用 す る と い う立場 か らみ る こ とが で き る。

わ が 国 で は1981年 度 か ら本 格 的 に始 め られ た 、第5世 代 コ ン ピュ ー タ ・プ ロ ジ ェ ク トが 名 高 い。 こ

れ もVLSI時 代 に お い て 、非 伝 統 的 な コ ン ピュ ー タの実 現 に挑戦 す る もの と してみ る こ と もで き る。

G専 用チ ップ

マ イ コ ン時 代 に な っ てか ら、 シス テ ム を構 成 す る各 種 の 専 用 チ ップが 、多 く作 られ る よう に な った 。

ユ ーザ ー は これ らを適 宜 組 み合 わ せ て 目的 に合 っ た シス テ ムを作 る こ とが で き る。

シ ス トリ ック ・ア レイ な ど も専 用 マ シ ンの ひ とつ で あ る。CADや 製 造 技術 の進 展 に よ っ て、 チ ッ

プが 割 合 容 易 に作 成 で き る よ うに な る と 、 さ らに種 々 の専 用 チ ップが作 られ る だ ろ う。 た と え ば ソー

テ ィ ング だ と か文 字 列 照 合 、FFTな どが 考 え られ て い る。 こう な る と比 較 的 利 用 頻 度 の 高 い ソ フ ト

ウ ェ ア ・モ ジュ ー ル は チ ップ化 の対 象 に な る。

最 近 特 に 注 目 され て い る専 用 チ ッ プに 、 デ ィ ジ タル 信 号 処 理器(DSP)が あ る 。 この 用 途 は音 声

分 析 を は じめ 広 い範 囲 に わ た って い る。 た とえ ば穏 和 の計 算 が高 速 に行 え るか ら、 こ うい う チ ップの

出現 に よ って 、 ま す ます マ イ コ ンの応 用 分 野 が拡 大 す る こ とに な ろ う。

3ソ フ トウ ェ アの動 向

マ イ コ ンの 応用 を大 別 す れ ば 、① 機 器 埋 め 込 み型 と② パ ー ソナ ル ・コ ン ピュー タ とに分 け られ る。

① の機 器 埋 め 込 み タ イ プの もの で は 、従 前 か ら存 在 す る機 器 の高 機 能 化 を め ざ して マ イ コ ンを埋 め 込

ん だ もの と、 ワー ドプ ロセ ッサ ー の よ う なマ イ コ ン利 用 の 新 しい機 器 とが あ る。② のパ ー ソ ナル ・コ

ン ピュ ー タ も、 ホ ビー用 の もの と ビジ ネ ス用 の もの と に分 け られ よ う。 この ほか 、 マ イ コ ンを複 数個

用 い て中 大 型 コ ン ピュ ー タ に仕 立 て た応 用 も あ る。 マ イ コ ンの応 用 は この よ う に多種 多様 で あ り、応

用 ご と に ソ フ トウェ ア も変 わ って くる。 したが って マ イ コ ンの ソ フ トウェ ア を一概 に論 じる こ と はで

き な い。

機 器 埋 め込 み タ イ プの場 合 、 それ ほど大 き な プ ロ グ ラム が載 せ られ るわ けで もな く、 また 、 プ ロ グ

ラマ ー もか な りの 専 門 家 で あ る。 そ こで 、 プ ロ グ ラ ム言語 は アセ ンブ ラー や機 械 語 が 用 い られ る こと

が 多 い 。 開発 の ため の ツー ル も 、単 な る ソフ トウ ェ ア ・ツー ルで は な く、 ハ ー ドウ ェ アが らみ の機 能

を持 つ ロジ ック ・アナ ラ イザ ー や シ ス テ ック ・ア ナ ラ イザ ーが 重 要 と な る。

一 方 、パ ー ソ ナル ・コ ン ピュ ー タの 場 合 に は、 まず 何 よ りも、 わ か りやす い こと が第 一 で あ る。特
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に ビジ ネ ス ・ユ ー ス が今 後 増 大 す る と思 わ れ るが 、 そ の場 合 、 一 般 の オ フ ィス ・ワー カー が プ ロ グ ラ

ム す る こ とに な る。 こ の と き分 か り やす い言 語 と 、 ソ フ トウ ェ ア開 発 の バ ック ア ップ を す る ソ フ ト

ウェ ア ・ツー ル が重 要 と な る。

この よ う にマ イク ロ コ ン ピュー タ向 け の ソ フ トウェ ア と言 っ て も、 そ の カバ ーす る範 囲 は一 般 コ ン

ピュ ー タな み に広 く、 ま た一 般 コ ン ピュ ー タ向 けの ソ フ トウ ェ ア と重 複 す る もの もか な りあ る。

しか し全 般 的 に言 え る こ と は、近 年 マ イ コ ン向 け の ソ フ トウ ェア が 急膨 張 して お り、 い ずれ 一 般 コ

ンピ ュ ー タ向 け な み に近 づ くで あ ろ う。 これ は言 うま で も な く、 ハ ー ドウ ェ アの 高性 能 化 の裏 づ けが

あ るか らで ある 。 さ らにハ ー ドウ ェア の低 価 格 化 に よ っ て 、 ソ フ トの 開発 が しやす い 。 しか もハ ー ド

ウェ ア所 有 者 が 多 い た め 、良 い ソ フ トな らば コ ピー が大 量 に売 れ て 、 そ の結 果 一 点一 点 を安 く販 売 で

き る と い う メ リッ トもあ る。 た と え ば ベ ル研 で 開 発 したOSのUNIXで は 、 ミニ コ ン向 けの もの に

比 べ て 、マ イ コ ン向 け の もの は桁 ちが い に安 い 。 ま た 、ハ ー ドウ ェア所 有 者 が 多 い とい う こ と は、 そ

れ だ け ソ フ トの 開発 者 の 層 が 厚 くな る こ と で もあ る か ら、 流 通 さえ うま くい くな らば 、利 用 可 能 な ソ

フ トの 種 類 が豊 富 に な る。 利 用可 能 な ソ フ トが増 え れ ば、 それ を土 台 に さ らに新 しい ソ フ トが作 られ

る 、 と い った具 合 に 、ポ ジ テ ィブ ・フ ィー ドバ ック が働 くこ と さえ あ り得 る。 こ う してマ イ コ ン ・ソ

フ トは、 今後 よ りい っ そ う隆 盛 に な る だ ろ う。

以 下 で は 各種 の もの につ いて よ り詳 しくみ て い くこ と に しよ う。

Aプ ログラム言語

パ ー ソナ ル ・コ ン ピュ ー タ用 の 高 位 言 語 と して はBASICが 最 もポ ピュ ラ ーで あ る 。言 語 体 系 が単

純 で あ るか ら、言 語 プ ロ セ ッサ ー が作 成 しや す い こ と と、 ユ ー ザ ー が習 得 しや す い ことが そ の主 な理

由 で あ ろ う。 この ほか 、FORTRANやPascal,COBOLな ど が利 用 され て い る。FORTHも 最 近 よ

く使 わ れ 出 した。

新 しい言 語 で はCが 注 目 さ れ て い る 。特 に制 御 用 プ ロ グ ラム や シス テム ・プ ロ グ ラム で はUNIX

導 入 に伴 って利 用 率 が 高 ま って い くと予 想 され る 。

制 御 用 プ ロ グ ラ ムの た め に はPL/M系 の 言 語 も割 合 よ く使 われ て い る 。Cと 同様 に効 率 の よ い

オ ブ ジ ェ ク トが得 られ やす いか らで あ ろ う。

ADAは 実 動 す る もの が い くつ か 出 は じめ よ う。 この 言 葉 は機 器 埋 め込 み タ イ プの もの に も対 処 で

き る仕 様 にな っ て い て 、高 位 言語 と して は多 くの点 で新 しい機 能 を持 っ て い る。 問題 は実 動 時 の 効率

(メ モ リー量 と速 度)で あ る。Ada言 語 に対 して は今 の と ころ 、賛 否両 論 が と な え られ て い るが 、

良 し悪 しは と も か く、マ イ コ ンの世 界 に大 きな イ ンパ ク トを与 える こと は間 違 い な い だ ろ う。

高 性 能 パ ー ソ ナ ル ・コ ン ピュー タ向 け と して は 、LISPやPrologな ど人 工 知 能 向 き 言語 も使 え る

もの が ある し、 ま たSmalltalkの よ う な一 風 か わ っ た言 語 も利 用 で きる。
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以 上 に触 れ た もの はPL/M以 外 す べ て 、一 般 コ ン ピュ ー タ向 けの言 語 か らの借 り物 で あ り、特 に

マ イ コ ン向 け に設 計 され たわ け で は な い。 しか し、 この よ うに み て くる と 、効 率 は と もか く主 な 一 般

コ ンピ ュー タ用 言 語 の 大半 が 、 す で にマ イ コ ンで利 用 で き るよ う にな って い る こ とが わ か る。

パ ー ソナ ル ・コ ン ピュー タに よっ て初 め て出現 した言 語 が 、現 在 大 流行 しつ つ あ るい わ ゆ る簡 易 言

語 で あ る。

簡 易 言 語 は数 多 くあ る が 、大 別 す れ ばPIPS流 の コ マ ン ド言 語 とVISICALC流 の表 言語 に分 類 で

き る。 とい う よ りも 、簡 易 言 語 の 大半 は その ど ち らか の修 正 版 か 、 あ るい は単 に名 前 が 異 な る だ けの

もの で あ る。 もち ろ ん今 後 、 よ りす ぐれ た簡 易 言語 が作 られ る可 能 性 は大 い に あ る。

非 常 に興 味深 い こと は 、PIPSに して もVISICALCに して も コ ン ピュ ー タの 専 門家 が作 り出 した

の で は な い 、 とい う こと で あ る。 世 界 中 に は 多 くの コ ン ピュー タの研 究 者 や技 術者 が い る。 に も かか

わ らず 、 パ ー ソ ナ ル ・コ ン ピュ ー タの ユ ー ザ ー に これ ほ ど まで 受 けて い る簡 易 言語 を 生 み 出 し得 な

か った 。 こ こ に、 マ イコ ンが コ ン ピ ュー タの世 界 を大 き く変 え る兆 しをみ る こ とが で き る。
■

Bオ ペ レーテ ィング ・システ ム

マ イ コ ンのOSと い え ば、CP/Mが 最 も有 名 で あ る。CP/Mは ミニ コ ン、 特 にPDP/11のOSの

マ イ コ ン版 と して み る こ と が で き る。 現 在 の 多 くの パ ー ソ ナ ル ・コ ン ピュ ー タで はCP/M系 統 の

OSが 組 み込 まれ て い る 。

しか し、 や は り ミニ コ ン用 に 開 発 され たUNIXに 対 す る ユ ーザ ーの 関 心 も強 い。 特 に シ ス テ ム組

み 込 み機 の場 合 に は 、CP/Mで は物 足 りな い点 が 多 く、 それ をUNIXは あ る程 度 カバ ー して くれ る 。

特 に今後16ビ ッ ト ・マ イ コンの 普 及 につ れ て 、UNIXの 使 用 率 も増 加 す る こ とが予 想 され る。

CP/M系 に しろ、UNIX系 に しろ、OSが メー カー以 外 で作 られ市 販 さ れ る と い う現 象 は、 マ イ コ

ンの 世 界 固有 の もの で あ る。 一 般 の コ ン ピュ ー タ で は応用 プ ロ グ ラム をユ ーザ ー が 開発 して市販 され

る こ と は多 いが 、OSで はま ず例 が な い 。 ま た、 シス テム埋 め込 み機 の場 合 は ユ ーザ ーが 、 自社 で独

自 にOSを 開 発 す る例 も きわ め て 多 い 。

同 じOSと は言 っ て も、一 般 コ ン ピュ ー タのOSと マ イ コ ンのOSと で は規 模 が ま っ た く異 な り、

マ イ コ ンのOSは き わ め て小 さ く、 したが って 開発 も しやす くポ ー タ ビ リテ ィも比 較 的 良 い。 しか し、

そ うい う小 規 模 のOSで も十 分役 立 つ し、 しか も ヒュ ーマ ン ・イ ン タフ ェ ー スの 点 で はむ しろ優 れ て

い る とい う利 点 さ え あ る。 こ うい っ た意 味 で 、 マ イ コ ンのOSは 、 一般 コ ン ピュ ー タのOSに 対 す る

あ る種 の見 直 しを迫 って い る と も考 え られ よ う。

Cプ ログラミング支援システム

マ イ コ ンに限 らず 、一 般 に コ ン ピ ュー タの ソ フ トウ ェア は次 第 に 、 プ ロ グ ラ ミング支 援 シス テ ム に
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統 合 化 され よ う と して い る。 ど うい う こと か と言 う と、OSや プ ロ グ ラ ミング言 語 に分 化 され ず 、 両

者 の機 能 が一 体 化 され よ う と して い る。 た とえ ば 、 プ ロ グ ラ ミン グ言 語 を使 用 して プ ロ グ ラ ム して い

る最 中 に、 コー デ ィン グの 一 部 を 直 した い と思 え ば、 言 語 の セ ッ シ ョ ンか ら一 度 出 て、 エ デ ィ ター を

呼 び出 して修 正 す るの が従 来 の や り方 で あ っ たが 、最 近 の パ ー ソ ナ ル ・コ ン ピュ ー タ で は、 プロ グラ

ム作成 中 に 、言 語 プ ロセ ッサ ー 自体 が も って い るエ デ ィター機 能 を使 う こ とが で き る。 これ は何 もエ

デ ィ ター に限 らな い 。 プ ロ グ ラ ムの 中 でOSの コマ ン ドを呼 び 出 した りす る こ と も した くな る。

リ コ

この よう に、 プロ グラ ミ ング支 援 シス テ ム と して ソ フ トウェ アの 統 合 化 が進 む こ とに よっ て
、 ど こ

ま で が言 語 機 能 で ど こか らがOS機 能 な の か 、判 然 と しな くな る。 これ は ユ ーザ ーか ら見 れ ば あ りが

た い こ とで 、 な ぜ今 ま で そ う な らな か っ たの か 、不 思 議 な くらい で あ る 。

最 近 特 に注 目 され る プ ロ グ ラ ミ ン グ ・シス テ ム は 、 コー ネ ル 大 学 のTitlemanら が 作 っ た コー ネ

ル ・プ ロ グ ラ ム ・シ ン セ サ イザ ー(CPS)で あ ろ う。 ユ ーザ ー が 何 か を キー イ ンす る と
、 コ ン

ピュ ー タは そ の情 報 を最 大 限利 用 す る。 たと え ば 、

IF

と キー イ ンすれ ば、

IF_THEN_

▲ELSE
-・

と表 示 され、 カー ソル は▲ の と ころ に来 て キ ー入 力 を待 つ 。

これ だ けで はな い 。ユ ーザ ーが す で に入 力 した分 の プロ グ ラ ムの 走 行 可 能 な と こ ろ は、 コ ンビ ュー.

タは絶 え ず走 行 して しま う。 走 行不 可能 な らばそ こで待 つ 、 した が って 、走 行 で きた と こ ろ で実 行 時

の エ ラーが 出 れ ば 、 それ が 出 力 され指 摘 され る。修 正 は も ち ろん 、 い ちい ちエ デ ィ ター を呼 び出 す必

要 は な い。 カ ー ソ ルが 誤 りの と ころ に来 て い るか ら、 そ こ を修正 す れ ば よ い。

こ う い った ユ ーザ ーへ の 思 い や りあふ れ る シス テ ム が 、今 後 のパ ー ソナ ル ・コ ン ピュ ー タの 主流 に

な る だ ろ う。

〈

4今 後 はどうなるか

現状 の技 術 動 向 をか け足 で み て き たが 、 マ イ コ ン は これ か らど う な って い くだ ろ うか 。

埋 め込 み タ イ プの もρ は シ ン グル チ ップ化 が ます ます進 み 、装 置 の 小 型化 と イ ン テ リジ ェ ン ト化 に

貢献 す る だろ う。'

こ の場 合 の最 大 の問 題 は、 この種 の シス テム の 開発 エ ンジニ ア で あ る
。埋 め込 み型 マ イ ゴ ン は世 の

中 の あ ら ゆる装 置 に組 み 込 まれ る だ ろ うが 、 エ ンジ ニ ア の質 、量 と もに不 足 して い る と言 わ ざ るを得

な い。 設計 ミス は場 合 に よっ て は人 命 に もか か わ る だ け に、社 会 に と っ て も看 過 で き ない 問題 で あ る。
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一 方 、 パ ー ソナ ル ・コ ン ピュ ー タ は今 後 ま す ます 高機 能 化 、低 価格 化 が進 む であ ろ う。特 に ヒュ ー

マ ン ・イ ン タ フ ェー ス の 進 歩 が 、 これ か らの見 ど こ ろ で あ る 。 ヒュ ー マ ン ・イ ン タフ ェー ス は2面

あ っ て 、 ひ とっ は音 声 や文 字認 識 とい っ た入 出 力 メ デ ィア に 関 す る もの で あ り、 も う ひ とつ は前述 し

た よ う な、 優 れ た プ ロ グ ラ ミン グ ・シス テ ムの 面 で あ る。 ふ つ うはパ タ ー ン認 識 の 方 が わか りや す い

せ い か 、 そ ち らの み が 注 目 さ れ が ち だが 、実 際 に は後 者 の 仕 組 み が非 常 に重 要 で 、 この 出来 、不 出 来

に よ って ソ フ トの 生 産 性 が大 き く影 響 され よ う。 この場 合 グ ラ フ ィ ッ ク ・デ ィス プ レ イや擬 音 の活 用

が 有 効 な の は言 う まで もな い 。

さ らに長 期 的 に見 る な ら ば、 数百 以上 の プ ロセ ッサ ー ・ユ ニ ッ トを持 つ マ イコ ン ・シス テ ム も出現

し よ う。高 速 演算 に対 す る需 要 は さま ざま な分 野 で あ り、 そ れ に応 え て い く には並 列 分 散処 理 方 式 し

か な い か らで あ る。

この よ うに ニ ー ズが シー ズ を呼 び 、 シー ズ が別 のニ ー ズ を掘 り起 こ して 、最 初 に述 べ た新 しい創 造

物 が出 現 す る こと に な ろ う。

〈引 用文 献 〉

(1)日 本電 子 工 業 振 興 協 会 「マ イ ク ロ コ ン ピュ ー タ に関 す る調 査 報 告 書 」P1～45お よ びP1--47

1982。



第4章 ソフ トウェアの法的保護289

第4章 ソフトウェアの法的保護

1法 的保護に関する調査研究の必要性

ア ンバ ン ドリン グの浸 透 に伴 って 、 ソフ トウ ェ ア 自体 が 、 それ 自体 と して の社 会経 済的 価 値 を持 ち

は じめ 、 かつ 情 報 化 の進 展 に伴 う ソ フ トウ ェ ア投 資 の 著 しい増 大 が もた らす 、 ソ フ トウェ ア市 場 の 拡

大 化 の な か で、 ソ フ トウ ェ アが 法 的存 在 と して その 保 護 が得 られ な けれ ば 、市 場 秩序 の混 乱 は必 至 で

あ り、 ソ フ トウェ ア の よ う な知 的産 物 の開 発 に対 す る社 会 的 エ ネル ギ ー を失 う こ とに な る で あ ろ う。

わ が 国 で は 、 「当 面 現 行 の 著 作権 法 が 、 ソ フ トウ ェ アの 侵害 に対 す る抑 止 力 と しての機 能 を十分 に

持 っ て い る と いえ る か ど うか は別 と して も 、必 要 な程 度 に お いて 果 た して い る もの と認 識 して さ しつ

か え な い の で はな か ろ う か」 とい う、 き わ めて 楽 観 的 な見 解 が あ るが 、 わが 国 で 、 ソ フ トウ ェ アに 関

す る訴 訟 事 案 が表 面 化 しな いの は 、 も っ ぱ ら 日本 的腹 芸 や取 引 者 間 の産 業 力 格差 に よ る遠 慮 、 ある い

は忍 耐 な どに よる もので あ って 、著 作 権 法 に よ る抑 止 力 に よ る もの と は考 え られ な い 。

パ ー ソナ ル ・ソフ トウ ェ ア関係 で は 、す で に、 い わ ゆ る海 賊 版 の横 行 が 表 面 化 して お り、 何件 か は

訴 訟 事 案 と して 争 わ れ て い る。 しか しなが ら、 業界 は もと よ り学 界 、法 曹 会 、裁 判 所 を通 じて 、 ソ フ

トウ ェ ア事 件 に対 応 す る だ けの必 要 な調 査 研究 が蓄 積 され て い る の か ど うか 、 き わ め て疑 問 で あ る と

言 わ さ る をえ な い で あ ろ う。

ソ フ トウ ェア の法 的 保 護 に 関 す る法 理 論 の研 究 が いか にす す め られ た と して も、争 いが 生 じた場 合 、

それ が 結 果 を具 現 す るの は訴訟 を通 じて で あ る こと を考 えれ ば、 ソ フ トウ ェア の よ う な新 しい技 術 を

内容 とす る知 的所 産 に対 して 、現 在 の 裁判 所 機 能 は十 分 で あ ろ うか。 最 近 に お け るパ ー ソナ ル ・ソ フ

トウ ェ ア関係 の訴 訟 経過 をみ る限 り、不 安 感 を持 た ざ る を得 な い。

取 引 関係 の 当事 者 で あ る業 界 は 、法 理論 研 究 の いか ん にか か わ らず、 たと え第 三 者 に対 す る対 抗 要

件 は欠 く と して も 、契約 に よる保 護 に よ って 、最 小 限 の 防 御措 置 を講 じるべ き で あ る。 この た め 、 ソ

フ トウ ェア契 約 に関 す る 関心 と研 究 を高 め る こ とが 必 要 で あ る 。

さ もな け れ ば 、一度 国 際社 会 に 立 っ た場 合 、 その 甘 さを露 呈 す る こ とに な るで あろ う。
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2ソ フ トウェアの法的保護手段

わが 国 の現 行 法 上 で 、 ソ フ トウェ ア を保 護 す る法 的手 段 は 、次 の もの が考 え られ る。

(1)著 作 権 に よる ソ フ トウ ェア の保 護

(2)特 許権 に よる ソ フ トウ ェア の保 護

(3)ト レー ド ・シー ク レ ッ トと しての ソ フ トウェ アの 保護

(4)契 約 に よ る ソ フ トウ ェ アの保 護

(5)不 法行 為 そ の他 の 民 事 法 、刑 事 法 に よる ソ フ トウ ェア の保 護

(6)独 禁 法 、不 正 競 争 防 止 法 に よ る ソ フ トウ ェ アの 保 護

ソ フ トウ ェ アは 、人 間 の 知 的 創作 物 で ある か ら、 それ は無 体 財 産 で ある 。有 体物 につ い ては 、 そ の

支 配 権 と して所 有 権(民 法 第85条 、 第206条)が あ るが 、 無 体 財 産 で ある ソフ トウ ェ アに つ い て は 、

厳 密 な意 味 で は所 有 権 概 念 に な じま ない こと は 明 らか で あ る 。 それ で は無 体 財 産 に対 す る支配 権 は な

にか 。 そ れ は無 体 財 産 権 で あ る 。

_{ll竺{雛鞭
以 上 の う ち、 ソ フ トウェ アの 法 的保 護 につ い て 、 国際 的 に も議 論 の 対象 とな るの は 、 も ち ろん 著作

権 と特 許 権 で あ る。 も っと も ソ フ トウェ ア は、 な ん らか の 記 録 メデ ィア(磁 気 テー プ、 デ ィス ク等)

に化 体 して存 在 す る場 合 が 多 い の で 、 ソ フ トウェ ア その もの とい うよ り有体 物 であ る記 録 媒 体 との 関

連 で 、有 体物 を対 象 と した法律 関係 に よ り、 間接 的 に ソ フ トウ ェア を保 護 し得 る場 合 も考 え られ 、 ま

た 、 ア イ デア 、 ノ ウハ ウ と い う観点 か らそれ ぞ れの 関 係 法規 との 関連 も考 え られ よ う。

こ こで は 、当 然 著 作 権 に よる保 護 か ら、 その 概 況 を考 察 す る こ と とす る。

3著 作権 による保護

著作権には、著作財産権と著作人格権がある。わが国の著作権法上認められている著作財産権をそ

の内容によって整理すると、次ページ上表のとおりである。

著作者人格権は、著作者がその著作物に対 して有する人格的利益を保護する権利であって、具体的

には公表権(第18条)、 氏名表示権(第19条)、 同一性保持権(第20条)、 名誉権(第113条 第2項)な

どがある。
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著作権

①複製権(第21条)

②展示権(第25条)

③著作隣接権

上演権(第22条)

演奏権(第22条)
'放送権(第23条)

有線放送権(第23条)

口述権(第24条)

映画の上映権、領布権(第26条)

④二次的著作権

醗訳権

編曲権

変形権

脚色権

映画化権

餓案権

い ず れ に して も、 ソ フ トウ ェ アが著 作 権 に よ って 保護 され う るか ど うか は、 基本 的 に ソ フ トウ ェア

が著 作 権 法 に定 め る 「著作 物」 に該 当 す るか 否 か の 問題 で あ る。

著 作 権 法 に よれ ば 、 「著 作 物 」 と は思想 ま た は感 情 を創 作 的 に表 現 した もの で あ って 、文 芸 、学 術 、

美 術 、 また は音 楽 の範 囲 に属 す る もの で あ る(著 作 権 法 第2条 第1項 第1号)。

さ らに、 そ れ らは著 作 者 の 内心 に と ど ま って い る状 態 の もの で は な く して、文 字 、記 号 、 図 形 な ど

に よ って外 部 に表 現 され て い る もの でな くて は な らな い ので あ る 。

以 上 の 「著 作 物 」 要件 を ソフ トウ ェ ア にあ て は め て考 え た場合 、 ソ フ トウェ ア た とえ ば シス テ ム設

計 書 、 フ ロー チ ャー ト、 コ ン ピュ ー タ ・プ ロ グ ラム解 説 書 等 が 、著 作 権 法 に定 め る 「著作 物」 に該 当

す るか 否 か は 、法 文 上 の 直接 的 な明 文 が あ る わ け で は な いが 、少 な く と も関連 資 料 類 は、 文書 化 、図

式化 され て い る場 合 が 多 く、該 当 性 を持 つ こ と は ほ とん ど疑 問 の余 地 はな い。 これ らに つ い て は 、一

般 的 に学 説 お よ び法律 実 務 にお いて異 論 を み な い と こ ろで あ る。 した が っ て問 題 は、 コ ン ピュ ー タ ・

プロ グラ ムが 「著 作 物 性 」 を も って い るか ど うか で あ る 。

コ ン ピュー タ ・プロ グ ラ ムに は、人 間 の理 解 しう る言 語 で書 か れ て い る ソ ース ・プロ グ ラ ム と機 械

言語 で表 現 され て い る オ ブ ジ ェ ク ト ・プ ロ グ ラ ムが あ る 。 ソ ース ・プ ロ グ ラム につ い て は 、 プ ロ グ ラ

ム関 連 資 料 の 場 合 と同様 に、 そ の 「著 作 物 性」 は比 較 的 容 易 に認 め られ るが 、 オ ブ ジ ェ ク ト ・プ ロ グ

ラム は 「マ シ ン形 式 の プ ロ グ ラム」 と か 「マ シ ン ・リー ダブル ・プロ グ ラ ム」 と呼 ば れ、 わが 国 で は、

ソ ー ス ・プ ロ グ ラム と ちが って 、 そ の 「著 作 物 性」'を認 め な いの が一 般 で ある 。 す な わ ち 、 ソー ス ・

プ ロ グ ラム に 「著 作 物 性」 が あ っ て も オ ブ ジェ ク ト・プ ロ グ ラム は、 ソー ス ・プ ロ グ ラ ムの複 製 に す

ぎ な いの で あ っ て 、オ ブジ ェ ク ト ・プ ロ グ ラム に は 、表 現 上 の創 造 性 が 加 味 さ れ て い ない の で 、独 立
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の 著作 物 と は言 い え ない 。 した が って 、 そ の上 に著作 権 は成 立 しえ ない と い うの で あ る 。

ソ フ トウ ェア の完 全 な保 護 を著作 権 の み に期 待 す る こと はで きな い と して も、 ソ フ トウ ェア に相 応

した新 しい権利 の設 定 が な い限 り、現 行 法 制 の も とで は 、著 作権 に よる保 護 が有 力 な保 護手 段 で あ る

こ と に変 わ りはな い と考 え られ る。

ROMお よび マ イ ク ロ プ ロ グ ラ ムの 問 題 、 ドキ ュ メ ンテ ー シ ョ ン と プ ロ グ ラ ム の 関係 、 プ ロ グ ラ

ム ・ジ ェ ネ レー タ ーの ア ウ トプ ッ トと して の プ ロ グ ラ ム、 あ る い は デ ィス プ レイ上 に表 示 され た プロ

グ ラム の問 題 、 さ ら に は通信 回線 に よ り伝 達 さ れ た プ ロ グ ラム等 々、著 作 権 との 関連 につ いて検 討 す

べ き課 題 は 多 い が 、 それ らに あ た って 、 著作 権 に よ る保 護 に 関 す る ア メ リカ の動 向 を見 逃 す こ と はで

きな い と考 え られ る。

ア メ リ カで は 、1955年 頃 か ら プロ グ ラ ム に著作 権 法 上 の 保護 を与 え るた め 、種 々努 力 が な され たが 、

立 法 に は至 らな か った 。 そ こ で、1974年 、 コ ン ピュ ー タ と結 合 して使 用 され る著 作 物(プ ログ ラ ム お

よ び 関連 資 料)の 複 製 、使 用 お よび コ ン ピ ュー タ を利 用 して創 作 され る著 作 物 問題 を検 討 す る た め

「新 規 技 術 を利 用 した著 作 物 の 使 用 に 関 す る 国家 委 員 会(TheNationalCommissionOnNewTech・

nologicalUsesofCopyrightedWorks-CONTU)が 設 置 され 、 活動 を 開始 した の が1975年10月17日

で あ る。1976年 に は 、著 作権 法改 正 案 が上 ・下 両 院 を通過 し、10月19日 大 統 領 の署 名 を得 て、 同 法 改

正 法成 立 の運 び と な っ た。 プ ログ ラ ム と関連 す る改 正 の重 要 点 は 、次 の通 りで あ る。

(1)著 作 物(LiteraryWorks)の 定 義 を次 の よ う に改 正 した。

「著 作 物 とは 、 … …言 語 、 数 字 、 その 他 言語 的 も しく は数学 的記 号 に よ り表 現 され て い る著 作 物 を

言 い 、 そ れ らが 化 体 され て い る有 形 的 な 存 在 形 式 は、書 籍 、雑 誌 、原 稿 、 レコ ー ド、 フ ィル ム 、

テ ー プ、 デ ィス ク、 カ ー ドな どそ の有 形 物 の性 質 を問 わ な い」

上 記 の 定 義 か ら、 プ ログ ラム が著作 権 の対 象 とな る こと は 、ほ ぼ明 らか で ある 。

(2)「 コ ピー」(創 作 の宿 り得 る有 形 物 、Copies)を 次の よ う に定義 して い る。

「コ ピー と は 、現 在 も しくは将 来 開 発 され る な ん らか の 方 法 に よ って 、作 品 が 固定 され る有 形 物 で

あ って 、 そ の有 形 物 か ら作 品 が 直接 に、 また は機 械 も しく は装 置 を利 用 す る こ と に よっ て 、認 識 、

再 製 、伝 達 され る も の を い う」

以 上 の 定 義 に よ って 、 プ ロ グ ラム は 、機 械 が 読 み取 りう る メデ ィア の形 式 に お い て も、 著作 物 性 を

有 す る こ と を明確 に した 。

(3)改 正 法 は 、 プ ロ グ ラム の 著 作権 者 に 対 して 、 「機 械 の 読 み 取 りう る形 式 」 で その 著作 物 を複 製 す

る排 他 的 な権 利 を認 め 、 次 の よ うに規 定 した 。

「本章 の規 定 は 、情 報 を貯 蔵 、処 理 、 検 索 、 も しく は移動 し うる 自動 シス テ ム、 ま た は これ に類 似

す る装 置 、機 械 、 も し くは工 程 と と も に使 用 され る著 作 物 の著 作 権 者 に対 して、 ほか の 著作 権 者 が

本 法 に お いて 与 え られ る権 利 よ り も強 い権 利 を与 え られ る もの で は ない と同 時 に 、そ れ よ りも弱 い
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権 利 しか与 え な い と い う もの で は な い」

以 上 の よ うな規 定 は 、 直接 的 な表 現 で は ない が 、 よ り明 白 に、 プロ グラ ムが 著作 権 の 対 象 とな り う

る こと、 お よび そ の プ ロ グ ラム が コ ン ピュー タ も し くは そ の周辺 機 器 に読 み込 まれ た状 態 に おい て も、

著 作 物 た り うる こ と を規 定 した もの と い え よ う。

CONTUは さ ら に 、1978年7月31日 、 そ の フ ァイ ナ ル ・レポ ー トを発 表 し、 プロ グ ラ ムの 保 護 に

関 し、7つ の勧 告 を行 って い る が 、 その 第3勧 告 で 、著 作 権 法 の なか に、 プロ グラ ム を著 作物 と して

明 白 に規 定 す る こ と を提案 して い る。1976年 の改 正 で、 プ ロ グラ ムが 著作 物 た りう る こ とは か な り明

白 にな っ たが 、CONTUは 、 さ ら に直接 的 な規 定 を求 め た の で あ る。

この勧 告 内 容 は、全 面的 に受 け入 れ られ 、1980年 の 改 正 で は 、 コ ン ピュ ー タ ・プ ロ グ ラム を次 の よ

うに定 義 し、 連邦 著作 権 法 第101条 に これ を追 加 規 定 した。

「コ ンピ ュ ー タ ・プ ログ ラ ム と は、 あ る結 果 を得 るた め に 、直 接 ま た は間 接 に コ ン ピュ ー タ にお い

て用 い られ る、 陳述 も しく は指示 の組 み合 わ せ をい う」

この定 義 にみ られ る よ う に、 直 接 ま た は間 接 とい う表 現 を用 い る こと に よ って 、 オ ブ ジ ェ ク ト ・プ

ログ ラムの著 作 物 性 を認 め た もの と解 せ られ た が 、最 近 、裁 判所 もこ れ を肯定 した と いわ れ て い る 。

以 上 の よ うな ア メ リカで の動 向 は 、わ が 国 で の調 査 研 究 に多 くの示 唆 を与 え る で あ ろ う。

著 作 権 に よる保 護 につ い て は 、 「著作 権 侵 害 の 意 味 と態様 」 「著 作 権 の権 利帰 属 」 等 多 くの 問題 が あ

るが 、 著作 権 に よ って 保護 す る場 合 、そ の 侵害 に対 しど の よ うな法 的 救 済 が あ りう るか が 、 き わ め て

重 要 な関心 時 で あ る と考 え 、以 下 に その概 要 を記 述 す る こ ととす る。

ソ フ トウ ェ アの 著作 権 者 は 、現 行 法 上 、次 の 法 的 救 済 が可 能 で あ る。

(1)著 作 権 法 に よ る救 済

著作 権 法 上 認 め られ る救 済 に は、民 事 上 の救 済 と刑 事 上 の救 済 が あ る。

① 民 事 上 の 救 済

(i)差 止 請 求(第112条)

ソフ トウ ェア につ き著 作 財 産 権 ま た は著 作 者 人格 権 を有 す る者 は、 そ の著 作 財産 権 ま た は著作 者

人 格 権 を侵 害 す る者 ま た は侵 害 す る お それ の あ る者 に対 して、 そ の侵 害 の 停 止 ま た は予 防 を請 求 す

る こ とが で きる 。 な お、 侵 害行 為 の差 止 請 求 に際 して 、著 作権 者 は 、著 作 権 侵 害 を組 成 した プ ロ グ

ラ ム、 侵 害 行 為 に よ って 作 成 され た もの(海 賊 販)、 ま た は も っ ぱ ら侵 害 行 為 に使 用 され た機 械 、

器 具 な ど の廃 棄 その 他 の侵 害防 止 措 置 を も請 求 で き る こと にな っ て い る。

(ID損 害 賠 償 請 求(第114条)

著作 財 産 権 ま たは著 作 者 人 格 権 の 侵害 に よ って 損 害 を受 け た者 は損 害賠 償 を請 求 す る ことが で き

る 。 しか し著 作 権 の侵 害 に基 づ く損 害額 の立 証 は困 難 であ る こ とが 多 い の で 、著作 権 法 は 、次 の よ

うな推 定 規 定 を設 け て い る。
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(a)著 作権侵害者が、侵害行為によって利益を受けているときは、その利益の額を損害額と推定す

る。たとえば、プログラムの海賊版を作成、販売した者が得た売上利益などである。

(b)著 作権の侵害を受けた者は、その著作権の行使によって通常受けるべき金銭の額を自己が受け

た損害額として請求することができる。

(c)著 作権の侵害を受けた者が上記(a)または(b)を超える額の損害賠償を立証できる場合には、推定

規定にかかわらず実損額を請求することができる。ただし、相手方は実損額が推定損害額よりも少

ないことを立証 して、上記の推定をくつがえすことができる。

㈹ 名誉回復措置

著作者人格権を侵害されたものは、慰謝料その他の名誉回復措置(謝 罪広告など)を 損害賠償に

かえて、あるいは損害賠償とともに請求することができる。

(iv)共 有プログラムが侵害された場合、各共有者は他の共有者の同意を得ることな しに、損害賠償

請求、不当利得の返還請求、名誉回復措置の請求を行うことができる。

② 刑事上の救済

著作権、著作者人格権を侵害 した者は3年 以下の懲役または30万円以下の罰金に処せられることと

なる(第119条)。

(2)そ の他の救済方法

ソフ トウェアにつき著作権法上の権利を有するものは、著作権法による救済に加えて、

① 著作権の侵害を理由として行 う不法行為に基づ く損害賠償請求

② 債務不履行に基づく損害賠償請求

③ 不当利得に基づく返還請求

が考えられる。

終わりにソフ トウェア産業振興協会 「ソフ トウェア法的保護調査研究特別委員会」中間報告書

(1980年 度)で 指摘 されている現行著作権法に基づくソフ トウェア保護の長所および短所を紹介 し、

今後の参考に資することとする。

(1)長 所

① ソフ トウェアに著作権を取得することについて、費用および手数がかからない。この点、特許に

よる保護や トレー ド・シークレットとしての保護と異なっている。

② 物権 と同じように、著作権は、その侵害行為に対する排除権があり、排他的支配権としての性格

をもった強い権利である。

(2)短 所'

① 著作権は、著作物の表現形式を保護するものであって、著作物の内容をなすアイデア、思想、考

案そのものを保護するものではない。しかし、ソフ トウェアにとって重要なのは、そこに包含されて
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い る ア イデ ア や思 想 で あ る 。

この 短所 は 、 ソ フ トウェ ア に と って 大 きな保 護 の 限 界 で あ る 。

② 同 一 ま た は類似 の 著作 物 が あ って も、後 に作 られ た著作 物 の著 作 者 が 、既 存 の先 行 著作 物 を参 照

もせ ず に、 ま った く無 関係 に作 成 した と きは 、法 理 論 上 、後 の著 作 物 は先 行著 作 物 の 著 作権 を侵 害 し

た こ とに は な らな い 。

③ ソ フ トウ ェア の著 作 権 は、 その ソ フ トウ ェ アが 無 断 で実 施 され るの を防止 で き ない と言 わ れ る。

これ は、 コ ンピュ ー タ ・プ ロ グ ラム の実 施(コ ンピ ュ ー タに よ る実 行)は 著作 権 の 侵害 に は あ た らな

い との考 え方 に よる か らで あ る。

④ コ ンピ ュ ー タ ・プ ロ グ ラム の無 断複 製 は 、出 版 や 放 送 と異 な り、発 見 す る こ とが容 易 で は な い。

4特 許 権 に よ る ソ フ トウェ アの保 護

特許権は、発明を排他的に支配する無作財産権をいうわけであるが、特許法第2条 第1項 は、「発

明とは、自然法則を利用 した技術思想の創作のうち、高度のものをいう」と規定 しているが、発明に

特許権を与えるには次の5つ の要件が必要である。

(1)自 然法則を利用 した技術的思想であること

(2)産 業上利用することのできる発明であること

(3)新 規性のある発明であること

(4)進 歩性を有する発明であること

(5)そ の発明が、ほかの同一発明より先に特許出願 されていること(先 願性)

ソフ トウェアの特許権による法的保護について重要なことは、コンピュータ ・プログラムが特許性

を持ちうるかどうかである。すなわち、プログラムが自然法則を利用 した創作的技術思想を表現 した

ものと言いうるかどうかである。

わが国の特許庁は、その審査基準で 「コンピュータの構造および内部作用に起因する因果関係が自

然法則に基づくものであっても、手法の因果関係が自然法則以外の法則や取り決めなどに基づいてい

るプログラムにおける技術思想は特許性を持つとはいえないが、この手法の因果関係が自然法則に基

づいているプログラムの技術思想については特許性を持つ」として、全面否定はさけてはいるが、実

際問題として、この基準に則 したプログラムが存在 しうるかどうかが疑問である。

いずれにしても、たとえばソフ トウェアが自動制御や生産加工装置の部品的一体をなしているよう

な場合を除いては、特許性 は認められないのであるから、特許権が威力を持つ制度であるにしても、

プログラムがその保護を受ける可能性はきわめて低 く、その意味でソフ トウェアの保護手段としては、

第二義的であると考えざるをえない。
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5契 約 に よる ソ フ トウェ アの保 護

ソ フ トウェ アの 保 護 に関 す る法 体 制 が明確 で ない 現況 の もと で は、契 約 に よ る ソフ トウ ェア の保 護

は、 関係 当事 者 に と っ て きわ め て重 要 な意 味 を持 つ もの とい え る 。 しか しな が ら、実 際 に は、 わ が 国

にお ける契 約 意 識 の低 さ、 未 成熟 な こ とが 災 い して 、十 分 な結 果 を得 て い る と は いえ な い。 近 代 的 な

契 約 社会 で は 「合 意 は守 ら るべ し」 の原 則 が確 立 され て お り、合 意 は それ 自体 と して 、法 的 拘 束 力 を

も ち、 そ の ま ま厳 守 され る の で あ るが 、 日本 で はま だ そ の よ う な契 約 意識 が稀 薄 で あ る。

ひ とた び紛 争 に な る と、 あい ま い な 口約 束 や不 備 な書 面 で は到 底 解 決 で き る もの で は な い。 そ こで

補 充 的 に民 法 な ど の援 用 が 考 え られ る わ けで あ るが 、契 約 内容 自体 が 不 明確 で あ るか ら、 法 律 適用 を

め ぐ って 果 て しな い水 か け論 が つづ くこ とに な るの で あ る。

国 内 で 、 日本 の 業 者 は営 業 政策 上 顧 客 の契 約 意 識 に迎 合 して 、 当面 を しの ぐ こ とが 多 い わ けで あ る

が 、 外 国 企業 が こ の点 を利 用 し、過 度 に 自己 の利 益 の み を守 る よ うな こ とに な れ ば、契 約 に よ る ソフ

トウ ェア の保 護 は ます ます その実 効 を あ げえ な い こ と にな るの で あ る。 先進 的 な技術 商 品 を扱 い、 か

つ 、 その 国 際化 が進 展 す る と思 わ れ る ソ フ トウェ ア関 連 業 界 と して は、1日 も早 く契 約 意 識 の 向上 に

つ と め るべ き で あ る。

ソ フ トウ ェア の契 約 に よ る保 護 は2つ の 側面 を持 って い る と され て い る。 す な わ ち、

(1)商 品 と して の ソフ トウ ェ ア をど の よ う に して保 護 す るか

(2)ソ フ トウ ェア提 供 者 を不 測 の 責任 か らどの よう に して 保 護 す る か

で あ る。 いず れ に して も、 ソ フ トウェ ア提 供者 に対 す る責 任 が過 度 に厳 しい場 合 は、 か え っ て ソ フ ト

ウ ェ アの 健 全 な流 通 が 阻害 され る こ とに な るで あ ろ う し、 か とい っ て 、そ れ がユ ーザ ー を無 視 した業

者 保 護 に傾 斜 した場 合 は 、ユ ーザ ー の ソ フ トウ ェア購 入 意 欲 の 減退 を招 来 し、産 業 全体 の発 展 を阻 害

す る こと に な る。 した が っ て 、契 約 の 原点 は、 契約 関係 の 利 害 を、可 能 な限 り公 平 にバ ラ ンス す る こ

と に あ る とい え る 。

ソ フ トウ ェ アの 契 約 に つ い て は、 ソ フ トウ ェア 産 業 振 興 協 会 の1981年 度 報 告 書 の な か で 、 ソ フ ト

ウェ アの 使 用 許 諾 に限 って論 及 され て お り、か つ標 準 使 用 許 諾 契 約書 の第1次 草 案 が 資料 と して加 え

られ て い る。 こ こで は 、一 般 的 な必要 条件 を列 記 す る に と ど め る こと とす る。

(1)使 用 許 諾 され る ソ フ トウェ アの 範 囲 の 明確 化

(2)無 断 複 製 の 禁 止

(3)使 用CPUの 指 定

(4)料 金 、料 金 の 変更 お よび支 払 い

(5)保 管 義 務
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(6)所 有権条項または著作権条項

(7)損 害賠償(損 害賠償額の予定)

(8)機 密保持義務とその違反責任

(9)非 独占的使用権設定条項

⑩ ソフ トウェア返還義務およびコピーの破棄証明

(11)無 断転貸、無断譲渡の禁止

⑫ 使用国の特定

以上の通りであるが、ソフ トウェア関連業界の社会的責任が強調される昨今の情勢から考えて、品

質保証規定がその重要性を増すことと考えられているが、特に品質保証除外事由をどのように明確化

しうるかは、ソフ トウェアの属性そのものとも関連 し、困難な問題である。
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1 産業構造審議会情報産業部会答申資料

80年代の情報化 、情報産業 ビジョンの政策体系図

現状と展望

1情 報化の意義と役割 情報化の推進により、21世紀へ向けて新しい日本を建設

1-1 情報化の定義

1-2 情報化
の意義

「情報化とは、情報を物資、エネルギーに次 ぐ第三の要素 と

して認識し、その生成、加工、伝達、蓄積、利用を意識的

に行お うとする活動 の総体である」

① 産業面における生産性の向上、省資源 ・省エネルギ
ーに寄与

② 教育、医療、環境、行政 などの社会的問題の解決に

寄与

③ 人間の活動領域に新 しいフ・ンティアを開拓

④ 人間活動における労働や余暇のあ り方、国民の文化

的価値意識に影響

⑤ 国際的広がり一 一国の情報化は他国のそれにも影

響をおよぼす

情報化の影響一二 一 《産業革命に匹敵する広が りと深 さ〉

～情報化にともなう問題への配慮

1-3 情報化の環境変化 と第二次情報革命

70年 代の情報化 拠点的情報化

① コンピュータの導入本格化～産業分野(と くに製造業)

環境変化

② 大量の情報流通

(シーズ面)β

第一次情報革命

中心、情報化格差、急激

な情報化に対す る制度的

対応の遅れ
～大量生産 された情報が一

方的に流通 し、氾濫

禦 ㌘ 壁竺芸出現/
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国民的課題と情報化の役割

1③ 情報処理 と通信の一層の結合1

各種制約条件を打開し、人間の活動領域

を押 し広げ、生 き生 きとした経済社会、

ゆとりのある生活を実現

第二次情報革命

コ ン ピ ュ ー タの 広 範 な普 及 、稠 密 な コ ン ピ ュー タ ・

ネ ッ トワー ク

情 報 化 の 波 は社 会 あ るい は 個 人 の 家 庭 生 活 へ

人 間 の 活 動 領 域 に新 しい フ ロ ン テ ィア を開 拓

誰 もが 容 易 に コ ン ピ ュー タ を使 え る時 代

適 時 、 適 切 な情 報(デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス 、 双 方

向 の情 報 シ ス テ ム)

国民的課題解決に資する情報化

「経済大国」としての国際的貢献 と情報化

技術開発と国際協調

情報の国際的交流

発展途上国に対する情報化協力

情報産業の国際協力

「資源小国」の制約の克服 と情報化

産業構造の省資源、省エネルギー化

情報関連技術の活用による省資源、省エネルギー化

技術立国の中心的担い手一 情報関連技術

「活力」と「ゆとり」の両立 と情報化

産 業 界 と 情 報 化→生産性の向上、流通の合理化、経営の

高度化 を促すな ど産業の活力維持、向

上に重要な役割

高齢化社会 と情報 化→医療サービスの向上、生涯教育への対

応など社会的な問題の解決に寄与

ゆとりの増進と情報化→生活の質向上、生活環境の保全な どに

寄与(ホ ーム ・コンピュータ、CAI、

ニューメデ ィアなど)

1-5 豊かな情報化社会の構築 情報化は明日
のわが国を方向づける国民すべての課題
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ll わが国情報化の現状と問題点 70年 代情報化の進展とその評価

ll-1 産業分野における情報化の進展

製 造 部 門 情報化が大 きく前進

① 生産現場の自動化、無人化

② 品質管理の情報化

③CADシ ステムはいまだ一般化 してい
ない

事務管理部門 反 復 的定 型 業 務 のコンピュータ化 が一 般 化

オ フ ラ イ ン、 バ ッチ処 理 中心→ オ ン ラ イ ン 、

リア ル タ イ ム処 理

オ フ ィス ・コ ン ピ ュ ー タの 登 場

流通販売部門

そ の 他

会計処理中心→商品の数量管理、自動発注
システム構築への志向

(POSシ ステム普及のための社会的基盤
整備)

中 小 企 業 、第 一 次 産 業 の 情 報 化 は 比 較 的 遅
れ て い る

(マ イク ロコ ンピ ュー タの 普 及 、 オ フ ィス ・
コ ン ピ ュ ー タ の 登 場 一 → 中 小 企 業 に お け

る コ ン ピ ュー タ利 用 の 気 運 高 ま る)

ll-2 社会分野における情報化の進展

行 政 分 野

医 療 分 野

統計など大量データ処理業務、管理業務 な
どを中心に拡大、多様化/オ ンライン化

(1978年 には全都道府県がコンピュータ導
入団体に)

教 育 分 野

院内医療情報システム中心にコンビ。ユ一夕
化が進展
医療情報機器、サービスの面では実用化を
めざした実験段階のものが多い

情報化はまだそれほど進展をみていない

交通 、その他 社会 シス テム

ll-3 生活分野における情報化の進展

広域交通信号制御 システム、公害監視 シス
テムは利用 されている(実 験段階の ものが
多い)

各 種 オ ン ラ イ ン情 報 処理 シ ス テ ム の進 展→

コ ン ビ。ユ一 夕の 利 用 効 果 は広 く国 民 の生 活

に浸 透
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皿 80年 代情報化社会の展望

田一1 めざす
べ き情報化社会の展望 「国際社会の主要な一員としての責任を果た

しつつ、生 き生 きとした経済活動に支えられ
た、個性ある人間性豊かな情報化社会」

国際社会に貢献する情報化社会 先進的情報関連技術開
発の推進
情報の整備、提供
技術交流および人材交
流による情報化協力

産業活力の維持向上を可能とする情報化社会 生産の自動化 ・無人化、

多品種少量生産の自動

化、第一次産業、事務
管理部門などについて

情報化促進

創造的自主技術力強化

個性の生かされる人間性重視の情報化社会

皿一2 産業分野の展望

個人生活の充実に役立
つ情報 を個人が主体的

に選択できる情報シス
テムの確立

情報化による地域コ ミ
ュニテ ィの形成(双 方

向の情報 システム)、情

報化による医療問題の
解決
生活の安全性確保(情

報系社会システム)

製 造 部 門 生産工程の トータルシステム化

産業用知能 ロボ ットの開発→生産工程の整理 ・統合

産 業 用知 能 ロ ボ ッ トとCAMシ ス テ ムの 有 機 的 結 合

多品種少量生産の自動化、品質管理の向上、
生 産 性 の上 昇

CADシ ス テ ムの 開 発→ 設 計 作 業 にお いて 大 幅 な 生

産 性 向上 が可 能 に
CADシ ス テ ム とCAMシ ス テ ムが デ ー タ ベ ー ス を

介 して結 合→CAD/CAMシ ス テ ム→ 設 計 か ら生
産 に い た る一 貫 した シ ス テ ム化 が進 展
エ ンジ ニ ア リン グ技 術 の 向 上一 →CAEシ ス テ ム、

デ ー タ ベ ー ス 管理 技 術 な どに よ り、 エ ン ジ ニ ア リン

グ ・オ ー トメー シ ョン と して 実 現

事務管理部門 日本 型 オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョンの 実 現

電 子 フ ァイ リン グ ・シス テ ム 、 マ イ ク ロ フ ィル ム を

用 い た保 管 、 検 索 シス テ ム技 術 の 進 歩一 定 型 業 務

の 一 層 の 効 率 化
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寸
テ レ コ ン フ ァレ ン ス、 遠 隔 対 話 支 援 型 応 答 シ ステ ム

ー 対 人 業 務 の効 率 化

イメ ー ジ を扱 うこ との で き る企 業 レベ ル の デ ー タ ベ
ー ス 、 パ ー ソ ナル ・デ ー タベ ー ス の 構築 一 一 企 業 ・

調 査 型 業 務 の効 率 化

流通販売部門 流通産業の機能高度化

流通情報システムの確立
POSシ ステムの普及

EFTS(電 子的資金振

替 システム)の 普及

その他の特徴的な分野

中小企業

第一次産業

社会分野の展望

医 療 分 野

流 通 の 効 率 化

消 費 者 ニ ー ズ

の 生 産 部 門 へ

の フ ィー ドバ

ッ ク

キ ャ ッ シ ュ レ

ス ・ソ サ エ テ

ィへ の 対 応

オ フ ィス ・コ ン ピ ュー タ、 マイ ク ロ コ ン ビ。ユ一 夕の

活 用一 デ ザ イ ン、 設 計 、 加 工 、検 査 の 各 生 産 工 程

の シ ス テ ム化一 生 産 工 程 全 体 の省 力化 、 自動 化

デ ー タベ ー ス 、 情 報 処 理 ネ ッ トワー クの整 備 な ど幅

広 い経 営 情 報 の 収集 、 高 度 な技 術 の導 入 、 基 盤 的 な

技 術 の蓄 積一 経営 の 高 度 化

コンピュータを利用 した装置産業化一一 省力化 、効率

化一 生産性大幅上昇

総合的行政情報システムの確立一→行政事務の効率

化 ・高度化

〔纏麟 鞠
[鍔 熱 竺耀 などの問籔 ㌶ ㌶ 鷺的向上

高 度 医 療 情 報 機 器 シ ス

テ ム の 開 発

高 度 医療 用 デ ー タ ベ ー

ス の開 発

ヘ ル ス ケ ア ・ネ ッ トワ

ー ク ・シス テ ムの 普 及

カル テ 管 理 、 入 院 患 者

の病 状 監 視 、 外 来 患 者

の 受付 に コ ン ピ ュー タ

導 入

医療費の増大、病院の
混雑化、医療の地域格

差などの医療に関する

問題 を解決
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新交通 システム 運行管理、電力管理、

保守管理、防災業務の
管理が可能

CVS(PRT)シ ステムー→安価かつ頻度の高いサ
ービス

交通管制システム 交通渋滞などの解消

CAIの 導入

学校業務の情報化

新 しい教育情報システム、

余暇教育 システム

能力に応 じた個人指導

的教育、場所 ・時間を

選 ばない教育

学校業務の効率化

IV

生活分野の展望

Hi-OVIS,CAPTAINシ

ス テ ム ・ ニ ュ ー メ デ ィ ア

生涯教育、多様なニー
ズに応 じた教育

ホ ー ム ・コ ン ピ ュー タ、 マ

イ ク ロコ ン ピ ュー タの 普 及→ ホ ー ム ・オ ー トメ ー シ

ョ ン→ 生 活 の 合 理 化

オ ン ラ イ ンあ るい は ス タ ン

ドアローン型 の在 宅 会 話 型 学

習 シ ス テ ム 、CATVシ ス

テ ム 生 活 充 実

地 域 コ ミ ュニ テ ィを カバ ー

す る情 報 ネ ッ トワ ー ク の形

成 生 活環 境 の 改 善 く心 の

か よい あ うニ ュー コ ミ

ュ ニ テ ィ》

18・年代情報産業の麗 と課題

W-1
180年 代 コ ン ビ。ユ一 夕産 業 の展 望 と課 題1

巨 ンピ・一タ産業の競 と役割 トー

一

① 技術の集約性が高 く、高付加
価値産業

② 他産業に対す る技術的波及効
果大

③ 省資源、省エネルギー型産業
④ 周辺産業に強いインパク トを

与 え、これ らの産業の拡大を
促進
21世 紀 へ の 展 望 を切 り拓 い て い

く リーデ ィン グ ・イ ン ダ ス ト リ
ー 《わ が 国 の基 幹 産 業 〉
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1コン ピ ュー タ産業 の現状 と展望1

厘 状1[

1展 副

IV-2

1・ ン ピ ・ 一 夕産 業 の課 題1

独創的、先進的技術開発
の取 り組み

多様化す るコンピュータ
ニーズへの的確な対応

有効競争の実現
円滑な国際的展開

180年代情報処理産業の展望と課題1

1情報処理産業の意義と役割1

1
| 情酬 難 業の現状と鯉1

1現 状lI

1展 当

生産額で1兆3,000億 円

成長率は、常にGNPの 伸 び率を上
回る高成長産業

汎用コンピュータを頂点とした裾野
の広い基幹産業 として定着

導入技術依存か ら独創的、

先進的な情報関連技術の開
発へ

超大型～超小型、汎用機～

専用機、周辺端末機のイン
テ リジェン ト化、オールラ

ウンド企業～特化企業、他

産業か らの参入

① 情報処理 をサービスす る専門
家

② す ぐれた技術 と生産性向上 に
よるユーザーの情報処理 コス

トの低減

③ 異企業間、異業種間の情報シ
ステムのコーディネーターと

しての役割

売上高で6,000億 円
ここ5年間、年率平均20%程 度の成長
～しかし、産業 をとりまく環境条件

の不備 もあり、なお未成熟な段階

専 門 性 の 発 揮

オ ン ラ イ ン化 、 ネ ッ トワ ー ク化

デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビスへ の展 開

市 場 商 品 化 へ の 指 向

シス テ ム提 供 機 一→ ソ フ トウ ェア と

能 の 確 立 ハ ー ドウ ェア を
一 体 化 した シス

テ ム商 品 の生 産

・販 売

国 際 的 展 開
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1
情報処理産業の課題11

下請業務か
生産性向上
への戦略的

情報処理の
社会的責任
外的環境条

下請業務か ら脱却 していくための企業基盤の整備
生産性向上、先進的情報処理技術の実用化、専門的技術分野
への戦略的特化のための技術開発の強化

情報処理の大規模化、広域化 影響力の増大
社会的責任体制の確立

外的環境条件の整備(ソ フトウェアに関する権利の確立、標

準化、通信回線利用規制の撤廃)

80年 代に講ずべき施策

1 情報化および情報産業施策の基本的方向

1-1 政策の必要性

政府助成の必要性

『 を効果ev`c進めていくためには'[灘1㌶ 誉

報化の方向を明示(ビ ジ
ョン)し 、必要な施策を

展開

戦略的施策の展開 新たな施策を展開するにあたっては、従来の
施策 をもう1度 見直 し、戦略的に重要な分野
に絞 って施策を講ず る

情報関連施策は社会基盤投資

将来 において産業、社会、国民生活の全般にわたって直接、間接に大 き
な利益をもた らす。長期的視点か ら着実かつ計画的に実施されなければ

ならない寸二塁茎灘 灘ll:1:鷲1蕊

1-2 政策の基本的方向

情報化および情報産業の基盤の盤備

望ましい情報化社会に向けての種々の制約条件などを取除 く(通

信回線利用の制約の撤廃など)

情報化の進展にともなって生ずるおそれのある弊害などを未然に
防止(コ ンピュータ ・セキさ リテ ィの確保など)

情報産業の存立基盤の脆弱性を克服 し速やかな自主的発展をめざ
す
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技術開発の推進 長期的な展望にたち、官 ・学 ・民の役割分担 を十
分考慮 した うえで、総合的技術開発 プログラムに

基づいて先進的 ・創造的な技術開発 を行 う

〈政府が積極的に開発 を推進すべ き戦略的技術分野〉

① 経済、社会、技術への大 きな波及効果 を持 ちなが ら実用化に長

期間を要す る分野

② 開発の危険負担、資金負担が大 きく民間の能力をこえる分野

③ 経済、社会のニーズがきわめて大 きく、緊急な対応を迫 られて
いる分野

世界全体のバランスの とれた情報化の進展に貢献

先進国 との間では技術交流、国際協力の推進

発展途上国に対する情報化協力を推進

n情 報化および情報産業の基盤の整備

情報処理と通信の結合への対応

① オンライン情報処理に対する通信
回線の利用制約は、社会経済の変

化、技術の進展に即応 させるよう
見直 し、実態にあわなくなった規

制 は撤廃一 必要最小限の規制は、
その範囲を明定 しそれ以外の場合
は自由な利用を認めるネガ リス ト

方式に(規 制の範囲は、伝送 ・交

換 ・課金などにおける技術的障害
の除去、電信 ・電話的業務の排除

に限定)

② オンライン情報処理用の回線利
用料金制度の改善(電 話の料金体

系と切 り離 した別体系の ものとし、
技術進歩の成果を踏まえて、極力

遠近格差を縮小した合理的な もの
に)

③ 日本電信電話公社のデータ通信
設備サービスについての問題一
通信回線利用規制の撤廃、これに

よって民間側が不利にな らないよ

うな環境条件の整備(民 間 との競

合の回避、官民の的確な役割分担)

① 技術開発の推進
② ディジタル通信回線網の整備

③ 現行の通信関連法制が、新しい
情報サービスの実現を阻害 した り

技術開発の芽 をつみとることのな
いよ う、早急に関連法制の改正が

必要
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II-31
情報化に ともな う諸問題への対応11

1・ ン ピ ー タ ・セ キ ・ リテ ・1-

1プ ラ イバ シ ー 保護 と情 報 公 開 ト

マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タの 雇 用

に与 え る影 響
一

一情 報 化 に対 す るパ ブ リ ック ・

ア クセ ブ。タ ンス の 形 成

1
1標 準化の推進1国 際標準の動向

トウ ェア両 面 に

① 電子計算機 システム安全対策基
準の充実

② システムダウンやエラーの発生
を回避す るためのガイ ドラインの

設定

③ 犯罪防止のための技術開発およ
び現行法制の再検討

④ システム監査の定着化

① 公聯 関の有する臥 情報一法制
の整備を含めて早急な対応が必要

② 民間機関の有する個人情報→業種
業態によ り多種多様iであり、制

度的対応のあ り方 については慎重
に検討

① 長期的視点の必要性(マ イクロ
コンピュータ=技 術革新の うね り

の1つ →長期的に見れば新たな産

業や雇用を創出)

② 動向の調査
③ 再教育、再訓練の体制の整備

① 情報化に関する広報事業の推進
② 教育の充実

③ プライバシー保護のための制度
的対応などの措置

④ わが国の情報化に対する確たる
ビジョンの提示

国 際標 準 の 動 向 に準 拠 しつ つ 、 ハ ー ドウ ェア 、 ソ フ

トウ ェア両 面 に わ た り、統 一 的 な標 準 化 を推 進

ll-4 ソフ トウエアの流通の促進
と価値の確立

1錨 　 騰i

の法的保護
2汎 用的なソフ トウェア ・プロダクト開発の

助成
3ソ フ トウェア流通促進のための税制などの

誘導政策
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n-5 デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビスの

整 備 お よ び 促 進

一

m情 報産業の難 の盤割

m-1
コ ン ピ ュ ー タ 産 業

① デ ー タ ベ ー ス ・サ ー 資 金 面 、技 術 開 発

ビスの 振 興 面 で の助 成

政 府 ・公 共 機 関 に

よ る民 間 デ ー タ ベ
ー ス ・サ ー ビス の

積 極 的 利 用

専 用 デ ー タ検 索 シ

ス テ ム に対 す る開

発 助 成

② デ ィス ト リビ ュー ター とプ ロデ ュー サ ー の

機 能 の 有 機 的結 合

③ デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス を め ぐ る官 民 協 力

nl-2 情報処理産業

①

②

③

①

②

有効競争噸[鼻 繋ll麟

備金制度
ユーザー対策 販売責任体制、苦情処

理体制の整備
情報関連専門技術者の育成

情報処理産業高度化に資する資金供給の円
滑化
情報処理技術者の資質の向上、人材の確保

生活映像情報システム、医療情報 システムの

開発
災害、エネルギー、食糧などわが国社会の脆

弱性に関す る問題解決型大規模社会 システム
の開発(代 替エネルギー利用型 コミュニティ
・エネルギー・システム、地下街防災 システム)

実現可能性の確認、開発に地域ニーズを十分

反映

政府、地方公共団体、民間企業が一致協力 で
きる開発体制

初期投資が円滑 に行われるよう公的資金によ
り助成

社会システムの導入がスムーズにいくよう現

行の法律制度の見直 し、改善
第三セ クター方式な どの新 しい運営主体に対
し、金融面、税制面か らの助成
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V

先導的革新的技術の開発

基礎的研究開発の充実

応 用 技 術 の研 究開発

11国際的醐 の縫1

w-11世 界の情靴
への積勧 寄与 1

=

=
一

上 ⊃ 先進国・の蹴 ㈱ の離1

w-31発 魅 上国に対す・情報化蹴
1
=
一

総合的な技術開発 プログラム ・戦略の確立

各種試験研究機関、組織の有機的連携の推進、

未踏 ・先端技術への積極的挑戦
ハー ド、ソフ ト両面にわたる総合的な研究開

発機構の創設を検討

海外 との国際協力のあ り方につ き検討

次世代 コンピュータ用基本 ソフ トウェア技術
の開発促進

ソフ トウェアの開発および保守技術の開発促

進

先進的情報処理技術の開発促進
大規模ソフトウェア技術の開発

汎用性、操作性の高いソフ トウェアの開発

科学技術用高速計算システムの研究開発

第5世 代 コンピュータの研究開発

次世代産業基盤技術の開発(新 機能素子の開

発)
光情報技術の開発
センサー技術の開発

知 能 ロボ ッ トの 開 発

自動 翻 訳 シス テ ムの 開 発

メデ ィカ ル ・エ レ ク トロニ クス(ME)の 開 発

国際的ネットワーク整備への対応

国際データベースの整備
情報化施策にかかわる国際的な政策調整 や国

際標準化について積極的に提言

自主技術の培養
技術交流の推進
国際共同開発への対応
産業協力の推進

人材の養成への協力
社会システムの構築などへの協力
特殊言語情報処理技術の開発協力
情報化協力体制の整備
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2 データ通 信回線利用制度整備の概要

新データ通信回線利用制度の概要

項目

区分
規 制 項 目 現 行 制 度 と 改 正 内 容 対 処 方 法

範 囲 製造業者 と販売業者同等8つ の関係に限 り認めてい 省令 第4条 の13改正

た制限列挙方式 を廃止 し、業務上必要な者の間であ

ればすべて自由に回線利用が できるように改め る。

使 用 態 様 メ ッセ ー ジ交 換 が 禁 止 され て いた が 、中途 コ ン ピュ 同 上
一 タ での メ ッセ ー ジ交 換や デー タ処 理 を伴 う端 末 間

通信等データ処理のためであれば 自由な回線利用が

共 同 使 用
できるように改め る。さらに業務上 緊密な関係 を有

する者の聞においては、電信電話的利用 をも可能 と

す る。

個 別 認 可 制 上記の結果 、個別認可制は不要 となるので廃 止す る。 法 第55条 の11改 正

公衆通信 回線使用 制限を廃止する。 これに伴い、公衆通信回線使用契 法 第55条 の18改 正

契約に係 る共同使 約に準用 される通話等の停止等に関する規定 を改正 省令第4条 改正

用 す る。 省令 第4条 の18削 除

使 用 態 様 原 則 と して 「行 っ て帰 っ て来 い」 だ け しか 認 め られ 他 人使用基準の改正

て い なか った もの を 、中途 コ ン ピュー タでの メ ッセ
一 ジ交換やデー タ処理 を伴 う端末間通信等データ処

理のため であれば 自由な回線利用がで きるように改

め る 。

他 人 使 用
主 として、中小企業者のため に、基本的公衆電気通

信以外につ いて一定 の条件のもとに他人の通信の媒

臨時暫定省令

介 を行 うこ とを暫 定 的 に認 め る。

コ ン ピュー タ間 接 コ ン ピュー タ と コ ン ピュー タとの接 続 が認 め られ て 法 第55条 の13の2新 設

続 い なか っ た もの を、一 定 の 条件 の も とに 認め 、 コン

ピュー タ相互の結合によ り多種多様なデータ通信が

で き る よ うにす る。

個 人 認 可 制 個別認可で しか認め られていなか ったデー タ処理の 法 第55条 の15、16改 正

ため の公 一特 の接 続 を 自由 とす る。 省令第4条 の16改 正

公一特一公の接続 従来認め られていなかったものを個別認可の もとに 同 上

相 互 接 続 可能 とす る。

私設線の接続、異 従 来 認め られ て い なか った もの を可 能 とす る。 同 上

名義の回線の接続

機内交換設備(PB 省令 第18条 の2改 正

そ の 他 X)等 とコン ビュー 同上

タとの接続

回線契約手続
はん雑 な回線契約手続 をで きる限 り簡素化する。 電電 公社 、国際電電を

指導
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公衆電気通信法施行規則の一部を改正する省令

公衆電気通信法施行規則の一部を改正する省令要綱

行政事務の簡素合理化に伴う関係法律の整理及び適用対象の消滅等による法律の廃止に関する法律(昭

和五十七年法律第六十九号)第 三十三条の規定(公 衆電気通信法の一部改正)の 施行等に伴い、公衆電気

通信法施行規則(昭 和二十八年郵政省令第三十八号。以下 「規則」という。)の改正を行う。

一 公衆通信回線使用契約に係る電子計算機等の共同使用の制限を廃止 したことに伴う規定の整備を行う

(規則第四条第四号及び第四条の十八関係)。

二 相互接続に係る電気通信回線の使用の態様を変更 した場合の通信の停止及び契約の解除の対象となる

行為を定める(規 則第四条第六号関係)。

三 特定通信回線の共同使用に関する基準として国の機関及び地方公共団体又は共同して同一の業務を行

う二以上のもの若しくは相互に業務上緊密な関係を有する者が同一の特定通信回線を使用する場合とそ

れ以外の者が同一の特定通信回線を使用する場合について定める(規 則第四条の十三関係)。

四 特定通信回線及び公衆通信回線と接続される電気通信回線の種類及び接続の請求に係る電気通信回線

の使用の態様を定める(規 則第四条の十六関係)。

五 構内交換電話及び集団電話に接続機器として電子計算機の本体を接続することを可能とするための規

定の整備を行う(規 則第十八条の二関係)。

公衆電気通信法施行規則の一部 を改正する省令 郵政省令第五+四号

公衆電気通信法施行規則(昭 和二十八年郵政省令第三十八号)の 一部を次のように改正する。

第四条第四号を次のように改める。

四 同一の特定通信回線(特 定通信回線使用契約に係る電気通信回線をいう。以下同じ。)を使用する

二人以上の者若しくは同一の公衆電気通信設備を専用する二人以上の者の業務上の関係に変更があり、

又は同一の特定通信回線を使用する二人以上の者が当該特定通信回線を使用する態様を変更したため、

これらの者が新たに特定通信回線使用契約又は専用契約の申込みをしたものとした場合において、二

人以上の者が同一の電気通信回線を使用する特定通信回線使用契約又は二人以上の者が同一の公衆電

気通信設備を専用するための専用契約として承諾されないと認められるときに、引き続き当該特定通

信回線を使用し、又は当該公衆電気通信設備を専用する行為

第四条に次の一号を加える。

六 特定通信回線使用契約者又は公衆通信回線使用契約者が相互接続に係る電気通信回線を使用する態
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様を変更したため、特定通信回線使用契約者又は公衆通信回線使用契約者が新たに相互接続の請求を

したものとした場合において、その接続が承諾されないと認められるときに、引き続き当該電気通信

回線を使用する行為

第四条の十三を次のように改める。

(特定通信回線の共同使用に関する基準)

第四条の十三 法第五十五条の十一第二項の郵政省令で定める基準は、次のとおりとする。

一 国の機関及び地方公共団体又は共同して同一の業務を行う二人以上の者若しくは相互に業務上緊密

な関係を有するためその間の通信を必要とする二人以上の者(計 算業務、検索業務その他の業務を他

人の需要に応 じて行う者及びその相手方を除く。)が同一の特定通信回線を使用するとき。

二 二人以上の者(計 算業務、検索業務その他の業務を他人の需要に応 じて行う者及びその相手方を除

く。)が同一の特定通信回線を使用する場合であって,当 該特定通信回線を使用して行われるデータ

通信に関し、その使用の態様が次のいずれにも該当しないとき。

イ 当該特定通信回線使用契約の申込みに係る者が設置するすべての電子計算機の本体においてメッ

セージ交換(内 容を変更することなく情報を媒介する電子計算機の本体の使用をいう。以下同じ。)

を行うこととなること(電 子計算機の本体の使用に付随してメッセージ交換を行うことがやむを得

ない場合を除く。)。

ロ 当該特定通信回線使用契約の申込みに係る者の一が電子計算機等を用いて内容を変更することな

く他の申込みに係る者の通信を媒介することとなること。

第四条の十六を次のように改める。

(相互接続される電気通信回線及びその使用態様)

第四条の十六 法第五十五条の十六第一項の郵政省令で定める電気通信回線は、次のとおりとする。

一 特定通信回線と相互に接続される公衆通信回線

二 公衆通信回線と相互に接続される特定通信回線

三 特定通信回線又は公衆通信回線と相互に接続される私設有線設備の電気通信回線

四 特定通信回線と相互に接続される当該特定通信回線使用契約者と異なる者の契約に係る特定通信回

線

2法 第五十五条の十六第一項の郵政省令で定める電気通信回線の使用の態様は、次のとおりとする。

一 前項第一号又は第二号に掲げる電気通信回線を接続する場合においては、当該電気通信回線を使用

して行われるデータ通信に関し、その使用の態様が次のいずれにも該当しないとき。

イ 特定通信回線を介して公衆通信回線を相互に接続し、データ通信を行うこととなること。

ロ すべての電子計算機の本体においてメッセージ交換を行うこととなること(電 子計算機の本体の

使用に付随してメッセージ交換を行うことがやむを得ない場合を除く。)。
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ハ 接続 の請 求 に係 る者の一 が電子 計算機 等 を用 いて内容 を変更 す る ことな くその者以外 の通 信 を媒

介 する ことと なる こと。

二 前項第 三号 に掲 げ る電 気通信 回線 を接続 す る場 合 にお いて は、当該電 気通信 回線 を使用 して行わ れ

るデ ー タ通信 に関 し、 その使用 の態様 が次 の いずれ に も該 当 しない とき。

イ 公衆 通信 回線 と私設 有線設 備 の電 気通信 回線 を相 互 に接続 し、 デー タ通信 を行 う こと とな る こと。

ロ 私設 有線設 備 の電気通 信 回線 と当該私設 有線 設備 の電気通 信 回線の設 置者 以外 の者の契 約 に係 る

特 定通信 回線 を相 互 に接 続 し,デ ー タ通信 を行 うこと となる こと。

ハ 特定 通信 回線 と私設有 線設 備の電 気通信 回線 を相互 に接続 し、当該特 定通信 回線 を他人 の通 信の

用 に供 す るこ ととな るこ と。

三 前 項第 四号 に掲 げる電気 通信 回線 を接続 す る場 合 におい ては、当 該電気 通信 回線 を使 用 して行 われ

るデー タ通 信 に関 し、その使 用 の態様 が次 のいず れに も該当 しな いと き。

イ すべ ての電子 計算 機の 本体 にお いて メ ッセ ー ジ交換 を行 う こととな る こと(電 子計算 機 の本体 の

使用 に付 随 して メ ッセ ー ジ交換 を行 うことがや む を得 ない場 合 を除 く。)。

ロ 接続 の請求 に係 る者の一 が電子 計算 機等 を用 いて内容 を変 更す る ことな くその者以外 の者 の通信

を媒 介 す ること となる こと。

第四条 の十八 を次 の ように改 める。

第 四条の十 八 削除

第 十八 条 の二第 二項 中 「(電子 計 算機 の本 体 を除 く。)」を削 り、 同条第 四項 中 「電 子計算 機 の本体」 を

「単 独電話 に係 る もの につ いて は電 子計 算機 の本体」 に改め る。

附 則

この省令 は、公布 の 日か ら施 行 す る。

公衆電気通信法第五十五条の十三第二項の場合等を定める

臨時暫定措置に関する省令

公衆電気通信法第五十五条の十三第二項の場合等を定める臨時暫定措置に関する省令要綱

中小企業のために他人の通信の媒介を行う業務を可能とするよう臨時暫定の措置を講ずることとするこ

とに伴い、公衆電気通信法(昭 和二十八年法律第九十七号。以下 「法」という。)の規定に基づき、公衆

電気通信法第五十五条の十三第二項の場合等を定める臨時暫定措置に関する省令(以 下 「省令」という。)

を制定する。

一 法第五十五条の十三第二項の郵政省令で定める場合の一つとして、当分の間、中小企業者を主とし、
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業務上その間の通信を必要とする特定の者のため、内容を変更することなく当該中小企業者等の通信を

媒介する業務(以 下 「業務」という。)を郵政大臣に届け出て行う場合を定める(省 令第一条関係)。

二 業務を行おうとする者が届出を行う場合の手続、届出書の様式等を定める(省 令第二条関係)。

三 郵政大臣が業務を行う者に対して必要な改善措置を行うことを指示することができる場合を定める

(省令第三条関係)。

公衆電気通信法第五十五条の十三第二項の場合等を定める臨時暫定措置に関する省令

郵政省令第五十五号

公衆電気通信法(昭 和二十八年法律第九十七号)第 五十五条の十三第二項(同 法第五十五条の十八にお

いて準用する場合を含む。)の規定に基づき、公衆電気通信法第五十五条の十三第二項の場合等を定める

臨時暫定措置に関する省令を次のように定める。

昭和五十七年十月二十三日

郵政大臣 箕輪 登

公衆電気通信法第五十五条の十三第二項の場合等を定める臨時暫定措置 に関する省令

第一条 公衆電気通信法(昭 和二十八年法律第九十七号。以下 「法」という。)第五十五条の十三第二項

(法第五十五条の十八において準用する場合を含む。)の郵政省令で定める場合は、公衆電気通信法施

行規則(昭 和二十八年郵政省令第三十八号)第 四条の十二各号に掲げる場合のほか、当分の間、中小企

業者(中 小企業基本法(昭 和三十八年法律第百五十四号)第 二条各号に掲げるものに該当するものをい

う。以下同じ。)を主とし、業務上その間の通信を必要とする特定の者のため、内容を変更することな

く当該中小企業者等の通信を媒介する業務を次条の規定により郵政大臣に届け出て行う場合(第 三条の

郵政大臣の指示に反することとなる場合を除く。)とする。

第二条 前条の業務を行おうとする者は、日本電信電話公社(以 下 「公社」という。)又は国際電信電話

株式会社(以 下 「会社」という。)に当該業務に係るデータ通信回線使用契約の申込みを行うとき、又

は業務開始の日の一月前までに、別紙様式の業務届出書を郵政大臣に提出しなければならない。届け出

た事項を変更しようとするときも同様とする。

第三条 郵政大臣は、第一条の業務を行う者に対し、当該業務が次の各号の一に該当すると認められると

きは、必要な改善措置を行うことを指示することができる。

一 法第二章から第四章まで(第 三章の四第二節を除く。)の規定による公衆電気通信役務又は別に告

示する公衆電気通信役務と実質的に同種の役務を提供する業務であるとき。

二 当該業務を行う者の取扱中に係る通信の秘密が確保されないとき、その他利用者の利益が著しく阻
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害 され る とき。

三 我が国の締結した条約その他の国際約束により公社又は会社以外の者が提供してはならないものと

定められている役務を提供する業務であるとき。

附 則

この省令 は、公 布の 日か ら施 行 する。

づ
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および

オンライン化調 査集 計 表



9-1-1表 業種 別 ・5年 後予想規模

5年 後規模
無 減 変 2 3 4 5 5 わ 合 平

わ
倍

か
均

記 ら

な
以

ら

な

蔭
無
記

倍

入 少 い 倍 倍 倍 倍 上 い 計さ 卒

業 種 別

社 数 0 0 1 3 0 0 0 0 0 4 L75
一 次 産 業 計

% 0.0 25.0 75.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

社 数 1 7 123 250 43 5 4 3 38 473 L85

二 次 産 業 計
% L5 26.0 52.9 9.1 L1 0.8 0.6 8.0 100.0

社 数 2 6 153 274 46 8 0 9 87 583 L85

三 次 産 藁 計
% 1.0 26.2 47.0 7.9 L4 0.0 1.5 14.9 100.0

社 数 0 0 9 32 4 0 2 0 23 70 2.02

公 務 計
% 0.0 12.9 45.7 5.7 0.0 2.9 0.0 32.9 100.0

社 数 3 13 286 559 93 13 6 12 148 L130 1.86

全 産 集 計
% 1.2 25.3 49.5 8.2 L2 0.5 L1 13」 100.0

傷・

社 数 0 2 8 18 4 0 0 0 5 37 L59

繊 維 工 業
% 5.4 21.6 48.6 10.8 0.0 0.0 0.0 13.5 100.0

社 数 0 3 20 40 7 0 1 1 7 79 1.79

化 学 土 竜
% 3.8 25.3 50.6 8.9 0.0 L3 1.3 8.9 100.0

杜 数 0 0 4 5 0 0 0 0 0 9 1.56

石油製品製造業
% 0.0 44.4 55.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

社 数 0 0 4 14 2 0 0 0 3 23 L90

鉄 鋼 業
% 0.0 17.4 60.9 8.7 0.0 0.0 0.0 13.0 100.0

主
電 気 機 械 器具 社 数 0 0 8 35 9 2 0 0 4 58 2.09

製 遺 業 % 0.0 B.8 60.3 15.5 3.4 0.0 0.0 6.9 100.0

輸送用機械器具 社 数 0 0 9 26 9 0 1 O 3 48 2.07

製 造 業 % 0.0 18.8 54.2 18.8 0.0 2.1 0.0 6.3 100.0

な
杜 数 0 3 35 54 10 0 0 0 8 110 L67

卸 瑛 ・商 社
% 2.7 31.8 49」 9.1 0.0 0.0 0.0 7.3 100.0

社 数 0 1 15 19 8 1 0 0 2 46 L82

小 施 薬
% 2.2 32.6 4L3 17.4 2.2 0.0 0.0 4.3 100.0

業
杜 数 0 1 25 63 6 2 0 1 18 116 1.86

金 融 業
% 0.9 2L6 54.3 5.2 L7 0.0 0.9 15.5 100.0

生命保険業(含 代 社 数 0 0 3 4 0 0 0 0 1 8 L57

理業 ・サービス業) % 0.0 37.5 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.5 100.0

穐
損害保険業 〔含代 杜 数 O 0 0 2 0 0 0 0 0 2 2.00

理業 ・サービス業} % 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

杜 数 0 0 2 7 1 o 0 0 1 11 1.90

電 力 ・ガ ス事 業
% 0.0 18.2 63.6 9.1 0.0 0.0 0.0 9.1 100.0

広告 ・調査 ・情報 社 数 0 0 0 1 0 0 0 0 1 2 2.00

提 供 サ ー ビ ス業 % 0.0 0.0 ④.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 100.0

情報処理サービス tt数 2 1 7 42 7 1 0 0 7 65 L98

業・ソフトウェア業 % L5 10.8 64.6 10.8 し5 0.0 O.0 10.8 100.0

9-1-2(1)表 全 コン ピュー タの業種別 ・愛別 保有社 数(1)

型 別

業 種 別

回

答

実

数

超

大

型

大

型

中

型

小

栗

超

小

型

オ ユ
フ1
イ タ

;

ξ

三

;

竺
1
タ

そ

の

他

延
べ

回
答
杜
数

一 次 産 業 計

国産
社 数
%

2
100.0

0
0.0

0
0.O

1
50.0

1
50.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

2

外国 社 数% 2
100.0

0
0.0

0
0.0

1
50.0

2
100.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

O
O.0

3

計
吐 数
%

4
100.0

0
0.0

0
0.0

2
50.0

3
7S.0

0
0.0

0
0.0

0

0.0

0
0.0

5

二 次 産 集 計

図面
社 数
%

403
100.0

6
1.5

73
18」

263
65.3

132
32.8

111
27.5

24
6.0

59
14.6

9
2.2

677

外国 社 数
%

142
100.0

10
7.0

51
35.9

65
45.8

58
40.8

28
19.7

7
4.9

17
12.0

4
2.8

240

計
杜 数
%

471
100.0

ハ4

3.0

107
22.7

312
66.2

181
38.4

130
27.6

29
6.2

67
14.2

}3
2.8

853

三 次 産 集 計

国産 杜 数% 450
100.0

20
4.4

116
25.8

235
522

145
32.2

88
19.6

25
5.6

61
13.6

16
3.6

706

外国
社数
%

222
100.0

24
10.8

85
383

105
47.3

45
20.3

17
7.7

7
3.2

27
12.2

7
3.2

317

計
社 数
%

淑
100.0

40
6.8

189
32.4

325
55.7 当 謂

31
5.3

76
13.0

21
3.6

974

公 務 計

国産
杜 数
%

64
100.0

0
0.0

32
50.0

28
43.8

6
9.4

5
7.8

1
L6

7
10.9

0
0.0

79

外国
社 数
%

10
100.0

1
10.0

3
30.0

1
10.0

2
20.0

1
10.0

0
0.0

2
20.0

1
10.0

11

計 社 数% 70
100.0

1
1.4

35
50.0

29
41.4

8
1L4

6
8.6

1
L4

7
10.0

1
L4

関

金 産 業 計

国産 社 数
%

919
100.0

26
2.8

221
24.0

527
57.3

捌
30.9

抱
22.2

50
5.4

127
13.8

25
2.7

L464

外国
杜 数
%

376
100.0

35
9.3

139
37.0

172
45.7

107
28.5

46
12.2

14
3.7

46
12.2

12
3.2

5η

計
杜 数
%

1,129
100.0

55
4.9

331
29.3

668
59.2

380
33.7

240
2L3

61
5.4

150
13.3

35
3」

L920

主

な

藁

種

頃 継 工 業

国産
社 数
%

28
100.0

1
3.6

4
14.3

15
53.6

13
46.4

7
25.0

2
7.1

5
17.9

1
3.6

48

外国
杜 数
%

19
100.0

0
0.0

9
47.4

7
36.8

9
47.4

2
10.5

2
10.5

3
15.8

0
0.0

32

計
社 数
%

36
100.0

1
2.8

10
27.8

20
55.6

22
6Ll

8

22.2

3
8.3

7
19.4

1
2.8

72

化 学 工 業

国産 社 数
%

62
100.0

0
0.0

14
22.6

42
67.7

20
32.3

23
37」

2
3.2

8
12.9

0
0.0

109

外国
社 数
%

25
100.0

0
0.0

10
40.0

9
36.0

9
36.0

4
16.0

0
0.0

2
8.0

1
4.0

35

計 仕 数
%

78
100.0

0
0.0

21
26.9

49
62.8

28
35.9

25
32」

2
2.6

10
12.8

1
L3

136

石油製品製造業

国産
杜 数
%

6
100.0

2
33.3

2
33.3

4
66.7

1
16.7

1
16.7

1
16.7

1
16.7

0
0.0

12

外国
社 数
%

4
100.0

0
0.0

3
75.0

2
50.0

2
50.0

0

0.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

7

計 社 数
%

9
100.0

2
22.2

5
55.6

6
66.7

3
33.3

1
1L1

l
lL1

1
1L1

0
0.0

19
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9-1-2(2)表 全 コ.ンピュ一 夕の業 種別 ・型別 保有社数(2)

型 別

業 種 別

1回

答

実

数

超

大

型

大

型

中

¶

小

型

超

小

型

オ ユ
フ1
イ タ

;

ご

三

;

三
1タ

そ

の

他

延
べ

回
答
杜
数

主

な

藁

棟

鉄 頒 業

国産
社 数
%

18
100.0

1
5.6

6
33.3

14
77.8

7
38.9

4
22.2

2
11.1

1
5.6

2
11」

37

外国 社 数
%

10
100.0

3
30.0

7
70.0

5
50.0

2
20.0

2
20.0

0
0.0

0
0.0

1
10.0

20

計 社 数
%

23
100.0

3
13.0

9
39.1

16
69.6

9
39」

5
2L7

2
8.7

1
4.3

3
13.0

　

48

電気機械器具

製 造 業

国産
社 数
%

53
100.0

0
0.0

11
20.8

36
67.9

19
35.8

15
28.3

4
7.5

8
15」

0
0.0

93

外国 社 数
%

15
100.0

2
13.3

7
46.7

9
60.0

8
53.3

5
33.3

1
6.7

2
13.3

0
0.0

34

計
社 数
%

58
100.0

2
3.4

16
27.6

41
70.7

25
43.1

17
29.3

.5
8.6

9
15.5

0
0.0

115

輸送用機械器具

製 造 業

国産 社 数% 44
100.0

2
4.5

11
25.0

26
59.1

10
22.7

5
1L4

1
2.3

9
20.5

1
2.3

65

外国 社 数
%

17
100.0

2
1L8

6
35.3

9
52.9

4
23.5

1
5.9

0
0.0

4
23.5

0
0.0

26

計
社 数
%

48
100.0

3
6.3

14
29.2

33
68.8

14
29.2

6
12.5

1
2.1

11
22.9

1
2.1

83

卸 業 ・商 社

国産 社 数
%

86
100.0

1
1.2

10
11.6

46
53.5

36
4L9

26
30.2

9
10.5

6
7.0

3
3.5

137

外国 社 数
%

35
100.0

1
2.9

9
25.7

17
48.6

12
34.3

7
20.0

2
5.7

4
11.4

4
1L4

56

計
社 数
%

110

、100.0

1
0.9

19
17.3

62
56.4

48
43.6

32
29.1

lo
9.1

8
7.3

7
6.4

187

小 売 業

国産 社 数
%

38
100.0

0
0.0

7
18.4

18
47.4

15
39.5

9
23.7

3
7.9

1
2.6

1
2.6

54

外国
社 数
%

14
100.0

0
0.0

1
7」

8
57.1

5
35.7

1
7.1

1
7.1

2
14.3

1
7.1

19

計 社 数
%

46
100.0

0
0.0

8
17.4

24
52.2

20
43.5

10
21.7

4
8.7

3
6.5

2
4.3

71

金 融 業

国産 社 数
%

67
100.0

8
11.9

30
44.8

27
403

15
22.4

6
9.0

0
0.0

8
1L9

0
0.0

94

外国
社 数
%

73
100.0

7
9.6

甜
52.1

39
53.4

10
13.7

3
4.1

2
2.7

6
8.2

0
0.0

105

計 社 数
%

U5
100.0

15
13.0

64
55.7

62
53.9

24
20.9

9
7.8

2
1.7

11
9.6

0
0.0

187

「

生 命 保 険 業
(含代理業 ・サ
ービス業)

国産
杜 数
%

6
100.0

2
33.3

4
66.7

2
33.3

0
0.0

1
16.7

1
16.7

1
16.7

1
16.7

12

外国 社 数
%

7
100.0

6
85.7

1
14.3

0
0.0

1
14.3

0
0.0

1
14.3

1
14.3

1
14.3

11

計
社 数
%

8
100.0

6
75.0

5
62.5

2
25.0

1
12.5

1
12.5

2
25.0

1
12.5

1
12.5

19

損 害 保 険 業
(含代理集 ・サ

ー ビス棄)

国産
社 数
%

I
lOO.0

0
0.0

1
、100

.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

1
100.0

0
0.0

2

外国 社 数
%

2
100.0

1
50.0

1
50.0

0
0.0

0
0.0

1
50.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

3

計
社 数
%

2
100.0

1
50.0

2
100.0

0
0.0

0
0.0

1
50.0

0
0.0

1
50.0

0
0.0

5

9-1-2(3)安 全 コン ピュー タの業種別 ・型別 保有社数(3)

型 別

業 種 別

回

答

実

数

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

オ ユ
フ1
イ 夕

日
ン
ピ

三

;

三
1
タ

そ

の

他

延
べ
回
答
社
数

主

な

業

種

電 力 ・ガス事 業

国産 社 数
%

8
100.0

1
12.5

1
12.5

5
62.5

1
12.5

0
0.0

0
0.0

2
25.0

1
12.5

11

外国
社 数
%

7
100.0

3
42.9

4
57」

1
14.3

0
0.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

1
14.3

9

計 社 数
%

11
100.0

4
36.4

5
45.5

5
45.5

1
9.1

0
0.0

0
0.0

2
18.2

1
9.1

18

広告 ・調査・情報
提供サービス業

国産
社数
%

2
100.0

0
0.0

0
0.0

1
50.0

1
50.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

2

外国. 社 数% 0
0.0

0
0.0

0
0.0

O
O.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0 。.8

0

計
社 数
%

2
100.0

0
0.0

0
0.0

1
50.0

1
50.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

2

情報処理サー ビ
ス藁 ・ソフトウ
ェア業

国産
社 数
%

57
100.0

4
7.0

22
38.6

37
64.9

14
24.6

16
28.1

2
3.5

7
12.3

l
l.8

103

外国
杜 数
%

20
100.0

4
20.0

11
55.0

7
35.0

3
15.0

2
10.0

1
5.0

4
20.0

0
0.0

32

計
社 数
%

67
100.0

7
10.4

28
41.8

43
64.2

17
25.4

18
26.9

3
4.5

10
14.9

I
L5

127

一

×

ト

1

芭

ω
N
一



9-1-3(1)表 業 種別 ・回答社 保有台数合 計(1)

聖 別

藁 種 別

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

オ ユ
フ|
イタ

ζ

:

三

》
ζ
1
'

そ

の

他

合

計

第 一 次 産 案 計

国産
台数

%

0

0.0

0

0.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

0

0.O

0

0.0

0

0.0

2

100.0

外国
台数

%

0

0.0

0

0.0

1

33.3

2

66.7

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

100.0

計
台数

%

0

0.0

0

0.0

2

40.0

3

60.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

5

100.0

第 二 次 産 集 計

国産
台数

%

9

0.4

136

6.7

421

20.7

378

18.6

511

25.1

307

15.1

197

9.7

78

3.8

2,037

100.0

外国
台数
%

19

3.0

87

13.7

87

13.7

161

25.3

195

30.7

28

4.4

37

5.8

22

3.5

636

100.0

計
台数

%

28

LO

223

8.3

508

19.0

539

20.2

706

26.4

335

12.5

234

8.8

100

3.7

2,673

100.0

第 三 次 産 業 計

国産
台数

%

36

L9

218

11.5

341

17.9

279

14.7

410

2L6

90

4.7

359

18.9

168

8.8

L901

100.0

外国
台数

%

46

5.5

160

19.0

184

21.9

163

19.4

129

15.4

44

5.2

85

10.1

29

3.5

840

100.0

計
台数

%

82

3.0

378

13.8

525

19.2

442

16.1

539

19.7

134

4.9

444

162

197

7.2

2,741

100.0

公 務 計

国産
台数

%

0

0.0

38

28.6

30

22.6

9

6.8

37

27.8

1

0.8

18

13.5

0

0.0

133

100.0

外国
台数
%

1

7.1

3

21.4

1

7.1

2

14.3

1

7.1

0

0.0

5

35.7

1

7.1

14

100.0

計
台数
%

1

0.7

41

27.9

31

2L1

H

7.5

38

25.9

1

0.7

23

15.6

1

0.7

147

100.0

全 産 業 計

国産
台数

%

45

L1

392

9.6

793

19.5

667

16.4

958

23.5

398

9.8

574

14.1

246

6.0

4,073

100.0

外国
台数

%
66

4.4

250

】6.7

273

18.3

328

22.0

325

2L8

72

4.8

127

8.5

52

3.5

1,493

100.0

計
台数

%

111

2.0

642

11.5

1,066

19.2

995

17.9

L283

23.1

470

8.4

701

12.6

298

5.4

5,566

100.0

主

な

集

権

繊 維 工 藁

国産
台数

%

1

0.9

6

5.5

誕

30.9

18

16.4

13

1L8

7

6.4

30

273

1

0.9

110

100.0

外国
台数

%

0

0.0

11

11.8

9

9.7

28

30.1

24

25.8

17

18.3

4

4.3

0

0.0

93

100.0

計
台数

%

1

0.5

17

8.4

43

2L2

46

22.7

37

18.2

24

n.8

34

16.7

1

0.5

203

100.0

化 学 工 業

国産
台数
%

0

0.0

15

5.6

57

2L3

41

15.4

96

36.0

26

9.7

32

12.0

o

O.0

267

100.0

外国
台数

%

0

0.0

11

17.5

10

15.9

15

23.8

22

34.9

0

0.0

3

4.8

2

3.2

63

100.0

計
台数

%

0

0.0

26

7.9

67

20.3

56

17.0

118

35.8

26

7.9

35

10.6

2

0.5

330

100.0

石油 製品製 造業

国産
台数
%

3

6.3

2

4.2

18

37.5

5

10.4

2

4.2

2

4.2

16

333

0

0.0

48

100.0

外国
台数

%

0
90

.0

3

23.1

3

23.1

7

53.8

O

o.o

0

0.O

0

0.0

0

0.0

13

100.0

計
台数

%

3

4.9

5

8.2

21

34.4

12

19.7

2

3.3

2

3.3

16

26.2

0

0.0

61

100.0

9-1-3(2)麦 藁種別 ・回 答社保有 台数合計(2}

型 別

業 種 別

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

オユ
フ|
イタ

;

ζ

ミタ;

5三

1

そ

の

他

合

計

主

な

産

種

鉄 鋼 業

国産
台数

%

3

2.1

44

30.3

18

12.4

36

24.8

26

17.9

層8

5.5

1

0.7

9

6.2

145

100.0

外国
台数

%

7

1L1

27

42.9

6

9.5

4

63

4

6.3

0

0.0

0

0.0

15

23.8

63

100.0

計
台数
%

10

4.8

71

34」

24

11.5

40

19.2

30

14.4

8

3.8

1

0.5

為

1じ5

蹴

100.0

電 気 機 械 器 具

製 造 業

国産
.台数

%

0

0.0

18

4.5

66

16.4

57

14.2

160

39.8

74

18.4

27

6.7

0

0.0

402

100.0

外国
台数

%

3

2.5

9

7.4

】4

11.5

42

34.4

40

32.8

3

2.5

11

9.0

0

0.0

122

100.0

計
台数

%

3

0.6

27

5.2

80

15.3

99

19.9

加

38.2

77

14.7

銘

7.3

0

0.0

524

100.0

輸 送用機 械 器具

製 造 業

国産
台数

%
2

L2

21

12.5

67

39.9

41

24.4

15

8.9

2

L2

19

1L3

1

0.6

168

100.0

外国
台数

%

6

10.5

16

28.1

21

36.8

4

7.0

1

L8

0

0.0

9

15.8

0

0.0

57

100.0

計
台数

%

8

3.6

37

16.4

88

39.1

45

20.0

16

7.1

2

0.9

28

12.4

1

0.4

225

100.0

卸 業 ・ 商 社

国産
台数

%

1

0.2

13

2.7

66

13.6

70

14.4

165

33.9

s2

10.7

100

20.5

20

4.1

487

100.o

外国
台数

%

2

L7

13

10.9

19

16.0

21

17.6

20

16.8

18

15.1

9

7.6

17

14.3

119

100.0

計
台数

%

3

0.5

26

4.3

85

14.0

91

15.0

185

30.5

70

1L6

109

】8.0

37

6.1

606

100.0

小 売 業

国産
台数
%

0

0.0

7

3.8

田

15.3

37

20.2

鮪

5L4

12

6.6

1

0.5

4

2.2

183

100.0

外国
台数

%

0

0.0

1

4.2

9

37.5

5

20.8

2

8.3

1

4.2

5

20.8

1

4.2

24

100.0

外
台数

%

0

0.0

8

3.9

37

17.9

42

2).3

96

46.4

13

6.3

6

2.9

5

2.4

207

100.0

金 融 業

国産
台数

%

18

9.8

65

35.3

37

20.1

37

20.1

17

9.2

0

0.0

10

5.4

0

0.0

184

100.0

外国
台数

%

10

3.6

78

28.1

59

21.2

】2

4.3

84

30.2

21

7.0

14

5.0

0

0.0

278

100.0

計
台数

%

28

6.1

143

3LO

96

20.8

49

10.6

101

2L9

21

4.5

24

5.2

0

0.0

462

100.0

生 命 保 険 業

(含代理業サービス

薬)

国産
台数

%

2

7』

6

21.4

2

7.1

0

0.0

4

14.3

1

3.6

9

32」

4

14.3

28

100.0

外国
台数

%

10

8.2

3

2.5

0

0.0

87

71.3

0

0.0

3

2.5

18

14.8

1

0.8

122

100.0

計
台数

%

12

8.0

9

6.0

2

L3

87

58.0

4

2.7

4

2.7

27

18.0

5

3.3

150

100.0

損 害 保 険 業

(含代理業叶一ビス

業)

国産
台数

%

0

0.0

1

10.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

9

90.0

0

0.0

10

100.O

外国
台数
%

1

7.7

2

15.4

0

0.0

0

0.0

10

76.9

0

0.0

0

0.0

0

0.0

13

100.0

計
台数

%

1

43

3

13.0

0

0.O

0

0.0

】0

43.5

0

0.0

9

39.1

0

0.0

23

100.0

ω
N
N

Φ

u

×

尺
ト

1
、

主

斗

×
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べ

×

戻



9-1-3(3)表 業種別 ・回 答社保有 台数 合計(3)

型 別

業 種 別'・ ＼

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

オユ
フ1
イタ
ス

;
ピ

三

;

三
1
タ

そ

の

他

合

計

主

な

業

種

電 力 ・ガ ス 事 業

・産悟 1

0.7

2

1.4

5

3.5

]

0.7

0

0.0

0

0.0

91

63.2

44

30.6

144

100.0

外国
台数

%

9

27.3

13

39.4

1

3.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

m

O.0

33

100.0

計
台数

%

10

5.6

15

8.5

6

3.4

1

0.6

0

0.0

0

0.0

91

51.4

54

30.5

177

100.0

広 告 ・ロ査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業

国産
台数

%

0

0.0

0

0.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

外国
台数

%

0

0.0

0

0.0

O

O.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

計
台数

%

0

0.0

0

0.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

0

0.0

O

o.o

0

0.0

2

100.0

情報処理サー ビス業

ソフ トウェア業

国産
台数

%

9

5.4

42

25.0

48

28.6

17

10.1

35

20.8

2

1.2

11

6.5

4

2.4

168

100.0

外国
台数

%

12

20.7

16

27.6

8

】3.8

7

12.1

3

5.2

1

1.7

1】

19.0

0

0.0

58

100.0

計
台数

%

21

9.3

58

25.7

56

24.8

24

10.6

38

16.8

3

1.3

22

9.7

4

L8

226

100.0

9-]-4表 主 力機種別 ・外部補 助 メモ リー保有 台数平均

機 種 別

主力機種別

回

答

社

数

M

T

ド

ラ

イ
ブ

ド

ラ

ム

デ 三

イ ビン

ス ドル

クき

そ

の

他

超 大 型 54 38.4 2.3 88.6 L1

大 型 297 ハ2.9 0.5 25.8 3.0

中 型 550 2.9 0.2 7.7 1.4

小 型 172 0.6 0.1 3.6 3.0

超 小 型 16 0.3 0.3 2.1 0.3

オ7ィ スコン ピュー タ 1 0.0 0.0 0.0 5.0

ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ 7 0.3 0.1 L9 0.1

そ の 他 1 2.0 0.0 2.0 0.0

総 平 均 1,098 6.9 0.4 15.8 2.0

－

u

×

傷
い
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ω
N
ω



9-1-5表 業種 別 ・入力 システムの現 状

(多瓜回答}

入 力方 式

藁 積 別

回

答

社

数

,ぐ

ン

チ

方

式

キ

1

イ
ン

方

式

O

C

R

方

式

O

M

R

方

式

M

l

C

R

方
式

そ

の

他

延
べ

回
答
社
数

一 次 産 抵 計
杜数

%

4

100.0

1

25.0

4

100.0

0

0.0

O

O.0

0

0.0

0

0.0

5

125.0

二 次 産 菰 計
社数

%

472

100.0

353

74.8

341

72.2

105

22.2

109

23.1

1

0.2

19

4.0

928

196.6

三 次 産 藁 計
仕数

%

576

100.0

4ハ0

71.2

422

73.3

n2

19.4

104

18.1

43

7.5

27

4.7

L118

194.1

公 務 計
杜数

%

69

100.0

54

8L2

糾

49.3

33

47.8

15

21.7

0

0.0

2

2.9

140

202.9

全 産 業 計
社数

%

1,121

100.0

820

73.1

801

71.5

250

22.3

228

20.3

44

3.9

48

4.3

2」91

195.5

主

な

瑠

純

口皇 継 工 数
杜数

%

36

100.0

21

58.3

30

83.3

8

22.2

10

27£

0

0.0

2

5.6

71

197.2

化 学 工 戴
社数

%

79

100.0

58

73.4

60

75.9

21

26.6

16

20.3

0

0.0

6

7.6

161

203.8

石油製品製造藁
仕数

%

9

100.0

8

88.9

7

77.8

3

33.3

1

11.1

0

0.0

1

1L1

20

222.2

鉄 鋼 菰
社数

%

23

100.o

18

78.3

20

87.0

ハ0

43.5

8

34.8

1

4.3

1

4.3

58

252.2

電気機 械器具

製 造 粛

社数

%

58

100.0

45

77.6

39

67.2

38

31.0

15

25.9

0

0.O

1

L7

118

203.4

輸送用機械器具

製 造 藁

社敏

%

48

100.0

45

93.8

30

62.5

14

29.2

11

22.9

0

0.0

1

2.1

101

201.4

卸 集 ・ 商 社
社数

%

109

100.0

45

41.3

97

89.o

11

10.1

12

ハLO

0

0.0

3

2.8

168

154.1

'卜 売 菰 社数

%

45

100.0

31

68.9

33

73.3

9

20.0

3

6.7

1

2.2

1

2.2

78

173.3

金 融 藁
社数

%

114

100.0

85

74.6

85

74.6

17

14.9

8

7.0

40

35 ..1

4

3.5

239

209.6

生 命 保 険 業

(含 代理 粛 ・サ
ービス窺)

社数
%

8

100.0

7

87.5

7

87.5

8

100.0

4

50.0

0

0.0

0

0.0

26

325.0

損 害 保 険 藁

{含 代理 故 ・サ
ービス粛)

社数

%

2

100.0

2

100.0

2

100.0

1

50.0

0

0.0

0

0.0

0

0.O

5

250.0

電力 ・ガス事案
杜数

%

11

100.0

10

90.9

9

8▲.8

11

100.0

5

45.5

0

0.0

1

9.1

36

327.3

広告 調 査 イ冑報

提供サー ビス藁

社敵

%

2

100.0

2

100.0

1

50.O

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

1SO.0

情報処理 サー ビ
ス窺 ・ソフ トウ

」Lア戴

杜数

%
66

100.0

54

8L8

39

59.1

27

40.9

21

3L8

2

3.o

3

4.5

146

22L2

9-1-6表 業種 別 ・入力 システム5年 後の予 想

入 力 方 式
回1

答

社

,《

ン

チ

方

キ

1

イ
ン

方

ol

C

R

方

O

M

R

方

M

l

C

R

方

そ

の

艦
べ

回

答

社
案 棟 別

数 式 式 式 式 式 他 薮

社数 4 0 4 1 0 0 o 5

一 次 産 婁 計
% 100.0 0.0 100.0 25.0 0.0 0.0 O.0 125.0

吐数 463 196 422 219 76 7 46 966

二 次 産 症 計
% 100.0 42.3 91.1 47.3 16.4 L5 9.9 208.6

社数 558 268 499 222 95 63 49 1,196

三 次 産 兵 計
% 100.O 48.0 89.4 39.8 17.0 11.3 8.8 214.3

辻数 66 45 46 52 14 0 4 161

公 務 計
% 100.0 68.2 69.7 78.8 2L2 0.O 6」 243.9

社数 LO91 509 971 494 185 70 的 2,328

金 座 藁 計
% 100.0 46.7 89.0 45.3 17.0 6.4 9.1 213.4

社数 36 10 35 16 7 0 7 75
燈 繕 こ主 裁

% 100.0 27.8 97.2 44.4 19.4 0.0 19.4 208.3

化 学 工 業 社数 79 29 76 35 5 1 9

.

155

% 100.0 36.7 96.2 44.3 6.3 L3 1L4 19刈3.2

社数 8 4 8 5 0 1 1 `9

主 石油製品製造戴
% 100.0 SO.0 100.0 62.5 0.0 12.5 12.5 237.5

社数 23 9 21 14 4 0 1 49

鉄 飼 婁
% 100.0 39.1 91.3 60.9 17.4 O.0 4.3 213.0

電気 機械賠具 社数 56 26 52 30 14 1 4 127

製 造 底 % 100.0 46.4 92.9 53.6 25.0 L8 7」 226.8

始送用機械器具 吐数 46 釣 ⑮ 26 10 1 6 1n

な 蚊 遣 章 % 100.O 63.O 84.8 56.5 21.7 2.2 13.0 2引.3

JP藁 ・ 商 社
社数 106 25 97 誕 9 0 10 175

% 100.0 23.6 91.5 32.) 8.5 0.0 9.4 165」

仕数 46 14 41 21 6 4 3 89

小 売 藁
% 100.0 30.4 89.1 45.7 13.0 8.7 6.5 193.5

金 融 哀
吐数 110 61 96 32 9 57 8 263

% 100.0 55.5 87.3 29.1 8.2 5L8 7.3 239」

業 生 命 保 険 粟
(含 代理婁 ・サ

社数 7 6 7 7 3 0 1 24

一 ビ ス粛} % 100.0 85.7 100.0 100.0 42.9 0.0 14.3 342.9

損 害 保 険 哉

(含 代理 案 ・サ
仕抜 2 } 2 1 0 0 0 4

一 ビ ス粛) % 100.0 50.0 100.0 50.0 0.0 0.0 0.0 200.0

電 力 ・カス事績
社数 n 8 11 11 5 0 1 36

% 100.0 72.7 100.0 100.O 455 0.0 9」 327.3

広告 調 査 情 情 t±数 2 0 2 1 0 0 0 3

棟
提 供サー ビス藁 % 100.0 0.0 100.0 50.0 0.0 0.0 O.0 150.0

情 報処 理サー ビ 社数 63 39 54 40 16 1 5 155
ス暴 ・ソフ トウ

エア 案 % 1α).0 61.9 85.7 63.5 25.4 L6 7.9 246.0

ωN

心

"り

u

×

戸

1
、

蟄

斗
×

＼』1
⇒

×

共



9-1-7表1セ ッ ト当 り月間 ラン時 間

一
フ ン ・

回 集 回 一 一 一 一 二 二 三 三 四 四 五 五 総
タイム 計 ○ 〇五 五 o 五 o 五 o 五 o 五

取

舵

対
象

㌻
ト

答

社

o
H

未

OO
以H
上

未

o
I
二
〇
〇

○
1
二
五
〇

○

↓
6
0

O

↓
五
〇

Ol

四
〇
〇

ol

四
五
〇

ol

五
〇
〇

o1

五
五
〇

o
H
以
上

平

均

時

数 数 数 満 満 H H H H H H H H 閏

1,133 4,235 1,067 社数 205 182 203 194 97 58 46 28 16 11 27
206.8

100.0 % 19.2 17.1 19.0 18.2 9.1 5.4 4.3 2.6 1.5 LO 2.5

9-1-8(1)表 業 種別 ・コ ンピュータ経費 月額 平均(1)

(単位:千 円)

経 費 名

案 種 別

回

答

数

人

件

費

機 械 設 備 関 係
総

計

茜

き

レ ン タ ル 料

C主 装
P配 置
u憶)

聾鞠

周_
除

辺記
憶

装装
置

置)

周
辺

記

憶

装
置

_端

オ
ン末
ラ

イ装
ン
)置

A

機小
械

:
タ
ル
費計

}

一 次 産 業 計 金額

%

4 ㌧554.0

48.4

374.0

11.6

396.O

l23

138.8

43

187.5

5.8

11096.3

34.1.

3,211.0

100.0

二 次 産 業 計 金額
%

437 11.3683

32.6

3,25LO

9.3

1,087.5

3.1

Ll18.1

3.2

3,547.6

10.2

9,004.2

25.8

34,877.7

100.0

三 次 産 業 計 金額

%

507 8,039.8

19.5

3,937.8

9.5

21164.1

5.2

2.2003

5.3

3,565.1

8.6

11,966.4

29.0

41,273.7

100.0

公 務 計
金額

%

59 15,198.9

51.2

3,610.6

12.2

L66L8

5.6

1,895.7

6.4

928.0

3.1

81096.2

27.3

29,697.3

100.0

全 産 業 計
金額

%

1,007 9,877.9

26.2

3,606.4

9.6

L660.5

4.4

1,704.6

4.5

3,389.6

9.0

10,411.0

27.6

37,668.6

100.0

主

な

業

種

繊 維 工 業 金額

%

33 8β54.2

29.8

2,482.8

8.9

1,021.5

3.6

L427.2

5.1

2,153.9

7.7

7,085.4

25.3

28,040.0

100.0

化 学 工 業
金額

%

72 5,990.3

32.9

2,423.8

133

1,254.9

6.9

㌧074.6

5.9

1,228.0

6.7

5,981.2

32.9

18,196.3

100.0

石油製品製造業
金額

%

8 73」90.5

42.3

9,214.0

5.3

3,481.0

2.0

1,838.5

1.1

23,767.4

13.7

38,300.9

22.1

173,109.6

100.0

鉄 鋼 業 金額
%

23 73,714.6

32.4

21,429.2

9.4

2,465.4

1.1

2,892.2

L3

11,981.3

5.3

38,768.1

17.1

227,320.7

100.0

電 気 機械 器 具

製 造 業

金額

%

54 12,292.8

28.9

2,797.8

6.6

1,465.0

3.4

L544.1

3.6

4,600.4

10.8

10,407.2

24.4

42,589.9

100.0

輸送用機械器.具

製 造 業

金額

%

45 8,985.2

3LO

2,756.2

9.5

1,155.4

4.o

1,037.6

3.6

4,142.6

14.3

9,091.6

31.4

28,983.0

【00.0

卸 業 ・ 商 社
金額

%

99 3,637.2

2L4

2,890.1

17.0

807.9

4.7

964.8

5.7

1320.8

7.8

5,983.6

35.1

17,035.2

100.0

小 売 業 金額
%

44 3,498.5

21.5

L499.9

9.2

528.9

3.2

725.2

4.5

508.6

3.1

3,262.6

20.0

16,277.3

100.0

金 融 業
金額

%

94 9,902.9

13.4

5,10L8

6.9

4,582.8

6.2

2,564.8

3.5

5,469.8

7.4

17,719.2

24.0

73,907.9

100.0

生命保険案(含 代

理業・サービス業}

金額

%

5 39,623.4

17.2

12,619.0

5.5

10,269.2

4.5

16,224.4

7.1

36,499.O

l5.9

75,611.6

32.9

229,703.2

100.0

損害保険業(含 代

理業・サー ビス菊

金額

%

2 29,725.0

16.8

5,538.0

3.1

3,731.5

2.1

3,597.5

2.0

18,604.5

10.5

31,471.5

17.8

177,262.0

100.0

電力 ・方 ス事 業
金額
%

11 26,008.6

1L3

3L3223

13.6

14,110.9

6.1

27,886.0

12.1

19,577.3

8.5

92,896.5

40.2

230,842.9

100.0

広告 ・調在 ・情報

提供サ ー ビ ス藁

金額

%

2 2,055.0

45.7

.1
,547.5

34.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

L547.5

34.4

4,500.O

IOO.0

情報処理サービス

業・ソ7ト ウェア藁

金額

%

63 18,490.5

30.0

4,246.9

6.9

2,912.7

4.7

2,629.4

4.3

3,830.0

6.2

13,619.0

22」

6L668.3

100.0
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9-1-8(2)表 業種 別 ・コン ピュー タ経費 月額平均(2)

(単位:「 ・円}

経 イ?名

※ 棟 別

機 械 設1蔚 関 係
総

計

術

些

爪 却 曹 保

守

費
・

保

険

費

機

械

設

備

合

計

C主 装
P配 置
u恒)

葺鞠

周^
除

辺記
憶

装装
置

置}

周

辺
記

憶

装
置

^端
オ
ン末

ラ

イ装
ン
　 置

⌒

機小

憤

m

却

費計
}

一 次 産 業 計 金額

%

312.5

9.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

312.5

9.7

42.3

1.3

1,451.0

45.2

3,211.O

lOO.0

二 次 産 業 計
金額

%

326.7

0.9

140.6

0.4

194.8

0.6

327.6

0.9

989.74,915.3

2,814.1

14,909.2

42.7

34,877.7

100.0

三 次 産 業 計
金額

%

1,097.3

2.7

329.4

0.8

459.2

1.1

3,094.7

7.5

5,004.5

12」

3,160.0

7.7

20,144.7

48.8

41,273.7

100.0

公 務 計
金額

%

77.2

0.3

23.9

0.1

36.1

0.1

108.2

0.4

245.4

0.8

762.1

2.6

9,103.6

30.7

29,697.3

100.0

全 廠 粟 計
金額

%

700.0

1.9

228.3

0.6

317.9

0.8

L706.6

4.5

2,964.8

7.7

3,768.8

10.0

17,151.5

45.5

37,668.6

100.0

ホ

な

粟

純

繊 維:1:業
金額

%

197.7

0.7

70.9

0.3

98.4

0.4

289.7

1.0

656.8

2.3

4,166.9

14.9

IL9〔 θ.1

42.5

28,040.0

100.0

化 学 工 業
金額

%

282.1

[.6

13.3

0.1

37.3

0.2

216.5

L2

549.2

3.0

LO27.4

5.6

7,557.7

41.5

18,196.3

100.0

石油製品製造業
金額

%

L442.5

0.8

989.0

0.6

1,572.8

0.9

m.237.0

5.9

14,241.3

8.2

8,300.9

4.8

60,843.0

35.1

173」09.6

100.0

鉄 鋼 業
金額

%

L656,6

0.7

27.5

0.0

121.0

0.1

207.4

0.1

2,012.5

0.9

55.8393

24.6

96,620.0

42.5

227,320.7

100.0

電 気 機械 器具

製 造 業

金額

%

650.4

1.5

786.5

L8

1.02Ll

2.4

170.52,628.4

0.46.2

3,635.2

8.5

16,670.8

39.1

42589.9

100.0

輸送用機械器具

製 造 業

金額

%

178.0

0.6

48.5

0.2

46.4

0.2

.

108.8381.7

0,4L3

5,282.6

18.2

14,756.0

50.9

28,983.O

lOO.0

卸 斑 ・ 商 社
金額

%

469」

2.8

3L8

0.2

114.8

0.7

141.0756.7

0.84.4

843.4

5.0

7,583.7

44.5

17,035.2

100.0

小 売 業
金額

%

129.6

0.8

21.6

0.1

44.0

0.3

155.6

1.0

350.8

2.2

2,861.1

17.6

6,474.5

39.8

16,277.3

100.0

金 融 ※
金額

%

2,100.0

2.8

560.8

0.8

LO10.O

L4

12,828,216,499.0

17,422.3

10,837.2

14.7

45,055.4

61.0

73,907.9

】00.0

生命保険業(含 代

理業・サービス業}

金額

%

8,992.2

3.9

2.41LO

1.0

4,538.2

2.0

30.96L8

13.5

46,903.2

20.4

11,829.2

5.】

▲34,344.0

58.5

229,703.2

100.0

撫!チ保険業(含 代

理薫・サービス期

金`n

%

9,799.0

5.5

1,077.5

0.6

273.5

0.2

282.5

0.2

11,432.5

6.4

4,829.0

2.7

47,733.0

26.9

177,262.O

IOO.0

他力 ・カ ス事 業
金額

%

6,214.0

2.7

L782.7

0.8

2,227.8

LO

4,459.4

1.9

14,683.9

6.4

4,240.9

1.8

111,821.3

48.4

230,842.9

100.0

広告 ・副査 ・情報

提供サ ー ビス 黛

金額

%

155.0

3.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

ハ55.0

3.4

47.5

L1

1,750.0

38.9

4,500.O

loo.o

情報処理サービス

藁・ソフトウェア業

金額

%

833.2385.8

L40.6

532.5

0.9

466.4

0.8

2,218.0

3.6

2,367.0

3.8

18,204.0

29.5

6L6砧.3

100.0

9-1-8(3)表 業種別 ・コン ピュータ経費 月額平均(3)

〔単位:「 一円}

経 費 名

案 棟 別

消 耗 品 な ど
総

計

●

塑

カ
l

r
紙
テ
|
プ

w

磁;

気1
ドテ
.

1デ

ブ夏

費z

プ

リ

ン

ト

用

紙

費

戒
力
・

冷

暖

,ノ∫

費

i肖

姥

口

合

計

一 次 産 累 計 金額

%

3.3

0.1

6.3

0.2

130.3

4.1

50.8

L5

190.5

5.9

3,211.0

100.OI

二 次 産 累 計
金額

%

86.0

0.2

137.7

0.4

1,ll8.2

3.2

1,629.5

4.7

2,971.4

8.5

`

34,877.7

ユ00.0

三 次 産 業 計
金額

.

%

99.2

0.2

194.9

0.5

・

L878.2

4.6

1,653.8

4.0

3.83LO

9.3

41,273.7

100.0

公 務 計
金額

%

23.5

0.1

80.5

0.3

876.9
.

3.0

248.6

0.8

1,229.5

4」

29,697.3

100.0

全 廃 業 計
金額

%

88.6

0.2

162.6

0.4

L482.8

3.9

1,554.6

4.1

3.29Ll

8.7

37,668.6

100.0

主

な

藁

純

繊 維 工 業
金額

%

88.1

0.3

134.3

0.5

963」

3.4

1,495.7

5.3

2.68L1

9.6

28,040.O

lOO.0

化 学 丁 重
金額

%

37.4

0.2

72.1

0.4

7915

4.3 2.2

40L311.302,2
7.2

18,196.3

100.0

石油製品製造業
金額

%

694.1

0.4

1,034.8

0.6

4,576.5

2.6

16,990.0

9.8

23,295.4

13.S

173,109.6

100.0

鉄 鋼 業 金額

%

恒)L9

0.2

859.5

0.4

4,747.6

2」

[5,870.3

7.0

2L979.3

9.7

227,320.7

100.0

電 ち〔機 械 器 具

製 造 業

金額

%

,

55.4

0」

L76.3

0.4

L927.0

4.5

Ll20.3

2.6

3,278.9

7.7

42,589.9

100.0

輸送用機械 器具

製 造 糞

金額

%

66.4

0.2

78.7

0.3

1,074.6

3.7

613.4

2」

1,833.0

6.3

28,983.O

loo.o

詞]藁 ・ 商 社
金額

%

37.8

0.2

63.6

0.4

L122.7

6.6

351.2

2.}

L575.4

9.2

17,035.2

100.0

小 売 業
金額

%

37.3

0.2

72.9

0.4

527.2

3.2

1.02L7

63

1,659.0

10.2

16,277.3

100.0

金 融 業
金額
%

85.8

0」

375.9

0.5

2、02L8

2.7

3,118.3

4.2

5.60L8

7.6

73,907.9

100.0

生命保険業(含 代

理業・サービス業)

金額

%

978.0

0.4

1,662.2

0.7

11,708.2

5」

8,401.0

3.7

22,749.4

9.9

229,703.2

100.0

損害保険文(禽 代

理業・サービス.劇

金額

%

290.0

0.2

798.5

0.5

17,765.5

10.0

7,553.0

4.3

26,407.O

l4.9

177,262.0

100.0

電 力 ・ガス 泰 東
金額

%

584.9

0.3

302.2

0.1

16,078.7

7.o

6,359.2

2.8

23,325.0

10.1

1230 ,842.9

100.0

広告 ・調 査・tl'報

提供サ ー ビ ス 宝

金額

%

10.0

0.2

5.0

0」

30.0

0.7

0.0

0.0

45.O

LO

.4
,500.O

IOO.0

情報処理サー ビス

寒・ソフ トウェア 裳

金額

%

267」

.04

401.9

0.7

3,868.8

6.3

3,593.7

5.8

8.BL4

13.2

6L668.3

100.0

ω
N
Φ

¢

u

×

尺

い

1
、

望

斗

×
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ぺ

×

詩



9-1-8(4)表 業種 別 ・コン ピュー タ経費 月額平均(4)

(単 位:・ 「・円)

経 費 名 外 ⑪ 費
総

F 委 さ プ作 プ そ 外
ん 口

託 孔 四戒 グ 川 計

費 ラ
Il|' . グ委 ム の 費 〔

算 検 ラ託 購 でト
llj

孔 入 祖
業 純 別 w 費 ム費 費 他 、ll'

}

一 次 産 業
Ill』

金額 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.21LO

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

二 次 産 業 計
金額 464.2 646.4 1,025.2 96.3 1,788.1 4,020.1 34,877.7

% 13 L9 2.9 0.3 5.1 lL5 100.0

三 次 産 拳 計
金額 1,810.2 1,458.1 L321.9 75.5 L836,2 6,504.6 4L273.7

% 4.4 3.5 3.2 0.2 4.4 15.8 lOO.0

公 務 、1卜
金額 359.8 2,Ol6.9 379.2 4LO 967.2 3,764.0 29,697.3

% L2 6.8 L3 0.1 3.3 12.7 100.0

全 ぷ 業,}1'
金額 1,133.9 1,132.8 1,132.6 82.2 1,757.1 5,240.0 37,668.6

% 3.0 3.0 3.0 0.2 4.7 】3.9 100.O

繊 細、 工 業
金額 488.6 524.2 609.7 56.8 763.2 2,442.5 28,040.0

% L7 1.9 2.2 0.2 2.7 8.7 100.0

化 学 工 業
金額 822.8 387.2 648.4 90.2 353.1 2,301.8 18,196.3

% 4.5 2.1 3.6 0.5 1.9 12.6 100.0

石油製品製造業
金額 1,OI5.5 652.3 3,400.0 219.4 6,21L3 11,498.4 173,109.6

% 0.6 0.4 2.0 0.1 3.6 6.6 100.0

鉄 鋼 業
金額 724.9 2,236.0 5,665.6 809.9 22,269.5 3L705.7 227,320.7

% 0.3 Lo 2.5 0.4 9.8 13.9 100.0

主
電 気 機械 器具 金額 955.7 1,372.6 3,191.7 22.7 し780.4 7,323.1 42,589.9

製 造 業 % 2.2 3.2 7.5 0.1 4.2 17.2 100.0

輸送用機械器具 金額 329.0 777.2 378.6 16.5 407.0 1,908.2 28,983.0

製 造 業 % L1 2.7 L3 0.1 L4 6.6 100.0
な

卸 業 ・ 商 社
金額 222.7 868.8 939.2 49.9 LO97.6 3,178.2 i7,035.2

% L3 5.1 5.5 0.3 6.4 18.7 100.0

小 売.※
金額 629.5 893.8 174.2 54.7 2,250.5 4,002.7 16,277.3

業
% 3.9 5.5 Ll 0.3 13.8 24.6 lOO.0

金 融 業
金額 3,006.6 573.0 284.3 85.2 1,594.5 5,543.5 73,907.9

% 4.1 0.8 0.4 0.1 2.2 7.5 100.0

生命保険業(含 代 金額 1,648.2 8,095.8 5,932.8 1,372.0 4,602.0 21,650.8 229,703.2

種
理業・サービス業) % 0.7 3.5 2.6 0.6 2.0 9.4 100.0

M害 保険業(含 代 金額 10,354.0 33,455.0 10,712.5 734.0 8,341.0 63,596.5 177,262.0

理業・サー ビス業) % 5.8 18.9 6.0 0.4 4.7 35.9 loo.o

電力 ・ガ ス事 業
金額 37,927.0 Il,375.5 6,852.3 314.7 9,342.2 65,811.7 230,842.9

% 16.4 4.9 3.0 0.1 4.0 28.5 100.0

広告 ・調査 ・f`1撤 金額 0.0 650.0 0.0 0.0 0.0 650.0 4,500.0

提供サ ー ビス ※ % 0.0 14.4 0.0 0.0 0.0 14.4 100.0

情報処理サービス 金額 898.3 3,424.0 4,764.5 70.1 4,073.0 13,229.9 61,668.3

業・ソフトウェア業 % 1.5 5.6 7.7 0.1 6.6 2L5 100.0

9『1-8(5)表 種業別 ・コンピュー タ経 費月額平均(5)

(」薯i.位11・ 円)

経 費 名 そ の 他 総 他
か

通 デ そ そ ム.)

li}

回

線

使

用

1

タ

輸

送

の
他
連
絡
費
な

の

他

合

::;}1

客

;1

蕪
業 種 別 科 費 ど 計 計 川

金額o.0一 次r町1美 川' 0.0 15.5 15.5 3,211.0 0.0

%0.0 0.0 0.5 0.5 lOO.0 0.0

二 次 産 業.}卜 金額 LO50.4 120.4 437.9 L608.6 34,877.7 506.2

% 3.0 0.3 L3 4.6 lOO.0 1.5

三 次 産 業 、ll'
金額 1,634.4 320.0 798.9 2,753.6 41,273.7 686.7

% 4.0 0.8 L9 6.7 100.0 L7

公 務 、目
金額 151.8 12.8 236.7 40L3 29,697.3 0.0

% 0.5 0.0 0.8 L4 ll)0.0 0.0

全 赤 業 計
金額 L287、6 214.1 606.2 2,108.0 37,668.6 565.4

% 3.4 0.6 1.6 5.6 UK〕.0 1.5

繊 維 工 業
金額 L467.2 181.7 1,004.3 2,653.2 28,040.0 235.3

% 5.2 0.6 3.6 9.5 100.0 0.8

化 学:L業
金額 784.3 79.0 180.9 1,044.3 18,196.3 235.9

% 43 O.4 LO 5.7 100.0 L3

イ1油製 品 製 造 業
金額 3,068.6 376.3 837.5 4,282.4 173,109.6 0.0

% L8 0.2 0.5 2.5 HX}.0 0.0

鉄 鋼 業
金額 1,038.3 330.0 1,932.9 3,301.2 227,320.7 45.8

.

% 0.5 0.1 0.9 1.5 llX).0 0.0

主
湿 気 機 械 器 具 金額 2,099.5 189.7 735.0 3,024.2 42,589.9 3.5}9.6

製 造 業 % 4.9 O.4 1.7 7.1 100.0 8.3

輸送用機械器具 金額 LO46.1 181.6 272.8 L500.6 28,983.0 40.7

製 造 ※ % 3.6 O.6 0.9 5.2 100.0 0.1

な

苫口 業 ・ 商 社 金額 676.2 39.4 345.1 LO60.7 17,035.2 539.3

% 4.0 0.2 2.0 6.2 100.0 3.2

小 売 業
金額 459.1 67.7 U5.8 642.6 16,277.3 7.5

% 2.8 0.4 0.7 3.9 100.0 0.0
業

金 融 業
金額 4,279.5 510.0 3,014.9 7,804.4 73,907.9 491.0

% 5.8 0.7 4.1 10.6 100.0 0.7

生命保険業(含 代 金額 11,335.6 0.0 0.0 IL335.6 229,703.2 0.0

純
理業・サービス業} % 4.9 0.0 0.0 4.9 mO.0 0.0

}n、1`保険業(含 代 金額 6,OOI.0 2,957.0 842.5 9,800.5 177,262.0 0.0

理業・サービス業} % 3.4 1.7 0.5 5.5 lOO.0 0.0

'じ力 ・ガ ス事 業
金額 987.0 2,789.3 100.0 3,876.3 230β42.9 2,109.1

% 0.4 1.2 0.0 1.7 100.O 0.9

広告 ・調査 ・情報 金額 0.0 0.0 0.0 0.0 4,500.0 0.0

提供サ ー ビス 巣 % 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

情報処理サー ビス 金額 1,845.8 928.5 838.2 3,612.5 61,668.3 2,174.8

業・ソフトウェア業 % 3.0 1.5 1.4 5.9 100.0 3.5

－

u

ト

1

、

望

ω
N
心



9-1-9表 業種別 ・機械 設備 費構成

(単 位:・ 丁・円)

雑費項n C 周 周 オ 保 合 回

辺
ン 守

P
辺

記
ラ
イ
ン

費
.

答

装 憶 端 保 社
装 末

険装
彩 棟 別 u 置 置 置 費 計 数

一 次 疏 ※ 1汁
金額 686.5 396.0 138.8 187.5 42.3 1.45LO 4

% 47.3 27.3 9.6 12.9 2.9 100.0

二 次 疏 業 計
金額 3,577.7 L228.1 1,312.9 3,875.2 4,915.3 14,909.2 437

% 24.0 8.2 8.8 26.0 33.0 100.0

三 次 産 業 什
金額 5,035.0 2,493.5 2,659.5 6,659.8 3,160.0 20,144.7 改}7

% 25.0 12.4 13.2 33」 15.7 100.0

公 務 計
金額 3,687.8 L685.8 1,931.8 LO36,2 762.】 9,103.6 59

% 40.5 18.5 2L2 11.4 8.4 100.0

全 碑i※ 計
金額 4,306.4 L蹴,7 2,022.5 5,096.2 3,768.8 17.15L5 1,007

% 25.1 ILo 11.8 29.7 22.0 100.0

繊 維:1:業 金額 2,680.5 1,092.4 仁525.6 2,443.7 4,166.9 11.909」 33

% 22.5 9.2 12.8 20.5 35.0 100.0

化'ツ 工 業
金額 2,705.9 1,268.2 1.IIピ8 L444.5 1,027.4 7,557.7 72

% 35.8 16.8 14.7 19.1 13.6 100.0

石油製品製造業
金額 10,656.5 4,470.0 3.4U.3 34,004.4 8,300.9 60,843.0 8

% 17.5 7.3 5.6 55.9 13.6 100.0

鉄 鋼 業
金額 23,085.7 2,492.9 3,Ol3 .2 12,188.8 55,839.3 96,620.0 23

% 23.9 2.6 3.1 12.6 57.8 100.0

:h
電気 機 械 器具 金額 3,448.1 2.25L4 2,565.1 4,770.9 3,635.2 16,670.8 54

製 造 業 % 20.7 13.5 15.4 28.6 21.8 100.0

翰活用機械器具 金額 2,934.2 1,203.8 LO84,0 4.25L3 5,282.6 14,756.0 45

製 造 業 % }9.9 R.2 7.3 28.8 35.8 100.0
な

諺lj業 ・ 商 社
金額 3,359.2 839.7 1,079.6 1、46L7 843.4 7,583.7 99

% 44.3 11.1 14.2 19.3 1L1 100.0

小 売 業
金訂i 1,629.5 550.5 769.2 664.3 2,861.1 6,474.5 44

態
% 25.2 8.5 1L9 10.3 44.2 100.0

金 融 業
金額 7.20L8 5,143.6 3,574.8 18,298.0 10,837.2 45,055.4 94

% 16.0 lL4 7.9 40.6 24.1 100.0

生命保険業(今 代 金額 211611.2 12,680.2 20,762.6 67,460.8 11,829.2 134,344.0 5

純
珊※・サービス業) % 16.1 9.4 15.5 50.2 8.8 100.O

fli害保険※(含 代 金額 15,337.0 4.ぷ}9,0 3.87LO 18,887.0 4,829.0 47,733.0 2

理業・サービス※) % 32」 10.1 8.1 39.6 10.1 100.0

電 力 ・ガ ス'∬※
金額 37,536.3 15,893.6 30,II3.8 24,036.6 4,240.9 ll正.82L3 ll

% 33.6 14.2 26.9 2L5 3.8 100.0

広{'f・澗 在 ・情報 伽ri 1,702.5 0.0 0.0 0.0 47.5 1,750.0 2

提供サ ー ビス 業 % 97.3 O.O 0.0 0.0 2.7 100.0

情報処理サービス 金額 5,080.1 3之98.6 3,161.9 4,296.3 2,367.0 18,204.0 63

業・ソフトウェア業 % 27.9 18」 17.4 23.6 13.0 100.0

9-1-IO表 業 種 別 ・1社 当 り月 間 経 費 対 月 商 比 平 均

(注)コ ンビi－夕ー`ttVShと)|商の4(方とも£入のあ'・た岡答についてぬzzarであ6.

藁 種 別

回

答

社

数

1

社

当

り

平_

均 千

月

間 円
経)

費

1

社

当

り^

平 百

均召
月一

商

月間経費/月 商

平

均

1
-
1㎜

上

限

1
-

1㎜

下

限

1
-

1⑭

一 次 産 業 計
4 3,211.0 2,857.6 L12 L70 0.79

二 次 産 業 計 431 34,275.5 8,202.7 4」8 1,359.24 0.30

三 次 産 業 計 331 33,202.8 9,108.1 3.66 12.294」8 0.24

公 務 計 0 0.0 0.O 0.00 0.00
噛

0.00

全 産 業 計 766 33,692.9 8,566.0 3.93 12,294.】8 0.24

主

な

桑

種

繊 維 工 藁 33 28,040.0 7,615.2 3.68 12.32 125

化 学 工 藁 69 17,999.0 5,432.2 3.31 12.98 0.39

石 油 製品製造 業 8 173,109.6 80,lo8.3 2.】6 10.44 0.55

鉄 領 露 22 219,926.2 30,412.6 7.23 10.46 0.76

電 気 機 械 器具
製 造 藁 54 42,589.9 7,313.8 5.82 17.83 L57

輸 送 用機械 器具

製 造 藁
45 28,983.0 10,320.8 2.81 14.85 0.30

卸 藁 ・ 商 社 98 17,178.1 14,925.4 L15 】21.46 0.32

小 売 業 44 16,2?7.3 4,396.5 3.70 26.50 LO3

金 融 藁 (92) (67,498.3) (52.572.1) (1.28) (42.38} 〔0.劉
.

生 命保 険 業(含 代

理業 ・サー ビス藁)
(5) (229,703.2) (1.034.870.7} (0,22) (L77) (0.07)

損害 保 険秦(含 代

理 業 ・サ ー ビス藁)
(2} (177,262,0) (13.118,η (13.5り 〔18.43) (10.82

電 力 ・ガ ス 事 案 11 230,842.9 63,954.7 3.61 7.25 1.86

広 告 ・餌査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス 藁
24,500.0 L428.5 3.15 6.68 0.63

情 報 処理 サー ビス

桑 ・ソフ トウエア章
6162,030.8 94.30 657.96 12,294.18 9.76

金融婁 ・証麺 ・生命保険婁 ・損害保険劇ま年商(月 商)の 意味がちがうので 産 藁計の計算から除外してある.
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9-1-11表 業 種 別 ・従 業 員1人 当 り 月 間 経 費

(注)コ ンピュー タ経費合言.1'と従業員数の双方 とも記入のあった回答についての.集計である。

業 種 別

回

答

社

数

1
社
当
1}

平

均_
月千
問円
経)

費

1
社
当
り
平

均(
従 人
業)
員

数

月間経費/1人(千 円}

平

均

上

限

'ド

限

一 次 産 業 計 4 3.21LO 414.5 7.7 19.4 2.9

二 次 産 業 計 434 35,089.6 2β40.0 15.0 1,029.7 0.7

三 次 産 業 計 505 41,383.1 1,420.5 29.1 13,980.4 L1

公 務 計 59 29,697.3 7,138.6 4.2 1,548.1 0.3

全 産 業2.卜

公務 を除 く全 産 業

1,002

943

37,816.7

38,324.7

2,151.5

1,839.4

17.6

20.8

13,980.4

13,980.4

'
0.3

0.7

主

な

業

棟

繊 維 工 業 33 28,040.0 2,798.1 10.1 25.7 2.5

化 学 工 業 71 18,393.2 1.58Ll 11.6 48.4 1.6

石油製品製造 業 8 173,109.6 2,593.8 66.7 419.3 6.1

鉄 鋼 業 23 227,320.7 8,838.3 25.7 38.1 4.3

電 気 機 械 器 具

製 造 業
54 42,589.9 2,741.8 15.5 40.8 1.9

槍送用機械 器具

製 造 業
45 28,983.O 3,940.9 7.4 21.8 0フ

卸 業 ・ 商 社 99 17,035.2 801.5 21.3 75.0 2.0

小 売 業 44 16,277.3 1,547.8 10.5 60.8 1.9

金 融 業 93 74,439」 1,238.0 60.1 13,980.4 7.8

生命保険 業 〔含 代

理業 ・サービス業}
5 229,703.2 13,732.6 16.7 54.5 7.5

損害保険 業 〔含代

理業 ・サー ビス業}
2 177,262.0 3,277.0 54.0 60.4 493

電 力 ・カ ス 事 業 11 230,842.9 ll,422.4 20.2 29.6 8.5

広告 ・調査 ・情報

提 供 サー ビ ス業
2 4,500.0 385.0 1L7 19.9 2.8

情報処理 サー ビス

業・ソフ トウェア業
63 6L668.3 119.5 515.9 6,659.4 5.2

9-1-12表 主力機 種別 ・1社 当 り要 員数平均

職 種 庶 ,{ オ プ S 管 合 回

務 ン ぺ 口

計 答

そ チ レ グ 理 杜

の ヤ 1 ラ
人

実

主力機種 他 1 タ マ E 堤 数 数

社 内 要 日記入社 数 46 2ハ 32 45 42 47 47

社 内 要 員 平 均 34.4 8.5 19.9 59.6 45.4 18.0 185.9

超 大 型 管理者1人 に対する
他項純人数割合平均 1.9 0.5 1.1 3.3 2.5 1.0 10.3

派遣要員記入社数 6 15 28 22 13 6 36

派 遣 要 員 ・平均 3.1 9.8 21.8 24.2 3.7 0.7 63.3

社 内要 員 記入社数 240 147 159 274 195 279 290

社 内 要 員 平 均 9.5 6.5 8.7 22.4 12.1 7」 66.3

大 型 管理'者L人 に対する他項
楓人数割合平均 L3 O.9 1.2 3.2 1.7 vO 9.4

派遣要員詫人者数 16 100 149 82 49 8 195

派 遣 要 員 平 均 L4 6.6 8.1 4.1 5.3 0.O 25.6

社 内要 員 記入者数 231 314 281 497 293 445 545

社 内 要 員 平 均 1.3 3.3 L8 5.8 2.0 L4 15.6

中 型 管理者1人 に対†る
他聞[隙人数割合平均

0.9 2.3 1.2 4.0 1.4 1.0 10.9

派遣要員記入者数 5 101 68 鵠 26 5 160

派 遣 要 員 平 均 0.0 2.2 1.5 LO 0.4 04 5.3

社内要目記入者数 幻 lo1 79 128 51 99 175

社 用 要 員 平 均 O.3 2.2 L2 2.1 0.5 0.8 7.0

小 型. 管理者1人 に対す る
他種種 人数割合平均 0.4 2.8 1.6 2.6 0.7 1.0 9.0

派遣要具記入社数 0 16 8 7 3 0 25

派 遣 要 員 平 均 0.0 L5 1.3 0.6 0.1 0.0 3.5

社内要員記入社数 0 ll 13 17 5 7 21

社 内 要 員 平 均 0.0 1.0 0.8 1.3 0.2 0.3 3.6

超 小 型 管理者1人 に対す る
他職旭人数割 合平均 0.0 2.9 2.3 4.O 0.7 1.0 10.9

派遣要員記入社数 0 0 0 0 O 0 0

派 遣 要 員 平 均 0.0 O.0 O.O 0.0 0.0 0.0 o.o

社内要員記入社数 1 O 1 1 O 1 2

社 内 要 員 平 均 10.0 0.0 3.0 O.5 0.O 4.0 17.5

オフィス コンピュータ 管理者1人 に対す る
他職触人数割 合平均 2.5 0.0 0.8 0.1 0.0 LO 4.4

派遣要員記入社数 0 o 0 0 0 0 0

派 遣 要 員 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 O.0 0.0 0.0

社内要貝記入社数 1 1 0 4 1 3 6

社 内 要 員 平 均 0.5 0.3 0.O 1.3 0.7 0.8 3.7

ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ 管理者1人 に対†る他戦績人数割合平均
0.6 0.4 0.0 1.6 0.8 1.0 4.4

派遣要日記入社数 0 0 O 0 O 0 0

派 遣 要 員 平 均 0.0 0.0 0.0 0.O 0.0 0.0 0.O

社内要員記入社数 0 1 0 2 0 2 2

社 内 要 員 平 均 0.0 LO 0.0 2.0 0.O 2.0 5.0

そ の 他 管理者1人 に対する
他職櫨人数割合平均 o.o 0.5 0.0 1.0 0.0 1.0 2.5

派遣要員記入杜数 0 0 O 0 O 0 0

派 遣 要 員 平 均 O.0 0.0 O.O 0.0 0.0 0.0 0.0

社内要図記入社数 539 596 565 968 587 883 LO88

社 内 要 員 平 均 4.7 4.1 4.3 11.8 6.3 3.5 34.8

総 平 均 管理者1人 に対†る
他項檀人数翻合平均 1.3 L2 1.2 3.3 1.8 1.0 9.8

派遣要員記入社数 27 232 253 149 91 19 416

派 遣 要 員 平 均 LO 4.9 6.4 4.4 3.0 O.1 19.7
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9-1-13表 業 種別 ・従業員数 規模別 ・コ ンピュー タ要 員平均 と対 合従業 員数 比

全従業日数規模 従要 五 五 一 三 四 五 「 三 五
一 合

き・
数数

O o

'

o

O

～

O
O

'

o

o
l

O

o
l

o
O

♀
§
'

0

8
'

O

o

双
記

人
九 二 三 四 九 二 四 九 o

O

入
社

未 九
九
九

九
九

九
九

九
九

九
九
九

九
九
九

九.
九
九

人
以

業 棟 別 数 満 人 人 人 人 人 人 人 人 上 計

要匡撒 平均 4 0.0 0.0 7.0 0.0 5.0 4.0 0.0 o.o 0.0 0.0 5.O
－ 次 産 業 計

比1!1000 0.00 o.oo 67.96 0.00 11.63 7.U 0.00 0.00 0.00 0.00 12.06

要u数平均 460 n.0 3.4 4.6 5.0 8.7 10.1 】9.5 39.2 58.1 312.8 29.3

二 次 産 業 計
比1!1000 ㎜ 、oo 41.77 22.32 14.67 19.99 14.27 1】.62 10.62 8.57 13.34 12.25

要日数平均 553 15.4 22.3 34.5 24.8 22.4 3L9 35.7 68.9 75.O 196.0 38.0

三 次 廠 業 計
比1/1000 702.94 318.82 }89.14 73.52 鼠).91 45.51 2LO4 18.55 11.80 9.02 z3.48

要日数平均 65 11.5 56.0 6.0 0.0 36.0 8.0 23.6 22.3 26.7 24.9 22.5

公 務 計
比1/1000 ㎜.oo 1000.oo 34.43 0.00 82.76 1033 11.54 5.44 3.62 0.82 3.09

要員数平均 Lo82 ▲5.1 19.7 25.3 17.0 17.0 18.2 26.4 48.3 53口 212.2 33.2

金 帝 業 計
比1!1000 711.41 275.16 134」2 49.92 鵠.66 25.72 15.39 12.89 730 8.83 14.57

要員数平均 36 0.0 3.5 3.2 3.0 8.5 9.9 25.0 39.5 69.8 103.3 25.7

繊 維 工 業
比1ハ000 o.oo 42.94 15.43 938 19.50 15.63 12.55 9.46 1LO2 7.40 9.97

要員数平均 76 0.0 3.0 4.5 6.2 6.o 9.4 2L8 39.4 84.5 0.0 19.5

化 学 工 業
比1/1000 o.oo 40.oo 2L28 19」5 13.67 13.59 11.96 10.25 12.54 0.00 12.12

要員数平均 7 0.0 0.0 6.0 0.0 0.0 17.0 55.3 31.s 0.0 0.0 取5.0

石油製品製造業
比1!1000 0.00 O.00 22.22 0.00 0.00 頂}.36 28.05 8.51 o.oo 0.00 17.8`

要口数]陶 22 0.0 0.O 3.0 3.0 0.O 8.4 32.0 34.0 0.O 72).6 1η.0

鉄 鋼 藁
比1/1000 o.oo 0.00 16.92 8.89 0.00 12.62 17.06 10.25 0.00 加.73 勿.0}

主
電 気機 械 器具 要日数平均 57 O.0 0.0 4.0 4.2 6.4 12.4 18.2 40.7 43.7 267.8 33.2

製 造 業 比1/1000 0.OO 0.00 19.23 11.98 14.91 18.21 10.68 11.92 6.02 14.67 12.57

輸送用機械器具 要口数平均 48 0.0 1.0 4.0 5.0 6.0 7.6 15.2 25.0 635 179.o 36.9

製 造 業 比1/1000 0.00 lO.20 16.67 13.16 M.29 9.89 9.87 6.95 9.49 7.17 7.86

な
要日数平均 109 4.8 4.8 6.2 8.9 1L9 14.1 21.0 58.7 91.0 38.0 13.9

卸 業 ・ 商 牝
比1!1000 126.98 69.02 34.34 26.41 2?.17 22.26 1431 14.83 16.74 3.45 17.65

要員数稗 」 46 0.0 3.0 6.8 9.8 9.0 13.7 2L1 32.7 33.5 79.0 t6.6

小 売 逝
比1ハ000 0.00 42.86 32」o 29.89 四.59 19.71 12.37 10.15 4.53 6.08 1Lo9

斑
要日数平均 108 0.0 7.0 9.4 10.7 18.2 3L5 57.o 〕2L8 131.3 484.7 52.2

金 融 業
比1/1000 o.oo 100.96 44.80 32.02 41.75 40.97 32.60 32.64 22.32 26.η 3L27

生命保険業{含 代 要目数平均 8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.O 51.0 185.0 169.9 156.9

理藁・サービス業) 比1/】000 o.oo o.oo 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1L65 19.08 4.go 5.66

桶
挑柄呆険業 〔含代 要図数s}こ均 2 0.O 0.0 0.0 0.0 o.o o.o 60.0 174.o 0.0 0.0 "7.o

理藁・サービス業) 比1!10CO 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 21.19 46.75 o.oo 0.00 35.70

要u数 平均 n 0.0 O.0 0.0 0.0 lLO 」5.0 2LO 83.0 67.O 152.3 106.5

電力 ・ガ ス小 業
比1/1000 0.00 0.00 0.00 o.oo 23.06 25.00 13.43 22.83 u.06 8.60 9.32

広告 ・調査 ・情報 要日数平均 2 0.0 0.0 0.0 4.0 8.0 0.O 0.0 0.0 0.0 o.o 6.0

提供サ ー ビス 業 比1/1000 0.00 0.00 0.00 10.81 田.oo 0.00 0.00 O.00 o.oo 0.00 15.58

情報処理サービス 葵貝数平均 66 23.4 6L1 145.7 ぷ6.0 317.0 592.5 182.0 0.0 O.0 0.0 107.9

業・ソフトウエア業 比 〃1000 ㎜.oo ④4.76 863.18 g76.02 742.39 979.34 165.45 0.00 0.00 0.00 808.06

9-1-14表 業種別 ・職種別 ・年齢 平均お よび 月額 給与平均

(注)「順 給与・は・鮪 定額を跳 せられる髄 の甜 で、賞与.題 晒 轄 を含まない.

職 種

業 穂 別

,マ

ン

チ

ヤ

1

オ
ベ

レ

|

タ

プ

ロ

グ

ラ
マ

S

E

回

答

社

数

年
齢

A
拾子
与円

一

年齢
(

給千与
円
)

年齢
⌒

拾子
与円

)

年
齢

A
給干与
円
)

一 次 産 業 計 2`}.0 88.0 0.0 152.5 0.0 215.0 0.0 157.5 4

二 次 産 業 計 22.5 118.8 26.2 144.9 28.9 180.5 33.5 224」 4】4

三 次 産 業 計 23.0 115.6 25.0 14L8 28.4 174.0 32.7 220.4 489

公 務 計 26.2 127.7 29.5 132.0 29.3 167.5 33.7 200.3 58

全 産 業 計 22.9 117.4 25.6 143.2 28.7 176.5 33.1 221」 965

主

な

業

種

繊 維 工 業 2L6 106.4 25.3 133.4 28.9 166.9 34.4 244.5 31

化 学 工 藁 22.1 117.1 26.4・ 144.0 28.7 176.6 33」 222.0 70

石 油 製品製造 業 2LO 131.7 21.5 13〕.0 3L3 215.0 3L3 230.0 6

鉄 鋼 業 2L6 123.0 29.8 178.4 29.4 179.0 34.6 233.8 18

電気機械器具製造黄 22.7 119.4 28.2 139.7 28.0 173.8 33.4 218.7 49

輸 送 用機 械器具

製 造 業
22.4 116.8 25.6 147.1 28.9 173.1 33.1 ㎜.1 45

卸 藁 ・ 商 社 22.1 118.3 22.7 132.3 27.7 168.6 32.1 2M.8 103

小 売 業 2L7 109.0 24.5 130.3 27.7 170.5 32.6 22L6 42

金 融 業 21.7 109.8 26.2 154.2 28.1 176.0 32.3 219.7 95

生 命保 険業(含 代

理 業 ・サー ビス業)
24.0 129.5 0.0 0.0 2S.6 18LO 32.0 304.5 S

損害保険薬(含 代

理業 ・サービス剰
0.0 0.0 27.0 180.0 24.5 136.5 3L5 283.0 2

電 気 ・ガ ス事 彙 20.7 110.7 22.0 120.8 27.9 165.5 33.3 236.2 9

広 告 ・調査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 乗
0.0 0.0 28.0 200.0 33.0 200.O 0.0 0.0 1

情 報処 理サ ー ビス

藁 ・ソフ トウェア藁
24.2 n2.3 24.3 132.0 26.7 15L8 30.7 1部,6 61
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9-1-15表 業種別 ・社内要 員職 務手 当平均

職 種

業 種 別

回

答

数

無

記

人

数

記

入

数

'{

ン

チ A
や干

1巴

オ

ベ

レ

1手

タ巴

プ

ロ

グ

ラ早

マ 円一

S

♀

E巴

一 次 産 業 計
4 4 0 0.0 0.0 0.0 0.0

二 次 産 業 計 474 425 49 3.4 21.3 13.7 15.4

三 次 産 業 計 585 453 132 5.2 9.8 9.5 15.6

公 務 計 70 51 19 2.3 0.0 2.6 1.5

全 産 業 計 1,133 933 200 4.4 12.2 9.3 15」

主

な

業

種

1
繊 維 工 業 37 34 3 2.O 5.0 8.0 6.5

化 学 工 業 79 77 2 1.5 O.O 0.0 0.0

石油 製品 製造業 9 9 0 0.0 0.0 0.0 0.0

鉄 鋼 業 23 21 2 1.0 LO 1.o LO

電気機械器具製造業 58 51 7 5.8 46 42.0 50.0

輸 送 用機械 器具

製 造 業
48 46 2 2.0 2.0 0.0 0.0

卸 業 ・ 商 社 llO 83 27 8.6 5.1 7.4 10.3

小 売 業 46 36 m 1.4 6.0 4.0 6.0

金 融 業 H6 93 23 2.7 n.4 4.8 6.8

生 命 保険 業(含 代

理業 ・サー ビス業)
8 5 3 3.0 0.0 18.5 30.0

損 害 保険 業(含 代

理業 ・サー ビス業}
2 1 1 0.0 4.0 4.0 4.O

電 力 ・カ ス 事 業 11 7 4 2.0 11.0 0.0 0.0

広 告 ・調 査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス 業
2 1 1 0.0 2.0 3.0 0.0

情 報 処理 サー ビス

藁 ・ソ7ト ウェア業
67 ぷ 29 7.5 13.8 22.7 22.7

9-1-16表 業種別 ・1社 当})社 内要 員数平均 と被 派遣要 員数平均

職 棟 庶 ,ぐ オ プ slw 合 回

務 ン べ 口

そ チ レ グ 理 答

の ヤ 1 ラ

他 | タ ム E 職 計 社

業 陣 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 '女

1

計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 数

一次産業 計 社内要日数平均 o.o o.o 0.0 0.0 L3 L3 0.0 1.5 1.5 1.3 0.0 L3 o.3 0.3 0.5 0.5 0.0 o.5 2.0 3.0 5.0 4

被派遣要員数平均 0.0 o.o 0.0 0.0 ぴ0 0.0 0.0 0.0 O.0 0.d 0.0 o.o " 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0 0

二次産業 計
社内要員数平均 0.8 1.8 2.6 0.0 3.4 3.5 2.4 0.8 3.2 5.9 2.6 9.5 6.5 0.7 ?.2 3.1 0.1 3.2 19.7 9.5 29.2 敬

被派遣要員数平均 o.1 0.】 0.～ 2.0 イ.8 6.9 5.0 03 5.3 4.6 0.6 5.2 5.5 0.1 5.7 臥0 0.0 oo 1ア.{ 5.8 23.2 163

三 次産業 計
社内要員数平均 2.3 4.4 6.8 O.0 5.o 5.o 4.7 Lo 5.7 Io.9 2.8 13.7 5.8 o.2 5.9

)・9
o.1 4.0 27.7 13.4 41」 誕

被派遣要員数平均 0.6 L2 t.7 00 3.7 3.了 7.5 0.3 7.8 4.3 o.2 4.5 1.4 0.0 1.4 o.2 0.0 ●2 14.0 5.4 19.` 213

公 務 計
社内要員数平均 ].8 0.9 2.8 o.0 L7 L7 0.5 0.0 0.5 11.3 L4 12.6 2.4 0.3 2.7 }.9 0.0 L9 〕7.9 4.4 22.3 66

被派遣要員数平均 0.0 0.0 o.o 0.0 2.9 3.0 2.8 0.2 3.0 0.5 0.0 o.6 ●3 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 3.7 3.2 6.9 40

全 産 業 計
社内要員数平均 L6 3.1 4.7 0.0 4.1 4.1 3.4 o.9 4.3 9、z 2.6 LL8 5.9 0.4 6.3 3.4 0.1 3.5 23.6 ll.1 幽.7 1,090

被派退嬰員数平均 吐3 0.6 】.o o.8 4.1 4.9 6.1 0.3 6.4 4.1 0.3 4.4 2.9 吐0 3.o ●1 0.0 0.1 14.3 5.4 tg.7 416

繊維工業
社内要員数平均 L3 2.1 3.4 0.0 2.7 2.7 1.5 o.8 2.3 6.3 2.8 9.1 5.7 0」 5.8 2.4 o.0 2.4 17.1 8.5 25.7 36

被派遣要員薮平均 o.o 0.2 0.2 o.o 3.5 3.5 5.3 o.4 5.6 5.0 0.2 5.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 仕0 10.3 4.2 14.5 11

化学工業
社内要具数平均 0.4 1.6 2.0 0.0 2.2 2.2 o.8 o.8 1.6 5.o 2.1 7.1 4.2 o.2 4.4 2.0 0.0 2.1 12.4 7.0 19.4 η

被涙遺要員数平均 0.0 仕3 o.3 0.0 3.0 3.0 2.0 0.7 2.ア L9 o.8 2.8 L6 0.3 2.0 0.0 0.0 吐0 5.6 5.1 10.8 24

{紬製品製造貧
社内要員数平均 ].o L7 2.7 0.0 3.4 3.4 o.6 1.4 Z.0 16.9 Ll ]8.0 5.0 0.4 5.4 4.3 o.1 4.4 27.7 8.3 36.0 7

被派遣要員数平均 0.0 0.0 0.0 0.0 2」 2.7 2.8 o.5 3.3 1.o 2.0 3.o o.o 0.0 0.0 O.0 0.0 0.0 3.8 5.2 9.o 6

鉄 鋼 業
社内要員数平均 7.4 8.2 15.5 0.0 5.7 5.7 24.5 0.6 25.2 26.7 lo.6 3?.3 57.5 10.9 68.5 24.7 0.0 24.7 140.9 36.1 η、0 22

、
肢派遣要員数平均 じ2 o.o 1.2 23.3 11.9 35.2 lL7 0.6 ]2.4 30.0 0.4 30.4 田.7 o.o 額、7 0.O o.o O.0 ]24.9 13.0 B7.9 14

王
電気機械器具 社内要員数平均 0.6 2.5 3.1 0.0 4.2 4.2 L3 0.5 L8 ]2.1 3.o 15、] 5.9 o.2 6.1 2.9 o.o 2.9 22.R 10.4 33.2 57

製 造 藁 被派遣要員数平均 oo 0.2 0.2 O.0 7.4 7.4 B.6 o.2 !3.7 5.4 1.5 5.9 0.3 o.o ●3 ●o 0.0 ρo 19.3 9.2 28.5 筏

輸送用機械器具 社内要員数平均 1.1 2.7 3.8 0.0 7.1 7.L 2.6 L4 4.1 5.1 5.2 lo.2 6.9 1.o 7.8 3.o 0.9 3.9 18.7 〕&2 35.9 48

製 造 業 被派遣要員数平均 0.0 射 0.1 o.2 8.4 8.6 3.2 o.1 3.3 Ll 0.2 】.3 o.6 o.1 o.6 0.1 0.0 0」 5」 8.8 13.9 16

な

卸業・商社
社内要員数平均 o.2 L7 |.9 0.1 2.6 2.6 0.6 0.8 〕.4 3.0 1.z 4.] 2.3 o.1 2.4 L3 o.o L4 7.4 6.4 13.9 [09

被派遣要員数平均 0.0 o.1 臼 0.2 6.3 6.4 6.3 0.】 6.4 2.6 o.1 2.7 2.8 0.0 2.8 0.2 0.0 0.2 12.0 6.6 18.6 32

小 売 業
社内要貝数平均 0.7 2.2 2.8 0.0 4.3 4.4 0.5 0.7 L2 3.4 u 4.5 2.2 o.L 2.3 1.3 o.〕 1.4 8.1 8.5 16.6 46

被派遣要員数平均 o.4 o.3 o.6 0.0 3.8 3.8 2.7 2.4 5.1 0.9 0」 1.0 o.2 0.0 0.2 0.0 0.O O.0 4.1 6.6 {0.8 14

業

金 融 業
社内要員数平均 3.4 5.9 9.3 o.o 3.5 3.6 6.9 ].9 8.8 15.9 2.9 19.8 4.4 0.1 4.5 5.8 u.1 6.0 37.6 14.4 52.0 1困

被派遣要員数平均 O.1 0.0 0.1 0.0 L7 1.7 5.3 o.1 5.3 3.9 0.4 43 u 00 し! ∪4 0.0 0.4 10.7 2.2 !2.9 57

生命保険粟〔含
代理業・サーピ

社内要員数平均 10.1 20.] 30.3 0.0 5.3 5.3 L3 o.9 2.1 39.3 23.0 62.3 43.6 0」 43.8 〕2、3 0.0 12.3 lo6.5 50.4 156.9 8

ス婁} 抜派遣要員数平均 7.3 4.5 IL8 o.o 19.| 19.1 36.9 O.0 36.9 18、ε 〕.0 19.6 0.3 0.0 03 0.4 0.0 0.4 63.4 24.6 田.0 8

桶
損害保険業(含
代理業・サービ

社内要員数平均 lo.5 35.5 46.o 0.0 0.0 0.0 4.5 2.5 7.o 13.5 13.0 26.5 27.0 0.5 27.5 涌.o 0.0 10.0 65.5 51.5 117.o 2

ス案} 被派遣要員数平均 5.0 87.5 92.5 0.0 no 11.0 25.5 0.0 25.5 17.5 0.0 17.5 4.0 0.0 4.0 2.o O.0 2.0 図、0 98.5 鵬2.5 2

電力・ガス享宴
社内要員数平均 8.3 7.6 15.9 0.0 8.3 8.3 M.0 0.5 14.5 20.3 6.9 27.2 2ε.3 1.4 27.6 12.9 0.L 13.o 81.7 24.7 106.5 11

被派遣要員数平均 4.3 0.O 4.3 0.0 20 2.o 10.) 0.0 `0.1 3.7 0.0 ユ.7 o.9 止0 0.9 仕0 0.0 o.o 19.0 2.o 21.o 7

広告 ・調査 ・情報 社内要員数平均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 1.o LO 2.0 2.o Lo 3.0 0.0 0.0 0.0 1.o 0.0 1.0 4.o 2.0 6.o 2

提供サーピズ婁 被派遣要員数平均 0.0 0.0 0.0 0.0 5.0 5.0 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0 o.o 0.0 o.o 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.o 5.0 1

情報 処理サ ー ビ

ス業 ・ソ フ トウ
社内要員数平均 7.09.3 16.3 o.o 】8.8 18.9 10.6 1.2 IL8 25.3 8.5 33.8 183 0.5 18.9 7.9 0.3 8.2 69.2 38.ア107.9 66

エア 婁 被派遣要貝殻平均 0.00.5 0.5 0.1 3.6 3.6 12.7 0.0 12.7 8.0 0.】 8.1 1.7 o.1 1.8 0.0 0.0 0.0 22.5 4.2 26.7 30
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9-1-17表 業種別 外注 パンチ単価平 均

職 種

業 種 別

数

学

(A)

英

こ子

(B)

カ

ナ

(C)

左

の

;

{A+i÷c}「

平 と
灼 き
単
価
で
外
注
し

三
る

一 次 産 業 計 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

二 次 産 業 計 30.5 39.6 53.4 4L2 36.8

三 次 産 集 計 3L6 42.6 54.7 43.0 32.6

公 務 計 32.7 43.6 55.7 44.0 33.2

全 産 業 計 3L3 4L5 54.3 42.4 34.4

主

な

業

稲

繊 維 工 業 30.2 37.0 51.0 39.4 38.0

化 学 工 業 28.9 36.4 49.5 38.3 38.7

石油 製 品製造業 333 36.0 58.8 42.7 28.5

鉄 鋼 業 29.8 37.5 51.7 39.7 27.5

電 気 機 械 器 具

製 造 業
33.7 44.1 61.6 46.5 38.8

輸 送用機 械器具

製 造 業
32.9 42.4 58.5 44.6 37.5

卸 藁 ・ 商 社 30.5 4L5 54.2 42.1 37.6

'ト 売 業 30.7 39.1 49.4 39.7 40.5

金 融 業 33.1 43.5 58.3 45.O 3L9

生 命保 険業(含 代

理藁 ・サービス業)
35.6 49.6 70.8 52.0 0.0

捌 班 保 険業(含 代

理業 ・サービス業)
36.5 60.0 88.0 6L5 0.0

電 気'ガ ス事 業 33.7 42.7 59.3 45.2 38.5

広 告 ・調査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
0.0 0.0 0.0 0.0 O.0

情 報処 理サ ー ビス

業 ・ソフ トウェア業
3LO 42.2 51.7 41.6 31.9

9-1-18表 地方 別 ・外 注パ ンチ単価平均

(銭)

字 種

地 方

数

字

(A)

英

字

(B)

カ

ナ

(C)

左

の

:

〔竺i+c|

平 と均 さ

単
価
で
外注

し

さ
る

1北 海 道 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2東 北 31.0 37.4 50.4 39.6 33.4

3北 陸 29.8 38.2 52.3 40」 35.7

4関 東 3LO 41.5 5S.8 42.8 40.8

5東 京 30.7 4L4 53.6 41.9 35.8

6東 海 32.1 42.0 55.3 43.1 33.0

7近 畿 32.9 45.3 6L5 46.6 33.6
.

8中 国 3L1 42.1 5L7 41.6 31.2

9四 国 3L7 42.6 52」 42」
」

29.1

10九 州 ・ 油 糧 32.7 43.8 56.0 44.2 32.2

11全 国 平 均 31.3 4L5 54.3 42.4 34.4

ω

目

⑩

u

K'

ト

1

、

註

斗

マ

＼」1

ぺ

×

宍



9-1-19表 派遣元に対する派遣要員1人 当り日額換算支払費用平均

(千円)

職 種

業 種 別

,∨

ン

チ

ヤ

1

オ

ベ

レ

1

タ

プ

ロ

グ

ラ

マ

S

E

－ 次 産 業 計 0.0 0.0 0.0 0.0

二 次 産 業 計 12.2 15.8 19.5 25.3

三 次 産 業 計 10.7 17.2 18.6 22.4

公 務 計 8.5 12.6 17.8 25.5

全 産 業 計 1L3 16.1 19.0 23.7

主

な

業

種

繊 維 工 業 10.5 14.3 17.7 0.0

化 学 工 業 13.9 15.1 18.4 23.0

石 油 製 品 製 造 業 13.0 14.0 21.5 0.0

鉄 鋼 業 10.7 14.3 19.6 14.5

電 気 機 械 器 具 製 造 業 11.7 16.3 19.2 28.4

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 12.9 17.2 20.0 38.5

卸 業 ・ 商 社 n.0 15.4 18.8 26.8

小 売 業 1L2 13.5 17.2 22.5

金 融 業 9.6 16.3 19.0 12.6

生命保険業(含 代理業 ・サービス業) 11.5 56.0 20.0 0.0

損害保険業 〔含代理藁 ・サービス業) 9.5 14.5 16.5 2LO

電 力 ・ ガ ス 事 業 9.3 14.3 19.5 25.0

広 告 ・調 査 ・情 報提供 サー ビス業 13.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サー ビス業 ・ソフ トウェア業 ]0.5 14.2 16.2 19.5

9-1-20表 業 種別 ・コ ンピュー タ関連教 育費用

対 象

業 楓

コンピュータ部門要日用 一 般 社 員 用

要

H

教

育

費

記

入

一

社
当
平
均

墾
千

里

数 数
育

費

要員

数
双
記
入

一

人 ・
当
平
均

墾
千

旦

杜
u
教

育
費
記
入
数

一

↓上
当
平
均

堕
千

里

教 人
音 数
口

従
業
員
数
双
記

一

人
当
教
育き

千

旦

一 次 産 業 計 1 10.0 】 2.0 0 0.0 0 0.0

二 次 産 業 計 237 729.9 235 28.9 125 1,825.0 123 0.7

三 次 産 業 計 242 1β673 239 3L5 123 1,253.8 123 0.7

公 務 計 39 1,41LO 39 66.4 27 4,775.4 27 0.4

全 産 業 計 519 ],076.9 5】4 32.3 275 1,859.2 273 0.6

主

な

業

務

繊 維 工 学 19 958.9 19 24.8 6 1,050.0 6 0.2

化 学 工 業 44 663.7 44 37.2 18 2,628.9 18 L2

石 油 製 品 製 造 業 3 2,426.7 3 48.2 4 L770,0 4 】」

鉄 鋼 業 9 2,188.9 9 22.9 8 856.3 8 0.2

電気機械器具製造業 3〕 982.6 30 4LO 19 3,056.1 19 L2

輸送用機械器具製造業 26 782.3 26 22.9 17 379.7 17 0.1

卸 業 ・ 商 社 44 896.0 44 55.4 30 L697.7 30 L4

小 売 業 18 542.3 18 27.5 n 529.1 HO.5

金 融 業 56 860」 55 24.9 31 957.6 31 L〕

生 命保 険 業(含 代理

業 ・サ ー ビ ス 藁)
3 3,690.0 3 35.3 2 1,932.0 2 0.】

損害 保 険 業 〔含 代理

業 ・サ ー ビ ス 業)
2 3,856.5 2 33.0 0 0.0 0 0.0

電 力 ・ ガ ス 事 業 10 3,257.6 】0 28.1 6 1,887.3 6 0.2

広告 ・調査 ・情報提供

サ ー ビ ス 業
0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

情報処理サービス業 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業
38 3,554.4 鵠 30.】 21 L572.4 21 10.7

－

u
×
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、

望
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ω



9-1-21表 適 用業務項 目分布

(多重回答)

＼ 適 用 業務
生 在 営 経 人 技 企 広 そ 回 小 合

理 事 術 画 告
答

. ・ ■ ・ ・ の

財 労 設 調 宣 実

利 用 水 準 産 庫 薬 務 務 計 査 伝 他 数 計 計

1980
321 571 600 630 698 148 144 44 71 3,227

現 年まで
在
ま 計算 ・集計

% 9.9 17.7 18.6 19.5 2L6 4.6 4.5 L4 2.2 100.0
4,210

で
に 1981

108 172 173 205 159 66 61 】0 29 983
78.4

コ 年まで

ζ % 11.0 17.5 17.6 20.9 16.2 6.7 6.2 1.O 3.0 100.0 5β73

「 1980
104 107 158 113 97 83 83 3 12 760

100.0

タ 年まで
化
し

解析・予測・ % 13.7 14.1 20.8 14.9 12.8 10.9 10.9 0.4 L6 100.0 1,163

た
も 計画 }981

61 43 85 56 49 43 53 3 10 403
21.6

の 年

% 15.1 10.7 21.1 13.9 12.2 10.7 132 0.7 2.5 100.0

今の 76 92 62 143 103 73 61 22 27 659 659
後 も 計 算 ・ 集 計
三の
年

1L5 14.0 9.4 2L7 15.6 11.1 9.3 3.3 4.1 100.0 293
2,248

問 100.0
に
計 解析 ・予測 ・計画

206 230 282 302 179 128 226 27 9 1,589 1,589

画 13.0 14.5 17.7 19.0 1L3 8.1 14.2 L7 0.6 100.0 70.7

延 べ 杜 数 876 L215 1,360 1,449 1,285 541 628 109 158 7,621

% 11.5 15.9 17.8 ユ9.0 16.9 7」 8.2 1.4 2.1 100.0

9-1-22表 スルー プ ッ トタイム別 ・1社1日 当 り平均 ジ ョブ数 分布

スループッ ト

タイム

業 種

回

収

総

1数

ジ

膓
無
記
人
数

ジ
ヨ
プ
記
入
社
数

一

分

以

内

三

分

以

内

五

分

以

内

一

〇

分

以

内

三

〇

分

以

内

一

時

間

以

内

三

時

間

以

内

五

時

間

以

内

五

時

間

以

一上

合

計

一 次 産 業 計 4 0 4

平 均
ジョブ数

%

24.8

50.8

14.0

28.7

8.3

16.9

0.5

LO

0.5

1.0

0.8

1.5

0.0

0.0

0.0

0.0

O.0

0.0

48.8

100.0

二 次 産 業 計 474 117 357
平 均
ジsブ 数

%

29.1

22.3

23.9

18.3

20.9

16」

23.4

17.9

24.7

19.0

5.0

3.8

2.1

L6

0.8

0.6

0.6

0.4

130.4

】00.0

三 次 座 薬 計 585 160 425
平 均
ジ日プ数

%

55.7

30.3

39.6

2L6

25.2

13.7

27.5

1S.0

23.5

12.8

6.7

3.7

3.1

1.7

LO

O.5

1.4

0.8

183.7

100.0

公 務 計 70 17 53
平 均
ジ ョブ数

%

32.7

3L9

20.2

19.7

12.0

1L7

15.6

152

13.7

133

4.9

4.8

2.5

2.6

0.3

0.3

0.5

0.4

102.5

100.0

全 産 業 計 1,133 294 839
平 均
ジョブ数

%

42.8

27.6

31.6

20.3

22.5

14.5

24.8

16.0

23.3

15.0

5.8

3.8

2.6

L7

0.9

0.6

LO

O.6

155.2

100.0

繊 維 工 業 37 10 27
平 均
ジョブ数

%

39.9

18.9

4L8

19.8

49」

233

29.6

14.0

37.9

18.0

7.4

3.5

3.4

L6

.
0.8

0.4

1.0

0.5

211.0

100.0

化 学 工 業 79 22 57
平 均
ジョブ数

%

30.6

孜}.8

29.8

20.3

25.3

17.2

27.0

18.4

27.2

18.5
|

5.2

3.6

L2

0.8

0.2

0.1

0.5

0.4

147.0

100.0

1石油製品製糖
|

9 3 ・6
平 均
ジョブ数

%

65.3

26.6

40.2

16.3

3LO

l2.6 20.7

5D・814】 ・3

16.8

1L8

4.8

4.O

L6

O.5

0.2

LO

O.4

246.0

100.0

主

な

業

棟

鉄 鋼 瑛 23 6 17
平 均
ジョブ数

%

5L4

21.2

28.5

11.8

3L6

13.】

5s.9

23」

55.8

272

3.5

L4

1.6

0.7

3.6

L5

0.0

0.0

24L8

100.0

電気機械器具58

製 造 司

1
121461平 均

ジョブ数

%

23.8

21.8

17.8

16.2

12.3

1L3

18」

16.5

⑳.6

18.9

9.2

8.4

4.7

4.3

o.9

0.8

L8

L7

109.4

100.0

槍送用機械器具

製 造 業

オ

48 13 35
平 均
ジョブ数

%

23.6

18.6

20.5

16.2

24.3

19」

17.7

13.9

352

27.7

3.6

2.8

1.9

L5

0.3

0.2

0.0

0.0

127.0

100.0

卸 藁 ・ 商 社 110 27 83
平 均
ジョブ数

%

19.7

20.2

a〕.4

⑳.9

18.9

19.4

17.4

17.8

13.1

13.4

3.6

3.7

L9

】.9

0.7

0.7

L9

2.0

97.6

100.0

'ト 発 案 46 12 ぷ
平 均
ジョブ数

%

31.6

25.1

18.3

14.5

23.8

18.8

29.7

23.5

13.O

IO.3

7」

5.6

L8

L4

0.2

0.2

0.8

0.7

126.3

100.0

金 融 業 116 33 83
平 均
ジョブ数

%

65.5

28.9

50.2

22.2

30.8

13.6

36.9

16.3

32.2

14.2

6.8

3.0

2、40.4

LOO、2

L3

0.6

226.5

100.0

生命保険業(含
代理藁 ・サービ
ス藁)

8 4 4
平 均
ジョブ数

%

269.5

27.2

223.3

22.5

12LO

l2.2

148.8

15.0

89.0

9.0

5L3

5.2

42.0

4.2

33.3

3.4

13.0

1.3

99LO

100.0

損害保険業(含
代理藁 ・サービ
ス蒸)

2 0 2
平 均
ジョブ数

%

237.0

45.6

1⑳.0

23.1

43.5

8.4

59.0

11.4

34.5

6.6

16.5

3.2

8.5

L6

0.5

0.】

0.0

0.0

519.5

100.0

電力 ・ガス事業 n 0 11
平 均
ジョブ数

%

180.2

32.8

107.6

19.6

60.7,

11.0

64.3

1L7

78.6

14.3

3L1

5.7

20.6

3.8

3.7

0.7

3.】

0.6

5ヨ 〕.0

100.0

広告・調査・情報

提供サービス藁
2 1 1

平 均
ジョブ数

%

5.0

9」

10.0

18.2

a).0

36.4

1S.0

27.3

5.0

9」

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

①.0

0.0

0.0

55.0

100.0

情報処理サー ビ
ス薬 ・ソ7ト ウ
ェア藁

67 23 44
平 均
ジョブ数

%

40.8

23.1

32.3

18.3

29.3

16.6

26.7

15.1

27.3

15.5

10.9

6.2

5.2

3.o

1.5

0.9

2.3

L3

176.3

100.0

ω
ω
《

o

u

×

氏
ト

1
、

望

×
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へ

×

詩



9-1-23表 業種 別 ・事 故 ・障 害等の過 去1年 間の経験

(多重 回答)

回
'、 " 空 電 回 ^配 漏 障自 火 煙 地 シ人 シ人 そ
| 7 含 害然 災 害 震 スの スの

ド ト 調 源 線

、

ネ線 杢
【】

に
よ

に
よ

に
よ

テ過
ム失

テ悪
ム意答 r.'

工

ウ

エ

ズ
ミ

に
よ

る

」1;

る

41`

る
小

障に
害よ

侵に
害よ

の

実 ア

陳

ア

障

故 故 故 食酸
い
等

る
事
故

竺
障

巡
障

故

障

そる
の事
他故

そる
の裏
地故

業 種 数
害 害 障 障 障

)揃 水 亨手 {'F ]1' 他

一.次 産 業 計 杜 数 3 2 o o o 2 (, ( O { 1 O { ( 〔

% loo.o 66.7 1).o o.o O.0 66.7 〔,.o (,.o 0」[ 0.0 o.{} 0.吐 レ {}.o O.D o.o

二 次 産 業 計
社 数 378 321 207 Rx) 76 lL3 9 12 5 4 2 3 99 1 7

% 1〔xLo M.9 54.8 26.5 20」 29.9 2.4 32 L3 Ll o.5 〔}.8 26.2 O.3 1.9

三 次 産 業 計
杜 数 472 409 286 ll4 73 189 9 13 4 1 1 5 ll2 o 4

% 1α,.u 86.7 61〕,6 24.2 15.5 4〔LO L9 2.8 {L8 ".2 0.2 L1 23.7 0,`〕 o.x

公 務 計
社 数 55 48 25 19 13 14 ([ 1 o o {レ 《) 7 0 2

% 1(川.o 873 45.5 34.5 23.6 25.5 〔,,o 1.8 o.o o.{レ O,{レ {},o 12.7 《).o 3.6

全 産 業 剖'
吐 数 908 7&) 518 233 162 318 " 26 9 5 3 R 218 1 13

% 100.0 85.9 57.1) 25.7 17.8 35,〔〕 2』 2.9 LO 0.6 0.3 (;.9 24.1) 〔Ll L4

織 紐 コ二 業
杜 数 32 28 17 6 6 )0 1 1 {1 o 1} 1 8 o {i

% 100.0 87.5 53.5 lH.8 18.8 31.3 3.1 3.1 《〕.{1 〈}.{} O.0 3.】 25.【) o.o o.o

化 学 工 業
社 数 65 52 35 13 12 31 2 3 3 1 1 1 23 1 1

% 1(XLO 80.o 53.8 20.([ 18.5 47.7 3」 4.6 4.6 1.5 L5 L5 35.4 L5 L5

石油製品製造※
社 数 8 6 5 2 0 4 1[ 1 0 o o o 1 0 {}

主 % 100.0 75.0 62.5 25,〔} 〔}.o 5{}.1} 〔,.o 12.5 {}.《〕 o.【) 0,(1 o.o 12.5 0.0 《},D

鉄 鋼 業
社 殿 ZO 17 13 6 3 6 1 3 1 2 o o 6 o 1

% 1【)〔}.o 85.(; 65.O 31[.《) 15.こ) 30.O 5Jl 15.o 5.{1 lo.o 0.0 o,〔} 30.0 り.o 5,(;

電気機械器.具 社 数 45 39 3([ 13 8 12 2 {, o 1[ o o M o 2

製 造 業 % 1αLO ψ6.7 66.7 28.9 17.8 26.7 4.4 t),`} 0.0 0.0 0,〔〕 (L{[ 31.1 O,{} 4.4

輸送用機械器" 杜 数 41 37 24 12 12 13 o 1 正 o o o 9 o o

な 製 造 業 % 1〔x).〔, 90.2 58.5 29.3 29.3 3L7 o.o 2.4 2.4 0.O o.1) {Lo 22.o 0.0 o.o

卸 業 ・ 商 社
社 数 ア9 69 49 Z6 12 29 3 3 0 ([ o 2 25 o 1

% 1〔x).D 87.3 62.o 32.9 15.2 36.7 3.8 3.8 D.o 1;.o o.{1 2.5 3L6 o.o [.3

小 売 業
社 数 39 36 19 lo 7 13 2 {1 o o 0 o 9 0 〔}

% 10{1.ll 92.3 48.7 25.6 17.9 33.3 5.1 o,{[ {[.1レ (,.(, 0.(1 o.o 23」 〔〕.o 0.0

業 金'融 業
社 数 110 97 74 20 19 64 3 o 3 1 1) o 27 o 2

% 1〔x).o 88.2 67.3 18.2 17.3 58.2 2.7 (),o 2.7 ⑪.9 〔レ.(レ o.1レ 24.5 (,.0 1.8

生 命保険業(含
代理業 ・サービ

トヒ 数 8 8 7 1 2 7 (1 2 o o o ([ 3 【) o

ス業[ % Rx}.o Kx),o 87.5 12.5 25.o 87.5 0.1) 25.O (,.o o.o o.o o.o 37.5 o.o D.D

引割 呆険業{含代
理業 ・サー ピ

社 数 2 2 1 1) 1 1 o o 【) o 1} o o 0 {1

ス 業 ・ % 1〔X)、0 1{xLo 51).o o.(, 50.0 50.1) o.o o.o 《L{[ 【}.【) 〔,,い {}.o o.o o.o o.《[

種
電 力 ・ガス事業

社 数 ll lo 8 4 4 5 u 1 1 {レ {1 {} 3 〔, o

% 100.O 慣),9 72.7 36.4 36.4 45.5 lL{} 9」 9.1 0、{1 o,(1 O,1[ 27.3 o.o o.o

広告 ・調査 ・w
報提供サービス

社 数 1 o 】 (, 〔} (, (, ([ 1} {} 【, o 1) ([ o

業 % 1α,.D (,.o 1αLo {}.o 〔,.o D.o o.o (Lo {},{レ 〔}.o ().【} {LD (1.o 0.0 {〕.1)

情報処理サー ビ
ス業 ・リフ トウ

杜 数 52 45 34 18 7 20 1 3 《1 D 1 D L4 o

一

〇

エア業 % 1〔x}.(1 81～.5 65,・1 34.6 13.5 38.5 L9 5.8 〔;.(; 0メ) 1.9 Oメ1 26.9 1}.o 1).0

9-1-24表 業種別 ・信 頼性対策

業 種 別

回

答

実

数

自
己
診
断
シ
ス
テ
ム
保
有

定
期
診
断
シ
ス
テ
ム
制

ノ寸

ツ

ク

ア
ッ

プ

体

制

回

線

の

二

重

化

言

㌢

三

夕

:
ム

一'次 帝 業 計 社 数
%

4

100.0

1

25.0

1

25.0

3

75.0

0

0.0

0

0.0

二 次 商 業 計 社 数
%

357

100.0

160

44.8

219

61.3

.260

72.8

11

3.1

19

5.3

三 次 産 業 計 社 数

%

464

100.0

220

47.4

289

62.3

328

70.7

42

9.1

98

21.1

公 務 計
社 数

%

52

100.0

25

48.1

44

84.6

37

7L2

1

L9

4

7.7

全 産.業 計
社 数

%

877

100.0

406

46.3

553

63.1

628

71.6

54

6.2

121

13.8

主

な

業

種

繊 維 工 業 社 数
%

27

100.0

lI

40.7

13

48.1

19

70.4

1

3.7

3

11.1

化 学 工 業 社 数

%

59

100.0

28

47.5

32

54.2

39

66.1

1

1.7

2

3.4

石 油 製 品 製 造 業 社 数

%

7

100.0

2

28.6

3

42.9

6

85.7

0

0.0

0

0.0

鉄 鋼 業
社 数

%

21

100.0

10

47.6

14

66.7

16

76.2

0

0.0

4

19.0

電気機械器具製造業
社 数

%

45

100.0

21

46.7

34

75.6

33

73.3

1

2.2

4

8.9

輸送用機械器具製造業
社 数

%

錫

100.0

17

44.7

24

63.2

29

76.3

3

7.9

4

10.5

卸 業 ・ 商 社
社 数

%

90

100.0

39

43.3

49

54.4

64

71.1

2

2.2

6

6.7

小 売 業
社 数

%
36

100.0

17

47.2

31

86.1

23

63.9

2

5.6

1

2.8

金 融 業
社 数
%

101

100.0

44

43.6

60

59.4

84

83.2

23

22.8

53

52.5

生 命 保 険 業

(含代理業・サービス業)

社 数

%

8

100.0

5

62.5

5

62.5

6

75.0

2

25.0

6

75.0

損 害 保 険 業

(含代理業・サービス.剰

社 数

%

2

100.0

0

0.0

1

50.0

2

100.0

0

0.0

0

0.0

電 力 ・ ガ ス 小 業
社 数

%

11

100.0

6

54.5

8

72.7

9

8L8

3

27.3

3

27.3

広告 ・調査 ・情報提供

サ ー ビ ス 業
社 殿

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

O

O.0

0

0.0

情報処理サービス業 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業
社 数

%

57

100.0

29

50.9

39

68.4

43

75.4

4

7.0

10

17.5

－

u

×

い

1
、

豊

田

器
en



9-2-】 表 業種別 ・オ ンライ ンシステム型 態の現 況

システム型胞

累 穐

実

回

答

}ll

数

デ

1

タ

収

集

シ

ス

テ

ム

メ
ッ

セ

1

ジ

交

換

シ

ス

テ

ム

照

会

応

;答
ア

イ シ
ル
更 ス

砦 テ
と ム

取

引

処

;理
ア 、イ ン

ル
更 ス
新 テ
あ

ど ム

詩
六 ジ

膓 手
・ 三

石三
‡?

タ
イ
ム
シ

撒
リ
ン

シ
シ

ろz

そ

の

他

抵

ぺ

回

答

)1;

数

一 次 擶 主 計 日 数

%

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

二 次 産 業 計
↓1;数

%

249

100.0

208

83.5

71

28.5

174

69.9

160

64.3

114

45.8

87

34.9

2

0.8

816

327.7

三 次 ρn塔 計
社 殿

%

341

100.0

192

56.3

121

35.5

223

65.4

244

71.6

118

34.6

119

34.9

7

2.1

LO24

300.3

公 務 計
ト1;数

%

23

100.0

11

47.8

0

0.O

17

73.9

7

30.4

6

26.1

9

39.1

0

0.0

50

217.4

全'栢 於 計
ト1=数

%

614

100.0

411

66.9

192

3L3

414

67.4

411

66.9

239

38.9

215

35.0

9

L5

1,891

308.0

ホ

な

業

種

繊 維 工 数
杜 数

%

21

100.0

19

90.5

6

28.6

17

8LO

14

66.7

11

52.4

5

23.8

0

0.0

72

342.9

化 学 工 業
杜 数
%

57

100.0

44

77.2

19

33.3

38

66.7

35

61.4

24

42.1

18

3L6

0

0.0

178

312.3

石 油 製 品 製 造 業
}1二 数

%

8

100.0

7

87.5

2

25.0

4

50.0

3

37.5

4

50.0

3

37.5

0

0.0

田

287.5

鉄 鋼 業
↓ll数

%

M

100.0

14

100.0

6

42.9

13

92.9

12

85.7

9

64.3

8

57」

1

7.1

63

450.0

戒気機械器具製造業
杜 数

%

27

LOO.0

24

88.9

10

37.0

23

85.2

19

70.4

12

44.4

11

40.7

0

0.0

99

366.7

輸送川機械器具製造※
杜 数

%

20

100.0

15

75.0

5

25.0

17

85.0

18

90.0

12

60.0

12

60.0

0

0.0

79

395.0

剤1聡 ・ 商}卜
}ヒ 数

%

60

100.0

45

75.0

加

33.3

39

65.0

35

58.3

為

40.0

13

21.7

0

0.0

175

293.3

小 売 業
ト1=数

%

29

100.0

19

65.5

3

10.3

18

62.1

14

48.3

7

24.1

8

27.6

0

0.0

69

237.9

金 融 業
}ト 数

%

95

100.0

35

36.8

61

64.2

67

705

go

94.7

13

13.7

27

28.4

1

LI

294

309.5

生命保険烈 含代理零
サ ー ビ ス 業)

トll数

%

8

100.0

7

87.5

6

75.0

8

100.o

7

87.5

5

62.5

5

62.5

2

25.0

40

500.0

損害保険 業(含代理主・

サ ー ビ ス 業)

ト1;数

%

2

100.0

2

100.0

0

0.0

2

100.0

1

50.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

5

250.0

戒 力 ・ ガ ス 琳 業
}ト 数

%

8

100.0

6

75.0

0

0.0

8

100.0

4

50.0

7

87.5

6

75.0

1

12.5

32

400.0

広告 ・澗査 ・情報提供

サ ー ビ ス 菜)

ト1;数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0ρ

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報 処理サービス業 ・

ソ7ト ウ ェ ア 業

}1;数

%

42

!00.0

28

66.7

9

21.4

29

69.0

33

78.6

22

52.4

22

52.4

1

2.4

144

342.9

9-2-2表 業種 別 ・オン ラインシス テム型態 の5年 後 の予定

システム型態

業 種

実

回

答

杜

数

デ

1

タ

収

集

シ

ス

テ

ム

メ
ッ

セ

1

ジ
.交

換

シ

ス

テ

ム

照

会

応

;答
ア
イ シ
ル
更 ス

蓼 テ
と ム

取

引

処

;理
ア 、イ ン

ル
更 ス

¶ テ

ユ ム

言 リ

ll
∴ ジヨツ

プチ
.

.
エシ ・.

ン!ろ
ス トア
テリと
ム ・

タ
イ

;

徹
り

多

シ
ろ

z

そ

の

他

延

べ

回

答

}ヒ

数

一 次 産 粟 計 }t数

%

1

100.o

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

二 次 ぷ 主 計
社 数

%

222

100.0

i59
7L6

112

50.5

161

72.5

172

77.5

165

74.3

13▲

59.0

2

0.9

902

406.3

三 次 ぷ 某 計
}ヒ 数

%

317

100.0

185

58.4

170

53.6

216

68.1

246

77.6

187

59.6

182

57.4

9

2.8

L195

377.0

公 務 計
社 数
%

22

100.0

11

50.0

2

9.1

16

72.7

10

45.5

9

40.9

11

50.0

0

0.0

59

268.2

金 渋 聴 許
8ヒ 数

%

562

100.0

355

63.2

捌

50.5

394

70.1

428

76.2

361

64.2

324

57.7

11

2.0

2,157

383.8

主

な

業

種

繊 維 工 ※
トヒ 数

%

⑳

100.0

18

90.0

10

50.0

17

85.0

15

75.0

16

80.0

10

50.0

0

0.0

86

430.0

化 学 工 ※
社 数

%

48

100.0

31

64.6

20

41.7

34

70.8

甜

8L3

40

83.3

26

54.2

0

0.0

1go

395.8

石 油 製 品 製 造 粟
社 数

%

8

100.0

6

75.0

4

50.0

3

37.5

6

75.0

5

62.5

5

62.5

0

0.0

29

362.5

鉄 倒 主
↓ヒ 数

%

13

100.0

10

76.9

9

69.2

11

84.6

12

923

12

92.3

10

76.9

ユ

7.7

65

5α)』

電気機械器具製造 業
社 数

%

24

100.0

19

79.2

19

79.2

19

79.2

19

79.2

18

75.0

19

79.2

0

0.0

n3

470.8

輸送用機械器具製造※
社 数
%

16

100.0

12

75.0

10

62.5

13

8L3

15

93.8

15

93.8

13

8L3

0

0.0

78

487.5

卸 黙 ・ 商 社
}ヒ 数

%

55

100.0

35

63.6

25

45.5

40

72.7

40

72.7

35

63.6

η

49.1

0

0.0

202

367.3

小 売 業一

トt数

%

29

100.0

14

48.3

13

44.8

13

44.8

22

75.9

13

44.8

13

44.8

0

0.0

88

303.4

金 融 粟
社 数

%

86

100.0

41

47.7

51
7q.9

60

69.8

78

90.7

37

43.0

41

47.7

1

1.2

319

370.9

生 命保険業(含 代理 業・

サ ー ビ ス 宝)

トビ 数

%

7

100.0

6

85.7

6

85.7

7

100.0

6

85.7

5

7L4

5

7L4

2

28.6

37

528.6

損害保険※(含 代理※・

サ ー ビ ス';業)

社 数

%

2

100.0

2

100.0

2

100.0

2

100.0

■

2

100.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

10

500.0

電 力 ・ ガ ス 事 業
社 数

%

8

100.O

7

87.5

3

37.5

6

75.0

5

62.5

7

87.5

8

100.0

1

12.5

37

462.5

広告 ・餌査 ・情報提供

サ ー ビ ス 案

tヒ 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サービス業 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業

杜 数
%

41

100.0

32

78.0

24

58.5

33

80.5

訂

90.2

説

78.0

馴

82.9

2

4.9

194

473.2

斗

Y

gl

へ
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合

ゆ
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×

氏
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9-2-3(1)表 業種別 ・コン ピュー タ/コ ンピュー タ ・ネ ッ トワー クの現 況 と5年 後の予定(1)

C/Cネ ットワー クの
有

現 在 5年 後
無

も い も も も 未
つ

《
な つ 計

つ

予
た

な
計

業 種 る い て 定 じ 、 定

自 社 の み の
社 数 0 1 1 0 0 1 1

一 コ ン ピ ュ ー タ ・

ネットワー クを % 0.0 100.0 100.0 α0 0.0 100.0 100.0

次 他 社 も 含 む
社 数 0 0 0 0 0 O 0

コ ン ピ ュ ー タ ・

産 ネッ トワークを % 0.0 0.0 0.0 0.0 0LO 0.0 0.0

業 社 数 0 1 1 0 O 1 1
計

% 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0 100.0 100.0
計

'実 社 数 0 1 0 0 1

自 社 の み の
社 数 96 135 231 111 22 55 【88

二 コ ン ピ ュ ー タ ・

ネ ・7ト ワ ー ク を
% 41.6 58.4 100.0 59.0 ll.7 29.3 100.0

次 他 社 も 含 む 社 数 33 138 171 63 28 89 180
コ ン ピ ュ ー タ ・

産 ネ ・〃ト ワ ー ク を
% 19.3 80.7 100.0 35.0 15.6 49.4 100.0

業
計

社 数 129 273 402 174 50 144 368

% 32.1 67.9 100.0 47.3 13.6 39.1 100.0

計

実 社 数 Il2 175 128 38 105

自 社 の み の
社 殿 84 214 298 95 45 112 252

三
コンピュー タ・

ネッ トワー クを % 282 71.8 100.0 37.7 17.9 44.4 100.0

次 他 社 も 含 む
社 数 86 177 263 121 27 104 252

コ ン ピ ュ ー タ ・

産 ネットワー クを % 32.7 67.3 100.0 48.0 10.7 41.3 100.0

業 計
社 数 170 391 561 216 72 216 504

% 30.3 69.7 100.0 42.9 14.3 42.9 100.0

計
実 社 数 145 246 163 58 145

自 社 も 含 む
社 数 3 19 22 4 4 12 20

公
コンピュータ ・

ネ ットワークを % 13.6 86.4 100.0 20.0 20.0 60.o 100.0

他 社 も 含 む
社 数 1 17 18 o 6 12 18

コ ン ピ ュ ー タ ・

務 ネ ットワー クを % 5.6 94.4 100.0 0.0 33.3 66.7 100.0

社 数 4 36 40 4 10 24 38
計

% 10.0 90.0 100.0 10.5 26.3 63.2 100.0

計'

実 社 数 4 21 4 7 14

9-2-3(2)表 業種別 ・コンピュー タ/コ ン ピュータ ・ネ ッ トワー クの現 況 と5年 後の予 定(2)

C/Cネ ットワー クの
有 無

業 種

現 在 5年 後

駕

三
る

い も

な つ

い て

計

も
つ

予
定

も

た

な

い

未

定

針

金

産

業

計

自 社 の み の

コンピュー タ ・

ネッ トワー クを

社 数

%

183

33.2

369

66.8

552

100.0

210

45.6

71

15.4

180

39.0

461

100.0

他 社 も 含 む

コンピュー タ・

ネッ トワー クを

社 数

%

120

26.5

332

73.5

452

100.0

184

40.9

61

13.6

205

45.6

450

100.0

計
社 数

%

303

30.2

701

69.8

1,004

100.0

394

43.2

132

14.5

385

42.3

911

100.0

実 社 数 261 443 295 103 266

主

な

業

種

繊

維

工

業

自 社 の み の

コンピュータ ・

ネットワークを

社 数

%

12

63.2

7

36.8

19

100.0

8

66.7

1

8.3

3

25.0

12

100.0

他 社 を 含 む

コンピュータ ・

ネ ットワークを

社 数

%

7

43.8

9

56.3

16

100.0

7

43.8

2

12.5

7

43.8

16

100.0

計
杜 数

%

19

54.3

16

45.7

35

100.0

15

53.6

3

10.7

10

35.7

28

100.0

実 社 数 社 数 15 ll 10 2 7

化

学

工

業

自 社 の み の

コンピュー タ・

ネットワー クを

社 数

%

20

36.4

35

63.6

55

100.0

28

63.6

3

6.8

13

29.5

44

100.0

他 社 も 含 む

コンピュータ ・

ネットワークを

社 数

%

3

7.9

35

92.1

38

100.0

16

39.0

4

9.8

21

5L2

41

100.0

計
社 数

%

23

24.7

70

75.3

93

100.0

44

51.8

7

8.2

34

40.0

85

100.0

実 社 数 22 44 34 7 22

石

油

製

品

製

造

業

自 社 の み の

コンピュー タ ・

ネ ットワー クを

社 数

%

6

75.0

2

25.0

8

100.0

3

75.0

0

0.0

1

25.0

4

100.0

他 社 も 含 む

コンピュー タ ・

ネッ トワー クを

杜 数

%

0

0.0

2

100.0

2

100.0

l

l2.5

0

0.0

7

87.5

8

100.0

計
社 数

%

6

60.0

4

40.0

10

100.0

4

33.3

0

0.0

8

66.7

12

100.0

実 社 数 6 3 3 0 7
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9-2-3(3)表 業 種別 ・コンピュー タ/コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワー クの現況 と5年 後 の予 定(3)9-2-3(4)表 業種別 ・コン ピュー タ/コ ンピュ_タ.ネ ッ トワー クの現 況 と5年 後 の予定(4)

C/Cネ ッ トワー クの 現 在 5年 後

有 無
も い も も も 未
つ つ つ た

5
な つ 計

予 な
野

菜 種 る い て 定 い 定

薗 杜 の み の 社 数 8 6 14 8 2 0 10

コ ン ピ ュ ー タ ・
鉄

ネットワー クを
% 57」 42.9 100.0 80.0 a).0 0.0 100.0

.

他 社 も 含 む 社 数 2 8 10 4 2 4 10

コ ン ピ ュ ー タ ・

朗 ネ ・ン ト ワ ー ク を
% 2竃),0 80.0 100.0 40.0 20.0 40.0 100.0

杜 数 10 14 24 12 4 4 20

計
% 41.7 58.3 100.0 60.0 20.0 20.0 100.0

業

実 社 数 8 9 8 3 4

自 社 の み の 社 数 8 18 26 16 1 7 24

主 電

気

コ ン ピ ュ ー タ ・

ネ ・〃 ト ワ ー ク を
% 30.8 69.2 100.0 66.7 4.2 29.2 100.0

機 他 社 も含 む 社 数 2 17 19 7 1 13 21

械 コ ン ピ ュ ー タ ・

器 ネ ットワークを
% 10.5 89.5 100.0 33.3 4.8 6L9 100.0

具
杜 数 10 35 45 23 2 20 45

製 計
な

造 % 22.2 77.8 100.0 51.1 4.4 44.4 100.0

藁

実 社 数 8 20 18 1 15

自 社 の み の 社 数 10 9 19 13 1 2 16

コ ン ピ ュ ー タ ・
輸

送 ネットワークを
% 52.6 47.4 100.0 8L3 6.3 12.5 100.0

藁
用
機

他 社 も含 む 社 数 6 10 16 6 2 6 14

コ ン ピ ュ ー タ ・

械

器
ネットワークを

% 37.5 62.5 100.0 42.9 14.3 42.9 100.0

具 社 数 16 19 35 19 3 8 30

製 計
造 % 45.7 54.3 100.0 63.3 10.O 26.7 100.0

穐 婁

実 社 数 12 13 13 2 8

自 社 の み の 社 数 21 31 52 24 6 13 43

コ ン ピ ュ ー タ ・
卸

ネットワー クを % 40.4 59.6 100.0 55.8 14.0 30.2 100.0

藁 他 社 も 含 む 社 数 7 31 錫 23 5 15 43

コ ン ピ ュ ー タ ・

・ ネッ トワー クを
% 18.4 81.6 100.0 53.5 1L6 34.9 100.0

社 数 28 62 go 47 H 田 86
商

計
% 31.1 68.9 100.0 54.7 12.8 32.6 100.0

社

実 社 数 27 40 35 9 21

C/Cネ ットワークの 現 在 5年 径

有 無
も い も も も 未

ぞ
い

な つ 計
つ

干

た

な
計

業 種 る い て 定 い 定

自 社 の み の
社 数 6 22 28 9 6 9 24

小
コンピュー タ ・

ネットワークを
% 21.4 78.6 100.0 37.5 25.0 37.5 100.0

他 社 も 含 む 社 数 5 16 21 9 4 10 田
コ ン ピ ュ ー タ ・

売 ネットワークを % 23.8 76.2 100.0 39.1 17.4 43.5 100.0

社 数 11 38 49 18 10 19 47

計
% 22.4 77.6 100.0 38.3 21.3 40.4 100.0

藁

実 社 数 杜 数 10 24 15 8 12

自 社 の み の 社 数 16 63 79 17 19 M 70

主 金
コンピュータ ・

ネットワークを % 21).3 79.7 100.0 24.3 27.1 48.5 100.o

他 社 も含 む 社 数 46 39 85 41 6 23 70
コ ン ピ ュ ー タ ・

融 ネットワークを % 54」 45.9 100.0 58.6 8.6 32.9 100.0

杜 数 62 102 164 58 25 57 140

な 計
% 37.8 62.2 100.0 41.4 17.9 40.7 100.0

藁

実 社 数 51 65 45 加 41

自 社 の み の 社 数 3 5 8 3 0 3 6

生(含
コンピュータ ・

ネットワークを % 37.5 62.5 100.0 50.0 0.0 SO.O 100.0

業 代
命運

季

他 社 も 含 む

コンピュータ ・
社 数 0 5 5 1 2 1 4

保サ ネットワークを % 0.0 100.o 100.0 25.0 50.0 25.0 100.0

1
ピ

険ス

き
計

社 数

%

3

23.1

10

75.9

13

100.0

4

40.0

2

a).0

4

40.0

10

100.0

種 泰

実 社 数 3 6 3 2 4

自 社 の み の 社 数 0 2 2 o 1 1 2

損(含
コンピュータ ・

ネッ トワークを % 0.0 100.0 100.0 0.0 50.0 50.0 100.0

代
害理

支
保サ

他 社 も 含 む

コンピュータ ・

ネッ トワー クを

社 数

%

0

0.0

2

100.0

2

100.0

0

0.0

1

50.0

1

50.0

2

100.0

1
ピ

険ス

き
計

社 数

%

0

0.0

4

100.0

4

100.0

0

0.0

2

50.0

2

50.0

4

100.0

婁

実 社 数 0 2 0 2 2
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9-2-3(5)麦 藁種別 ・コンピュー タ/コ ンピュー タ ・ネ ッ トワー クの現 況 と5年 後の予定(5)

C/Cネ ットワークの
有 無

業 種

現 在 5年 後

も
つ

て
い

る
.F

い も

な つ

い て

計

も
つ

予
定

も

た

な
い

未

定

計

主

な

業

種

電

力

.

ガ

ス

事

業

自 社 の み の

コンピュー タ ・

ネッ トワー クを

社 数

%

3

37.5

5

62.5

8

100.0

2

33.3

1

16.7

3

50.0

6

100.0

他 社 も 含 む

コンピュータ ・

ネッ トワー クを

社 数

%

0

0.0

8

100.0

8

100.0

0

0.0

1

14.3

6

85.7

7

100.0

計
杜 数

%

3

18.8

13

81.3

16

100.0

2

15.4

2

15.4

9

69.2

13

100.0

実 社 数 3 8 2 1 6

提広

供告

サ'

1調

ピ査

。編

業報

自 社 の み の

コンピュータ ・

ネ・ントワークを

社 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

他 社 も 含 む

コンピュー タ ・

ネッ トワー クを

社 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

計
社 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

実 杜 数 0 0 0 0 0

ソ情

フ報
処

ト理

ウサ1

エピ

アス藁

業 ・

θ 社 の み の

コンピュータ ・

ネットワークを

社 数

%

14

35.9

25

64.1

39

100.0

11

36.7

1

3.3

18

60.0

30

100.0

他 社 も 含 む

コンピュータ ・

ネットワークを

社 数

%

4

12.9

27

87.1

31

100.0

13

40.6

2

6.3

17

53」

32

100.0

計
社 数

%

18

25.7

52

74.3

70

100.0

24

38.7

3

4.8

35

56.5

62

100.0

実 社 数 17 33 17 3 23

9-2-4表 業種 別 ・通信 回線数 ・特定 回線 ・帯 域 品 目 ・現 況/オ ンライ ン

,

回線種別

粟 穂

特 定 通 信 回 線

実特

同定

答同

社線

数の

帯 域 品 目

実需
回域答

品
社 目
数の

D
1 ?

S

D
5

D
7

D
9

D
l3

1
1

1
3

.1
1

計

一 次 産 業 計 各 記 入 教
案種別合計回線数
1社 平 均

1 1 1
互

LO

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
1

1.0

二 次 産 業 計
各 記 入 数
業種別合計回線数
1社 平 均

210 194 155
C698
1LO

6
15
2.5

8
21
2.6

31
80
2.6

20
35
1.8

5
6

L2

16
31
1.9

2
3

1.5

1
1

LO
1,890
9.7

三 次 産 業 計
各 記 入 数
婁種別合計回線数
1杜 平 均

310 245 191
7,146
37.4

10
49
4.9

30
639

2L3

29
L166
40.2

28
246
8.8

6
20

3.3

10
24
2.4

3
25

8.3

0
0

0.0
9,315
38.0

公 務 計
各 記 入 散
楽種別合計回線数
1杜 平 均

21 17 13
160

12.3

l
l2

12.0

1
1

1.0

4
8

2.0

1
1

LO

O
o

O.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
182
10.7

全 産 業 計
各 記 入 教
案種別合計回線数
1社 平 均

542 457 360
9,005
25.0

.17
76
4.5

39

661

正6.9

64
L254
19.6

49

ili
11
26
2.4

26
55
2.1

5
28

5.6

1

1.1
llβ88

24.9

主

な

業

種

繊 維 工 業
各 記 入 敷
藁種別合計回口数
1社 平 均

20 20
1;1
8.3

8
0.0

1
2

2.0
.

;
1.0

{
Lo

8
0.0

～
3.5

1
2

2.0
{

LO
147
7.4

化 学 工 業
各 記 入 数
業種別合計回線数
1社 平 均

48 43 34
192
5.6

1
1

1.0

1
10

10.0

9
30

3.3

3
5

1.7

1
1

1.0

2
5

2.5

0
0

0.0

0
0

0.0
244
5.7

石油製品製造業
各 記 入 数婁
種別合計回縁数
1社 平 均

5 5 3
12

4.0

0

。.1

.
8

0.0
`

2
6

3.0

1
3

3.0
;

2.0
{

LO

0
0

0.0

0
0

0.0
24

4.8

鉄 鋼 業
各 記 入 数
輩種別合計回線数
1社 平 均

14 13 9
166

18.4

1
5

5.0

1
1

1.0

3
5

=.7

4
6

L5

0
0

0.0

2

.1
0
0

0.0

0
0

0.0
185
14.2

電 気 機 械 器具

製 造 業

各 記 入 教
護種別合計回線数
1社 平 均

24 23 21
751
35.8

1
3

3.0

2
5

2.5

2
9

4.5

0
0

0.0

0
0

0.0
Il

2.5

0
0

0.0

0
0

0.0
778

33.8
輸送用機械器具

製 造 業

各 記 入 数
婁種別合計回線数
1社 平 均

19 18 15
138
9.2

0
0

0.0

3
3

1.0

3
7

2.3

5
8

L6

2
2

LO

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
158
8.8

卵 黄 ・ 商 社
各 記 入 数
業種別合計回線数
1社 平 均

48 44 37
286
7.7

1
1

1.0

0
0

0.0

2
9

4.5

8
19

2.4

1
1

1.0

3
4

1.3

0
0

0.0

0
0

0.0
320
7.3

小 売 業
各 記 入 数
業種瑚合計回線数
1社 平 均

26 22 17
86

5」

2
16

8.0

1
1

1.0

3
10

3.3

4
5

L3

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
118
5.4

金 融 業
各 記 入 散票種別合計

回線数
1社 平 均

94 69 46
2,606
56.7

2
16

8.0

22
562

25.5

12
1.U6
93.0

5
152

3G.4

3
5

L7

1
2

2.0

2
19

9.5

0
0

0.0
4,478

64.9
生命保険業(含 代

理業'サ ー ビス業}

各 記 入 数
業種別合計国難
1社 平 均

8 7 7
509
72.7

0
0

0.0

0
0

0.0

0

。.8

O
o

O.0

0
0

0.0

2
13

6.5

0
0

0.0
8

0.0
522

74.6
損害保険業(含 代

理業・サービス剰

各 記 入 数
葉種別合計回縁数
1社 平 均

2 1 1
19

19.0

0
0

0.0
8

0.0
8

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
8

0.0

0
0

0.0
19

19.0

電 力 ・ガ ス事 業
各 記 入 数
業種別合計回線数
1社 平 均

5 2 2
14

7.0

0
0

0.0

0

。,1

0
0

0.0

0
0

0.0

O
o

O.0
8

0.0

o

。,⑪

0
0

0.0
14

7.0
広告 ・調査 ・情報

提供サ ー ビス 業

各 記 入 数
業種扇合計阿日数
1社 平 均

0 0
8

0.0
8

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
8

0.0
8

0.0

O
o

O.0

O
o

O.0
8

0.0
8

0.0
情報処理サービス

業・ソフ トウェア業

各 記 入 敵
薬種別合計何日数
1社 平 均

40 34 28
523
18.7

2
5

2.5

1
52

52.0

3

L]
6
63

10.5

1
13

13.0

・1

1

1.o

1
6

6.0

0
0

0.0
667
19.6

N

斗

×

Xll

べ

×

共

ω
ω
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9-2-5表 業 種別 ・通信 回線数 ・特 定通信 回線 ・符号 品 目 ・現 況/オ ンラ イン

回線種別

菜 種

特 定 通`i～ 回 線

符 号 品 目
合特定

通
信
回
線

計 の

実符国号

答品
駄 目
数の

五
〇

b/s

δ
o

b/5

二
〇
〇

b!5

二
〇
〇

b/5

wl

二
〇
〇
b!s

モ

四
〇
〇
b/5

四

八
〇
〇
b/s

九

六
〇
〇b/
s

四
八
K

b!3

計

一 次 産 粟 計
記 入 敷
藁種別合計回線薮
1杜 平 均

0 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
0

0.0

1
1

LO

二 次 産 業 計
記 入 数莫種別合計回報数

1社 平 均

76 4
35

8.8

1
4

4.0

23
180
7.8

0
0

0.0

32
197
6.2

36
183
5.1

30
121
4.0

10
24
2.4

2
7

3.5 1詰

210
2,641
12.6

三 次 痴 態 計
記 入 数
婁権現合計回線数
1社 平 均

144 5
33

6.6

4
122

30.5

25
827

33.1

2
8

4.0

74
2,815
38.0

75

11β77

158.4

46
514
11.2

27
54
2.0

5
7

1.4
16,257
112.9

310
25,572

82.5

公 務 計
記 入 数
業種別合計回線敷
1社 平 均

7 0
0

0.0

0
0

0.0

4
92

23.0

0
0

0.0

2
19

9.5

5
M

6.8

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
145

20.7

21
327
15.6

全 産 藁 計
記 入 数
雲種別合計回田数
1社 平 均

227 9
68
7.6

5
126

25.2

52

LO99
2L1

2
8

4.0

108

3,031

28」

115
12,094
104.3

76
錨
8.4

37
78

2.1

7
14

2.0
17,153
75.6

542
28,541
52.7

主

な

業

種

繊 維 工 業
記 入 教
案種別合計回線数
1社 平 均

10 1
1

1.0

0
0

0.0

4
8

2.0

0
0

0.0

5
34
6.8

5
22

4.4

4
14

3.5

2
4

2.0

0
0

0.0
83

8.3

20
230
1L5

化 学 工 業
記 入 教
案種別合計回線数
1社 平 均

16 2
18

9.0

0
0

0.0

6
31
5.2

0
0

0.0

8
27

3.4

7
22
3」

4
13

3.3

2
5

2.5

0
0

0.0
116
7.3

48
360
7.5

石油製品製造束
買置 人 数
婁櫨膚合計同日数
1社 平 均

4 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

1
1

LO

2
5

2.5

2
2

LO

0
0

0.0

0
0

0.0
8

2.0

5
32

6.4

鉄 鋼 業
記 入 数
案種別合計回線数
1社 平 均

6 0
0

0.0

0
0

0.0

2
30

15.0

0
0

0.0

2
3

L5

3
16

5.3
き

2.0

0
0

0.0

1
2

2.0
59
9.8

14
244
17.4

電 気機 械 器具

製 造 粟

記 入 数
案種別合計回線数
1社 平 均

7 0
0

0.0

0
0

0.0

1
1

Lo

0
0

0.0

3
53

17.7

4
14

3.5

2
30

15.0

3
7

2.3

0
0

0.0
105
15.0

24
醐
36.8

始送用機械器具

製 造 藁

記 入 数婁担溺合計回縁数

1社 平 均

7 0
0

0.0

0
0

0.0

3
51

17.0

0
0

0.0

4
29
7.3

5
誕
6.8

6
29

4.8

1
5

5.0

1
5

5.0
153
21.9

19
311

16.4

卵 黄 ・ 商 社
記 入 徴
集種別合計回線数
1社 平 均

15 1
1

1.0

0
0

0.0

4
16

4.0

0
0

0.0

3
27
9.0

8
39

4.9

8
19
2.4

6
10

L7

1
1

LO
113
7.5

48
433
9.0

小 売 業
記 入 教
案種別合計回線数
1社 平 均

9 0
0

0.0
{

1.0

1
4

4.0
8

0.0

2
38

19.0

6
42

7.0

4
10
2.5

2
3

1.5

0
0

0.0
98

10.9

26
216
8.3

金 融 ※
記 入 数
婁種別合計回線数
1社 平 均

56 3
31

10.3

1
5

5.0

3
198

66.0

0
0

0.0

42
1,637
39.0

M
lL349
333.8

8
253

31.6

7
14

2.0

1
3

3.0
13,490
240.9

94
17,968
191.1

生命保険文 〔含代

理業・サー ピん裳)

記 入 数
量種別合計回線数
1社 平 均

2 0
0

0.0

0
0

0.0

1
2

2.0

0
0

0.0

1
69

69.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

7
71

35.5

8
593
74.1

損害保険藁(含 代

理藁・サー ビス粟}

記 入 致
薬種別合計同原薮
1社 平 均

1 0
0

0.0

0
0

0.0

0

0
0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

1
20

20.0

1
1

LO

0
0

0.0

O
o

O.0
21

21.0

2
40

20.0

電 力 ・ガ ス事 業
記 入 数
窒種別合計回線数
1杜 平 均

5 0
0

0.0

0
0

0.0

1
11

1LO

0
0

0.0

1
12

12.0

3
100

33.3

4
32
8.0

2
4

2.0

1
1

LO
160

32.0

5
174

34.8

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス粟

記 入 数
婁種別合計回線数
1社 平 均

0 0
0

0.0

1
0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
0

0.0

0
0

0.0

情報処理サービス

業・ソフトウェア業

記 入 教
案種別合計回田数
1杜 平 均

19 0
0

0.0

1
1

99
99.0

7
407
58.1

0
0

0.0

8
262
32.8

8
147
18.4

10
177

17.7

3
6

2.0

1
1

1.0
1,099
57.8

40
1,766
44.2

9-2-6表 業 種別 ・通信 回線数.・公衆通 信回 線 ・私 設回線 ・現況/オ ンライ ン

同線種別 公 衆 通 口 同 線

私
実 公 電 電

.

回 護 故

答 信 話 倍 計 回

社2 椋
数 の 型 型

業 種

記 入 敦 0 0 o 0
一 次 産 業 計 藁種別合計回線数 0 0 0 0

1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 数 144 133 お 46

二 次 産 業 計 藁種別合計回線数 1,255 211 1,466 1,512

1社 平 均 9.4 9.2 10.2 32.9

記 入 数 151 141 20 52

三 次 産 業 計 案種別合計回線数 7,525 712 8,238 2,555
1社 平 均 53.4 35.6 54.6 49」

記 入 数 4 4 0 5

公 務 計 藁種別合計回線数 64 0 餌 35

1社 平 均 16.0 0.0 16.0 7.0

記 入 数 加 278 43 103

全 産 室 計 藁種別合計回線数 8,845 923 9,768 4,102

1社 平 均 31.8 2L5 32.7 39.8

配 人 数 16 16 4 7

甑 維 工 業 藁種別合計回線数 69 87 156 49
1社 平 均 4.3 2L8 9.8 7.0

記 入 数 36 33 5 8

化 学 工 藁 藁種別合計回線数 170 13 183 28

1社 平 均 5.2 2.6 5.1 3.5

記 入 数 5 5 0 0

石 油 製 品 製 造 業 皐種別合計回線数 244 0 244 0

1社 平 均 48.8 0.0 48.8 0.0

記 入 数 8 7 1 8

鉄 鋼 業 藁種別合計回線数 29 1 30 LO20
1社 平 均 4」 LO 3.8 1275

主
記 入 数 14 13 2 4

電気機械器具製造業 藁種別合計回線数 152 21 173 69

1社 平 均 1L7 10.5 12.4 17.3

記 入 数 7 5 4 7

輸送用機械器具製造業 藁種別合計回線数 33 48 81 256

1社 平 均 6.6 12.0 11.6 36.6

な
記 入 数 45 43 5 3

鄙 案 ・ 商 社 業種別合計回線数 3,539 160 3,699 11
1杜 平 .均 82.3 32.0 82.2 3.7

記 入 数 15 15 0 1

小 売 業 案種別合計回線数 131 0 131 4

1社 平 均 8.7 0.0 8.7 4.0
業

記 入 数 28 22 10 16

金 融 業 案種別合計回線数 733 365 1,098 113

1社 平 均 33.3 36.5 39.2 7」

生命保険業(含代理業・ 記 入 数 4 4 0 3

藁種別合計回線数 2,234 0 2,234 42
サ ー ビ ス 業) 1社 平 均 558.5 0.0 558.5 14.0

種
損害保険剰 含代理業・ 記 入 数 0 0 0 0

藁種別合計回線数 0 0 0 o
サ ー ビ ス 案) 1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 数 2 2 o 4

電 力 ・ ガ ス 事 彙 桑種別合計回線数 10 0 10 211
1社 平 均 5.0 0.0 5.0 52.8

広告 ・問査 ・情 報提供 記 入 数 0 0 0 o

藁種別合計回線数 0 0 0 0
サ ー ビ ス 婁 1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サービス業 ・ 記 入 数 22 22 0 7
藁種別合計回線数 466 0 466 40

ソ フ ト ウ ェ ア 藁 1社 平 均 21.2 0.0 2L2 5.7

ω
《
o

e

u

×

尺
ト

1

、

望

斗

×

"1
べ

×
共



9-2-7表eCEE別 ・通信 回線数 ・特定回線 ・帯域 品 目 ・5年 後予定/オ ン ライン

同線種別 特 定 通 信 同 線

実特
帝 城 品 目

同定 実帯 D D D D D D 1 1 .1 計
答1可 「剛域 1 1 5 7 9 13 1 3 1

社線 答品
杜目

S

業 種
数の 数の

各 記 入 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0一 次 産 業 計 業種溺合計回線数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

各 記 入 数 158 140 109 7 3 19 8 12 15 1 2
二 次 産 業 計 業種腐合計回口数 2,039 66 18 76 32 42 39 5 4 2,321

1社 平 均 18.7 9.4 6.0 4.0 4.0 3.5 2.6 5.0 2.0 16.6

各 記 入 数 225 179 139 9 10 20 24 4 12 2 1
三 次 産 業 計 業種別合計回線数 6,741 54 349 872 486 72 59 4 1 8,638

1社 平 均 48.5 6.0 34.9 43.6 20.3 18.0 4.9 2.0 LO 48.3

各 記 入 数 10 7 5 0 1 2 2 0 0 0 0
公 務 計 業種別合計回線数 35 0 2 21 !1 0 o 0 0 69

1社 平 均 7.0 0.0 2.0 10.5 5.5 0.0 0.0 0.0 0.0 9.9

各 記 入 数 393 326 253 正6 14 41 34 16 27 3 3
全 産 業 計 業種別合計回縁数 8,815 120 369 969 529 114 98 9 5 11,028

1社 平 均 34.8 7.5 26.4 23.6 15.6 7.1 3.6 3.0 L7 33.8

各 記 入 数 18 17 14 1 1 2 0 0 2 0 2
繊 維 工 業 業種別合計回線数 159 5 5 4 0 0 6 0 4 183

1社 平 均 1L4 5.0 5.0 2.0 0.0 0.0 3.0 0.0 2.0 10.8

各 記 入 数 39 35 27 0 2 6 2 3 2 0 0
化 学 工 業 業種別合計回口数 232 0 13 36 8 7 4 0 0 300

1社 平 均 8.6 0.0 6.5 6.0 4.0 2.3 2.0 0.0 0.0 8.6

各 記 入 数 3 3 3 0 0 0 0 0 1 0 0
石油製品製造業 婁種別合計回田数 26 0 0 0 0 0 1 0 0 27

1社 平 均 8.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 9.0

各 記 入 数 8 6 4 1 0 2 1 1 3 0 0
鉄 鋼 藁 業種別合計回線数 170 4 0 6 5 3 8 0 0 196

.
1社 平 均 42.5 4.0 0.0 3.0 5.0 3.0 2.7 0.0 0.0 32.7

王
電 気機 械 器 具 各 記 入 数 22 19 17 2 0 3 0 1 3 1 0

案種別合計回縁数 L,122 12 0 17 0 4 12 5 0 1,172
製 造 業 1社 平 均 66.0 6.0 0.0 5.7 0.0 4.0 4.O 5.0 0.0 61.7

な
輸送用機械器具 各 記 入 数 13 12 9 0 0 2 2 4 1 0 0.

菜種別合計回線数 103 0 0 4 4 23 】 0 0 135

藁
製 造 業 1社 平 均 11.4 0.0 0.0 2.0 2.0 5.8 LO 0.0 0.0 11.3

各 記 入 数 37 33 27 2 0 2 6 0 3 0 1
卸 業 ・ 商 社 婁種別合計回線数 522 8 0 13 24 0 8 0 1 576

1社 平 均 19.3 4.0 0.0 6.5 4.0 0.0 2.7 0.0 LO 17.5
種

各 記 入 数 23 19 12 1 0 4 6 1 0 0 0
小 売 業 業種別合計回線数 113 10 0 15 12 1 0 0 0 151

1社 平 均 9.4 10.0 0.0 3.8 2.0 1.0 0.0 0.0 0.0 7.9

各 記 入 数 72 51 39 3 7 11 3 0 0 1 0
金 融 業 業種別合計回線数 3,012 16 265 779 261 0 0 3 0 4,336

1社 平 均 77.2 5.3 37.9 70.8 87.0 0.0 0.0 3.0 0.0 85.0

生命保険業(含 代 各 記 入 数 3 3 3 0 0 0 0 0 1 0 0
業種別合計回線数 112 0 0 0 0 0 20 0 0 132

理業 ・サービス劇 1社 平 均 37.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 44.0

損害保険業(含 代 各 記 入 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
案種別合計回線数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

理業 ・サー ビス藁) 1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

各 記 入 数 4 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0
電 力 ・ガ ス事 業 業種別合計回線数 33 0 0 0 0 0 0 0 0 33

11社 平 均
16.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.O 0.0 0.0 16.5

広告 ・調査 ・情報 各 記 入 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
黍種別合計回線数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

提 供サ ー ビ ス業 1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
.

情報処理サービス 各 記 入 数 28 23 19 1 1 1 2 2 2 0 0

業 ・ソフ トウェア業
業種別合計回線薮
1社 平 均

948
49.9

5
5.0

70
70.0

3
3.0

165
82.5

70
35.0

6
3.0

0
0.0

0
0.0

1,267
55.1

9-2-8表 業種 別 ・通 信回線数 ・特定通信 回線 ・符号 品 目 ・5年 後予 定/オ ンラ イン

回線種別

業 種

4寺 定 通 ↓ぼ 回 線

符 号 品 目
合 特

定
通1
、t
回
線

計 の

実存
回号
答品
社日
数 の

∫五
〇

b/s

δ
O

b/s

二
〇
〇

b/s

三〇

〇

b/s

一:

二
〇
〇
b/s

二

四
〇
〇
b!s

四

八
〇
〇
b/5

九

六
〇
〇
b/s

四
八
K

b/s

計

一 次 産 業 計
記 入 鼓
楽種別合計回線数
1社 平 均

0 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

二 次 産 業 計
記 入 数業
種別合計回線数
1社 平 均

51 1
2

2.0

0
0

0.0

3
14

4.7

3
31

10.3

7
59
8.4

23
185
8.0

27
178
6.6

15
106
7.1

2
15

7.5
590
11.6

158
2,911
18.4

三 次 産 業 計
記 入 数
業種罰合計回線数
1tと 平 均

81 1
9

9.0

1
5

5.0

4
77

19.3

0
0

0.0

.

30
1,279
42.6

44
1,668
37.9

30
1,367

45.6

24
319
13.3

4
4

LO
4,728
58.4

225
13,366
59.4

公 務 計
記 入 数
業種別合計回線数
1社 平 均

3 0
0

0.0

0
0

0.0

1
30

30.0

O
o

O.0

.

2
35

17.5

2
55

27.5

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
12C

40.0

10
189

18.9

全 産 業 計
記 入 数
業種弱含計回口数
1社 平 均

135 2
11

5.5

1
5

5.0

8
121

15.1

3

3】

10.3

39

1β73

35.2

69
1,908
27.7

57
1,545
27.1

39
425
10.9

6
19

3.2
5,438
403

393
16,466

41.9

主

な

業

種

繊 維 工 業
記 入 数
業種別合計回線数
1社 平 均

6 0
0

0.0

0
0

0.0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

.
2
20

10.0

4
29
7.3

4
48

12.0

4
18
4.5

0
0

0.0
ll5
19.2

18
298
16.6

化 学 工 業
言己 人 数
婁種別合計回線数
1社 平 均

9 1
2

2.0

0
0

0.0

1
2

2.0

0
0

0.0

1
2

2.0

4
28
7.0

3
11

3.7

2
3

1.5

0
0

0.0
48
5.3

39
348
8.9

石油製品製造業
記 入 散
楽種別合計回線数
1社 平 均

1 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

1
2

2.0

0
0

0.0

0
0

0.0
2

2.0

3
29
9.7

鉄 鋼 業
記 入 敷藁種別合計

回線数
1社 平 均

5 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

2
8

4.0

4
15

3.8

0
0

0.0

1
5

5.0
28

5.6

8
224
28.0

電 気 機 械 器具

製 造.業

記 入 数
業種開合計回線数
1社 平 均

5 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

1
2

2.0

3
10

3.3

4
66

16.5

1
10

10.0
88

17.6

22
1,260
57.3

輸送用機械器具

製 造 業

記 入 数
業種別合計回線数
1社 平 均

6 0
0

0.0

0
0

0.0

1
10

10.0

2
25

12.5

l
l5

15.0

3
28

9.3

4
64

16.0

1
10

10.0

0
0

0.0
152

25.3

13
287

22.1

創 業 ・ 商 社
記 入 数
雲種別合計回線数
1社 平 均

7 0
0

0.0

0
0

0.0

1
4

4.0

0
0

0.0

1
5

5.0

3
5

1.7

3
5

L7

4
24
6.0

0
0

0.0
43
6」

37
619
16.7

小 売 業
記 入 数
業種別合計回線数
1社 平 均

8 O
o

O.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

1
50

50.0

3
72

24.0

6
40

6.7

4
20
5.0

0
0

0.0
182

22.8

23
333
14.5

金 融 業
記 入 教
案種別合計回日数
1社 平 均

36 1
9

9.0

1
5

5.0

1
50

50.0

0
0

0.0

20
889
44.5

26
1,343
5L7

7
720

102.9

6
219

36.5

0
0

0.0
3,235
89.9

72
7,571
105.2

生命保険業(含 代

理 業・サービス.業)

記 入 教
案種別合計回線数
1祉 平 均

1 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

1
71

71.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
71

7LO

3
203
67.7

損「i仔保険 業(含 代

理.業・サービス1業)

記 入 数
婁種別合計回報数
1社 平 均

0 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0

0
0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
0

0.0

0
0

0.0

電 力'ガ ス事 業
記 入 散
楽種別合計回日数
1社 平 均

4 0
0

0.0

0
0

0.0

1
11

11.0

0
0

0.0

l
l2

12.0

2
101

50.5

4
83

20.8

2
28

14.0

1
1

LO
236
59.0

4
269

67.3

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス.業

記 入 数
婁種別合計回線数
1社 平 均

0 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
0

0.0

0
0

0.0

情報処理サービス

業・ソ7ト ウェア業

記 入 数
業種別合計回線数
1社 平 均

12 0
0

0.0

0
0

0.0

l
l2

12.0

0
0

0.0

3
112

37.3

6
138

23.0

6
483
805

3
6

2.0

2

L6

.
28

7532,020
62,872.1

N

斗

×

NSI

べ

詩

ω
《
一



9-2-9表 業種別 ・通 信回線数 ・公衆通 信回 線 ・私 設回線 ・5年 後予定/オ ンライ ン

回線種別 公 衆 通 信 回 線

私
実 公 電 電

東回
通

設

答 信 括 口 計 国

社2
線

数 の 型 型
業 種

記 入 数 1 1 0 0
一 次 産 業 計 業棟別合計ln1線数 4 0 4 0

1社 平 均 4.0 0.0 4.0 0.0

記 入 数 ll7 108 18 37
二 次 産 業 計 藁種別合計1`rl線数 - 1,331 190 1,521 745

1社 平 均 12.3 10.6 13.0 20」

肥 人 数 loo 97 7 36
三 次 産 業 計 業種別合計回線数 7,501 76 7,577 999

1社 平 均 77.3 10.9 75.8 27.8

記 入 数 3 3 0 2
公 務 計 業種別合計回線数 159 0

,
159 12

1社 平 均 53.0 0.0 53.0 6.0

記 入 数 221 209 25 75

全 産 業 計 藁種別合計回線数 8,995 266 9,261 L756
1社 平 均 43.0 10.6 4L9 23.4

紀 人 数 16 16 3 7
垣 越 工 業 藁種別合計回線数 124 71 195 71

1社 平 均 7.8 23.7 12.2 10.1

記 入 数 33 30 4 5
化 学 工 業 藁種別合計回線数 229 22 251 37

1社 平 均 7.6 5.5 7.6 7.4

記 入 数 3 3 0 0
石 油 製 品 製 造 業 藁種別合計回線数 62 0 62 0

1社 平 均 20.7 0.0 20.7 0.0

記 入 数 4 4 0 5
鉄 鋼 藁 藁種別合計1`11線数 臼 0 脇 54

1社 平 均 5.8 0.0 5.8 10.8
主

配 人 数 11 ll 1 4

電気機械器具製造業 業種別合計回線数 329 11 340 108
1社 平 均 29.9 1LO 30.9 27.0

記 入 数 5 4 2 5
輸送月遵 械器具製造黄 藁種別合計回線数 1m 15 125 312

1社 平 均 27.5 7.5 25.0 62.4
な

記 入 数 32 31 3 1
卸 業 ・ 商 社 藁穂別合計回線数 5,366 30 5β96 7

正 杜 平 均 173.1 10.0 168.6 7.0

記 入 数 13 13 0 0
小 売 案 藁種別合計回線数 244 0 244 0

1社 平 均 18.8 0.0 18.8 0.0
藁

記 入 数 15 15 1 13

金 融 業 業種別合計1"1組織 837 1 838 141
1社 平 均 55.8 LO 55.9 10.8

生 命保険業〔含代理業 ・ 記 入 数 1 1 0 2
藁種別合計回線数 24 0 24 35

サ ー ビ ス 業) 1杜 平 均 24.0 0.0 24.0 17.5
種

損害保鞭藁(含代理業・ 9己 人 数 0 0 0 0
業種別合計同線数 0 0 0 0

サ ー ビ ス 業 1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 数 2 2 0 3
電 力 ・ ガ ス 事 業 某種別合計囲線数 11 0 ll 278

1社 平 均 5.5 0.0 5.5 92.7

広告 ・調査 ・情報提供 記 入 数 0 0 0 0
藁種別合計回線数 0 0 0 0

サ ー ビ ス 藁 1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サー ビス業 ・ 記 入 数 16 16 0 6
※種別合計|II|線数 627 0 627 192

ソ フ ト ウ ェ ア 藁 1社 平 均 39.2 0.0 39.2 32.0

9-2-IO表 業種 別 ・通信 回線数 ・DDX・ 回線 交換 ・5年 後予定/オ ンライ ン

速度 クラス DDX

CS
爽D

1開1 実C こ 三 一 二 四 九 四 C

案 鴇

答D

杜

数x

llllS

答 の

杜 み

数 の

o
o

b!s

o
o

b's

ー

二
〇
〇

b/5

、

四
〇
〇
b/5

、

八
〇
〇
b/s

、

六
〇
〇
b/s

八
K

b/5

S

合

計

各 記 入 数 0 0 0 0 0 0 o 0 0
一 次 産 業 計 案種別合計回線数 0 0 0 0 o 0 0 0

1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

各 配 人 数 51 28 0 0 2 8 10 9 7
二 次 産 業 計 婁種別合計回線数 0 0 15 82 101 93 34 325

1社 平 均 0.0 0.0 7.5 10.3 m」 10.3 4.9 1L6

各 記 入 数 39 25 2 0 4 8 10 8 4
三 次 産 業 計 婁種別合計回田数 9 0 51 155 46 72 20 353

1社 平 均 4.5 0.0 12.8 19.4 4.6 9.0 5.0 13.6

各 党 人 数 0 0 0 o 0 0 0 0 0
公 務 計 婁捜貫合八間 田数 0 0 0 0 0 0 0 0

1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

各 記 入 数 go 54 2 0 6 16 加 17 11
全 産 業 計 集箇別合計回線数 9 0 66 237 147 165 図 678

1杜 平 均 4.5 0.0 11.0 14.8 7.4 9.7 4.9 12.6

各 記 入 数 4 4 0 0 0 1 2 1 1
姫 維 工 業 婁種別合計回線置 0 0 0 3 6 4 1 14

1社 平 均 0.0 0.0 0.0 3.0 3.0 4.o 1.0 3.5

書 記 人 数 14 5 0 0 1 1 1 2 0
化 学 工 業 婁檀痢合計同日薮 0 0 5 4 18 12 0 39

)杜 平 均 0.0 0.0 5.0 4.0 18.0 6.0 0.0 7.8

各 記 入 数 2 1 0 0 0 1 1 0 o
石油製品製造業 婁種別合計回線数 0 O 0 3 3 0 0 6

1社 平 均 0.0 o.o 0.0 3.0 3.0 0.0 0.0 6.0

各 記 入 数 5 3 0 0 0 1 1 0 1
鉄 鋼 業 婁曽罰合計回田薮 0 0 0 50 2 0 2 図

1社 平 均 0.0 0.0 50.0 2.0 0.0 2.0 18.0
主

電 気 機械 器 具 各 記 入 数 6 3 0 0 0 1 2 2 3
婁種別合計回縁数 0 0 0 10 ω 30 16 106

製 造 業 1杜 平 均 0.0 0.0 0.0 10.0 25.0 15.0 5.3 35.3

輸送用機械器具 各 記 入 数 2 2 0 0 0 1 0 1 0
婁箇別合計回線数 0 0 0 3 0 20 0 お

製 造 業 1社 平 均 0.0 0.0 0.0 3.0 0.0 20.0 0.0 11.5
な

各 配 人 数 9 6 00 0 1 2 2 2 1
卸 藁 ・ 商 社 婁種別合計回線数 0 0 5 23 7 17 2 図

1社 平 均 0.0 0.0 5.0 lL5 3.5 8.5 2.0 9.0

各 記 入 数 5 4 1 0 0 1 1 1 0
小 売 業 婁隠別合計目線薮 4 0 O 巨0 2 4 0 20

1社 平 均 4.0 0.0 0.0 10.0 2.0 4.0 0.0 5.0
業

各 記 入 数 4 3 0 0 1 3 0 0 0
金 融 業 婁箇別合計回線数 O o 31 114 0 0 0 145

1社 平 均 0.O 0.0 3LO 38.0 0.0 0.0 0.0 48.3

生命保険業(含 代 書 記 人 数 1 0 0 0 0 0 0 0 0
婁日別合計回縁薮 0 0 0 0 0 0 0 0

理業・サービス案) 1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
種

損害保険業(含 代 各 記 入 数 o 0 0 0 0 O o 0 0
皐目周合計回線薮 0 0 0 0 0 0 0 0

理 藁・サービス業) 1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

各 記 入 数 1 1 0 0 1 0 0 0 0
配 力 ・ガス事 業 案箇別合計回線数 0 0 10 0 0 0 0 10

1社 平 均 0.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 OO 10.0

広告 ・口査 ・情報 各 記 入 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0
婁租扇合計旦日数 0 0 0 o o o 0 0

提 供サ ー ビ ス案 1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サービス 各 記 入 数 4 4 0 0 o 2 3 3 1
婁種別合計回線薮 0 0 0 8 17 30 10 65

業・ソフトウェア業 1杜 平 均 0.0 0.0 0.0 4.0 5.7 10.0 10.0 16.3

ω《

N

¢
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×

戊

戸
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、
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×
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9-2-11表 業種別 ・通信 回線数 ・DDX・ パ ケ ッ ト交 換 ・5年 後予 定/オ ン ライン

速度クラス DDX

PS
D

実P 二 三 一 二 四 九 四 P D

Il可S

答 の

o
o

O
O

、

二

〇

、

四
〇

、

八
〇

、

六

〇

八
K S

A

x

合
社 み O o O O

P

業 種 数 の b/s b/s b!s b/s b/s b/5 b/s 計 計

各 記 入 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0
一 次 産 業 計 婁種別合計回線数 0 0 0 0 0 o 0 0 0

1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

各 記 入 数 39 0 0 1 8 19 21 7 51
二 次 産 業 計 案種別合計回縁数 00 0 10 81 250 249 23 613 938

1社 平 均 0.0 O.0 10.0 10.1 13.2 1L9 3.3 15.7 18.4

各 説 人 数 24 0 0 3 6 8 10 4 39
三 次 産 業 計 集種別合計回線数 0 0 29 99 82 58 6 274 627

1仕 平 均 0.0 0.0 9.7 16.5 10.3 5.8 L5 11.4 16.1

多 紀 人 数 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0
公 務 計 婁種別合計回線数 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0,1) 0.0 0.0 0.0

書 記 人 数 63 0 0 4 14 27 31 11 90
全 産 業 計 集種別合計回線数 0 0 39 180 332 307 29 887 L565

1社 平 均 0.0 0.0 9.8 12.9 12.3 9.9 2.6 14.1 17.4

各 記 入 数 2 0 0 0 1 1 0 1 4
繊 維 工 業 婁種別合計回線数 0 0 0 2 20 0 1 23 37

1社 平 均 0.0 0.0 0.0 2.0 20.0 0.0 1.0 1L5 9.3

各 記 入 数 12 0 0 1 3 5 5 0 14

化 学 工 業 案種別舗旭線数 0 0 10 i8 36 29 0 93 132
1社 平 均 0.0 0.0 10.0 6.0 7.2 5.8 0.0 7.8 9.4

各 記 入 数 2 0 0 0 0 2 1 0 2
石油製品製造業 婁種別合計回線数 0 0 0 0 11 2 0 13 19

1社 平 均 0.0 0.0 0.O 0.0 5.5 2.0 0.0 6.5 9.5

各 記 入 数 4 0 0 0 2 3 2 3 5
鉄 鋼 藁 震種別合計回線数 0 0 0 52 18 誕 4 1(熔 162

1社 平 均 0.0 0.0 0.0 26.0 6.0 17.0 1.3 27.0 32.4
主

電 気 機 械 器具 各 記 入 数 6 0 0 0 1 3 5 1 6

業種別合計回線数 0 0 0 3 139 132 10 284 390
製 造 業 1社 平 均 0.0 0.0 O.0 3.0 46.3 26.4 10.0 47.3 65.0

輸送用機械器具 各 記 入 数 1 0 0 o 0 0 1 0 2
案種別合計回線数 0 0 0 0 0 20 0 20 43

製 造 業 1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 20.0 2L5
な

各 記 入 数 4 0 0 0 1 2 2 0 9
卸 業 ・ 商 社 集種別合計回線数 0 0 0 3 8 16 0 27 81

1社 平 均 0.0 0.0 0.0 3.0 4.0 8.0 0.0 6.8 9.0

各 記 入 数 3 0 0 0 1 0 2 0 5

小 売 業 業種別合計回線数 0 0 0 6 0 4 0 10 30
1社 平 均 0.0 0.0 0.0 6.0 0.0 2.0 0.0 3.3 6.0

業
各 記 入 数 1 0 0 0 0 1 0 0 4

金 融 業 桑種別合計回線数 0 0 0 0 10 0 0 10 155
1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 0.0 10.0 38.8

生命保険業(食 代 各 記 入 数 1 0 0 1 0 0 0 0 1

婁種開合計回線註 0 0 5 0 0 0 0 5 5
理業 ・サー ビス業) 1社 平 均 0.0 0.0 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.0 5.0

種
損害保険業(含 代 各 記 入 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

婁種別合計回線数 0 0 0 0 0 0 0 0 0
理業 ・サー ビス業) 1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

各 記 入 数 0 0 0 0 0 0 0 0 1

電 力 ・ガ ス事 業 婁種別合計回線数 0 0 0 0 0 0 0 0 10
}社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0

広告 ・調査 ・情報 各 記 入 数 0 o 0 0 0 0 0 0 0
集性別合計回線数 O 0 0 o 0 o 0 0 0

提 供サ ー ビ ス 業 1社 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サービス 各 記 入 数 4 0 0 1 3 2 2 0 4

集種別合計回線数 0 0 10 40 50 25 o 125 190
業・ソ7ト ウェア業 1社 平 均 0.0 0.0 10.0 133 25.0 12.5 0.0 31.3 47.5

9-2-12表 業種 別 ・回線数総括表 ・5年 後予定/オ ンライン

回線榎別

業 種

実

回

答

杜

数

特定回線 公衆回線 DDX
合

計

私

設

回

線

総

計

帯

域

品

目

符

号

品

目

電

話

型

電

信

型

回

線

交

換

,ぐ

ケ
ッ

ト
交

換

一 次 産 業 計
各 圃 答 褒 融

δ卑情 騨琵
1社 空 洞 口 数 ト]1均

1 0

0
0.0

0.O

0

0
0.0

0.0

1

4

100.0
4.O

0

0

0.0

0.0

0

0

0.O

O.0

0

0

0.0

0.0

4

100.0

4.0

0
0

0.O

O.0

4

4.0

二 次 産 業 計
各 回 答 実 数

薔『酔1†峡琵
1トた当 回 線 数1《均

193 140

2,321

43.2
16.6

51

590

1LO

11.6

108

1,331

z4.8

12.3

18

190

3.5

10.6

田

325

6.1

11.6

39

613
11.4

15.7

5,370
】00.0

27.8

37

745

100.0
20.1

6,115

3L7

三 次 産:業 計

各 回 答 実 数

`『P梢†1纏
膓社 当 回 線舷'i三均

248 179

8,638

40.0

48.3

8L

4,728

2L9

58.4

97

7,501

34.B

77.3

7

76

0.4

10.9

26

353

L6
13.6

別

274

1.3
1L4

2L570

100.0
87.0

36

99⑨

too.0

27.8

22,569

91.o

公 務 計
各 回 答 実 数

蕎『智仲〔㌍琵
1杜 当 回 線数 」1ク均

13 ア
69

19.8

9.9

3

120
34.5

40.O

3

159
45.7

53.O

0

0

0.0

0.0

0

0

0.0

0.0

0

0

0.0

0.0

348

100.0

26.8

2

12

100.0

6.O

360

27.7

全 産 業 計
各 回 答 実 数

{`『P悼㍗ 琵
】}L当 回線 数'1ξ均

455 326

U.028
40.4

33.8

135

5,438
〕9.9

40.3

209

8,995

33.0

43.0

25

266

LO

10.6

図

678

2.5

12.6

63
887

3.3

14.1

27,292

1DO.0

60.0

75
1,756

100.0

23.4

29,048

63.8

主

な

業

種

後 継 工 業
各 回 答 実 数

苔叩㌣呼R
l社 当 回顧 数'lt均

18 17

183

34.5

10.8

6

115

2L7

19.2

16

124

23.4

7.8

3
71

13.4

23.7

4

14
2.6

3.5

2

23
4.3

1L5

.

530
100.0

29.4

7

7】

100.o

Io.1

601

33.4

化 学 工 業
各 回答 ※ 敷

網]イriHM驚
〕↓1=当同線 敏11《均

49 35

300

4Lo

8.6

9

48

6.6

5.3

30
229

31.3

7.6

4
22

3.0

5.5

5

39

5.3
7.8

止2

93

12.7
7.8

731

100.0
14.9

5

37

100.0

7.4

768

15.7

石油製品製造業
各ll]】 答 実 数

蕎『饗」イ碧呼 琵
1社 出回 線 数'1ξ均

5 3

27

24.5

9.o

〕
2

L8

2.0

3
62

56.4

欧).7

o

o

o.0
0.0

1

6

5.5

6.0

2

13

11.8

6.5

110

100.0

22.0

o

o

O.0

0.0

110

22.0

鉄 鋼 業
各 回 答 実 数

薔明 解ナ騨覧
]{t当 回 線 数1{均

9 6

196
47.9

32.7

5

田

6.8
5.6

4

23

5.6

5.8

0

0

0.0

0.0

3

臼

13.2

18.0

4

108

26.4

27.0

409

100.0

45.4

5

54
100.0

10.8

463

5L4

電 気 機械 器 具

製 造 業

各 回 答 実 数

蕎㌣1イ碧「1㌍R
1‡ト当 回 線 数'p均

23 19

1」72

58.9
6L7

5

88

4.4
17.6

11

329

15.5

29.9

1

11

0.6

n,0

3

106

53

35.3

6

284
14.3

47.3

㌧990
100.0

86.5

4

108

100.0
27.O

2,098

91.2

輸送用機械器具

製 造 業

各 回 答 実 数

蓋『幣{+㍗琵
1杜当回線数1`均

14 12

135

29.7

11.3

6

152

33.4

25.3

4

nO

24.2

27.5

2

!5

3.3

7.5

2

狽
5.1

1L5

1

20
4.4

20.0

455

100.0
32.5

5

312

100.0

62.4

767

54.8

卸 業 ・ 商 社 鰍 鰍‖
In当 回鯨数ψ均

47 33
576

9.4

17.5

7
43

0.7

6.1

3】

5,366
88.0

173.1

3

30
0.5

10.0

6

留

0.9

9.0

4

27

0.4

6.8

6,096

100.0

129.7

1

7

100.0

7.o

6」03

129.9

小 売 業
各 回 芥 実 数

薔『碧1イ手鞠 醜
1社 出 回線 致1二均

25 19
151

24.9

7.9

8

182
30.0

22.8

13

244
40.2

18.8

0

0

0.0

0.0

4

20

33

5.O

3

10

1.6

3.3

607

]00.0

24.3

0

0
0.O

o.o

607

24.3

金 融 業
芥 囲 古 く英 数

蕎『饗ぎ胃坪 庭
1社当国日数'1均

74 51

4,336

50.6
85.0

36

3,235

37.8

89.9

工5

837

9.8

55.8

1

1

0.0

1.0

3
145

L7

48.3

1

10
0」

10.0

8,564
100.0

115.7

13

141
100.0

10.8

8,705

117.6

生命保険業(含 代

理寒サービス業}

各 回 答 実 数

㌍P作興琵
1トヒ当回 線 数1《均

4 3

132

56.9

44.0

i

71

30.6

71.0

1

24

10.3

24.0

0
0

0.0

0.O

0
0

0.O

O.0

1

5

2.2
5.0

232

100.O
S8.0

2

35

100.o

l7.5

267

66.8

損害保険.業(含 代

理※・サー ビス業)

各 回 答 実 数

灘 」ぴ1呼笛
1}ト 当回 線 数'ド均

0 O

o

O.O

O.O

o
o

o.o

o.o

0
0

0.0

0.0

O

O
O.0

0.0

0

0

0.0
0.0

0

0

0.0

0.0

0

0.0

0.0

0

0

0.O

O.0

0

0.0

電 力 ・ガ ス事業

各 回 答'巡 数

鯉 」イ}1+1纏
】社 堂回 線 数1ξ均

6 2

田
U.4

】6.5

4

236

8L4
59.0

2

11

3.8
5.5

0

0

0.0

0.0

)

10

3.4

10.0

0

0

0.O

O.O

2go

100.0

48.3

3
278

)oo.0

92.7

568

94.7

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビス業

各 回 答 実 数

』『酔 坪 庭
1社 当回 線 数1〈均

0 0

0

0.0
0.0

0

0

0.0

0.0

O

o

O.0

0.0

0

0

0.0

0.0

O

o

O.0

0.0

0

0
0.0

0.0

O

O.0
0.0

O

o

O.0
0.0

0

0.0

情報処理サー ビス 各 回 答 実 数

業・・フ・・.ア。醗 認 麗

29 23

L267

44.7

55」

〕2

753

26.5

62.8

16

627

22.1

39.2

O

o

O.0

0.0

4

65
2.3

[6.3

4

125
4.4

3L3

2,837

100.0
97.8

6

192

[〔x).0

32.O

3,029

104.4

N

xlt

べ

×

詩

ω
《
ω



9-2-13表 業種別 ・特定通信 回線 利用態様 現況

(多重回答)

区 別 回 自 共 他 他 延

己 人 人
答

単 同 使 使
ぺ

実
独

使
用 用

合
使 の の

業 種 数 用 用 主 客 計

一 共 産 婁 計 杜 数 1 1 0 0 0 1

% 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

二 次 産 案 計
社 数 198 184 50 13 8 255

% 100.0 92.9 25.3 6.6 4.0 128.8

三 次 産 業 計
社 数

%

313

100.0

264

84.3

53

16.9

55

17.6

15

4.8

387

123.6

社 数 20 20 0 1 0 21
公 務 計

% 100.0 100.0 0.0 5.0 0.0 10S.0

金 座 集 計
社 数 532 469 lo3 69 23 664

% 100.0 88.2 19.4 13.0 4.3 124.8

繊 維 工 業
社 数 19 18 7 2 0 27

% 100.0 94.7 36.8 10.5 0.0 142.1

化 学 工 業
社 数 47 43 8 2 2 55

% 100.0 9L5 17.0 4.3 4.3 117.0

杜 数 6 6 2 0 0 8
詑 石 油 製品 製造業

% 100.0 100.0 33.3 0.0 0.0 133.3

鉄 鋼 業
社 数 13 12 6 1 2 21

% 100.0 92.3 46.2 7.7 15.4 16L5

電気機械器具製造業
社 数 摺 22 7 3 2 鵠

% 100.0 91.7 29.2 12.5 8.3 141.7

輸 送 用 機 械 社 数 17 15 7 1 1 24
な

器 具 製 造 藁 % 100.0 88.2 41.2 5.9 5.9 141.2

卸 業 ・ 商 社
社 数 50 49 5 2 0 56

% 100.0 98.0 10.0 4.0 0.0 112.0

小 売 藁
社 数 26 22 5 2 0 29

% 100.0 84.6 19.2 7.7 0.0 111.5

社 数 92 89 18 14 8 129
藁 金 胎 藁

% 100.0 %.7 19.6 15.2 8.7 140.2

生命保険業(含 代理 社 数 8 8 0 1 0 9

業 ・サー ビス剰 % 100.0 100.0 0.0 12.5 0.0 112.5

損害保険業(含 代理 社 数 2 2 0 0 0 2

藁 ・サー ビス藁) % 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

楓 電 力 ・ガ ス事 業
社 数 5 5 1 0 0 6

% 100.0 100.0 20.0 0.0 0.0 120.0

広告 ・調査 ・情 報提 社 数 0 0 0 0 0 0

供サー ビス業 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サービス藁・ 社 数 41 20 2 27 3 52

ソ7ト ウェア粛 % 100.0 48.8 4.9 65.9 7.3 126.8

g-2-14表 業種別 ・5年 後の特定通 信 回線利用態 様予定

(多血回答)

区 別 回 自 共 他 他 延

己 人 人
答

単
同

使 使
べ

実
独

使 用 用
合

使 の の

業 種 数 用 用 主 審 計

一 次 産 業 計 社 数 1 1 0 0 0 1

% 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

二 次 藍 業 計
社 数 184 168 61 27 11 267

% 100.0 9L3 33.2 14.7 5.0 145.1

三 次 産 業 計
社 数

%

269

100.0

223

82.9

83

30.9

61

22.7

29

10.8

396

147.2

公 務 計
社 数 19 19 0 1 0 加

% 100.0 100.0 0.0 5.3 0.0 105.3

全 産 業 計
社 数 473 411 144 89 40 「684

% 100.0 86.9 30.4 18.8 8.5 144.6

繊 維 工 業
社 数 19 18 7 2 1 28

% 100.0 94.7 36.8 10.5 5.3 147.4

化 学 工 業
社 数 45 39 16 3 2 60

% 100.0 86.7 35.6 6.7 4.4 133.3

主 石 油 製品 製造業
社 数

%

5

100.0

5

100.0

2

40.0

0

0.0

1

20.0

8

160.0

鉄 鋼 藁
社 数 10 10 7 2 2 21

% 100.0 100.0 70.0 20.0 a).0 210.0

電気機械器具製造業
社 数 23 20 10 7 1 38

% 100.0 87.0 43.5 30.4 4.3 165.2

な
輸 送 用 機 械 社 数 15 14 7 2 2 25

器 具 製 造 業 % 100.0 93.3 46.7 13.3 13.3 166.7

卸 藁 ・ 商 社
社 数 41 37 9 7 4L 57

% 100.0 90.2 22.0 17.1 9.8 139.0

小 売 業
社 数 26 19 9 2 0 30

% 100.0 73.1 34.6 7.7 0.0 115.4

藁 金 融 業
社 数 泣 80 19 13 11 123

% 100.0 97.6 23.2 15.9 13.4 150.0

生命保険業{含 代理 社 数 7 7 2 0 2 11

藁 ・サー ビス業) % 100.0 100.0 28.6 0.0 28.6 157」

損害保険業(含 代理 社 数 2 2 o 0 0 2

婁 ・サービス藁) % 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

種 電 力 ・ガ ス 事 業
社 数 5 4 2

? 0 6

% 100.0 80.0 40.0 0.0 0.0 120.0

広告 ・調査 ・情報提 社 数 0 0 0 0 0 0

供サービス藁 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サービス業・ 社 数 誕 21 11 28 S 65

ソフトウェア婁 % 100.0 61.8 32.4 82.4 14.7 19L2

ね

ぱ

o

u

×

戊
P

1

望

×

su1
べ

詩



9-2-15表 業 種別 ・国際電信 回線使用 現況

回線種別

業 種

回

答

実

社

数

特定通信回線 公

衆

逓

倍

回

線

デ

|

テ

ル

オ

|

ト

メ

ツ

ク

ス

I
C
A
S

V
E
N
u
S

延

べ

回

答

社

数

音

声

級

電

信

級

一 次 帝 業 計 社 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

二 次 産 業 計 社 数

%

32

100.0

4

12.5

8

25.0

11

34.4

18

56.3

1

3.1

0

0.0

2

6.3

44

137.5

三 次 商 業 計
社 数

%

38

100.0

4

10.5

21

55.3

11

28.9

12

31.6

4

10.5

7

18.4

0

0.0

59

155.3

公 務 計 杜 数

%

O

O.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

全 産 業 計
仕 数

%

70

100.0

8

11.4

四

41.4

22

3L4

30

42.9

5

7.1

7

10.0

2

2.9

103

147.1

主

な

業

繊 維 工 業
社 数

%

l

lOO.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

l

lOO.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

l

lOO.0

化 学 工 業
社 数

%
6

100.0

1

16.7

1・

16.7

3

50.0

3

50.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

8

133.3

石 油 製 品 製 造 業
社 数

%

4

100.0

0

0.0

1

25.0

1

25.0

2

50.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

4

100.0

鉄 鋼 業
社 数

%

3

100.0

1

33.3

1

33.3

2

66.7

1

33.3

0

0.0

0

0.0

0

0.0

5

166.7

電気機械器具製造業
社 数

%

5

100.0

2

40.0

3

60.0

3

60.0

2

40.0

1

20.0

0

0.0

1

20.0

12

240.0

輸送用機械器具製造業
杜 数

%

5

100.0

0

0.0

1

20.0

1

20.0

3

60.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

5

100.0

卸 業 ・ 商 社
社 数

%

8

100.0

0

0.0

4

50.0

2

25.0

4

50.0

1

12.5

2

25.0

0

0.0

13

162.5

小 先 業
社 数

%

3

100.0

1

33.3

2

66.7

1

33.3

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

4

133.3

金 融 業
社 数

%

10

100.0

2

20.0

7

70.0

4

40.0

2

2b.0
0

0.0

1

10.0

0

0.0

16

160.0

生命保険業(含 代理業・

サ ー ビ ス 業)
.

杜 数

%

2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0
種 損害保険難(含代理業・

サ ー ビ ス 業)
社 数

%

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

電 力 ・ ガ ス 事 業
杜 数

%

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

l

lOO.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

200.0

広告 ・調査 ・情報提供

サ ー ビ ス 業

社 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サー ビス業 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業

社 数
%

4

100.0

1

25.0

2

50.0

0

0.0

2

50.0

1

25.0

0

0.0

0

0.0

6

150.0

9-2-16表 業 種別 ・国際通信 回線5年 後使用予定

回線種別

業 種

回

答

実

社

数

特定逓倍回線 公

衆

通

信

回

線

デ

|

テ

ル

オ

1

ト

メ

ツ

ク

ス

I
C
A
S

V
E
N
u
S

延

べ

回

答

日

数

音

声

級

電

信

級

一 次 産 業 計 社数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

二 次 派 業 計 トll数

%

30

100.0

5

16.7

7

23.3

13

43.3

14

46.7

1

3.3

1

3.3

5

16.7

6

20.0

52

173.3

三 次 ρ↑i業 計
ト1激

%

40

100.0

7

17.5

14

35.0

12

30.0

17

42.5

4

10.o

6

15.0

7

17.5

10

25.0

77

192.5

公 務 計
社数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

O

O.0

0

0.0

0

0.0

会 派 叢 計
社数

%

70

100.0

12

17.1

21

30.0

25

35.7

31

44.3

5

7.1

7

10.0

12

17.1

16

22.9

129

184.3

主

な

業

種

繊 維 工 業
ト}=数

%

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

l

lOO.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

化 学 工 業
}ト数

%

4

100.0

1

25.0

1

25.0

3

75.0

2

50.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

7

175.0

石油製品製造 業
社数

%
4

100.0

0

0.0

1

25.0

1

25.0

3

75.O

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

5

125.0

鉄 鋼 業
冊数

%
3

100.0

1

33.3

1

33.3

1

33.3

1

33.3

0

0.0

0

0.0

1

33.3

1

33.3

6

200.0

電 気 機 械器 具

製 造 業

靴数

%

4

100.0

3

75.0

3

75.0

3

75.0

1

25.0

1

25.0

1

25.0

2

50.0

3

75.0

17

425.0

輸送用機械器具

製 造 ※な
.

杜数

%
4

100.0

0

0.0

1

25.0

1

25.0

】

25.0

0

0.0

0

0.0

1

25.0

1

25.0

5

125.0

卸 業 ・ 商 社
社数

%

8

】00.0

1

L2.5

3

37.5

2

25.0

4

50.0

1

12.5

1

12.5

2

25.0

3

37.5

17

212.5

小 売 裳
冊数

%
4

100.0

0

0.0

1

25.0

2

50.0

2

50.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

5

125.0

金 融 業
杜数

%
6

100.0

l

l6.7

5

83.3

2

33.3

1

16.7

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

16.7

10

166.7

生命保険 業(含 代

理業・サービス業)

社数
%

ト

2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

損害保険 業(含 代

理業・サービス業)

杜数

%
0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

電力 ・カ ス事 業
社数

%
1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

200.0

広告 ・澗査 ・情報

提供サ ー ビス業

社数

%
0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サービス

業・ソフトウェア業

杜数

%
5

100.0

3

60.0

2

40.0

1

20.0
3

60.0
2

40.0
1

20.0
1

20.0
2

40.0
15

300.0

N

×

"{
べ

弍
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9-2-17表 業種別 ・セ ンターCPUの 所在(現 在)

接 続 別

業 種 別

回

答

実

数

C

P

u

な

き

社

オ ン ラ イ ン 化 社

端 接
宋 統
裁 す
が る

自 シ杜
ス

の テ
Cム
P
u
に

端 接
木 駐
機 す
が る

他 シ}ト
ス

の テ
Cム
P
u
に

1端u

末 に
機 接
が 続

冠 す電 る

公 シ
杜 ス
の テ
Cム
P

廷

ぺ

合

計

一 次 ハ成 業 計 杜 数
%

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

二 次 疏 業 計
杜 数

%

鵬

100.0

1

0.4

235

98.7

33

13.9

9

3.8

277

116.4

三 次 廠 業 計
社 数

%

335

100.0

k

O.3

327

97.6

30

9.0

21

6.3

378

112.8

公 務 計
社 数

%

21

100.0

0

0.0

21

100.0

1

4.8

0

0.0

22

104.8

全 席帝 業 ※ 計
杜 数

%

595

100.0

2

0.3

584

98.2

臼

10.8

30

5.0

678

113.9

主

な

業

桶

繊 維 工 業
杜 数

%

20

100.0

0

0.0

20

100.0

4

20.0

0

0.0

24

120.0

化 学 工 業
杜 数

%

55

100.0

1

1.8

53

96.4

8

14.5

3

5.5

64

116.4

石 油 製 品 製 造 粟
杜 数

%

8

100.0

0

0.0

8

100.0

1

12.5

0

0.0

9

112.5

鉄 鋼 業
杜 数

%

13

100.0

0

0.0

13

100.0

4

30.8

0

0.0

17

130.8

電気機械器具製造業
枕 数

%

27

100.0

0

0.0

27

100.0

4

14.8

2

7.4

33

122.2

輸送用機械器具製造業
苧l/数

%

19

】00.0

0

0.0

19

100.0

4

2L1

0

0.0

23

12Ll

卸.聡 ・ 商 社
打 数

%

58

100.0

0

0.0

58

100.0

5

8.6

l

L7

64

110.3

小 売 業
杜 数
%

30

100.0

0

0.0

30

ROO.0

3

10.0

0

0.0

33

110.0

金 融1業
杜 数

%

94

100.0

1

1.1

90

95.7

6

6.4

15

16.0

UI

l18.1

生命保険 烈 含代理業・

サ ー ビ ス ※)

社 数

%

7

100.0

0

0.0

7

100.0

0

0.0

0

0.0

7

100.0

損笹}保険※〔含代理※・

サ ー ビ ス 業)

}t数

%

2

100.0

0

0.0

2

100.o

0

0.0

0

0.0

2

100.O

電 力 ・ ガ ス 事 ※
杜 数

%

8

100.0

0

0.O

8

100.0

0

0.0

1

12.5

9

112.5

広告 ・淵底 ・情報提 供

サ ー ビ ス.業

杜 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サービス業 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業

桂 数

%

42

100.0

0

0.0

40

95.2

3

7.1

2

4.8

45

107.1

9-2-18表 業 種別 ・セン ターCPUの 所在(5年 後)

接 紋 別

繋 種 別

回

答

実

数

C

P

u

な

き

}ヒ

オ ン ラ イ ン 化 性

靖 接末 縫

機 †
が る
自 シ
}ヒ ス
の テ
Cム
P
u
に

宿 換
末 縫
寂 す
が る他

シ
杜 ス
の テ
Cム
P
u
に

靖u
*に
機 接
が 絃戒 †

電 る
公 シ
吐 ス
の テ
Cム
P

延

べ

合

計

_次 ぷ 主 計
社 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

二 次 ぷ 粟 計
}1=数

%

189

100.0

0

0.0

188

99.5

31

16.4

5

2.6

224

118.5

三 次 ぷ 主 計
}ll数

%

253

100.0

0

0.0

249

98.4

27

10.7

14

5.5

捌

114.6

公 務 計
)1=数

%

12

100.0

0

0.0

12

100.0

1

8.3

0

0.0

13

108.3

全 戒 総 計
}ll数

%

454

100.0

0

0.0

449

98.9

59

13.0

19

42

527

U6.1

±

な

惑

種

甑 維 工K
社 数
%

19

100.0

0

0.0

19

100.0

3

15.8

0

0.0

22

U5.8

化 学 工 驚
杜 数
%

43

100.0

0

0.0

43

100.0

6

}4.0

1

2.3

50

116.3

石 油 製 品 製 造 黙
社 数

%

6

100.0

0

0.0

6

100.0

1

16.7

0

0.0

7

116.7

鉄 鋼 聡
杜 薮

%

10

100.0

0

0.0

10

100.0

2

20.0

0

0.0

12

120.0

雪質機械器具製造聡
社 数

%

23

100.0

0

0.0

23

100.0

4

17.4

1

4.3

拠

12L7

輸送用機械器具製造業
日 数

%

12

100.0

0

0.0

12

100.0

5

4L7

0

0.0

17

14L7

押 取 ・ 商}1;
{1:数

%

48

100.0

0

0.0

48

100.0

6

}2.5

0

0.0

54

112.5

小 売 取
社 数

%

27

100.0

0

0.0

27

100.0

1

3.7

0

0.0

28

103.7

金 融 業
社 数

%

69

100.0

0

0.0

66

95.7

5

7.2

9

13.0

80

115.9

生命保険※(含代理 聡・

サ ー ビ ス 鷺)

}ヒ 数

%

5

100.0

0

0.0

5

100.0

0

0.0

0

0.0

5

100.0

In醤 保険対 含代理 黛・

サ ー ビ ス 敢)

"数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

戒 力 ・ ガ ス 小 敷
杜 数

%

5

100.o

0

0.0

5

100.0

0

0.0

1

20.0

6

120.0

広告 ・調査 ・情報{是{共

サ ー ビ ス 聡

社 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サ ービス黛 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業

芒1=数

%

32

100.0

0

0.0

31

96.9

4

12.5

1

3.1

36

112.5
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9-2-19表CPU所 在 別 ・ノンイ ンテ リジェン ト端末機 保有現況 9-2-21表CPU所 在別 ・インテ リジェ ン ト端 末機保 有現況

機 種 実 Kン C 金 紙 キス 出_ P 予 漢 F 複 そ 合

回

答

Bタ
P/
⌒タ
キイ
1プ
ポラ

1イ

R
T
そ
の
他
の
デ
イ

融

機

関

用

テ
1
プ
.

り
1
ダ

|ク
.
(

ツ カ

1セ
㊨ ツ

テ ト

1を

一

塀
専ンプ

用 リ

プ ンタ

O

S

約

用

特

殊

字

靖

A

X

合

端

木

割
の

社 ドタ
.)

プ
う
レ

端
/
ノこ

ン

プ含
/む
←

りも
、含!
む

靖
端

端 御

袋
全 産 業 数 リ イ 末 チ イ タ) 末 末 末 末 置 他 計

記 入 社 数 457 168 356 59 57 31 242 11 5 拍 4 45 71

自社CPU 業種毎合計台数 4,618 19,521 16,564 587 202 8.6田 L891 u覧 1飽 92 744 4,0加 58,255
一社当平均台数 27.5 54.8 280.7 lo.3 6.5 35.6 口L9 239.0 6.8 23.0 16.5 56.6 127.5

記 入 社 数 43 2 20 2 2 o 7 0 1 1 0 2 4

他社CPU 業種毎合計台数 207 % 244 6 0 21 0 50 1 0 62 73 760

一社当平均台数 9.4 4.8 122.0 3.0 0.0 3.0 0.0 50.0 LO 0.0 3LO L8.3 17.7

記 入 社 数 別 !o 1 7 4 1 4 o 0 o 0 2 2

公社CPU 業種毎合計台数 ㎝ 1 899 u 1 7 0 0 0 0 5 2M 1,427
一社当平均台数

田.9 LO 128.4 2.8 1.0 L9 0.0 0.0 0.0 0.0 2.5 107.0 59.5

記 入 社 該 469 1肌 361 田 61 32 244 ll 5 ⑳o 4 47 75

小 計 業種毎合計台数 5,ll4 19,618 17,707 脳 203 8,651 1,891 1,245 199 92 811 4,307 60,442
一社当平均台敷 26.8 54.3 281」 9.9 6.3 35.5 17L9 249.0 6.6 23.0 17.3 57.4 128.9

機 種 実 Kン c 金 紙 キス 出_ P 予 漢 F 複 そ 合

回

答

社

Bタ
P/
(タ
キ イ
1プ
ポ ラ
1イ
ドタ)

テ

R
T
そ
の
他
の
デ

4
プ
レ

融

機

関

用

端

テ
1
プ

リ
|
ダ
/
'ぐ

ン

1ク
.(

ツカ
1セ
・"!

テ ト
1も
プ 含

/む
デ}

一

力7

専 ンプ

用 リ

プ ンタ

リ も
.含〆む

O

S

端

約

用

特

殊

端

手

描

A

X

端

合

端

末

制

御

装

の

全 産 業 数 リ イ 末 チ イ タ) 末 末 末 末 置 他 計

記 入 社 数 336 82 160 64 12 3D 51 10 1 19 3 76 頒

自社CPU 業種毎合計台数 4,022 4,130 23,099 320 1,502 976 2宙 6 140 4 2,627 3,267 40,380

一社当平均台数 49.0 25.8 360.9 26.7 50.1 19」 28.7 6.0 7.4 L3 34.6 125.7 120.2

記 入 社 数 30 11 12 o o 2 3 0 0 0 0 5 5

他社CPU 業種毎合計台数 80 94 0 0 3 4 0 0 0 0 6 119 306
一社当平均台数 7.3 7.8 0.0 0.0 1.5 L3 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 23.8 10.2

記 入 社 数 8 2 o 2 2 o 0 0 0 0 0 0 4

公社CPU 業種毎合計台数 22 o 2加 5 o 0 o 0 0 0 0 164 411

一社当平均台数 lLO 0.0 nO,0 2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4LO 5L4

記 入 社 数 350 91 163 65 14 31 53 10 1 19 3 79 32

小 計 業種毎合計台数 41124 4,224 23,319 325 L505 980 287 6 140 4 2,633 3,550 4LO97

一社豊平均台数 45.3 25.9 358.8 23.2 48.5 18.5 28戊 6.0 7.4 L3 33.8 llO.9 U7.4

9-2-20表CPU所 在別 ・ノンイ ンテ リジ ェン ト端 末機5年 後保有 予定 9-2-22表CPU所 在別 ・インテ リジェン ト端末機5年 後 保有予 定

機 種 実 Kン C 金 紙 キス 出_ P 予 漢 F 複 そ 合

回

答

社

Bタ
P/
^タ
キイ
1プ
ポラ
.1イ
ドタ)

テ

R
T
そ
の
他
の
デ

4
プ
レ

融

機

関

用

端

テ
|
プ
.

リ
1
ダ
/
ノぐ
ン

1ク
. (
ツカ

1セ
・ツ

テ ト
1を
プ含

/む
ラ

一

形
専ンプ

用 リ

プンタ

リも

・ξ

O

S

端

約

用

特

殊

端

字

端

A

x

端

合

端

末

制

御

装

の

全 産 業 数 り イ 末 チ イ タ) 末 末 末 宋 置 他 計

記 入 社 数 311 別 243 33 18 2 172 7 5 53 12 助 訂

自社CPU 業種毎合計台数 4,508 21,864 6,480 2部 197 9,558 1,492 2.0艶 1,336 255 519 1,682 50,237
一社当平均台数 53.7 90.0 196.4 13.9 9.0 55.6 213」 419.2 25.2 2L3 21.6 45.5 16L5

記 入 社 数 32 11 18 3 0 0 8 0 0 2 0 3 1

他社CPU 婁種毎合計台数 40 114 314 0 0 70 o 0 11 o 28 5 5田
一社当平均台数 3.6 6.3 1隅.7 0.0 0.0 8.9 0.0 0.0 5.5 0.0 9.3 5.0 18.2

記 入 社 数 10 3 1 1 3 1 2 0 o o 0 0 1

公社CPU 婁種毎合計台数 112 2 lo5 9 10 6 0 0 0 0 0 2 246
一社当平均台数 37.3 2.0 105.0 3.0 10.0 3.0 0.0 o.o 0.0 0.O 0.0 2.0 24.6

記 入 社 該 321 集 247 35 加 田 175 7 5 53 12 η 38

小 計 業種毎合計台数 4,660 21,980 6,899 259 加 9,634 1,492 2,095 1,347 獅 547 1,689 51,065
一社当平均台数 49.6 89.0 197」 13.0 9.0 55.1 213.1 419.2 25.4 21.3 a}.3 44.4 159.1

機 種 実 Kン c 金 紙 キ ス 出 ⌒ P 予 漢 F 複 そ 合

回

答

社

Bタ
P/

〔 タ
キ イ
1プ
ポ ラ
1イ
ドタ)

テ

R
T
そ
の
他
の
デ

4
プ
レ

融

機

関

川

端

テ
1
プ

リ
1
ダ
/
ノぐ

ン

1ク
・(
ツ カ
1セ
㊨."

チ ト
iを
プ 含

/む
デ)

一

力フ

専ンプ

用 リ
,

プ!タ

リ も含

ンむ

O

S

端

約

用

特

殊

端

字

端

A

x

端

合

端

末

制

御

装

の

全 産 業 数 リ イ 末 チ イ タ) 末 末 末 末 皿 他 計

記 入 社 数 321 61 179 59 5 22 54 19 1 67 11 79 19

自社CPU 業種毎合計台数 2,471 14,923 21,445 14 1,559 4,4σ7 2,244 81 51670 6四 3,8LO 3,173 6014部

一社当平均台数 40.5 83.4 363.5 2.8 70.9 81.6 n8,1 81.0 別.6 57.2 48.2 167.0 1882

記 入 桂 数 調 12 圏 3 o 2 3 0 1 2 0 6 2

飽社CPU 業種毎合計台数 212 578 5 0 5 2 0 2,000 6 0 68 7 2,903

一社当平均台数 17.7 田.1 L7 o.o 2.5 7.3 0.0 2,㎜.0 3.0 0.0 11.3 3.5 80.6

記 入 杜 数 12 4 2 3 0 1 0 0 o 0 0 2 3

公社CPU 菜種毎合計台数 42 田 533 0 10 0 0 0 0 0 ⑳ 252 882

一社当平均台数 10.5 12.5 177.7 o.G 10.0 0.0 0.0 0.0 O.0 0.0 10.0 84.0 73.5

記 入 社 数 332 67 185 61 5 22 56 19 2 67 11 82 幻

小 計 業種毎合計台数 2,725 151526 21,993 14 ll574 4,429 2,244 2,081 5,676 629 31898 3,432 64,211
一社当平均台数 40.7 田.9 360.4 2.8 η.5 79.1 n8.1 LO4D.5 肌7 57.2 47.5 149.2 193.4
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9-2-23(1)表 業種別 ・CPU所 在 別 ・端 末機合計数 保有現 況(1)

機 種 実 1社 当 り 平 均 台 数 合

Kブタ Cプ 金 紙ン キデ含 出イ P 子 漢 F 複 そ
回 Bり1 Rレ

融
テチ |イ む カン 合

Pン)
^タ

Tイ
そ 機

ト
プ

・ス)

ツ ク

専プ
用ll

0
約

用 字
A 嬬

答 キ/
け

の

他
関 ら

1^
・カ

プン
リ} S 特 x

末

詞
の

業 種

杜

数

ボイ
1プ
ドラ
・イ

の
デ
ィ
ス

用

靖

末

1
ダ
/
パ

テセ
1ツ
プト

/を

ンを
タ含
^む
ラ)

端

末

殊

嬬

末

嬬

末

端

末

御

装

置 飽 計

記 入 社 数 1 1 1 0 o 0 0 0 0 0 0 0 o

一 自社CPU 業種毎合計台数 1 1 0 o 0 0 0 0 0 0 o o 2
一社当平均台薮 LO LO O.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.0

次 記 入 社 数 0 0 0 o 0 0 0 0 o 0 0 0 0

他社CPU 宴種苗合計台数 0 0 o 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0
一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 O.0 0.0 0.0 0.0 0.0

産

記 入 杜 数 0 0 0 o 0 0 o 0 0 0 o 0 0

公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 o 0 0 o 00 0 o o

婁 一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 O.0 0.0 0.0 0.0

配 入 社 数 1 1 1 o 0 0 0 0 0 0 o 0 0
計 小 計 婁種毎合計台数 1 1 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 2

一社当平均台数 Lo LO 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0 2.0

配 入 社 数 235 95 200 1 18 24 ll7 6 0 20 3 47 40

≡7 自社CPU 婁種毎合計台数 L736 9,647 4 94 斑 4,457 1,164 0 215 臼 1,125 1,031 19,761
一

一社当平均台数 18.3 48.2 4.0 5.2 9.8 38.1 194.0 0.0 lo.8 17.7 23.9 お.8 84.1

次 記 入 社 数 田 16 18 0 1 1 6 0 0 0 0 4 3

他社CPU 案種毎合計台数 200 112 o 4 1 18 0 o 0 o 5 53 3田
一杜当平均台数 12.5 62 0.0 4.0 LO 3.0 0.0 o.o 0.0 0.0 L3 17.7 11.9

産
配 入 社 数 9 7 1 0 1 0 1 o 0 0 0 1 o

公社CPU 薬種毎合計台数 42 1 0 3 0 1 0 0 0 0 3 o 田

臭 一社堂平均台数 6.0 Lo 0.0 3.0 0.0 LO 0.0 0.0 0.0 0.0 3.0 0.0 5.6

配 入 社 数 斑 110 201 1 加 25 118 6 0 加 3 偲 43
計 小 計 婁種毎合計台数 L978 9,760 4 101 236 4,476 1,164 o 215 53 1,133 1,084 2〕,204

一社当平均台数 18.o 48.6 4.0 5.1 9.4 37.9 194.o 0.0 10.8 17.7 23.6 2S.2 與.9

配 入 社 数 327 121 蹴 104 47 31 159 13 6 2! 4 59 51

= 自社CPU 婁撞毎合計台数 6,708 13,812 39,657 797 1.4図 5.0田 1.OM 1,201 勇 43 2,217 6,2臼 78,349
一

一社畠平均台数 55.4 58.5 38L3 17.0 47.2 32.0 78.0 200.2 4.5 10.8 37.6 惚.6 2拍.6

次 記 入 杜 数 30 13 12 2 1 1 4 o 1 1 0 3 6

他社CPU 震種毎合計台数 60 51 244 2 2 7 o 50 1 0 63 139 619
一社当平均台数 4.6 4.3 12.0 2.0 2.0 1.8 0.0 50.0 LO 0.0 2LO 23.2 カ).6

巌

記 入 社 数 21 5 o 8 5 1 3 0 o o 0 1 6

公社CPU 集檀毎合計台数 269 0 1,119 13 1 6 0 0 o 0 2 378 1.7田

草 一社当平均台数 53.8 0.0 139.9 2.6 LO 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.0 63.0 肪.1

記 入 社 数 335 134 239 108 51 32 161 13 6 22 4 61 58
計 小 計 業種毎合計台数 7.0卸 13,863 41.0加 812 1,467 5,101 1,014 1,251 96 43 2.路2 6,η0 80,7品

一社当平均台数 52.5 田.0 379.8 15.9 45.8 31.7 78.0 208.5 4.4 10.8 37.4 116.7 24L1

9-2-23(2)表 業種別 ・CPU所 在 別 ・端 末機合計 数保有 現況(2)

機 種 実 1社 当o平 均 台 蝕 合
1

Kブタ Cプ 金 砥ン キデ含 出イ P 予 漢 F 複 そ
回

答

Blll
Pン》
^タ
キ/
け

Rレ
Tイ
そ
の
他

壁

機

関

テ チ

|

プ

.

り

1イ む

ス)

ツ ク

1^

・カ

カン
専プ
用`1プ
ン

1}ト

O

S

約

用

特

字
A

x

合
宿
末
期

の

裏 目

社

数

ポイ
1プ
ドラ
・イ

の
デ
ィ
ス

用

嬬

末

1

ダ

/
,ξ

テセ
1ワ
プト
/を

ンを
タ含
^む
ラ)

端

末

膝

口

末

端

末

祖

末

■

装

置 他 計

1記 入 杜 数 21 12 17 1 2 2 6 0 0 5 0 5 1

公 自社CPU 菜種毎合計台数
一社豊平均台数

1野

】6.3

】91

1L2

2

2.0

16

8.0

5

2.5

54

9.o

0

0.0

0

0.O

田

5.6

0

0.0

答

5.8

3

3.0

5田

袈.9

配 入 社 数 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o

他t圭CPU 婁曽毎合計台数 η η 0 0 0 0 0 0 o 0 0 0 訓

一社当平均台薮 27.0 27.0 o.o 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 54.0

5

配 入 社 数 0 o o 0 0 0 0 0 0 o 0 o 0

公社CPU 案目篭合計台数 0 o o 0 0 0 0 0 0 o o o 0

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

配 入 社 盈 21 12 17 1 2 2 6 o 0 5 0 5 1

計 小 計 集種毎合計台数 222 218 2 16 5 馴 0 0 田 0 8 3 5η

一社当平均台数 18.5 }2.8 2.0 8.0 25 9.0 0.0 0.0 5.6 0.0 5.8 3.0 27.5

記 入 社 数 5図 2圏 454 lo6 前 57 2浸 19 6 46 7 II1 92

全 自社CPU 皐租毎合計台数
一社当平均台薮

8,640

37.7

23,651

52.1

39,663

374.2

9θ

13.5

1.7㎝

圏.9

9,599

劃.0

2.m

川,6

1,201

200.2

頭

73

鮪

13.7

3,371

①.4

7,287

79.2

98,6蕊

1蘭.9

配 入 社 数 64 30 31 2 2 2 10 o 1 1 0 7 9

産 他社CPU 婁日毎合計台数 脚 1go 244 6 3 答 0 50 1 o 田 1史 1,066

一社当平均台数 9.6 6」 122.0 3.0 L5 25 0.0 50.o 1.o O.0 9.7 2L3 t6.7

配 入 社 薮 ① 12 1 8 6 1 4 0 0 0 o 2 6

室 公社CPU 業種毎合計台数 311 1 u19 16 1 7 0 0 0 0 5 378 1.題

一社当平均台数
お.9 LO 139.9 2.7 LO 1.8 0.0 0.0 0.0 0.0 2.s 臼.0 6L3

記 入8薮 595 257 458 llO 符 59 285 19 6 47 7 川 102

計 小 計 婁種毎合計台数 9,238 田,942 41.O出 9加 L708 9,631 2,178 1酒1 蜘 集 3メ4` 7,8s7 1015鵡

一社当平均台数 35.9 52.1 373.0 12.7 四.9 33.8 114.6 2田.5 72 13.7 ①.2 77.0 170.7
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9-2-24(1)表 業種別 ・CPU所 在別 ・端末 機合計数5年 後保 有予定(1)

機 種
実 1社 当 り 平 均 台 薮 合

回
Kブ タ
Bリ1

Cプ
Rレ

金 紙ン
テチ

キア含
!イむ

出イ
カン

・}子 漢 F 複
合

そ

Pン) Tイ 融 1 ・ス) 専プ 0
約

A 靖

業 種

答

社

数

^タ
キ/
1タ
ポイ
1プ
ドラ
・イ

そ
の
他
の
デ
ィ

ス

機

関

用

端

末

プ
.

り
1
ダ
/
パ

ツク
1^
・カ

テセ
1ツ
プト

/を

用リ
プン

1 り}
ンを
タ含
(む
ラ)

S

端

末

用

特

殊

端

末

字

罎

求

x

端

末

末

旬

御

装
置

の

他 計

記 入 社 数 0 0 0 o o o 0 0 o 0 0 0 0

一 自社CPU 真箇毎合計台数 0 0 0 0 o o 0 0 o 0 o o 0

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

次 記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 o 0 0 o o 0 o

他社CPU 業種毎合計台数 o o 0 o 0 0 o 0 0 0 0 0 0

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

産
記 入 社 敏 0 0 o 0 o 0 0 0 0 o 0 0 0

公社CPU 業種毎合計台数 0 o o o 0 0 0 0 o 0 0 o o

集 一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0 0.0 O.0 0.0

記 入 社 薮 0 0 0 0 0 o 0 0 0 0 o o 0

計 小 計 業種毎合計台数 0 0 0 o o 0 0 0 0 0 0 0 0
一社当平均台数 0.0 0.O 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 数 1田 57 157 0 6 16 93 9 1 50 15 44 η

二 自社CPU 業種毎合計台数 2,445 16,913 0 50 243 6.4田 2,639 30 5,416 3田 1,593 1,047 37」92

一社当平均台数 . 42.9 lo7.7 0.0 8.3 15.2 69.1 293.2 30.0 108.3 25.9 36.2 38.8 197.8

次 記 入 置 数 31 11 2 1 0 0 6 0 1 1 0 3 1

他社CPU 業種毎合計台数 弱 411 3 0 0 29 0 2,㏄0 6 0 5 2 2,511

一社当平均台数 5.0 18.7 3.0 0.0 0.0 4.8 0.0 2.㎜.0 6.0 o.o L7 2.0 8LO

産

記 入 社 数 5 3 1 0 0 0 1 0 o 0 o 1 0

公社CPU 業種毎合計台数 8 2 0 0 o 2 0 o 0 0 lo 0 22

類 一社当平均台数 2.7 2.0 0.0 0.0 0.0 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 4.4

記 入 社 薮 1田 66 157 1 6 16 95 9 2 聞 15 45 28

計 小 計 業種毎合計台数 2,508 17,326 3 釦 243 6,459 2,639 2,030 5,422 迎 1,608 1,049 39,7葛

一社当平均台数 38.0 110.4 3.0 83 152 68.0 293.2 1,Ol5.0 108.4 25.9 35.7 37.5 210.2

記 入 社 数 249 品 1馬 紐 16 ぴ )24 16 5 58 8 51 田

= 自社CPU 業種毎合計台数 4.3位 19,727 27,922 214 1,513 7,535 1,097 2」47 1,541 4% 2,711 3,808 73,074
一

一社当平均台頷 66.1 106.6 顕4,7 13.4 58.2 θ0.8 68.6 429.4 笏.6 62.o 田.2 L36.0 293.5

次 記 入 社 数 27 9 16 5 0 2 5 0 0 2 0 6 2

他社CPU 業種毎合計台数 m 254 316 o 5 63 0 0 11 0 91 10 9加

一社±平均台数 18.9 15.9 63.2 0.0 2.5 12玉 0.0 o.o 5.5 0.0 15.2 5.0 34.1

産

記 入 社 数 14 4 2 3 3 1 1 0 0 o 0 1 4

公社CPU 業種毎合計台数 146 25 638 9 加 4 0 0 o 0 10 254 1,106

婁 一社当平均台数 36.5 12.5 212.7 3.0 20.0 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 63.5 79.0

記 入 社 数 253 72 1前 別 田 蜀 1田 16 s 田 8 55 鍵

計 小 計 菜種毎合計台数 4,678 20,006 田.876 223 1.5閲 7,603 1,097 2」47 L552 4集 2,812 4,072 75,100

一社当平均台数 65.0 107.0 343.8 12.4 59.2 ・…1・ ・6 429.4 25.8 62.0 5L1 127.3 2%,8

9-2-24(2)表 業種別 ・CPU所 在別 ・端末機 合計5年 後保 有予定(2)

機 種 実 1社 曇 り 平 均 台 数 合

Kブ タ Cプ 金 紙ン キア含 出イ P 予1漢 F 複 そ
回 Bリl

Pン)
Rレ
Tイ 融

テ千
1

1イ む
・ス)

カン
専プ 0

約
A

合

理
答

(タ
キ/
1タ

そ
の
他

機

関

プ

Ii
ツ ク

「^
・カ

用リ
プン
リト

S

用

特

字

x
末
飼

の

業 種

社

'数

ポイ

1プ
ドラ
・イ

の
デ
ィ
ス

用

端

末

1
ダ
/
パ

テセ
いフ
プト
/を

ンを
タ含
^む
ラ)

端

末

殊

端

末

端

末

娼

末

御

装

置 他 計

記 入 杜 数 12 7 9 1 0 0 1 0 0 5 0 2 o

公 自社CPU 業種毎合計台数 172 147 3 0 0 1 0 0 49 o 25 o 397
一社当平均台数

別.6 16.3 3.0 0.0 0.0 1.0 σ.0 0.0 9.8 0.0 12.5 0.0 33」

記 入 社 数 1 1 1 0 0 o 0 o 0 0 0 0 0

他社CPU 業種毎合計台数 η η 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 図

一社当平均台数 27.0 27.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 54.0

務

記 入 社 数 0 0 0 o o 0 0 0 0 0 0 0 o

公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 o o 0 0 0 0 0 0 0

一社当平均台数 0.0 0.0 0.O 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 数 12 7 9 1 0 0 1 0 0 5 0 2 0

計 小 計 業種毎合計台数 199 174 3 0 0 1 0 0 49 0 25 0 451

一社当平均台数 囲.4 19.3 3』 0.0 o.o Lo 0.0 0.0 9.8 0.0 12.5 0.0 37.6

記 入 社 数 449 130 351 82 22 42 218 25 6 U3 田 曽 55

全 自社CPU 業種毎合計台数 6,979 35,787 27,925 264 1,756 13,965 3,736 21177 7,006 8梱 4,329 4,855 110,663

一社当平均台数 53.7 104.8 340.5 12.0 4L8 刷.1 149.4 362.8 62.0 38.4 44.6 田,3 246.5

記 入 社 数 59 21 39 6 0 2 11 0 1 3 o 9 3

産 他社CPU 業種毎合計台数 252 6助 319 0 5 92 0 2,000 17 0 粥 12 3,485

一社当平均台数 12.0 1乳7 53.2 0.0 2.5 8.4 0.0 2,000.0 5.7 0.0 10.7 4.0 59.1

記 入 杜 薮 19 7 3 3 3 1 2 0 o 0 0 2 4

業 公社CPU 業種毎合計台数 154 η 638 9 20 6 0 0 0 0 20 254 1,128
一社当平均台薮 22.0 9.0 212.7 3.o 20.0 3.0 0.0 0.0 0.0 O.0 10.0 63.5 59」

記 入 社 数 454 145 353 肪 24 42 221 25 7 n3 田 lo2 60
計 小 計 業種毎合計台数 7.3田 37,506 田1882 273 1,781 14,063 3,736 4,177 7,023 8別 41445 51121 115,2怜

一社当平均台数 50.9 106.2 335.8 lL4 42.4 63.6 149.4 596.7 62.2 38.4 43.6 85.4 253.9

N
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9-2-25(1)表 業種別 ・速度 別 ・音 響 カプラ使用現 況(1)

使用台数分布

伝
送
速

度
菰 種 別

一

〇

台
未
満

一

〇

1

三

〇

三
〇
1
五
〇

五
〇

⊥
o
O

δ
o
台
以
上

計

一

次

産

藁

計

300bp3以 下
社 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.O

300-1.200bps
社 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

O

O.0

1,200bp8超
社 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

計
社 数

%

0

0.0

0
10

.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

実 社 数 0 0 0 0 0 0

二

次

産

菰

計

300bp8以 下
杜 数

%

31

8L6

4

10.5

1

2.6

1

2.6

1

2.6

38

100.0

300-1え00bp8
社 数

%

16

80.0

1

5.0

1

5.0

1

5.0

1

5.0

20

100.0

1,⑳Obp3超
社 数

%

14

87.5

1

63

1

63

0

0.0

0

0.0

16

100.0

計
社 数

%

61

82.4

6

8」

3

4」

2

2.7

2

2.7

74

100.0

実 社 数 45 5 3 2 2

三

次

産

裁

許

300bp8以 下
杜 数

%

27

67.5

7

17.5

1

2.5

3

7.5

2

5.0

40

100.0

300-1.200bp・
社 数

%

ll

6L1

4

22.2

1

5.6

0

0.0

2

1L1

18

100.0

1.200bp.超
社 数

%

10

76.9

0

0.0

2

15.4

0

0.0

1

7.7

13

100.0

計
社 数

%

48

67.6

11

15.5

4

5.6

3

4.2

5

7.0

71

100.0

実 社 数 39 11 3 3 5

公

務

計

300bp8以 下
社 数

%

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

300-1.200bp5
社 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1.200bp8超
社 数

%

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

計
社 数

%

2

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

実 社 数 2 0 0 0 0

9-2-25(2)表 業種別 ・速度別 ・音響 カプ ラ使 用現況(2)

使用台数分布

伝
送

速
度案 種 別

一

〇
台
未
満

一

〇

1
三
〇

三
〇

1
五
〇

五

〒

δ
o

1

δ
o
台
以
上

計

全

巌

藁

計

300bp5以 下
社 数

%

59

74.7

11

13.9

2

2.5

4

5」

3

3.8

79

100.0
,

300-1,200bps

,

杜 数

%

27

7L1

5

13.2

2

5.3

1

2.6

3

7.9

38

100.0

1,200bps超
社 数

%

25

833

1

3.3

3

10.0

0

0.0

1

3.3

30

100.0

計
社 数

%

111

75.5

17

1L6

7

4.8

5

3.4

7

4.8

147

100.0

実 杜 数 86 16 6 5 7

ね

9

0

u

P

t
、

蟄

×
su1
＼

×

共



9-2-26(1)表 業種別 ・速度別 ・音響 カプ ラ5年 後使用 予定(1)

使用台数分布 一 一 三 五 一

伝送 ○
台

o
l

○

| ?
一

0
9 計

速
度

婁 種 別

未
満

三
〇

五
〇

o
o

口
上

300bps以 下
社 数 0 0 0 0 0 0

一 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社 数 0 0 0 0 0 0
次 300-1,200bps

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

産

業

1.200bps超
社 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0.0

0.0

0

0.0

0

0.0

計
祉 数 0 0 0 0 0 o

計 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

実 杜 数 0 0 0 0 0 0

社 数 20 6 4 1 3 34
300bps以 下

二 % 58.8 17.6 1L8 2.9 8.8 100.0

社 数 21 8 7 1 1 38
次 300-1.200bps

% 55.3 2L1 18.4 2.6 2.6 100.0

産 社 数 14 9 2 3 1 29
1.200bps超

% 48.3 3LO 6.9 10.3 3.4 100.0

業

計
社 数 55 23 13 5 5 101

計 % 54.5 22.8 12.9 5.0 5.0 100.0

実 社 数 40 18 8 4 5

社 数 18 8 2 0 4 32

三
蜘bps以 下

% 56.3 25.0 6.3 0.0 12.5 100.0

社 数 14 15 6 3 3 41
次 300-1,200bps

% 34.1 36.6 14.6 73 7.3 100.0

産 社 数 16 8 1 2 5 32
1.200bps超

% 50.0 25.0 3.1 6.3 15.6 100.0
桑

社 数 48 31 9 5 12 105
計

計 % 45.7 29.5 8.6 4.8 lL4 100.0

実 社 数 39 27 9 5 10

社 数 0 0 0 0 0 0
300bps以 下

公 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

杜 数 0 0 0 0 0 0
300-1,200bps

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

務 社 数 0 0 0 0 0 0
1、200bps超

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

計
社 数 0 0 0 0 0 0

計 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

'

実 社 数 0 0 0 0 0 0

9-2-26(2)表 業種 別 ・速度 別 ・音響 カプ ラ5年 後使用 予定(2)

使用台数分布

伝
送速

度
業 純 別

－P

O
台
未
満

一.

○

1

三

〇

三

〇

l

l∫L

o

五
〇

⊥
o
O

δ
○
台
以
上

計

全

産

業

計

3(氾bps以 下
社 数

%

鵠

57.6

14

2L2

6

9.1

1

1.5

7

10.6

66

100.0

3〔H}-1,2{}Obps
杜 数

%

35

44.3

23

29.1

L3

16.5

4

5.1

4

5.1

79

10〔},0

1.2(刃bps超
社 数

%

30

49.2

17

27.9

3

4.9

5

8.2

6

9.8

61

100.0

計
社 数

%

103

5(,,0

54

26.2

22

10.7

lo

4.9

17

8.3

206

100.0

夷 柱 数 79 45 17 9 15

N

マ

9t
べ

×

詩

昂
一



9-2-27表 業種別 ・速度別 ・音響カプラ合計現有台数推定

速 度 別 三 三
〇

二 合

o O
二

o 1

一
O

b
/

、

二

o

5 O b

O /
以 b 5

黄 櫨 下
/
s 超 計

台 数 0 0 ・0 0
一 次 産 藁 計

% 0.0 0.0 0.0 0.0

台 数 550 415 130 1,095
二 次 産 秦 計

% 50.2・
37.9 1L9 100.0

台 数 940 575 330 1,845
三 次 産 藁 計

% 50.9 31.2 17.9 100.0

公 務 計
台 数
%

5

50.0

0

0.0

5

50.0

10

100.0

全 産 業 計
台 数
%

1,495

50.7

蜘

33.6

465

15.8

2,950

100.0

台 数 10 10 15 35
繊 維 工 藁

% 28.6 28.6 42.9 100.0

台 数 245 55 15 315
化 学 工 業

% 77.8 17.5 4.8 100.0

台 数 10 5 0 15
石 油 製 品 製 造 業

% 66.7 33.3 0.0 100.0

台 数 30 10 15 55
鉄 鋼 藁

% 54.5 18.2 27.3 100.0
主 -

台 数 20 90 45 155
電気機械器具製造藁

% 12.9 58.1 29.0 100.0

台 数 35 10 5 50

な

輸送用機械器具製造業
% 70.0 20.0 10.0 100.0

台 数 15 10 20 45
卸 業 ・ 商 社

% 33.3 22.2 44.4 100.0

台 数 0 200 O 200
小 売 瑛

% 0.0 100.0 0.0 100.0

粟
・

台 数 15 40 245 蜘
金 融 藁

% 5.0 13.3 81.7 100.0

生命保険薬(含代理※・ 台 数 200 0 0 200

サ ー ビ ス 業) % 100.0 0.O 0.0 100.0

種
損害保険業(含代理業・ 台 数 0 0 0 0

サ ー ビ ス 藁) % 0.0 0.0 0.0 0.0

台 数 25 20 5 50
電 力 ・ ガ ス 平 底

% 50.0 40.0 10.0 100.0

広告 ・調査 ・情報提供 台 数 0 0 0 o

サ ー ビ ス 業 % 0.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サー ビス業 ・ 台 数 215 45 45 305
ソ フ ト ウ ェ ア 粟 % 70.5 14.8 14.8 100.0

9-2-28表 業種別 ・速度別 ・音響カプラ合計5年 後保有台数推定

適 度 別

業 種

三

〇

〇

b
/
s

以

下

二こ
o
o

|

「

二

〇〇

b
/
s

「

二

〇

〇

b
/
8

超

合

計

一 次 座 薬 計
台 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0・

0

0.0

二 次 産 業 計
台 数

%

1,055

40.0

脚

31.2

755

28.7

2,630

100.0

三 次 産 業 計
台 数

%

1,130

28.3

L435

35.9

1,430

3S.8

3,995

100.0

公 務 計
台 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

全 産 業 計
台 数
%

2,185

33.0

2,255

34.0

2」85

33.0

L

6,625

100.0

主

な

案

種

僅 維 工 業
台 数

%

25

16.7

70

46.7

55

36.7

150

100.0

化 学 工 藁
台 数

%

255

56.7

25

5.6

170

37.8

450

100.0

石 油 製品 製 造 業
台 数

%

別

57.1

15

42.9

0

0.0

35

100.0

鉄 鋼 案
台 数

%

120

43.6

90

32.7

65

23.6

275

100.0

電気機械器具製造業
台 数

%

35

15.6

UO

48.9

80

35.6

225

100.0

輸送用機械器具製造業
台 数
%

75

30.0

90

36.0

85

34.0

250

100.o

卸 業 ・ 商 社
台 数
%

25

11.6

140

65.1

50

23.3

215

100.0

小 売 案
台 数

%
0

0.0

ぷ
98.5

5

ゴ.5

340
100.0

金 融 業
台 数

%

10

1.0

195

19.1

815

79.9

1,020

100.0

生命保険案(含代理熱
サ ー ビ ス 剰

台 数

%

0

0.0

200

100.0

0

0.0

200

100.0

損害保険業(含 代理業・

サ ー ビ ス 案)

台 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

電 力 ・ ガ ス 事 案
台 数

%

10

14.3

50

71.4

10

14.3

70

100.0

広告 ・調査 ・情報提供

サ ー ビ ス 素

台 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サー ビス案 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業

台 数
%

490

45.0

355

32.6

245

225

LO90

100.0

ゆ

日

o

u

×

畏
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1
、
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×
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9-2-29表 業 種別 ・トラ ンザ クシ ョン平均 年長 、平均 および最 繁忙時 の1日 トランザ クシ ョ
ン敷

藁 種 別

記

入

数

平

均

字

数

記

入

数

平

筆
日
ト
ラ

与
ク

ζ
ン

記

入

数

ピ ト
ー

1フ
ン

ク ザ

時 ク

シ一
日

日 ン

一 次 産 業 計 0 0.0
'0

0.0 0 0.0

二 次 産 業 計 206 385.9 207 19,106.8 205 30,753.7

三 .次 帝 業 計 捌 298.2 296 58,719.3 296 112,858.1

公 務 計 16 486.6 16 4,655.4 15 7,443.0

全 産 業 計 508 339.7 519 41,253.4 516 77,174.7

主

な

業

種

繊 維 工 業 19 394.9 19 10,955.3 19 26,789.5

化 学 工 業 47 309.3 48 6,523.5 48 11,906.2

石 油 製 品 製 造 業 6 207.0 6 18,876.7 6 27,966.7

鉄 鋼 業 12 559.2 11 24,652.7 lI 32,918.2

電 気 機 械 器 具 製 造 業 23 349.9 23 31,682.8 23 66」73.3

輸送 用機械 器具 製 造業 20 526.4 18 17,883.6 18 26,255.8

卸 意 ・ 商 社 54 285.8 52 16,307.2 52 30,424.5

小 売 業 26 540.4 28 24,428.8 28 43,975.9

金 融 業 83 214.3 go 124,213.9 90 242,828.0

生 命 保 険 業

(含 代理 業 ・サ ー ビス業)
8 395.5 8 101,162.5 7 171,822.9

損 害 保 険 業

(含 代理 業 ・サ ー ビス業)
2 350.0 2 10.α)0.0 2 22,500.0

電 力 ・ ガ ス 事 業 7 648.7 7 73,707」 7 108,361.0

広 告 ・ 調 査 ・

情 報 ξ提 供 サ ー ビ ス 業
0 0.0 0 0.0 0 0.0

情 報 処 理 サ ー ビ ス 業 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業
36 326.8 33 41,609.9 33 66,988.2

9-2-30表 トラ ンザ クシ ョン字 長分布

トランザ クション

平均字数

業 種 別

六

四

字

未

満

六
四
字
以
上一二

八
字
未満

三
八
字以

二
上五

六
字
未
満

二
五
六
字以三

上八
四
字
未
満

三
八
四
字以玉

上一
二
字
未
満

壬
二
字以六

上四
〇
字
未
満

六
四
〇
字以七

上六
八
字
未
満

七
六
八
字以爪

上 九
六
字
未
満

八
九
六 一
字'
以 ○
上 二

四
字
未
満

二

〇二
二'
四〇
字四
以爪
上字

未
満

二

〇三
四-
八〇
字七
以二
上字未

満

三

〇
七
二

字
以

上

「 計

一 次 産 業 計 社数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

二 次 産 業 計
社数

%

16

7.8

49

23.8

64

31.1

20

9.7

26

12.6

5

2.4

2

Lo

4

L9

6

2.9

12

5.8

1

0.5

1

0.5

206

100.0

三 次 産 業 計
社数

%

43

15.0

68

23.8

83

29.0

35

12.2

24

8.4

9

3.1

2

0.7

7

2.4

4

L4

9

3.1

0

0.0

2

0.7

蹴

100.0

公 務 計
社数
%

4

25.0

6

37.5

2

12.5

1

6.3

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

63

2

12.5

0

0.0

16

100.0

全 産 業 計
杜数

%

63

12.4

123

24.2

149

29.3

56

11.0

50

9.8

14

2.8

4

0.8

11

2.2

10

2.0

22

4.3

3

0.6

3

0.6

瓢

100.0

主

な

業

種

繊 維 工 業
社数

%

0

0.0

5

26.3

6

31.6

2

10.5

4

21.1

0

∩.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

10.5

0

0.0

0

0.0

19

100.0

化 学 工 業
社数

%

2

4.3

13

27.7

19

40.4

4

8.5

6

12.8

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

6.4

0

0.0

0

0.0

47

100.0

石油 製品製 造 業
社数

%

1

16.7

1

16.7

3

50.0

0

0.0

1

16.7

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

6

100.0

鉄 鋼 業
社数

%

0

0.0

0

0.0

5

41.7

2

16.7

3

25.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

16.7

0

0.0

0

0.0

12

100.0

電 気 機 械 器 具

製 造 業

社数

%

1

4.3

5
'
2L7

8

34.8

5

2L7

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

4.3

2

8.7

1

4.3

0

0.0

0

0.0

23

100.0

輸送 用機械 器具

製 造 業

杜数

%

2

10.0

4

20.0

7

35.0

0

0.0

2

10.0

0

0.0

0

0.O

1

5.0

1

5.0

2

10.0

1

5.0

0

0.0

20

100.0

卸 業 ・ 南 辻
社数

%

3

5.6

13

24.1

17

3L5

10

18.5

5

9.3

2

3.7

0

0.0

l

l.9

2

3.7

1

L9

0

0.0

0

0.0

54

100.0

小 売 業
社数
%

9

34.6

4

15.4

6

23.1

1

3.8

1

3.8

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

3.8

3

1L5

0

0.0

1

3.8

26

100.0

金 融 業
社数

.

%

9

10.8

24

28.9

30

36.1

10

12.0

6

72

2

2.4

0

0.0

1

L2

0

0.0

1

1.2

0

0.0

0

0.0

83

100.0

生 命 保 険 業(含 代

理業 ・サービス業)

杜数

%

l

l2.5

2

25.0

0

0.0

1

12.5

1

12.5

1

12.5

0

0.0

2

25.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

8

100.0

損 害 保 険 業(含 代

理業 ・サービス業)

社数

%

0

0.0

1

50.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

50.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

電 力 ・ ガ ス 卒 業
社数

%

0

0.0

0

0.0

1

14.3

2

28.6

1

14.3

l

l4.3

1

14.3

0

0.0

0

0.0

1

14.3

0

0.0

0

0.0

7

100.0

広 告 ・調 査 ・

情報提供サービス業

社数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サービス業・

ソ フ ト ウ ェ ア 業

社数

%

6

16.7

10

27.8

10

27.8

5

13.9

1

2.8

0

0.0

0

0.0

2

5.6

0

0.0

1

2.8

0

0.0

1

2.8

36

100.0

N

×

"c

＼

弍

ω
切
ω



9-2-31表 平常Bの1日 トランザ クシ ョン数 分布

平均1日

トランザクション数

窮 種 別

≒

o

o

o

未

満

三

〇
〇 五
〇'
以o
上O

O
未
満

五

〇
〇
〇-
lo

、

o
O
o

δ
、

o
O三
〇 〇
1'

o
O
o

三

Q

o
o五
〇 〇
1"
o
oo

五

Q

o-
oo
oo
"

o
oo

δ

Q

o
O
O

以

上

合

計

一 次 産 業 計 社 数

%

0

0.O

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

二 次 産 業 計
杜 数

%

田

42.5

27

13.0

28

13.5

41

19.8

10

4.8

5

2.4

8

3.9

207

100.0

三 次 赤 蕪 計
社 数

%

82

27.7

25

8.4

30

10.1

56

18.9

28

9.5

34

11.5

41

13.9

舗

100.0

公 務 計
社 数

%

8

50.0

1

6.3

5
シ

31.3

2

12.5

0

0.0

0

0.0

0

0.0

16

100.0

全 産 業 計
社 数

%

178

34.3

53

10.2

63

12」

99

19.1

38

7.3

39

7.5

49

9.4

519

100.0

主

な

蔀

種

類 推 工 業
杜 数

%

7

36.8

1

5.3

3

15.8

6

31.6

2

10.5

0

0.0

0

0.0

19

100.0

化 学 工 業
杜 数
%

19

39.6

9

18.8

10

20.8

7

14.6

3

6.3

0

0.0

0

0.0

48

100.0

石 油 製 品 製造 業
社 数

%

3

50.0

0

0.0

0

0.0

1

16.7

1

16.7

1

16.7

0

0.0

6

100.0

鉄 鋼 業
杜 数

%

2

18.2

2

18.2

2

18.2

2

18.2

1

9.1

1

9.1

1

9.1

11

100.0

電気機械器具製造業
社 数

%

6

26.1

4

17.4

2

8.7

8

34.8

0

0.0

1

4.3

2

8.7

23

100.0

輸送用機械器具製造業
社 数

%

6

33.3

2

1L1

3

16.7

4

22.2

2

U.1

0

0.O

1

5.6

18

100.0

卸 業 ・ 商 社
社 数

%

16

30.8

8

15.4

9

17.3

13

25.0

3

5.8

1

1.9

2

3.8

52

100.0

小 売 業
社 数

%
16

57」

2

7.1

5

17.9

2

7.1

0

0.0

1

3.6

2

7.1

28

100.0

金 融 業
社 数
%

3

3.3

5

5.6

2

2.2

19

21.1

17

18.9

19

21.1

25

27.8

go

100.0

生 命 保 険 業(含 代

理業 ・サ ー ビ ス業}1

社 数

%

1

12.5

1

125

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

37.5

3

37.5

8

100.0

損 害 保 険 業(含 代

理 業 ・サー ビ ス業)

杜 数

%

0

0.0

0

0.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

電 力 ・ ガ ス 事 業
靴 敷

%

1

14.3

0

0.0

0

0.0

1

14.3

2

28.6

1

14.3

2

28.6

7

100.0

広 告 ・ 調 査 ・

情 報提 供サ ー ビス藁

社 数

%

0

0.O

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サー ビス業 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業

社 数

%

9

273

3

9.1

6

18.2

4

12.1

3

9.1

5

15.2

3

9」

33

100.0

9-2-32表 平 常 日の1日 トラ ンザ クション量(字 ×数)分 布

(単位:百 万字}

平均1日
トランザ クション景
(字x数:百 万字}

9
五

?
五 丁 手 三 δ

.

玉
.

二

〇
合 平

以 o o 0 O o o 均

圭 」 1 ` 5 ～

藁 種 別

未

満

6
未
満

三
〇

三
〇

δ

6

三

6

二

9
0

以

上 計

吉
万
琶

杜数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0一 次 産 業 計
% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0:0 0.0 0:0

社数 83 33 田 13 12 4 5 13 196 6.1
二 次 産 婁 計

% 42.3 15.8 16.8 6.6 6.1 2.0 2.6 6.6 100.0

社数 81 甜 55 23 19 17 lo 40 273 15.6
三 次 産 業 計

% 29.7 10.3 20.1 8.4 7.0 6.2 3.7 14.7 100.0

社数 9 1 3 2 0 0 0 1 16 2.3
公 務 計

% 56.3 6.3 18.8 12.5 0.0 0.0 0.0 6.3 ユoo.o

社数 173 62 9ユ 38 31 21 15 図 485 1L4
全 産 業 計

% 35.7 12.8 18.8 7.8 6.4 4.3 3」 11.1 100.0

杜数 6 2 2 3 2 2 1 0 18 3.4
繊 維 工 黄

% 33.3 1LL 11」 16.7 11.1 1Ll 5.6 0.0 100.0

化 学 工 藁
社数

%

20

45.5

17

25.0

7

15.9

1

2.3

3

6.8

1

2.3

0

0.0

1

2.3

44

100.0

2.4

社数 3 0 2 0 0 0 1 0 6 3.6
石油製品製造藁

% 50.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 16.7 0.0 100.0

社数 0 3 3 1 1 1 0 2 11 32.3
鉄 鋼 婁

% 0.0 27.3 27.3 9.1 9」 9.1 ,0.0 18.2 100.0
主

電 気機 械 器 具 社数 6 4 4 3 2 0 2 2 田 7.2

製 造 業 % 26.1 17.4 17.4 13.0 8.7 0.0 8.7 8.7 100.0

輸送機械器具用 杜数 6 2 4 2 0 0 0 4 18 1L4

製 造 藁 % 33.3 n.1 22.2 11.1 0.0 0.0 0.0 22.2 100.0
な

卸 婁 ・ 商 社
社数 16 11 13 2 2 3 2 2 51 3.4

% 31.4 2L6 25.5 3.9 3.9 5.9 3.9 3.9 100.0

小 売 業
社数 19 1 3 0 0 0 0 3 26 27.7

% 73」 3.8 11.5 0.0 0.0 0.0 0.0 lL5 100.O
婁

金 融 秦
社数 6 3 13 15 11 7 4 20 79 28.5

% 7.6 3.8 16.5 19.0 13.9 8.9 5.1 25.3 100.0

生命保険業(含 代 社数 0 0 3 0 0 0 1 4 8 28.3

理藁 ・サー ビス案) % 0.0 0.0 37.5 0.0 0.0 0.0 12.5 50.0 100.0
種

損害保険業(宮 代 社数 0 1 0 0 1 0 0 0 2 4.5

理藁 ・サー ビス藁) % 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 100.0

電 力 ・ガ ス事 藁
社数 1 O 0 0 0 2 1 3 7 45.5

% 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 28.6 14.3 42.9 100.0

広告 ・頗査 ・情報 社数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0

提 供サ ー ビ ス藁 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サービス 杜数 9 5 5 2 3 1 1 6 32 10.2

秦 ・ソフ トウェア藁 % 28.1 15.6 15.6 6.3 9.4 3.1 3.1 18.8 100.0

ω
㎝
《

o

u

×

民

ト

1

、

望

q.

斗

×

＼』t

べ

合



9-2-33表 業 種別 ・5年 後の平 均 トランザ クシ ョン量の 増大予 想

倍 率 記 減 不 二 三 四 五- 1五 わ 平

か
倍 均

入 ら

以 倍
な

黄 種 別 数 少 変 倍 倍 倍 倍 上 い 率

杜数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.00一 次 産 業 計
% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社数 227 1 11 107 50 ll 13 9 25 2.66
二 次 産 業 計

% 100.0 0.4 4.8 47.1 22.0 4.8 5.7 4.0 U,0

社数 3]9 1 8 155 47 21 14 16 57 2.70
三 次 産 業 計

% 100.0 0.3 2.5 48.6 14.7 6.6 4.4 5.0 17.9

杜数 L7 0 1 5 0 2 1 0 8 2.67
公 務 計

% 100.0 0.0 5.9 29.4 0.0 U.8 5.9 0.0 47.1

社数 563 2 20 267 97 34 28 25 go 2.68
全 産 業 計

% 100.0 0.4 3.6 47.4 17.2 6.0 5.0 4.4 16.0

社数 20 0 1 11 6 1 1 0 0 2.50
繊 維 工 業

% 100.0 0.0 5.0 55.0 30.0 5.0 5.0 0.0 0.0

社数 53 1 5 26 9 2 2 2 6 2.40
化 学 工 業

% 100.0 L9 9.4 49.1 17.0 3.8 3.8 3.8 lL3

杜数 6 0 90 4 1 0 0 1 0 2.83
石油製品製造業

% 100.0 0.0 0.0 66.7 16.7 0.0 0.0 16.7 0.0

社数 13 0 1 2 7 0 o 1 2 2.91
鉄 鋼 藁

% 100.0 0.0 7.7 15.4 53.8 0.0 O.0 7.7 15.4
主

電気 機 械 器具 社数 24 0 0 11 6 1 2 1 3 2.86

製 造 業 % 100.0 0.0 0.0 45.8 25.0 4.2 8.3 4.2 12.5

輸送用機械器具 社数 21 0 0 8 7 1 4 0 1 3.05

製 造 業 % 100.0 0.0 0.0 38」 33.3 4.8 19.0 0.0 4.8
な

社数 56 0 4 31 6 5 1 2 7 2.47
卸 業 ・ 商 社

% 100.0 0.0 7.1 55.4 10.7 8.9 1.8 3.6 12.5

社数 29 1 0 10 6 3 1 4 4 3.12
小 売 業

% 100.0 3.4 0.0 34.5 20.7 10.3 3.4 B.8 13.8
業

社数 94 0 0 58 15 4 2 1 14 2.4L
金 融 藁

% 100.0 0.0 0.0 6L7 16.0 4.3 2.1 L1 14.9

生命保険業(含 代 社数 7 0 0 5 2 0 0 0 0 2.29

理業 ・サー ビス業} % 100.0 0.0 0.0 71.4 28.6 0.0 0.0 0.0 0.0
種

損害保険業(含 代 社数 2 0 0 0 0 0 0 1 1 6.00

理 業・サー ビス業) % 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
.

50.0 50.0

社数 8 0 0 4 1 1 0 0 2 2.50
電 力 ・ガ ス事 業

% 100.0 0.0 0.0 50.0 12.5 12.5 0.0 0.0 25.0

広告 ・調査 ・情報 社数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.00

提 供サ ー ビ ス業 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サービス 社数 38 0 0 7 7 4 8 6 6 3.97

藁 ・ソフ トウェア業 % 100.0 0.0 0.0 18.4 18.4 10.5 2L1 15.8 L5.8

9-2-34表 ファ クシ ミリ使用 の現況 と5年 後 の予定

業 種 別

国 内 用 国 際 用(国内共用を含む)

現在使用中の台数 5年 後使用予定台数 5年 後使用予定 台数

公
衆
同
級
利
用

.専

用

線

利

用

公
衆
回
線
利
用

デ利

ll

鍵

可

用

線

利

用

公
衆
回
線
利
用

デ 利
イ用
ジ▽
タE
ルN
回u
線∪

専

用

線

利

用

一 次 席 ※ 計 杜 数

1社平均

2

2.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

二 次 赤 斑 計
社 数

1社平均

270

13.0

28

19.1

216

17.7

17

17.6

15

50.9

48

5.6

8

7.8

5

23.4

三 次 産 業 計
杜 数

1社平均

22{}

1L7

22

19.2

169

15.8

13

10.8

19

18.7

23

4.8

7

18.4

3

3.7

公 務 計
社 数

1社平均

6

9.0

11

18.8

.
1

12.0

0

0.0

5

2LO

0

0.0

0

0.0

0

0.0

全 産 業 計
社 数

1社平均

498

12.3

61

19」

368

16.9

30

14.7

39

31.4

71

5.4

15

12.7

8

16.0

主

な

業

種

繊 維 工 業
杜 数

1社平均

20

13.6

4

23.8

19

18.7

0

0.0

3

58.0

4

2.8

0

0.0

1

10.0

化 学 工 業
社 数

1杜平均

54

14.1

7

2.7

44

20.8

6

8.5

4

4.5

10

3.8

0

0.0

0

0.0

石油製品製造業
社 数

1社平均

5

1L8

1

10.0

3

10.3

0

0.0

0

0.0

3

4.0

0

0.0

0

0.0

鉄 鋼 業
托 数

1社平均

13

12.5

3

5.7

10

18.6

3

15.0

2

24.0

2

4.0

1

20.0

1

100.0

電気機械器具

製 造 業

社 数

1社平均

30

17.9

3

61.0

28

17.7

3

25.0

3

163.7

11

9.0

4

6.5

2

3.0

輸送用機械器具

製 造 業

社 数

1社平均

29

7.7

4

9.5

18

12.0

2

22.5

1

3.0

3

1.3

1

5.0

1

LO

卸 業 ・ 商 社
社 数

1社平均

66

12.8

2

2.5

52

【7.3

3

7.7

4

4.5

8

4.6

3

34.3

1

5.0

小 売 業
社 数

1社平均

21

6.2

2

5.5

18

11.4

1

3.0

3

15.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

金 融 業
社 数

1社平均

50

1L9

4

11.0

34

25.4

0

0.0

3

14.7

5

8.2

0

0.0

1

5.0

生 命 保 険 業
(含 代理粟 ・サー
ビス業)

社 数

1社平均

4

4.0

1

153.0

1

LO

0

0.0

0

0.0

1

2.0

0

0.0

0

0.0

損 害 保 険 業
(含 代理 業・サー
ビス※)

社 数

1社平均

0

0.0

0

0.0

O

O.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

電力 ・ガス事業
社 数

1社平均

4

7.3

0

0.0

4

16.3

0

0.0

0

0.0

1

2.0

0

0.0

0

0.0

広告・調査・情報

提供サー ビス業

社 数

1社平均

1

9.0

0

0.0

1

9.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サービ
ス業 ・ソフ トウ
ェア業

杜 数

1社平均

18

14.2

2

76.0

15

4.7

2

30.0

3

52.7

3

4.0

2

7.5

1

1.0

N
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9-2-35表 電信設備使用の現状と5年 後の予定

業 種 別

国 内 用 国 際 用(国 内共用を含む}

現在使用中の台数 5年 後使用予定台数 現在使用中の台数 5年 後使用予定台数

公茄
衆

雛
篇芭

専

用

線

利

用

公茄
衆
回入
線電
利
用但

デ利

;1

鍵

専

用

線

利

用

公苑
衆,

2:
賠

専

用

線

利

用

公茄
衆
回入
線電
利
用竺

デ利
イ用
ジc
タE
ルN
回u
線三

専

用

線

利

用

一 次 産 業 計 社 数

%

2

3.0

1

LO

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

二 次 産 業 計
杜 数

%

174

7.1

47

8.7

98

10.2

18

1L6

33

12.2

173

2.1

12

4.6

loo

2.3

8

6.5

7

16.4

三 次 産 藁 計
杜 数

%

197

10.9

65

36.9

107

13.2

19

7.2

48

41.2

67

4.5

16

14.3

40

6.0

8

8.9

11

37.6

公 務 計
杜 数

%

2

1.5

0

0.0

1

2.0

0

0.0

4

17.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

全 産 藁 計
杜 数

%

375

9.0

113

24.8

206

1L7

37

9.3

85

28.8

240

2.8

28

10.1

140

3.4

16

7.7

18

29.4

主

な

藁

槙

繊 維 工 業
社 数

%

16

6.1

4

2.5

12

6.9

3

10.0

3

2.7

15

2.3

0

0.0

12

2.3

1

20.0

0

0.0

化 学 工 藁
社 数

%

35

3.3

8

8.0

14

3.7

4

8.5

3

8.0

41

1.7

2

1.0

25

L5

2

LO

0

0.0

石油製品製造黄
社 数

%

1

LO

0

0.0

1

1.0

0

0.0

0

0.0

3

2.3

0

0.0

1

5.0

0

0.0

0

0.0

鉄 鋼 藁
社 数

%

8

9..6

4

L3

4

8.0

3

18.0

3

3.0

10

2.5

0

0.0

4

3.0

1

15.0

0

0.0

電気機械器具

製 造 瑛

社 数

%

19

17.4

5

2.6

13

6.2

0

0.0

2

4.5

22

3.3

7

7.1

15

4.5

2

2.0

5

22.6

翰逆用機械器.具

製 造 藁

杜 数

%

25

8.6

7

2.4

10

13.9

1

20.0

6

3.2

18

2.4

1

1.0

5

1.6

1

10.0

1

1.0

卸 業 ・ 商 社
社 数

%

57

7.0

9

1L2

33

5.6

5

9.8

12

15.3

26

3.3

5

32.8

16

4.3

2

25.5

4

90.5

'卜 売 藁
社 数

%

22

4.3

7

9.0

14

5.1

0

0.0

6

15.5

6

1.7

O

O.0

3

1.7

0

0.0

1

3.0

金 融 業
社 数

%

図

14.1

15

40.5

25

12.9

0

0.0

8

77.8

7

13.7

2

2.5

5

22.2

1

5.0

1

10.0

生 命 保 険 業
(含代理業・サー
ビス剰

社 数

%

3

35.3

2

126.0

1

2.0

0

0.0

0

0.0

1

2.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

損 害 保 険 藁
(含代理藁・サー
ビス業)

社 数

%

0

0.0

1

19.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

電力 ・ガス事案
社 数

%

1

LO

0

0.0

1

1.0

0

0.0

0

0.0

1

2.0

0

0.0

1

2.0

O

O.0

0

0.0

広告調 査 ・情報 .

提供サービス輩

社 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サー ビ
ス業 ・ソフトウ
ェア藁

社 数

%

9

1L7

8

9.4

6

38.5

3

15.0

6

7.5

4

1.3

0

0.0

2

1.5

1

LO

1

LO

9-2-36表 業種別 ・デー タベー ス ・サー ビス利用現 況

利用情報 実 文 数 画 映 舟 砥
献 値

回 情 情 べ

報 報 像 {象 声
回

答 科 特 産 そ 科 産そ

利用

方

社
学
技
術
分

許

分

業の

§飽

在分

?
技
術
分

文の

§他

在分

情 情 情
呑

吐

業 種 式 数 野 野 全野 野 全野 報 報 報 数

社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
バ ・7チ

% 0.0 0.0 0.0 0.0 O.0 1LO 0.0 0.O 0.0 0.0

祉 数 o 0 0 0 0 0 0 o 0 0
一 次 産 集 計 オンライン

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

杜 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
実 計

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.O

社 数 44 17 20 12 6 12 2 0 0 69
パ ッ チ

% 100.0 38.6 45.5 27.3 13.6 27.3 4.5 O.0 0.0 156.R

杜 数 74 48 43 10 10 16 6 0 0 133

二 次 産 藁 計 オンライン

% 100.0 64.9 58」 13.5 13.5 2L6 8.1 0.0 0.0 179.7

杜 数 100 59 59 21 1S お 8 0 o 187

実 計
% 100.0 59.0 59.0 2LO 15.0 25.0 8.0 0.0 0.0 187.0

O

社 数 42 7 2 8 5 27 4 1 54
パ ・7チ

% 100.0 16.7 4.8 19.0 1L9 64.3 9.5 2.4 0.0 128.6

社 数 49 15 4 11 8 29 7 0 0 74
三 次 産 集 計 オンライン

% 100.0 ぷ).6 8.2 22.4 16.3 59.2 14.3 0.0 O.0 151.0

社 数 77 21 6 17 13 48 11 1 0 117

実 計
% 100.0 27.3 7.8 22.1 16.9 62.3 14.3 1.3 0.O 15L9

社 数 4 1 0 1 1 3 0 o 0 6
パ ・ン チ

% loo.o 25.0 0.0 25.0 25.0 75.0 0.0 0.0 0.0 150.0

社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0

公 務 計 オンライン
% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 O.0 0.0 0.([ 0.《〕

社 数 4 1 0 1 1 3 0 o O 5

実 計
% 100.0 25.(, o.1} 25.0 25.O 75.0 0.0 0.0 O.0 1取).0

社 数 go 25 22 21 12 42 6 1 0 129
バ ッ チ

% 100.0 27.8 24.4 23.3 13.3 45.7 6.7 L1 0.0 143.3

社 数 123 63 47 21 18 45 13 0 0 207
全 産 業 計 オンライン

% 100.0 5L2 38.2 17」 14.6 36.6 10.6 0.0 0.0 168.3

社 数 181 81 65 39 29 76 19 1 0 310

実 計
% loo.o 44.8 35.9 2L5 16.1} 42.0 10.S 0.6 0.0 171.3
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9-2-37表 業種別 ・デ ー タベー ス ・サ ー ビス5年 後利用予 定

利用情報 実 文 数 画 映 `庁 延
献 値

回 情 情 べ

報 報 像 像 声
回

答 科 特 産そ 科 産 そ

利用

方
案 桶 式

社

数

学
技
術
分
野

許

分

野

業の

馨他

在分
会野

学
技
術
分
野

望の

§他

社分会
野

情

報

情

報

情

報

答

社

数

社 教 0 0 0 0 O 0 0 0 0 0
パ ッ チ

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
一 次 産 業 計 オンライン

% 0.0 0.0 0.0 0.0 O.0 0.0 0.0 0.0 {}.o 0.0

社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
集 計

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0,{; 0.0

祉 数 51 22 28 22 17 27 6 1 3 126
パ ッ チ

% 100.0 43.1 54.9 43.1 333 52.9 1L8 2.0 5.9 247」

社 数 82 59 59 41 30 41 18 7 14 269
二 次 産 業 計 オンライン

% 100.0 72.0 72.0 50.0 36.6 50.0 22.0 8.5 17」 328.0

社 数 115 75 79 57 43 62 23 7 16 362
実 計

%
100.0 65.2 68.7 49.6 37.4 53.9 20.0 6」 13.9 314.8

バ ・ソ チ
社 数 40 3 2 9 8 30 6 1 2 61

%
100.0 7.5 5.0 22.5 20.0 75.0 15.0 2.5 5.0 152.5

三 次 産 業 計 すンラィン
社 数 84 23 7 34 20 51 25 13 i4 187

%
Loo乃 27.4 8.3 40.5 23.8 60.7 29.8 15.5 16.7 222.5

実 計
社 数 103 . 24 8 39 24 70 31 14 16 226

% 100.0 23.3 7.8 37.9 23.3 68.0 30.0 13.6 15.5 219.4

社 数 2 1 0 1 1 2 1 0 0 6
バ ・ン チ

% 100.0 50.0 0.0 50.0 50.0 100.0 50.0 0.0 0.0 300.0

社 数 4 1 0 1 1 4 0 0 0 7
公 務 計 オンライン

% 100.0 25.0 0.0 25.0 25.0 100.0 0.0 0.0 0.0 175.0

社 数 5 2 0 2 2 5 1 0 0 12
集 計

% 100.0 40.0 0.0 40.0 40.0 100.0 20.0 0.0 0.0 240.0

社 数 93 26 30 32 26 59 13 2 5 193
パ ッ チ 」

% 100.0 28.0 32.3 34.4 28.0 63.4 14.0 2.2 5.4 207.5

社 激 170 83 66 76 51 96 43 20 28 463
全 産 業 計 オンライン

% 100.0 48.8 38.8 44.7 30.0 56.5 25.3 1L8 16.5 272.4

社 数 223 101 87 98 69 137 55 21 32 600
実 計

% 100.0 453 39.0 43.9 30.9 6L4 24.7 9.4 M.3 269.1

9-2-38表 業種別 ・デー タベ ース提供 可能性 の現況

提供情報 実 文 数 画 映 音 延
献 値

回
情
報

情
報

べ

1象 像 声
科 特 産 そ 科 産 そ 回

提供

方

答

社

学
.

技
術
分

許

分

芋 の

§ 他

夜 分

学
.

技
術
分

芋 の

§ 他
"分

社

情 情 情
答

杜

.業 種 式
数 野 野 会 野 野 会 野 報 報 報 数

社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
バ ッ チ

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

杜 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o
－ 次 産.業 計 オンライン

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
実 計

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社 数 5 1 0 2 2 1 0 0 0 6
パ ・ン チ

% 100.0 20.0 0.0 40.0 40.0 20.0 0.0 0.0 0.0 120.0

社 数 2 2 1 0 1 1 0 0 0 5
二 次 産 業 計 オンライン

% 100.0 100.0 50.0 0.O 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 250.0

社 数 7 3 1 2 3 2 0 0 0 11
実 計

% 100.0 42.9 14.3 28.6 42.9 28.6 0.0 0.0 0.0 157.1

}ヒ 数 15 0 1 4 1 8 1 0 0 15
パ ッ チ

% 100.0 0.0 6.7 26.7 6.7 53.3 6.7 0.0 0.0 100.0

社 数 10 3 1 3 1 5 0 0 0 13
三 次 産 業 計 オンライン

% 100.0 30.0 10.0 30.0 io.0 50.0 0.0 0.0 0.0 130.0

社 数 21 3 2 7 2 11 1 0 o 26
実 計

% 100.0 14.3 9.5 33.3 9.5 52.4 4.8 0.0 0.0 123.8

」 社 数 4 0 0 0 0 4 0 0 0 4
バ ッ チ

% 1db.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

杜 数 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1
公 務 計 オンライン

% 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

社 数 4 0 0 0 0 4 0 0 0 4
集 計

% 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

社 数 別 1 1 6 3 13 1 0 0 25
パ ・ソ チ

% 100.0 4.2 4.2 25.0 12.5 54.2 4.2 0.0 0.0 104.2

社 数 13 5 2 3 2 7 0 0 0 19
全 産 業 計 オンライン

% 100.0 38.5 15.4 23.1 15.4 53.8 0.0 0.0 0.0 146.2

社 数 32 6 3 9 5 17 1 0 0 41
集 計

% 100.0 18.8 9.4 28.1 15.6 53.1 3.1 0.0 0.0 128.1
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9-2-39表 業種別 ・デー タベ ー ス提 供可能性 の5年 後予 想

提供情報 実 文 数 画 映 音 抵
献 値
情 情 べ

回 報 報
像 像 声

科 特 産 そ 科 産 そ 回
答 学 警 の 学 季 の

提
供
方

社

.

技
術
分

許

分
§他
'分

社

.

技
術
分

§他
'分

社

情 情 情
答

社

惣 種 式 数 野 野 会 野 野 会 野 報 報 報 数

社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
パ ッ チ

% 0.0 0.0 0.0 0.0 O.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社 数 0 0 0 0 0 0 O 0 0 0
一 次 産 業 計 オンライン

% O.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

杜 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

褒 辞
% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社 数 5 0 1 3 0 5 2 1 0 12
パ ッ チ

% 100.0 0.0 20刀 60.0 0.0 100.0 40.0 20.0 0.0 240.0

社 数 12 4 2 7 4 5 6 1 1 30
二 次 産 業計 オンライン

% 100.0 33.3 16.7 58.3 33.3 41.7 50.0 8.3 8.3 250.0

トヒ 数 15 4 3 8 4 8 6 1 1 35

爽 計
% 100.0 26.7 20.0 53.3 26.7 53.3 40.0 6.7 6.7 233.3

社 数 16 2 0 5 2 10 2 1 0 22
パ ワ チ

% 100.0 12.5 0.0 3L3 12.5 62.5 12.5 6.3 0.0 1375

仕 数 30 10 4 12 10 16 5 4 8 69
三 次 廠 業 計 オンライン

% 100.0 33.3 13.3 40.0 33.3 53.3 16.7 13.3 26.7 230.0

社 数 39 12 4 16 11 21 7 5 8 因

奥 許
% 100.0 30.8 10.3 41.0 28.2 53.8 17.9 12.8 20.5 215.4

}ヒ 数 6 0 0 2 0 5 0 0 0 7
パ ・ソ チ

% 100.0 0.0 0.0 33.3 0.0 83.3 0.0 0.0 0.0 116.7

杜 数 5 0 0 1 0 5 3 2 0 11
公 務 計 オンライン

% 100.0 0.0 0.0 20.0 0.0 100.0 60.0 40.0 0.0 220.0

}ヒ 数 9 0 0 3 0 8 3 2 0 16

実 計
% 100.0 0.0 0.0 33.3 0.0 88.9 33.3 22.2 0.0 177.8

社 数 27 2 1 10 2 20 4 2 0 41
パ ッ チ

% 100.0 7.4 3.7 37.0 7.4 74.1 14.8 7.4 0.0 151.9

トヒ 数 47 14 6 20 14 26 14 7 9 110

全 商 業 計 オンライン

% 100.0 29.8 12.8 42.6 29.8 55.3 29.8 14.9 19.1 234.0

社 数 63 16 7 27 15 37 16 8 9 135
実 計

% 100.0 25.4 11.1 42.9 23.8 58.7 25.4 膓2.7 14.3 214.3

9-2-40表 業種別 ・事故 ・障害 等の過去1年 間の 経験

(多 血回答)

回 ノ、 ソ 空 電 回 配い 沿 自害 火 煙 地 人ス 人ス そ

答

案

|

ド

ウ

エ

ア

フ

ト

ウ

エ

ア

調

故

猷

故

線

故

鍬等
破)
領

書
、

ネ

然
水
害
に
よ
る
塔

災
に

よ
る
事
故

害
に

よ
る
事
故

賞
に

よ
る
事
故

のテ
遇ム
来降
に害
よ ・
るそ
奉の

のテ
悪ム
意侵
に書
よ ・
るそ
事の

の

障 障
ズ
ミ 竺 毒 亘 亘

故地
・

故地
,

薮 害 害 障 障 障 食 水 障 害 害 害 シ シ 他

一 次 産 皐 計 杜数 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 o o 0 0 0

% 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 O.0

二 次 産 業 計
社数 228 198 M7 " 45 103 7 9 4 3 1 3 71 1 5

% 100.0 86.8 64.5 28.1 19.7 45.2 3」 3.9 L8 L3 o.4 仁3 31」 0.4 2.2

三 次 産 婁 計
社数 313 277 214 68 51 177 8 9 4 0 0 2 皮 0 0

% loo.o 88.5 田.4 2L7 16.3 56.5 2.6 2.9 L3 0.0 0.0 0.6 26.2 0.0 0.0

公 務 計
社数 22 21 14 7 5 12 0 1 0 0 o 0 6 0 0

% 100.0 田.5 63.6 3L8 22.7 54.5 0.0 4.5 0.0 0.0 0.0 0.0 27.3 O.0 0.0

全 産 室 計
社数 564 49S 375 139 101 293 15 19 8 3 1 5 159 1 5

% 100.0 87.9 665 24.6 17.9 52.0 2.7 3.4 1.4 0.5 0.2 0.9 28.2 0.2 0.9

繊 提 工 業
社数 21 18 ll 5 2 9 0 1 0 0 0 1 3 0 0

% 100.0 85.7 52.4 23.8 9.5 42.9 0.0 4.8 0.0 0.O 0.0 4.8 14.3 0.0 0.0

化 学 工 業
社数 52 43 30 11 10 31 2 2 3 1 1 1 21 1 1

% 100.0 82.7 57.7 21.2 19.2 59.6 3.8 3.8 5.8 L9 1.9 L9 40.4 L9 L9

石油製品製造業
杜数 8 6 5 2 0 4 0 1 0 o o 0 1 0 0

% 100.0 75.0 62.5 25.0 0.0 50.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 ①.0 12.5 0.O 0.0

鉄 鋼 婁
日数 13 12 9 2 0 6 】 2 1 1 0 0 5 0 1

% 100.0 92.3 69.2 15.4 0.0 46.2 7.7 15.4 7.7 7.7 0.0 0.0 38.5 0.0 7.7
主

電気機械器具製造業
杜数 25 21 ⑳ 6 3 11 2 0 0 0 0 0 7 0 2

% 100.0 84.0 80.0 24.0 12.0 44.0 8.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 28.0 0.0 8.0

姶送用機械器具製造 娃数 18 18 13 8 5 10 0 1 0 0 0 0 4 0 0

案 % 100.0 100.0 72.2 44.4 27.8 55.6 0.0 5.6 0.0 0.0 0.0 0.0 22.2 0.0 0.0
な

卸 業 ・ 商 社
社章 47 42 36 16 9 25 3 2 0 0 0 2 18 0 o

% 100.0 89.4 76.6 34.0 19」 53.2 6.4 4.3 0.0 O.0 0.O 4.3 38.3 0.0 O.0

小 売 業
tと数 29 27 16 6 5 13 1 0 0 0 0 0 6 0 0

% 100.0 93」 55.2 a),7 172 44.8 3.4 0.0 0.0 0.0 0.O 0.0 ⑳,7 0.0 0.0
藁

金 融 業
社数 91 81 図 14 17 62 3 0 3 0 0 0 24 0 0

% 100.0 89.0 70.3 L5.4 18.7 68.1 3.3 0.0 3.3 0.0 0.0 0.0 26.4 0.0 0.0

生命保険業 〔含代理 吐数 8 8 7 1 2 7 0 2 0 0 0 o 3 0 0

寒 ・サービス藁) % 100.0 100.0 87.5 12.5 25.0 875 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 37.S 0.0 0.0
種

損害保険業(含代理 吐数 2 2 】 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

婁 ・サービス剰 % 100.0 LOO.0 50.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.O 0.0

電 力 ・ガ ス事 業
社数 8 7 5 3 2 5 0 1 1 o 0 0 3 0 0

% 100.0 87.5 62.5 37.5 25.0 625 0.0 12.5 12.5 0.0 0.0 0.0 37.5 0.0 0.0

広告 ・調査 ・情報 吐数 0 0 0 0 0 o 00 0 0 0 0 0 o 0

提 供 サ ー ビス案 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00.0 0.0 O.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サービス婁 社数 3833 30 12 4 ⑳ 12 0 0 0 0 12 0 0
・ソフトウェア婁 % 100.0田.8 78.9 31.6 10.5 52.6 2.6S.3 0.O 0.0 0.0 0.0 31.6 0.0 0.0
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9-2-41表 業 種別 ・信 頼性 対策

回 自 定 'ぐ 回 C

答

己
診
断
シ

期
診
断

ツ

ク

ア

線

の

6

ζ
シ ア

実
ス
テ ス

ツ

プ
二

;
噛 ム

保
テ
ム 体 皿

;
業 種 別 数 有 制 制 化 ム

社 数 1 0 0 1 0 0一 次 産 業 計

% 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

社 数 205 109 133 153 9 15
二 次 産 業 計

% 100.0 53.2 64.9 74.6 4.4 7.3

社 数 303 155 197 229 42 94
三 次 産 業 計

% 100.0 51.2 65.0 75.6 13.9 31.0

社 数 19 12 16 16 0 4
公 務 計

% 100.0 63.2 R4.2 84.2 0.0 2Ll

社 数 528 276 346 399 51 ll3
生 産 業 計

% 100.0 52.3 65.5 75.6 9.7 21.4

杜 数 16 6 10 10 1 3
繊 維 工 業

% 100.0 37.5 62.5 62.5 63 18.8

化 学 工 業
社 数 43 26 21 29 1 2

% 100.0 6D.5 48.8 67.4 2.3 4.7

社 数 7 2 3 6 0 0
石 油 製 品 製 造 業

% 100.0 28.6 42.9 85.7 0.0 0.0

社 数 13 5 8 11 0 3

主
鉄 鍋 業

% 100.0 38.5 61.5 84.6 0.0 23.1

社 数 25 14 21 20 0 2
電気機械器具製造業

% 100.0 56.0 84.0 80.0 0.0 8.0

社 数 18 11 12 14 3 4
輸送用機械器具製造業

な
% 100.0 6L1 66.7 77.8 16.7 22.2

社 数 52 25 25 37 2 3
卸 業 ・ 商 社

% 100.0 48」 48.1 7L2 3.8 9.6

社 数 27 10 22 17 2 1
小 売 業

% 100.0 37.0 8L5 63.0 7.4 3.7

業
社 数 87 42 53 75 23 52

金 融 業
% 100.0 48.3 60.9 86.2 26.4 59.8

生命保険業〔含代理業・ 社 数 8 5 5 6 2 6
.

サービス業) % 100.0 62.5 62.5 75.0 25.0 75.0

種 損害保険業(含代理業・ 社 数 2 0 1 2 0 0

サービス業) % 100.0 0.0 50.0 100.0 0.0 0.0

社 数 8 4 7 7 3 3
電 力 ・ ガ ス 事 業

% 100.0 50.0 87.5 87.5 37.5 37.5

広告 ・調査 ・情報提供 社 数 0 0 0 0 0 0

サ ー ビ ス 業 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サービス婁 ・ 祉 数 41 23 29 31 4 10

ソ フ ト ウ ェ ア 業 % 100.0 56.1 70.7 75.6 9.8 24.4
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情報化 社会を支える

躍進する企 業
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。三

ビジネ ス・アプ リケ ー ション ●事務 管理

シ ステム

プロセ ス ・コントロール

システム

ユ ーザ ー ・ベ ーシック

ソフ トウェア

●営業 管理

●生産 管理

●人 事管理

●財 務

●経営 計画

● オフィス・オートメーション

●プ ロセ ス制 御

●システム制御

●環境制 御

●理化学機器制御

● 数 値 制御

● 機 器 類 検 査

● デザイン・オートメーションCAD(電 子1亘1路、機 械 部 品)、 自動 作 図 、電 子 写 植 、etc.

● アプリケーション 支 援 画面 コン トロール、デ ー タエ ントリ、周 辺 機 器 制御 、検 索 、RJE、

デ ー タベ ー ス管理 、メッセー ジ コン トロール 、etc.

● 計 算 機 システムの 構 築 ネットワー ク、異 機 種 間 結 合 、集 中分 散 、etc.

●ユ ーザ ー 言語 の 開発 ロボ ット言 語 、クロス コンパ イラ、レポー トジェネ レー タ、漢 字 イン

および 日本 語 処 理 タフエー ス、etc.

銀 行 総 合 オンライン、外 国 為 替 オ ンライン、農 協 信 用 オンライン、

財 形 、年金 、自動 車 保険 、長期 総 合 保 険 、証 券 オン ライン、国 債

ファンド、etc.

営 業 情 報 オンライン、販 売 管 理 、物 流 オンライン、マ ー チ ャンダイ

ジング、在庫 管 理 、etc.

生 産 計 画 、資 材 管 理 、工 程 管理 、設 計 試 作 、etc。

人事 情 報 、人事 考 課 、給 与 、福 利 厚 生 、etc.

経 理 、財 務 会 計 、予 算 編 成 、利 益 管 理 、etc.

経 営 戦 略 、需 要 予 測 、収支 予 測 、営 業 所 実 績 分 布 、etc.

システム・コンサ ル テー ション

製 油 オンサ イト、オフサ イト、操 油 自動 化 、エ チ レンプ ラント、LPG

EIi,荷管 理 、高 炉 、転 炉 、焼 結 、原 料 ヤ ー ド、厚 板 スラブ ヤー ド、焼

鈍 、アル ミ板 、タ'A、浄水 場 、ガ スデ ー タ処 理 、etc.

放 送 自動 化 、自動 倉庫 、船舶 自動 化 、衛 星 通 信 、テ レックス自動

化 、画 像 通 信 、デ ー タ ハ イウェイ、etc.

交通 管制 、新 交 通 システム、大 気 汚 染 監視 、騒 音 監 視 、ビル空 調 、

水 質 汚 濁監 視 、etc.

核 医 学 画 像 処 理 、人 間 ドックデ ー タ管 理 、分 析 機 器 、デ ー タ処

理 、ラボ ラトリオー トメー ション、etc.

製 図機NC、 位 置 決 めNC、 ロボ ット、etc.

エ ンジン テ スト、通 信 回 線 監 視 、基 板 回 路 、etc.

あらゆるジャンル、あらゆるコンピュー タに精 通 したCACの プ ロフェッショナル ・サービスをどうぞ。

田罐壽㌶羅 顯熟熟㌶
〈営 業 項 目〉● システム ・コンサルテーション● ビジネス・アプ リケーション・システムの開 発● プロセス・コントロール ・システムの 開発

● ユー ザー ・ベ ーシック・ソフトウェアの開 発● ソフトウェア・プロダクツの 開発 と販 売● ターンキー ・システムの 開発 と販 売
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拡 張 アーキ テクチャー とTCM(熱 伝'導モ

ジ』.一ル)技 術 によって、汎用コンピュー ター

の記憶域 をギ カツミイトの単位 にまで 飛躍 さ

せた308Xプ ロセッサー。その最」」立機種 と

して、新 たにIBMは3084-Q型 プロセッサ ー

を開発 しました。3084-Q型 は既存 の3081-

K型 に追加機構 を付 加することによって構 成

される双 頭多重 プロセッサーであり、大きな

ギガの宇 宙に ・…



能 力を発揮 します。特 にデー タ転 送 速 度3

メガバ イト/秒の高 速 チャネルを48本 も備

えたことは、多数の入 出力装 置の効率ll勺な

活 用を可能 にし、強力 なトー タル ・システムを

実現 します。この3084-Q型 、および今 回同

時 発表 の3081-G型 プ ロセッサ ーが 加わっ

たことによって、お客 さまは図のような拡張 を

・設 置 場所 で 行 えます。E型 か らQ型 まで の

能 力拡 張 は約6倍 。過去 の投 資 を生 か し

なが ら拡 張で きるこの優 れた"ス テアウェイ"

設計 によって、お客 さまは308Xプ ロセッサ

ー をさらに長期 間安 心 してお使 いいただ け

るようになりました。

日本アイビー・エム株式会社
東京都港区六本木3-2-12〒106ttO3(586)1111㈹

資料請求およびお問合せは一宣伝推進 第2担 当まで

プロ ツ



NipponqワDataGeneral

「世界中で使 えるとは知 らなかったよ・・コ
ゾ デ ィ ア ッ ク、

DDX(パ ケット交換網)が償 える分 散 処 理 ネットワー久XODIAC。

経済的な水平型分散処理のネットワーク 光データ・リンクか らDDXま で オフィスの情報空間をひろげる

情 報処 理シス私 の高度 利用に向けて、時間・

空間の制約 を超 えたネットワークの構 築 が重

要な課題 となっていま土ECLIPSE(契)情 報

システムのXODIACは システムの拡 張 や柔

軟 性 に富 む水 平 型分散 処理 システムで その

効果 を発揮 。ネットワーク全 体のダ ウンを回

避 で き、また少ない初期 投 資でニーズに合わ

せて拡 張できるなど 数 の々メリットがありま七

トランスペアレントなオペレーション

XODIACは 、DDXを はじめとする世界のパ

ケット交換 網 をサポ ートします。 もちろん、光

デ ータ・リンクを利 用 したローカル・ネットワ

ー クへも対応 。いずれ もCCITTX.25に 準

拠 していますので ロー カル ・ネットワークから

DDXへ 、スムースに拡 大することが できます。

大 型ホストを含 む大 規模 分 散 処理 にも

エ ク リ フ ス

ECLlPSE情 報システム

XODIACで ご注 目いただ きたいのは、その

使い易さです,例 えば、東京のコンピュータ端

末にニューヨークのコンピュータが接続 できる

バーチャル・ターミナル機 能。これにより、遠くに

あるシステムも、すぐそばにある感覚 で使 えま曳

ECLIPSE情 報 システムには、さまざまな通信

機能 がサ ポー トされ ていま'ST。IBMのSNA

に接 続 で きるDG/SNAも 、 その ひとつ。

XODIACはIBM機 の下 で も、その機 能 を

十 分 に発揮 。大 型 ホストを含 む大 規模 分

散 処理 へ効果 的 に対応 します。

●日本語情報処理システムIKIS

●ネットワーク・マネージメント・システムXODIAC

●データベース管理 システムDG/DBMS

●CEO総 合電子オフィス・システム

●小規模から大規模システムまで

(ECLIPSES/120～32ビ ットMV/8000)

白瓜(,fＬoセ;ネ51b
本社 東京都渋谷区神宮前6-12-20〒150廿(03)406-6451㈹

大阪(06)311-0791・ 名古屋(052)203-5571・ 仙台(0222)23-8128

面皮(0298)24-1609・ 広島(082)246-1020・ 福岡(092)472-5917



先進のエクステンド・アーキテクチャが登場 。

36ビット・アドレス方式 により事 実上無 制 限とも

いえる69ギガ語(690億 語/276ギ ガ・バイト相 当)

の仮 想アドレス空 間 を実現 しました。また従来

からのすべ てのソフトウェアを整理 、統 合 し新

しいソフトウェア体系 を確 立。なかでもEASE

は、機 能別 モジュール構 造の全面 的な採 用 、

高水 準インタフェースの提供 、 セキュリティの

強化 など、超大 型機 のパ ーソナル ・ユ ー スに

対応 した新 しいソフトウェア環 境のあり方をいち

早 く具現化 。超 大 型機 の'80年 代後 半 への指

針 が鮮 かに提示 され ました。

◆EASE(E|
evenAdvancedSoftwareEn・

vironment)は エンド・ユ ーザ ーの た めの 新 しい ソ

フ トウェア環 境 。

lPFl|00(会 話 型プ ログラム統 合 システム)、ADVISE

llOO(簡 易 型デ ータベ ース操 作 レポート作 成 システ

ム)、UDSIlOO(汎 用DBマ ネジメント・システム)とUCS

(新汎 用 コンパ イラ統 合 システム)か ら構 成 されている。

●新機能 「リング/ド メインの概念」により機密保護や

プライベート・エリアへの他からの干渉を完壁に防止。

●従来のアーキテクチャとの完全な互換性保持のため、

従来からのベーシック・モードと、新しいエクステンド・

モードへの移行をスムーズにするミックス・モードの3つ

のモードが 自由に使いわけられる。

●最新の高密度実装技術HPP(ハ イパフォーーーマンス・

パッケージ)によりパッケージあたり2万ゲートにおよぷ

高い実装密度を達成。信頼性も飛躍的に向上。

●ゲートあたりの動作遅延時間O.37ナ ノ秒の超高速

論理回路素子、サブナノセカンドECし(SNECL)を 採用。

世界最高水準の処理能力を実現。

3

±

コンピュータで世界をひらく

日東 ユ=1竃vo
東京都港区赤坂2-17-51

㊦107TELO3(585)4111

■資宇=」請求は、☆社名・所在地 ・お名前 ・

鐘 潔 えi濡 《

/



Burroughs

バ ロース情 報。

インフォマニアが流行 しそうで克

ご用 心 くだ さい。

、 ふ

き

彰 量

へ
vLg

、

1]

バ ロ ー ス は トー タル ・シ ス テ ム の

処 方 箋 を 提 供 い た しま す』

欲 しい情 報 が手 に入 らない。余分 な情 報 が多す ぎる。

タ イミングが ず れてい る。デー タにあ や まりが あ る

など、日常 たび た び経 験 する事 柄 で はあ りませ んか。

バ ロースの コンピューター や オフィス・オー トメー ショ

ン・システムは情 報 の 収 集 、編 集 、修 正 、蓄積 、検 索 、

伝達 にいたるまで、総 合 的 なサ ー ビスを行 なうように

設 計 されて います』適 切 な情 報 を適 切 な形 で、必 要

とす る人 にタイミングよく提 供 する。こうした基 本

さえしっか りしていれば、無 用 な不 安 や苦 痛 を味 わ

うこともありませ ん。オフィス事 務 の 合 理 化 に95年

の 経 験 と'実績 を もっ バ ロー スにご 相 談 くだ さい。

情 報 をマネジメントし、問題 を トータルに解 決 します。

■ ■

で

/

翻
一 工 囁

'

劃 バ・一ス株式会社
本 社/東 京 都 千 代 田 区 麹 町1の7〒IO2firO3(263)3211◎ サー ビス・ステー ション/全 国150ヵ 所



オフコンからOAが はばたいた一.

'世 界の文献情報検索

サービスD|ALOG

－
画

●オンライン・マルチワーク

●オンライン・データベースBASIC

●日本語・クラフ表示

聴覚システム

図書館システム

笥

⌒

一

丸善オフ ィスオ ー トメー ショ ン

コンピュータを柱 と した ネットワークシステム一
現場デLタ の宝庫 であるオフコンと直結 した社長室のパ ソコン

を活 用 して,経 営の意 志決 定に役 立つ きめ細かくタイム リー

な情 報に加 工 し提 供 す るデ シジ らン ・サ ポー ト・システム。

さらには,情 報 その ものか ら,情 報 の 処 理,伝 達,検 索,

保 管 まで>OAの すべ てをカバーす る機 器 ・システムによ り,

丸 善 は,OAの 実 践 に トー タルにお応 えしています。

■ 詳 しい資料 を送 呈:お 申込みは下記までどうぞ。

丸
総発売元

〔電 子 計 算 機 部 〕 〒…!03東 京 都 中 央 区 日 本 橋3-9-2奮(03)272-0331

●営 業 所:札 幌tt(Ol1}241-7251仙 台e(0222)22-1131横 浜 廿(045)212-3171名 古屋 呑(052)261-2251

金沢e(0762)31-3155京 都e(075)241-2161大 阪⑰(06)25】-2621神 戸e(078)391-6001

岡山8(0862)31-2261広 島8(082♪247-2251福 岡 告(092)291-4831

● 各 営 業 所 の コ ン ビ 己 一 タ シ ョ ウ ル ー ム を お 気 軽 に ご 利 用 くだ さ い

i資 料 請 求i

姫路e(0792)22-2313iMM-10001

:《コン白書》:
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⇔ 株結 社rゴ コ 〒 四 つ
本 社/富 山市奥 田町2-11〒930⇔(0764)32-55M㈹
東京 本ネt/東 京 都 渋谷区 幡ケ谷3-37-18〒151⇔(03)320-2MO
札幌・釧路 ・仙台・東京 ・名古屋 ・大阪・高松 ・広島・福岡・新潟 ・魚津・富 山・高岡・金沢
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騰
情報の 洪水… 一どうしますか?

KOC籔 開発計算センター
〒100東 京 都子代Eヨ区 丸の 内1-8-2(第 一 鉄鋼ピ ル)ttO3-213-0921㈹

■TSS・RJEサ ー ビス ■経営事務 ・科学技術計算 ■ 日本語情報処理 ■モニ ターオープン

■ システム設計 ・ソフ トウエア開発 ■社会環境問題の解析 ■図形総合処理 ■情報処理 コンサルタン ト





コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワ ー ク

NE
全 国拠 点 網 に よ るサ ー ビス

ヒ ュ ー マ ン な デ ー タ プ ロセ シ ン グ ・サ ー ビ ス … … … 。

こ れ を 原 点 に 、 協 栄 の エ ン ジニ ア リン グ集 団 は 高 質

な デ ー タ プ ロ セ ス を 目指 して い ます 。

戸〆 じ〉

/'

ヒ'f・k・ 。k。

磁 畷 繊 ・● 罪 で 　← 二　一 …㌘一 …〔]

kitao
もジ

㌢鶴'該ξ

…

99聰1熟 磁 、念

oy《旗ghomo蘂 。 遥

エンジニア集団

長 ≡ 璽協栄計算セ=」{ヨー
本 社 〒158東 京 都 世 田 谷 区 等 々 力1-5-12TeFO3(703)4111

青 山 営 業 所 〒107東 京 都 港 区 南 青 山5-4-27TelO3(499)1381

シス テム 開 発 ラ ボ ラ トリ 〒231横 浜 市 中 区 本 町4-38陥{・45(211)・696

札 幌 支 社/仙 台 支 社/北 関 東 支 社/名 古 屋 支 社/大 阪 支 社

広 島 支 社/福 岡 支 社

⊃



亜 愛 合 軟 骨 赤.秋 握1明1孫 朝 足i預1汗 遊

漢 字 入 力 方 式 教 育〔ヨ区〕〔ヨ〔勾
鷲 。応1大面綴 鵜 器 馴:

当 喫'

・㌻

,珍蕊

甘1軒 退 棋 残

籔9市'静'施1縦'
寿1鈴:剰 裾

胸 先1辛:接:

K{SH知C
KtSPACは 連想方式 による画期 的な漢字 入力方式KISの

教育パ ッケ ージです。

KISPACは 短期 間に効率 よ く漢字 入力オペ レー タを養成

します。

堅S抱Cの 内容KIS提 携先

:;::㌶急:1::㌫;;;:㌶ 。、。
●KIS漢 字索引簿 ●KISマ トリックス一覧表 ●丸紅エレクト〇ニクス㈱

●KISミ ニ辞書 ●(株)B立 製作所

本 社 〒102東 京都千代 田区九段北1丁 目13番5号(8本 地所 第一 ビル)
呑03-239-0621

本 社 分 室:〒102東 京都千代 田区九段北1丁 目12番3号(九 段北 ビル)
2雪03-239-0620

大 阪 支 店:〒542大 阪市 南区南船場4丁 目7番15号(南 大成 ビル)
呑06-252-7450

開成町 事業所:〒258神 奈川県足柄 上郡開成町吉 田島字宮 ノ上2831番 地
⑰0465-82-0754

ナンバー印刷の東洋紙業

ウエイラ」ツトチエツク デイジツト

額駐;

懲麹傷
コ ン ピュ ー タ に入 力 され るデ ー タは 、い ろいろな

チ ェ ッ クが お こな わ れ てお ります が 、 あ らか じめ

伝 票 に印刷 されて い るナンバーについ ては 、チェック

なしか、 チ ェ ッ ク精 度 の低 い7DR、9DSRし か

ご利 用 に なれ ま せん で した。当社 で は モジュラス10、

モ ジ ュ ラス11の チ ェ ック付 ナ ンバ ー が可 能 な印刷

装 置 の 開発 に成 功 しま した 。

1つ ねに新 しい提案をt考 える印刷、を使命とします}

⑧東煕 糞秀蕃 社
〈BF専 門工場 〉

平野 工場:大 阪 市平野 区平野 元町9-38tt(06)791-3435(代)〒547

王子 工場:東 京 都北 区堀船1丁 目6番2号 呑(03)927-0051(代)〒114

本 社:大 阪 市浪速 区芦 原1-3-18rt(06)567-2111(大 代)〒556

東京本 社:東 京 都 品 川 区 南 品 川6-1tt(03)474-3251(代)〒140



ソラトの時代庵力強くリードする
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〈シ ス テ ム ハ ウ ス 〉

コ アデ ジ タル ㈱ 東 京 都 渋谷 区 渋 谷3-26-20ミ ツ ウ ロコ ビル 〒150TEL(03)407-6581㈹

サ ン フ ラン シ ス コ事 務 所1660SouthAmphlettblvd,#108SanMateoCalifornia94402

大 阪 コア㈱ 大阪 市 東 区淡 路 町3-37富 山化学 ビル 〒541TEL(06)222-6581㈹

〈ソ フ トハ ウ ス 〉 一

㈱ シス テ ム コア 東 京都 新 宿 区南 元 町19信 濃 町 外 苑 ビル 〒160TEL(03)359-0461㈹

九州 営 業 所TEL(Og2)65]-Og42㈹

㈱ デ ン ケ イ 東 京都 渋 谷 区南 平 台1-ll星 和 南平 台 ビル 〒150TEL(03)496-8941㈹

大 み か営 業所TEL(0294)53-0221㈹

㈱ 応 用 シ ス テム研 究所 東 京 都 渋 谷区 渋 谷3-26-20ミ ツ ウ ロコ ビル 〒150TEL(03)407-6581㈹

沼津連 絡 所TEL(0559)63-6291㈹

㈱ レデ ィ ス コア 東 京都 渋 谷 区渋 谷3-26-20ミ ツウ ロ コ ビル 〒150TEL(03)407-6581㈹

〈シ ン ク タ ン ク 〉

西 日本 シ ン クタ ン ク㈱ 広 島県 大 竹市 南栄3-4-13〒739-06TEL(08275)3-3315㈹
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お伝1えしたかったからです。

● この ソフ トウェアはコン

ピュータに何 か仕 事を させ

るの に心要 なあ らゆる情 報 。

を盛込 んだ もの で、すべて

人間 によって作 られ る最 も

重要 なもの です● コン ピュ
ーターサービス株 式会社(C

SK)は 、コン ピュー タに

関す るあらゆ るサービスを

提供 す る会社 であ り、シス

テム開発か らプ ログラ ミジ

グまで、質量 ともに業界No.

1の 実 力を持 ってし、ます。

〈事 業内容 〉

ソフ トウ ェア開発、受託計算 、電算室総 合運 営管理 、通信 、画像、制御分野開発 、コン ピュータ ・セキ ュリテ ィ開発、
マイコン販売お よび教 育事業 、インプッ ト、OCR、 コンピュータ リース、設備 リー ス、システム販売、オ ンラインネ ッ ト

ワークサ ー ビス、コン ピュ ー タ ・ビジネス ・アカデ ミー

児コ]]E:一 ヨー彗一ピス株呈恰 ネ1
東 京 本 社:〒160-91東 京 都 新 宿 区西 新 宿276-1新 宿住 友 ビル37Ftt(03)344-1811(代)

西 日本 事 業 本 部:〒530大 阪 市 北 区梅 田1-1-
,3-L1900大 阪 駅 前 第3ビ ル19Fft(06)345-2851(代)中 部 事 業 部

:〒450名 古 屋 市 中村 区 名駅 南2-14-19住 友 生 命 名古 屋 ビル10Ftt(052)563-0581(代)

九 州営 業所:〒802北 九州 市小 倉 北 区浅 野 町2-14-lKMMビ ル2F≒tt(093)551-1855(代)
マ イコン シ ョップCSK新 宿 住 友 ビル 店:〒160-91新 宿 区 西新 宿2-6-1新 宿 住 友 ビル37F-ft(03)342 -5299(直)
マ イコン シ ョップCSK新 宿 西[1店: 〒160新 宿 区 西新 宿1-12-18ft(03)342 -1901(fk)
マ イコン シ ョップCSK新 宿 東 口店;〒160新 宿 区歌 舞 伎 田原 一5-4第6荒 井 ビル1～3F・ 一－fi(03)207-3071～4(代)
マ イコン シ ョップCSK大 阪;〒530大 阪 市 北 区梅 田1-lr3B-100号 大 阪駅 前 第3ビ ルBlF-tt(06)345 -3351(代)



VCEC 蓄積古れたノウハウは有機構造
ユ ーザ ー オ リエ ンテ ッ ドにオ 一方サ イズ します

社 会 の 変 化 は企 業 体 の 成 長 を うな が し、 そ の 質 的 、 量 的 変 化 で 好 む

と否 と に か か わ ら ず シ ス テ ム の 変 革 の ニ ー ズ を生 み 出 し ます 。 こ の

変 革 に 対 応 す る た め 、 各 企 業 体 は 納 期 、 品 質 、 コ ス トな どの 諸 要 件

を満 足 させ な が ら シ ス テ ム の 設 計 、 開 発 を合 理 的 に 達 成 す る こ と を

よ ぎ な く さ れ ます 。

シ ス テ ム の 新 規 開 発 、 部 分 的 改 良 、 追 加 、 改 造 、 ま た 全 面 再 開 発 な

ど 、 ど の 場 面 を と っ て も非 定 常 な 状 態 の 中 か らそ の 開 発 ・運 営 要 員

の 獲 得 が 必 要 と な り高 度 な 技 術 と パ ワ ー が 求 め られ る こ とにな ります。

CECは 、 こ の よ うな 問 題 解 決 の た め の ニ ー ズ を 、 ユ ー ザ ー オ リエ ン

テ ッ ドに 対 応 す る た め に 、 多 年 に わ た り蓄 稠 した ノウハ ウのす べ て を、

豊 富 な経 験 と熱 意 を もっ た ス ペ シ ャ リス トが 有 機 的 に 組 合 わ せ 、 開

発 、 運 用 体 系 を最 適 ル ー トで 、 オ ー ガ ナ イ ズ し ます 。

●技術系

/竃鯵樋
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キチ クチ ア間 遠 技 碗

シス テム 遍 嘗 槙 術

ユノ ント作 成 ・管 理 技 術

ソ フ トウ ェア 流通 化 技 術
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プロジェクトオ

設計校尉

プログラミング技術

櫓査・評価技術「
ソフトウエア開発支根技術

i畢守役術

一一 -

.

ソフ トウ ェアプOダ ク'〃

CEC
総 合ソフトウェア 、ウス

nkK8tt曇ノエイ ■iシ ー

ComPUterEngi'leeringdiCon5ulting

本 社/〒

名古屋支店/〒

大 阪支店/〒

九 州支店/〒

川 崎 工場/〒

5

6

3

1

1

東 京都 渋 谷区 渋谷3-15

名 古 屋 市 中 区 栄2-5

大 販 市 北区 中 之島3-2・

福岡市博多区博 多駅前～・9

川 崎 市幸 区鹿 島 田10‖3

(並 木 橋 ビ ル)呑

(宝 第 一 ビ ル)ttO

(住友中之島 ビル}廿

(福 岡MIDビ ル)呑

告

3-407-

52-23}-

6-441-

92-472-

44-5t1一

5

7

4

2

5

(代表)

(代 表)

(代 表)

(代 表)

(代 表)



⑱

情報処 理の未 来をひらぐ
● 洗練 されたソフトウェア群 と世 界 最 高 水準 の 情報 処 理 システム●

膓'三 、　鮎

ダ 溜

ド添 笥
%・

産 業 の 発展 、技 術 の進 歩 に と もない 、 コ ン ピ

ュー タ の利 用が 著 し く高度 化 して い ます 。 と

りわ け科 学 技 術 の 分 野 で は、大 規 模 な コ ン ピ

ュー タ ・シ ステ ム と高度 の利 用技 術 が必 要 不

可 欠 で す。CRCは 、高 度 の科 学 技 術 計 算 、 シ
'ミ

ュ レー シ ョン、 経 営情 報 処 理 、 グ ラフ ィ ッ

ク処 理 か ら、 身 近 か な問題 の解 決 まで 、 経験

豊 か な情 報 処理 技 術 と大 規 模 な情 幸1処理 シ ス

テ ムを駆 使 して、 ユ ーザ の 期 待 に応 え ます。

業 務 内 容

●科 学技 術計 算サービス ●事務計 算サービス●シ

ステム 、ソフトウェア開発 ●シンクタンク ●コンサル

テーション ●コンピュータの運営 ・保守 ●データ ・エ

ントリ・サービス● ターミナルの開発 ・販 売、その他 ●

♂ … 資 料 請 求 ・お問 合 せ は、営 業 開 発 グループへ

東 京(03)665-9878名 古 屋(052)203-2841

大 阪(06)241-4121札 幌(011)231-8111

CRC
[R[NEr}E1告D

tン 子ユリ リサーチtン 竺】欝
本 社/〒103東 京 都 中 央 区 日本 橋 本 町3-2小 津 本 館 ビル

ft(03)665-9711(案 内)テ レックス252-4362

●大阪 営 業所 ●名 古 屋 出 張所 ●札 幌 ・仙 台 ・東 海 ・筑 波 事務 所 ●

東京(03)665-9701大 阪(06)241-4111名 古屋(052)203・2841
■札 幌(011)231 -8711仙 台(0222)67-4606東 海(02928)2-2980



マーケットニーズの対応

新U、 技術 へのたゆまぬ挑戦

●EDPシ ス テ ム ・コ ンサ ル テ ー シ ョン

● ソ フ トウ エ ア 開 発

●事 務 計 算 ・日本語 情 報 処 理 サ ー ビス

●科学技術計算

●医療 システム販売

●農協(信 用、経済、共済、ほか)シ ステム開発と販売

使 用機種－UNIVAC-1100・FACOMM-150F

欝中央計算セ⊇ヨー
本社ノ東京都新宿区新宿3-17-5〒160電 〔03)356-482[㈹

分室ソ神ZaJ[1県厚 木市温水大畑1208〒243.電(0462)47-4211㈹



コンピュータの トー タル ・マネ ジメント・サ ー ビス

。・植Pい ㌦

③ぐ・

Qv、C◇

TMS(ト ータル・マネジメントサービス)とは、

電算機 導入時のコンサルテーションから、作業分析、標準化、システム設計をフ七グ

ラム受託に至る顧客企業 内電算業務の全てを運用管理するものです,

株式会社データープロセスコン切 レタント

〈本 社 〉

〈営 業 所 〉

〈システムセンター〉

〈関連会社 〉

東 京 都 中央 区 銀 座2-8-15共 同 ビル(銀 座 通 り)3階ftO3-567-5211

大 阪 ・北 九州 ・新 潟 ・日立

東 京 都 港 区新 橋6-2-1木 村 ビル 呑03-436-1008

コンピューターエ イド株 式会 社DPCAMERICAINC

(米 国 ・ロサ ンゼ ル ス市)日 本 産 業 開 発 株 式会 社

●設立年月/昭 和39年8月 ●資本金/3億8千 万円 ●代表取締役/安 藤多喜夫
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ベ ースは、あのUNIX:な んと、日本語 力演 えま土

東芝から本格的なマルチユーザシステム、新発売。
UNIXTMを ベー スに した、ハ イコストパ フォー マンスシ ステムで 魂 多彩なデータ処理をはじめ、柔軟な分散処理システムが構築可能。

使 いやすく高機能 なオペレーティング システムとして、広 く世 界

で注目を集 めている、あのUNIXTMを 基本 に、東芝独自の機能

を複合化した「TOSBACUX-300」 。高度な『かな漢字変

換」機能を加え、日本語 が利用できますbまた、ディ

スプレイ端末 を複数台接続 して、タイム

数値や文字のデータ処理はもちろん、計測データ、数値データ処

理など 複合機 能を備えたUX-300。 テンスプレイは、高解 像度タ

テ形15イ ンチを採用、A4サ イズの文書 ならほぼ実物大で

乃陽

徳㎡

資料請求券
UX－期

コンピュータ白書

じ

θ

縛紗

愚
s滅

LA・EA・OAを 推進する、東 芝コンピュータ

==

TO5日 口にUX-3◎ ◎

資料ご希望の方は右記へ、東京芝浦電気㈱ 電子計算機事業部 〒to5東 京都港区虎ノ門1-26-5(第t7森 ビル)正 し(03)SO?-S605(ダ イヤルイン}

紙,

'

東芝

f



ひと味違うサービス瀞大好評〃

囲出

離

ll
旧Mシ ステム/34

口

lBMシ ステム/23に 続 き

システム/34を トッパ ン・ムーアBSが お届 けいたしまV。

主 な 営 業 内 容

●ア プ リケ ー シ ョン ・ソ フ トウ ェア の 開 発

● 日本 企 業 の海 外 シ ス テ ムの 開 発 及 び イ ンス

トー ル

●MIDASバ ンキ ン グ シ ス テ ムの 販 売

●業 種 別 ・業 務 別 ソ フ トウ ェ ア ・パ ッケー ジ

及 び シス テ ム ・パ ッケ ー ジの 開 発 及 び販 売

●IBMシ ス テ ム/23・ シス テ ム/34の 販 売

● パー ソナ ル ・コ ン ピュ ー タ関 連 トー タ ル サ
ー ビス(機 種 選 定 と販 売 ・研 修 講 座 及 び ソ

フ トウ ェア の 開 発 ・提 供 な ど)

麗■
国国 旧M特約店

トッパ ン・ム ーア
1亡ミノ字 ズシ7チ ー ズ 狸
〒107東 京 都 港 区 赤 坂8-5-32赤 坂 山 勝 ピル

Phone(03)-405-6580(代 表)



システムの原 点 にかえり、

1980年 代 に

対応 できるシステムを。

コンピュータシステム

クリエイターとして、

ユ ーザー とともに

価 値 あ るシステムを。

ハー ド・ソフ トの 両面から、

将来システムの

ビジョンも提供 します。

明日のコンピュータのあるべき姿を見つめ

情熱 を燃やす集団
それがNTISで 玄

b

●

)

▲
D

NT■s
GomputerSystemCreator

日電東芝情報システム株式会社
本 社/〒108東 京 都 港 区 芝 五 丁 目37番8号(住 友 三 田 ビル)廿 東京(03)454・3521(大 代)

fi札 幌(Ol|)222-|668ft仙 台(0222)21-124|tt新 潟(0252)41-1705ft松 本(0263)36-5080ft名 古 屋(052)264-0921

fi大 阪(06)220-4981tt広 島(0822)47-3962fi松 山(0899)45--0830tt福 岡(092)714-6261



オールラウンドコンピュータセンター

コンピユータ利用に関することならなんでもご相談ください!

日科技研

本 社 計 算 センター

ACOS650

霞 ケ関情 報 センター

(霞 ケ関 ビル31階)

lBM3081

筑 波 情 報 センター

電 算 機 シ ス テ ム の

使 用(ハ ー ド利 用)

計算 処 理 の ス ピー ド

fヒ ・il三`雀イヒ・経 言斉W《J

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発

の 受 注(技 術 計 算)

ベ ー シ ッ ク ソ フ ト ・

アプ リケー シ ョンプ ロ

グラ ム の 開 発 ・NC

(数 値 制 御)な ど

受 託 計算 処 理

(事 務 計 算)
医療1青報 システム ・

給与計算 ・会計 シス

テム ・人事管理 シス

テムな ど

創立 昭和33年6月

デ ー タ処理

統 計解析 ・数理 計画

等のプ ログラム群の

イf効な利用

会 員会 社 関係
会 員制度 によるシス

テム開 発と計算 処理

のサ ービス ・リモー

トバ ッチ方式の利川
・オ ンラインサービス

受 託計 算処 理

(技 術 計 算)

温排 水拡 散計 算:・気

象解析 ・大気拡 散 ・

而†ち巳、汁算 ・構'造1「i'算:

化 学 工学 関 係

蒸留計算 プ ログラム
・ダイナ ミックプロ

セ スシミュレー タ

漢 字情 報 処 理

シス テ ム

漢字処理 プ リンター
の有効利川,DM・ 技

術文献速 報 ・名簿の

f年波

プ ログ ラム 販 売

当社開発のプ ログラ
ム販売に加え,ユ ーザ

プ ログラムの委託販

売 を行って、ソフ ト流

通の ネッ トワーク形

成 につ とめ ています。

㈱ 日本科学技術研修所
本 社 計 算 セ ンタ ー(03-352-2231)(代)

(〒15i)東 京 都 渋 谷 区千 駄 ヶ 谷5-IO-1|(日 科 技 連 ピル)

霞 が関 情 報 セ ンタ ー(03-580-4771)(代)

(〒100)東 京 都 千 代 田 区霞 が 関3-2-5私 書 箱ll2(霞 が 関 ビル31階)

筑 波 情 報 セ ンタ ー(0298-51-3082)

(〒305)茨 城 県 新 治郡 桜 村 大 角 豆 字 名兵2012-121(大 和 ピル3階)

高度な技術と

多大の信頼を誇るN'1D
当社は、創業以来 多数の優れた技術者と,長 年培ってきた質の高 い技術
サービスにより、 コンピュータに関するあらゆるニーズにお応えするととも
に、年々すばらしい業績 をあげてまいりました。

今後 とも"コ スト・パフォーマンスを追求す る担 い手"を スローガンに,情

報産業の先駆 者として価値のある情報サービスで 信頼 と期待にお応え
するよう,最 大の努力を重ねてゆ く所存 であ ります。

1.コ ントロール ・システム の設 計 とプ ログラム 開 発

●ビル・コントロールシステム■公害監視システム●鉄綱システム

●石油オフサイトシステム●防災システム●水処理システム●物

流合理化システム●パイプラインコントロールシステム ■データ通
信システム●交通管制システム■ガス自動化システム●電 力自動

化システム■拡散炉コントロールシステム●エンジン・コントロールシ
ステム■ICテスター⊇ントロールシステム ●飼料入出荷管理システ

ム●図形処理システム●振動解析システム●音声解 析システム

●三次元測定システム●警備保障システム●移動交換機 システム

2.ビ ジネス ・システム の設 計 とプログラム 開 発

●銀行オンライン・システム●医療情報システム●会計情報シス

テム●予約情報システム●生産管理システム●資料管理システム

●運輸情報システム●被爆管理システム●人事・給与システム●維

持管理システム●各種データ〉くンクシステム●各種統計 技術計算

3.ベ ー シック・ソフトウェアとプログラム開 発

●各種コンパイラー●クロス・アセンブラー●オペレーティング・シス

テム●デニプレックス・システム●各種コントロール・システムのモニ

ター●各種ユーティリティ・システム●各種サービス・プログラム

本 社 東 京 都新 宿 区西 新宿8-19-3〒160電 話(03)365-262|㈹

セ ンター ・営 業所=新 宿 ・千 葉 ・仙 台

一
オペ レーション委託から電算

室の一括運用管理

3センター連携による大量デー

タ処理および漢字情報処理

東 京 セ ン タ ー 京 葉 セ ン ク ー

●キー・ツー・ディスク ●キー'ツ ー"デ ィスク

INFORFX330016ス テーションCMC1800102ス テーション

ENTREX48020● ディスク・ツーカードパンチ2S
●フロッピー.デ ィスクMELCOM70/150シ ステム

東芝RT-422Gス テーシ∋ン 東 北 営 業 所
●ディスク・ツーtカードパンチ1台 ●キー・ツー・ティスク

CMC180064ス テーション



私 どもは、よりよい明日のために科学技術とビジネ

スの両面で 問題解決への各種ツールを提供し

ていま℃ コントロール・データ社の一員として、四

半世紀にわたるコンピュータとそのアプリケーショ

ン技術の蓄積 を、貴社の問題解決に活かします』

高度技術化社会へのツール

超大型コンピュータと周辺機器の販売

より大規模な問題解決に適 した、世界最高速の

スーパ ーコンピュータCDCCYBER205。 高

速高精度演算が可能な超大型コンピュータCDC

CYBER170フ ァミリ。さらには、磁気 ディスク装置

をはじめ各種周辺機 器のOEM販 売、情報記録

媒体の販売でも実績を重ねていま丸

大規模科学技術計算に

ControlDataCYBERNETサ ービス

原子力計算や各種構造解析 など、多様 な分野

のプロジェクトの推進 をお力添えしま丸 この科学

技術情報処理サービスは、最新で豊富なアプリ

ケーション・プログラムを用意。CYBER176コ ン

ピュータの高速高精度処理能力と、専 門家によ

るコンサルティングにより、効率よく経済的に問題

解決力刊まカ・れまづ㌔

ビジネスの意思決定に

ControlDataCALLサ ー ビス

的 確 ・迅速 な意 思 決 定 に役 立 つ、各部 門 や管

理 者 のためのマネジメント・タイムシェアリング ・サ

ー ビスです、この ビジネス情 報 処 理 サ ービスは、

200余 種 の アプ リケー ション・プ ログ ラムや産 業

経 済 デ ー タベ ー スにより、トランザ クション処 理 か

ら経 営 情 報処 理 まで あらゆるニー ズに即 応。誰

で もご利用 になれ ますb

☆コントロール・データ社は、米国に本社を

もつ国際企業で年間売上高約1兆円、従業

員6万人を擁 し、世界47ヵ国でコンピュータ

およびファイナソシャル・サービスを提供じて

いま「弧

」

《目 ≡)日東三「ヲτ≡編 制
東 京 都 豊 島 区東 池袋3丁 目1番1号 サ ン シ ャイ ン60

電 話(03)982-6211(代 表)〒170私 書 箱 第II|5号
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開聞o目o

32と シ♪が ここまて:〉/・さぐなった。,1
ロヘへ　シ ヘへ

分 散 処 理 時 …代 を,1一ドするVAX-1∫/730、'・

いま 日本DECか ら。

イーサネット

トランシーバ

VAX・ll/750イ ーサネット

トランシーバ

イーサネット

トランシーパVAX-ll/750

■'82デ ータショウで公 開 したイーサネットシステム図

32ビ ット超 小型 システム、VAX-11/730。

世 界 第2位 の コンピュ ー タメー カー

DECが 開 発 した、スー パ ー ・ミニコン

VAX-11フ ァミリーーー一の最 …新鋭 機 で す。

評 価 の 高 いVAX－ アー キ テクチ ャを

その ままに、超 小 型 ・低 価 格 を実 現 。

その 高 い処 理 能 力 は、コンビ。ユー タ資

源 の 有 効 活 用 と効 率 化 を図 る分'散

処 理 にまさにうってつけ。ロー カル ・ホ

スト・システムとして、あ るいはネットワー

クの強 力 なノー ドとして、柔 軟 なシステ

ムが 構 築 で きます6プ ライス・パ フォー

マ ン ス に徹 した 、分 散 処 理 時 代 の

リー ダ ー マ シンVAX-11/730。 いま、

日本DECが お とどけします6

日本DEC具 忽 忽 ㌘熟 熟鷲81182,駕塩㌫ 麗麗 蕊 ㍍㌫:=;1㌫ 蒜(麗㌫蕊;霊:;
＼

$
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コンピュー タとコミュニケーションの 融合 《C&C》 にもとづき、最新の アーキテクチャを駆使 し、

数 々の先進技 術を採 用 して時代 の多様な ニーズに応 えています、

NECが 世 界 に誇 る通 信 技 術 や電子 デ

バ イス技 術 に、最 新 のアーキテクチャを

駆 使 した世界最 大 級 の汎用 コンピュータ

《ACOSシ ステム1000》。ここで 実 証 した

先 進 技 術 のもと、 多彩 な機 能 と柔 軟 性

のあるソフトウェアを備 えたNECコ ンピュ

ー タは、それ ぞれ優 れた性 能が 高 く評

価 され 、さまざまな分 野 で今 日も重 要 な

働 きをしています。

C&C
コンビュー9・コミュ ニケーシ∋ン

●世 界 最 高 水準 の 汎用 コンピュータ

ACOSシ ステム250/350/450/550/650/

750/850/1000(中 ・小 型 ～超 大 型)

● 多 彩 な複 合機 能のOAオ フィスコンピュータ

NECシ ステム50/35、IOO/45、100/85、

150/55

●OA実 践の ビジネスパ ーソナルコンピュータ

NECシ ステム20/15

●先 進 の16ビ ット、洗練 の8ビ ット

パ ーソナルコンピュータ

N5200モ デル05

PC・6000/8000/8800

●分 散 処 理 専用コンピュータのエース

N4700分 散 処 理 システム

●32ビ ットの スーパ ーミニコンピュータ

NECMSI20/140/i90

●OAの 先 端 で 活躍 するターミナル

インテリジェントター ミナル

デー タエントリターミナル

業種 別 専 用 ターミナル

業務 別 専 用 ターミナル

●OAの 日用 品 、日本語 ワードプロセッサ

文豪NWP-10N/20N

●OAシ ステム を包含 した

情 報 処理 ネットワーク体 系 《DINA》

C&C光 ネットワークシステム

C&Cネ ットワーク構成 機 器

C&Cネ ットワークソフトウェア

ZVECコ ンピュータ
日本電気株式会社 稽臨畿 鞘標 題



社 会 の 高 度 化 が進 み 、あ らゆ る分 野 に コン

ピュ ー タ が浸 透 して い る現 代 。 情 報 サ ー

ビ ス産 業 へ の ニー ズ もます ます 多 様 化 し

て きて い ます 。 こ う した 中で 、 日本 電 気

情 報 サ ー ビ ス は、 コ ン ピ ュ ー タ の 多彩 な

機 能 、 無 限 の 可 能 性 を 引 き出 し、 人 間 と

シ ス テ ムの 調 和 の とれ た豊 か な社 会 を築

N

A

あ4搭拶

NEC日 本電気情報サービス株式会社
本 社/〒108東 京都 港区芝4-|4-2(第2田 町 ビル)廿(03)454-51tl㈹

分 室/〒105東 京都港区芝1-15-II(芝 光和 ビル)tt(03)452-5141㈹

大 阪 支 社/〒565大 阪府豊中市新十里西町1-2-2(住 友 コンピュータ ビル)tt(06)833-272S㈹

名古屋支社/〒460愛 知県名古屋市 中区新 栄2-28-22(日 本電気 名古屋 ピル)n(052)261-8621㈹



独創 と豊富な実績 をもつ

NEDの ソフ トウェア開発技術 に ご注 目下 さい!

NED6つ の 主 要 プ ロ ジ ェ ク ト

1灘灘
〉

2

、

■ ロケ ッ ト打上、人工衛星追跡システム

■ 地上機器運用管理 システム

■ 外国企業 との連携

灘灘
灘i

■ 事務処理 モジュール研究組合の成果物
の企業化 中

■JSDか らの委託 された"ソ フ トウェア
工学"に 関 する調査研究

■JSDか らの再委託 によるソフ トウェア
生産技術開発5ヵ 年計画

3

雀

■ コ ン ピュ ー タ シス テム の設 計 開 発

■ ナ シ ョナル プ ロジ ェ ク ト(通 産 、運 輸 、

電 々公 社)の 推 進

■ 基 本 ソ フ トウ ェアの 開 発

4難灘
鞠

■ ソ フ トウ ェ ア プ ロダ ク トの 輸 出

■ 海 外 ユ ーザ ー に対 す るコ ンサ ル タ ン ト

■ 海 外 ユ ーザ ー に対 す る教 育

5
1」v

難懸
■ シ ステ ム 販売

■ パ ッケ ー ジ販 売

DYNAMO,PCMP,SKS

WAMS,EMS,CMS

6懸鍵
■ 電子計算機専門学校 の経営

(札幌、新潟、名古屋、大阪、福岡、小倉)

■ 卒業生数14,000人

■ 地域社会の情報化の促進

日本電子開発株式会社
NIPPONELECTRONICSDEVELOPMENTCO,LTD .

本社/東 京都新宿区西新宿7-7-30小 田急柏木 ビルfrO3(367)5021㈹



爬』川@鯉 目 『

JIPの ネ ッ トワー クサ ー ビス は

全国 どこか らで もコ ミュ ニケ ー トします。

社会経済活動 が複雑化、多様化す るに伴 い、コンピュータ と通信 を

結合 した情報化 は今 や不可欠です6JIPは 、超大 型コンピュータB7800

とM・200H(IAP付)を ホストマシン とし、 これ らと全国8ヶ 所 の拠点

を結んだダ イナ ミックなオンラインネ ットワーク(JIPNET)を 構 築

し、各種 サー ビスを提供 してお ります。

JIPNETサ ー ビスはオンライン・サー ビス、 オープ ン・サー ビス、

受託計算サービス、情報機器の開発・販売サー ビスをはじめ、M・200

Hの 強力なコンピューティング ・パ ワーを利用 した大 型科 学技 術計算
'(LASS)サ ー ビス

、 そして、ユーザ の皆 さまの情報収集 ・管理 に最

適 なデータベニ ス・サービスなどからなってお り、幅広 い分野で

ご利用いただ いてお ります。'

JIPは 、 ます ます多様化す る情報化ニーズを的確 に

とらえ、JIPNETを はじめ とす るサー ビスをさ ら

に充実させ てまい ります。

百

全国を繰揺する

」,Pの ダイナξック

コミュニケーション

おかげさまで20年

明日ひらく技術のJIP斑P

創立20周 年

日 本 電 子 計 算 株 式 会 社

〒103東 京 都 中 央 区 日 本 橋 兜 町6-7(富 士 ビル)

TEL.03-668-6171

大阪 支店ftO6-448-6021名 古屋支店合052-201-3141

福 岡支 店fiO92-44i-0771新 潟 支店 岱0252-285123

札幌営業所fiOII-221-3763仙 台営業所ftO222-66-344i

広島営業所tto82-241-3255
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ニッセツの トータルシステム
●電 算 機 総 合 設 備 の 企 画 ・

設 計 ・施 工

●フリーアクセスフロアー

●ニッセツ式 耐 震 ネガラミ

●間 仕 切 ・天 井 ・吸 音 ・防 音

●耐 火書 庫 室

●CDブ ース

●静 電 防 止 カ ーペ ット

●空 調 設 備

●水 冷 電 算 機 用 チラー

●受 変 電 設 備

●エマソンUPS

(無 停 電 電 源 装 置)

●CVCF、AVR、MG、 トランス

●パ ワープロテクター

●サ イリスターインバ ーター

●非 常 用 電 源 装 置

●端 末 機 用 発 電 装 置

● 回 線切 替 装 置

●通 信 回 線 設備

●MODEM、MDF、IDF

● 同 軸 アレス ター

●CPS

●ハ ロンガス消 火 システム

●入 出管 理 システム

●電 源 ・電 圧 監 視 装 置

●週 間 プログラム設 定 器

コ ン ピュー タのハ ー モ ニゼ ー シ ョン

日本電算芸談備株式会社
本 社/〒103東 京都 中央 区 日本 橋蛎 殻 町1-14-13奮03(666)5551

大 阪 支 店/〒661尼 崎市 戸 ノ内町5-12-10呑06(499)5500

営 業 所/札 幌 、名古 屋 、福 岡 、四国 、沖縄 、大 阪工 場 、パ ンチ セ ン ター 、

㈱ ニ ッセ ツサ プ ライ



情報処理の総合サービス。NBC。

受 託 計 算サ ービス

●オンラインサービス(分散処理系サービス、TSS、

R正)● パッチサービス

:葦ぷ'

コンサル ティング

●システム・コンサルテーション●コンピュータ利用相談

纏鱒

ソフトウェア開 発

●システム開発、設計●ソフトウェア・パッケージ

サービス●マイクロ・コンピュータシステムの開発

tt・:

ぷ

芯

竃s曇

つ へ

懇

書蓑

、へ

織
工市川⊇z

－ 五、∨鷺 畷

、熟 へ

デ ータエントリ

●漢字入出力 ●一般データ入力(カ ードパン

チ・キーツーディスクなど)

〔 彩梁 ペ ペ:るヅ 冷 ・

ぷ～繭b私 ・ご・∴

80醐 志 念ξ二藁

日傭 醐 轟誇
参 、・'⊆ 鯵

㌢ 参 禄 怠9

若さと英知の
NBCは 、創業23年 。いまや名実 共に情 報処理 業 界のトップ

で尤 信 頼を物語 る継続 的なユーザ 数はすで に3,600以 上。全

国 ネットを駆使 して、いたれりつ くせりの情 報処 理サービスを展

開しています。NBCは 、コンピュータ・マネジメントのすべてを

サポー ト。コンピュータの応 用分 野 を的確 にとらえ、情報 化社

会 のめざましい発 達をしっかりと支えます。

一 くNBCの 活 躍分 野》一

●行政●医療 ●交通●教育

●宇宙開発●資源・エネルギー

●都市開発 ●環境 ●土木

●建築 ●流通 ●製造

●金融 ・保険 ●情 報 ・通信

～B口
裏 日 本 ビ ジ ネ ス コ ン サ ル タ ン ト

本 社/東 京都渋谷区道玄坂1--16-5tto3(476)2SOI

本社分室/東 京都渋谷区道玄坂1-21-2to3(464)5110

札幌/秋 田/仙 台/日 立/水 戸/横 浜/静 岡/金 沢/名 古屋/京 都/大 阪/神 戸/岡 山/福 山/松 江/浜 田/広 島/山 口/下 関/高 松/松 山/北 九州/福 岡/博 多/鹿 児島





㌔ HITAC220H

OAs分 散処理のバックボーン/新/発/売/
効 率 化 、発 展 性 、小 形 化 をめ ざ して登 場 したHITACM-280H、M-260H、M-240Hに 続 いて、

この た びOA、 分 散 処 理 に最 適 なM-240D 、M-220Hを 開 発 。

HITAC新 シリー ズ が さらに充 実 しました。

文 書 処 理 、グ ラフ処 理 、光 通 信 によるネットワー クなど、

新 しいコンピュー タユ ティリティをひらくHITAC新 シリー ズ に ご期 待 くだ さい。

凝 縮 の 思、想1m2プ ロセッサ

主記憶容 量● 最大8MBチ ャネル数●最 大5チャネル

●1,500ゲ ート/チップ 高速 高密 度 論理LSI

64Kビ ット/チップメモリ素子 の採用

● 性能 は、HITACM-150の 約4倍

H[1融 ◎IM-240D

OAの 原 点一1m2プ ロセッサ
主記憶容 量● 最大8MBチ ャネル数●最 大5チャネル

●1,500ゲ ート/チップ高速 高密 度 論理LSl

64Kビ ット/チップメモリ素 子の採 用

● 性能 は、HITACL340の3--4倍

H『噛 ◎IM-220H
●お問い合わせば=ti「(報システム営 業本部 電話く03)763.2411ま たは最寄りの一1iへ 関西〔06)203'5781・Jし州(092)741-5B31・

株式鮒 日立製イ栖 翼翼謙 欝綴欝欝竃㍑き欝 欝 欝欝難躍=;ll認



@HitachiSK
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舞
舞密なチームプレー、正確なパスワークで厚いテ㌣フェンスを破りゴールを目指す/

ソフ トウェアづ くりもそれ ぞれ

の専門技術者 が高度 のテクニ ック

を駆使 して完ぺ きに仕上 げてい き

ます。

日本最大の規模 を持つ 泊 立S膝

は、「技術 の 日立」の一員 と して、豊

富 な経験 と若 い新鮮 な アイデア ・

結束 され たチー ムワー クで、使 い

やすい ・信頼 され るソフ トウェア

を自信 を持 って開発 し産業界 のお

役 に立 ってい ます。

今、 あなたの会社で ソフ トウェ

アづ くりに貴重 な時間 と多くの人

材 を投入 して いると した ら………

必ず しも得策で はありません。

専門技 術 を生か した ソフ トウェ

アづ くりは、技術 と経験 の ある日

立SKに お まかせ ください。

きっとご満足 いただけることを

確信 してお ります。

日丘ソフトウェアエンジニアリ⊃グ株 式會 冠
本 社 〒231横 浜 市 中 区 尾 上 町6丁 目81番 地tt(045)681-2111(大 代)

三 田 事 務 所 〒108東 京都港 区三 田1-4-28(三 田国際 ビル)tt(03)455-2301(大 代)

× 阪 営 業 所 〒541大 阪 市 東 区 北 浜4-6(日 生 日立 ビル)e(06)222-1021

名古屋 営業所 〒46P名 古 屋 市 中 区 栄3-17-12(日 立 ビル)tt(052)264-0027



ぽ 　と　　のまゴニ　

富士通の技術が ソフトウェアでも

世界水準を大きく超えた。

世界最高速350ピ コ秒LSlコ ンピュータを生み出した富士通。

いま、ニューアーキテクチャ31ビ ットアドレス方式を

採用し、新しいソフトウェア「MSP,を 開発、

大形機世界初のリレーショナルデータベースを実現。

大形コンピュータM-300シ リーズ3機 種。

PACOMM-380S/380】R/360

醸響 卿.

†1量∴ll鞭1 !l
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こなしていますカも

磁

いま、行 動 派の釣 人の 間で 熱 い視 線 を浴 びているルアー ・η ッシンズ そのルアーの種 類 は数千 種 にもの ぼ り

ま七 これらの 中から天 候、気 温 、水 温 、水の状 況 に合 わせ、最 も釣 れ そうなルアー を選 択 す るには、豊富 な

経 験 が 求 められま尤 コンピュータ利 用 で も、問 題 解決 に必 要 なソフトウェア開発 には、ノウハ ウの蓄 積 が欠 か

せ ません。富士 通エ フ・アイ・ピーは、総 合情 報処 理センター とじC、長年の経験 と実績 の もとに、最新 のコンピュー タ

を備 えると共 に、豊富 なソフトウェア技 術 を駆 使 じτ企 業 の 問題 解 決 と状 況判 断 に役 立っていま尤TSSサ ー

ビスをはじめとじて各種 受 託 計算 など総 合情 報

処 理 サービスで企 業 の要 請 にお応 えす る富 士

通 エ フ・アイ・ピー。さらにサ ー ビス内 容の充 実

に努 めておりまポ

主要 業 務:事 務・技術 受 託計 算、システム開発 、TSSサ ービ ス、アプリケー

ションプログラムの開 発 、ユーザー システムサ ポー ト、OA機 器販 売

富士通工7・アイ ビー株式会社
■ 本 社 〒105東 京 都港 区 新橋6-1-1TEL.03(433}2251

営業所=北 毎道・東北・仙南・福島・多摩・長野・名古屋・大阪・広島・九州・北九州・鹿児島



ヒ ュ ー リス テ ィ ッ ク で あ りつ づ け た い 。
同一の情報伝達の法則を頑固に守りつづける有機体は、進化することが

できす、衰えてゆきます。したがって、有機体が生き残るために、

何よりも必、要なのは一〈遊び〉一だと、クレゴリイ ・ベイトソン

は述べています。

〈遊び〉とは、いままでの規範をゆるめたり、組み替えたり

することであり、それによってこそ適応が行われ、生き

残る力が身につくのです。つまり、遊びや笑い、ユー

モアやノンセンスは、生きるための飾りなのではな

く、生き残るための不可欠の〈パン〉なのです。そ

れらが可能にするのは、古い自己からの脱却

であり、真の自己の発見であり、それ

による生命の活性化です。

∠ ノ、
＼

●各種分野の ソフトウエア開発 ●コンサル ティ ング・サ ー ビス●システムの構築 ・

販 売●オペ レーションサ ービス・担 当SEサ ー ビス ■ソ フ トウエアの購入 と販売 ●

り

株式会社 フ ァ シ リテ イ マ ネ ー シメ ン ト
資本金9,000万 円 ○従業員300名 ○売上高20億 円 ○代表取締役社 長 國 清 芳 雄

本 社○ 〒141,東 京都品川 区西五反 田2-4-2(東 海 ビル)tt(03)490-5021㈹

沼津営業所○ 〒410静 岡 県 沼i章 市 岡 一 色 学 僕 田 林488-5tt(0559)23-8327

浜松営業所○ 〒430静 岡 県 浜 松 市 田 町182(地 産 ビル)ft(0534)53-6610

最大の成果 をひ き出 します。
新 しい 多 様 なサ ー ビス を提 供 します。
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日本語"情 報処

通産省認定 「安全対策実施事業所」(御 幸事業所)

∈≡≡ltzツ ト=ラ,レ 「…/ス「芦∠⊃ス1'株 百穴会 ネi土
本 社 名古屋市中区錦二丁 目20番20号(大 和生命 ビル)〒460ft〈052>231 -8481㈹
第二営業部

営 業 部 名古屋市中区錦三丁 目20番27号(御 幸 ビル)〒460ft〈052>231-7611㈹

東京営業部 東京都千代 田区神 田小Jll町一丁 目5番 地(神 田東海 ビル)〒101ft〈03>293-3581㈹
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